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開 会◎

これより令和３年９月定例会○中野一則議長

を開会いたします。

本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、星原透議○中野一則議長

員、太田清海議員を指名いたします。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、会期の決定について議○中野一則議長

題といたします。

本定例会の会期日程に係る議会運営委員長の

審査結果報告を求めます。議会運営委員会、右

松隆央委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○右松隆央議員

去る８月27日及び本日の議会運営委員会にお

いて、本日招集されました、令和３年９月定例

会の会期日程等について協議いたしました。

本定例会に提案されます知事提出議案は合

計25件、その内訳は、補正予算２件、条例７

件、予算・条例以外16件であります。このほ

か、６件の報告があります。また、決算議案が

追加提案される予定となっております。

これらの提出議案の内容等を踏まえ、当委員

会において審査した結果、会期は、本日から10

月11日までの36日間とすることに決定いたしま

した。なお、会議日程は、お手元に配付されて

おります日程表のとおりであります。

本定例会は、９月９日から２日間の日程で代

表質問、13日から３日間の日程で一般質問を行

います。

一般質問終了後、人事案件を採決し、その他

の議案・請願について、所管常任委員会への付

託を行います。

９月16日、17日、21日の３日間の日程で各常

任委員会を開催し、27日の本会議で、付託され

た議案・請願の審査結果報告及び採決を行いま

す。

引き続いて、決算議案を上程し、９月30日の

本会議で決算特別委員会を設置の上、同委員会

に当該議案を付託することにしております。決

算特別委員会は、９月30日から10月７日までの

間に開催し、11日の最終日に、決算特別委員長

の審査結果報告及び採決を行います。

なお、議員から提出される議案の取扱い及び

決算以外の特別委員会については、日程表に記

載のとおりであります。

議員各位におかれましては、円滑かつ充実し

た議会運営に特段の御協力をいただきますよ

う、よろしくお願いいたします。

以上で当委員会の報告を終わります。〔降壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○中野一則議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りいたしま○中野一則議長

す。

本定例会の会期は、ただいまの議会運営委員

長の報告のとおり、本日から10月11日までの36

日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

議員の辞職許可◎

令和３年９月６日(月)
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令和３年９月６日(月)

ここで、渡辺創議員から辞職○中野一則議長

願が提出されておりますので、事務局長に朗読

させます。

〔事務局長朗読〕

辞職願

私 儀

このたび、一身上の都合により、県議会議員を

辞職したいので、許可されるようお願いいたし

ます。

令和３年９月６日

宮崎県議会議員 渡辺 創

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

ただいま朗読いたしました渡○中野一則議長

辺創議員の辞職の件を議題といたします。

この場合、渡辺創議員は、地方自治法第117条

の規定により除斥されますので、退席願いま

す。

〔渡辺創議員退席・退場〕

お諮りいたします。○中野一則議長

渡辺創議員の辞職を許可することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、渡辺○中野一則議長

創議員の辞職は許可されました。

暫時休憩いたします。

午前10時５分休憩

午前10時８分再開

議案第１号から第25号まで上程◎

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次に、お手元に配付のとおり、知事から、議

案第１号から第25号までの各号議案の送付を受

けましたので、これらを一括上程いたします。

〔巻末参照〕

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○中野一則議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。

令和３年９月県議会定例会の開会に当たり、

ただいま提案いたしました議案の御説明に先立

ち、３点御報告を申し上げます。

１点目は、本県の新型コロナウイルス感染症

対策の状況についてであります。

８月25日、新型インフルエンザ等対策特別措

置法に基づく「まん延防止等重点措置」の本県

への初めての適用が決定しました。これは、本

県からの要請を踏まえ、国において県内の感染

状況等を分析した上で決定されたもので、期間

は、８月27日から９月12日までとなります。こ

の決定を受け、県では翌26日、医療関係の専門

家や市町村長との協議・意見交換を行った上

で、県対策本部会議を開催し、感染状況が特に

厳しい宮崎市、日向市及び門川町の２市１町を

重点措置区域に指定しました。

当該区域におきましては、飲食店等に対する

終日の酒類の提供停止や、飲食を主とする店舗

におけるカラオケ設備の利用停止、また、大規

模集客施設等に対し、午後８時までの営業時間

の短縮や、入場者の整理など感染を防止するた

めの新たな協力要請等を行っております。

また、この「まん延防止等重点措置」の適用

に合わせ、８月31日を終期としていた県独自の

緊急事態宣言及び県下全域の飲食店等に対する

営業時間短縮要請についても、９月12日まで延

長しました。
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令和３年９月６日(月)

「まん延防止等重点措置」の適用初日となっ

た８月27日には、私も宮崎市長とともに、市内

の繁華街「ニシタチ」を回り、直接、飲食店等

の皆様に対し、営業時間の短縮や酒類の提供を

行わないことについて、御協力をお願いしたと

ころであります。

県民の皆様や事業者の皆様には、県独自の緊

急事態宣言の発令に加え、今回の国の「まん延

防止等重点措置」により、さらなる御負担、御

不便をおかけすることになり、誠に心苦しく思

い、知事として重く受け止めております。感染

力の強いデルタ株が猛威を振るう中、感染拡大

の抑え込みに向けて、今がまさに正念場であ

り、県民が心を一つに感染防止対策に取り組ん

でいく必要があります。県としましては、県民

の皆様、県内事業者の皆様に対し、分かりやす

く丁寧な説明を行いながら、行動要請への御理

解・御協力をいただくとともに、時短要請等に

応じていただけない飲食店等に対しては、必要

に応じて、新型インフルエンザ等対策特別措置

法に基づく命令・過料の手続を進めてまいりま

す。

県内における感染者の状況は、昨日時点で、

入院155名、宿泊療養施設での療養108名、自宅

での療養452名、うち重症者は８名となってお

り、引き続き、県内の医療提供体制は非常に厳

しい状況にあります。また、今般の第５波で

は、県内で６名の方がお亡くなりになりまし

た。お亡くなりになった方々に対し、県民を代

表して哀悼の誠をささげますとともに、御遺族

の皆様に心よりお悔やみを申し上げます。

現在、県では医療機関等と連携し、県民の命

を守る医療提供体制の強化に総力を挙げて取り

組んでいるところであります。

まず、入院受入れ病床について、私自身が直

接、県内の医療機関に対し、新たな病床確保に

ついて協力要請を行うなど、追加で20床を確保

し、合計で327床を確保しております。また、既

存の入院受入れ医療機関における病床について

も、県立病院はもちろんのこと、各医療機関と

個別に調整を行い、一般医療との両立が可能な

ぎりぎりのラインで、その稼働数の拡大を図っ

ているところであります。

また、急増する宿泊療養者及び自宅療養者の

重症化リスクを低減するため、宮崎大学病院と

連携し、予防的措置として抗体カクテルの投与

を行うとともに、県が運営する臨時の医療施設

の開設に向けた準備を進めております。

なお、９月12日までとされている「まん延防

止等重点措置」の終期につきましては、国が最

終的に決定することとなりますが、県としまし

ては、感染状況等を的確に分析しながら、国と

の情報共有に努めてまいります。また、県独自

の緊急事態宣言についても、県内の感染状況や

医療提供体制の状況等を踏まえ、その取扱いに

ついて総合的に判断してまいりたいと考えてお

ります。

次に、県内の学校における対応についてであ

ります。

今回の第５波では、全国的に小・中・高校生

を含む若年層の感染者数が増加していることか

ら、新学期を迎えるに当たり、子供たちを感染

拡大から守り、その学びを保障するため、教育

委員会において、改めて学校において留意すべ

き事項をまとめ、「持ち込ませない」「広げな

い」「学びを止めない」ための新型コロナ対策

に係る取組を強化したところであります。

まず、学校にウイルスを「持ち込ませない」

ために、各家庭の協力が不可欠であることか

ら、検温、マスク、手洗いといった基本的な感
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令和３年９月６日(月)

染対策を徹底することなど、家庭での感染予防

対策の徹底を呼びかけております。

また、「広げない」対策として、抗原検査簡

易キットを合計で6,000個以上、学校に配備する

とともに、教職員へのワクチン接種の加速化に

向けて、県の大規模集団接種や市町村ごとの個

別接種を勧奨しております。

さらに、「学びを止めない」よう、オンライ

ンを活用した健康観察や学習課題等の配信、教

師と自宅をつないだ学習指導を可能な限り行う

など、登校できなくても学校と自宅等をつなぐ

手段を確保し、子供たちとのコミュニケーショ

ンを絶やさず、学びの保障にしっかりと取り組

んでまいります。

今月に入り、県内の１日当たりの新規感染者

数は100名を下回ってきておりますが、依然とし

て極めて多い状況が続いており、医療提供体制

の逼迫など、予断を許さない状況に変わりはあ

りません。今後も適時的確な対策を講じなが

ら、県民の命と健康を守る取組を進めてまいり

ますので、県議会をはじめとする県民の皆様の

一層の御理解と御協力を賜りますよう、心より

お願い申し上げます。

２点目は、高速道路の整備についてでありま

す。

九州中央自動車道高千穂日之影道路日之影深

角インターチェンジ－平底交差点間の2.3キロ

メートルが、８月21日に開通しました。

天候にも恵まれた当日は、中野議長をはじめ

関係議員の方々にも御出席いただき、新型コロ

ナの感染防止対策を徹底しながら、県などの主

催で開通式を挙行いたしました。沿道には、開

通を待ちわびた地元の方々の笑顔があふれ、関

係者の皆様の大きな喜びと期待を実感いたしま

した。この道路は、西臼杵地域はもとより、県

北地域の暮らしや経済、医療環境の進展に大き

く寄与するものと考えております。今回の開通

により、平成30年に開通した雲海橋交差点－日

之影深角インターチェンジ間とを合わせた高千

穂日之影道路延長5.1キロメートルについて、連

続しての通行が可能となりました。

これまで、開通に向け力強い御支援をいただ

きました県議会の皆様をはじめ、御尽力をいた

だきました国土交通省や関係者の皆様に、心か

らお礼を申し上げます。

今後とも、一日も早い、県内高速道路の全線

開通と暫定２車線区間の４車線化を目指し、全

力で取り組んでまいります。

３点目は、「スポーツランドみやざき」につ

いてであります。

昨日９月５日、東京パラリンピックが閉会し

ました。本県では、７月２日から８月24日まで

の間、オリンピック及びパラリンピックに係る

６種目８か国の海外代表12チームの事前合宿が

行われたところであります。県内の宿泊施設を

はじめ、ボランティアや関係の皆様の感染防止

対策、さらには献身的なサポートなど多大な御

尽力により、一人の感染者も出すことなく、無

事に合宿の受入れを行うことができ、深く感謝

申し上げます。

オリンピックにおいて、金メダル１個を含む

計３個のメダルを獲得したイギリス・トライア

スロンチームをはじめとする各国代表チームか

らは、本県の合宿環境への高い評価をいただい

ております。また、ほぼ全てのチームがメダル

を獲得するなど、すばらしい成績を残しておら

れます。

本県としては、今回の合宿受入れの経験を生

かし、今後とも「縁起の良い、結果の出る」宮

崎をアピールしながら、「スポーツランドみや
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令和３年９月６日(月)

ざき」のさらなる発展に結びつけてまいりま

す。

また、オリンピック柔道男子日本代表の井上

康生監督、スケートボード女子パークのスカイ

・ブラウン選手など、本県出身や本県ゆかりの

メダリストの方々に、県民栄誉特別賞、県民栄

誉賞及びスポーツランドみやざき特別表彰を授

与することとしました。さらに、パラリンピッ

ク陸上女子400メートル入賞の外山愛美選手な

ど、オリンピック・パラリンピックで活躍され

た選手等への表彰を予定しております。

新型コロナウイルス感染症の影響により、大

会が１年延期になるなど、数々の困難を乗り越

え、真摯に競技に向き合うアスリートの姿は、

県民の皆様をはじめ、世界中の多くの人々に深

い感動と希望を与えたものと考えております。

今回の東京オリンピック・パラリンピックに出

場された本県ゆかりの選手、大会関係者の方々

に対し、また、この大会の開催に御尽力をされ

た組織委員会やボランティアの方々など全ての

関係者に対し、心から敬意を表するとともに、

その栄誉をたたえたいと存じます。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

初めに、補正予算案についてであります。

補正額は、一般会計で115億2,205万8,000円、

公営企業会計で２億8,300万円であります。この

結果、一般会計の予算規模は6,742億3,573

万4,000円となります。今回の補正予算による一

般会計の歳入財源は、国庫支出金２億7,231

万9,000円、財産収入6,596万5,000円、繰入金１

億8,750万円、繰越金103億8,547万円、諸収入６

億1,080万4,000円であります。

以下、一般会計補正予算案に計上いたしまし

た主な事業について御説明いたします。

まず、新型コロナ対策につきましては、さき

の８月県議会臨時会におきまして、国の「まん

延防止等重点措置」の適用に当たって必要な経

費をお認めいただいたところであり、早急に対

策を講じているところでありますが、９月補正

予算案として、今年度後半に向け対策を強化す

るための事業を計上しております。

第１に、県内の医療関係の学生等が実習を行

う際、実習施設での感染防止対策として、事前

にＰＣＲ検査を行う体制を整備します。

第２に、介護施設等における感染拡大を防止

するためのゾーニングなど、環境の整備を支援

します。

第３に、新型コロナの感染が確認された患者

の方々が入所いただく宿泊療養施設の確保及び

運営を強化します。

これらの事業によりまして、きめ細かく丁寧

な新型コロナ対策を実施してまいります。

次に、新型コロナ対策以外としまして、鳥獣

による農林作物被害の減少を図るための事業

や、農作物生産の収益力向上に計画的に取り組

む産地の生産体制強化などを支援するための事

業を計上しております。

また、令和２年度に概算払いで受け入れた新

型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の

精算に伴う国への返還分を計上しております。

そのほか、令和２年度の決算により生じた剰

余金の一部について、地方財政法の規定に基づ

き、県債管理基金への積立てを行うこととして

おります。

次に、主な債務負担行為の設定についてであ

りますが、宮崎市に整備を予定しております

「屋外型トレーニングセンター」について、令

和４年度の整備に係る設計・建設費として、債

務負担を設定するものであります。
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令和３年９月６日(月)

これは、本県におけるポストコロナを見据え

た「スポーツランドみやざき」の新たな展開を

図り、そのブランド力の向上、観光振興、競技

力向上のシンボル的な施設として、シーガイア

・オーシャンドーム跡地にラグビー、サッ

カー、陸上等のトップアスリート等の合宿拠点

を整備するものであります。

２年後に迫るラグビーワールドカップフラン

ス大会に向けた日本代表チームの事前合宿の誘

致を実現し、成功させるため、令和４年度中に

施設整備を行う必要があることから、今年度中

に設計・建設一括の企画提案競技を実施し、事

業者選定を行う予定としております。

補正予算の概要については、以上でありま

す。

次に、予算以外の議案について御説明申し上

げます。

議案第３号「地方警察職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」は、新型コ

ロナウイルス感染症の法的位置づけが変更され

たことに伴い、関係規定の改正を行うものであ

ります。

議案第４号「宮崎県行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する条例の一部を改正す

る条例」は、食品等取扱条例の廃止等に伴い、

オンライン化の適用除外となる手続の変更等を

行うものであります。

議案第５号から第９号につきましては、法律

等の改正に伴い、宮崎県行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報

の提供に関する条例外４条例の一部を改正する

ものであります。

議案第10号は、新宮崎県体育館建設主体工事

の請負契約の締結について、議会の議決に付す

べき契約に関する条例の規定により、議会の議

決に付するものであります。

議案第11号は、県プール整備運営事業の事業

契約の締結について、民間資金等の活用による

公共施設等の整備等の促進に関する法律の規定

により、議会の議決に付するものであります。

議案第12号は、県立高等学校等の低所得世帯

の生徒が使用するタブレットＰＣの取得につい

て、議案第13号は、元県立都農高等学校の土地

及び建物を都農町の世代間交流等総合拠点施設

の用地に供するものとして処分することについ

て、いずれも財産に関する条例の規定により、

議会の議決に付するものであります。

議案第14号は、刑事事件における証拠物件の

還付手続の不備に係る民事訴訟事件の和解及び

損害賠償の額の決定について、地方自治法の規

定により、議会の議決に付するものでありま

す。

議案第15号は、公安委員会委員江藤利彦氏が

令和３年10月31日をもって任期満了となります

ので、その後任委員として、同じく江藤利彦氏

を任命いたしたく、警察法の規定により、議会

の同意を求めるものであります。

議案第16号は、人事委員会委員濵砂公一氏が

令和３年10月24日をもって任期満了となります

ので、その後任委員として佐藤健司氏を選任い

たしたく、地方公務員法の規定により、議会の

同意を求めるものであります。

議案第17号から議案第25号につきましては、

公害審査会委員９名が、令和３年10月31日を

もって任期満了となりますので、その後任委員

を任命いたしたく、議会の同意を求めるもので

あります。

このうち議案第20号は、鶴田来美氏の後任委

員として吉永砂織氏を、議案第23号は、原田隆
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令和３年９月６日(月)

典氏の後任委員として山下裕亮氏を、また、議

案第17号外６議案につきましては、山崎里都子

氏外６名の後任委員として、同じく、山崎里都

子氏外６名をそれぞれ任命いたしたく、公害紛

争処理法の規定により、議会の同意を求めるも

のであります。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○中野一則議長

明日からの日程をお知らせいたします。

明日７日から８日までは、議案調査のため本

会議を休会いたします。

次の本会議は、９日午前10時から、代表質問

であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時29分散会
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令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日 （ 木 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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議席の一部変更◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

ここで、議席の一部を変更いたします。

各議員の議席は、会議規則第５条第１項の規

定により、ただいま御着席のとおり指定いたし

ます。

代表質問◎

本日の日程は代表質問であり○中野一則議長

ます。

ただいまから代表質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の代

表質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、宮崎県議会自由民主党、日高博之

議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さんおは○日高博之議員

ようございます。自由民主党の日高博之でござ

います。

質問に入ります前に、知事、57歳の誕生日、

おめでとうございます。また、結婚30周年、真

珠婚ということで、あわせて、おめでとうござ

います。

しかし、これからが知事の手腕の見せどころ

でございますので、引き続きしっかりと精進を

重ねながら頑張ってもらいたいとエールを送り

たいと思います。よろしくお願いいたします。

それでは、通告に従いまして代表質問を行い

ます。

まず、新型コロナウイルスに感染され、これ

までにお亡くなりになった方々の御冥福をお祈

りいたしますとともに、御遺族の皆様に心から

お悔やみを申し上げます。

また、療養されている全ての方々の一日も早

い回復をお祈りいたします。

それでは行きます。

昨年から世界中に蔓延している新型コロナウ

イルスは、新しい生活様式をはじめ、私たちの

暮らしや働き方、価値観に大きな影響を与えま

した。

新型コロナの感染拡大が起きる前、日本にお

けるデジタル化のスピードは非常にゆっくりし

たもので、その実現にはもっと時間がかかると

思われましたが、感染拡大により世界に後れを

取っていることが明らかとなってから、デジタ

ル化は急速に進み、都市部でのテレワークの浸

透や、全国の学校における１人１台の端末整備

など、様々な分野で広がりを見せています。

また、東京への人口流入に歯止めがかかるだ

けではなく、地方回帰と言われるような東京か

らの流出など、人の流れにも変化が見られるよ

うになっています。

現在、県では、コロナの影響や人口減少等を

見据え、総合計画の見直しに着手しています

が、県の将来を考える上で、変わるもの、変わ

らないもの、残すべきものがあると考えており

ます。

今回の新型コロナによるデジタル化や地方回

帰などの変化は、まさに「変わるもの」であ

り、計画にもしっかり反映させるべきであろう

と思いますし、一方で、大切に残すものとして

は、人の温かさや中山間地域の暮らしなどでは

ないかなと思っております。

そこで、現在策定作業を進めている新たな総

合計画の見直しに当たってのポイントを、知事

にお尋ねいたします。

以上で壇上からの質問を終わり、ほかの質問

は質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

令和３年９月９日(木)
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令和３年９月９日(木)

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

新たな総合計画の策定に当たりましては、長

期的に人口が減少していくという前提に立っ

て、子育て環境の充実や若者の県内定着など、

引き続き人口減少問題への対応を中心としつ

つ、議員御指摘のとおり、急速なデジタル化や

地方回帰の動きなど、新型コロナに伴う社会変

容にも的確に対応していく必要があります。

特に、自然に囲まれた安全・安心な生活環境

をはじめ、地域の絆や伝統文化など、宮崎なら

ではの豊かさを将来にわたってしっかりと維持

・継承していくとともに、デジタル技術を活用

して、働く場の創出や医療・福祉の充実、地域

交通の維持を図るなど、人口規模に応じた魅力

ある地域づくりを進めていくことが重要である

と考えております。

このような考え方の下、県内各地域の様々な

世代の皆様をはじめ、市町村や産業界、県議会

の皆様等の御意見を伺いながら検討を行い、人

口が減っても地域の活力を維持し、あらゆる

人々が夢や希望を持って、豊かさを実感できる

社会の実現に向けて、全力で取り組んでまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

これまでも、地方創生に向け○日高博之議員

た様々な取組が多くなってきましたが、人口の

減少に歯止めがかからず、特に東京への一極集

中の流れは止まらない状況でした。

しかし、今回のコロナ禍を機に、テレワーク

の急速な進展、地方で暮らすことの魅力の高ま

りなどにより、地方回帰の動きが見られつつあ

り、実際に、今年３月卒業の本県高校生の県内

就職内定率は昨年度を上回ったり、東京からの

転出者が増加するなど、データでも表れてきて

おります。

しかしながら、このような本県にとって追い

風と言える動きも、コロナが鎮静化すれば、再

び若者は給料が高い都市部の企業へ就職してし

まい、コロナ前の状況に戻り、将来的に本県の

活力を維持することができなくなるのではない

かと懸念されるところであります。

そこで、人口減少の抑制を図っていくために

は、移住・定住の促進、若者の県内定着を図る

ことが重要であると考えますが、その取組につ

いて知事にお伺いいたします。

出生数の減少などによ○知事（河野俊嗣君）

り、人口の自然減がさらに拡大することが見込

まれる中、人口減少を抑制し本県の活力を維持

していくためには、少子化対策に加えまして、

御指摘のような移住・定住の促進や、若者の県

内定着を図るなど、社会減の抑制を図る取組が

重要であると考えております。

このため県では、移住希望者を対象とした相

談窓口の運営や、本県の魅力の発信を行うとと

もに、空き家改修など市町村が行う受入れ環境

整備への支援等に取り組んでいるところであ

り、昨今の地方回帰の流れもあって、移住世帯

数は年々増加しているところであります。

また、若者が県内に定着するためには、ワー

ク・ライフ・バランスや十分な収入の確保な

ど、県内企業が若者にとって魅力あることが重

要でありますことから、県の人材育成プログラ

ムであります「ひなたＭＢＡ」の実施や、仕事

と生活が調和した働きやすい企業等を表彰する

「ひなたの極」認証制度などに取り組んでいる

ところであります。

今回の地方回帰の流れを好機と捉え、市町村

や県内の関係機関と連携をしながら、人口減少

の抑制に努めてまいります。

ありがとうございます。移住○日高博之議員
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令和３年９月９日(木)

や若者の定着のために、様々な取組を行ってい

るとのことですが、私は、企業の魅力を高めて

いくためには、何よりも「人」が重要だと考え

ております。

経営者が、先を見通す力や柔軟な発想を持つ

ほか、企業の成長だけを考えるのではなく、社

員の給与や働き方、人材育成など社員を大切に

することが、企業の魅力向上に、ひいては若者

の就職につながるのではないかと思います。

そこで、県の人材育成プログラム「ひなたＭ

ＢＡ」の取組内容について、総合政策部長にお

伺いいたします。

宮崎ビジネス○総合政策部長（松浦直康君）

アカデミー、通称「ひなたＭＢＡ」であります

が、地域経済を牽引する人材の育成を目的とし

て、経営戦略やビジネススキルを学ぶプログラ

ムを提供しておりまして、この５年間で5,000名

を超える方々が修了されております。

企業の成長には、働く場の魅力向上も重要で

あることから、経営者から若手までの各階層に

応じたプログラムにおきまして、社員の意欲向

上や労働環境の改善、仲間意識の構築といった

内容も重視しておりまして、このような取組を

通じ、若者の県内定着につなげていきたいと考

えております。

昨年度は、県内企業に対しましてヒアリング

等を行い、より企業ニーズを踏まえた実践的な

プログラムへと改善を図ったところであります

ので、今後も、「ひなたＭＢＡ」の内容充実に

努めてまいりたいと思います。

ありがとうございます。○日高博之議員

次に、デジタル化の取組についてでありま

す。

新型コロナウイルス感染拡大への対応を通じ

て、行政分野をはじめ、我が国のデジタル化の

遅れが明らかになりました。

一方で、全国的な人の移動の制限や、接触機

会の減少を背景に、テレワーク、ウェブ会議、

キャッシュレス決済など、これまでなかなか進

まなかったデジタル技術の導入が現実的なもの

となってきております。

このような中、国においては、デジタル社会

の形成に関する施策を推進する、新たな司令塔

となるデジタル庁が今月設置されるなど、デジ

タル社会の実現に向けた動きが一層加速してい

くものと期待されます。

デジタル化については、その導入に当たって

様々な課題もあり、一足飛びにはいかない部分

もあると思いますが、本県においても県民の利

便性向上を図る上で、スピード感を持って取り

組んでいくことが重要であると考えておりま

す。

知事は、今年度を「みやざきデジタル化元

年」と位置づけておりますが、デジタル化にど

のような思いで取り組まれるのか、お伺いいた

します。

社会全体のデジタル化○知事（河野俊嗣君）

が急速に進む中、国は、「誰一人取り残さな

い」を合い言葉に、人に優しいデジタル化を目

指していくこととしております。

デジタル化には、コストや人材育成等の課題

があり、全ての分野において一気に導入するこ

とは難しい面もありますが、例えば、中山間地

域等の交通が不便な場所であっても、都市部と

同様の教育等が受けられるなど、地理的・時間

的制約の克服に大きな効果があると考えており

ますので、私は本来、本県のような地方こそ率

先して取組を進める必要があると考えておりま

す。

そのため、本年３月に宮崎県情報化推進計画
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令和３年９月９日(木)

を策定し、「デジタル・ガバメントの推進」

「暮らしや産業の振興」「情報環境の整備・充

実」の３つの柱によりまして、全ての県民がデ

ジタル化の恩恵を享受できるよう、その取組を

スタートしたところであります。

県としましては、豊かで活力あふれるデジタ

ル社会の実現を目指して、国や市町村に加え、

関係団体とも十分連携し、スピード感を持って

取り組んでまいります。

ありがとうございます。県庁○日高博之議員

が、デジタル化が一番遅れているんじゃないか

なと推測するんですけれども、しっかりその

辺、職員の、情報政策課ですか、そこを中心に

やってもらいたいなと思いますので、よろしく

お願いいたします。

次に、歳入確保対策についてであります。

令和２年３月に本県で初めて新型コロナウイ

ルス感染症の患者が確認されて以来、度重なる

感染拡大と、それに対応する県独自の緊急事態

宣言の発令等により、県民生活、県内経済は大

きな影響を受けています。こうした県内経済活

動の低下により、貴重な自主財源である県税

や、使用料・手数料収入にもマイナスの影響が

生じているものと思われます。

一方で、総務省発表の令和２年度地方税、税

収の決算見込みによりますと、都道府県税の決

算見込みは、対前年度比で0.3％増となるとのこ

とであります。

そこでまず、令和２年度決算における県税収

入、使用料・手数料収入の現状について、総務

部長にお伺いいたします。

令和２年度決算に○

おける県税収入は、1,006億1,022万円余となる

見込みであり、令和元年度と比較しますと、９

億7,157万円余、率にして1.0％の増となってお

ります。

新型コロナの影響によりまして、法人事業税

など一部の税目で減収となりましたが、消費税

引上げの効果が税収に反映されたこと等により

まして、平成30年度以来、２年ぶりに1,000億円

を超える税収を確保したところであります。ま

た、使用料・手数料収入は、96億3,661万円余と

なる見込みであり、令和元年度と比較します

と、２億4,801万円余、率にして2.5％の減と

なっております。

県立高校の生徒数の減に伴う授業料の減や、

新型コロナの影響によるパスポート交付件数の

減などにより減収となったところであります。

県税収入については、前年度○日高博之議員

を上回る見込みとのことですが、令和２年度

は、鉱工業生産指数が対前年度比で8.9ポイント

減、新設住宅着工戸数が同じく10.2％減、宮崎

空港の国内線乗降客数が58.5％の減など、本県

の主要な経済指標の多くが悪化しており、企業

の業績は大きく落ち込んでおります。

また、「生活福祉資金貸付制度」の令和２年

度の融資実績は、51億8,000万円余で過去最多と

なったことから、収入が減少し、日々の生活に

苦労されている方も増えていることが、数字に

も表れております。

このようなコロナ禍において、令和２年度の

県税収入が増加した要因について、総務部長に

お伺いいたします。

令和２年度に新型○

コロナの影響を受けたと考えられる税目としま

しては、法人事業税が5.5％、11億3,699万円余

の減収、軽油引取税が4.7％、４億3,144万円余

の減収となっております。

一方で、個人県民税は、令和元年の個人所得

が課税対象であり、新型コロナの影響がなく所
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得が堅調に推移したことから、1. 8％、５

億2,606万円余の増収となっております。

また、地方消費税譲渡割は、令和元年10月の

消費税率引上げが税収に反映されたことによ

り、22.4％、36億1,529万円余の大幅な増収と

なっております。

こうしたことから、新型コロナの影響はあっ

たものの、県税収入全体としては増加となった

ものであります。

令和２年度の景気動向を示す○日高博之議員

数字を見ると、我が国のＧＤＰ実質成長率は、

対前年度比マイナス4.5％と、リーマンショック

時を超える落ち込みとなっております。また、

先ほど申し上げましたとおり、本県の主要経済

指標も軒並み悪化しております。

さらに、現在まさに直面している第５波に対

して、本県においても８月27日から「まん延防

止等重点措置」が適用されるなど、経済への影

響は長期化し、先の見えない状況となっており

ます。こうした経済の落ち込みは、令和２年度

県税収入には限定的にしか反映されておらず、

今年度以降の税収にも長くマイナスの影響を及

ぼすことも懸念するところでございます。

このような中、令和３年度の県税収入をどう

見通しておられるのか、総務部長にお伺いいた

します。

令和３年度の県税○

収入につきましては、地方消費税譲渡割につい

て、消費税率の引上げの効果が年間を通して表

れることから、令和２年度決算見込みからさら

に17億円増加するものと見込んでおります。

一方で、新型コロナの影響により、個人県民

税が約30億円、法人事業税が約26億円の減と予

想されることなどから、全体では約51億円減

の954億8,000万円を見込んでいるところであり

ます。

現在の新型コロナの感染状況を踏まえます

と、今後も厳しい状況が続くことが懸念されま

すので、県民生活や県内経済の状況を注視しつ

つ、県税収入の確保に努めてまいりたいと考え

ております。

ボディーブローのように、令○日高博之議員

和３年度決算から、このコロナの影響が税収と

して出てくるということだと思いますので、そ

れにしっかりと対応していただきますよう、よ

ろしくお願いいたします。

次に、全国知事会地方税財政常任委員会委員

長としての取組についてお伺いいたします。

第５波の感染爆発の状況を見ますと、医療体

制の確保や事業者支援といった対策に加え、大

きな打撃を受けている地域経済の回復に向けた

様々な手立てを大胆に実施していく必要があり

ます。

しかし、対策を実施するためには財源が必要

であります。コロナ対策に多くの財源を割くよ

うであれば、本県の令和３年度予算に計上され

た、他の事業に影響を及ぼすことにもなりかね

ません。先立つものがなければ、思い切った決

断もできないものでございます。

総務部長の答弁にありましたが、令和２年度

の決算見込みにおいて、県税収入全体では増加

しているものの、法人事業税等は減少してお

り、また今年度の税収は、令和２年度決算か

ら51億円減という見通しであります。今後も不

透明感は否めないと。

新型コロナの感染爆発により、地方税収の見

込みが不透明になる中、知事は、全国知事会地

方税財政常任委員会委員長として、どのように

取り組んでいくのかお伺いいたします。

御指摘のような状況の○知事（河野俊嗣君）
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中、地方税財政におきましては、目下の新型コ

ロナ対策のための財源確保に加えまして、今

後、団塊の世代が後期高齢者になることに伴う

社会保障関係費の増加などに対応できる財源確

保が大変重要であると考えております。

このため、全国知事会の地方税財政常任委員

会としては、直近では、全国都道府県に対する

様々な財源の活用状況の調査結果を踏まえまし

て、全国知事会としての提言を取りまとめ、国

への要請活動を重ねることによりまして、成果

としまして、新型コロナの地方創生臨時交付金

の都道府県及び市町村に対する3,000億円の新た

な配分、さらには骨太の方針2021において、地

方一般財源総額について、来年度からの３年間

は今年度と実質的に同水準を確保する旨の決定

などにつながっているところであります。

今後とも、国の補正予算等も見据えたさらな

る財源確保や、将来にわたって安定的な財政運

営に必要な地方一般財源総額の確保・充実が、

極めて重要であると考えております。

税財政委員長としまして、政府・与党の幹部

とのつながりや、全国の知事との連携を強固に

しつつ、地方の実情をしっかり伝え、一層、適

時適切な要請活動を重ねたいと考えておりまし

て、全国のため、ひいては宮崎県のために全力

を尽くしてまいります。

ただいま知事から、委員長と○日高博之議員

しての取組について、成果も交えながら答弁い

ただきました。ありがとうございます。

一定の成果の陰には、政府・与党に幾度とな

く要望された知事の御努力はもとより、知事を

支えている政策調整監をはじめ、組織として取

り組まれていることと存じます。

コロナ禍という前例のない事態の中で、就任

１年目の委員長県が全国の都道府県を取りまと

め、政府・与党のキーパーソンの理解を得るま

でには、相当な苦労や工夫もあったのではない

かと推察いたします。

新型コロナの財源確保については、各都道府

県の感染状況や対策、財政状況も様々であり、

また、前例のない事態での国とのやり取りが求

められる中、宮崎県は、地方税財政常任委員会

のいわば事務局として、どのような課題を認識

し工夫しているのか、政策調整監にお伺いいた

します。

新型コロナの財○政策調整監（渡辺善敬君）

源確保などの要望活動では、御指摘のとおり、

事態が変化するスピードの速さ、各県の実情・

ニーズの違い、国と地方の立場の違いなどがあ

る中、いかに要請内容を調整し、国に働きかけ

るかが課題でございます。

このため、知事の指示を仰ぎながら、県庁関

係部や他県幹部と連携を密にしまして、感染状

況に応じた財政需要を分かりやすく示せるデー

タを調査する、客観的データに基づき、実情を

聞き取った上で、都市部と地方部の全体にとっ

て求められる要請案をつくる、政府・与党の問

題意識を把握し、国側の視点にも立って「伝わ

る」資料をつくり、地方の実情を具体的かつタ

イムリーに要望することなどに、事務局である

広域連携推進室職員とともに工夫を重ねており

ます。

今後、一層充実した活動ができるよう努めて

まいります。

ありがとうございます。委員○日高博之議員

会の活動については、これまで本会議で知事か

ら答弁もいただいております。

しかし、税財政という行政の根幹に係る課題

を扱いながら、あまりにも広範で抽象的である

がために、政策調整監をはじめ担当部署の活動

- 19 -



令和３年９月９日(木)

が、県民や県内の行政機関には分からないので

はないかと感じております。

先ほど、「全国のため、宮崎のため、さらに

充実した要望としていく」と答弁がありました

が、そのためには、県内の行政関係者の理解と

協力を得ていく必要があると考えます。

地方税財政常任委員会の活動は、県民はもと

より、県内の行政関係者にも見えにくいと感じ

ますが、どのように取り組んでいくのか、政策

調整監にお伺いいたします。

御指摘のとお○政策調整監（渡辺善敬君）

り、地方税財政常任委員会の活動につきまして

は、分かりやすく伝えていくことが大変重要で

あります。

このため、県議会や市町村への情報提供はも

とより、報道機関に対する囲み取材や勉強会、

講演会等での活動の説明などを通じて、積極的

な情報発信に努めております。

また、他県との連携により、本県の課題の解

決につなげるとともに、知事会に積極的に提言

するよう職員の意識を高めるため、地方税財政

の専門家をお招きしての県庁内勉強会の開催

や、知事会要望に広く本県の意見を反映するこ

とができるよう、各課への助言なども行ってお

ります。

今後とも、情報提供・理解醸成にしっかりと

取り組んでまいります。

ありがとうございます。この○日高博之議員

間は、何か時局講演もされたというふうに、政

策調整監から聞いております。

昨年まではよく見る顔でありましたが、今年

に入ってからは、ぱったり見なくなり、みんな

心配しておりましたが、こういったことで重要

な役割を担っているんだということが、やっと

今日分かりましたので、ぜひ知事を今後とも支

えながら国に提言していただきますよう、よろ

しくお願いいたします。

次に、長距離フェリーについて伺います。

長距離フェリーは、本県の基幹産業である農

畜産物を安定して消費地に輸送する重要な役割

を担っているほか、教育旅行やスポーツ合宿等

の観光客も多数利用するなど、まさに「本県経

済の生命線」であり、重要な交通基盤でありま

す。

このため、県、宮崎市、地元経済界が連携し

た「オール宮崎体制」で支援することにより、

航路を長期的、安定的に維持していくこととし

ており、県議会においても、令和元年11月議会

で、新船の建造経費として、県から約40億円の

融資に係る債務負担を議決したところでありま

す。

その過程では、総務政策常任委員会、商工建

設常任委員会の合同審査会が開催されるなど、

今後の事業計画の妥当性をはじめ、様々な課題

について議論を重ねてきたところであります。

一方で、新型コロナの感染拡大が一向に収束

の糸口をつかめない状況が続いており、まさに

現在も、デルタ株の影響により全国的に広がっ

ている第５波の真っただ中で、本県の様々な業

種においても大きな影響が出ております。

当然、交通・物流界も例外ではなく、度重な

る感染拡大で国内の生産活動が停滞し、また、

緊急事態宣言の発令で人流が制限されたことに

より、陸・海・空、全ての交通機関において、

経営に深刻な影響が出ております。

このような中、宮崎カーフェリーの令和２年

度決算は、前年度と比較して貨物輸送量が約９

％の減、旅客輸送量に至っては約60％の大幅な

減となっており、営業損益がマイナス４億9,800

万円と非常に厳しい赤字決算であったことが報
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道されました。

このように、出口が見えないコロナ禍の中

で、各交通機関が知恵と工夫を凝らし、需要の

回復に懸命に取り組んでいるところであります

が、新船就航を控える中、宮崎カーフェリーに

おいては需要回復にどのように取り組んでいく

のか、総合政策部長にお伺いいたします。

ただいま御指○総合政策部長（松浦直康君）

摘のとおり、新型コロナの影響によりまして、

長距離カーフェリーにつきましては、特に旅客

部門における影響が深刻であります。まずは、

その需要の回復が最重要課題と考えておりま

す。

現在、宮崎カーフェリーにおきましては、自

動発券機やスマートチェックインの導入、相部

屋の貸切り利用無料化など、感染防止対策を徹

底し、安全な船旅を提供する取組が進められて

おります。また、来年度の新船就航後は、旅客

需要の大幅な拡大が期待できますことから、本

年10月の進水式を皮切りに、テレビやウェブな

ど各種媒体を活用した大型プロモーションを、

県内外において展開する予定であります。

このほか、貨物につきましても、特に課題と

なっております下り荷の確保など、需要回復に

向けた取組を進めているところであります。

新船の建造経費として、県か○日高博之議員

ら40億円の融資に係る債務負担の是非を議論す

る過程で、合同審査会において、運航会社が新

船建造に当たり作成した長期収支計画を示して

いただきました。

この計画では、これまでの輸送実績などから

設定した、堅めの計画であると説明を受けてい

るところですが、当然、コロナの影響は想定さ

れておらず、計画どおりに進めることが難しく

なってきているのではないかと心配をしており

ます。

令和２年度の決算から判断しても、コロナの

影響は非常に大きいとうかがえます。新船建造

に当たりまして策定した長期収支計画につい

て、コロナの影響を踏まえた見直しの必要性に

ついて、総合政策部長にお伺いいたします。

新船建造に当○総合政策部長（松浦直康君）

たりまして策定された長期収支計画につきまし

ては、燃料費の変動とか貨物需要の見通しな

ど、様々な要因を考慮してはおりましたけれど

も、計画を策定した時点におきまして、現在の

ようなコロナ禍は想定しておらず、昨年度の実

績は計画を大きく下回ったところであります。

今年度につきましても、感染力の強いデルタ

株が全国的に蔓延する中、特に旅客については

厳しい状況が続いております。

このため、宮崎カーフェリーにおきまして

は、計画見直しの必要性につきまして検討が進

められているところでありまして、本年度上半

期の実績を踏まえて判断することとしていると

伺っております。

ぜひ、その見直し計画は議会○日高博之議員

に示していただきたいなと。議会も40億円を可

決した責任も当然ございますので、よろしくお

願いいたします。

次に、地域間幹線バス路線についてでありま

す。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、バスの利用者が激減、地域間幹線バスを運

行する宮崎交通の収益が大幅に悪化し、一部の

路線では、路線の維持が困難な状況となってい

ます。このため、６月議会において、県は地域

間幹線バス路線を維持するため、補助金による

緊急的な支援のほか、バス路線網を見直すため

の調査事業が補正予算として可決されました。
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これまでの間、新聞等では、地域間幹線バス

路線の維持をめぐり、何度か大々的に報道され

るなど、本県のバス路線が今後どうなっていく

のか心配しております。

そこで、地域間幹線バス路線の見直しについ

て、現在の状況と今後の取組を総合政策部長に

お伺いいたします。

地域間幹線バ○総合政策部長（松浦直康君）

ス路線の見直しにつきましては、７月に県バス

対策協議会を開催いたしまして、本協議会の８

つの地域分科会に、路線見直しのためのバス路

線対策会議を新たに設置したところでありま

す。

この地域ごとの対策会議につきましては、準

備が整ったところから、国、県、市町村や交通

事業者による協議検討を始めているところであ

ります。

また、調査事業につきましても、先月、受託

事業者を決定し、バス利用の実態を把握する乗

降調査をはじめ、地域住民へのアンケート、バ

ス事業者等へのヒアリングなどを行うこととし

ておりまして、この調査結果を踏まえ、地域の

実情に応じた運行区間の見直しや、コミュニ

ティバス等、他の運行形態への転換など、具体

的な対応方針を本年度中に取りまとめたいと考

えております。

今、答弁にありましたが、県○日高博之議員

と市町村は、緊急的な支援を決定して、７月に

は、バス対策協議会の地域分科会に「バス路線

対策会議」を設置、路線網を見直す調査事業も

開始しており、県と市町村は取組を進めている

ところですが、これまでのように、大型のバス

を走らせ、赤字補塡を続けながら地域交通ネッ

トワークを維持していくことは、非常に困難だ

と考えます。

今後は、地域の利用実態に合わせて、バス車

両の小型化や運行のデマンド化などを進めてい

く必要があり、そのためには、市町村も地域の

足をどう守っていくのか真剣に考えて、一層の

危機感を持ちながら、県とともに積極的に見直

しを進めるべきであると考えます。

一方で、これまでの新聞報道を見ますと、地

域間幹線バス路線で「事業者が負担している赤

字は行政が全額補塡すべきだ」「10月以降の赤

字補塡を」といった財政支援を求める記事ばか

りが大きく取り上げられております。事業者で

ある宮崎交通の経営改革に向けた取組が、あま

り表に出てきておりません。

事業者と行政では、立場や考え方の違いがあ

りますけれども、バス路線を維持していくため

には、バスを運行する宮崎交通の自助努力は当

然あってしかるべきだと。

県と市町村が協力して見直しに取り組んでい

る中、バス事業者にはさらに経営努力を求める

べきだと思いますが、総合政策部長に考えをお

伺いします。

ただいま御指○総合政策部長（松浦直康君）

摘のとおり、持続可能なバス路線網を構築する

ためには、バス事業者自らの経費削減、あるい

は利用促進による赤字圧縮などが必要であると

考えております。このことについては、県や市

町村からも、さらなる経営努力を求めていると

ころであります。

宮交グループといたしましても、グループ全

体の事業構築プランを本年３月に策定され、経
※

営改善に取り組んでいるところでありますけれ

ども、新型コロナの影響によりまして、ほぼ全

ての事業部門が厳しい経営状況にありますの

で、これまでと同じ方法で路線を維持すること

には、一定の限界もあると考えております。

※ 23ページに訂正発言あり

令和３年９月９日(木)
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このため、地域の実情に応じた運行区間の見

直しや、市町村によるコミュニティバスへの転

換、新たな事業者への切替えなども含めて、市

町村や他の事業者と併せて効率化を検討してま

いりたいと考えております。

ぜひ前向きにお願いいたした○日高博之議員

いと思います。

次に、タクシーと貸切りバス事業者等につい

て伺います。

タクシーは、地域に密着した輸送サービスの

担い手として、日常の買物、通院など、県民の

生活に必要な公共交通機関でありますが、新型

コロナウイルス感染拡大の影響に伴い、昨年２

月以降、外出自粛要請、イベントの中止、観光

客の激減などにより、利用者が大幅に減少し、

事業者の収入は大幅に落ち込み、甚大な影響を

受けています。

また、貸切りバスについては、主に団体旅行

や修学旅行等で利用されていますが、ほかにも

地域のグループ旅行をはじめ、部活動やスポー

ツ大会での利用、冠婚葬祭による送迎など、地

域生活においても様々な形で利用されていま

す。

しかしながら、新型コロナが猛威を振るい、

外出を控える日々が続き、貸切りバス事業者は

先が見通せない状況が続いております。

このような中、県は６月補正予算において、

地域のタクシーや貸切りバス事業者などに対

し、事業継続を支援する「市町村交通事業者支

援事業」を措置していますが、この事業の進捗

状況について総合政策部長にお伺いいたしま

す。

タクシーや貸○総合政策部長（松浦直康君）

切りバス事業者につきましては、長期化する新

型コロナの影響によりまして、利用者が大幅に

減少し、経営が非常に厳しい状況となっており

ます。

御質問の市町村交通事業者支援事業につきま

しては、６月補正予算の成立後、市町村の意向

調査を行い、市町村からは、地域のタクシー事

業者や貸切りバス事業者などに対する給付金事

業等を実施したいとの回答がありました。

その後、おおむね市町村からの提案を踏まえ

た形で調整を行ったところであり、各市町村に

おきましては、予算化に向けた手続を進めてい

ただいているところであります。

なお、先ほどの答弁の中で、宮交グループの

経営改善につきまして、事業構築プランと答え

ましたけれども、事業再構築プランでありまし

たので、訂正をさせていただきたいと思いま

す。申し訳ありませんでした。

時間がありませんので、次に○日高博之議員

移ります。新田原基地についてお伺いいたしま

す。

７月末に、米軍ヘリが串間市内の民有地に不

時着する事案が発生しましたが、この米軍ヘリ

は新田原基地を飛び立ったとのことでした。

この事案からは、米軍ヘリがなぜ新田原基地

にいたのか、日常的に駐機しているのではない

かという疑問が湧きました。また、これまでも

日米共同訓練が新田原基地で複数回実施されて

おり、さらに現在、米軍の緊急時使用のため、

新田原基地に弾薬庫等の整備が進んでおりま

す。

これらの実情を踏まえますと、今後さらに、

米軍の新田原基地への依存度が増していくので

はないか、いずれ新田原基地が米軍基地化する

のではないかといった懸念もあるところであり

ます。

そこで、米軍ヘリの駐機や共同訓練の実施、
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弾薬庫等の整備など、近年、米軍が新田原基地

を重要視していると思われますが、このことに

ついて、県はどう分析しているのか、知事にお

伺いいたします。

新田原基地におきまし○知事（河野俊嗣君）

ては、これまで過去10回にわたり日米共同訓練

が実施されておりまして、現在は、我が国南西

地域の安全保障体制の確保や、沖縄の基地負担

軽減などを目的として、米軍の緊急時使用のた

めの施設整備等も行われているところでありま

す。

また、今回の米軍ヘリの新田原基地への駐機

については、天候不良のため臨時的に行ったも

のと説明を伺っておりますが、これまでのもろ

もろの状況を踏まえますと、米軍にとっても、

新田原基地がその重要度を増しているのではな

いかと考えているところであります。

県としましては、県民の安心・安全の確保の

観点から、引き続き、県内における米軍の活動

を注視するとともに、これまで以上に、国に対

しては、迅速かつ丁寧な情報提供を求めてまい

ります。

情報提供を速やかに、早くも○日高博之議員

らうことです。先にその情報が出るから、その

辺を見直すようにお願いしたいと、強く防衛省

のほうに働きかけていただきたいと思います。

次に、Ｆ35Ｂについてお尋ねいたします。

防衛省からは、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ35Ｂ

を新田原基地に配備する計画であることについ

て、県議会にも説明があり、また今週月曜日に

は、新富町長が町議会において「受入れを前提

に国と協議していきたい」との考えを示された

ところであります。

国内の自衛隊基地としては初めて、Ｆ35Ｂと

いう最先端の戦闘機が配備されることから、安

全保障上の位置づけも高まり、新田原基地が標

的とされるのではないかという懸念もありま

す。また、飛行回数も相当程度増えると伺って

おりますので、騒音も増大し、事故のリスクも

高まるのではないかと不安を感じる方も多くい

らっしゃいます。

さらには、そうした懸念や不安の結果とし

て、例えば、移住を考えている方や立地を考え

ている企業が、移住や立地を断念するなど、地

域へのマイナス面も出てくるのではないかとの

声も聞かれております。

そこで、Ｆ35Ｂの配備などにより新田原基地

の重要度が高まり、危険度が増すと考えます

が、地域住民等への不安について、県はどのよ

うに考えているのか、知事にお伺いいたしま

す。

Ｆ35Ｂにつきまして○知事（河野俊嗣君）

は、新田原基地への配備の意向が国から示され

たところでありますが、騒音の増大に加え、弾

薬庫の整備等と相まって、基地が攻撃対象とな

るリスクが高まるのではないかといった不安

や、それに伴う様々な影響への懸念の声が、県

民から寄せられているところであります。

これまでも、国に対しましては、県民に不安

を生じさせることのないよう、リスク等に対す

る具体的な対策を求めてきたところであります

が、防衛省からは、「今回の配備による防空能

力の向上により、基地を含めた我が国への攻撃

に対する抑止力につながるものである」との認

識が示されるのみで、具体的な対策の説明は行

われていないところであります。

県としましては、地元市町とも連携しなが

ら、改めて、こうした県民の不安や懸念の声を

国に伝えるとともに、不安解消につながる具体

的な施策の実施等につきまして、引き続き強く
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求めてまいります。

よろしくお願いします。○日高博之議員

次に、新型コロナウイルス感染症対策につい

てお伺いいたします。

県内での鎮静化がいまだに見えない新型コロ

ナの第５波は、デルタ株の極めて強い感染力に

より、全国的に感染爆発が発生し、本県でも８

月に入り感染者数が急増しました。

県では、これまでの経験を踏まえ、感染防止

対策や県民への注意喚起に取り組まれるととも

に、地域の感染状況に応じ、警戒区分の引上げ

や警報の発令など、早めの措置を取られており

ます。

８月６日の宮崎市の飲食店等への営業時間の

短縮要請の後に、11日には、感染状況や盆休み

の人流影響などを踏まえ、県独自の緊急事態宣

言を発令されております。

その後も感染拡大に歯止めがかからず、100人

を超える感染者が相次いだことから、知事は、

国に対して「まん延防止等重点措置」を要請

し、適用が決定しました。期間は、８月27日か

ら９月12日までとされ、県対策本部会議におい

て、感染状況の厳しい宮崎市、日向市、門川町

が重点措置区域に指定されました。

当該区域には、飲食店等での酒類の提供禁止

や、大規模集客施設の営業時間短縮等の要請が

なされ、また、これに併せて、緊急事態宣言及

び県下全域の飲食店への営業時間短縮の期間が

延長されました。

現在、県内の新規感染者数は減少してきてお

りますが、引き続き警戒が必要であると認識し

ております。

その一方で、国のまん延防止等重点措置の適

用や、県独自の緊急事態宣言の発令等により、

県民や事業者、地域経済に与える影響は非常に

大きいため、事態収束の見通しが立った場合に

は、速やかに次のステージへの移行の必要があ

るものと考えております。

本日、国のまん延防止等重点措置の延長につ

いて、正式決定があると伺っております。重点

措置が延長された場合の対象地域の決定や、県

独自の緊急事態宣言の見通しについて、知事は

どのように考えているのかお伺いいたします。

県民の皆様の御協力を○知事（河野俊嗣君）

いただく中で、県内の新規感染者数は減少傾向

に転じておりまして、ここ数日、50人未満で推

移しております。直近１週間の人口10万人当た

りの新規感染者数は、一昨日時点で32.3人と、

第５波のピークであります79.0人から大きく減

少しているところであります。ただ、依然とし

て極めて高い水準で推移していることに注意が

必要であります。

また、入院患者数は過去最多の水準にありま

して、病床使用率も43.7％と非常に高く、医療

提供体制は依然として極めて厳しい状況が続い

ております。本県の医療提供体制が脆弱である

ことを考えると、当面、現在の強い行動要請を

継続しながら、感染者のさらなる抑制を図って

いく必要があると考えております。

今後、早期に経済の回復を図り、日常生活を

取り戻していくためにも、中途半端に対策を緩

めてリバウンドのリスクを残してしまうのでは

なく、県民の皆様の御理解と御協力をいただき

ながら、十分に鎮静化を図っていく必要がある

ものと考えております。

そのため、国のまん延防止等重点措置につき

ましては、本県としても延長やむなしと判断

し、国に対して内々にその意向を伝えていたと

ころであります。本日、国の正式な決定がある

と伺っておりますが、本県への適用について

- 25 -



令和３年９月９日(木)

は、延長される見込みとなっております。その

際には、重点措置区域の指定につきましては、

感染が高止まりしております宮崎市について継

続したいと考えております。

なお、県独自の緊急事態宣言につきまして

も、現在の状況を踏まえると、延長せざるを得

ないものと考えており、飲食店等における営業

時間短縮要請につきましても、全市町村におい

て延長する方向で検討しているところでありま

す。

これらの取扱いにつきましては、今後、医療

関係の専門家や市町村長の意見も伺いながら、

本日開催いたします県の対策本部会議におい

て、正式に決定する予定としております。

ちょっと確認なんですが、今○日高博之議員

の答弁を聞くと、まん防が適用されていた日

向、門川については外れるということでよろし

いでしょうか。

現時点ではそのように○知事（河野俊嗣君）

考えております。

続いて行きます。感染拡大防○日高博之議員

止のため、営業時間短縮要請などに協力してい

ただくためには、飲食店をはじめとする事業者

への支援が重要であり、そのためには、必要な

予算確保がされていることが前提となります。

第５波への対応においては、刻々と状況が変

化する中での予算措置が必要であったと考えま

すが、知事はどのような考え方で予算対応をし

てきたのか伺います。

この新型コロナの第５○知事（河野俊嗣君）

波におきましては、営業時間短縮要請や県内事

業者への支援など、８月に、補正予算の編成を

４回行っております。

このうち最初の３回は、専決補正予算であり

ますが、時々刻々と変化する感染状況等を分析

しながら、飲食店への営業時間短縮要請などの

感染症対策を緊急に行う必要があったものであ

ります。また、協力金の財源につきましては、

国が８割、残り２割を県と市町村で折半して負

担するなど、従来の事業の枠組みを活用しなが

ら、必要となる予算につきまして、私の責任で

緊急に決定したものであります。

４回目の補正予算につきましては、８月18日

に、まん延防止等重点措置を国へ要請しました

が、適用が決定するまで１週間程度の時間を要

すること、また、本県で初めて適用される、重

点措置に関連する政策的な予算でありましたこ

とから、臨時会での予算審議をお願いしたとこ

ろであります。

引き続き、感染症対策や経済対策など、コロ

ナ対策に必要とされる予算等につきましては、

機動的かつ迅速に対応していく必要があるもの

と考えております。

丁寧な説明に努めてまいりますので、議会を

はじめとする県民の皆様の御理解と御協力を賜

りますよう、お願い申し上げます。

従来の事業の枠組みを活用す○日高博之議員

るなら専決処分と、政策的な予算はしっかり議

会で議論する、その辺は十分に分かりました。

それは迅速にやることが重要ですので、よろし

くお願いいたします。

次に、今回の第５波の感染者数増加は、極め

て感染力の強いデルタ株の影響によるものと思

われますが、県でも陽性者数が過去最大となっ

たことから、入院病棟の逼迫なども心配されて

います。

一般病棟への影響から、全ての患者を入院さ

せることは困難でありますが、一方で、緊急事

態宣言が出ている都市部では、入院ができずに

自宅で亡くなられた方もいるとの報道がありま
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す。

このような事態を本県で防ぐため、患者の状

況に応じ、入院・宿泊療養・自宅療養のいずれ

かの対応が適切に判断され、患者全てが必要な

医療や支援を受けられる体制が必要であると考

えます。

そこで、本県のコロナウイルス患者の療養先

の決定の考え方について、福祉保健部長にお伺

いいたします。

患者の療養○福祉保健部長（重黒木 清君）

先につきましては、国の基準や通知も踏まえ、

患者一人一人の症状や基礎疾患などの重症化リ

スクの有無、家庭内感染のおそれなどを個別に

医師が判断して決定しております。

具体的には、患者の症状や糖尿病、高血圧、

心疾患、肥満などの重症化リスクを総合的に判

断いたしまして、入院が必要と判断された方に

ついては、入院対応を行うこととなっておりま

す。

また、直ちに入院が必要でないと判断された

方につきましては、国の通知では、自宅療養を

基本とするとされておりますけれども、健康管

理の必要性に加えまして、家庭内感染のおそれ

や、独居で生活上の不安があるなどの自宅療養

ができない事情等がある方につきましては、宿

泊療養施設での療養としているところでありま

す。

医療体制が脆弱な本県では、○日高博之議員

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う新規感染

者数の増大により、入院患者数や療養者数が過

去最多の水準となり、医療提供体制が極めて厳

しい状況になっていると認識しております。

このため知事は、去る８月24日に県医師会の

河野会長と共同記者会見を開かれ、県民に対

し、「いのちを守るための緊急メッセージ」と

して、コロナ病棟を含む医療の厳しい現状を伝

えられ、県民への感染予防対策の徹底等を呼び

かけました。

第５波では、宿泊療養施設に加え、自宅療養

もこれまで以上に増加しております。療養先決

定の考え方については、部長にお伺いしたとこ

ろでありますが、病院・宿泊施設・自宅を含め

た総合的な医療提供体制の強化が大変重要であ

ると考えます。

そこで、現在、医療提供体制の強化に向けた

取組をどう進めているのか、知事にお伺いしま

す。

本県は、第５波の爆発○知事（河野俊嗣君）

的な新規感染者の増加によりまして、医療崩壊

の危機に直面しておりますことから、現在、医

療提供体制の強化に全力で取り組んでいるとこ

ろであります。

まずは、入院が必要な方が入院できるよう、

病床のさらなる確保を進めたところでありまし

て、先日、私が自ら医療機関へ要請を行うな

ど、追加で20床を確保し、現時点で合計327床の

受入れ体制を整えたところであります。

また、宿泊療養施設や自宅療養につきまして

も、医師等による健康観察や外来診療体制な

ど、患者の健康管理を確保するための体制を強

化したところであります。

さらに、自宅や宿泊療養者の重症化を予防す

るため、本県初の臨時の医療施設の開設を決断

したところでありまして、ひまわり荘の敷地内

に「宮崎県重症化予防センター」を整備し、明

日から運用を開始することとしております。

今、知事から答弁がありまし○日高博之議員

た、県が新しく設置する宮崎県重症化予防セン

ターの設置目的や概要について、福祉保健部長

にお伺いいたします。
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宮崎県重症○福祉保健部長（重黒木 清君）

化予防センターにつきましては、宿泊療養施設

であります、ひまわり荘の機能の強化を図ると

ともに、自宅や宿泊療養者の重症化を予防する

ことで、県民が安心して医療を受ける体制の維

持を目的としております。

このセンターは、プレハブ平家建てで、診察

室と併せまして、陰圧スペース内で抗体カクテ

ル療法や点滴等の処置が可能な設備を備えてお

ります。

開設に当たりましては、県立宮崎病院のバッ

クアップを受けまして、医師や看護師を派遣し

ていただき、午前９時から午後５時まで、10床

規模で運用を開始することとしております。

深いところは、うちの会派の○日高博之議員

日髙利夫議員のほうから一般質問であるかと思

いますので、よろしくお願いいたします。

次に、ワクチン接種について伺います。

新型コロナ感染が拡大する中、ワクチン接種

は感染収束に向けた切り札となり得ると、大い

に期待されております。

現に高齢者については、約８割以上の方の接

種が完了しており、高齢者の感染が減少するな

ど、その効果も証明されていることから、この

ワクチンをいかに早く多くの県民に届けるかが

感染拡大防止の重要な鍵になってきます。

また、感染力の強いデルタ株が流行している

状況にある中、ワクチンの効果を十分に得るた

めには、できるだけ多くの方に接種していただ

き、さらにワクチン接種を早期に完了させる必

要があります。

特に、現在の感染者の多くが20代から30代の

若者であると伺っており、こうした若年層のワ

クチン接種の機会を確保し、接種者を増やすこ

とが、感染収束に向けた鍵となるのではないか

と考えております。

そこで、若年層を含む県民に対するワクチン

接種を早期完了させるため、接種をどのように

推進していくのか、福祉保健部長にお伺いいた

します。

ワクチン接○福祉保健部長（重黒木 清君）

種につきましては、市町村と連携し、当初11月

末までの完了を目指していたところでございま

すが、課題でありましたワクチンの配分につい

て、国から、接種対象者の86％になるまでの量

が10月初旬までに配分されるとの連絡があった

ことから、県において直ちに市町村への配分計

画をお示しし、一部市町村においては、既に接

種計画を前倒ししていただいているところでご

ざいます。

また、県実施の大規模接種においても、接種

枠の拡充とともに、これまでの対象に加え、16

歳以上の県民まで対象を広げたところでござい

ます。

さらに、できるだけ多くの方に接種いただく

ことが重要になりますことから、ホームページ

や新聞紙面に加え、若年層をターゲットにした

テレビＣＭやＳＮＳを活用しながら、接種の呼

びかけを行っているところであります。

これらの取組によりまして、希望する方々全

てが、11月の前半までに接種を完了できる見通

しとなったところでございまして、引き続き市

町村と連携しながら、円滑なワクチン接種に向

け、必要な取組を着実に進めてまいります。

11月前半までに接種完了でき○日高博之議員

る見通しが立ったということですので、市町村

によっては早いところと遅いところで隔たりみ

たいなものがあるものですから、それはやはり

もうちょっと調整をするように、県が司令塔に

なってやってほしいなと思います。
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ある町では打っているけど、ある市では打っ

ていないとか、よく情報が入ってくるものです

から、よろしくお願いいたします。

次に、中高生へのワクチン接種について伺い

ます。

夏休みが終了し、今後、体育祭や文化祭、修

学旅行、高体連や中体連の秋冬の大会、就職試

験や入試など、学校生活において大変重要な教

育活動や行事を控えています。

こうした重要な教育活動を中止せざるを得な

い状況を回避するためにも、また、感染力が２

倍と言われるデルタ株による大規模な学校クラ

スターを発生させないためにも、中高生には少

しでも早い接種が望ましいと考えます。

既に12歳以上の子供たちに対して接種券の配

布が進められており、多くの自治体においてワ

クチン接種が可能な状況になっていると伺って

おりますが、子供たちへのワクチン接種は、個

人で病院に行って接種を受ける個別接種が基本

とのことです。

個別接種で少しずつ接種者が増えていくのを

待つ猶予はないと思いますし、デマや臆測によ

る接種控えで接種率が上がっていかないことも

懸念されます。学校において集団接種を行うな

ど、子供たちがよりワクチン接種を受けやすい

環境をつくることも重要ではないかと考えま

す。

接種率を高め集団免疫化を図ることで、安全

安心な教育環境が形成されるよう、中高生に対

するワクチン接種を積極的に推進するべきと考

えますが、教育長のお考えをお伺いします。

中高生に対する学○教育長（黒木淳一郎君）

校での集団接種につきましては、接種希望の有

無を判断する際に同調圧力が生まれたり、会場

における接種後のきめ細かな医療対応が困難で

あったりするなど、現状では多くの課題がある

ものと認識しております。

中高生へのワクチン接種は、感染拡大を防止

し、子供たちが安心して学べる環境をつくる上

で有効な対策の一つでありますので、希望する

生徒に対しては、速やかに接種が進めばよいと

考えております。

県教育委員会といたしましては、学校を通じ

て、保護者や生徒に対して、厚生労働省などか

らの関連情報を提供するとともに、市町村との

連携を図りながら、ワクチン接種が進むよう努

めてまいります。

教育長のこの思いというの○日高博之議員

は、十分伝わってくるものでございます。

文科省ではなくて厚労省の意見を聞いて進め

ていくといいかなということで、アドバイスを

したいと思います。

次に、部活動における感染症対策について伺

います。

高校総体や甲子園大会など、多くの選手が夢

の舞台への出場をかけ、コロナ禍においても、

感染対策を講じながら日々の努力を重ね、部活

動に取り組んできたことと思います。

しかしながら、新型コロナ感染症により大会

に出場できず、これまでの努力の成果を発揮す

る場を失った選手たちにとっては、言葉で表す

ことができない悔しさであったことと、実感い

たしております。未来ある選手たちの次のス

テップでの活躍を、心より願っております。

現在、感染力が強いと言われるデルタ株など

の変異株が確認されるなど、かつてない感染状

況となっています。このような中で、生涯にわ

たる健全な心と体を培い、豊かな人間性を育む

基礎となる部活動は、生徒たちにとって大変意

義のある教育活動であります。
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この部活動や、その成果を発揮できる貴重な

機会をできる限り行えるようにするためには、

さらなる感染対策が重要になってくるのではな

いでしょうか。

そこで、この新たな変異株等が確認されてい

る中での部活動における感染対策にどのように

取り組んでいくのか、教育長にお伺いいたしま

す。

部活動は、議員も○教育長（黒木淳一郎君）

おっしゃいましたが、生徒にとって大変意義の

ある教育活動であり、コロナ禍においても何と

か継続できるよう、様々な対策を講じてきたと

ころですが、子供たちの安全を守るという観点

から、一時的に活動を中止せざるを得ない状況

もございました。

現在、感染力の強いとされるデルタ株への置

き換わりが急速に進んでおり、感染状況も急激

に変化しておりますことから、より一層、対策

の徹底と臨機応変な対応が必要であると考えて

おります。

今後とも、子供たちの安全を守ることを第一

に、感染状況を注視しながら、その都度、関係

者と協議を重ね、生徒の活動をできる限り保障

してまいります。

練習もしないと、けがをしま○日高博之議員

すよね。だから、けが対策もあれば、工夫して

校内でできる部分もやっぱりあると思いますの

で、先生たちもそういった感染対策というのは

十分にやってきていますので、その辺も信頼し

ながら、学校と連携を取りながらやってほしい

なと思います。よろしくお願いします。

次に、介護人材確保対策についてでありま

す。

本県の第八期介護保険事業支援計画で

は、2019年度の介護職員数２万1,447人に対

し、2025年度の必要数は２万3,339人と増加が見

込まれますが、供給できる介護職員数は２万692

人で、2,647人もの介護職員の不足が見込まれて

います。

今後、人口減少が進む中、必要となる介護

サービスを適切に提供していくためには、若年

者の雇用促進をはじめ、潜在介護福祉士、外国

人材など多様な人材の活用を促進していくとと

もに、介護ロボットやＩＣＴの導入など、労働

環境・処遇の改善などの対策にも取り組む必要

があると考えます。

そこで、本県の高齢者人口がピークを迎え

る2025年を見据え、介護人材の確保に県はどの

ように取り組んでいくのか、福祉保健部長にお

伺いいたします。

今後、介護○福祉保健部長（重黒木 清君）

サービス需要のさらなる増加が見込まれる中

で、介護サービスの基盤となる介護人材を確保

することは、最も重要な課題であります。

このため県では、「新規就労の促進」「労働

環境・処遇の改善」「資質向上」の３つの視点

から、様々な対策を講じているところでありま

す。

具体的には、新規就労の促進として、福祉系

高校生への修学支援や、留学生に奨学金を支給

する介護施設への支援など、また、労働環境・

処遇の改善として、職員の負担軽減や業務効率

化を図るため、介護ロボットやＩＣＴの導入支

援など、さらには、資質の向上として、医療的

ケアなどの介護技術や感染症対策に関する研修

の実施などに取り組んでいるところでございま

す。

介護人材の確保は大変重要な○日高博之議員

課題でありますので、計画的な介護人材の確保

に向けて頑張ってください。
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要支援または要介護認定を受けている人

は、2020年８月末現在で５万8,292人となってお

りますが、2025年には６万3,763人になると推計

されています。

今後、高齢者の増加が見込まれることから、

高齢者が介護を必要とせずに、いつまでも元気

に暮らしていただけることが大事だと考えてお

ります。

介護人材が不足する中、要介護を減らす取組

も必要と思いますが、県はどのように取り組ん

でいくのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

高齢者が介○福祉保健部長（重黒木 清君）

護を必要とせず、健康で自立した生活を送るた

めには、要支援の段階の方に対する介護予防と

自立支援の取組が、極めて重要だと考えており

ます。

具体的には、介護予防については、市町村が

行う運動教室等の通いの場へ理学療法士等を派

遣し、効果的な機能訓練の実施を支援している

ところであります。

また、自立支援型ケアマネジメントを推進す

るため、市町村職員等向けの研修の開催のほ

か、県内の先進市町村に他の市町村の職員を派

遣し、医療の視点を取り入れたマネジメント手

法について学んでもらうなど、県内全域での取

組を進めております。

今後とも、市町村が、地域の実情に応じた介

護予防と自立支援の取組を展開できるよう、支

援してまいります。

次に、ケアシステムなんです○日高博之議員

けれども、人口が減少する中で、高齢化はます

ます進展していくことから、高齢者が幾つに

なっても住み慣れた地域で自分らしく暮らせる

よう、地域全体で高齢者を支えていく必要があ

ります。

このため、団塊の世代が75歳以上となる2025

年を目途に、医療、介護、介護予防、住まい、

生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ

ステムを構築することが求められます。

平成27年の介護保険法改正では、地域包括ケ

アシステムの構築に向け、全ての市町村が在宅

医療と介護の連携、認知症施策の推進、生活支

援、介護予防サービスの充実などに取り組むこ

ととされました。

地域包括ケアシステムの構築が言われるよう

になり、かなりの年数が経過し、もう間もなく

４年後には2025年を迎えてしまいます。

そこで、県は地域包括ケアシステムをどのよ

うに推進していくのか、福祉保健部長にお伺い

いたします。

地域包括ケ○福祉保健部長（重黒木 清君）

アシステムは、2025年に向け、全ての市町村

が、地域の実情に応じて構築していくこととさ

れております。

このため、県といたしましては、入院や退院

時に医療と介護の連携を図るための「入退院調

整ルール」を市町村を越えて対応できるよう、

各保健所単位で策定するとともに、医療・介護

人材育成のための研修会を開催するなど、市町

村の支援を行っております。

2025年はもとより、現役世代が急減する2040

年を見据え、高齢者がいつまでも住み慣れた地

域で、安心して自分らしく暮らし続けられる社

会づくりを目指して、今後とも地域包括ケアシ

ステムを推進してまいります。

大切なことですので、よろし○日高博之議員

くお願いいたします。

また、2025年を迎えた後、2040年には団塊の

世代のみとり、今度はこれが必要になってくる
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と思います。団塊ジュニア世代が高齢者とな

り、現役世代の急速な減少が見込まれますの

で、2040年を見据えた地域包括ケアシステムの

推進にも取り組んでいただけるようお願いいた

します。

次に、屋外型トレーニングセンターの整備に

ついてであります。

去る８月27日、シーガイアオーシャンドーム

跡地に、県が主体となり、ラグビー、サッ

カー、陸上等のトップアスリートの合宿拠点と

して活用できる屋外型トレーニングセンターを

整備すると発表されました。

オーシャンドーム跡地については、国におい

て、屋外系スポーツ強化拠点の整備の必要性が

議論されていたこともあり、平成27年から、県

・宮崎市・フェニックスリゾート社をはじめと

する官民が一体となって、屋外型ナショナルト

レーニングセンターの整備を国に要望されてき

たところでありますが、国による整備が期待で

きないことから、県の重点施策であるスポーツ

ランドみやざきのさらなる推進を目的に、今回

の整備に至ったようであります。

現在、コロナで暗い話題が多い状況の中では

ありますが、このような施設の整備を行うこと

は、スポーツランドを観光振興の柱としている

本県にとっては、大変すばらしい取組であると

思っております。

しかしながら、ただ単に、スポーツキャンプ

誘致を目的とした施設を造って、これまでと同

じ取組をしているようでは、これ以上の発展は

望めないと考えております。

これまで、県の総合計画の中にスポーツラン

ドみやざきを位置づけ、それに沿って様々な施

策を展開されてきたところでありますが、今

回、約18億円の費用をかけて施設整備を行うか

らには、これまでのスポーツランドみやざきを

変える、これまでとは違うステージでの新たな

展開が必要であり、スポーツランドみやざきを

進化させたビジョンを持ち、それを目指してい

く必要があると、強く感じるところでありま

す。

そこで、どのようなビジョンに基づき、屋外

型トレーニングセンターの整備を行うのか、知

事にお伺いいたします。

県では、スポーツラン○知事（河野俊嗣君）

ドみやざきの推進を重点施策の一つに掲げまし

て、国内外代表チームのキャンプ受入れや、大

規模スポーツイベントの開催などに積極的に取

り組んできたところであります。

近年、沖縄をはじめとして、キャンプ誘致に

力を入れる自治体、いわばライバルとなる自治

体が増加しておりまして、競争が激化しており

ます。

このため、今回の整備に当たりましては、ポ

ストコロナ社会も見据え、新たなキャンプ誘致

などによります国際水準のスポーツの聖地とし

てのブランド力向上を目指して、他県との差別

化を図るとともに、県内各地へのスポーツキャ

ンプの広がりなどによる観光振興、経済の活性

化とともに、日本代表やトップチームとの交流

によります県内アスリートの競技力向上も目指

し、スポーツランドみやざきのさらなる進化を

図っていくこととしております。

今回の施設整備は、２年後に○日高博之議員

フランスで開催されるラグビーワールドカップ

に向けた日本代表チームの事前合宿や、来年開

幕するラグビーの新リーグ、Ｊリーグ、陸上の

実業団チームなど、トップアスリートの合宿誘

致をターゲットにされていますが、近年、ラグ

ビー人気の高まりから、ほかの自治体でも施設
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整備等が行われております。日本代表合宿等の

誘致活動も盛んになってきていると伺っており

ます。

また、プロ野球やＪリーグを見ても、沖縄な

どは、先ほどありましたが、施設や設備もかな

り整えてきております。

こうした中、一流アスリートやトップチーム

を誘致するためには、他県にない、いわゆる優

位性が必要ではないかと思います。

そこで、今回整備する屋外型トレーニングセ

ンターは、他県と比べてどのような優位性を

持ったものになるのか、商工観光労働部長にお

伺いいたします。

今回の整○商工観光労働部長（横山浩文君）

備に当たりましては、２年前のラグビーワール

ドカップを契機に日本でも導入が進んでおり、

使用可能日数が天然芝よりも最大２倍程度長

く、耐久性も高いハイブリッド芝のグラウンド

を１面整備をいたしますとともに、屋内練習場

やトレーニングジムも備えることとしておりま

す。

また、シーガイアエリアは、これまで合宿を

行ったラグビー日本代表やＪリーグチームなど

から、空港とのアクセスや臨海公園など周辺の

トレーニング環境、ホテルと練習場所の近さな

どが高く評価されております。加えまして、ゴ

ルフ、トライアスロン等のナショナルトレーニ

ングセンター競技別強化拠点に指定されてお

り、さらに多種目に対応する充実した練習環境

が整いますことで、極めて高い優位性を持つこ

とができると考えております。

部長の言うとおりです、それ○日高博之議員

は。もう言うことはないです、それ以上は。

先ほど知事から、整備に当たってのビジョン

を伺いました。ここ数年の間に、国内外のラグ

ビー代表チームや東京オリンピック・パラリン

ピックの事前合宿など、数多くのトップチーム

を受け入れた本県の経験は、非常に貴重なもの

であると考えております。

今後、こうした経験やノウハウ、屋外型ト

レーニングセンターの機能をフルに生かしなが

ら、これまで以上に国内外のトップアスリート

から選ばれるキャンプ地としての取組に期待し

たいと思っております。

そこで、屋外型トレーニングセンターの整備

をきっかけに、どのような取組を進めていくの

か、知事にお伺いいたします。

県ではこれまで、ス○知事（河野俊嗣君）

ポーツランドみやざきを掲げて、スポーツキャ

ンプ・合宿の誘致に取り組んできたところであ

りますが、今回の屋外型トレーニングセンター

の整備は、県総合運動公園に加えた新たな拠点

づくりになるものでありますし、また、これま

で長年にわたり培われました、キャンプ受入れ

のノウハウ、経験をしっかりと生かしていく、

その体制をサポートするものにもなろうかと考

えております。

まずは、ラグビー日本代表合宿の定着化や、

来年開幕しますラグビー新リーグ、Ｊリーグ、

陸上実業団チーム等の新規誘致に積極的に取り

組むこととし、来県したトップアスリートや指

導者と、県内アスリートが交流する機会も創出

してまいります。

また、宮崎大学医学部等と連携し、アスリー

トのパフォーマンス向上につながる科学的なト

レーニングや、スポーツメディカル等の充実に

も取り組み、合宿地としての付加価値をさらに

高めていくこととしております。

さらに、国内外のトップアスリートやトップ

チームの受入れ実績を積み重ね、将来的には国
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の屋外型トレーニングセンターとしての指定を

目指してまいります。

いい取組です。新たな拠点と○日高博之議員

いうことで、しっかりとやってほしいなと思い

ます。

次に、国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会についてお伺いいたします。

今年度の開催が予定されていた三重国体は、

昨年の鹿児島国体に続き、開催中止が決定しま

した。国体は２年連続の中止、また、障害者ス

ポーツ大会に至っては３年連続の中止となり、

参加を心待ちにされていたアスリートの皆様の

気持ちを考えますと、非常に残念な思いがしま

す。

現在、三重県において、大会の開催を延期す

るかどうか検討がなされており、私といたしま

しても、その動向・判断を注視しているところ

です。

そこで、三重国体が延期された場合、2027年

に本県で開催予定の国スポ・障スポはどのよう

な影響を受けるのか、総合政策部長にお伺いし

ます。

国体の延期の○総合政策部長（松浦直康君）

取扱いにつきましては、昨年12月にルール化さ

れておりまして、三重県が延期を希望した場合

には、開催決定県及び一度延期された内定県の

後ろとなりますので、2027年の開催となりま

す。したがいまして本県は、2028年に１年先送

りされることとなります。

その場合の本県への影響としましては、大会

回数や、開催内定及び開催決定の時期が変更さ

れるとともに、少年競技の対象世代が１年ずれ

ることとなります。

このほか、広報物の再作成や組織体制の維持

に係る経費の増加などが見込まれますが、主要

３施設をはじめ競技施設の整備などは、予定ど

おり進めることとしておりまして、１年延期と

なった場合でも、万全の体制で大会が開催でき

るよう、今後の準備をしっかりと進めてまいり

ます。

また再度延期になるというこ○日高博之議員

とでございますが、やはりしっかりと開催準備

を進めてもらいたいと、変わることなくです

ね、教育長も。

次に、関係人口創出の取組についてでありま

す。

本格的な人口減少社会を迎える中、持続可能

な活力ある地域づくりのためには、本県に移住

した経験がある、あるいは、宮崎のおいしい食

べ物、豊かな自然、神楽をはじめとした文化に

魅力を感じているなど、何らかの形で本県に関

わりを持っていただける方々、すなわち、関係

人口をつくり、増やすことが大変重要であると

思います。

県では、本県に親しみを持ち、宮崎のファン

として応援してくれる方々を「みやざき応援

隊」として認定し、本県の魅力を積極的に発信

していただいております。

私は、関係人口の創出に向け、みやざき応援

隊の制度は非常に有効であると考えますが、ど

のような取組を行っているのか、商工観光労働

部長にお伺いいたします。

みやざき○商工観光労働部長（横山浩文君）

応援隊は、東京・大阪・福岡などの都市圏居住

者を中心に、８月末現在で729人を認定しており

ます。

応援隊の方々には、日頃から、県がホーム

ページ等で発信しております情報など、本県に

関する情報の収集に努めていただきまして、自

ら積極的な発信をいただいているところでござ
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います。

また、県では、みやざき応援隊の方々に対

し、定期的に県の広報紙「県広報みやざき」を

送付いたしますとともに、物産館ＫＯＮＮＥ

や、県経済連などが行う県産品のキャンペー

ン、本県のふるさと納税などの情報を提供して

おりますほか、神話や宮崎牛を題材とした名刺

の台紙を送付しまして、宮崎のＰＲのために御

活用いただいているところでございます。

私は、この関係人口をさらに○日高博之議員

拡大していくためには、宮崎のファンを増や

す、この「みやざき応援隊」のより一層の活用

を図る必要があると思います。

今後、みやざき応援隊をどのように展開して

いくか、商工観光労働部長に再度お伺いいたし

ます。

みやざき○商工観光労働部長（横山浩文君）

応援隊の活動をさらに充実させていきますため

には、より多くの方に御参加いただくととも

に、多くの情報を発信していただく必要がある

と考えております。

このため県では、今年度実施いたします「関

係人口創出デジタルマーケティング事業」にお

きまして、インターネット上で本県に強い興味

・関心をお持ちの方に、応援隊への参加の呼び

かけを行いますほか、隊員の方々が相互に情報

を共有し、交流を可能とする仕組みをＳＮＳ上

に設け、発信意欲の向上を図ることといたして

おります。

今後とも、みやざき応援隊の活動をさらに活

性化させますとともに、令和５年に開催予定の

世界県人会の取組も通じまして、関係人口の拡

大に努めてまいります。

世界県人会、頑張ってくださ○日高博之議員

い、令和５年ですね。

次に、水産業の振興について伺います。

地元の漁業者に聞きますと、ここ近年、以前

に比べて魚が取れなくなっただけではなく、魚

の価格も安くなり、水揚げ金額は減少している

にもかかわらず、漁業に必要な漁具などの資材

や燃料が値上がりしたことで収益が上がらなく

なり、その結果、後継者の成り手も少なくなっ

ていると聞いております。

今のような状況が続けば、県内全域の水産業

がさらに衰退し、漁業者だけでなく、地域の

様々な水産関連産業にまで影響を及ぼし、ひい

ては地域経済に影響を及ぼすのではないかと危

惧しているところであります。

一方で、少し明るい話題としましては、近

年、我が県における水産物の輸出額は年々増加

しており、コロナ禍における令和２年度におい

ても、減少することなく増加し、初めて10億円

を突破したと聞いております。

我が国では、今後も人口減少が進んでいくと

想定されますが、世界では、逆に人口増が見込

まれております。

世界中で水産物の需要が高まっており、ま

た、コロナ禍がもたらした生活スタイルの変化

による内食需要への期待などにより、水産物の

供給基地として、本県には一層成長できるチャ

ンスがあるものと考えております。

このような中、県では、今年３月に「第六次

宮崎県水産業・漁村振興長期計画」を策定され

ました。この計画は、担い手対策、流通販売対

策など、今後10年の本県水産施策が掲げられて

おり、よくまとめられた計画だと思います。

しかしながら、幾らよい計画であったとして

も、それを実行しなければ、絵に描いた餅に

なってしまいますので、計画をしっかり実行し

ていただきたいと思います。
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そこで、今後、県は第六次宮崎県水産業・漁

村振興長期計画をどのような体制で推進してい

くのか、農政水産部長にお伺いいたします。

第六次宮崎県○農政水産部長（牛谷良夫君）

水産業・漁村振興長期計画は、「ひなたイオ

ベーションで新たな波に乗り成長する水産業」

を基本目標に掲げており、今年度からその実現

に向けて取り組んでいるところであります。

本計画の推進に当たりましては、担い手対策

などの４つの施策体系ごとに推進部会を設置

し、計画の確実な実行を図ります。

また、県水産業・漁村振興協議会を再編し、

現場目線での施策提案や取組状況の検証を行う

ため、水産業の主役となる漁業者に加え、流通

加工業者、消費者等を構成員とした、オール水

産の「イオベーションサミット体制」で取り組

みます。

県としましては、この体制の下で本計画を推

進し、本県水産業の成長産業化と、多様性にあ

ふれた魅力ある漁村を築いてまいります。

チャンスがありますので、漁○日高博之議員

業も。いつも宮崎牛ばかり言っているから、農

政水産部は。漁業のほうも忘れないようにして

いかないといかんのかなという気がちょっとし

ていますので、よろしくお願いいたします。

次に、へベスの生産振興についてお尋ねいた

します。

平成28年９月に、県は生産者や関係機関・団

体とともに、ヘベスを県下全域に生産拡大する

方針を打ち出しました。

平成30年11月議会で当時の郡司副知事が、

「へベスの魅力を最大限に発揮できる生産・販

売・加工の取組を積極的に推進し、ヘベスを、

全国はもとより、世界に売り込めるブランドに

育てていきたい」と、熱い思いを語られており

ました。

現在、日向市におきましては、高齢化等によ

り面積が減少する中、新たな取組として建設業

者が参入し、水田からの転換を図り、約２ヘク

タールの面積でヘベス栽培を始めております。

日向市でのこのような取組の一方、県内各地で

も生産拡大が進んでいると考えております。

平成30年11月議会で質問した際に、県下全域

への生産拡大について、生産面積を平成28年

の25ヘクタールから、令和７年度を目標に40ヘ

クタールに増やすということを伺っておりまし

たが、ヘベス生産拡大の現状と、今後の振興に

どう取り組んでいくのか、農政水産部長にお伺

いいたします。

ヘベスにつき○農政水産部長（牛谷良夫君）

ましては、県下統一した栽培技術指導の下、安

定した品質・収量確保に向けた生産体制の整備

を進めてきた結果、日向市のほか、都城市など

県内12市町で導入が進み、栽培面積は、令和２

年現在、33ヘクタールと順調に拡大しておりま

す。

また、今後の出荷量の増加に向け、量販店の

みならず、通信販売や業務需要への対応など、

販路の多様化を進めているところであります。

県といたしましては、引き続き関係団体等と

連携しながら、作業性のよい平たん地の活用に

加えて、ラジコン草刈り機などスマート農業技

術の実証・導入に取り組みますとともに、新た

な加工品の開発支援や、県内外での消費ＰＲに

よる需要拡大など、目標達成に向け産地を積極

的に支援してまいります。

ありがとうございます。前○日高博之議員

回、郡司副知事が世界に発信できるブランドと

言われましたが、今度の副知事は変わりはない

でしょうか、確認だけちょっとお伺いします。
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永山副知事。

郡司副知事から農政○副知事（永山寛理君）

担当を引き継いだ私としましては、郡司副知事

同様、世界に羽ばたくヘベスを目指して頑張っ

てまいりたいと思います。

分かりました。継続というこ○日高博之議員

とでよろしいですね。

続きまして、県土強靱化についてお伺いいた

します。

今年に入り、７月１日からの大雨により、静

岡県熱海市の土石流災害をはじめ、全国各地に

おいて土砂災害や浸水被害が発生し、道路やガ

ス、水道等のライフライン、農業や観光業など

地域の産業に大きな被害をもたらしたと報道さ

れております。

本県では、平成17年の台風14号により、未曽

有の大災害が発生しました。県内のあらゆる河

川で甚大な浸水被害が発生し、山間部では鰐塚

山の山腹崩壊や、耳川流域の深層崩壊により、

河川が一時せき止められるなど、多くの箇所で

災害が発生し、ようやく河川整備などが完成し

つつあります。

しかしながら、近年、全国各地では断続的に

線状降水帯が発生するなど、災害リスクが至る

ところで高まっております。本県においても、

昨年９月に椎葉村で起こった土砂災害のよう

に、大きな被害がいつ発生してもおかしくない

状況であります。

このような状況の中、頻発化・激甚化する自

然災害に備えるため、どのように取り組んでい

くのか、県土整備部長にお伺いいたします。

頻発化・激甚○県土整備部長（西田員敏君）

化する自然災害に備えるため、国土強靱化予算

を活用し、河川掘削による治水安全度の向上

や、土砂災害に備えた砂防ダムの整備、災害に

強い道路ネットワークの構築などのハード整備

を集中的に進めております。

また、河川の水位計や監視カメラによる情報

発信、想定される最大規模の浸水想定図を公表

するなどのソフト対策にも取り組んでいるとこ

ろであります。

さらに８月からは、流域のあらゆる関係者が

協働して取り組む「流域治水プロジェクト」

を、耳川水系など県内13水系で策定し、推進し

ております。

今後も、これまで取り組んできた施設整備を

より一層加速するとともに、迅速かつ確実な避

難行動につながる防災情報を提供するなど、

ハード・ソフト一体となった県土の強靱化に

しっかりと取り組んでまいります。

ぜひお願いします。椎葉の今○日高博之議員

もいたたまれない、あの土砂災害から１年がた

つというような報道もありました。本当に御冥

福をお祈りいたしますが、こういうことがもう

二度と起きないような形で、西田部長が積極的

に予算の獲得に向けて頑張ってもらいたいなと

強く思っていますので、よろしくお願いいたし

ます。

さて、大雨で発生した土石流災害の現場で

は、自衛隊や警察による人命救助活動などが主

に報道されておりますが、地元建設業協会も災

害協定に基づき、土砂撤去などの応急復旧作業

を24時間体制で実施したと聞いております。

本県においても、台風や梅雨前線などの大雨

の際には、道路や河川などのパトロールや応急

作業など、県内各地の建設業者に御尽力いただ

いている状況であります。

大雨の後、県民の皆さんが安全に道路を通行

できるのは、地域の建設業者の方々が、朝早く

から土砂の撤去、倒木処理などに頑張っていた
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だいているおかげであります。

さらには、鳥インフルエンザや口蹄疫などの

様々な危機事象においても、地元建設業協会に

より重機作業を行っていただくなど、地域の守

り手として活躍しております。

このような危機事象における対応のほか、災

害に強い県土づくりを進める上でも、地域の建

設産業は必要不可欠な存在と考えております

が、県土強靱化において建設産業の果たす役割

をどのように考えているのか、県土整備部長に

お伺いいたします。

建設産業は、○県土整備部長（西田員敏君）

県土強靱化の基盤となる高速道路などの交通

ネットワークをはじめ、河川、砂防、港湾施設

などの社会資本整備や維持管理を通じて、地域

の経済や雇用を下支えする重要な産業でありま

す。

また、災害時においては、議員御指摘のよう

に、高い使命感の下、まずは被害状況の把握

や、交通途絶箇所の解消などの緊急作業に従事

するとともに、その後の災害復旧工事を行うな

ど、県民の生命や財産を守る活動に尽力いただ

いているところであります。

このように、地域に根差す建設産業は、県民

の安全・安心な暮らしを確保する上で、なくて

はならない重要な産業だと認識しております。

間違いのない認識だというふ○日高博之議員

うに思っております。

人口減少、少子高齢化が加速する中、建設産

業においても担い手の確保が重要な課題となっ

ております。

建設業許可業者数もピーク時から７割弱に減

少しており、また、現場の担い手である技能労

働者も、高齢化により今後大量に退職すること

が予想され、地域によっては、担い手不足によ

り災害対応が今後困難になるところも出てくる

と聞いております。

その一方で、地球温暖化などの影響により、

今後ますます自然災害が頻発化・激甚化してい

くことが想定されるどころか、既に九州におい

ても、ここ数年、毎年のように甚大な水害が発

生している状況であります。

このような自然災害の猛威を、今そこにある

危機として捉え、県民の安全・安心を守るた

め、地域の災害対応力を高めていくことが喫緊

の課題であると考えております。

また、このような自然災害の猛威に対処する

ため、いわゆる「新・担い手３法」には、災害

時の緊急対応の充実強化に関する発注者の責務

が規定されたところであります。

そこで、地域の守り手である建設産業の災害

対応力強化に向けた取組について、再度、県土

整備部長にお伺いいたします。

災害対応力を○県土整備部長（西田員敏君）

強化するためには、建設産業が将来にわたり安

定的・持続的に活躍できるよう、新・担い手３

法の趣旨を踏まえた取組を進めることが大変重

要であると認識しております。

このため、適正な利潤が確保できる予定価格

の設定をはじめ、施工時期の平準化、週休２日

工事の拡大などの働き方改革にも取り組んでい

るところです。

また、地域の安全は地域で守ることを目指

し、指名競争入札など多様な入札方式を活用

し、地域の守り手である建設業者の育成にも取

り組んでおります。

さらには、関係団体と締結した防災協定に基

づき、各種災害を想定した防災訓練を実施して

いるところです。

今後とも、建設産業の災害対応力の強化を図
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り、県民の命と暮らしを守る防災対策にしっか

りと取り組んでまいります。

答弁ありがとうございます。○日高博之議員

私が考えていることと同様に、地域における建

設産業の必要性を理解していただいているよう

で安心しました。当然ですけど。

しかしながら、県内の建設業者数は年々減少

しております。将来に向けた取組が必要と考え

ます。

今後とも引き続き、地域の守り手として頑

張っていただける建設産業の災害時の対応を適

正に評価していただくよう、強く要望いたしま

す。

次に、小水力発電の導入についてお伺いいた

します。

小水力発電の導入は、電力の地産地消による

循環型社会の形成や、大規模災害時のエネル

ギー確保のほか、売電利益の還元による地域活

性化などを目的に、全国各地で取組が進められ

ています。

本県においても、令和３年３月に策定した

「第四次宮崎県環境基本計画」の中で、小水力

発電を含む再生可能エネルギーの導入を、重点

プロジェクトの一つに位置づけています。

企業局では、これまで酒谷発電所など小水力

発電の建設や、市町村等に対する技術支援にも

取り組んできておられますが、導入に当たって

は、課題も幾つかあると聞いております。

そこで、企業局は、小水力発電導入の推進に

ついて今後どのように取り組むのか、企業局長

にお伺いいたします。

企業局における小○企業局長（井手義哉君）

水力発電導入につきましては、これまで県内で

３か所の発電所等を建設するとともに、市町村

等に対し、開発可能性調査等の技術支援を行っ

ており、その結果８か所で設置されておりま

す。

小水力発電には、議員御指摘のとおり、循環

型社会の形成に資するなどの効果の一方で、開

発適地の選定が難しいことや、建設コストが高

いことなどの課題もございます。

このため、現在実施している市町村等への技

術支援に加え、関係部局と連携を図りながら、

支援の在り方についても研究を進めてまいりた

いと考えております。

企業局といたしましては、「2050年カーボン

ニュートラル」や「脱炭素社会の構築」など、

国や県の施策に沿って、エネルギーの地産地消

や、地域活性化にも資する小水力発電導入の取

組を、今後とも推進してまいりたいと考えてお

ります。

企業局の収益事業は、本県に○日高博之議員

とっても財政の生命線でございますので、ぜひ

よろしくお願いいたします。

次に、県北中山間地域の救急医療体制の強化

について伺います。

中山間地域においては、人口減少や高齢化が

急速に進展しており、医療提供体制では、市町

村立病院・診療所における医師確保や、施設・

設備の整備等が課題となっております。

とりわけ県北地区は、面積が広い上に急峻な

地形が多いという厳しい条件もあり、このよう

な地域を今後とも持続可能なものとしていくた

めには、県立延岡病院をはじめ、地域の中核的

な医療機関と、市町村立病院等との機能分担や

連携強化を図り、地域を支えていく必要がある

のではないかと考えております。

こうした中、県北地域の高度・急性期医療を

提供する中核病院として重要な役割を果たして

いる県立延岡病院が担っている医療圏は、延岡
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西臼杵と日向入郷と、大変広範囲になります

が、特に西臼杵地区や入郷地区で救急患者が発

生した場合、救急車での搬送時間が長く、搬送

中に容体が急変し、命に関わる事態になるとい

う危険性も高いのではないかと思います。

そのような状況に対処するため、県立延岡病

院では新たなドクターカーを導入しております

が、導入後の稼働状況と今後の運用について、

病院局長にお伺いいたします。

延岡病院では、医○病院局長（桑山秀彦君）

師による患者搬送中の迅速な医療提供を行いま

すため、本年４月に、延岡西臼杵及び日向入郷

医療圏を活動範囲としまして、救急車タイプの

ドクターカーを新たに導入したところでござい

ます。

導入後の出動件数は、８月末現在で99件と

なっておりまして、延岡市、日向市はもとよ

り、高千穂町、美郷町など、ほぼ県北全域に出

動しております。

また、いわゆるドッキング方式により、日之

影町や諸塚村などから搬送患者を途中で引き継

いだ事例もありまして、早期の診療開始を図り

ますとともに、地元の救急隊等の負担軽減にも

つながっているところであります。

ドクターカーの運用は、搬送距離が長い県北

地域におきまして、救命率の向上や後遺症の軽

減など効果が期待されますので、今後とも、地

元消防等との連携を一層強化しますとともに、

ドクターヘリと連携した搬送など、効果的・効

率的な運用に努めてまいります。

次に、県立延岡病院の心臓脳○日高博之議員

血管センターについて伺います。

同センターは、コロナの影響を受ける中、24

時間体制で県北地域の循環器系疾患の検査や治

療を担っておられ、スタッフの御尽力に対し、

この場をお借りして深く感謝申し上げます。

同センターが開設される前は、心臓カテーテ

ル室１室で対応されており、他の病院に患者を

移送せざるを得ない状況もあったと聞いており

ますが、同センターでは、心臓カテーテル室を

２室備え、循環器系疾患などの急性期医療・高

度医療の充実が図られております。

私が医療機関を訪ねて関係者と話をする中

で、同センターに脳血管障害に対応できる新た

な施設整備（血管造影室）が加わると、さらに

機能が強化されると聞いております。

私自身、高齢社会の現状、そしてこれからを

考えると、同センターの役割はますます重要に

なろうかと考えていたところであります。新た

な整備によって、さらに県北地域の医療に貢献

でき、そのほかの病院機能などにも効果がある

のではないかと思っております。

そこで、心臓脳血管センターの新たな施設の

整備計画と期待される効果についてどのように

考えているのか、病院局長に再度お伺いいたし

ます。

延岡病院では、県○病院局長（桑山秀彦君）

北地域における循環器疾患及び脳血管障害への

迅速・的確な医療の提供を行いますため、心臓

脳血管センターを整備したところでありまし

て、平成31年３月以降、心臓カテーテル室２室

を備えまして、令和２年度末までに約2,000件の

検査と治療を行っているところでございます。

今後の新たな整備といたしましては、脳血管

障害にも対応できる血管造影室等の増設につい

て、対象となる患者数の見込みや必要となる人

員体制、あるいは収支見通しなど総合的な検討

を行っていくこととしております。

この新たな施設整備によりまして、県立延岡

病院の医療機能の一層の強化が図られますとと
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もに、研修施設としての機能も充実しますこと

から、医師確保への効果も期待できるものと考

えております。

今後とも、県北地域の急性期医療・高度医療

がさらに向上しますよう努めてまいります。

期待できるということですよ○日高博之議員

ね、基本的に。期待できるということだった

ら、速やかに、こんな回りくどくじゃなくて、

しっかりと対応できるような答弁もいただけれ

ばよかったかなと思いますが、今後よろしくお

願いいたします。

次に、県立延岡病院を中心に、県北中山間地

域の救急医療体制が強化されていくことは非常

に喜ばしいことですが、さらに強化するための

手段として、県立延岡病院にドクターヘリを導

入すべきという考えがあります。

中山間地域に医師等を速やかに投入でき、救

命率の向上や後遺症の軽減に高く寄与すると言

われているドクターヘリですが、本県では宮崎

大学医学部附属病院が基地病院となっているこ

とから、県北地区の救急現場に到着するまでに

は時間を要する状況にあります。

そこで、救命救急センターでもある県立延岡

病院にドクターヘリを導入することにより、県

北地域の救急医療体制がさらに強化されていく

と思うのですが、県立延岡病院のドクターヘリ

導入についての考えを、福祉保健部長にお伺い

いたします。

現在、ドク○福祉保健部長（重黒木 清君）

ターヘリは、県北地域を含めまして県下全域で

安定的に運航されておりますが、御指摘のあり

ました、県立延岡病院に新たにドクターヘリを

導入することは、救急患者の救命率の向上や救

急医療体制の充実に、一定の効果があるものと

考えております。

一方で、新たにドクターヘリを導入するため

には、県立延岡病院での救急専門医や看護師の

確保などが必要となり、また、施設・設備整備

や財政上の課題もありますことから、慎重に検

討する必要があると考えております。

病院局長からの答弁にもありましたとおり、

県立延岡病院におきまして、新たに救急車タイ

プのドクターカーの運行が開始され、ドクター

ヘリとの一体的な運用により、県北地域の救急

医療体制が強化されたところであります。

県としましては、宮崎大学と連携して、救急

専門医の養成や地域への派遣等を促進するな

ど、引き続き、県北地域の救急医療体制の充実

に取り組んでまいります。

お願いします。○日高博之議員

次に、スーパー・サイエンス・ハイスクール

についてお伺いいたします。

我が国の社会は、グローバル化や情報化の進

展、科学技術の発達により、大きく変化してお

ります。今後、変化のスピードは加速度を増す

ことが予想され、未来の社会を予測することは

難しくなると考えます。

このような複雑で予測困難な時代の到来を見

据え、未来の社会を担う子供たちに、変化の激

しい社会を生き抜くための力を育んでいくこと

が必要になっており、様々な分野で未来の社会

を牽引する科学技術人材の育成が求められてい

ます。

そのため文部科学省は、全国の高等学校など

からスーパー・サイエンス・ハイスクール、い

わゆるＳＳＨを指定し、科学技術人材の育成を

積極的に行っております。

そこで、ＳＳＨ事業の概要と本県のＳＳＨ指

定状況について、教育長にお伺いいたします。

文部科学省が指定○教育長（黒木淳一郎君）
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するＳＳＨ事業は、先進的な科学技術、理科・

数学教育を通じて、生徒の科学的な探求能力等

を培いながら、個性と能力をより一層伸ばして

いくことで、今後の日本や世界をリードする人

材の育成を図るための取組であります。

令和３年度の全国のＳＳＨ指定校数は218校あ

りまして、本県におきましては、宮崎北高校、

宮崎西高校、延岡高校の３校が指定を受けてお

り、新たな指定に向けて、都城泉ヶ丘高校が挑

戦しているところであります。

泉ヶ丘は、うちの会派の二見○日高博之議員

議員がずっと言ってきておりますので、積極的

に進めていただければなと思います。

ところで、この間の地元紙で、何か大々的な

記事になっておりました、宮崎北高校のＳＳＨ

事業の現状について、教育長にお伺いしたいな

と思います。

宮崎北高校ＳＳＨ○教育長（黒木淳一郎君）

事業は、平成15年度にスタートしておりまし

て、今年度で通算16年目を迎えております。

この間、「日本学生科学賞文部科学大臣賞」

を受賞するなど、多くの功績を残しており、こ

れまでの実績が評価され、科学技術人材育成重

点枠の指定も受けております。

本事業を受け、宮崎北高校では、独自のカリ

キュラムを開発し、授業を行うことで、地域創

生に携わる多様な科学技術人材の育成を進めて

おります。また、重点枠の取組としまして、こ

れまで本校において開発し蓄積された教材や、

指導のノウハウを県内外の指導者に普及する研

究を進めております。

県教育委員会といたしましては、今後とも宮

崎北高校としっかりと連携し、事業計画に沿っ

てよりよい方向に研究開発が進むよう、全力で

支援してまいります。

今後とも、県教育委員会と学○日高博之議員

校がしっかりと連携を図りながら、各学校の教

育目標を達成されるとともに、子供たちの夢や

希望の実現に向けて全力で取り組んでいただき

ますよう、要望いたします。よろしくお願いい

たします。

次に、小・中・県立学校における修学旅行に

ついてお伺いいたします。

言うまでもなく、修学旅行は児童生徒が楽し

みにしている学校行事でありますが、現在、新

型コロナウイルスの第５波の影響で、子供への

感染が拡大しています。

こうした中、修学旅行の実施については、現

状として、昨年よりも厳しいんじゃないかとい

うような感じを受けております。

小・中・県立学校における修学旅行の現状

と、コロナ禍での修学旅行実施に対する教育長

の認識をお伺いいたします。

８月末の調査によ○教育長（黒木淳一郎君）

りますと、小学校では、修学旅行を既に実施し

た学校が15校、実施予定が203校、中学校では、

実施した学校が13校、実施予定が113校、県立学

校では、実施した学校が３校、実施予定が48校

となっております。これまでの実施状況を見ま

すと、昨年度同様、ほとんどの学校が県内で実

施したところであります。

修学旅行は、子供たちの思い出に残ることは

もちろんですが、旅行に至るまでの過程や事後

の振り返りも含め、大変有意義な教育活動であ

ります。特に、昨年度延期となった子供たちに

とっては、今年度が最後の機会ともなりますの

で、感染症対策を確実に実施するとともに、日

程の短縮や、より安全な行き先にするなど、十

分な配慮をしながら、何とか実施に向けた検討

をお願いしたいと考えております。
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何とか実施に向けた取組をお○日高博之議員

願いしたいなと、僕らもやはり修学旅行の思い

出というのは、いまだにずっと残っているんで

す。それがない、なかったという思い出は残し

てもらいたくないので、どうぞよろしくお願い

いたします。

次に、警察におけるデジタル化について伺い

ます。

今月、デジタル庁が設置され、これにより国

全体の行政の縦割りを排し、デジタル化が本格

的に進むこととなりました。

本県においても、令和３年度を「みやざきデ

ジタル化元年」と位置づけており、本県のデジ

タル化施策の方向性を示す「宮崎県情報化推進

計画」において課題として挙げられている、

「安全・安心な暮らしの確保」を実現するため

には、警察においてもデジタル化の対応は必須

であると考えます。

そこでまず、警察におけるデジタル化の対応

に関する推進の取組について、警察本部長にお

伺いいたします。

警察では、社会○警察本部長（佐藤隆司君）

全体で急速に進むデジタル化に適切に対応する

ため、本年１月に「宮崎県警察デジタル化施策

総合戦略推進委員会」を設置し、警察の情報シ

ステムの合理化・高度化への取組を推進してお

ります。

例えば、国と連携して、令和５年度以降、全

国の運転免許情報の管理システムを共通化する

準備を行っております。

また、本年６月からは、警察行政手続のオン

ライン化の推進について、「道路使用許可の申

請」などの６手続をオンライン化し、運用を開

始しております。

さらに、知事部局と連携して、警察業務やシ

ステムにＡＩ等の先端技術を導入するための調

査・研究も実施しております。

今後とも、関係機関・団体と連携を図りなが

ら、デジタル化に向けての取組を推進してまい

ります。

県警におかれましても、デジ○日高博之議員

タル化に向けた様々な取組が行われているとの

ことでありましたが、県民の安全・安心のため

の、県内各地で活動されている警察官の現場に

おけるデジタル化についての状況を、再度、本

部長にお伺いいたします。

警察では、迅速○警察本部長（佐藤隆司君）

的確な初動警察活動を行うため、スマートフォ

ンやタブレット型のデータ端末で構成された高

度警察情報通信基盤システム、通称ポリストリ

プルアイを、平成31年４月から全国で運用して

おります。

現場の警察官は、同システムを活用して、事

件事故や災害現場などからリアルタイムで映像

を配信し、現場の情報を迅速に報告したり、多

言語翻訳機能で外国人との意思疎通を図ったり

しております。

また、通信指令室で受理した110番通報の内容

や、ＧＰＳで把握した警察官の位置情報など

も、警察本部、警察署、現場の警察官が組織的

に共有しているところです。

今後とも、同システムの有効活用を図り、県

民の安全・安心の確保に努めてまいります。

ポリストリプルアイ、一回見○日高博之議員

てみたいものですが、そういったデジタル化

が、今後は警察、行政とも進んでいくものだと

思っております。

今後とも、県民の安全・安心の確保と警察業

務の効率化を図るために、デジタル化への取組

を一層図っていただきますよう、よろしくお願
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いいたします。

これで質問は終わりましたが、最後に、新型

コロナウイルス感染症対応のため、昼夜を問わ

ず、また、休日返上で御尽力いただいておりま

す関係者の皆様、職員の皆様を含めて、心から

感謝を申し上げます。

県におきましても、知事を先頭に、部局を越

えた全庁的な体制の下、関係機関と連携を図り

ながら、県民の健康・生活を守るため、早め、

早めに様々な対応を講じていただいておりま

す。重ねて感謝を申し上げます。

皆様におかれましては、健康に十分に留意さ

れながら、まだ５波の途中でございます。しっ

かりとここは気を引き締めて、まだまだ次に起

こる事案に対してもしっかりと取り組めるよう

に、よろしくお願いを申し上げまして、私の代

表質問の全てを終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、宮崎県議会自由民主党、右松隆央議

員。

〔登壇〕（拍手） 県議会自由○右松隆央議員

民主党の右松隆央でございます。

未知のウイルスとの闘いであるコロナ禍で、

私たちの何げない日常は、言わばいとも簡単に

壊れてしまいました。誰もが当たり前のように

思っていた、ふだんどおりの何げない日常は、

実は不安定な土台の上に成り立っていて、もろ

く壊れやすいものだったと、この長い１年６か

月の間に、私たち人類は思い知らされたのであ

ります。

こんな事態が起きるとは想像さえしていな

かったときに、この世界は安定とは真逆の、丘

の上に偶然に置かれたボールのような状態でぎ

りぎりの均衡を保ち、辛うじて昨日と同じよう

な今日がやってくると説いた人がおります。

ボールは転げ落ちていくのが自然の理であり

ますが、まさにボールが転げ落ちた今日、私た

ちは、ボールが何とかバランスを保つように、

丘の上に一生懸命に置いていた人たちがいたこ

とに気づかされることにもなりました。何げな

い日常を維持していくために、数多くの人たち

が見えないところで動いていたのであります。

例えば、医療従事者の存在も当たり前であり

ましたが、彼らの存在がなければ、私たちは新

型コロナウイルスに対応できなかったのであり

ます。

その日常の功績が顕彰されない陰の功労者、

いわゆるうたわれざる英雄を「アンサング・

ヒーロー」と言い、医療従事者のみならず、ぎ

りぎりの均衡を保つために、どれだけ多くのア

ンサング・ヒーローが存在したことか、何げな

い日常は、彼らの無数の「贈与」によって成り

立っていたのだと、近内悠太氏は述べておられ

ます。

世界を大混乱に陥れたコロナ禍で、口にした

くはないのですが、南米に、家畜の血を吸って

生きるチスイコウモリという小動物がいま

す。100匹くらいの群れで生活するのですが、そ

こには、不運にも獲物にありつけなかった仲間

のために、血を吐き戻して分け与える分配行動

が見られるといいます。代謝が速い動物で、２

日続いて血が吸えないと餓死してしまうからで
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あります。

血をどのような相手に分け与えるのかについ

ての研究によると、圧倒的多数が、以前に血を

分け与えてもらった相手に対して血を分け与え

るのだといいます。

逆に、以前、自分に血を分け与えてくれな

かった相手に対しては、血の分配を積極的に拒

む行動も見られるといいます。進化生物学で

は、このように特定の相手との安定した協力関

係のことを「互恵的利他主義」と呼ぶのであり

ます。

これに対して、いつ誰からともなく回り回っ

て援助が返ってくるかもしれない形での二者に

閉じない助け合いを、進化生物学では「間接互

恵性」と呼び、これはヒトに特徴的なものであ

ると言われております。

私たちが、何げない日常は実は数多くのアン

サング・ヒーローの贈与によって成り立ってい

ると気づくことは、この世は間接互恵性で成り

立っていると気づくことでもあります。

何かの見返りのために他人と関わるのではな

く、知り合いでもない、友人でも身内でもない

「誰か」のためにお返ししたくなる、その贈与

の積み重ねの連鎖が、この世を住みやすくす

る、そして回り回って私たちに恩恵を与える。

「情けは人のためならず」であります。

さきの近内氏は、「仕事のやりがいは、その

仕事の贈与性によって規定される」と言われて

おります。特定の人のためではなく、特定され

ない「誰か」の役に立っていることが、仕事の

やりがいにつながるということであります。ま

さにそれは、為政者にも当てはまることであり

まして、県民一人一人に自らの存在が役に立っ

ていると思っていただけているかどうか、特に

トップリーダーには、そのことを常に自問して

いくことが求められていると認識しておりま

す。

そこで知事に、知事としての仕事のやりがい

をどこに置いておられるのか、特定の支援団体

との互恵的利他主義にとどまらず、間接互恵性

の心を県民に対して常にお持ちであるのか、市

井の県民一人一人に心を砕いてこられたのか、

この11年の知事の県民への思いを、自らの言葉

で伺います。後は質問者席にて質問を行わせて

いただきます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

私は、県民の皆様が安心と希望を持って暮ら

すことができるよう、将来に向けたビジョンや

戦略を県民に明確に示し、目標を共有して実行

すること、そして、結果に対してしっかりと責

任を持つことが、県政のリーダーとしての使命

であると考えております。

時に批判や強いお叱りをいただきながら、そ

して、時に評価や激励をいただきながら、県民

の皆様とともに県政を前に進めているという手

応えを感じているところでありまして、そこに

知事としてのやりがいを強く感じております。

また、本格的な人口減少社会にありまして、

高速道路網の整備促進、防災庁舎や県立宮崎病

院の整備など、持続可能な宮崎県の土台づくり

を、多くの関係の皆様との連携・協力の下で着

実に推進できていることにつきましても、私の

大きな喜びであり、やりがいにもつながってい

るところであります。

私が知事に就任した平成23年当時、「口蹄疫

からの再生復興」が最優先の課題でありまし

た。そして今、新型コロナウイルスによる未曽

有の危機に再び直面をしております。

こうした様々な災害・災厄の下におきまして
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は、例えば被害を受けた農家の数、患畜の数、

さらには感染者の数ということで、数字で捉え

がちでありますが、そこに一人一人の暮らしが

あり、人生があるということを決して忘れては

ならないということを感じますし、また、報道

等で大きく取り上げられる、被害を受けた農家

であるとか、感染者の数、さらには、営業時間

の短縮要請をお願いしております飲食店、そう

いった大きく取り上げられる方々以外にも、こ

うした災害の際には、多くの県民の生活に影響

が及んでいる、そういう一人一人に思いを致す

こと、声なき声に耳を傾けていくこと、そこが

大変重要であると考えております。

コロナ禍におきまして、現在、県独自の緊急

事態宣言を行い、まん延防止等重点措置も適用

されているところでありまして、県民の皆様に

大きな負担をおかけしておりますこと、誠に心

苦しく、知事として重く受け止めているところ

であります。

何とか早期に収束を図り、県民生活を取り戻

してまいりたい、そういう強い決意で、これか

らも一日も早く日常を取り戻していくことがで

きますよう、力強いリーダーシップと責任感を

持って全力で取り組んでまいります。以上であ

ります。〔降壇〕

今のこのコロナ禍で、為政者○右松隆央議員

として、トップリーダーとして、県民にどう希

望の光を与えていけるのか。県独自の緊急事態

宣言を否定するものではありませんけれども、

宣言発令の本来のあるべき形は、予防的な措置

ではなくて、本当に最後の最後の手段、これは

県民に大きな苦しみと最大限の我慢を強いるこ

とを伴う措置でありますので、死者数や重症者

数も含めた科学的データとしてのエビデンスに

基づく措置であることは当然ながら、その後

に、県民にどのような希望を指し示すことがで

きるのか。

明日の生活も見えない、暗闇を必死で生きる

県民のことを本当に思うのであれば、宣言は、

「本来、これは使ってはいけないんだ」と、県

民一人一人に心からの自責の念を持つこと、そ

して同時に、希望の光を指し示すこと、これ

は、トップリーダーとしての言わば義務だと私

は認識しております。

そこで知事に、本県の度重なる緊急事態宣言

の発令による影響と、コロナ禍において県民に

どう希望の光を指し示していかれる考えである

のか伺います。

県独自の緊急事態宣言○知事（河野俊嗣君）

につきましては、日々の感染状況につきまして

必要な分析を行い、県の対応方針にのっとっ

て、これまでも発出してきたところでありま

す。

今回の第５波では、感染力が極めて強いデル

タ株による感染が急速に爆発的に拡大する中

で、県民の命と健康を守るためには、本格的な

お盆休みを前に、最大限のブレーキを踏む必要

があると判断し、発出したものであります。

一方で、御指摘がありましたように、緊急事

態宣言につきましては、社会的に弱い立場にあ

る方々も含む全ての県民に大きな影響を及ぼす

ものであります。これまでも必要な支援策を講

じてまいりましたが、コロナとの闘いが長引く

中で、収束に向けた希望の光を指し示していく

こと、出口の姿を見せていくこと、それらは大

変重要であると考えております。

そのような中、ワクチンの一日も早い接種完

了と、それを踏まえた感染収束後の姿を示すこ

とが、県民の皆様にとっても希望になるものと

考えております。基盤となります検査・医療体
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制の充実と、今後の経済の回復・活性化に向け

た検討、準備を進めているところであります。

引き続き、私が先頭に立って、こうした希望

の光というものをお示ししながら、市町村や関

係団体とともに、何よりも県民一人一人に寄り

添いながら、感染収束に向けて全力で取り組ん

でまいります。

現状の惨劇を伝えて制限を強○右松隆央議員

めるだけでは、そこに県民が希望を見いだすこ

とは決してありません。

先ほど言われたように、ワクチン接種を速や

かに進めるとともに、接種によって、感染して

も無症状のケースが多くなり、本人が図らずと

も未接種の人にうつしてしまうケースが出てく

ること。そしてまた、飲食店も時短要請をしっ

かり守るところと、予約を受けてあえて営業を

行っている実態があると、関連事業者から聞い

ております。都市部から来県した人がウイルス

を広げている実態、これらを知事はどう受け止

めて、今まで何を対処してきたのか。

頑張っているところに対して正当に評価し、

そうでないところとの差別化をしっかり担保す

ることも、政治が県民に希望を与える一つの側

面的要素であり、緊急事態宣言を発令する前に

やるべきことであります。

さらに、今年の２月に問わせていただいた、

市郡医師会病院の旧施設の利活用について、仮

にコロナの専門病院として態勢を整えていたな

らば、今日の第５波で結果はどうなっていたの

か。特に、一般医療との両立の面では大きな違

いが出ていたのではないかと、私は認識いたし

ております。

鉄は熱いうちに打てとはよく言ったもので、

１年前の８月28日の救急告示医療機関連絡協議

会で、医師会幹部から協力しますと県に打診が

あったときに、即座に協議の場を設けるべきで

あったと言わざるを得ないと私は感じておりま

す。

今日午前中に話がありました。

県は、そちらが政治家だったら、もう決定に

して議論していく、そういう話だったと私は

思っています。

そして、何度もこういった感染爆発の波を経

験して、そのたびに、このまま進むと危険とし

て、県独自の緊急事態宣言を発令していては、

そこに県民の本当の理解を得ることはできない

と私は感じている次第であります。

先ほど申し上げたのは、重症化予防センター

のことであります。

感染累計で全国最小の島根、鳥取両県のうち

注目を浴びる 知事、聞いていますか。しっ―

かり聞いてくださいよ 鳥取方式が、どうコ―

ロナ対策を講じているのか。今年の５月に鳥取

県の平井知事は、インタビューに次のように答

えております。

政府の基本的対処方針分科会で、感染状況

がステージ４になったら、直ちに緊急事態宣

言をやってもいいのではないかという空気が

あった。しかし、どこかに政治判断が入る。

コロナ対策は、政治判断でも、ましてやパ

フォーマンスの場でもない。１人の陽性者が

出た段階で、周辺を徹底して調査するのが鳥

取方式である。疫学調査などと言って、いろ

いろな理屈をつけて、ここまでしか調査しま

せんではなく、例えば、陽性者に家族がいた

ら、その日のうちに調べる。今日も２人の陽

性者が出たが、今日のうちに追加検査を行っ

た。翌日には、陽性者の職場、同じ場所にい

た人をみんな呼んできて検査する。これを続

けていくと、だんだん陽性者が減ってくる。
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検査は陽性者がゼロに到達するまでやる。

これによってクラスターが発生しても抑え込

みが可能だ。

やるべきことをやれば、ある程度のレベルで

感染の波は低く抑えられ、広がりを遅らせるこ

とは可能とし、スピード感と検査の徹底によっ

て独自のコロナ対策を実施してきた鳥取方式

は、我々も参考にすべきだと考える次第であり

ます。

これは平時ではないんです、有事だからこ

そ、知事が人事権、あるいは災害対策本部に籠

もるぐらいの陣頭指揮によって、鳥取方式を実

施しなければならなかったと、私はそのように

感じております。それは、知事の立場しかでき

ないことであります。

冒頭の、県民一人一人に本当に寄り添うとは

そういうことだと私は感じております。意見の

相違があるかもしれませんけれども。そして、

緊急事態宣言でずたずたになった県経済をどう

立て直していくのか、知恵をしっかりと絞って

いかなければなりません。

未知の病気との闘いの中で、将来の道筋や、

先ほど知事が言われましたけれども、今後の経

済目標、それから数値指標をしっかりと示すこ

とで、先の見える我慢、能動的我慢へと県民を

導き、県民一丸となって県政史で最大の危機を

乗り越える、真に県民に寄り添った、そして、

緊急事態宣言でリーダーシップを演出するので

はなく、発令に至らないようにコロナを抑え込

む、真の強いリーダーシップを、これは厳しい

ようで大変申し訳ありませんけど、知事には求

める次第であります。

引き続き知事に、これからの新国土計画に伴

う本県の向かうべき方向性について伺ってまい

ります。

政府は、国土の将来像を描く新しい国土計画

の策定に向けて、本格的な検討に入りました。

人口が減る中で、地方をどう維持し、活性化へ

とつなげていくのか。現行の国土形成計画が４

年後の2025年に終了することを見据えて、国交

省は、国土審議会に計画部会を設置して、議論

のたたき台となる「国土の長期展望（最終取り

まとめ）」を受けて、今後、議論を鋭意進める

ことにしております。

今後策定される新国土計画に伴う、本県の向

かうべき方向性については、まずはデジタル社

会をしっかりと推進していくことが大前提に

なってまいります。

そして２つ目に、デジタルとリアルが融合す

る地域生活圏の構築であります。たたき台で

は、平成の大合併の問題点、すなわち、広域化

の結果、中心部から離れた地域には行政の目が

届きにくくなって地域コミュニティーが衰退し

たことへの問題点を検証し、令和時代の新たな

地域の在り方を目指していく必要があるとして

おります。

現行計画では、人口規模で30万人前後、時間

距離で１時間前後のまとまりを目安としていた

ものを、デジタル技術を活用し、住民密着型の

きめ細やかなサービスをリアルに提供していく

ためには、10万人前後の圏域のほうが取り組み

やすいとし、さらに、特に本県はそうでありま

すが、中山間地域も多く抱え、その適用が難し

い地域においては、住民主導で買物施設や地域

内交通を運営していく小さな拠点を有望とし、

それを定着させるには、運営する住民の掘り起

こしと、やはりそこへの財政支援は欠かせない

としているところであります。

そこで知事に、４年後の2025年から2050年に

向けた新しい国土計画の策定を見据え、人口減
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少が進む中での本県の向かうべき方向性をどう

考えておられるのか伺います。

国土審議会におきまし○知事（河野俊嗣君）

ては、私も全国知事会を代表した委員の一人と

して議論に参加しまして、地方の立場から国土

の在り方について意見を述べてきたところであ

ります。「デジタルを前提とした国土の再構

築」や「地域生活圏」の考え方は、今後の本県

の在り方を考える上でも大変重要であると認識

しております。

特にデジタル化については、今後も減少が続

く労働力の補完や、新たな産業等の創出、暮ら

しの利便性の向上など、これからの産業や暮ら

しに不可欠な取組であり、先端ＩＣＴの活用や

ＩＴ人材の育成等に力を入れていく必要がある

と考えております。

また、地域の在り方についても、国の示す地

域生活圏よりもさらに小さなエリアで、拠点集

落と周辺集落を地域内交通などで結ぶ「ひなた

生活圏」の形成を進め、日常生活に必要な機能

の維持を図ることとしております。

今後とも、新たな技術の積極的な活用によ

り、豊かな自然や人情味あふれるコミュニ

ティー、さらには、神楽をはじめとする伝統文

化といった、先人が残した本県の宝をしっかり

と継承するとともに、人口が減っても地域の活

力が維持され、誰もが安心と希望を持って暮ら

し続けることのできる、魅力ある県土づくりを

進めてまいります。

引き続き知事に、県総合計画○右松隆央議員

アクションプランの「新しいゆたかさ前進プロ

グラム」の評価結果について伺ってまいりま

す。

特に今回は いいほうも本当は取り上げな―

ければいけないんですけれども 残念ながら―

Ｃ評価となった、人口問題対応プログラムにつ

いてであります。

その中で、１つに「地域や産業を支える人財

の育成・確保」、２つに「地域の暮らしの確保

や中山間地域の振興」、３つに「本県の未来を

担う子どもたちの育成」、そして４つに「合計

特殊出生率の向上に向けた環境づくり」の重点

４項目が、内部評価、外部評価ともＣ評価と

なっております。

知事に、アクションプランの筆頭プログラム

となっている人口問題対応プログラムで、重点

５項目のうち４項目がＣ評価となったことに対

して、どう受け止められ、そして課題をどのよ

うに克服し、今後改善を図っていかれる考えで

あるのか伺います。

今回の政策評価におき○知事（河野俊嗣君）

まして、本県の最重要課題であります人口問題

への対応に関する多くの項目でＣ評価となった

ことを重く受け止めており、原因や課題をしっ

かり分析し、対応していく必要があると考えて

おります。

このプログラムでは、30の指標のうち「農林

水産業の新規就業者数」や「男性の育児休業取

得率」など、11の指標で一定の成果を得た一方

で、「自分には良いところがあると思う児童生

徒の割合」や「県内大学等新規卒業者の県内就

職割合」など19の指標では、コロナによる活動

制限の影響等もあり、目標の目安値を下回った

ところであります。

今後は、これら達成度の低い項目について、

デジタル技術の積極的な活用や、企業等との連

携の拡大など、コロナ禍の中でも着実かつ効果

的な取組を進めることにより、子育て環境の整

備や将来を担う人材の育成、若者の県内定着等

につなげていきたいと考えております。
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私としましては、今回の指標の達成状況や答

申の内容、県議会における御意見等も踏まえな

がら、引き続きアクションプランの推進を図っ

てまいります。

それでは、総合政策部に移り○右松隆央議員

ます。

まず、公共交通の在り方についてでありま

す。国交省は、令和３年度版の国土交通白書に

おいて、「コロナ感染拡大」と「災害の激甚化

・頻発化」の２つの危機に直面しているとし、

それに伴って加速化した変化と、顕在化した課

題について、５つの観点で分析、整理をされて

おります。その１つに、「社会の存続基盤の維

持困難化」を挙げております。

特に人口減少が進む地方は 本県もまさに―

これに当てはまりますけれども 路線バス、―

乗用タクシーなど、地域の公共交通機関が苦境

に立たされ、住民が生活の足を失いかねない状

況にあるとし、このまま進めば2050年には、公

共交通の衰退とともに医療、福祉、買物など生

活に必要なサービスの維持も、利用者減で一層

難しくなり、例えば病院、銀行、コンビニの運

営存続に当たって必要とされる人口をそれぞれ

設定されているわけですが、同年までに設定人

口を下回って、１施設すら存続が困難となる市

町村の割合が、病院が66％、銀行が42％、コン

ビニが20％と、年々悪化の一途をたどっている

という試算も出されております。このことから

も、公共交通の維持は、その地域の存続に直結

する極めて重大な課題であることが自明である

と言えるのであります。

そのような中、昨年の活性化再生法の改正に

伴い、従来の地域公共交通網形成計画に代わる

新たな法定計画として、地域公共交通計画の作

成が努力義務化されたところであります。

そこで総合政策部長に、全ての地方公共団体

において作成や実施に取り組むものとされ、計

画の対象として、ダイヤや運賃、利用者の利便

性向上、そして地域の輸送資源を総動員する具

体策、さらには目標設定や評価、データに基づ

くＰＤＣＡなど、実効性を確保するとされた地

域公共交通計画の県内自治体の作成状況と、特

に利用者の利便性向上で特筆すべき内容等があ

れば伺います。

地域の存続に○総合政策部長（松浦直康君）

不可欠な存在であります公共交通を維持してい

くために、従来の地域公共交通網形成計画に代

わりまして努力義務化された「地域公共交通計

画」につきましては、昨年度末までに県内13の

市町村が策定済みであります。

また、他の市町村においても順次、検討が進

められておりまして、県としましても、令和５

年度末までには策定を目指してまいりたいと考

えております。

このような中で、例えば昨年度、計画を策定

いたしました串間市においては、「道の駅くし

ま」の整備に併せまして、これを拠点としたコ

ミュニティバスの運行ルートの見直しやダイヤ

改正を行うなど、利用者の利便性向上を図る取

組が行われているところであります。

今後の人口減少を見据えますと、公共交通

サービスに加え、コミュニティバス、スクール

バス等の地域のあらゆる輸送資源を活用し、利

用実態のデータ把握・分析など、マーケティン

グの視点から地域交通ネットワークを考え、維

持していくことが大変重要でありますので、市

町村等と一緒になって、しっかりと取り組んで

まいります。

地元の航空会社であるソラシ○右松隆央議員

ドエアが、来月から新規事業を始めることにな
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ります。本県の新鮮な野菜や魚などの食材を、

集荷から空輸、納品まで一貫して行うもので、

空輸と陸送の一貫輸送は、国内航空会社では初

めてとのことであります。

新型コロナで旅客需要が落ち込む中で、貨物

輸送を新たな収益源にしたい考えであり、生産

者が道の駅や市場などへ食材を持ち込むと、ソ

ラシドエア社員が集荷し、宮崎空港から自社便

で空輸して、羽田空港から首都圏の物産館やア

ンテナショップ、飲食店などへの納品も同社が

担い、原則として当日に届けるとのことであり

ます。運送事業者を介さず、空輸と陸送を一貫

してソラシドエアが担うことで、輸送コストの

軽減が可能とのことであります。

そこで総合政策部長に、今般、地元航空会社

のソラシドエアが始める、当日中の配送が可能

となる空輸と陸送の一貫輸送の可能性と、今後

の展望について、どのように考えておられるか

伺います。

ソラシドエア○総合政策部長（松浦直康君）

は、新型コロナの影響によりまして旅客需要が

大幅に減退し、大変厳しい経営状況にあること

から、北海道を拠点に航空事業を展開している

エアドゥとの持ち株会社設立などの経営改善に

取り組んでおりまして、今回の空輸と陸送の一

貫輸送も、経営改善策の一つとして取り組まれ

るものであります。

同社が６月に実施いたしました実証事業にお

きましては、当日配送のメリットを生かし、川

崎市のホテルで本県産の朝どれ野菜などを販売

したところ、生産者や消費者には大変好評で

あったものの、その一方で、新たに免許取得し

た貨物輸送のノウハウ不足など、課題もあった

とのことであります。

ソラシドエアからは、今後、事業を進めなが

ら課題を解消していく予定であると伺っており

ますので、県としましては、同社が行うこの事

業のＰＲなど、しっかりと支援してまいりたい

と考えております。

ロットは小さいかもしれませ○右松隆央議員

んけど、物流の一つの有効な手段として活用が

広がることを願っております。

続いて、自治体版ローカル５Ｇについて伺っ

てまいります。

高速大容量の第５世代、いわゆる５Ｇと言わ

れる移動通信システムを特定の区域や敷地内に

導入するローカル５Ｇの計画が今、各地で動い

ております。

通信事業者や製造業など、企業はもちろんの

こと、地方自治体においても、免許を取得し、

取組を鋭意進めるところが出てきておりまし

て、例えば四国の徳島県は、自治体では全国初

となるローカル５Ｇ無線局の免許が、今年２月

に交付されたところであります。徳島県のス

マート県庁推進課が作成した、ＩＣＴとくしま

創造戦略のローカル５Ｇプロジェクトの資料を

見ると、全国屈指の光ブロードバンド環境を最

大限活用し、県内のケーブルテレビ事業者と協

力したローカル５Ｇ環境の構築により、トップ

ランナーとしての地の利を生かした政策提言

を、全国知事会でも発表しております。

そこで総合政策部長に、私は２年半前の代表

質問で、「５Ｇは地方の活力を取り戻し、地域

の格差を解消する重要なインフラとして期待さ

れており、周波数帯の割当てが予定された平

成31年４月から先取りして、５Ｇの活用に取り

組んでもらいたい」とお願いをしておりました

が、あれから２年半で本県の５Ｇはどこまで進

んできたのか伺います。

ローカル５Ｇ○総合政策部長（松浦直康君）
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は、様々な地域課題の解決につながることが期

待されておりまして、地方創生を進める本県に

とりましても、重要なインフラになってくるも

のと認識しており、また、６月末までに全国で

はメーカー、大学、自治体など、50の団体が免

許取得するなど、今後、活用に向けた動きが本

格化するものと受け止めております。

このような中、県では令和２年度から、

「ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決実証

事業」に取り組んでおりまして、昨年度は、椎

葉村の交流拠点施設「カテリエ」におきまし

て、ローカル５Ｇを活用したワーケーション等

の実証を行っており、宮崎市や鹿児島市の企業

の参加により、その有効性を確認したところで

あります。

また、今年度は日向市において基地局を新設

し、サーフィン大会を高精細な画像で配信した

り、県内外の遠隔地からロボット操作する方法

で、道の駅での買物体験を計画するなど、観光

分野での実証事業に取り組むこととしておりま

す。

県としましては、この事業で得られた成果

や、他県での先進事例等を踏まえながら、県内

でのローカル５Ｇ導入をしっかり促進してまい

ります。

さらなる推進を、改めてよろ○右松隆央議員

しくお願いしたいと思います。

次に、総務部と危機管理局に移ります。

地方創生応援税制、いわゆる企業版ふるさと

納税が今、脚光を浴びております。制度そのも

のは５年前の2016年に始まっておりますが、魅

力的な返礼品がメリットである個人のふるさと

納税とは違い、当初は、知名度不足から利用は

低迷しておりましたが、政府は昨年度、制度活

用を後押しするために、税の軽減額を最大６割

から９割まで引き上げるとともに、詳細な寄附

見込額や事業額の申告を不要とするなど、手続

において簡素化したところであります。

これで一気に認定自治体が増えておりまし

て、そもそも、都市部に集まる企業のお金を地

方に回すのがこの制度の狙いでありますので、

本県も御多分に漏れず、財政難に苦しむ自治体

にとっては貴重な財源となります。

また企業側も、税制メリットはもちろんであ

りますけれども、地域貢献に熱心な姿勢をア

ピールすることができますし、自治体との関係

構築を通じて、将来的な事業展開につなげてい

けるメリットも出てくるわけであります。

そこで総務部長に、本県での企業版ふるさと

納税の活用はどこまで進んでいるのか伺いま

す。

議員御指摘のとお○

り、企業版ふるさと納税は、自主財源に乏しい

本県にとりましては、財源を確保するための有

効な手段であり、これまでの寄附の受入額は、

全国でも上位となっております。

令和元年度の寄附の実績としましては、県内

に就職した大学生等の奨学金返還を支援する事

業と、神話や神楽の魅力を発信する事業の合

計5,045万円余に対し、６社から1,610万円の寄

附をいただきました。

また、令和２年度は、令和元年と同様の２事

業、合計3,217万円余に対し、６社から、税の軽

減効果が拡充されたこともあり、前年度比495万

円増となる2,105万円の寄附をいただいたところ

であります。

県としましては、これまで以上に多くの企業

に賛同していただけるよう、対象事業の内容や

税制上の優遇措置について、立地企業や本県ゆ

かりの企業などに広くＰＲし、企業版ふるさと
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納税を、本県の貴重な財源として最大限活用し

てまいります。

特例措置は、今のところ令和○右松隆央議員

６年度までとなっていますので、より一層、企

業の開拓を進めていただきますよう、お願いい

たします。

次は、外国資本による土地売買について伺い

ます。

今年の６月に、土地取引を調査・規制する新

法が国会で成立しております。この土地利用規

制法のポイントは４つありまして、１つは、安

全保障上、重要な施設、自衛隊基地や原発の周

辺１キロメートルを「注視区域」とすること、

２つ目は、自衛隊司令部など、特に重要な施設

の周辺は「特別注視区域」に指定すること、３

つ目は、政府がこれらの土地の利用実態を調査

し、特別注視区域は売買の事前届出を義務づけ

ること、そして４つ目に、重要施設の機能を妨

げる行為は中止を勧告命令し、従わなければ罰

則規定を設けていることであります。

また本県は、水源地域保全条例を我々の発議

で７年前の平成26年３月に制定しておりまし

て、水資源を将来にわたってしっかり守ってい

くために、水源地域の土地取引においては事前

届出制としたところであります。

そこで危機管理統括監に、今回の国の新法成

立を受けて、施行は先になりますけれども、自

衛隊基地や駐屯地を持つ本県も、その対象に

入ってくることになると考えますが、どのよう

な認識を持っておられるか、そして環境森林部

長には、条例公布から７年がたつわけでありま

すが、外国資本による土地売買の有無について

伺います。

重要土地等○危機管理統括監（小田光男君）

調査法につきましては、国の安全保障上のリス

クとなる防衛関係施設等の重要施設や、国境離

島等の機能を阻害する行為の防止を目的とし

て、本年６月23日に公布されたところでありま

す。

この法律は、公布後１年３か月以内に、政令

で定める日から施行すること、基本方針の策定

や土地等利用状況審議会の設置など、一部につ

きましては、１年以内に施行されることとされ

ております。

法律を所管している内閣官房の重要土地等調

査法施行準備室に確認いたしましたところ、現

在、規制の対象となる注視区域等の指定手続な

どにつきまして検討中であり、自治体の関与に

つきましても、国が土地等の調査を行う際に、

市町村に対し、住民基本台帳等の情報提供を求

めること以外は未定とのことでありました。

県としましては、今後、国の基本方針や区域

指定の動向等について、十分に注視してまいり

ます。

水源地域保全○環境森林部長（河野譲二君）

条例における水源地域内の外資系企業と思われ

る者による森林の買収は、平成27年６月に、宮

崎市において2.56ヘクタールを取得された事例

が１件判明しております。

この事例につきましては、売買契約後、令和

元年度の林地開発許可手続に伴い把握したもの

で、国の定期調査において報告しております。

県民生活に欠くことのできない水資源の保全

は大変重要でありますので、今後とも関係機関

と連携しながら、土地売買等における事前届出

制や土地所有者等の責務などを明記した本条例

を適切に運用するとともに、水源地域の保全に

努めてまいります。

私権制限や経済活動への影響○右松隆央議員

は当然なくしつつ、安保の観点からは、外国資
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本による不透明な土地利用とならないように、

引き続きの注視をお願いしたいと思います。

次に、災害時の避難対策で３問伺います。

まず、避難所管理の重要な役割であり、手間

暇のかかる安否確認、避難者の把握についてで

あります。

近年、特に地震や風水害が多発する熊本県で

は、過去の災害対応の経験から、避難所におけ

る避難者把握に、顔認証システムの確立を目指

しております。熊本県は、ＮＴＴドコモと災害

時の避難者把握に役立つデジタルトランス

フォーメーション、いわゆるＤＸの推進に向け

た協定を今年の６月に結んでおりまして、同社

が自治体と災害時のＤＸに関する協定を結ぶの

は全国初とのことであります。

私も自治会活動で避難訓練に幾度となく参加

するわけですが、やはり避難者の把握というの

は、出入口で、あるいは自治会長が一人一人確

認するような状況であります。手間暇のかかる

ものである中、今後、熊本県のような顔認証を

導入し、効率化と正確性を図る考えはないか、

危機管理統括監に伺います。

避難所にお○危機管理統括監（小田光男君）

ける避難者把握の現状は、入所時に受付で氏名

等の記載を行う必要があるため、時間と労力を

要しておりますことから、御指摘のありました

ＤＸの活用等による把握方法のシステム化は、

効率性・正確性において有意義な取組であると

考えております。

御紹介のありました熊本県の顔認証機能を活

用する方法は、個人情報の事前登録、それから

他のシステムとの連携に検証を要するとして、

今後、実証実験を行っていくと伺っておりま

す。

その結果が順調にいけば、避難所の出入管理

や避難者の健康管理の効率化、事務負担の軽減

が図られるほか、要配慮者等の受入れに際し、

より迅速な対応が可能になるのではないかと考

えております。

熊本県の実証実験の結果につきましては、広

く情報提供したいとのことですので、その結果

を踏まえ、県としましては、市町村とともに検

討してまいります。

引き続き、避難所における環○右松隆央議員

境改善の取組についてであります。

コロナの感染拡大がいまだに続く中、当然

に、避難所においてもコロナ対応が必須になっ

てまいります。

多くの自治体は、臨時交付金を活用しなが

ら、間仕切りや段ボールベッドなど、避難所に

おける備蓄品を購入したり、感染防止のために

分散避難などの対策を啓発したりしておりま

す。

コロナ対策によって、もともと避難所におい

てリスクが高かった感染症など衛生面での向上

や居住面での改善が、各自治体で鋭意進んでい

ると認識しているところであります。

そこで、避難所での生活をより過ごしやすく

するために、いわゆるＴＫＢ、トイレである排

せつ、キッチンである食事、そしてベッドであ

る睡眠、これらの充実に向けて、本県ではどの

ような取組を進めているのか。そして本県も、

ホテル旅館組合と協定を結ぶところまで行きま

したけれども、コロナ禍で避難所が密にならな

いよう分散避難を推進するために、自治体に

よっては、要援護者など一定の条件下でホテル

・旅館に避難すれば、宿泊費の一部を補助する

制度を構築したところもあります。本県におけ

る分散避難の考え方と支援策について、危機管

理統括監に伺います。
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避難所の環○危機管理統括監（小田光男君）

境改善につきましては、コロナ対策を機に、過

密防止や衛生面の改善が進んだところでありま

すが、避難生活の質の向上は今後も必要である

と考えております。

このため、県及び延岡市では、トイレ不足に

備えて、仮設トイレ等の供給等に関する協定を

締結しているほか、えびの市では、防災食育セ

ンターを設置しまして、平時の学校給食と災害

時の食料供給の場として運用しております。ま

た、諸塚村では、避難生活で安眠できるよう、

エアーベッドの備蓄を始めたところです。

次に、分散避難につきましては、ハザード

マップ等で安全性を確認した上で、在宅、避難

所への避難のほか、ホテル、親戚・知人宅など

多様な選択肢の中から、住民自身が自分に適し

た避難を検討する必要があると考えておりま

す。

こうした分散避難を促進する支援策につきま

しては、今後、市町村の検討が進むよう、情報

提供をしてまいります。

引き続き、ペット同行避難所○右松隆央議員

運営のマニュアル作成について伺います。

家族同然のペットを飼っている人にとって、

災害時にペットと一緒に避難することは当然の

ことでありまして、いかに大きな災害が起きよ

うとも、ペットを家に置き去りにして避難する

ことはあり得ないことであります。

ここで言う同行避難というのは、飼い主と

ペットが同じ空間で過ごすことを指すのではな

くて、避難所内でペット専用のスペースなどに

飼い主が持参したケージを入れて受け入れる方

式のことであります。

そこで、ペットと一緒に避難できる避難所の

確保が全国的な課題となっている中、本県では

どのように取組が進んでいるのか、また、ペッ

ト同行避難所マニュアルの作成の取組状況はど

うなっているのか、これは福祉保健部長に伺い

ます。

議員御指摘○福祉保健部長（重黒木 清君）

のとおり、飼い主にとってペットは家族同然で

あり、災害時に同行避難できることは大変重要

だと考えております。

県内におきましては、昨年の台風を契機に住

民からの要望が高まったと市町村から伺ってお

りまして、現在、同行避難できる避難所を事前

に設定し、ペット専用スペースを確保している

市町村は、宮崎市、延岡市、日南市、日向市、

西都市の５市となっております。

最も多い延岡市におきましては、小中学校

等50か所、また宮崎市では、交流センター等９

か所を、同行避難が可能な避難所として今年の

８月に公表しており、この５市につきまして

は、同行避難に際し一定のルールが定められて

おります。

県といたしましては、避難所運営の主体とな

る市町村が、ペットの受入れを円滑に行うため

の同行避難マニュアルを作成できるよう、先進

県の取組を参考にしながら、危機管理局とも連

携して、ガイドラインの策定を進めてまいりま

す。

取組を進めていただくように○右松隆央議員

お願いします。

次は、福祉保健部に移ります。

まずは、新型コロナ対応の最前線で、重黒木

部長を先頭に、職員の皆さんが全庁挙げて毎日

遅くまで注力しておられますことに、心から敬

意と感謝を申し上げます。

その上で、感染症の実態は一体どうであるの

か、そして、新たな株による第６波も起こり得
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ることも含めて、今後の見通しや感染対策につ

いて、幾つか議論をしてまいりたいと考えてお

ります。

まずは、周知のとおりでありますが、今回の

第５波は、今までの株からデルタ株に置き換

わっており、基本再生産数からも驚異的な感染

力は明らかで、感染拡大の猛威を振るっており

ます。ウイルスは日に日に進化していると実感

せざるを得ない状況にあります。

そういった中で、ワクチン接種も進んできて

おり、目に見えた予防効果も数値化されており

まして、諏訪中央病院の玉井医師によると、ワ

クチン接種によって、入院・死亡の予防効果

は93～96％、発症予防効果は64～88％、感染予

防効果は64～79％とされ、ワクチン接種の効果

はしっかりと見てとれると考えております。

そこで福祉保健部長に、今回のデルタ株と過

去の波との発症者、重傷者、死亡者における数

率の相違点をどう分析しておられるのか、ま

た、ワクチン接種の有無と感染との相関データ

はどのような数字が出ているのか伺います。

まず、第３○福祉保健部長（重黒木 清君）

波以降の感染者数につきましては、第３波

で1,576人、第４波で1,112人、８月末までの現

在の第５波で2,436人となっております。

次に、感染者のうち症状を有する方の割合

は、第３波で74.9％、第４波で78.5％、第５波

は、８月末まででございますが、85.3％となっ

ております。

さらに重傷者の割合は、第３波で1.5％の24

人、第４波で1.8％の20人、第５波は８月末まで

で0.5％の15人となっており、さらに亡くなられ
※

た方につきましては、割合は第３波で1.3％の21

人、第４波で0.4％の５人、第５波では、同じく

８月末までで0.2％の６人となっております。

これらの数字を見ますと、第５波は、感染力

の極めて強いデルタ株の影響によりまして、感

染者数は過去最多となり、症状を有する方の割

合も高い状況となっております。

また、ワクチン接種の効果は、詳細な分析を

待つ必要がありますけれども、重症化や死亡の

割合は、第３波、第４波と比較し、第５波では

低い状況にあります。

なお、ワクチン接種は２月17日から開始して

おりまして、８月31日の時点において２回接種

済みの方が48万9,033人、１回接種済みの方が11

万3,804人となっておりまして、２回接種済みで

感染した方が163人、１回接種済みで感染した方

が148人となっております。

ぜひ、その数値は県ホーム○右松隆央議員

ページ等でも掲載していただいて、ワクチン接

種の有効性を周知するとともに、新規陽性者数

だけに目が行くことなく、各波における発症率

や重症率、それから死亡率を明確にすること

で、科学的データに基づく施策決定をお願いす

る次第であります。

７月30日に鹿児島県は、デルタ株の新変異で

あるＥ484Ｋ変異を併せ持つ陽性者が出たことを

明らかにしました。このＥ484Ｋ変異ウイルス

は、抗体の攻撃から逃げる性質を持つと考えら

れており、再感染しやすくなる可能性や、ワク

チンが効きにくくなる可能性を指摘されており

ます。

そういった中、７月20日に、今度は南米ペ

ルーの由来とされるラムダ株が、そしてまた同

時期には、コロンビアで初めて報告されたミ

ュー株が羽田空港に到着した人から確認された

と、厚労省から発表があったところでありま

す。

頻繁に変異株を生み出す新型コロナとの闘い

※ 59ページに訂正発言あり

令和３年９月９日(木)
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はいつまで続くのかと、暗たんたる思いすらす

るわけであります。

そこで福祉保健部長に、本県における新変異

の確認はまだされていないのか、そして、今後

の新たな変異株による第６波への懸念をどう感

じているのか、今後の感染症対策の考え方も含

めて伺います。

本県では、○福祉保健部長（重黒木 清君）

新たな変異を持つウイルスは、いまだ確認はさ

れておりませんけれども、これまでの感染拡大

も変異株による影響が大きかったことから、今

後、国内外から持ち込まれ、新たな感染爆発に

つながる可能性はあるものと懸念しておりま

す。

今後は、ワクチン接種や抗体カクテル療法な

どの新たな治療法により、重症者や亡くなられ

る方の割合が減少することが期待できる一方

で、今回のデルタ株のように、ウイルスの変異

により感染力の強い新たな変異株が出現し、感

染者数が大きく膨れ上がり、重症者等の絶対数

が増加する状況も想定する必要があります。こ

のため、常に新たな変異株に重大な関心を持っ

て注視してまいりたいと考えております。

次に、今後の対策につきましては、県におい

ては現在、第５波への対応に全力を尽くしてい

るところでありますけれども、国においては、

ワクチン接種が進んだ後の社会経済活動の制限

の在り方について検討が進められておりますの

で、今後の感染状況を見極めながら、必要な対

策を検討してまいりたいと考えております。

なお、対策の実施に当たりましては、県民の

皆様の御理解・御協力が必要となってまいりま

すので、感染状況や見通し等の情報について、

十分な周知に努めてまいります。

第６波も十分に起こり得ると○右松隆央議員

して、やはり冒頭申し上げましたけど、緊急事

―態宣言に至らないように、県民負担のない

何万円もかけて自費でやらないといけないケー

スも出ていますので 徹底的な検査、そして―

迅速な感染予防対策を講じていただくよう、強

く求めさせていただきたいと思います。

続いて、コロナ禍で一層、社会的孤立が顕著

になっている問題について議論してまいりま

す。

社会的孤立を引き起こしているケースは様々

あります。例えば、80代の親が50代のひきこも

りの子を支えている、いわゆる8050問題、それ

から、子供が家族の介護を担うヤングケアラー

問題、この議場でも何度も話が出ています。さ

らには、子育てと親や親族の介護が同時期に発

生するダブルケアの問題など、複数の分野にま

たがるケースがあり、それらの相談体制をどう

していくかについては、大きな課題とされてお

ります。

そこには行政の縦割りの弊害もあって、関連

する行政組織も、介護や高齢者福祉、障がい者

福祉や医療保険、さらには生活保護や学校教育

など、多岐の部署にわたっております。こう

いった相談窓口を統合することは、なかなか困

難になっている自治体も見受けられるケースが

あります。

様々なケースが存在する社会的孤立対策とし

て、政府は、重層的支援体制整備事業を対策の

一つに掲げております。

しかし、自治体の手挙げ方式に基づく任意事

業と位置づけているために、来年度以降、実施

を計画している自治体は、全国で２割未満にと

どまっているという現状になっております。

そこで福祉保健部長に、社会的孤立対策とし

て、複数の分野にまたがる相談体制や支援体制
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を一括して整備する、重層的支援体制整備事業

の本県の取組状況、そして、拡充への今後の計

画を伺いたいと思います。

議員御指摘○福祉保健部長（重黒木 清君）

のように、8050問題やダブルケアなどの複雑化

・複合化した地域生活課題への対応は、極めて

重要な課題であると認識しております。

そういった中で、国は、複数の分野にまたが

る相談などに一括して対応し支援できるよう、

市町村において重層的支援体制の整備を進めて

おり、県内では３市５町が、次年度以降の事業

実施に向けて準備に取り組んでいるところでご

ざいます。

例えば都城市におきましては、ひきこもりの

息子を持つ高齢の父親に対する支援の相談を通

して、市社会福祉協議会が中心となって、家庭

の複合的な課題を把握し、複数の関係機関が連

携したことで、父親とともに息子の支援に道筋

がつくなど、一定の成果が見られております。

県では、この事業を「第４期地域福祉支援計

画」におきまして、地域共生社会の実現に向け

た重要な取組として位置づけておりまして、令

和７年度までに13の市町村が取り組むことを目

標としております。

そのために、庁内の連携体制づくりや、市町

村等を対象とした体制整備に関する研修に取り

組んでおりまして、今後も、先進事例等の情報

提供などを通じて、事業の積極的な推進に取り

組んでまいりたいと考えております。

社会的孤立に苦しむ人への○右松隆央議員

しっかりとした支援体制の整備を要望させてい

ただきたいと思います。引き続きお願いしま

す。

次に、商工観光労働部に移ります。

冒頭の知事への質問でも申し上げましたが、

１年半にも及ぶ新型コロナによる様々な行動制

限、度重なる県独自の緊急事態宣言がもたらし

た県経済へのダメージは、深刻な様相を呈して

おります。

東京商工リサーチによると、昨年2020年に、

自ら事業をやめたり解散したりした件数が、全

国で５万件前後となって、過去最多となる見通

しを明らかにしております。

政府の持続化給付金や、実質無利子・無担保

の融資といった支援策によって、一時的に持ち

こたえ、倒産件数は一定程度低い水準となって

おりますけれども、コロナ禍で出口が見えずに

先行きを悲観し、自主廃業を選ぶ事例が急増し

ております。今後、給付金の打切りや返済期が

来れば、さらに悪化することは自明でありま

す。

そこで商工観光労働部長に、新型コロナによ

る県内企業の経営状況はどのような様相である

のか、そして、今後もこのままコロナ禍が続く

ならば、その影響をどう見通しているのか伺い

ます。

県商工会○商工観光労働部長（横山浩文君）

議所連合会が実施しております、今年４月から

６月期の「県内企業景況調査報告書」によりま

すと、「業況が好転している」と回答した企業

の割合から、「悪化している」と回答した企業

の割合を差し引いた、いわゆるＤＩの数値は、

既に新型コロナの影響を受けていた前年同月期

との比較においても、マイナス3.7ポイントと

なっております。

特に、業種別で見ますと、卸売業がマイナ

ス27.3ポイント、小売業がマイナス7.7ポイント

となっております。

なお、サービス業につきましては、ゼロポイ

ントでありましたけれども、これは、前年同月
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期は既にコロナの影響を大きく受けていたため

でありまして、７月から９月期の見通しは、マ

イナス19.2ポイントとなっております。

今後、第５波の影響や、これまでの影響の長

期化に伴い、業績回復の見通しが立たない状況

が続けば、企業の倒産や休廃業の増加が懸念さ

れるところでございます。

県としましては、日頃から県内企業の支援を

行っていただいております、商工団体や金融機

関等と連携しまして、県内企業の経営状況等、

今後の動向を注視してまいります。

引き続き、新型コロナに苦し○右松隆央議員

む県内企業への支援対策について、まとめて伺

います。

まずは、時短要請に応じた飲食店への協力金

について、今年５月９日から31日までの県独自

の緊急事態宣言において、申請件数が何件あっ

て、その支給状況はどうだったのか、こちらを

福祉保健部長に伺います。

それから２つ目に、商工会議所と商工会が取

り扱っている飲食関連事業者への支援金、並び

に県内事業者緊急支援金の支給件数について。

そして３つ目は、県が行っている緊急雇用維

持支援給付金でありますが、支給対象は、宮崎

労働局から、国の雇用調整助成金または緊急雇

用安定助成金の支給決定を受けた県の事業者と

なり、対象期間が令和３年５月１日から８月31

日までの最大４か月となり、雇調金等の支給決

定額の10分の１を県が支給するものでありま

す。さきの２つの支援金とともに、本給付金の

申請件数と支給済みの額を、商工観光労働部長

にそれぞれ伺いたいと思います。

飲食店への○福祉保健部長（重黒木 清君）

協力金につきましては、本県では市町村が支給

事務を行っており、今年５月の時短要請では、

宮崎市、都城市及び三股町が対象となったとこ

ろであります。

最も件数が多かった宮崎市では、臨時の職員

を含む最大約20名の体制により、申請2,755件の

うち、申請書類に修正が必要な際に申請者と連

絡が取れなかったり、書類の差し替えが未提出

などの理由による処理中の９件を除き、申請受

付から最短で３週間、修正処理があった場合に

は約５週間で支給しております。

都城市では、臨時の職員を含む最大約10名の

体制により、申請976件のうち、処理中の15件を

除き、申請受付から最短で10日、修正処理が

あった場合は約３週間で支給しております。

三股町では、申請49件の全てが処理済みであ

り、申請受付から最短で11日、修正処理があっ

た場合は約２週間で支給しております。

なお、先ほどデルタ株の感染状況の分析の答

弁の中で、重症者の割合、第５波で0.5％の15人

と答弁しておりましたが、間違って答弁してお

りました。0.5％の13人が正しい数字でございま

すので、訂正させていただきます。失礼しまし

た。

まず、県○商工観光労働部長（横山浩文君）

による営業時間短縮要請に協力いただいた飲食

店等と直接取引のある事業者のほか、タクシー

及び代行運転事業者を対象に、月額10万円を支

給する「飲食関連事業者等支援金」並びに、５

月に発令した県独自の緊急事態宣言によって売

上げが減少している事業者を対象に10万円を支

給する「県内事業者緊急支援金」につきまして

は、商工会議所や商工会連合会において申請受

付及び審査を行った後、県において支援金を支

給しております。

その実績につきましては、８月31日時点で、

「飲食関連事業者等支援金」は229件、「県内事
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業者緊急支援金」は3,373件を支給済みでござい

ます。

また、コロナの影響による厳しい経営環境の

中、労働者の雇用維持を図るために、休業によ

り雇用を維持する事業者を対象としました「緊

急雇用維持支援給付金」につきましては、直

接、県で申請受付・支給を行っておりまして、

８月31日時点で438件の申請があり、そのう

ち140件、約1,612万円を支給済みであります

が、おおむね申請から２～３週間で支給を行っ

ているところでございます。

本県では支給の遅れが見られ○右松隆央議員

ていないことに、感謝いたしたいと思います。

国は、秋の臨時国会か来年の通常国会に、30

兆円規模の経済対策を打ち出す方向で調整と聞

いておりますが、本県独自の商工業者への支援

対策の構築、これも重ねてお願いさせていただ

きたいと思います。

次に、県土整備部に移ります。

まずは、土砂災害対策についてであります。

７月３日に発生した、静岡県熱海市での伊豆

山の土石流災害は、全国に大きな衝撃を与える

こととなりました。死者が26人にも上り、いま

だに行方不明者が１人と大惨事となりましたこ

と、亡くなられた方々に改めて心から御冥福を

お祈り申し上げますとともに、まだ行方の分か

らない方が一日も早く見つかりますことを、心

から願っております。

大雨時に山から渓流を伝って下る土砂の猛威

を、今回の災害ではまざまざと見せつけられる

こととなり、さらに、上流部に人為的な大量の

盛土があれば、発生時の被害は極めて大きくな

ることをしっかりと受け止め、本県も規制や対

策を強化していく必要があると、改めて認識し

た次第であります。

そこで県土整備部長に、土石流や土砂災害の

危険箇所での災害を未然に防ぐための調査をど

のように進めておられるのか、そして、今回の

伊豆山での土石流災害を受け、国が求める盛土

による災害防止のための総点検は、どのような

進捗状況に現在あるのか伺います。

本県では、土○県土整備部長（西田員敏君）

砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがあ

る箇所の基礎調査を平成17年度から実施してお

り、令和元年９月までに、土石流が3,466か所、

急傾斜地の崩壊が１万1,523か所、地滑りが244

か所、合わせて１万5,233か所の調査を完了して

おります。

現在、その結果を基に、土砂災害警戒区域等

の指定を、全ての箇所について本年度までに完

了するよう取り組んでいるところです。

また、基礎調査はおおむね５年ごとに行うこ

ととされており、現在、２巡目の調査に着手

し、地形や地質、土地の利用状況などを確認す

ることで、危険性が高い箇所の把握に努めてい

るところであります。

一方、今回、国から協力依頼のあった盛土総

点検につきましては、県土整備部のみならず、

森林法、農地法などを所管するそれぞれの部局

において、国土地理院から提供のあった地図

データを参考に、今月13日までに点検箇所を抽

出することとしております。

その後、現地に赴き、許可、届出などの内容

との相違や安全性などの確認を行い、その結果

を取りまとめて、年内に国へ報告する予定であ

ります。

本県でも、椎葉村の痛ましい○右松隆央議員

土砂災害が起きております。その中で、地形と

か地質とかの細かい変化を見逃さない、なおか

つ膨大な数でございますので、難しい調査であ
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りますけれども、災害の未然防止に資する調

査、点検を引き続きお願いしたいと思います。

引き続き、土砂埋立て等の規制に関する条例

制定について伺います。

この条例は、残土条例とも言われており、建

設工事等で発生した土砂が他の地域に搬出さ

れ、山間部の谷地の埋立てや農地のかさ上げ等

に使われ、中には、今回の熱海市のような不適

切な盛土造成がなされたり、単に投棄や放置さ

れるということになれば、土砂の流出や崩壊、

そして自然生態系への影響などの問題を引き起

こす要因ともなってまいります。

現行法では、土砂の埋立て等に伴う問題に十

分に対応することができないとして、土砂埋立

て等の規制に関する条例は、都道府県では、平

成９年の千葉県から始まり、昨年４月の段階

で、九州では福岡、大分、佐賀県を含めて、２

府19県の、合わせて全国の半分近い21の府県で

制定されております。

そこで、知事に伺いますが、本県として、土

砂埋立て等の規制に関する条例を制定される考

えはないのか伺います。

今回の土石流によりお○知事（河野俊嗣君）

亡くなりになられた方々、その御遺族に対し、

謹んでお悔やみを申し上げますとともに、被害

に遭われた皆様に、心からお見舞いを申し上げ

ます。

本県ではこれまで、この静岡のような土砂埋

立てに起因する災害は確認されておりません

が、一たび今回のような土石流が発生すると甚

大な被害をもたらすことになりますので、この

ような災害の防止は重要な課題であると認識し

ております。

土砂埋立て等の規制につきましては、議員御

指摘のとおり、全国で約半数の都府県が条例を

制定していると承知しております。

これらの条例を見てみますと、土壌汚染や災

害の発生、産業廃棄物の不適切な処理などの

様々な観点から条例が制定されておりまして、

規制の度合いも自治体ごとで異なりますことか

ら、実効性を持たせるためには、全国統一的な

基準が必要であると考えております。

このため全国知事会では、法制化によります

全国統一の基準・規制を早急に設けるよう、国

に要望しているところでありまして、今後、国

の動向を注視するとともに、全国知事会等を通

じて、また私自身も機会を捉えて、地方の意見

を届けてまいります。

続いて、河川管理予算と自治○右松隆央議員

体の業務量増加への対応について伺います。

気候変動の影響で水害リスクが年々高まって

いる中で、全国的に自治体の河川管理予算が膨

らんでいるのが実情となっております。

昨年度は10年前と比較すると、政令市で平

均1.9倍、都道府県で1.6倍に達しているとの、

東北大学災害科学国際研究所の調査結果が公表

されております。

加えて、平成25年12月に、河川管理施設を良

好な状態に保つよう管理者の維持・修繕が義務

化された、河川法の改正による点検業務が大き

なターニングポイントとなって、自治体の業務

量が増大しているのが実態であります。

そういった中、北海道、新潟県に次いで、全

国第３位の河川延長を誇る長野県であります

が、限られた人員と予算の中で、職員だけで法

定点検を行っていくためには、現地担当者の負

担の軽減策を図るしかないと考えて、点検した

結果を記録に残す作業のシステム化を検討し、

ｂａｓｅｐａｇｅ（ベースページ）と言われる

情報共有クラウドサービスを使った河川管理シ
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ステムを導入しております。

また、堤防の法定点検にプラスして、道路と

兼用となっている河川施設や、危険と思われる

箇所の点検も実施し、県内の河川情報を全てこ

のシステムに集約しており、さらには、河川の

現況調査、長寿命化計画の進捗管理、緊急報告

についてもシステム化を進めると聞いておりま

す。

そこで県土整備部長に、本県における河川管

理予算額の推移と、河川法改正に伴う職員の業

務量増加に対してどのような対応・対策を取ら

れているのか伺います。

近年、全国各○県土整備部長（西田員敏君）

地で大規模な浸水被害が相次ぎ、河川管理施設

の老朽化も進む中、これらの維持管理はますま

す重要となっております。

このため、河川管理予算については、全国的

に増加傾向にあり、本県では約８億8,000万円で

あった10年前の平成22年度予算に比べ、昨年度

は、その1.5倍となる約13億4,000万円に増加し

ております。

さらに、平成25年の河川法改正に伴い、河川

管理施設の点検が義務化され、担当職員の業務

量も増加したことなどから、平成27年度以降の

点検では外部委託を導入しております。

なお、委託費は、平成29年度までの３年間は

年間5,000万円前後、平成30年度以降は点検内容

を見直し、年間3,000万円前後となっておりま

す。

今後、限られた人員体制の下で様々な業務の

効率化を図るためには、デジタル技術の活用が

重要な視点でありますので、議員御指摘のベー

スページなども参考にしながら、引き続き適正

な河川の維持管理に努めてまいります。

委託が駄目とは言いません。○右松隆央議員

長期的な経費額、それから、職員の技術の継承

とかシステムの利活用の度合いも含めて、何が

ベストなのか、引き続き最善の対応をお願いし

たいと思っております。

次は、環境森林部に移ります。

国際社会が取り組むＳＤＧｓ、脱炭素社会に

貢献するとして、今、民間企業においても、木

造ビル、とりわけ木造中高層ビルが脚光を浴び

ております。国も、以前に施行した公共建築物

等木材利用促進法をこのたび法改正し、名称に

「脱炭素社会の実現に資するための」の文言が

加わるとともに、「公共」の文字は外されて、

法の適用範囲を公共建築物以外に広げることを

明文化し、民間建築物における木造利用の促進

を後押しした形となっております。

具体的には、木造利用を進めようと考える事

業者、建築主に、国または地方公共団体と協働

して、その構想の実現に取り組んでもらうため

に協定制度を創設し、建築主に加え林業・木材

産業事業者、そして建設事業者もこの協定に参

画することを可能とし、協定に基づく取組に対

して、国や自治体は財政的支援や情報提供など

を行うこととしております。

今年の３月に、仙台駅の東口前に国内初の７

階建て純木造ビルが完成しております。

構造用集成材を使わずに、製材を束ねて一体

化した「束ね柱」を用いたのが特徴とされてお

りまして、木材の地産地消を促進する手法とし

て注目を浴びているところであります。

そこで、国が強く進める脱炭素社会実現の観

点から、法改正もあった中で、木造中高層ビル

の着工は、今後も全国的に、より一層進むと考

えられるわけでありますが、協定制度の活用も

含め、民間建築物の木材利用促進に、県として

どのように取り組んでいく考えであるのか、環
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境森林部長に伺います。

木材の利用○環境森林部長（河野譲二君）

は、資源循環型林業を推進し、脱炭素社会の実

現にも貢献することから、住宅分野はもとよ

り、木造率が低い中高層建築物や、非住宅分野

への活用を進めていくことが必要であります。

このため県では、県有施設等の公共建築物の

木材利用を進めるとともに、駅などの公的ス

ペースの木造・木質化への支援や、木造の設計

スキルを持つ建築士の育成などに加え、本県の

豊かな森林や木材利用への県民理解を深める普

及啓発にも取り組んでいるところであります。

議員より御紹介のありました仙台駅前の純木

造ビルは、大変関心を持って受け止めており、

このような民間の木造中高層ビルは、さらに取

組が進むものと考えております。

今後は、国の法改正をさらなる木材需要拡大

の追い風として、新しい協定制度について広く

周知するとともに、最新の木材活用事例などの

情報提供や、木材利用技術センターによる技術

的な支援を行うなど、国や市町村、関係団体と

も連携しながら、民間建築物の木材利用促進に

向けた環境づくりに努めてまいりたいと考えて

おります。

ぜひ取組を進めていただきま○右松隆央議員

すようお願いします。

続いて、山の再生、千年の森づくりについて

議論してまいります。

これは承知のとおりでありますけれども、我

が国では戦後、木材需要増に対応するために、

ブナなどの広葉樹の天然林を伐採し、代わりに

成長が早く木材として使いやすい杉など、針葉

樹の人工林を全国的に増やす拡大造林政策を推

し進めてまいりました。

しかし、その後、安い海外産の輸入自由化

で、国内産の需要は低迷し、価格も下落するな

ど、当初の「林業で誰もがもうかる」というう

たい文句は、今日は現実には至っていない状況

にもあります。

もちろん、本県が誇る杉丸太生産量30年連続

日本一、この輝かしい記録は大いに評価させて

いただいていることは、言うまでもありません

けれども、一方で、山の再生、生物の多様化と

いう観点から、広葉樹の天然林が再評価され、

林野庁も、1972年と少し前ですが、方針を一部

転換し、杉などの植林を続けるとともに、天然

林の再生も促しているところであります。

こういったブナやシイの林など、山を再生す

る取組の中で、全国の自治体では、「千年の森

づくり」と題して計画的に整備を進めている地

域があります。

林野庁も、そういった流れを鑑み、森林・林

業基本計画で、森を「緑の社会資本」とし、資

源だけでなく、防災や低炭素社会の実現といっ

た環境重視で位置づけるとともに、国有林での

植林事業にも広葉樹を混植するなど、事業に乗

り出しているところであります。

そこで環境森林部長に、本県もいろいろ山に

ついて非常に取組が進んでおりますが、千年先

の森づくりを見据えて、針葉樹と広葉樹のバラ

ンスの取れた山の再生へと計画的に進めるべき

であると考えておりますが、現在の取組の状

況、そして部長の考えも伺いたいと思います。

県では、人工○環境森林部長（河野譲二君）

林伐採後の適切な再造林による森林資源の循環

利用を促進するほか、多様な広葉樹の導入によ

り、公益的機能を重視した森林整備にも取り組

んでいるところであります。

具体的には、県の森林環境税等を活用し、水

源地等の上流域において、再造林面積の約15％
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に当たる年間約300ヘクタールの広葉樹を植栽

し、水源の涵養や土砂流出防止等の公益的機能

の高度発揮や、野生鳥獣と共生できる森林づく

りに取り組んでおります。

また、今年度スタートしました第八次森林・

林業長期計画では、令和12年度の広葉樹の造林

面積目標を400ヘクタールとし、再造林における

広葉樹の割合を高めることとしております。

県としましては、今後とも、市町村や関係団

体等と一体となって、森林の有する多面的機能

を持続的に発揮させる、針葉樹と広葉樹のバラ

ンスの取れた多様で豊かな森林づくりを、将来

を見据え、計画的にしっかりと進めてまいりた

いと考えております。

今の取組をさらに推進してい○右松隆央議員

ただくよう、お願いします。

引き続き、放置竹林の現状と竹資源の利活用

について伺っていきます。

林野庁の資料によれば、全国の竹林面積

は、2017年で16万7,000ヘクタールとなり、これ

は、５年間で5,000ヘクタールも増えたことにな

ります。

人の手が入らなくなったのが原因で、竹は、

タケノコを採取したり、竹籠など生活用品の素

材として利用してきたわけでありますが、安価

な中国産のタケノコの流入やプラスチック製品

の普及などで、経済的な価値が相対的に下がっ

てきており、管理が行き届かない竹林が広がっ

ている状況にあります。

特に、隣県の鹿児島県や大分県などが顕著に

なっており、竹が成長すれば、御承知のとおり

樹木が育ちにくくなるなど、林業や農業にも大

きな悪影響が出てまいります。やぶ化すると、

管理はさらに難しくなってしまいます。

そういった中、本県では、竹炭の活用にいろ

いろ取り組んでおられますが、竹害撲滅に意欲

を燃やす団体などが、幼竹をメンマに加工する

国産メンマプロジェクトを立ち上げて、事業化

を推進する動きが出ております。

本県でも、延岡市の江原太郎さんが、ＪＡ延

岡のたけのこ部会と業務提携を結んで、延岡メ

ンマの生産、販売に乗り出すとの報道も目にし

たところであります。

また、隣県の鹿児島県の薩摩川内市では、竹

由来素材のセルロースナノファイバーの研究を

進めておりまして、軽量で丈夫で環境負荷も少

ない建材としての性能を、環境省の事業を通じ

て確かめているとのことであります。

そこで環境森林部長に、本県の竹林面積の推

移はどうなっているのか、また、竹を地域資源

として活用する取組が、県内ではどこまで広が

り、さらに県としてどういった後押しをしてい

くのか伺います。

本県の竹林面○環境森林部長（河野譲二君）

積は、平成31年３月末現在で約6,000ヘクタール

と、平成25年に比べ約500ヘクタール増加してい

るところであり、県では、再造林後の除伐等を

促進することにより、人工林へ侵入する竹の対

策に取り組んでおります。

一方、県内では、全市町村でタケノコ生産が

行われており、古い竹の伐採や施肥など、竹林

の整備を支援するとともに、議員より御紹介の

ありました、延岡メンマの開発のきっかけと

なったメンマ生産講習会の開催などの支援も

行っているところであります。

また、県内における竹の活用事例としまして

は、飲料水の浄化に使え、フランスにも輸出さ

れている竹炭スティックのほか、竹を粉末にし

て発酵させた畜産飼料が商品化されておりま

す。
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県としましては、増加傾向の竹林面積の現状

に鑑み、竹のさらなる有効活用を図るため、竹

や竹炭、タケノコなどの生産施設等の整備や、

それらを活用した新商品の開発について、引き

続き支援してまいりたいと考えております。

ぜひ、竹林被害を抑えていく○右松隆央議員

ためにも、これからも積極的な竹の利活用を進

めていただくよう、よろしくお願いします。

次に、農政水産部に移ります。

国は先月から、来年度の概算要求の議論を始

めており、同月末には財務省に詳細を提出して

おります。

政府全体では、来年度予算に特別枠を設け

て、グリーン、いわゆる脱炭素、それからデジ

タル化、地方活性化、子育て支援の４分野に重

点配分する方針を固めております。

農水省は、これからの農林水産業の柱とし

て、農業分野で脱炭素を目指す「みどりの食料

システム戦略」の実現に向けた政策を打ち出す

ことになります。そして、その後押しをするた

めに新法を制定し、前向きに取り組む個々の生

産者、有機農業の団地化など、地域ぐるみの活

動、そして、環境負荷の低減や生産性向上にも

つながるスマート技術には、中小農業法人や家

族経営にも取り組んでほしいとし、これらを法

律に基づく仕掛けとして、安定的に支援するこ

ととしております。

私は、本県は農業県として、みどりの食料シ

ステム戦略や、新法の中身を先取りした取組を

進めておくことが大事だと考えております。新

法は、同戦略の実現に向けて、国の基本方針の

ほか、県や市町村が取組の基本計画を立てるこ

とを想定し、かつ同戦略交付金を新設した上

で、生産者や技術の研究開発を行う事業者など

が取組内容を提出し、認定されれば、税制や金

融措置による支援が受けられる方向で検討され

ております。

そこで農政水産部長に、みどりの食料システ

ム戦略をどのように受け止め、国の新法制定を

見越し、本県としてどう先取りして取り組んで

いかれる考えであるか伺います。

「みどりの食○農政水産部長（牛谷良夫君）

料システム戦略」は、2050年までに、ＣＯ の実２

質ゼロ化や化学農薬使用量の50％低減などを目

標に、食料・農林水産業の生産力向上と持続性

の両立を、イノベーションで実現させる長期戦

略であります。

議員御指摘のとおり、この戦略の理念や取組

の方向性は、今後の農業政策の大きな柱になる

と考えており、「持続可能な魅力あるみやざき

農業」の実現を目指す、本県の第八次長期計画

を推進する上で、大変重要な政策であると認識

しております。

このような中、宮崎市の一里山では、地域全

体で茶の有機栽培産地への転換の取組、新富町

では、家畜排せつ物によるバイオ液肥活用の取

組など、意欲ある生産者による、この戦略を先

取りした動きも出てきておりますことから、国

の新法制定や新たな施策の動きを注視するとと

もに、新しい交付金の活用など、しっかりと支

援してまいりたいと考えております。

県としましては、脱炭素社会の実現がグロー

バルスタンダードになる中、本県農業を持続的

に発展させるために、生産性の向上を図りなが

ら、環境負荷低減や資材のグリーン化に関する

技術開発や普及に積極的に取り組むことで、

トップランナーを目指してまいります。

農業先進県として、このみど○右松隆央議員

り戦略交付金の活用を大いに期待しておりま

す。
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引き続き、食料安全保障の強化と、新たな国

民運動「フードシフト」への本県の取組につい

て伺います。

今回の長期にわたるコロナ禍は、様々な方面

に多大な影響を与えております。農業分野でい

えば、穀物の国際価格が高騰し、史上最高値を

記録した2012年の水準に近づいており、飼料の

多くを輸入に頼る畜産経営を圧迫したり、米や

パスタ、それから加工業務用野菜の輸入停滞も

起こっております。

食料供給への不安を世界的に高めておりまし

て、Ｇ20においても、食料安保の強化に向けた

行動を各国に呼びかけております。

そのような中、我が国における昨年度の食料

自給率は、カロリーベースで過去最低となっ

て37％と公表されました。米の消費減退が進む

中、国は麦や大豆、加工業務用野菜などを輸入

から国産に置き換える対策を進めていき、2030

年度には目標の45％に引き上げるとしておりま

す。

そして、農水省は今年の７月に、食料・農業

・農村基本計画で、新たな国民運動としてフー

ドシフトを始めるとし、発表しております。

官民協働で農業農村の取組や魅力を発信し、

消費者と生産者の距離を近づけ、国産の農産物

を積極的に選ぶといった国民の行動変容につな

げるとし、今般、公式サイトも開設したところ

であります。本県もこれには随時取り組んでお

りますけれども。

そこで農政水産部長に、全国でも有数の食料

供給基地である本県における、受給率向上への

取組と、国の新たな国民運動「フードシフト」

と連動する形でどのような取組を進めていくの

か伺います。

コロナ禍によ○農政水産部長（牛谷良夫君）

り、食料安全保障の重要性が再認識されている

中、本県の令和元年度の食料自給率は60％と、

我が国の食料供給を下支えしていると自負して

おります。

一方で、食の洋食化や最近の米の消費減退等

に伴い、直近10年間で本県の食料自給率は６ポ

イント低下しておりますことから、地産地消や

県民の理解醸成に取り組む必要があると考えて

おります。

このため、「みやざきの食と農を考える県民

会議」の活動などを通じて、飲食店と連携した

県産米の消費拡大や、米粉パンを含めた米飯学

校給食の推進に加え、130名の食育ティーチャー

が県内各地で県産食材の魅力を伝える食育活動

に取り組んでおります。

県としましては、新たな国民運動である

「フードシフト」は、食と農のつながりを深

め、国産農産物を積極的に選ぶといった、消費

者の行動変容につながる大変重要な取組である

と考えておりますので、地産地消、県産県消を

合い言葉に、毎月16日の「ひむか地産地消の

日」の普及に努めるなど、より多くの県民に

フードシフト運動が広がるよう、積極的に取り

組んでまいります。

県民会議の取組を評価させて○右松隆央議員

いただくとともに、毎月16日の「ひむか地産地

消の日」が、食品スーパーなどで大いに広報さ

れて、県民のさらなる意識づけにつながること

を願っております。

続いて、九州、中国地方の記録的な大雨、そ

して、本県でも雨が長く降り続いた８月の被害

状況について伺ってまいります。

先月中旬、停滞する前線の影響で、本県で

も、１日に200ミリを超える大雨や、１週間

で1,000ミリ近い長雨をもたらしております。農
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作物や農業用施設等の被害が大変心配され、ま

た、天候不順による野菜などの価格高騰が、現

在も続いている状況にあります。

さらに、今月中旬以降に出始める秋冬作物の

定植作業や生育への影響も、大変懸念されると

ころであります。

そこで農政水産部長に、８月の大雨、長雨に

よる被害状況はどうだったのか、また、出荷減

となった生産者や、施設復旧への対応、そし

て、今後の栽培や病害発生などへの影響につい

て伺います。

８月の大雨、○農政水産部長（牛谷良夫君）

長雨では、本県では、22か所の農地ののり面

や32か所の水路・農道の一部が崩壊するなど、

農地・農業用施設において、暫定値で約１

億8,400万円の被害が発生したほか、圃場への浸

水も確認されました。

また、キュウリで実の着果不良等が発生し、

例年と比較しまして、８月の出荷量、販売金額

ともに３割程度減少する影響を受けたほか、ニ

ンジンなどの露地野菜において、種まき作業等

の遅れも生じました。

県といたしましては、長雨対策についてＪＡ

や市町村等と連携し、出荷量減少のおそれのあ

る生産者に対し、生育回復に向けた施肥や、病

害防除などの指導を行いますとともに、大雨で

被災した農地等については、災害復旧の準備を

進めているところであります。

今後も、露地野菜や水稲を中心に、生育遅れ

による収量減少や、いもち病など病害虫の蔓延

が心配されますことから、引き続き、生産者に

寄り添い、収量回復や病害虫防除の指導・支援

を徹底してまいります。

引き続きの対応をよろしくお○右松隆央議員

願いします。

続いて、今年度から始まる「第八次宮崎県農

業・農村振興長期計画」について伺ってまいり

ます。

第八次長計は、第１編の長期ビジョンで、令

和12年度を目標とする10か年計画、そして第２

編では、５か年基本計画の二本立てとなってお

ります。

この長計の10年後の構造展望として、農業経

営体数が、令和元年度から25％減の２万3,800経

営体とし、農業生産人口も12％減となる３

万6,700人、そして経営耕地面積は、８％減の４

万500ヘクタールとする一方、農業産出額は約１

割増の3,742億円としております。

この目標値から、農業経営体数のさらなる減

少が進む中で、法人経営体であったり、あるい

は主業農家を中心として、農地の規模拡大、あ

るいはスマート農業で効率化、収益化を高め

て、また畜産分野をより伸ばして農業産出額を

高めていこうとする戦略が表れたものだと感じ

ております。

そこで農政水産部長に、第七次長計の後期計

画にはなかった、儲かる農業として具体的な所

得目標が書かれてあります第八次長計におい

て、家族経営の農業所得を他産業と同水準の640

万円に設定するとともに、法人化モデルでは目

標所得を4,000万円に設定することを明記されて

おりますが、この実現に向けたそれぞれの経営

モデルの考え方と推進策を伺います。

第八次長期計○農政水産部長（牛谷良夫君）

画では、新たな視点として、「持続可能な魅力

あるみやざき農業」の実現に向け、経営規模の

大小や個人・法人の別を問わず、家族を中心と

した産地を支える経営体を「みやざき型家族農

業」として位置づけるとともに、稼げる農業の

目指すべき姿として、新たに所得目標を設定い
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たしました。

具体的には、家族経営で他産業と同水準の640

万円を所得目標として、省力化や生産性向上と

いったスマート技術等を取り入れることで、所

得1,000万円以上のスマート化モデル、高度な財

務・労務管理を実践し、規模拡大や法人化を図

ることで、所得4,000万円以上の法人化モデルを

例示したところです。

その実現に向けましては、ＪＡ等の関係団体

とも連携し、新規就農からトップランナーに至

るまでの経営の発展段階に応じて、しっかりと

伴走支援しながら、必要となる技術の導入や経

営基盤の拡大、優れた経営感覚を持った農業者

の育成を図ってまいります。

加えて、外部委託等の分業化の拡充や、コス

ト削減に向け規格を簡素化する流通構造の改革

など、経営発展を支える環境整備を推進しなが

ら、担い手が希望を持てる魅力あるみやざき農

業を実現してまいります。

具体的な所得の目標設定に○右松隆央議員

は、県の儲かる農業への思いを強く感じており

ます。その実現に向けて、様々な角度から取組

を進めていただくようにお願いします。

引き続き、新規就農者とその定着、並びに農

地の担い手の現状とその確保策について伺いま

す。

本県の新規就農者は、直近の令和２年が408名

で、４年連続で400名を超えており、順調に推移

しているところであります。その内訳を見る

と、自営就農での後継者が減りつつある中

で、10年前からは、雇用就農が一気に増え始め

ております。新規就農相談センターや、農業法

人の育成、新規参入増など、県や農業団体の懸

命な取組が功を奏していると認識しておりま

す。

一方で、国の全国統計では、常雇いの人数が

５年前から約３割減っていることから、就農後

に定着していない可能性を指摘しております。

また、遊休農地の増加が全国的に大きな課題

となっている中で、農水省の調査では、担い手

農家だけでは地域の農地を引き受けるのは限界

とする市町村が大半を占めていることが、調査

結果で出ております。そういったことから、来

年度の国の予算の概算要求では、認定農業者だ

けでなく、半農半Ｘといったものを含めて、多

様な担い手の確保に施策と財源を充てていく方

針を示しているところであります。

そこで農政水産部長に、本県の雇用就農者の

その後の定着状況はどのような数字になってい

るのか、また、離農農地を維持していく上で多

様な担い手を確保するために、支援策も含め

て、今後、具体的にどのような取組を進めてい

くのか伺います。

本県の新規就○農政水産部長（牛谷良夫君）

農者のうち、雇用就農者の定着状況につきまし

ては、平成27年度に「農の雇用事業」を活用し

た方の平成30年度末における定着率が、75％と

なっております。

雇用就農者に対する意識調査では、休日の確

保や技術習得・研修体制の充実など、働きやす

い環境を整えると満足度が高くなるという結果

が得られております。

このため県では、農業法人を対象とした労務

管理や資格取得に向けた研修などを実施し、雇

用就農者の定着率の向上に取り組んでおりま

す。

また、離農者の農地を含む県内の荒廃農地

は、平成26年から５年間で50ヘクタール増加し

ており、農地を農地として維持するためには、

多様な担い手を確保していくことが重要である
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と考えております。

このため、第八次長期計画では、担い手に雇

用就農者を加えた人材を「みやざきアグリプ

レーヤー」として位置づけ、新規就農者の確保

に加え、他産業からの参入推進や、半農半Ｘ等

の潜在的な労働力を活用した新たな組織である

「特定地域づくり事業協同組合」の設立を支援

するなど、多様な担い手を幅広く確保・育成し

ていくこととしております。

今、部長のおっしゃった特定○右松隆央議員

地域づくり事業協同組合は、令和７年度に３組

織設立の目標を掲げておりますので、こういっ

た新たな取組が、地域の多様な労働力の確保に

つながることを願っております。

続いて、本県におけるスマート農業の現状と

将来展望について伺ってまいります。

５年半前の平成28年２月議会の一般質問で、

これからの20年、30年先を見据えた農業を考え

る上で、欠くことのできない方向性はスマート

農業であろうと、当時の郡司農政水産部長に問

わせていただきました。

その際に、スマート農業は決して大規模農家

だけが恩恵を受けるものではなくて、家族経営

や中山間地を含めた小規模農家こそが、省力化

や、本県が目指す儲かる農業を実現するために

必要になるものだとも申し述べた次第でありま

す。

このスマート農業の進捗には大変大きな関心

を持っておりまして、この数年間ずっと見てき

たわけであります。

そこで農政水産部長に、大規模農家における

スマート化、そして小規模、家族農業における

スマート化が、本県においてどこまで進んでい

るのか、また、今後の将来展開をどのように進

めていく計画であるのか伺います。

本県における○農政水産部長（牛谷良夫君）

農業のスマート化は、大規模経営体では、農業

機械の直進アシスト機能や生産管理システム等

の導入が進みますとともに、小規模経営体を対

象とした、水稲や露地野菜のドローンによる防

除受託などの取組も進みつつあります。

中でも普及段階にあるものとして、施設園芸

におけるＩＣＴを活用した複合環境制御装置

が、平成26年度の4.5倍となる322戸に、また肉

用牛では、発情発見装置が1.7倍の309戸に導入

されており、令和７年度には、それぞれを680戸

と420戸にまで拡大することとしております。

県としましては、スマート農業推進方針にお

いて提示した、誰でも、どこでも、楽しくでき

るスマート農業の将来像の実現に向け、令和元

年11月に締結した宮崎大学及び国立の農業・食

品産業技術総合研究機構との連携協定に基づ

き、施設園芸の高軒高ハウスにおける養液栽培

技術や、肉用牛の飼養管理を効率化する高度な

センシング技術等の開発、人材育成等に取り組

んでおります。

さらに、県内の幅広い農業者が効果を実感で

きるスマート農業の実現に向けて、新たに、機

械の広域シェアリング等にスピード感を持って

取り組んでまいります。

続いて、コロナ禍での農産物○右松隆央議員

・食品の輸出状況と、戦略の再構築についてで

あります。

国の統計では、今年上半期の農産物・食品の

輸出は5,773億円と前年比32％増で、上半期とし

ては初めて5,000億円を超えております。

特に牛肉、日本酒、果実など、家庭用需要に

対応した品目が好調となっておりまして、その

中でも牛肉は前年比２倍強で、多様な部位の販

売がポイントとなっており、富裕層だけでなく

- 69 -



令和３年９月９日(木)

中流層など幅広い層向けへの、消費者ニーズに

対応したマーケットインの戦略が伸びた要因と

言われております。

そこで農政水産部長に、今年の１月から６月

の上半期における本県の農産物・食品の輸出状

況はどのような数字になっているのか、また、

コロナ禍において、海外需要のマーケットイン

に基づく輸出戦略をどう描き、どう構築してい

くのか伺います。

令和２年度の○農政水産部長（牛谷良夫君）

本県農畜水産物の輸出額は、コロナ禍の影響で

年度当初は低調でありましたが、巣ごもり需要

によるインターネット販売等が好調だったこと

に加え、感染拡大の抑え込みに成功した国・地

域の需要回復により、過去最高の72億9,000万円

となりました。

この傾向は今年上半期も続いていると見ら

れ、特に本県の輸出額の７割近くを占める牛肉

では、香港やアメリカ向けを中心に、県内で処

理された牛肉の輸出量が、前年比170％を超える

大幅な伸びとなっています。

県としましては、コロナ禍の消費行動を捉

え、インターネットを活用したｅコマースの取

組強化や、調理方法、食べ方の動画をＳＮＳや

ユーチューブで配信しますとともに、収束後の

経済活動再開を見据えながら、取引先と連携し

たフェア等を支援するなど、引き続き生産者、

関係団体と一体となり、マーケットインの視点

で戦略的な販売促進・ＰＲ活動に努め、さらな

る輸出拡大を図ってまいります。

続いて、第12回全国和牛能力○右松隆央議員

共進会での、４大会連続内閣総理大臣賞獲得に

向けて、コロナ禍での進捗状況とその手応えに

ついて伺ってまいります。

来年10月６日からの全共鹿児島大会は、畜産

王国である本県の、まさに威信をかけた大会と

なります。史上初の３大会連続、そして通算４

度の内閣総理大臣賞の受賞は、全国最多であり

ます。

今日の冒頭にもありましたけれども、11年前

の未曽有の被害を被った口蹄疫を乗り越えて、

翌年10月に日本一を獲得した長崎大会は、私も

会場に足を運びましたけれども、今でもあの感

動は忘れられないものであります。そして宮城

大会と続き、宮崎牛のブランドは、確固たる地

位を確立しております。

史上初、そして全国最多の記録を更新すべく

日夜努力を重ねておられる関係者の方々には、

本当に頭の下がる思いで、心から敬意を表する

次第であります。

先月、種牛の部の地域代表牛61頭が選別さ

れ、来月、プレ全共が児湯家畜市場で開催され

ます。また肉牛の部は、出品候補牛80頭が、肥

育農家20戸でしっかり管理されていると伺って

おります。

そこで来年、鹿児島県で開催される、第12回

全共での４大会連続、内閣総理大臣賞に向け

て、コロナ禍での手応えと意気込みを、知事に

伺います。

いよいよ、第12回鹿児○知事（河野俊嗣君）

島全共まで１年余りとなったところでありま

す。全国的に和牛の改良技術も向上し、回を重

ねるごとにレベルがアップする中、最大のライ

バルであります鹿児島県は、開催県であります

ので、相当な覚悟、そして必死の思いで臨んで

くると思われますことから、これまで以上に厳

しい戦いになる。我々としても、それ以上の思

い、そして決意、覚悟で取り組んでいく必要が

あるものと考えております。

そのため、出品対策が本格化します本年度の
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予算を、前年度より約3,500万円増額し、出品候

補牛の導入支援対策を強化して取り組んでいる

ところであります。

また来月には、出品対策の確認と機運醸成を

図るため、「出品対策共進会」いわゆる「プレ

全共」を、新たに定めたコロナ対策のガイドラ

インに基づく感染防止に万全を期し、開催して

まいります。本共進会は、入場制限を行います

ことから、審査の状況を今回初めてユーチュー

ブによりますライブ配信を行い、畜産関係者の

みならず、県民の皆様にも広く情報発信をする

こととしております。

コロナ禍で様々な制限のある中、この全共を

目指して種牛の部では、熱い思いで取り組む出

品者、特に高校生を含め若い担い手が、真剣な

まなざしで牛と日々向かい合っております。肉

牛の部では、選び抜かれた候補牛が、本県を代

表する肥育農家へと引き継がれ、丹精込めて飼

養管理されるなど、それぞれの部門に手応えを

感じているところであります。

来年の本戦は相当厳しい戦いになりますが、

私が先頭に立ち、生産者をはじめ関係者及び県

民の皆様とともに、「チーム宮崎」一丸となっ

て、「日本一の努力と準備」によりまして、前

人未踏の４大会連続の内閣総理大臣賞獲得を目

指してまいります。

ありがとうございました。○右松隆央議員

農政水産部の最後に、１次産品や工業製品に

おける物流支援策として、ストックヤードの整

備について伺ってまいります。

委員会の視察等で調査活動をしていると、１

次産品や工業製品の保管場所に限界があって、

事業の拡大がなかなか難しいとの声をいただく

機会が多々あります。県外への輸送の経由地

に、もし貨物の中継保管場所があればとの話

や、水産業であれば、水揚げ港近くや作業所、

加工場の近辺に、もし急速冷凍庫があればとの

話も伺った次第であります。

こういった声を聞くと、本県が、これから県

外や海外展開を一層伸ばしていくならば、物流

支援策として、商品の保管場所となるストック

ヤードの整備というものは、非常に重要な施策

になってくると認識しております。

国では、物流総合効率化法を施行し、２者以

上が連携して流通業務の総合化や効率化を図る

事業者に対して、認定されれば、経費の補助や

税制特例などの支援措置も講じているところで

あります。

そこで農政水産部長に、物流支援策として、

ストックヤードの整備において、県はどのよう

な対策や支援に取り組んでいるのか伺います。

農畜水産物の○農政水産部長（牛谷良夫君）

輸送の効率化や品質保持等の観点から、県外の

ストックヤード等の物流拠点の整備は大変重要

であると考えております。

このため本県では、首都圏の川崎市にある県

有地を活用し、プロポーザル方式により採択さ

れた県内の運送事業者による新たな物流拠点施

設が、令和２年度末に完成したところでござい

ます。

当該施設には、大容量の冷蔵・冷凍保管庫

や、ＱＲコードで荷物の情報を管理できるシス

テム等が導入されており、共同利用する食肉販

売会社からも、配送拠点として作業の効率化が

図られていると伺っております。

県としましては、ストックヤードなどの新た

な物流網の整備等を進めるため、引き続き、業

種業態の垣根を越えて連携を図るとともに、物

流分野における省力化及び環境負荷軽減を推進

するため、物流総合効率化法等を利活用した取
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組を支援するなど、農産物や工業製品を含め、

県産品の効率的な輸送体制の構築に努めてまい

ります。

様々な知恵を絞っていただい○右松隆央議員

て、県経済発展の後押しにつながるストック

ヤードの整備を、またいろいろと御検討いただ

くようお願いします。

次に、教育委員会に移ります。

いわゆる中１ギャップと言われる、新しい環

境での学習や生活に不適応を起こしてしまうこ

とを解消するために、小学校から中学校への円

滑な接続を図ることを目指して、小中連携教育

が進められてきました。

そして、制度的基盤を整備するに当たり、平

成27年６月に、学校教育法等、関係する法律が

改正されて、５年前の28年度から小中一貫教育

が制度化されたところであります。

また学習内容が、中学になり 先ほど言い―

ました中１ギャップですが 急に難しくなる―

と感じたり、授業のペースが速くついていけな

くなるといった、こういった解消以外にも、小

学校の高学年ぐらいから、児童の身体的発達、

例えば思春期であるとか、あるいは身長、体重

の増加が、以前より早まってきている傾向も

あったりとか、あるいは自己肯定感や自尊感情

に対して、小学校高学年から急に否定的になる

傾向もあって、４・３・２制など、接続を柔軟

に考えることの必要性が出てきたことが、この

小中一貫教育が広がりを見せてきた背景にも

なっているところであります。

そこで教育長に、本県における小中一貫教育

の取組状況とその成果について、そして今後、

市町村においてさらなる取組が見られるのか伺

います。

本県の小中一貫教○教育長（黒木淳一郎君）

育校は、平成18年度に、県内で最初に日向市立

平岩小中学校が開設され、直近では平成30年度

に、新富町立上新田小中学校が開設されており

まして、現在18校となっております。また、義

務教育学校は、本年４月、美郷町に２校開設し

ており、今後、令和４年度に延岡市、令和５年

度に木城町が開設を予定しております。

小中一貫教育の成果といたしましては、中１

ギャップの解消や不登校の減少、異なる年齢の

子供たちとの交流の深まりなどが挙げられま

す。

県教育委員会といたしましては、近年変化し

てきている児童生徒の発達の状況に合わせるた

めにも、小・中の区切りに限らない柔軟なカリ

キュラム編成ができるというメリットを生かす

ことも、今後、小中一貫教育を進める上で重要

であると考えております。

そのため、宮崎県教育振興基本計画におきま

して、小中一貫教育に係る情報の収集や提供等

を行うことで、各市町村教育委員会を支援して

いくこととしております。

引き続き、ＧＩＧＡスクール○右松隆央議員

構想の早期実現について伺ってまいります。

文科省は、１人１台端末は令和の学びのスタ

ンダードとして、多様な子供たちを誰一人残す

ことなく、子供たち一人一人に公正に、個別最

適化され、資質・能力を一層確実に育成できる

教育ＩＣＴ環境の実現に向け、全力を挙げて取

り組んでいるところであります。

そこで教育長に、１人１台端末並びに一体的

に整備するとされている高速大容量・通信ネッ

トワークの整備は、直近においてどのような状

況にあるのか、また、学びの保障として補正予

算措置も取られましたＧＩＧＡスクールサポー

ターの配置状況がどこまで進捗しているのか伺
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います。

まず、学校ＩＣＴ○教育長（黒木淳一郎君）

環境の整備につきましては、全ての公立小中学

校におきまして、１人１台の学習者用端末及び

校内通信ネットワーク環境は、先月の８月末で

整備が完了いたしました。

また、県立高校におきましては、校内通信

ネットワーク環境は全ての学校で整備が完了し

ており、学習者用端末は、年度内にはおおむね

２人に１台の整備が完了する予定であります。

次に、ＧＩＧＡスクールサポーターの配置に

つきましては、例えば、宮崎市では３名を配置

しており、10市町村で21名を配置、もしくは配

置予定となっております。

最後に、教職員のＩＣＴ活用指導力向上の取

組につきましては、今年度、全県立学校にＩＣ

Ｔ教育推進リーダーを配置し、各校の中核とな

る教員の育成と、その教員を中心とした推進を

図ることを目的に、定期的に研修会を実施して

いるところであります。

今後も引き続き、ＧＩＧＡスクール構想の早

期実現に向け、環境整備と人材育成にしっかり

と取り組んでまいります。

教育委員会での最後に、教員○右松隆央議員

免許制度の廃止と、教員の採用倍率低下に伴う

教員の確保策について伺います。

文科省は、８月23日の中央教育審議会で、教

員免許に10年の有効期限を設け、更新の際に講

習を義務づける、教員免許更新制を廃止するま

とめ案を示し、来年の通常国会で法改正し、最

短で令和５年度にも廃止するとしたところであ

ります。

一方で、自治体や大学などと連携して、教員

が資質向上のために学び続けられる制度の構築

も検討するとしております。更新しなければ職

務を失うといった形式的なものから、真に必要

な支援へと、発展的に解消していくとの方針

を、文科省は示したところであります。

また、今年の春に採用された公立小学校教員

の採用倍率が、全国平均で2.6倍となり、過去最

低であった昨年度の2.7倍を下回るとの数字も目

にしたところであります。

そこで教育長に、このたびの教員免許更新制

の発展的廃止の方向性をどう受け止めたのか、

また、今年の公立小学校教員の採用倍率の詳細

と、教員確保に向けた取組をどのように進めて

いくのか伺います。

教員免許更新制に○教育長（黒木淳一郎君）

つきましては、国が実施したアンケート結果に

よりますと、最新の知識・技能を修得できたと

いう意見がある一方で、講習の時間や費用等が

対象教員の大きな負担となっていたことがうか

がえます。

本制度の廃止は、働き方改革等の課題解決に

向けた意味のある判断であったと受け止めてお

りますので、更新講習に代わる新たな研修体制

の構築につきましては、国の動向を注視しなが

ら、しっかりと取り組んでまいりたいと考えて

おります。

次に、教員の採用倍率につきましては、特に

小学校におきまして、10年前の平成23年度に

は13.6倍であったものが、昨年度は1.9倍に低下

しております。

なお、現在、来年４月採用分の試験を進めて

おり、最終決定は３月の予定ですが、小学校の

応募倍率は1.6倍となっております。

県教育委員会といたしましては、年齢制限の

撤廃や、県外での試験実施、ＳＮＳを活用した

情報発信や大学との連携等を積極的に進め、今

後とも、優秀な人材確保のための取組を推進し
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てまいります。

応援しておりますので、頑○右松隆央議員

張ってください。

次に、企業局で１問伺います。

現在、企業局で、脱炭素社会の実現に向け、

企業局のキャッチコピー「ひなたの恵みで 新

たな未来」をイメージしたロゴマークを募集し

ていることを目にしました。

そこで企業局長に、このたびのロゴマークを

募集する目的と、現在の応募状況について伺い

ます。

企業局ロゴマーク○企業局長（井手義哉君）

の公募につきましては、企業局の取組を県民の

皆様に広くＰＲするとともに、局職員の士気の

高揚を図り、もって事業の円滑な推進に資する

ことを目的としております。

今回の公募に先立ちまして、局のキャッチコ

ピーを、先ほど申していただいたように、「ひ

なたの恵みで 新たな未来」と定めたところで

ありまして、そのイメージに合ったロゴマーク

を８月から募集しております。

募集は、企業局のホームページを通じて10月

末まで行いますが、現時点で27件の応募が寄せ

られており、12月19日に、皆様に親しまれるよ

うなロゴマークを発表させていただく予定であ

ります。

企業局といたしましては、これまで80年以上

にわたり、水力発電を通じ再生可能エネルギー

の安定供給に努めてきたところでありまして、

今回のロゴマーク募集の取組を通じて、県民の

皆様の理解を深めながら、本県の恵まれた水資

源を有効活用し、脱炭素社会の実現に貢献して

まいりたいと考えております。

ロゴマークの発表を楽しみに○右松隆央議員

しております。

代表質問の最後に、警察本部長に、サイバー

犯罪の捜査力強化に向けた取組について伺いま

す。

近年、インターネットを使った犯罪が大きな

社会問題ともなっているところであります。

ネットに少々関心がある程度では分からないよ

うな、実に犯罪が巧妙化しているとの印象も受

けております。

そこで、直近の昨年において、県警が受けた

サイバー犯罪絡みの相談件数と検挙件数が何件

だったのか。また、増加傾向にあるのかどうか

と、どういった犯罪が多いのかも併せて伺いま

す。

令和２年中のサ○警察本部長（佐藤隆司君）

イバー犯罪に関する相談件数でございますが、

架空請求など、詐欺・悪質商法や迷惑メールに

関するものなど2,311件、前年に比べて433件増

加しております。検挙件数のほうは55件、前年

に比べて１件増加しているところであります。

犯罪の傾向としては、通信事業者や荷物配送

業者を装った偽の電子メール、ショートメッ

セージによって、クレジットカード情報を盗み

取る、フィッシングの手口が急増しているとこ

ろでございます。

これからも、県民への注意喚○右松隆央議員

起をよろしくお願いします。

サイバー犯罪に関する捜査力の強化は、これ

からますます重要になってくると考えておりま

す。本県のサイバー犯罪に関する捜査力の強化

に向けた取組状況について、警察本部長に伺い

ます。

サイバー犯罪捜○警察本部長（佐藤隆司君）

査能力の強化を図るための取組ですが、宮崎県

警では、サイバー犯罪捜査官を採用しているほ

か、今年度から、情報工学に精通した人材の確
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保を目的に、警察官特別採用試験を実施いたし

ます。

また、部内のサイバー犯罪捜査検定の実施

や、情報系の国家試験合格を目指した教養プロ

グラムのほか、サイバー犯罪対策課に１年間の

任期で他部門の捜査員を配置し、高度な知識を

習得させる、サイバー犯罪捜査研修制度も運用

しているところでございます。

今後ともサイバー犯罪捜査能力の強化に努

め、サイバー空間の安全を確保するための取組

を推進してまいります。

ありがとうございました。○右松隆央議員

知事は大分お疲れのようでございますが、私

も、この質問をつくるために100時間以上使っ

て、今、疲れのピークなんです。ですから、や

はり聞くトップリーダーは一人しかいませんの

で、知事しかいませんから、ぜひそういったと

ころも、やはり周りから見られているというこ

とをぜひ意識していただきたいと、私は思って

います。

今日は本当に厳しい質問をさせていただきま

したが、今は有事ですから、宮崎を何とかしな

いといけない、そういう思いで質問させていた

だきましたので、ぜひ御理解いただきますこと

をお願い申し上げまして、私の代表質問の全て

を終わらせていただきます。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き代表質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時57分散会

令和３年９月９日(木)
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代表質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き代表質問であ

ります。

ただいまから代表質問に入ります。まず、県

民連合宮崎、岩切達哉議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○岩切達哉議員

ざいます。県民連合宮崎、立憲民主党の岩切で

ございます。

本日も、県議会に関心を持っていただき傍聴

にお越しいただいた皆さん、また、ネット中継

によって御覧いただいております有権者の皆さ

んに感謝申し上げたいと思います。

さて、県民連合宮崎、いよいよ少数会派とな

りました。来年１月の宮崎、延岡の両市長選

挙、また来夏の参議院選挙に、今は表明者はい

ませんので、これ以上の少ない会派にはならな

い予定でありますけれども、少数であってもぴ

りりと辛い、そういう立場で頑張りたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いしたいと思い

ます。

それでは、通告に従い質問いたします。

新型コロナ感染症は、日本国内での第１号は

昨年１月15日に確認されました。今、１年と９

か月が経過したことになります。

今日この時間も感染によって療養される皆様

に、お見舞いを申し上げるとともに、支える医

療関係者の皆さん、また全ての関係者の皆さん

に敬意を表したいと思います。

この間、コロナ対策とは、コロナ感染の広が

りそのものを防ぐこと、感染された方に十分な

医療を提供するという課題と、コロナによる社

会的な影響、とりわけコロナ禍による経済的な

諸課題に対応することであって、まさに今の政

治課題はそれであると考えます。

宮崎県における対策は、知事を先頭に、コロ

ナ感染の拡大を防ぐこと、十分な医療を提供す

ることについて、的確な対応をいただいている

と思います。

一方で、今年の夏は、人の流れを抑えられな

かった、明らかに昨年の夏とは違う状況になっ

たのですけれども、そうなった背景としてのオ

リンピック・パラリンピックの実施を含め、政

府の対応、判断に対し、私なりに思いはありま

す。

また、営業自粛を求められている皆さんのみ

ならず、たくさんの経済的影響を受けている事

業者に対して、また、生活に困窮されている皆

さんにとって、十分な補償が政府から示されて

いない現状にもたくさんの不満を持ちますけれ

ども、今日はそのために時間を割くことはいた

しません。

コロナ対応について、知事に一点伺いたいと

思います。

７月後半、８月に入り、急速なコロナの感染

拡大に対して、感染拡大緊急警報、県独自の緊

急事態宣言、まん延防止等重点措置の適用と、

段階を追って対策を強化してこられました。と

りわけ、その判断のタイミングが遅れることな

く、的確に行われてきたと考えます。

一方で、それぞれの段階において、各方面に

適用される行動や営業の自粛要請等を考えなが

ら、迅速に、また慎重に判断を求められたと考

えますが、県民の命と健康を預かる知事とし

て、どのような思いで判断してこられたか。と

りわけ県内では、長く準備してきた国文祭・芸

文祭も展開される中で、ちゅうちょするところ

はなかったのか、そのお気持ちをお尋ねしま

令和３年９月10日(金)
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す。

次に、話題を変え、Ｆ35Ｂ配置の問題で伺い

ます。

８月22日の宮日新聞に、佐土原町東上那珂の

津倉地区が米軍機に襲われた「津倉空襲」のこ

とが掲載されました。

さきの大戦では、県内各地、悲惨な空襲を受

けているのですが、記事によれば、旧陸軍新田

原飛行場を標的にした米軍のミスがあって、こ

の地区が犠牲になったという説があるとのこと

です。

Ｆ35Ｂの配置が報じられた際には、「有事の

際に標的になるのでは」というコメントが掲載

されました。住民は、歴史的事実に基づいて恐

れているのであります。このことを踏まえ、

Ｆ35Ｂは配備をしないよう国に求めていただく

ことを、知事に求めたいと考えます。

４月４日、報道先行でＦ35Ｂ配備のことが伝

えられたときも、知事は遺憾を表明されまし

た。７月11日もやはり決定という報道が先行

し、知事は大変驚いているとして、極めて遺憾

であり地方軽視であるとコメントしておられま

す。

この間、知事は、国の不誠実な対応に対し、

遺憾の意を繰り返し表明されていますが、私

は、そのような不誠実な対応を繰り返す国に対

し、Ｆ35Ｂの配備をすることそのものに対し

て、知事が明確に反対することが重要だと考え

ます。知事の所見を伺いたいと思います。

重ねて、基地の騒音問題の件であります。

今年６月に騒音訴訟の判決があり、自衛隊機

の爆音によって家族団らんの会話が妨げられた

り、睡眠が妨害されたりといった精神的な苦痛

を受けているなどとして、その住民の訴えは

もっともだと裁判所に認められました。それに

もかかわらず、現状の自衛隊機を上回る騒音を

出すＦ35Ｂを配備するというのは、全くもって

失礼な話ではないかと思います。

ますます騒音被害は拡大する。これについ

て、県は国に対し、迅速かつ丁寧な説明を繰り

返し求めていますが、対応がないとのことで、

極めて残念であるとおっしゃっています。

騒音対策について、回答書にもありました

が、それで了とされたのでしょうか。どのよう

に受け止め、今後どのような行動を予定してい

るのか、危機管理統括監に伺います。

次に、宮崎交通の支援について伺います。

宮崎交通の有利子負債は200億円ほどと伺いま

すが、コロナ禍で大幅な赤字になったと、高速

遠距離バスで上げていた黒字を地域路線バスの

赤字に補塡していたのがなくなったということ

であります。

職員は、年間ボーナス実質ゼロ月、残業ゼロ

など、賃金抑制策をのみ込んで働いています、

経営努力をしています。これを続けても難しい

ということで、赤字解消のために地域路線バス

があちこちで撤退となれば、県内自治体は住民

の交通手段確保に奮闘いただかなければなりま

せんが、相当な混乱があると思われます。

県は、この課題についてどう支援し、どう維

持していくのか、県のコーディネート力が問わ

れる問題です。総合政策部長に、どう取り組む

思いでいるのかお聞かせいただきたいと思いま

す。

最後に、公金の電子決済について会計管理者

に伺います。

国は、デジタル庁を発足させ、デジタル化を

加速化させます。こういう動きを前に、県納付

金の証紙による収納方法は考える必要があるの

ではと、過去に問題提起しました。また一昨年
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は、ＱＲコードなどの利用、キャッシュレス化

など、同僚議員が提案しています。

いよいよ公金の電子決済について判断をする

時期と考えますが、会計管理者の所見を伺いま

す。

以上を壇上の質問とし、残余の課題について

は質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

まず、コロナ第５波への対応についてであり

ます。

これまでも申し上げておりますとおり、私は

感染症対策の要諦は、早く、強く、短く対策を

講じることであると認識しております。

今回の第５波では、感染力の極めて強いデル

タ株の蔓延により、全国的にかつてない感染爆

発が進む中で、県内に感染拡大の波が押し寄せ

た際には、県民の「いのち」と「くらし」を守

り、地域医療を守るため、これまでよりも一歩

も二歩も早めの対応を図る必要があると判断

し、必要な対策を迅速に講じてきたところであ

ります。

一方で、県民や事業者の皆様には、厳しい行

動要請により、御負担、御不便をおかけするこ

ととなり、誠に心苦しく、県民生活や地域経済

への多大な影響を考えると、まさに苦渋の決断

の連続でありました。

コロナとの闘いが長期化する中で、改めて、

医療や感染症対策に従事する方々や事業者、そ

して県民の皆様の御協力に心から感謝を申し上

げます。

まずは、第５波の早期の鎮静化を図り、その

後の地域経済の回復に向けた対策にしっかりと

取り組んでいくためにも、引き続き県民の皆様

と心を一つに、適時的確な感染防止対策を講じ

てまいります。

次に、Ｆ35Ｂの配備についてであります。

防衛の問題につきましては、国の専管事項で

あり、国の責任において処理されるものと考え

ているところであります。

しかしながら、Ｆ35Ｂの配備により、基地が

攻撃対象となるリスクが高まるのではないかと

いった不安などの声が、県民から寄せられてい

るところであります。

県としましては、国に対し、県民に不安を生

じさせることのないよう、リスク等に対する具

体的な対策を求めておりますが、防衛省から

は、具体策の説明は行われていないところであ

ります。

また、情報の提供の在り方につきましても、

これまでの経緯から、国に対し、繰り返し改善

を求めてきたところであります。

県としましては、地元市町と連携しながら、

県民の不安解消につながる具体的な施策の推進

や、迅速な情報提供につきまして、引き続き強

く求めてまいります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○総合政策部長（松浦直康君）

えいたします。路線バスについてであります。

地域間幹線バス路線の見直しにつきまして

は、県バス対策協議会の８つの地域分科会に、

新たにバス路線対策会議を設置いたしまして、

準備が整った地域から、国、県、市町村や交通

事業者による協議検討を始めているところであ

ります。

また、県におきましては、バス利用の実態を

把握する乗降調査や地域住民へのアンケート、

バス事業者等へのヒアリングなど、路線見直し

に必要な調査を行うこととしております。

この調査結果も踏まえ、地域の実情に応じた

運行区間の見直しや、コミュニティバス等、他
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の運行形態への転換など、市町村や交通事業者

としっかり検討を行い、対応方針を本年度中に

取りまとめたいと考えております。以上であり

ます。〔降壇〕

〔登壇〕 お○危機管理統括監（小田光男君）

答えします。新田原基地の騒音対策についてで

あります。

Ｆ35Ｂ配備に伴う騒音対策については、県と

関係市町から国に文書で質問し、国から、「引

き続き、地元の声に耳を傾け、適切に対応して

いく」との回答を得ていたところです。

その回答を受け、先月、新田原基地周辺協議

会が、騒音対策を含めた基地周辺対策について

防衛大臣に要望し、８月中旬に、国から関係市

町に対し、騒音対策について、告示後住宅に係

る防音工事の条件緩和や対象区域の見直しな

ど、緊急・先行的な措置の提案があったところ

です。

もちろん、この提案だけで、これまで地元が

要望してきた騒音問題が全て解決するわけでは

ありません。

県としましては、この提案に対する関係市町

の対応等も踏まえながら、それぞれの要望等に

寄り添えるよう、国に働きかけてまいります。

以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○会計管理者（横山幸子君）

します。公金の収納方法についてであります。

現在、県税の一部や「ふるさと宮崎応援寄附

金」などにおいて、クレジットカードやスマー

トフォン決済による収納に対応しております。

また、国において、旅券発給手数料のクレ

ジットカード決済を可能とする制度改正が予定

されており、県においても、対応を検討してい

くこととしております。

デジタル庁の設置に伴い、今後、全国的に行

政手続の電子化や公金収納のキャッシュレス化

がさらに進むものと思われます。そのため、県

民の利便性向上の観点から、キャッシュレスを

含めた収納方法の多様化に向け、引き続き関係

部局と連携し、適切に対応してまいります。以

上であります。〔降壇〕

まずは、コロナ対策に対する○岩切達哉議員

知事の思いを伺いました。御苦労も多いことと

思いますけれども、引き続きリーダーシップを

発揮されるようにお願いしたいと思います。

追加的に何点か、関係部長にお伺いしたいと

思います。

自宅療養者の食料確保に対する支援の実態を

お聞かせいただきたいと思います。

自宅で療養している方への支援、一人生活

者、または二人で生活している場合でも、いず

れもが罹患している場合など、買物もできない

というような状況と思うのですが、どのような

支援が行われているか、福祉保健部長にお聞か

せいただきたいと思います。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

の自宅療養者につきましては、感染拡大防止の

観点から、外出を控えていただくようお願いし

ておりまして、食料や衛生用品の支援が重要と

なるものと考えております。

このため県におきましては、支援を希望され

る自宅療養者に対しまして、管理栄養士の意見

を聞いた上で、約10日分の食料品をはじめ、手

指消毒薬やティッシュペーパーなどの衛生用品

を直接、自宅へお届けしているところでござい

ます。

８月末の時点で600個以上の支援を行っており

まして、今後とも、保健所による毎日の健康観

察に加え、このような食料等の支援を通じて、

自宅療養者が安心して療養できるよう取り組ん
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でまいります。

次に、自宅療養者の鼻水など○岩切達哉議員

の付着したティッシュ、マスクなどは、ウイル

ス感染の可能性は否定できないと思います。

廃棄の方法について、どのような指導をして

いるか。また、これらを収集する業務に従事す

る皆さんの感染防止・防護のため、どのような

ことをされているのか、環境森林部長に伺いた

いと思います。

コロナ禍にお○環境森林部長（河野譲二君）

いて、円滑かつ安全な廃棄物の処理がなされる

よう、国から「廃棄物に関する新型コロナウイ

ルス感染症対策ガイドライン」が発出されてお

ります。

この中で、家庭からごみを出す際の注意事項

として、直接ごみに触れないこと、ごみ袋を二

重にすることなどが示されております。

また、ごみ収集の従事者に対しては、マスク

など防護具の適切な着用をはじめ、作業中はご

みを素手で触らないことや、小まめな消毒、車

内の換気のほか、作業後の手洗い・消毒の徹底

などが示されております。

県では、これらの注意事項を、ホームページ

を通じて周知に努めるとともに、市町村や関係

団体への情報提供に加え、住民やごみの収集運

搬業者には市町村から、また、自宅療養者には

各保健所を通じて周知を行っているところであ

ります。

改めて、それぞれ担当の当局○岩切達哉議員

から、スタッフ、または自宅療養者に対し、十

分なケアをしていただくよう、よろしくお願い

しておきたいと思います。

次いで、治療の最前線を担う職員の感染を心

配しているところでございます。

県立病院で、コロナ感染者対応中に感染した

職員がいるという報道、情報に接しました。感

染原因の研究とその対策を、改めて行っている

ことと思いますけれども、現状を病院局長に伺

いたいと思います。

県立病院では、新○病院局長（桑山秀彦君）

型コロナ患者への対応に当たりまして、感染症

の専門医や認定看護師を中心に、各部署におい

て、防護服、マスク、フェイスシールドの着用

やゾーニングの徹底を図るなど、職員の感染防

止には万全を期しているところでございます。

こうした中、先般、入院の受入れをしようと

していた際に、患者が混乱して暴れるといっ

た、患者の予期せぬ行動が原因と考えられる職

員の感染事例が生じました。こうした事例を踏

まえまして、各病院に対しては、事前の患者情

報の収集など、改めて職員の感染防止対策の徹

底を要請したところでございます。

今後とも、救急やがん治療など通常医療への

対応を含めて、職員の安全には十分留意しなが

ら、県立病院の使命を果たしてまいりたいと考

えております。

救急隊も御苦労なさっている○岩切達哉議員

という内容の新聞報道もございました。いずれ

の医療関係者も、大変御努力いただいていると

ころと思いますが、ぜひ、県民の命を守る最前

線で働いておられる皆さんが、健康でそういう

任務についていただけるように、御配慮をお願

いしたいと思います。

次いで、昨日質問があった国スポのことにつ

いてでありますけれども、2027年が2028年にな

ることがあるにしても、たくさんの方の来県を

期待し、開催するところであります。感染症対

策が求められる大会というのは、これから先は

継続していく課題と考えます。

また、今は熱中症にも備えなければならな
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い、そのようなことになっている時代でありま

す。そのようなことを開催基本方針にも十分強

化していかれるように求めたいと思います。総

合政策部長の所見を伺いたいと思います。

大会期間中の○総合政策部長（松浦直康君）

感染症や熱中症への対策につきましては、県準

備委員会において策定いたしました医事・衛生

基本方針に基づき、感染症の発生・蔓延防止の

ための防疫体制や、傷病発生時に速やかに対処

するための医療救護体制等を、関係機関と連携

して整備いたしますとともに、大会関係者に対

して、必要となる知識を周知・啓発していくこ

ととしております。

また、新型コロナ対策につきましては、昨

年10月に、公益財団法人日本スポーツ協会が基

本方針を定めておりまして、大会主催者や競技

団体が、それぞれの立場から感染症対策ガイド

ラインを作成することとされたところでありま

す。

本県といたしましては、先催県の対応等を参

考にしながら、安全・安心な環境での大会開催

に向け、準備を進めてまいります。

感染症など、いろんな準備を○岩切達哉議員

しなければならない、そういう時代に対して、

この国スポに関連してですが、手話通訳や要約

筆記をしていただく方々の養成をしていくとい

う計画なんですけれども、大会を通じて、ボラ

ンティアでの任用が計画されていると伺ってお

るところであります。

感染症もいろいろ多くある時代になりました

けれども、その予定の状況を総合政策部長にお

伺いしたいと思います。

先催県におき○総合政策部長（松浦直康君）

ましては、県民一体となって大会を盛り上げる

ために、大会運営や障がいのある方へのサポー

トなどをはじめ、様々な場面で、多くの県民の

皆様がボランティアとして参加をされておりま

す。

このうち、手話通訳や要約筆記につきまして

は、例えば、会場内の案内や個別の問合せ対応

などは、ボランティアの方々にお願いし、競技

場内の大型ビジョンへ映し出す手話や字幕表示

などにつきましては、専門の方に業務として委

託するといった役割分担がなされているようで

あります。

本県におきましては、まだ具体的な検討に

入っているわけではありませんが、今後、先催

県の事例等を参考にしながら、ボランティアの

方にお願いする役割などについて研究してまい

ります。

ボランティアの皆さんが、不○岩切達哉議員

特定多数の方に御支援するということになって

おります。費用負担の問題というよりは、そう

いう感染症の対策などもあるという視点から、

十分に御検討いただきたい。コロナに限らず、

感染症というものについては、これから先、リ

スクは高まっているという環境だと思っており

ます。ぜひよろしくお願いしたいと思います。

壇上で行いました、宮崎交通支援に関連して

でございます。

大型二種免許保有者、その減少と高齢化が顕

著となっております。2020年の大型二種免許保

有者は7,269人、県内でそういう数字で、うち65

歳以上の方が64％、放っておけば、10年もたて

ば免許保有者は3,000人を切るという予測がござ

います。

宮崎交通への支援について伺いましたけれど

も、運転免許を持つ方がいなければ、バスは走

りません。この状況をどう捉え、対策の検討は

していらっしゃるのか、総合政策部長に伺いた
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いと思います。

県民の重要な○総合政策部長（松浦直康君）

移動手段であります路線バスを安定的に運行・

維持していく上で、バスの運転士の確保は重要

な課題であると認識しております。

このため県では、県バス協会を通じ、大型二

種免許取得費用の一部補助を行っているところ

でありまして、例えば宮崎交通においては、職

員に対する大型二種免許取得費用の助成や、高

校新卒者の運転士としての採用など、様々な取

組が行われております。

今後とも、交通事業者や業界団体等とも連携

を図りながら、バス運転士の確保に取り組みま

すとともに、国に対しましても、運転士の育成

・定着に係るこういった取組に対し必要な支援

を行うよう、要望してまいりたいと考えており

ます。

バス運転手、さらにはトラッ○岩切達哉議員

クの運転手など、労働条件が非常に厳しい実態

にあると。宮崎交通では今、ボーナスの抑制な

どもして経営努力されている。そういった状況

の中で免許保有者は増えないと、こういうよう

な課題だろうと思います。ぜひ、県民の足を維

持していく、物流を維持していくという立場で

御尽力をお願いしたいと思います。

ここから話題を変えまして、高校生年齢にあ

る児童への支援をテーマとして、関係部長や教

育長に伺いたいと思います。

今年２月の議会で太田議員から、定数内不合

格者の質問がありました。当時の教育長からの

答弁で、令和２年度入試では、全日制課程36

名、定時制課程12名が定数を残して不合格と

なったという回答でした。

毎年一定量の、県立高校に定数の空きがある

けれども、不合格となる生徒の存在がある。こ

のような生徒への関心を持ってほしいと、太田

議員は発言されましたが、私も同じ立場からお

聞きします。

15の春を、このような形で、進学を希望し受

験したが、どの学びやにも受け入れられなかっ

たという経験をした児童たちのその後でありま

す。

令和元年９月議会では教育長が、満行議員の

質問に、「進路が定まらず卒業した生徒につき

ましては、その状況に応じて、中学校の学級担

任等が家庭訪問を行い相談に応じるなど、一人

一人に対して継続的な進路指導を行っている」

と答弁しておられました。

そこで、この間、どれくらいの生徒を支援し

ているのか、支援した結果、どのような結果と

なってきたのかお聞かせいただきたいと思いま

す。教育長、お願いします。

本県中学校におき○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、毎年、卒業生の大部分が進学や就職

先を決定しております。

一方、進路未定のまま卒業した生徒に対しま

しては、引き続き、中学校の学級担任等が家庭

訪問を行い相談に応じるなど、一人一人の状況

に合わせた支援を、ハローワークなどの関係機

関と協力しながら行っているところでありま

す。その結果、詳細な数値は持ち合わせており

ませんが、高等学校へ進学したり、就職したり

することができた事例がございます。

しかしながら、学校では新年度になります

と、学校の教員が継続的に支援を行うことは難

しい現状もございます。

率直に答弁をいただいたとこ○岩切達哉議員

ろであります。

同様に、高校中途退学者についてでありま

す。令和元年の11月議会で、西村議員からの高
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校中途退学者の支援についての質問に、毎年300

人程度発生すると答弁がございました。

その300人の児童への支援はどこが担っている

のか知りたいのですが、教育長にお尋ねしま

す。宮崎県での高校中途退学者への支援、取組

の現状をお聞かせください。

中途退学者に対し○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、同じく担任等を中心に、継続的に連

絡を取ったり、就学や就職の相談をしたりしな

がら、子供や保護者に寄り添った支援を行って

いるところであります。

さらに、編入学試験の情報や「みやざき若者

サポートステーション」等の情報を提供し、そ

の後の進路決定につながるよう支援を行ってお

り、その結果、多くはありませんが、編入や就

職に至った事例もございます。

一方では、先ほどの答弁でも申しましたが、

学校における全ての中途退学者についての支援

や進路の把握につきましては、難しいというの

が現状でございます。

私は、不合格になった児童、○岩切達哉議員

また、中途退学者が多く通っていらっしゃる場

所として、広域通信制学校 これは国内の私―

立高校で全国展開する通信制高校のことであり

ますけれども の地域サポート校という場所―

が県内に驚くほどの数ございまして、そのサ

ポート校の中から２か所を訪問させていただい

て、実情を伺ったところであります。

ここでは、その中の学ぶ費用の問題に絞って

伺いたいと思います。

全国展開する通信制学校の生徒が通信高校に

支払う授業料、それ自体は高校無償化の対象と

なるのでありますが、地元のサポート校に支払

う費用 サポート校という場所は、勉強のサ―

ポートを受けたり、学び続けることを支えてい

ただく、そういう場所なんですけれども そ―

こは無償化の対象とならない費用を要すること

になります。

その費用は相当なものでありました。授業料

は月額３万5,000円ほどで、それ以外に年度単位

で数万円を払うものがたくさんございました。

通っている方の一例でございます。あくまで

一例でございますので、そこを利用する生徒が

全てそうだという偏見にならないようお願いし

たいと思いますが、「いじめを受けて退学し

た。学び直す気持ちを持って通信制高校に入っ

た。元気に通っている。しかし、被害を受けた

側がこの費用負担はいかがなものだろう」と気

持ちを語っていただいた、保護者の声でござい

ます。

もう一例、高機能広汎性発達障がいの生徒で

ありまして、集団生活にはなじめない、周囲の

空気が読めないとか、コミュニケーションに課

題を持つことで、知的には課題はなく、結果、

大学まで進むのですけれども、一般の高校での

就学が困難で、この通信制高校を利用したと。

保護者は、「中学までは特別支援教育を受け

た。でも、支援学校高等部は、療育手帳がない

ことで利用できませんでした」とお話しされて

おりました。

不合格者、中退者、また様々な事情を持つ立

場の児童は、それでも学びたいということで

通っていらっしゃる場所なんですけれども、先

ほど御紹介した費用負担に対して、自助努力と

いう現実がございます。このことについて、教

育者たる教育長の所見を伺いたいと思います。

議員御指摘のとお○教育長（黒木淳一郎君）

り、高校入試の不合格者や様々な事情で高校を

退学した生徒が、学び直したいという思いを

持っているものの、経済的な理由等で断念せざ
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るを得ないことは、認識しております。

高校の学びは、現在、全日制、定時制、通信

制の中から、自分の適性や生活ペースに合った

課程を選択できる時代となっております。社会

的・職業的自立のためにも、学ぶ意欲を後押し

しなければならないと考えております。

誰もが幾つになっても学び直し、活躍できる

社会を実現するためにも、多様な学習の機会を

提供し、学ぶ費用の問題も含め、社会全体で

しっかり支援していくことが重要であると考え

ております。

ありがとうございます。○岩切達哉議員

中卒後以降の児童期をどのように支援してい

くか、本日伺っているテーマなのですけれど

も、この世代の若者対策はどう組み立てられて

いるか、県がつくっている体制を聞かせてほし

いと思います。福祉保健部長に伺います。

県では、児○福祉保健部長（重黒木 清君）

童相談所におきまして、不登校や非行、虐待等

の様々な問題を抱える子供や保護者への支援を

行うほか、精神保健福祉センター内に設置する

「ひきこもり地域支援センター」で、ひきこも

りに関する相談対応を行うなど、専門的な立場

から、本人の状況に応じた支援を行っておりま

す。

また、どこに相談していいか分からないと

いった方にも、まずは一時的な受皿となって、

相談先の紹介や必要な情報の提供等を行う窓口

として、子ども・若者総合相談センター「わか

ば」を設置し、福祉や保健、雇用等の幅広い分

野の関係機関と連携を図りながら、相談対応を

行っているところであります。

高校を卒業してからの世代に○岩切達哉議員

ついても考えてみたいと思います。早期離職と

いう問題であります。

高校生県内就職率改善の努力をしていただい

ている一方で、過去には、せっかく就職したの

に早期に離職してしまう問題について、県が実

態調査に取り組まれ、早期離職の要因などを伺

うことができました。その中に、介護サービス

事業所の離職理由での１位は、「職場の人間関

係」という項目でございました。

とある県民から電話をいただきまして、この

人間関係は、いわゆる職場でのハラスメントで

はないでしょうかとの話を伺ったところであり

ます。早期離職問題の一例なのですけれども、

職場で厳しい叱責などを長期に受け、離職に

至ったということで、介護人材不足の中、この

ような早期離職の原因となる職場環境、この問

題を放置していいのかというお話でございまし

た。

この問題は、どの職場にも共通する課題だと

思います。難しい課題ですが、改善の必要があ

るのではないかと思います。商工観光労働部長

に伺いたいと思います。

職場内で○商工観光労働部長（横山浩文君）

のハラスメントは、早期離職の原因の一つと

なっておりまして、これを防ぐための職場環境

の整備が重要であると考えております。

このため県では、働き方改革に関する講演会

や、広報紙への掲載等を通じて、ハラスメント

の防止に関する普及啓発を行っております。ま

た、労働問題に関する相談窓口として、県が設

置しております「中小企業労働相談所」には、

パワーハラスメントなどの相談も寄せられてお

りまして、社会保険労務士などが解決に向けた

助言等を行っているところでございます。

これらの取組により、県が毎年度実施してお

ります労働条件等実態調査によると、令和２年

度は、約６割の事業所が各種ハラスメントの対
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策に取り組んでおり、年々増加傾向にございま

すが、県としましては、今後ともハラスメント

のない働きやすい職場づくりの促進に取り組ん

でまいります。

次は、18歳成人ということが○岩切達哉議員

目の前だという課題でございますが、2022年、

来年の４月１日の時点で、18歳以上20歳未満の

方は、この日をもって成年に達するということ

になる、いわゆる18歳成人が施行されることに

なっております。以後、18歳の誕生日に成年に

達するということになります。

成人年齢の変更は、明治９年以来の大改革な

のですけれども、成人には、一人で有効な契約

をすることができるとか、保護者の承認を要し

ないなど、いわゆる正当な契約当事者になると

いう側面がございます。

そのため、悪知恵のある方が、本人に不利益

な契約なのに言葉巧みに契約させるという、い

わゆる消費者トラブルが多く発生するのではと

懸念しております。

今、高等学校における消費者教育の実情はい

かがな状況なのか、教育長に伺いたいと思いま

す。

成年年齢を18歳に○教育長（黒木淳一郎君）

引き下げる改正民法の成立に伴いまして、親の

同意なくローンを組んで高額商品を購入するこ

とが可能になるなど、若年者を取り巻く消費活

動は、今後大きく変容することが予想されま

す。

そのため、全ての生徒が学習する家庭科にお

きまして、生徒のほとんどが18歳に達する前の

第２学年までに、消費者教育としまして、消費

に関する内容を終えるようにしております。ま

た、公民科におきましても、消費者の権利等に

係る内容を全ての生徒が学習しております。

このほか高校では、消費生活センターの出前

講座や、県や金融機関等で構成される金融広報

委員会の「巣立ち講座」等、関係機関と連携し

た取組も行っているところであります。

消費者保護行政は総合政策部○岩切達哉議員

長の所管と思いますが、高校３年生が新成人と

なる時代に、消費契約トラブルなどの支援を行

う必要が相当量出てくるのではないかと思いま

すけれども、今、御準備いただいていることに

ついてお伺いしたいと思います。

成年年齢の引○総合政策部長（松浦直康君）

下げに伴いまして、新成人を含む若年者に対

し、消費者トラブル未然防止のための消費者教

育や、トラブルに遭った際の相談窓口の周知が

より一層重要となると考えております。

このため県におきましては、学校での出前講

座等による啓発や、相談窓口の短縮ダイヤルで

あります188 通称「いやや」と言っておりま―

すけれども の周知に努めておりますほか、―

様々なトラブル事例を紹介する高校生向けの動

画を作成し、今年５月から、ホームページでの

提供を始めたところであります。また、新成人

への消費者教育には学校現場との連携が欠かせ

ないことから、先般、高等学校等に対しまし

て、授業での動画の活用など、積極的な消費者

教育の実施をお願いしたところであります。

今後とも、関係機関と連携しながら、若年者

への消費者教育及び相談窓口の周知に取り組ん

でまいります。

次に、ヤングケアラーについ○岩切達哉議員

てであります。

今、ヤングケアラーのＣＭが放送されており

ます。それが大きな反響があるそうでありま

す。社会的な関心の広がりを感じています。

厚労省と文科省の調査結果として、17人に１
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人ヤングケアラーがいるという内容のＣＭで、

その肝は「僕の日常、誰も知らない」という子

供のつぶやきにあると思います。

今年８月には滋賀県大津市で これも一つ―

のヤングケアラーの姿だと思いますが 母の―

ネグレクトがあって、17歳の児童がケアを任さ

れている。養育のスキルもない中、６歳の妹が

駄々をこねると、その解決方法は暴力しかな

かったという構造で、結果的に妹を暴力で死に

至らしめた事件がありました。

この事件から私たちは何を学ぶべきか、福祉

保健部長の所見を伺いたいと思います。

滋賀県の事○福祉保健部長（重黒木 清君）

件は、未成年の兄が、ひとり親家庭の母親に代

わって幼い兄弟の世話を担わされていたとのこ

とであり、新たな課題としてのヤングケアラー

問題の重要性と、支援を必要とする子供や家庭

の状況に周囲が気づき、迅速に支援機関につな

ぐことの必要性を改めて認識したところであり

ます。

県では、地域の学校や警察等の関係機関で構

成される、市町村の要保護児童対策地域協議会

と連携し、支援が必要な子供や家庭に関する情

報共有と、見守りの強化に努めておりますが、

ヤングケアラーは、家庭内のデリケートな部分

に関わることが多く、表面化しにくい問題であ

ります。

そのため、ヤングケアラーを早期に発見し、

介護や障害福祉サービス等の適切な支援につな

げられるよう、関係機関の理解促進や連携の強

化、県民に対する広報啓発などにしっかり取り

組んでいく必要があると考えております。

支援を必要とする子供や家庭○岩切達哉議員

の状況に周囲が気づくことというお話が、答弁

の中にございました。なかなかここのところが

難しいわけでございます。

令和２年11月定例会で、ヤングケアラーに関

する渡辺創議員（当時）の質問に、知事は、

「社会全体が、この問題に対してしっかりとし

た認識を持ち、子供や家庭が抱える困難に寄り

添い、きめ細やかな支援を行うことが重要であ

ると考えている」として、「しっかりと取り組

んでいく」とお答えいただきました。

これと同様に、今日は、各部長や教育長から

それぞれの、この世代の課題に対する答弁をい

ただきましたけれども、このような義務教育終

了後の15歳以降の未成年者に係る様々な問題に

ついて、もっとしっかり取り組む必要があると

考えます。

多様な課題にトータル的に対応できるところ

がないと感じております。総合的に取り組む必

要があるのではないかと思います。改めて知事

にお考えを伺いたいと思います。

子供や若者が、その力○知事（河野俊嗣君）

を十分に伸ばし活躍できるように支援すること

は、子供・若者自身の幸せはもとより、これか

らの社会を築いていくための人材の育成・確保

にもつながる重要な取組であると考えておりま

す。

このため、子供・若者の社会的自立に向けた

教育や就業の場の確保、また、社会生活を円滑

に営む上で困難を抱える場合の支援など、必要

な施策を講じているところであります。

このような中、少子高齢化や社会経済情勢の

変化によりまして、児童虐待や貧困など、子供

や若者が抱える課題は複雑化・多様化してきて

おりまして、ヤングケアラーといった新たな課

題への対応も強く求められているところであり

ます。

県としましては、引き続き、福祉や教育、雇
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用などの関係部局がしっかりと連携を図りなが

ら、市町村や民間団体等とともに、子供や若者

が抱える課題の的確な把握ときめ細かな支援

に、総合的に取り組んでまいります。

一戸一戸の世帯が小さくな○岩切達哉議員

る、そして地域の関係性が希薄になっていると

いう社会状況がある。その中で、おおよその幼

児期、また義務教育期、高校生まで含めて、学

校という場に帰属していることがほとんどなん

ですけれども、先ほど幾つかの例をお示しさせ

ていただきましたけれども、そうでない若者が

現実にいらっしゃると。そこに、支援が必要な

ケースがあると認識しておりますけれども、な

かなかそこにたどり着くことが難しい社会であ

ります。

誰も取り残さない社会をつくろうと、私ども

は考えておりますけれども、この世代をしっか

りと支えることが、今、知事の答弁にもありま

したように、社会基盤をよりよくすることにつ

ながると思いますので、議論させていただきま

した。

丁寧に対応いただいた関係部局の皆さんに感

謝しつつ、次の質問に移りたいと思います。

福祉や教育に関連する諸課題ということで、

お尋ねします。

最初に、発達障がい児の総合支援施設、宮崎

市に、総合発達支援センター「おおぞら」とい

う施設がございます。そこについてでありま

す。

宮崎市が県に対して提出した、「令和４年度

提案要望書」というのがあります。その中に、

宮崎市総合発達支援センター「おおぞら」の運

営費及び施設改修費に対する御支援をという内

容がございました。

この施設は、発達障がいに係る判定や療育に

関して、宮崎市民に限らず、県内に住む全ての

子供たちのために必要でして、県内の児童のた

めに大きな役割を果たしている施設でありま

す。

この役割に対して県は、県内に住む障がい児

支援のためにも、要望書にありますように、十

分な支援が求められていると私は思うのですけ

れども、提案要望書にいかがな対応を予定して

いるのか、福祉保健部長にお聞かせいただきた

いと思います。

宮崎市総合○福祉保健部長（重黒木 清君）

発達支援センター「おおぞら」につきまして

は、重症心身障がい児への通所サービスや、発

達障がいの診断などを行っておりまして、宮崎

市からは、人件費などの運営費や老朽化した施

設の改修費等への支援の要望をいただいており

ます。

市からは、診断等の費用が診療報酬だけでは

賄えず、厳しい経営状況が続いていると伺って

おります。

県としましては、市以外の延べ3,300人がこの

センターの診療部門を利用するなど、県民に

とっても重要な施設と考えておりますので、県

の発達障害者支援センターによる検査データの

活用や、地域医療介護総合確保基金を活用し

た、施設整備のための補助など、施設の効率的

・安定的な運営に向けた支援を行ってまいりま

す。

ありがとうございます。支援○岩切達哉議員

を行っていただけるということでございます。

宮崎市の「おおぞら」に限らず、発達支援事

業所は、時代的にちょっと今は、施設が同時期

に改修、修繕が必要となる状況にございますの

で、よく見回していただいて、適切な支援をお

願いしたいと思います。
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次に、特別支援教育の体制強化についてお尋

ねしたいと思います。

昨年の９月議会で伺いました、特別支援教育

の質的・量的向上ということに、これからも注

目していきたいと申し上げたところでございま

す。今年は、去年よりはよくなったということ

が求められると思うのですけれども、この間の

特別支援教育の体制強化に努められた内容につ

いて、教育長に伺いたいと思います。

小中学校におきま○教育長（黒木淳一郎君）

す特別支援教育の充実を図るため、巡回支援を

行う特別支援学校のチーフコーディネーター配

置校を、今年度は９校から12校に増やし、より

きめ細かな支援体制としたところであります。

一方、特別支援学級担任のうち臨時的任用講

師の占める割合は、令和２年度の32.7％に対し

令和３年度は35.5％となっております。

しかしながら、特別支援学級担任全体の当該

免許状保有率につきましては、令和２年度

の36.4％から、令和３年度は39.0％へと増加し

ております。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

専門性の高い教員の人材確保や市町村教育委員

会への適切な助言など、特別支援教育の体制強

化に積極的に取り組んでまいります。

特別な手だてが必要な特別支○岩切達哉議員

援教育であろうと思いますので、やはりベテラ

ンの先生が就くことのほうが望まれるのかなと

思います。

非常勤講師の、臨時の先生方が多い実態とい

うことが報告されましたが、大事なのは、臨時

の方であっても、しっかりとした学びをして、

資格を持っていらっしゃる、そのことが問われ

ると思います。よくないのは、資格もなく理解

もなく、たまたま特別支援教育に配属された先

生が行う特別支援教育とは、特別支援教育の名

に値するのかということかなと思っておりま

す。ぜひ、これから先も御尽力を賜りたいと思

います。

次は、いじめの問題についてであります。被

害児童はどのような教育環境にあるのかという

視点でお尋ねしたいと思います。

宮崎県は、いじめの早期発見に努めていただ

いている県でございます。被いじめ児童生徒の

安全な教育環境をつくる必要がございます。

今年３月31日の毎日新聞に、「いじめ被害、

守らぬ学校」という記事がございました。被害

児童が、別室で自習して過ごすことを求められ

て、その状態が２年にわたったという内容であ

ります。学校は、「人手が足りない」と釈明し

たと、記事にございました。被害児童が別室で

一人で過ごすという内容でございましたけれど

も、こんな非人道的なことがあったと。

今は、県内どこでもそんなことはあり得ない

ということを、教育長からはっきり御答弁いた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。

議員から御紹介い○教育長（黒木淳一郎君）

ただきました記事につきましては、私も読み、

このようなことが繰り返されてはならないと強

く感じたところであります。

現在、県教育委員会では、いじめへの対応等

を詳細に示した、県の生徒指導資料や、昨年度

作成した「いじめの認知から解消までのガイド

ライン」を活用し、管理職や生徒指導担当を対

象にした研修のみならず、あらゆる機会を通し

て、いじめ問題に対する対応について、各学校

への周知や指導を行っているところでありま

す。

今後も、市町村教育委員会とも連携しなが

ら、各学校において、いじめを認知した後の被
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害児童生徒への寄り添う姿勢を基本としなが

ら、いじめの解決に向けた組織的な対応が行わ

れるよう、さらに指導の徹底に努めてまいりま

す。

いじめが発生する構造という○岩切達哉議員

ようなものも研究しなければなりませんが、ま

さに、被害児童につらい思いをさせるというこ

とがあってはならないと考え、御質問させてい

ただきました。

教育現場の人の配置についてでございます。

文部科学省の財務課というところの資料を根拠

に、今年１月の、これもまた毎日新聞さんなん

ですけれども、都道府県ごとの公立小中学校の

教員定数に占める正規職員の割合というのが掲

載されておりまして、宮崎県は11.8％が臨時教

員であって、全国３番目に臨時教員への依存度

が高いということで報道されていました。

これは間違いない事実なのか、なぜ他県に比

べて多いということになっているのか、教育長

の御答弁をいただきたいと思います。

近年、教員の大量○教育長（黒木淳一郎君）

退職に伴い、県教育委員会では、採用者数を大

幅に増やしております。しかしながら、小中学

校の臨時的任用講師の割合は、昨年度11.8％で

あり、ここ数年、同程度で推移しております。

国から配当される教員定数には、学級数に応

じて配当される定数と、年度ごとに教育的課題

への対応として加配される定数とがございま

す。後者につきましては、年度末にその数が確

定することから、本県では、その定数を臨時的

任用講師で対応してきております。加えて、児

童生徒数が減少する中、当初の想定よりも学級

数が増加していることなどがあり、講師割合が

高くなっている理由であると考えております。

県教育委員会といたしましては、計画的な教

員採用を進め、臨時的任用講師の割合が低下す

るよう努めてまいります。

ありがとうございます。先ほ○岩切達哉議員

ども、特別支援学級の臨時の先生が配置される

割合、これは35％というお話でございました。

臨時の先生の割合は、全体的には11％と、ここ

も３倍ほど特別支援教育に臨時の先生が配属さ

れるという課題があると。こういうようなこと

を前回もお話ししたところであります。

ぜひこのあたり、全国３位というのがどう評

価されるのか、教育長を含め、また知事を含め

て御検討いただいて、じゃあどうすればいいの

かというところを考えてほしいと思います。ぜ

ひそういった議論を継続してまいりたいと思い

ます。

続けて教育の課題で申し訳ありませんけれど

も、学校の課題でございます。

市町村立小中学校の普通教室に、おかげを

もって100％、冷房装置がついたということでご

ざいます。ところが、ある学校の音楽教室には

冷房がないということで、今年７月は大変暑い

期間が続きましたけれども、「平均35度の室温

の中で音楽の授業を行ったんです」という音楽

専科の先生からお話を伺いました。汗だくだろ

うと思います。

市町村教育委員会に求めるべき話かもしれま

せんけれども、教育長に、市町村立学校の特別

教室の冷房装置の整備について、県の対応につ

いてお聞かせいただきたいと思います。

市町村立学校の特○教育長（黒木淳一郎君）

別教室における冷房設備の設置率は、令和２年

９月１日時点で55.0％と、前年比で12.6ポイン

トの増となり、国の交付金を活用しながら、整

備が進んでいるところであります。

県教育委員会といたしましては、今後とも、
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国の補助制度の周知や設置事例の紹介など、

様々な機会を通じて、積極的に情報を提供して

まいります。

普通教室、そして特別教室○岩切達哉議員

と、学びの場として大事だと思います。教育長

は、子供期の子供たちを大変大事にするという

立場でお仕事いただいております。その思いが

うまく実現できるように、県全体で御努力いた

だければと、重ねてお願いしたいと思います。

次に、話題を変えまして、職員の処遇に関し

てでございます。定年延長の課題を伺いたいと

思います。

再来年度60歳となる職員の方から、プラス１

年定年が長くなり、以後２年ごとに延長され

て、令和13年度から65歳定年になるということ

であります。

職員の不安はあると思いますし、県として

も、幹部登用の在り方など様々な事情を含む課

題だと思います。それぞれの組織の任命権者と

して御検討いただくべき課題でありますけれど

も、代表して準備状況を総務部長に伺いたいと

思います。

地方公務員の定年○

につきましては、議員御指摘のとおり、国家公

務員と同様に令和５年度から２年に１歳ずつ引

き上げられ、最終的には令和13年度に65歳とな

ります。

また、組織の新陳代謝を確保し、組織活力を

維持するための「役職定年制」や、60歳に達し

た日以後、定年前に退職した職員について、本

人の希望により短時間勤務の職に採用する、

「定年前再任用短時間勤務制」なども導入され

ることとなっております。

現在、国からの情報収集を行うなど、制度の

詳細な把握に努めているところでありますが、

高齢期の職員が有する知識や経験などを最大限

に活用することで、多様な行政課題に的確に対

応し、県民の期待に応えることができるよう、

制度の円滑な導入に向けて取り組んでまいりま

す。

定年を現行の60歳と定めたの○岩切達哉議員

は1985年だそうで、それ以来の大改革ですか

ら、県政運営上の課題もあると思いますけれど

も、職員も人生設計を大きく変更させるものだ

と思いますので、十分な議論と準備をお願いし

たいと思います。

次に、農政の問題で３問ほど農政水産部長に

伺います。

農業試験場の果たしていく役割ですが、予算

とか人材とか、いろいろ注目させてもらってい

るところであります。

小林市野尻町には、薬草・地域作物センター

があります。きれいな施設ですけれども、薬草

といえば、研究に時間を要して、すぐには結果

が出ないと思います。そういう試験研究課題で

はないかと思うのですが、今後の県の取り組む

方向性などについてお聞かせいただきたいと思

います。

本県の薬用作○農政水産部長（牛谷良夫君）

物につきましては、薬草・地域作物センターが

中心となって、栽培技術の開発や現地指導を行

いますとともに、関係市町村やＪＡ等を構成員

とする、薬用作物情報連絡会議を設置し、国内

外の情勢や取組状況について、取引先などの実

需者や、大学の研究者などとの情報共有を行っ

てきたところです。

現在、県内では生薬としてのミシマサイコや

カキドオシのほか、健康食品としての白ウコン

などが栽培されており、中でも近年は、健康や

美容への効果を期待できる作物への需要が高
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まってきております。

このため、健康食品として高いニーズが期待

できる白ウコンの産地化に、関連企業と連携し

て取り組むとともに、引き続き情報の収集に努

め、本県で導入が可能な品目の検討を行ってま

いります。

白ウコンというのがどのよう○岩切達哉議員

な効能を発するのか、僕は詳しくは存じ上げま

せんけれども、宮崎がしっかりとした生産基地

となれるように御尽力いただきたいと思いま

す。何より、買ってくれるところが安定的に存

在するとすれば、儲かる農業というためにも大

事だろうと思っております。試験に係る予算と

か人材とか、注目をさせていただいているとこ

ろであります。

続いて、農業収入保険についてでございま

す。この保険の昨年度加入目標に対しては、宮

崎県は全国２位の113％達成ということで、農水

省のデータにありました。農家の経営安定に資

すると思います。農政水産部長をはじめ県、市

町村の関係者の努力を評価したいと思います。

実は、新型コロナウイルスを要因とする保険

金等が全国累計で5,059件、149億8,000万円の支

払いを行っていると伺いましたけれども、宮崎

県内での適用状況をお聞かせいただきたいと思

います。

本県では、新○農政水産部長（牛谷良夫君）

型コロナウイルスを要因として、令和２年度中

に保険金請求のあった276の経営体に対し、８

億800万円の保険金が支払われております。

この保険は、災害に伴う減収はもとより、今

回のような経済変動等の事象にも幅広く対応で

きる制度でありますことから、引き続き加入促

進に取り組んでまいります。

８億800万円が、損失されたそ○岩切達哉議員

の収入に対して十分だったかどうかの評価はで

きませんけれども、現在、私にいただいた情報

では。ただ、こうやって補償されるという制度

があるということは、大事だろうと思います。

今、コロナのまん延防止等重点措置で営業自

粛を求められているたくさんの事業体は、本当

に苦しんでおられるんですけれども、県・国の

支援、それしかないという立場の方も多いだろ

うと思っています。そういった中で、農業に対

して収入保険制度があるということは評価され

ると思います。

続いて、このコロナウイルス感染症拡大の中

で、農産物の輸入に関して不安が出たという話

も伺いましたし、８月には異常な長雨というこ

とで、気象変動による農作物への影響など、心

配の種は尽きないところであります。

第八次宮崎県農業・農村振興長期計画におい

ては、このような危機事象の発生を大きく捉え

て計画をつくっておられるんですけれども、そ

の対策というのはどう取り組むことになるの

か、農政水産部長からお聞かせいただきたいと

思います。

農業は、自然○農政水産部長（牛谷良夫君）

災害の激甚化や、植物・家畜における伝染病等

の発生に加え、新型コロナウイルス感染症の拡

大など、様々な危機事象にさらされておりま

す。

このため八次長期計画では、災害を未然に防

ぐための対策として、農業用施設の防災・減災

対策や、植物・家畜の防疫強化等に取り組みま

すとともに、万が一、影響を受けた場合の対策

として、収入の減少を補塡する農業経営収入保

険等のセーフティーネットなど、経営リスクを

軽減するための取組も併せて推進しているとこ

ろであります。
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県としましては、市町村等関係機関・団体と

連携し、これらの取組を強力に進めるととも

に、生産者が安心して経営に専念できる環境づ

くりに努めてまいります。

まさに農業の政策から学ぶべ○岩切達哉議員

きところがあったなと思います。未然に防ぐ対

策をきちんとする、それでも被害があった場合

には収入をきちっと補塡する。このスタイルが

今、あちこちの分野で必要なことではないかな

と感じたところであります。

次に、私は、美しい宮崎というものを様々な

場所で実現してほしいという立場で、幾つかの

質問をこれまでもしてまいりました。その一環

で、今日は、海浜清掃について機械導入をして

ほしいという立場で御質問をさせていただきま

す。

宮崎市青島には、海岸をきれいにするビーチ

クリーナーという大型機械を導入いただいた民

間企業があります。不動産業を営むマエムラと

いう会社が導入いただいたもので、報道で

は1,300万円とございました。

前にも一度質問させてもらっているんですけ

れども、宮崎県の目玉商品である青島の海岸清

掃について、今回は、ありがたいことに民間企

業が機械を導入されたということですけれど

も、宮崎観光の中心地をきれいに維持するとい

うのに、公の役割はどうなんだろうと思うとこ

ろであります。

ほかの海岸、木崎浜や白浜、お倉ヶ浜などあ

ります。きれいな海岸線を売り出しているとい

うのが宮崎の観光と思うのですけれども、この

ような場所にビーチクリーナーの導入を行って

いくなどのお考えはないのか、所見を商工観光

労働部長に伺いたいと思います。

県内各地○商工観光労働部長（横山浩文君）

の美しい海岸は、本県の貴重な観光資源の一つ

となっております。

県内の海岸の美化につきましては、海岸管理

者であります県が、地元市町村と連携しまして

取り組むこととなっておりますが、民間団体等

の海岸清掃活動なども大きな役割を果たしてい

ただいております。

こうした中、本県を代表する観光地でありま

す青島海岸の美化につきましては、県や宮崎

市、地元宿泊業者等で構成する「日南海岸青島

美化愛護協会」におきまして、週に４～５回の

清掃活動を行っているところでございます。

議員から御提案のありました、ビーチクリー

ナーなどによる海岸の美化につきましては、関

係部局と連携を図りますとともに、地元市町村

等の意向を踏まえながら、対応を検討してまい

ります。

青島では、週に４～５回の清○岩切達哉議員

掃活動が行われているということで、その実施

の頻度に驚いたところであります。ほぼ毎日の

ことだと思いますが、ありがたいことだと思い

ます。

実は、この質問をつくるに当たって、宮崎県

観光振興計画を見させていただいておったんで

すけれども、観光客が評価する宮崎県の観光資

源とは、海、山、川などの自然の豊かさと答え

ていらっしゃいます。この豊かな海、山を磨き

上げましょうとも書いてあります。それであり

ますので、県の動きはどうなんでしょうという

質問をさせていただきました。

関係市町村とも協力して、意向を踏まえなが

ら考えていくということでありますので、ぜひ

考えていただいて、いつかは結論を出していた

だけるとうれしいなと思います。

同様に、道路の清掃に機械導入をしてはどう

- 96 -



令和３年９月10日(金)

かという提案でございます。

ガッターや縁石周りの草木の刈取りを機械化

するということは、公が先導的に機械導入する

とか、業界が導入することについて資金的に支

援するとか、そういう方法で、いわゆるスマー

ト化を図るべきだと思います。

これについての研究状況と、今、目標を持つ

ことはできないのか、県土整備部長に伺いたい

と思います。

道路の除草○県土整備部長（西田員敏君）

は、道路利用者の安全確保と良好な沿道環境を

形成する観点から、重要な取組でありますが、

限られた予算の中、質の高い維持管理を行うた

めには、作業の効率化、省力化が課題となって

おります。

議員御提案の機械の導入については、路面清

掃車を保有する企業などと意見交換を行うとと

もに、他県の試験的な取組について調査してき

たところですが、縁石周辺にはガードレールな

どの施設があり、その形状に合わせるための機

械の性能向上や、その機械を開発し、維持して

いくための費用に課題があることから、全国的

に普及が進んでいない状況であります。

県としましては、新技術の開発の動向を注視

するとともに、先進事例等を参考にしながら、

引き続き効果的な道路の維持管理に努めてまい

ります。

次いで、熱海の盛土問題です○岩切達哉議員

けれども、昨日の質問でも取り上げられまし

た。

これを機に、盛土について対策が必要という

ことで動き出しておられますけれども、我が県

における公共事業から発生する建設残土につい

て調べていましたところ、宮崎県建設副産物対

策連絡協議会という、従前からの取組を見つけ

ました。この協議会の取組は、建設残土の問題

にどのような役割を果たしてきたのか、県土整

備部長にお尋ねします。

建設副産物対○県土整備部長（西田員敏君）

策連絡協議会につきましては、国や県、市町村

などが発注する工事において発生する建設残

土、いわゆる建設発生土の公共事業での再利用

を促進することを目的として、土砂の発生量や

必要量などの情報交換などを行っております。

この結果、平成30年度の県発注工事におきま

しては、建設発生土の約８割について、現場内

での再利用や他の公共工事での受入れなど、有

効利用が図られたところであります。

今後、国土強靱化に伴う高速道路整備や河川

の掘削などで、建設発生土の増加が見込まれま

すことから、協議会において関係機関との連携

をさらに強め、建設発生土の有効利用を積極的

に進めてまいります。

宮崎はうまくやっているなと○岩切達哉議員

いうことで、感心させていただきました。

次いで、警察本部長に伺います。

現在、駐在所、交番の集約を計画しておられ

ますけれども、警察官襲撃などの他県の事件を

見て必要と判断されたということで、その方針

は支持しております。

ただ、地元には愛着もございます。今後、進

めるに当たって地域に提案するときには、丁寧

かつ慎重に、時間に余裕を持って進めていただ

きたいと思いますが、対応について本部長のお

考えをお聞かせください。

交番・駐在所の○警察本部長（佐藤隆司君）

統廃合は、現場執行力や機動力、交番等襲撃事

案への対処能力の向上のために実施したいと考

えております。

交番等襲撃事案への対処能力を向上させると
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いう点では、可能な限り早期に交番等に人員を

集中させたいと考えておりますが、議員御指摘

のとおり、地域の住民の方々の心情等に配慮し

ながら進めることが重要であると考えておりま

す。

県警としましては、県全体の状況を見渡し、

県民の御理解と御協力を得ながら、交番・駐在

所の統廃合を進めてまいります。

ありがとうございます。本部○岩切達哉議員

長には申し訳ありませんが、次の質問を飛ばさ

せていただきます。

最後の質問になります。

選挙管理委員会にお尋ねいたします。投票率

の向上は大事なことと考えますが、このほど、

コロナ感染者で自宅療養している方について

は、郵便投票の方法が選択できると伺いまし

た。この制度の特徴と手続、普及啓発につい

て、選挙管理委員会の取組をお聞かせくださ

い。

特例郵便等○選挙管理委員長（茂 雄二君）

投票制度は、今年６月に施行されたもので、新

型コロナウイルスに感染し、宿泊療養施設や自

宅等にて療養されている方が対象となり、市町

村の選挙管理委員会に対して投票用紙を請求

し、郵便等により投票を行うものです。

県選挙管理委員会といたしましては、これま

でに執行されました市町村の選挙において助言

を行ったほか、近く予定される衆議院選挙でも

適切に対応されるよう、市町村や保健所に対し

て説明等を行いますとともに、宿泊療養施設に

郵便用資材を配付するなど、円滑な運用に努め

ることとしております。

選挙は民主主義の根幹をなすものであります

ので、コロナ禍におきましても、不要不急の外

出には当たらない旨を選挙人に積極的に呼びか

けますとともに、本制度につきましても、関係

機関と連携して十分な周知を行うことにより、

投票機会の確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。

高い投票率を期待しつつ、皆○岩切達哉議員

様に対する代表質問を終わらせていただきたい

と思います。ありがとうございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時18分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、公明党宮崎県議団、河野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さんこん○河野哲也議員

にちは。公明党県議団を代表しまして質問させ

ていただきます。

ワクチン接種について、まず質問します。本

県も８月27日から９月12日まで「まん延防止等

重点措置」期間とし、県独自の「緊急事態宣

言」の延長に合わせ、対策を強化しています。

昨日、再延長の方針が出されました。知事の

苦渋の選択でありましょう。生き抜かなければ

なりません。様々な支援策は打ち出されていま

すが、例えば事業所の業態・規模等、一定では

ありません。常に変化をキャッチし、我々は動

かねばなりません。

「デルタ株」の感染力は、従来型の２倍とも

３倍とも言われ、若い世代でも重症化しやすい

傾向も明らかになっています。したがって、全

世代への対策が不可欠となります。

デルタ株に対しましても、ワクチン接種の有

効性は明らかになっています。厚労省の調査で
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は、８月10日から12日の３日間の感染者５

万7,293人のうち、82％がワクチンを接種してい

ませんでした。また、10万人当たりの新規感染

者の比較では、接種していない人が67.6人に対

して、２回接種した人は4.0人でありました。つ

まり、２回接種していれば、感染を17分の１に

とどめることができたのです。ただし、効果100

％のワクチンは存在しません。デルタ株から身

を守るためには、「マスク着用」「手洗い」

「換気」などの基本的感染防止対策は引き続き

重要です。

そこで知事に、ワクチン接種について適切な

情報提供を行うべきだと考えますが、どう取り

組んでいるのかお伺いしたいと思います。

以下の質問は、質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

ワクチン接種については、感染収束の切り札

になり得るものであり、早期収束に向け、市町

村や医療関係者と連携しながら取り組んでいる

ところでありますが、諸外国の状況を見ており

ましても、今後は接種率の向上が重要な課題と

なってまいります。

このため、ワクチン接種の効果や副反応につ

いて正しく理解していただくとともに、ワクチ

ンに関する根拠のない情報や過剰な不安から接

種を控えることがないよう、正確かつ適切な情

報提供が大変重要であると考えております。

県におきましては、新聞やタウン誌のほか、

若い世代からその保護者の年代までをターゲッ

トにした広告を、テレビのみならず、ツイッ

ターやラインなどのＳＮＳを使って配信するな

ど、様々な媒体を活用しながら情報提供に努め

ているところであります。

今後とも、できるだけ多くの方が接種してい

ただけるよう、市町村とも連携しながら、接種

率の向上に向けた啓発を積極的に進めてまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

いたずらに人々の不安や不信○河野哲也議員

感をあおる虚偽の言説が後を絶ちません。日々

膨大な情報に触れる中で、誰もが知らず知らず

に間違った情報に引きずり込まれてしまいま

す。

公衆衛生上の危機にあって、情報との向き合

い方は、リスクコミュニケーションにおける重

要な要素の一つであります。誤情報が広がれ

ば、それだけ対策に時間を要することは言うま

でもありません。

コロナ禍にあって、今、公明党支持団体の青

年局が、ワクチン接種等若者意識調査ボイスア

クションを行っています。結果分析はまだです

が、若者たちにも多様な考えがあると報告を受

けました。

県としては、現段階で意識調査はしていない

とのことでしたが、若年層の接種状況につい

て、福祉保健部長にお伺いします。

10代から30○福祉保健部長（重黒木 清君）

代までの、いわゆる若年層への接種につきまし

ては、市町村と連携しながら、取組を加速させ

ているところでございまして、約28万人の対象

者のうち、９月８日現在で、１回目の接種を終

えた方が約31％、２回目まで終えた方が約17％

となっております。

接種率が徐々に向上している○河野哲也議員

ということでお伺いしましたが、デマや誤情報

は、そう簡単にはなくならない。善意に基づく

場合もあり、状況は複雑であります。多くの場

合、その根本には、コロナなどに対する不安や

不満があると考えられています。こうしたこと
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に寄り添い、よく聞いてあげることが大事であ

ると考えます。接種前に相談窓口的な環境があ

れば、解決できることもあるのではないでしょ

うか。

若年層が接種を受けやすい環境づくりが必要

と考えますが、知事の所感についてお伺いしま

す。

若年層の接種率の向上○知事（河野俊嗣君）

を図るためには、接種を受けやすい環境づくり

を推進することが重要であると考えておりま

す。

このため市町村においては、集団接種の時間

を夜間に拡大するなどして、学生や働く若い世

代の利便性を高め、接種率の向上につなげてい

る事例もあります。

これまで県におきましては、大学や専門学校

等が実施する職域接種を支援してきたところで

あります。９月からは接種機会の拡充を図るた

め、大規模集団接種において、１日当たりの接

種者数を増やすとともに、今月11日からは、

満16歳以上の県民にまで、その対象を拡大した

ところであります。

今後とも、若年層に対する啓発を進めなが

ら、希望する方全てができるだけ早期に接種を

受けられるよう、引き続き市町村、関係機関等

と連携を図りながら、接種を受けやすい環境づ

くりに取り組んでまいります。

意欲的な接種の方策をありが○河野哲也議員

とうございます。

もう一つ、知事のさきの９月補正提案に概要

説明がありましたが、１つ目に取組がなされて

いる、これが若年層に対しての配慮事項である

なと感じています。

医療関係等実習生ＰＣＲ検査支援事業におけ

る支援対象となる実習生の人数等や、事業の内

容について、福祉保健部長にお伺いします。

今議会に提○福祉保健部長（重黒木 清君）

案しておりますお尋ねの事業につきましては、

実習生が県内の医療関係等で実習を行う際の感

染防止を図るため、必要な支援を行うものでご

ざいます。

具体的には、県内の看護師や介護福祉士など

の養成所等に在籍し、今年度実習に参加する

約4,000人を対象としており、受入先が求める場

合に、検査機関に委託して、実習前等にＰＣＲ

検査を行うもので、実習期間に応じ、１人２回

程度の検査ができるよう支援する計画としてお

ります。

大事な事業だと思いますの○河野哲也議員

で、確実な実行をお願いしたいと思います。

林業総合政策についてお伺いします。

本県の厳しい地形条件や、低い労働生産性と

いった林業特有の課題と、人口減少、少子高齢

化などの社会的課題に対処していくためには、

ＩＣＴやロボット技術、ＡＩ等の先端技術を活

用することに力を入れる必要があります。

現在、本格的な伐採期を迎え、機械産業等の

林業の技術開発への取組の展開、新たな産業を

創出する取組も始まっており、これを機に、Ｉ

ＣＴを活用したスマート林業に加え、林業の特

性を踏まえた新技術を活用した「林業イノベー

ション」を推進し、新技術の実証・実装を通じ

て、林業現場へ導入していくことが重要だと考

えます。

そこで、森林施業の効率化や、高度な木材生

産等を可能とする林業イノベーションについ

て、県の取組を環境森林部長にお伺いします。

本県林業の課○環境森林部長（河野譲二君）

題であります担い手不足や、低コスト化による

収益性の向上などを解決する上で、生産性の向
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上や技術革新などを導入する林業イノベーショ

ンの推進は、大変重要であると考えておりま

す。このため県では、第八次森林・林業長期計

画において、林業イノベーションを重点プロ

ジェクトとして掲げ、伐採と再造林の一貫作業

システムの定着や、ドローンによる苗木運搬、

自走式刈払機の実証など、再造林の効率化・省

力化に取り組んでおります。

また、森林資源のレーザー計測や、ＡＩによ

る森林変化を把握する技術の導入など、林業の

スマート化の取組も進めております。

県としましては、今後とも国や関係機関と連

携して、本県に適した林業イノベーションを積

極的に推進してまいりたいと考えております。

若年層にとって魅力あるもの○河野哲也議員

をぜひ導入していただいて、積極的に進めてい

ただきたいと思います。

「公共建築物等における木材の利用の促進に

関する法律」は、平成22年５月26日に公布、同

年10月１日に施行され、10年が経過いたしまし

た。

国では、公共建築物における木材の利用の促

進に取り組んだ結果、公共建築物の床面積ベー

スの木造率は、法制定時の平成22年度8.3％か

ら、令和元年度には13.8％に上昇しました。

一方で、民間建築物については、木造率の高

い低層住宅以外にも木材の利用の動きが広がり

つつあるものの、非住宅分野や中高層建築物の

木造率は低位にとどまっています。

また、2050年カーボンニュートラルの実現に

貢献するためには、「伐って、使って、植え

る」という森林資源の循環利用を進めることが

必要不可欠であります。

こうしたことを背景として、第204回通常国会

において、「公共建築物等における木材の利用

の促進に関する法律の一部を改正する法律」が

成立し、令和３年６月18日に公布され、10月１

日に施行されます。

今般の改正により、法律の題名は、「脱炭素

社会の実現に資する等のための建築物等におけ

る木材の利用の促進に関する法律」に変わりま

した。

公共建築物のみならず、民間建築物も含め建

築物全体における木材の利用を促進していくこ

とは、炭素の貯蔵を通じた脱炭素社会の実現、

快適な生活空間の形成、地域経済の活性化等に

大きく貢献することが期待されています。

そこで、本県における公共建築物の木造率の

現状を伺うとともに、今般の木材利用促進法改

正を踏まえた民間建築物への利用拡大に向け

て、県としてどのように取り組んでいくのか、

環境森林部長にお伺いします。

本県の公共建○環境森林部長（河野譲二君）

築物の木造率につきましては、木材利用促進法

制定時の平成22年度は19.5％であり、本庁関係

部局で構成する県産材利用推進委員会におい

て、県有施設の木造化を全庁的に推進するとと

もに、市町村への働きかけを行うなどの取組を

進めた結果、令和２年度は24.3％となっており

ます。

次に、民間建築物への利用拡大に向けた取組

でありますが、法改正により新設された、地方

公共団体と民間事業者等との協定制度などを積

極的に活用し、事業者等への木材利用を促して

いくことが重要であります。

このため県では、民間事業者等に対し、協定

制度について周知するとともに、技術的な相談

等に応じるほか、県内の木材供給体制のＰＲ

や、木造の設計スキルを持つ建築士の育成にも

取り組むなど、公共建築物を含め、さらなる木
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材の利用拡大を図ってまいりたいと考えており

ます。

宮崎県はこれからという感が○河野哲也議員

ありますが、しっかりとやられているところも

ございますので、そこをしっかり支援しながら

よろしくお願いしたいと思います。

中小企業の振興対策についてお伺いいたしま

す。

新型コロナウイルス感染症の長期化で、経営

体力の脆弱な中小企業においては、経済活動の

自粛等のあおりを受け、売上げが大幅に減少、

資金繰りが大きく悪化し、深刻な経営難に陥っ

ています。

特に、宿泊事業者は甚大な影響を受けてお

り、関連する旅行業やお土産販売、交通など観

光関連事業者の売上げも大きく落ち込んでいる

ことから、事業回復に向けた実効性のある対策

や、コロナ収束後を見据えた取組が必要であり

ます。

落ち込んだ観光需要の回復支援策を講じると

ともに、ポストコロナを見据えた本県観光・ス

ポーツランドの推進強化に取り組むべきと考え

ますが、知事の考えをお伺いします。

御指摘のとおり、新型○知事（河野俊嗣君）

コロナの影響によりまして、本県の観光は、か

つて経験したことがないほど厳しい状況に置か

れておるものと考えております。

このため県では、宿泊施設や飲食店等におけ

る感染症防止対策への支援によりまして、安心

・安全な受入れ環境の強化を図るとともに、県

民県内旅行キャンペーンや教育旅行への支援な

ど、県内旅行需要の喚起に向けた対策を講じて

いるところであります。

こういう感染症の中にあっても、スポーツ

キャンプ、合宿、またスポーツツーリズム、こ

れは底堅いものがあるなということを改めて感

じたところでありまして、今後、ポストコロナ

を見据え、サイクリングやサーフィン、ゴルフ

などのスポーツツーリズムの推進に加え、今議

会に債務負担をお願いしております、屋外型ト

レーニング施設の整備による新たなスポーツ

キャンプの誘致などにより、「スポーツランド

みやざきのさらなる進化」を図ってまいりま

す。

さらに、食や自然、神話といった本県の強み

を生かした観光施策を、官民一体となって、よ

り一層進めることで、世界から選ばれる「観光

みやざき」の実現を目指してまいります。

具体的な動き、施策が見える○河野哲也議員

と、県民の皆様は安心して任せられるという

か、一緒に取り組んでいただけると思います。

よろしくお願いします。

危機的状況に瀕する県内の中小企業の倒産・

休廃業防止と、従業員の雇用維持のためにも、

感染拡大防止に万全を期しつつ、県内経済活動

の維持・回復に向けた実効性のある対策や、コ

ロナ収束後を見据えた取組が必要であり、継続

的に対策を講じる必要があります。

コロナ禍が長期化する中、継続的な経済対策

が必要だと考えますが、知事のお考えをお伺い

します。

コロナにつきまして○知事（河野俊嗣君）

は、これまで五度にわたる感染拡大の波を受け

まして、経済への影響が長期化しております。

県内の感染状況の影響もありますが、都市部

における感染の影響という、これも極めて大き

いものがあると考えておりまして、苦境に立た

されている事業者への継続的な支援が必要だと

考えております。

県ではこれまで、新型コロナの影響で疲弊し
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た経済を支えるため、感染症対策と経済対策の

バランスを取りながら、事業者の事業継続のた

めの支援金や、市町村と連携した消費喚起、事

業活動に伴い必要となる感染症対策への支援な

ど、様々な対策を講じてきたところでありま

す。

また、デジタル化の加速やビジネス環境の急

激な変化への対応など、新たな事業の構築に向

けまして、もう一段上を目指す事業者への後押

しも行っているところであります。

県としましては、この新型コロナとの長期戦

を何とか戦い抜き、県内経済を本格的な回復軌

道に乗せるため、必要な財源確保を今後とも国

に要望しながら、コロナ後も見据えた対策に引

き続き取り組んでまいります。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

県民が安心して飲食等ができるよう、感染対

策の充実支援策を講じることが必要であると思

いますが、どう取り組んでいくか、知事にお伺

いします。

ポストコロナを見据え○知事（河野俊嗣君）

た「感染症に強い社会づくり」を進めていくた

めには、感染リスクが高いとされております飲

食の場面における対策が重要となります。これ

までの「みやざきモデル」の取組に加えまし

て、現在、「飲食店ガイドライン認証事業」い

わゆる第三者認証、そういう事業に取り組んで

いるところであります。

具体的には、国の通知に基づきまして、改め

て県独自の55項目の認証基準を設定し、店舗ご

とに現地確認を行った上で、県が認証する仕組

みとしております。

認証の取得促進を図るため、講習会等を開催

するとともに、特に座席の間隔確保や換気の徹

底は感染対策上重要とされておりますことか

ら、アクリル板や二酸化炭素濃度測定器等の支

給、また、店舗の換気設備改修への補助など、

必要な支援を行っているところであります。

認証を受けた飲食店には、認証書と認証ス

テッカーを交付するとともに、ホームページ等

で広く県民に紹介することとしておりまして、

このような取組を進めて、県民が安心して飲食

店を利用できる環境整備を図ってまいります。

「飲食店ガイドライン認証事○河野哲也議員

業」は、県独自のクリアすべき55項目を設定

し、「感染予防対策に自ら取り組むお店」を認

証するとありました。

認証店では、（１）ステッカー、（２）ホー

ムページでの紹介等、安全・安心なお店選びの

目安となることもやっていただけるということ

なので、県民の皆さんも安心して選べるんじゃ

ないかなと思います。

飲食店ガイドライン認証事業の進捗状況につ

いて、福祉保健部長にお伺いします。

飲食店ガイ○福祉保健部長（重黒木 清君）

ドライン認証事業につきましては、７月中旬か

ら認証基準等に関する講習会を開始し、８月末

までに、約1,800の飲食店から認証への申請がな

されているところでございます。

現在、アクリル板など認証に必要な資機材を

順次支給しているところであり、換気扇の補助

につきましても、多くの店舗から申込みがなさ

れております。

また、認証基準の現地確認を８月16日から開

始しておりまして、８月末現在、16施設を認証

したところであり、引き続き、この認証制度に

ついて周知を図るとともに、現地確認や認証基

準の審査を進め、できるだけ早期に多くの店舗

を認証していくこととしております。

事業の計画は早かったと思う○河野哲也議員
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んですが、認証作業が、できるならもうちょっ

とスピードを上げていただかないと、いざ必要

というところに間に合うかなという部分がある

と思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。

宮崎県中小企業振興条例等に基づく、中小企

業支援の具体的な施策の拡充について。本県に

おいては、中小企業が企業数の99％、雇用の約

９割を占めており、人口規模が小さい市町村ほ

ど、地域経済と住民生活を支える存在として大

きい。こうした中、宮崎県中小企業振興条例が

平成25年４月に施行され、平成28年の改正で

は、小規模企業者の経営の向上及び改善への積

極的な支援に努めることとなりました。

県においても、本条例に沿った具体的な施策

の充実・強化により、コロナ禍で大きな経済的

影響を受けている本県中小企業の競争力・経営

力の強化と持続的な発展、さらには地域経済の

活力向上と雇用創出を図る必要があります。

そこで、宮崎県中小企業振興条例の目的と、

条例に定める県の責務について、商工観光労働

部長にお伺いします。

中小企業○商工観光労働部長（横山浩文君）

は、地域経済の活性化や雇用の創出、さらには

地域コミュニティーの担い手として地域づくり

にも貢献するなど、重要な役割を果たしており

ます。

このため、宮崎県中小企業振興条例は、中小

企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に

推進することによりまして、本県経済の発展及

び県民生活の向上に寄与することを目的として

制定したものでございます。

また本条例におきまして、県は商工団体など

関係機関との連携の下、中小企業の振興に関す

る施策を立案し、実施する責務を有することと

定められております。

コロナ禍の中で苦しむ中小企○河野哲也議員

業には、より丁寧な支援が必要だと考えます。

中小企業を支援するきめ細かな柔軟性のある

施策が必要と考えますが、どのように取り組ん

でいくか、商工観光労働部長にお伺いします。

県ではこ○商工観光労働部長（横山浩文君）

れまで、県内の中小企業が経済的・社会的環境

の変化に対応し、経営の向上や改善に取り組め

るよう、商工団体等と連携した相談対応や、新

分野進出・販路開拓などの経営革新に取り組む

事業者の支援のほか、人材育成・確保のための

マッチングや資金供給の円滑化など、様々な施

策に取り組んでおります。

今般のコロナ禍の中、中小企業を取り巻く環

境は大きく変化しておりますことから、今後と

も、事業の継続や競争力・経営基盤の強化、新

たな製品やサービスの開発に取り組む事業者の

支援など、関係機関と連携しながら、中小企業

の持続的な発展のため、きめ細かな支援に取り

組んでまいります。

具体的な施策と、今後いろい○河野哲也議員

ろと、より具体的なものを考えていっていただ

きたいと思いますが、本当に喫緊の課題として

解決するために、どうかよろしくお願い申し上

げます。

みどりの食料システム戦略についてでござい

ます。

農業関係者より、「スマート農業の社会実装

の加速化、情報通信基盤の整備等を含め、革新

的な技術・生産体系、品種の開発・普及、及び

低コスト化を実現するとともに、農業者の所得

が十分確保されるような万全な施策を確立する

こと、関係者との十分な協議を行いつつ、事業

転換、再構築に向けた支援を措置するととも
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に、新たな技術などの社会実装状況を踏まえた

段階的な要件化などを行うこと」等々、提案さ

れています。

国が策定したみどりの食料システム戦略のス

マート農業の社会実装に向けて、県はどのよう

に取り組んでいくのか、知事にお伺いします。

みどりの食料システム○知事（河野俊嗣君）

戦略は、グリーン成長戦略の農林水産業アク

ションプランと言えるものでありまして、生産

力向上と持続性の両立をイノベーションで実現

させることを目的としておりますことから、我

が国の食料供給基地である本県の責務として取

り組むべき重要な戦略であると認識しておりま

す。

この戦略を実現させるためには、ＣＯ ゼロ２

エミッション化や、化学肥料・農薬の使用量削

減、有機農業の拡大等の目標の達成に向けた、

スマート農業等による技術革新が必要不可欠で

あります。

このため県では、ＡＩによる病害虫診断等の

最先端技術の研究・実証を、国や民間と共同で

進めるとともに、施設園芸における環境制御シ

ステム等の農家への導入を支援し、あわせて、

これらの技術を活用できる人材育成や技術情報

の発信に、積極的に取り組んでまいります。

これらの取組によりまして、スマート農業の

社会実装を進め、農業所得の十分な確保とゼロ

カーボンの両立によります、持続可能な魅力あ

る宮崎農業の実現を目指してまいります。

宮崎の農業の将来というか、○河野哲也議員

一番実現できるのではないかと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。

漁業の外国人材について。

漁業関係者の声として、「近海かつお・まぐ

ろ漁業の操業にとって、実習生や特定技能１号

船員は、欠くことのできない乗組員となってい

る。でも、昨年から継続する新型コロナウイル

スの感染症のパンデミックにより入国がかなわ

ず、このままでは漁業の継続さえ厳しい」とあ

りました。外国人材への積極的なワクチン接種

等により、感染防止対策を施した上で入国でき

るよう、国には早急な対策を実施してほしいと

考えます。

一方で、在留外国人においては、休養等で一

旦帰国し、再入国することがあるようですが、

この場合の感染リスクの低減が必要だと考えま

す。

そこで、本県漁業の外国人材に対する新型コ

ロナウイルスの感染予防の取組支援について、

農政水産部長、よろしくお願いします。

本県のカツオ○農政水産部長（牛谷良夫君）

一本釣りや、まき網などの雇用型経営体は、外

国人材を加えた船員体制となっておりますが、

現在、コロナ禍で新規外国人の入国ができない

ことから、通常よりも少ない人員で操業してい

るところであります。これ以上、体制が縮小

し、操業に支障を来すことがないよう、在留外

国人への新型コロナウイルス感染防止対策の取

組が重要であります。

このため、県におきましては、在留外国人が

休業等で一旦帰国し、再入国する際のＰＣＲ検

査や、14日間の経過観察措置及び入国後のマス

ク着用などの、みやざきモデルの実践をお願い

しますとともに、これらに係る経費の支援を

行っております。

今後とも、国や関係団体と連携し、本県漁業

に不可欠な外国人材への効果的な感染防止対策

に取り組んでまいります。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

九州中央自動車道の早期整備についてでござ
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います。

８月21日土曜日、九州中央自動車道高千穂日

之影道路日之影深角インター－平底交差点間の

開通式が行われました。この開通により、先に

開通した雲海橋交差点－日之影深角インターと

合わせまして延長5.1キロメートルが、連続して

通行可能となりました。地元の方も、「日之影

－高千穂間があっという間じゃ」と喜んでおら

れました。

九州経済の一体的な発展、さらには、切迫す

る南海トラフ地震等の防災対策を含めた「命の

道」として、高速交通ネットワークの早期整備

は、極めて重要かつ喫緊の課題であります。

九州中央道の事業進捗と早期整備に向けた知

事の意気込みを、お伺いします。

九州中央自動車道につ○知事（河野俊嗣君）

きましては、昨年度、蘇陽－五ヶ瀬東間が、ま

た今年度は、高千穂－雲海橋間が２年連続で新

規事業化されたところでありまして、現在、高

千穂町及び五ヶ瀬町内の全ての区間が事業中と

なっております。

さらに、今御指摘がありました先月21日には

日之影深角－平底間が開通したほか、今年度は

五ヶ瀬東－高千穂間において工事着手が予定さ

れているなど、着実に整備が進んでいるところ

であります。

九州中央自動車道は、本県経済の活性化はも

とより、九州の一体的な浮揚につながる道路で

あるとともに、南海トラフ地震など大規模災害

時におきまして、人命救助や救援物資の輸送を

支える「命の道」となる道路でありまして、早

期整備が大変重要であると考えております。

これまで、現場を石井前大臣、また赤羽大臣

にも御視察いただいておりますが、今はコロナ

禍の中で、なかなか対面での要望活動がままな

らない状況があります。その中で、オンライン

での要望を繰り返しておりまして、５月には、

本県単独で国交省の事務次官や道路局長に対

し、６月には、熊本・大分両県の知事と３県合

同で赤羽大臣に対し、また７月には、ミッシン

グリンクを抱える10県知事による要望を鳩山政

務官に対しそれぞれオンラインで行うなど、あ

らゆる機会を捉えて、また関係県とも連携しな

がら、早期整備を国に強く訴えているところで

あります。

今後とも、私が先頭に立って、沿線地域の皆

様と心を一つにし、九州中央自動車道の一日も

早い全線開通に向けて、全力で取り組んでまい

ります。

私ども公明党も全力で、一緒○河野哲也議員

に力を合わせて取り組んでいきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

開通式に向かう途中、国道218号の干支大橋で

大がかりな補修作業が行われていました。ア

セットマネジメントの計画の一部が急速に行わ

れているのかと思いましたが、県が管理する橋

梁の長寿命化についてどのように取り組んでい

るのか、県土整備部長にお伺いします。

現在、県が管○県土整備部長（西田員敏君）

理する橋梁は約2,000橋ありますが、10年後には

その半数が建設から50年を超え、老朽化対策が

急務になっております。

このため県では、他の施設に先駆け、平成22

年に橋梁の長寿命化修繕計画を策定し、定期的

に点検を行うとともに、点検によって「早急に

対策が必要」と判定した529橋の整備を進めてお

り、これまでに344橋の対策が完了したところで

あります。

県としましては、「国土強靱化５か年加速化

対策」において重点化されております補助事業
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や県単独事業により、対策が完了していない橋

梁について速やかに整備を進めるとともに、今

後は、損傷の軽微な段階に補修を行うことで長

寿命化を図る、いわゆる「予防保全型の維持管

理」に早期に移行し、橋梁の長寿命化対策に

しっかりと取り組んでまいります。

防災の観点からも、橋梁が○河野哲也議員

しっかりしているというのは、命の道をつなげ

る非常に大事な役目になるなと思いながら通っ

たところでございますが、しっかりと事業化し

ていただきたいなと思っております。

教育長にお伺いします。

宮崎市教育委員会によると、同市立小中学校

での夏休み明けの午前授業が行われました。24

日に学校を休んだ児童生徒が1,098人でした。全

児童生徒の約3.4％に当たるそうです。新型コロ

ナウイルス感染への不安や、家族の職場で感染

者が出たことから念のため休んだというケース

がありました。

公立学校の夏休み明けの対応はどのような状

況であったか、お伺いします。

県内の公立小中学○教育長（黒木淳一郎君）

校の夏休み明けの対応につきましては、今、議

員がおっしゃったとおり、一部の市町村で小中

学校が、新型コロナウイルスの感染防止対策と

して、分散登校や午後からの全校一斉下校とい

う対応をしております。

それ以外の学校につきましては、感染対策を

講じながら、通常どおり夏休み明けに、学校を

開始している状況であります。

なお、学校再開後に児童生徒に感染等が確認

された学校もありまして、自宅待機や臨時休業

等の対応を取っているところもあります。

コロナ禍の中、休業明けの子○河野哲也議員

供たちの行動に、コロナ感染はもちろんです

が、２つ心配なことがあります。

１つはネット依存とネットいじめのような

ネットトラブル、もう１つは学力保障でありま

す。

ネットトラブルを未然に防止するための県教

委の取組をお伺いします。

ネットトラブルの○教育長（黒木淳一郎君）

未然防止に向け、県教育委員会では、学校にＩ

Ｔの専門家を派遣し、ＳＮＳ等を利用する際の

危険性に触れるなど、児童生徒はもとより、保

護者や教師も含めた実践的な研修に努めており

ます。

また、県教育研修センターのホームページ上

に、情報モラルに関するコーナーを設け、校種

ごとに児童生徒や保護者、教師それぞれに向け

た啓発資料を掲載したり、ＩＴの専門家による

「ネットパトロール」を実施するなど、ネット

トラブルの未然防止を図っているところでござ

います。

さらに、今年度新たに警察とも連携し、ＳＮ

Ｓ等を利用する際のトラブル防止に向けたリー

フレットを配布するなど、児童生徒並びに保護

者も含めた啓発に努めているところでありま

す。

この効果を、また今後の一般○河野哲也議員

質問等で確認させていただきます。

私が調べました、全国的なネットトラブルに

対しての未然防止の学校の取組ということで、

２つ紹介させていただきます。

１つは、ネット依存を扱う埼玉県の中学校の

実践です。インターネット依存の概念を提唱し

たキンバリー・ヤング博士のＩＡＴ（インター

ネット依存度テスト）を、久里浜医療センター

が邦訳して紹介しているホームページを用いて

の授業でありました。
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どういう設問かといいますと、「１、気がつ

くと思っていたより長い時間、インターネット

をしていることがありますか。２、インター

ネットをする時間を増やすため、家庭での仕事

や役割をおろそかにすることがありました

か。」等々、生徒に実際に解答させます。

採点です。20点から39点、これは平均的なオ

ンライン・ユーザー。40点から69点、ネットが

生活に与えている影響について、よく考えてみ

る。70点から100点、ネットが生活に重大な問題

をもたらしている。すぐに治療の必要がある。

こういう評価が与えられるわけです。

生徒にとってはまさに図星であると。しか

も、診断結果が明示されているから問題が可視

化される。個々人が自ら自分ごととして受け止

めるそうであります。

もう１つ、長野県の小学校の実践で、ネット

いじめを防ぎ立ち直らせるアプローチでありま

す。３年生の子供たちにタブレットを用いた、

第１時限目の授業であります。

20分間、自由に使ってよいことを知らせ、グ

ループになって思うように使っていく。しばら

くすると、「カメラアプリ」を使い始める子が

出てくる。そのグループは爆笑の嵐だそうで

す。

すると、数人の子供から相談があり、「勝手

に○○さんから写真を撮られた」。

ここは一言だけ聞き返します。「嫌な気持ち

でしたか」。

ただ、ここでは全体の動きを止めずに、20分

後に、「ここまでで楽しかったことは何か」

「ちょっと嫌だな、これはどうかなと思ったこ

とはありませんか」と尋ねることを勧めたそう

です。すると、先ほどカメラで撮られたという

話題も上がってきます。

「撮られた写真は、撮った人のものなのか、

撮られた人のものなのか」、クラスに意見を求

めます。白熱した意見交換の場になります。

「撮られた写真は、撮られた人のもの。これ

を肖像権と言います。許可がない人の写真はい

けません。それをネットなどで公にすることも

できません」「これは、今勉強したことに当て

はまるという写真を、自分たちで考えて消して

いきなさい」、これも熱中して、グループで消

していったとありました。

教師があるべきルールをつくって導入するの

ではなく、子供たちとそのときの問題を持ち

寄ってルールをつくる第一歩となるとのことで

ありました。

「夏休み明け、始業時に午前授業を実施、学

校を休んだ子供が1,000人以上」と先ほどありま

したが、夏休み明けに新型コロナウイルス感染

症対策により、小中学校で日常どおり授業を受

けられない児童生徒への学力保障をどのように

行っているのか、お伺いします。

新型コロナウイル○教育長（黒木淳一郎君）

ス感染症対策により、通常どおり学校で授業が

受けられない児童生徒の学力を保障するため

に、多くの学校では、自分で学習が進められる

よう、教科書に基づいた課題を配付し、その学

習状況を電話等で確認しております。

一方、ＩＣＴを活用する例も見られ始めてお

り、市町村によっては、学校と家庭をつないで

授業の様子を配信している学校もあります。ま

た、教員と子供が双方向でやり取りをしなが

ら、デジタル教材の問題に取り組ませるなどの

事例もございます。

今年１月の２度目の緊急事態○河野哲也議員

宣言時に、一斉休校しない方針でしたが、文部

科学大臣は、「コロナで学校に行くことが不安
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な子もいる。柔軟な対応をし、必要な措置を取

ること。また、ＧＩＧＡスクール端末などで、

オンラインの授業なども有効に活用してほし

い」との発言がありました。

先ほどの答弁にありましたが、まだほとんど

の現場では動きはなかったという受け取りをし

てよろしいですか。

ふだんから、例えば避難訓練のように、一部

の児童がオンラインになることを想定した授業

を研究的に実践していくならば、そう難しいこ

とではないと思います。

そこで、今後、災害などの様々な状況におい

ても、小中学校において学力保障を図るため、

ＩＣＴの活用が必要であると考えますが、いか

がでしょうか。

子供たちに１人１○教育長（黒木淳一郎君）

台の端末が整備されたことによりまして、学校

以外の場所にいる子供たちに向けて、教員が学

校から授業を配信したり、課題を配付・確認し

たりすることのできる、これまで行えなかった

形態での学習が可能となりました。

議員御指摘のとおり、今後いかなる場合で

も、子供の学力保障を図ることは必須であり、

ＩＣＴをより積極的に活用した取組を進めるこ

とは、大変重要であると考えております。

特に、学校以外でＩＣＴを活用するために

は、端末の持ち帰りが前提となりますことか

ら、県教育委員会といたしましては、各市町村

に対し、先行事例等を情報提供するなど、働き

かけを強めてまいりたいと考えております。

タブレットをふだんから日常○河野哲也議員

的に、何度も家庭に持ち帰らせる。そして、ま

た持ってこさせる。

これで、セキュリティーの問題が起こるかも

しれません。破損トラブルも起こるかもしれま

せん。だけど、それでいいのではないかと思い

ます。乗り越えるための経験値が得られるので

はないかと考えます。災害が起きてから慌てて

も遅いと思います。しっかりと進めていただき

たいなと思います。

すみません、ちょっと時間配分を間違えまし

た。一般質問と同じ質問時間になってしまいま

した。以上で代表質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

以上で代表質問は終わりまし○中野一則議長

た。

次の本会議は、13日午前10時から、一般質問

であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時51分散会

令和３年９月10日(金)
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令 和 ３ 年 ９ 月 1 3 日 （ 月 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団
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（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同
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（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声
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（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、田口雄二議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○田口雄二議員

ざいます。県民連合宮崎の田口雄二です。一般

質問の１番バッターとなりましたが、既に先

週、代表質問が行われており、重複を避けなが

ら一般質問を行います。

東京オリンピックとパラリンピックが終了い

たしました。開催前は、コロナ感染拡大の中、

開催についての賛否の声が多くあり、どうなる

ことか心配していましたが、無事終了すること

ができました。日本選手の大活躍で、無観客で

あったにもかかわらず、だんだん盛り上がって

きました。本県出身の選手やゆかりの選手も大

活躍をしてくれました。

今回は、パラリンピックをこんなに見たのは

初めてで、認識を新たにしたところです。生ま

れつき障がいを持っている人や、事故や病気等

で障がいを持つことになった選手たちが、義手

や義足をつけて、また何も装具をつけていない

選手が、スポーツでは考えられないような創意

工夫で大きな能力を発揮していました。みんな

すばらしい笑顔で、障がいを障がいと感じさせ

ず、まるで障がいを一つの個性のように振る

舞っている姿は、本当に感動いたしました。

もちろん、事故等で障がい者になったときの

ショックは、私たちが想像できないほど大き

かったでしょうが、各選手たちは諦めることな

く、血のにじむような練習を重ねたのでしょ

う。

特に、エジプトの男子卓球選手、48歳は、10

歳のときに両腕を事故で失ったようですが、ラ

ケットを口でくわえ、ボールを足の指に挟んで

トスを上げてサーブをして、スマッシュやスラ

イスボールを打つシーンには、本当にびっくり

いたしました。パラリンピックは、人間にはで

きないことはない、不可能はないと思われる障

がい者のスポーツの大会でした。多くの感動と

勇気をいただいたオリンピック、パラリンピッ

クの選手たちにお礼を申し上げながら、質問に

入ります。

まず、知事の政治姿勢についてお聞きしま

す。

私は、２月議会の代表質問で、東京オリ・パ

ラ大会組織委員会の森前会長の女性蔑視発言に

関して、知事のジェンダー平等について伺いま

した。

そして知事は、「社会的・文化的につくられ

た性別、いわゆるジェンダーによる固定的な役

割分担意識や差別、不平等を解消し、多様な生

き方を選別できる社会を築いていくことは、大

変重要である。男女共同参画推進条例に基づ

き、県民意識を高める啓発や女性の活躍の場を

広げる取組等を進めてきた。その結果、県の審

議会などの女性登用率は、令和元年度末実績

で45.9％、全国５位である」と、誇らしげに答

弁いただきました。

しかし、７月の県の男女共同参画審議会に県

が示した、県の課長級以上の女性管理職への登

用率は、2020年４月１日時点で、前年より0.2ポ

イント増ではありますが、6.3％で全国ワースト

３位でした。

令和３年９月13日(月)
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都道府県別の全国平均は11.1％、また、女性

管理職が一人もいない７町村がある県内の市町

村平均は、10.5％、全国でワースト４位です。

スイスのシンクタンク「世界経済フォーラ

ム」は、世界各国の男女格差を図る「ジェン

ダーギャップ指数」の最新ランキングを公表し

ました。日本の順位は156か国中120位でした。

同じ東アジアの韓国や中国より男女格差の大き

な国が日本です。分野別で見ると、女性国会議

員比率などに基づく政治の分野が147位、女性管

理職比率などに基づく経済分野が117位、そして

教育分野が92位、健康分野が65位です。

政治分野と経済分野の順位が際立って低く、

男女の格差が大きいことが分かります。本県の

女性管理職の登用率は、ジェンダーギャップ指

数が世界で120位の日本の中で、ワースト３位で

す。

そこで、県職員の管理職への女性登用につい

て、知事の所見を伺います。

次に、今年度の最低賃金の大幅な引上げにつ

いて伺います。

最低賃金は、2016年度から４年連続で３％以

上引き上げられてきました。しかし、昨年度は

コロナ禍の影響で、全国平均が902円と１円の引

上げにとどまっていました。

最低賃金は、生活できる水準の賃金を保障す

るものです。2021年度の最低賃金は、過去最大

の時給で、一律28円の引上げとなります。全国

平均で930円、本県においては821円となりまし

た。労働者にとりましては、待遇の改善となり

大変ありがたいことですが、消費の拡大につな

がるかは疑問です。

また、東京都と地方の差もまだ大きく、220円

ほどの開きがありますし、日本全体が欧米に比

べると低い水準です。

雇用を守ることを最優先に、格差の是正を進

めていかなければなりません。また、コロナの

拡大で疲弊している地方の中小企業は、逆に人

件費の拡大で経営への影響が懸念されるところ

であります。今年度の最低賃金の引上げについ

て、知事の所感を伺います。

次に、私はコロナで少子化が加速しているの

ではないかと心配しております。厚労省の人口

動態統計によると、2020年の出生数は84万832

人、前年比で２万4,407人減少し、出生率は人

口1,000人当たり6.8人で、前年より0.2ポイント

低下しています。

昭和24年の出生数は約270万人いたのですか

ら、今では３分の１以下です。また、合計特殊

出生率は1.34で、これも前年より0.2ポイント低

下しています。

死者数は137万2,648人、前年比で8,445人減少

していますが、これはコロナに関連してインフ

ルエンザの流行が抑えられたことが一因と見ら

れています。

出生数と死亡数の差である自然増減数は53

万1,816人の減少となっています。婚姻数は52

万5,490組で、前年より７万3,517組減少してお

り、婚姻率も0.5ポイント減少しています。

妊娠届の件数も約５％減少しており、今年度

の出生数は80万人を割り込む可能性がありま

す。コロナが原因かはまだ分かりませんが、少

子高齢化が一層進みそうです。

コロナ禍の中で少子化が進行していることに

ついて、知事はどのように受け止めているのか

伺います。

以上で壇上からの質問は終了いたします。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。
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まず、県職員の女性登用についてでありま

す。

我が国において様々な分野で女性登用をもっ

ともっと積極的に進めていくべき、大変重要な

課題だというふうに考えております。その上

で、現状は様々な背景、事情がある。それを一

つ一つ解きほぐしていくことも重要であろうか

と考えております。

県職員の女性登用につきましては、男女構成

比は、例えば新規採用職員であれば、最近では

４割程度を女性が占めるというような状況にも

なっておりますが、例えば知事部局において

は、50代半ば以上ですと男女比が10対１という

ような職員の年齢や男女の構成比の関係もあり

まして、管理職に占める女性の割合は極めて低

い状況にあります。まずは、意欲と能力のある

職員について、副主幹以上への登用を進めるこ

ととしております。

このため、副主幹以上の職に占める女性職員

の割合について、令和６年度の目標17.5％とい

うことを掲げて取り組んでおります。

今年度の実績は16％、10年前と比べると２倍

近くにはなっておるところでありまして、将来

を見据えた登用というものを着実に進めている

ところであります。

今後とも、働きやすい職場づくりをはじめ、

様々な研修機会の提供や、企画・管理部門を含

め幅広い分野への配置など、女性職員の活躍推

進に向けた取組を積極的に進めてまいります。

次に、最低賃金の引上げについてでありま

す。

本県の最低賃金は、中央最低賃金審議会から

全国一律に28円引き上げる目安額が示されたこ

とを受け、宮崎地方最低賃金審議会の審議を経

て、目安額どおり引き上げ、821円とする決定が

なされたところであります。

最低賃金の引上げは、労働者の所得拡大や地

域格差の是正など、労働者の生活の向上を図る

ためには重要であると考えておりますが、一方

で、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に

よりまして、厳しい業況にある中小企業などに

とりましては、事業の継続や雇用の維持に影響

が及ぶことを懸念しているところであります。

このため、全国知事会などを通じ、国に対

し、事業者への支援や雇用対策に万全を期して

いただくよう、引き続き要望してまいります。

県といたしましては、今後とも関係機関と連

携しながら、厳しい経営環境にある県内企業等

の支援や離職者防止対策等に努めてまいりま

す。

最後に、コロナ禍での少子化についてであり

ます。

新型コロナの感染が全国的に拡大した令和２

年におきまして、本県の妊娠届出数は、対前年

比4.5％減の7,698件、婚姻件数は、同じく10.5

％減の4,147組となっております。

少子化の背景には様々な要因が複雑に関係し

ており、現時点で新型コロナによる影響がある

かどうか判断するのは難しいところであります

が、令和２年の婚姻件数が大幅に減少している

ことなどから、少子化がさらに進行する可能性

があるものと考えております。

このため、スマートフォンでも利用できる婚

活マッチングシステムの導入など、コロナ禍に

おける支援の方法も模索しながら、今後とも、

安心して子供を産むことができ、子育てが楽し

いと感じられるみやざきを目指し、結婚から出

産、子育てまで切れ目なく、しっかりと支援し

てまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。管○田口雄二議員
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理職に女性は、現時点ではまだまだ低い状況で

すが、14年前に私が県議になりたての頃は、こ

の一般質問等を事前に打合せをするときの県職

員が男性ばかりでした。今は確かに女性が増え

てきたなと実感しています。この女性たちが管

理職になるには、もう少し時間が必要なのかも

しれません。今後、女性の管理職の登用率が上

がることを期待しております。

最低賃金が大幅に引き上げられたことは、労

働者側にとっては大変ありがたいことですが、

このことによって雇用が減らされては元も子も

ありません。中小企業対策もよろしくお願いい

たします。

少子化の問題ですが、戦後すぐの団塊の世代

の頃は、１年間に260～270万人が生まれていた

のに、現在は３分の１以下です。第２次ベビー

ブームと言われた昭和48年前後でも、209万人も

生まれていたのですから、隔世の感がありま

す。

今回、この人口統計を調べていると、驚いた

ことがあります。死亡数の死因を順位別に見る

と、第１位は「悪性新生物」つまり、がんで

す。第２位は「心疾患」、心筋梗塞などの心臓

に関する病気です。そして第３位は、何と１割

を占める「老衰」です。老衰とは、加齢に伴う

様々な身体機能の衰弱による死亡。天寿を全う

した人は年間約13万人近くになります。少子高

齢化が進むわけだと思います。

次の質問に移ります。

今回の補正予算案には、新型コロナウイルス

感染症緊急包括支援交付金の返還金がありま

す。29億円もの巨額を国に返還することになっ

ていますが、その理由と他県の状況について、

福祉保健部長に伺います。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

ウイルス感染症緊急包括支援交付金につきまし

ては、新型コロナへの対応として、緊急に必要

となる医療提供体制の整備等に活用するもので

ありますが、令和２年度に受け入れた額の精算

に伴い、国へ返還する必要が生じたことから、

今議会に返還金として歳出予算を提案させてい

ただいております。

返還が生じた主な理由といたしましては、医

療従事者等への慰労金や患者の受入れ病床の確

保など、感染状況に応じて支出額が変動する事

業等につきまして、あらかじめ感染が大きく広

がった場合を想定した予算を確保したことによ

りまして、最終的に実績が見込みを下回ったも

のでございます。

なお、当該交付金につきましては、他県にお

きましても同様に返還が生じる見込みであると

伺っております。

この返還する29億円は、国か○田口雄二議員

ら来た支援交付金、総額268億円の１割以上とな

ります。

この後、コロナの第５波の爆発的な拡大とな

り、再度、県独自の緊急事態宣言、そして国の

「まん延防止等重点措置」の初めての適用を受

け、宮崎市と日向市及び門川町を重点措置区域

に指定しました。

こんな状況の中、29億円もの支援交付金を返

還するのは実に忍びない。他県の状況も同じで

あるならば、返還などせずに県民のために活用

したいものです。県の基金に繰り入れ、県民が

求める支援ができないものかと考えるのは、私

だけでしょうか。

今回はもう間に合わないとしても、緊急包括

支援交付金の返還分について、今後の有効なコ

ロナ対策に使えるように、全国知事会を通じて

要望できないか、地方税財政の常任委員長の知
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事に伺います。

新型コロナ対策につき○知事（河野俊嗣君）

ましては、地方の感染状況に応じた対策をちゅ

うちょなく打っていく必要がありますので、国

に対して具体的な対策を示し、この返還財源も

活用した補正予算等により、地方の財源確保に

つなげていくことが重要であると考えておりま

す。

全国知事会では、新型コロナウイルス緊急対

策本部を、一昨日も含め、これまで28回開催

し、その都度提言を取りまとめ、関係大臣と頻

繁に直接協議をしております。緊急包括支援交

付金につきましても、国庫返還しない柔軟な取

扱いや、使途の拡充などについて要望している

ところであります。

地方税財政の常任委員長としましても、これ

まで国に対し、地方創生臨時交付金の増額等を

繰り返し要望しておりまして、引き続き、全国

の知事と一致協力して、これらの交付金も含

め、新型コロナの対策に必要な財源の確保を強

く求めてまいります。

東国原前知事の数少ないよい○田口雄二議員

ところの一つは、マスコミを上手に使って国に

けんかを売り、知事会の要望を国民に広く知ら

しめ、国にうまくつないでいたことです。

同様のことは難しいとしても、知事会が一致

団結してしっかりと申し入れて、実績を上げて

ください。よろしくお願いします。

次に、新型コロナのワクチン接種について伺

います。

まだまだ気を抜くことはできませんが、よう

やく県内の感染者も少し落ち着いてきたようで

す。

しかし、１年前はコロナの第２波、第３波ぐ

らいまでを心配しておりましたのに、ウイルス

が変異し、第５波まで来て、それが一番爆発的

に拡大するとは思いもしませんでした。

ただ、当初の感染者は高齢者が多かったの

で、60歳以上に優先してワクチン接種を行って

きた結果、高齢者の感染は大きく減少してきま

した。まさにワクチン接種の効果だと思いま

す。

本県における新型コロナワクチン接種の状況

と今後の見通しについて、福祉保健部長に伺い

ます。

本県におけ○福祉保健部長（重黒木 清君）

るワクチン接種状況につきましては、９月９日

現在で、12歳以上の対象人口約98万人のうち、

約55％の方が２回目を終え、接種が着実に進ん

でいるところでございます。

コロナの感染収束のためには、早期の接種完

了が重要でありますことから、県におきまして

は、休日や時間外での各医療機関における個別

接種の促進への支援を行うとともに、県による

大規模集団接種などを進めているところであり

ます。

このような中、先般、国から、10月４日の週

までに対象者の約86％に当たるワクチンが配分

されることが示され、県から市町村に対し、そ

の割当てをお知らせしたところであります。

このような動きを踏まえ、県内におきまして

は、希望する方々全てが11月の前半までに接種

を受けられる見通しとなったところであり、県

としましては、引き続き市町村と連携しなが

ら、円滑にワクチン接種が進むよう、必要な取

組を進めてまいります。

先日、コロナに関する医療シ○田口雄二議員

ンポジウムが延岡で開催されました。重黒木部

長も出たと思いますが、医師会会長より、デマ

に惑わされないよう、ワクチンは自分だけのた
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めではなく、家族など愛する人のため、集団免

疫で社会のためになり、メリットがデメリット

を大きく上回ると、ワクチン接種の重要性が訴

えられました。

私は既に２回目の接種を済ませていますが、

私の妻はアレルギーがあると渋っていましたけ

れども、何とか間もなく１回目の接種をする予

定です。

対象人口約98万人の過半数が、既に２回目の

接種を済ませているようですが、接種が進んで

いる国や地域を見てみますと、60％を超える

と、ワクチンはあっても接種のペースが急速に

ダウンするようで、その後が70％の壁です。市

町村と連携しながら、迅速なワクチン接種を進

めていただきたいと思います。

ただ、最近の話題は新型コロナ感染症の変異

したデルタ株ウイルスで、ワクチンを２回接種

したにもかかわらず、陽性になる人が続出して

いると報道されています。いわゆるブレークス

ルー感染ですが、本県における状況が気になり

ます。

ワクチン接種者の感染状況とワクチン接種の

効果について、福祉保健部長に伺います。

８月末時点○福祉保健部長（重黒木 清君）

で見てみますと、本県でのワクチン接種は、２

回接種済みの方が約49万人となっておりまし

て、そのうち感染した方が163人となっておりま

す。

ワクチン接種の効果につきましては、先日公

表されました政府分科会の報告では、重症化や

死亡を予防する効果があり、発症予防について

も一定の効果が認められているとされておりま

す。

また、国の試算では、ワクチン接種により、

高齢者の感染が７～８月に10万人以上抑制さ

れ、死亡者数も8,000人以上減少した可能性があ

るとされております。

なお、ワクチンの接種効果であるかは、詳細

な分析を待つ必要がありますけれども、本県の

第５波において、８月末まででは、重症化や死

亡の割合、感染者に占める高齢者の割合は、第

３波及び第４波より低い状況となっておりま

す。

ワクチン接種しておけば、仮○田口雄二議員

にコロナに感染しても、重症化や死亡を予防す

る効果が高いようです。一人でも多くのワクチ

ン接種を進めていかなければなりません。広報

・啓発活動もよろしくお願いいたします。

次の質問となります。

県北は、コロナが感染拡大する前から医療体

制が脆弱で、しかも医師の高齢化が進んでいま

す。何をきっかけに医療体制が回らなくなって

いくか分からない状況です。

そんな中、日向市と門川町が、まん延防止等

重点措置を適用されるほど、コロナの感染が拡

大し、あわせて、延岡でも多くの感染者が確認

されました。医療体制が一気に逼迫したのでは

ないかと心配いたします。

県北地域における医療提供体制の強化に向け

た取組状況について、福祉保健部長に伺いま

す。

県北地域に○福祉保健部長（重黒木 清君）

おける新型コロナ患者の入院病床につきまして

は、医療機関の御理解と御協力の下、徐々に増

やしてきておりまして、５月末の時点から、延

岡・西臼杵圏域で15床増やして64床、日向・東

臼杵圏域で８床増やして26床を確保していると

ころであります。

また、延岡市に確保しております宿泊施設に

つきましては、受入れ可能な部屋数を50室か

- 119 -



令和３年９月13日(月)

ら60室に拡大しております。

このような中、第５波では、県北地域におき

ましても感染者が急増し、入院以外の宿泊施設

や自宅での療養者も多くなったことから、宿泊

施設等への酸素濃縮器の配備や、自宅療養者に

対する医師や看護師による診療や訪問看護の体

制づくりを進めているところであります。

県としましては、引き続き、病床のさらなる

確保に努めるとともに、宿泊施設や自宅におけ

る療養体制の強化も含めて、県北地区の医療提

供体制の充実にしっかり取り組んでまいりま

す。

着実な医療体制の強化、あり○田口雄二議員

がとうございます。

次に、県立延岡病院のドクターカーについて

質問します。

これまでも延岡市消防本部との連携による医

師のピックアップ方式のドクターカーは、平

成30年の４月から導入されていましたが、県立

延岡病院に本年４月19日より新たなドクター

カーが導入されました。

県北地区は、ドクターヘリでも現場到着に30

分前後かかる地区がほとんどで、その30分以内

をカバーする待望のドクターカーです。本県初

の救急車型のドクターカーで、従来の救急車に

はない人工呼吸器や簡易採血検査機器、生体監

視モニターなどが装備されており、まさに動く

医療救急処置室となります。

県立延岡病院のドクターカーの稼働状況と地

元市町村との連携について、病院局長に伺いま

す。

延岡病院では、御○病院局長（桑山秀彦君）

質問にありましたように、本年４月から、患者

搬送中の医療提供が可能な、救急車タイプのド

クターカーを新たに導入したところでありま

す。

出動範囲は延岡市、日向市はもとより、高千

穂町、諸塚村など、ほぼ県北全域にわたってお

りますが、８月末現在の出動件数99件のうち24

件は、地元消防などの搬送患者を途中のドッキ

ングポイントで引き継いで、病院到着前から検

査、治療を開始することによりまして、救命率

の向上などが図られているところであります。

今回の導入に際し、地元市町村とは、あらか

じめドッキングポイントの設定など円滑な運営

について協議しますとともに、延岡市からは救

急救命士の派遣をいただいているところであり

ます。

今後とも、地元市町村との連携を一層図り、

効果的・効率的な運用に努めてまいります。

今回導入されたドクターカー○田口雄二議員

は、県北全域が対象となりましたので、99件の

稼働のうち24件が途中引継ぎということで、遠

隔地のようです。

延岡市消防本部との連携のときより稼働回数

も大きく伸びているようで、また広域にわたる

出動です。ありがたいことです。県北地区の救

急医療体制が大きく前進いたしました。

さて、ドクターヘリは、悪天候のときは残念

ながら出動できません。そこで、要請があった

にもかかわらず、ドクターヘリが悪天候などで

出動できず、県立延岡病院のドクターカーが出

動した事例はあるのか、病院局長に伺います。

御質問の事例とし○病院局長（桑山秀彦君）

ましては、熱中症により意識障害となった患者

に対して、ドクターヘリが悪天候で出動でき

ず、延岡病院のドクターカーが出動した事例な

ど、８月末までに３件ございました。

このほか、交通事故によって重症者が２名発

生したケースでは、１名をドクターカーでラン
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デブーポイントまで搬送してドクターヘリに引

き継ぎ、そしてもう１名は地元消防の救急車で

延岡病院に搬送した事例などもありまして、ド

クターヘリや地元救急と連携した運用を図って

いるところでございます。

僅か４か月ほどで、悪天候時○田口雄二議員

の対応、また複数の救急患者の発生時における

ドクターカーの導入で、搬送のバリエーション

が増えました。これから台風シーズンでもあ

り、ドクターカーの活躍の場が増えるかもしれ

ません。

次に、食品衛生法の改正について質問いたし

ます。

食品衛生法が15年ぶりに改正され、2020年６

月１日にその一部が施行されました。ＨＡＣＣ

Ｐとは、国際的に認められた衛生管理の手法

で、製品の安全性を確保するものです。食の国

際化に伴い、日本でも導入が求められ、法改正

の柱となりました。

ＨＡＣＣＰとは、原材料の受入れから製品の

出荷までの各工程において、食中毒菌による汚

染や異物混入などの危害を分析した上で、その

防止につなげる特に重要な工程を継続的に監

視、記録する工程管理の手法です。

各保健所がコロナで逼迫する中、改正食品衛

生法が本年６月に施行されましたが、ＨＡＣＣ

Ｐ導入の現状を福祉保健部長に伺います。

改正食品衛○福祉保健部長（重黒木 清君）

生法の施行により、原則、全ての事業者にＨＡ

ＣＣＰに沿った衛生管理が義務づけられたとこ

ろであります。

大規模事業者では、改正前から既に導入され

ており、小規模事業者におきましても、各食品

団体が作成し、厚生労働省が確認した手引書に

基づき導入が進んでおります。

これにより、衛生管理の見える化が図られ、

さらに保健所の食品衛生監視員が確認・指導を

行うことで、衛生管理の向上につながります。

現在、新型コロナの影響により、食品衛生監

視員による事業所への立入検査等が限られてお

りますけれども、講習会や相談業務を通じて必

要な指導を行うとともに、関係団体と連携しつ

つ、事業者におけるＨＡＣＣＰの定着を進めて

まいります。

このＨＡＣＣＰの導入に関し○田口雄二議員

て、地元の飲食業組合の代表が心配していまし

たので、特に問題も発生していないと聞き安心

いたしました。

次に、人材確保に関して２点質問します。

プロフェッショナル人材戦略拠点について伺

います。

販路開拓、新事業の立ち上げ、生産性の向

上、経営管理、事業承継等の専門的技能と知識

を持つ人材を県内に呼び込む活動を、平成28年

１月からスタートしました。東京都と沖縄県以

外の道府県に設置され、国と県の事業となりま

す。人材不足が叫ばれる中、貴重な人材を本県

の企業に呼び込んで、新たな展開や現在の事業

を強化するものです。

プロフェッショナル人材戦略拠点の成約実績

について、商工労働部長に伺います。

プロ○商工観光労働部長（横山浩文君）

フェッショナル人材戦略拠点では、県内企業と

県内外の専門的な知識や経験を持つ人材のマッ

チング支援を行っており、成約実績は、平成28

年１月の拠点設置から令和３年８月末現在で、

累計186名となっております。

年代別では、40歳未満が113名と全体の約60％

を占めており、比較的若い世代が多くなってお

ります。
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また、県外から県内への転入は83名と、約45

％となっておりまして、都市部などからのＵＩ

Ｊターン促進の効果も見られるところでござい

ます。

さらに戦略拠点では、コロナ禍でリモートワ

ークなど新しい働き方が定着しつつある中、都

市部の副業・兼業人材とのマッチング支援にも

取り組んでいるところであり、引き続き、企業

のニーズに応じた人材採用を支援することとし

ております。

累計で186名のうち、40歳未満○田口雄二議員

が６割、40歳未満のプロフェッショナルとはど

んな経歴の持ち主か興味が湧きますが、若い人

が多いのは驚きです。

コロナの関連で、リモートワークや、副業や

兼業のプロフェッショナル、仕事のやり方が変

わってきました。

仕事ができる人材を確保するので、採用する

企業にはそれなりの経費が発生することになる

と思います。プロフェッショナル人材を採用す

る企業が、民間人材ビジネス事業者へ支払う仲

介手数料はどの程度なのか、商工観光労働部長

に伺います。

プロ○商工観光労働部長（横山浩文君）

フェッショナル人材を採用する企業は、仲介手

数料としまして、一般的に年収の３割から４割

程度を民間人材ビジネス事業者に支払うとされ

ております。

採用する企業にとりましては、一定の費用負

担が生じますことから、採用された方が定着し

て、企業の成長に貢献していただくことが大切

でございます。

このため戦略拠点では、経営者との対話を通

じて経営課題や人材ニーズを明確化した上で、

より適切なマッチングができるよう、求められ

る分野や職種などに応じて、複数の民間人材ビ

ジネス事業者から候補者を紹介しますととも

に、採用後におきましても、電話や訪問による

フォローアップを実施し、丁寧な支援を行って

いるところでございます。

支払った手数料や報酬以上の○田口雄二議員

仕事をしてもらわなければなりません。貴重な

人材を有効活用してもらいたいものです。

次に、「ひなた創生のための奨学金返還支援

事業」について伺います。

今後の地域や産業の担い手を確保し、本県の

経済の活性化による真の地方創生の実現を図る

ため、県内企業に就職した大学生等の奨学金の

返還を、産業界とともに支援する事業です。貸

与を受けた奨学金の２分の１を上限に、県が４

分の３、就職した企業が４分の１を負担するも

のです。

奨学金に関しては、学費の高騰や家庭の事情

等で、学生の２人に１人が奨学金を借りてお

り、卒業後に返済できなくなる事例が多く発生

し、社会問題になっていました。

返済が待っている学生にとっては、ありがた

い制度です。また、県内の企業においても、深

刻な人材・人手不足の状況を打開する事業とな

ります。

事業開始５年目を迎える「ひなた創生のため

の奨学金返還支援事業」について、認定企業や

支援対象者等の状況を総合政策部長にお伺いし

ます。

本事業の奨学○総合政策部長（松浦直康君）

金返還支援の対象となった認定企業は、事業開

始の平成28年度は35社でしたが、スタートから
※

５年目となる今年度は84社と増加しております

ほか、これらの企業に就職した奨学金の返還支

援対象者についても、平成30年度の12社19名か

※ 123ページに訂正発言あり

令和３年９月13日(月)
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ら、今年度は27社51名に増加しております。

本事業を利用している方の就職後１年を経過

した時点での離職率は、約６％であります。大

学卒業者の県平均離職率約16％を大きく下回っ

ておりまして、本事業を通じて、県内就職への

動機づけのほか、県内定着にもつながっている

ものと考えております。

今後も、本事業の周知はもとより、宮崎の暮

らしやすさや県内企業の魅力も効果的に伝え、

若者の県内定着を図ってまいります。

就職した１年後の離職率が、○田口雄二議員

かなり低いようです。奨学金の返還支援事業

は、人材確保に大きく貢献しているようです。

そこで、今年度の支援対象者の就職企業の所

在地区の内訳、出身大学等や出身地の県内・県

外の内訳を、総合政策部長に伺います。

今年度の支援○総合政策部長（松浦直康君）

対象者として決定いたしました51名の内訳であ

りますが、まず就職した企業の所在地につきま

しては、県央地区が28名、県北地区が14名、県

西地区が９名となっております。

次に、出身大学等につきましては、県内が20

名、県外が31名で、県内の割合が39.2％となっ

ております。

また、出身地別に見ますと、県内出身者が40

名、県外出身者が11名で、県内出身の割合

が78.4％であります。

すみません、それから先ほどの答弁の中で、

奨学金返還支援事業の開始時期、平成28年とお

答えしたようでございますが、正しくは29年で

ございます。おわびして訂正させていただきま

す。申し訳ありませんでした。

県内出身者が８割ですが、県○田口雄二議員

外出身者が11名もおります。このまま定着して

ほしいものです。

次に、防災対策について伺います。

私の住む延岡市は、７月17日、１時間に68ミ

リの異常な激しい雨になりました。幸い大きな

被害にはなりませんでしたが、冷やりとしたも

のでした。

しかし、１か月もたたない８月８日の台風９

号の九州上陸の際は、１時間の雨量が延岡市の

観測史上最大となる84.5ミリの猛烈な雨とな

り、床上・床下浸水の被害が出ました。

被災した方には申し訳ありませんが、この猛

烈な雨のすぐ後は小降りになり、被害が拡大す

ることなく収まりました。

地球温暖化で本当に気象がおかしくなってき

ました。熱海市での土石流被害をはじめ、日本

はもとより、世界中で洪水や山火事のニュース

が連日流されています。

中国の河南省では、１時間に200ミリを超える

考えられない雨が降り、地下鉄が水没し、多く

の死者も出ました。ヨーロッパでもドイツで、

数日で２か月分の降雨量となり、ライン川が大

洪水となり、200人近い死者・行方不明者が出て

います。つい先日のアメリカのハリケーン「ア

イダ」のルイジアナ州の大被害等々、これから

の気象は一体どうなるのか、不安でいっぱいで

す。

近年、記録的な大雨が相次いでいますが、今

後、治水対策にどのように取り組んでいくの

か、県土整備部長に伺います。

近年の水害リ○県土整備部長（西田員敏君）

スクの増大に備えるため、県では、これまでの

河川管理者が行う治水対策に加え、流域に関わ

る国や市町村、地域住民などのあらゆる関係者

が協働し、流域全体で水害を軽減させる対策を

取りまとめた「流域治水プロジェクト」を、今

年８月に、沖田川水系など県が管理する13水系
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において策定し推進しております。

このプロジェクトでは、これまでの堤防整備

などのハード対策に加え、ソフト対策としまし

て、住民の早期避難を促すための河川水位計の

増設や、浸水想定区域図を作成する対象河川の

拡大など、きめ細やかな情報提供にも努めるこ

ととしております。さらに、迅速かつ確実な避

難行動につながるハザードマップや、要配慮者

の避難計画の作成支援を行います。

今後とも、国や市町村、地域住民などとより

一層連携を図りながら、治水対策に取り組んで

まいります。

ハード対策は、この異常な降○田口雄二議員

水量に応えるには莫大な予算が必要となります

し、時間を要します。まずは、きめ細やかなソ

フト対策をお願いいたします。そして、自らの

命は自らが守る、早め早めの避難、この徹底が

必要です。

それでは次に、教育に関して何点か質問いた

します。

まず、文科省が今年度から始めた「マイス

ター・ハイスクール事業（次世代地域産業人材

育成刷新事業）」の指定校に、県立延岡工業高

校が５月に選出されました。全国から17校の申

請があり、12校が採択されたそうで、御尽力い

ただきました関係者の皆さんに、心から感謝を

申し上げます。

延岡市は工業都市にもかかわらず、工業系の

大学や高等専門学校もなく、専攻科を含め産業

界が求める人材育成の設置を求めていた地元に

とりましては、大変ありがたいニュースとなり

ました。工業会等々の期待も大きいのですが、

「ひむか未来マイスター・ハイスクール事業」

について、具体的な内容と今後の取組を教育長

に伺います。

本事業は、宮崎県○教育長（黒木淳一郎君）

工業会、延岡工業高校、延岡市の産学官が一体

となって互いに協力しながら、新たな産業人材

育成システムを開発し、実践していくものであ

ります。

具体的には、地元企業から選任された代表者

がＣＥＯとなり、学校側と協議しながら、新し

い教育計画の立案に向け、コーディネートを行

います。

本事業は３年間の事業でありまして、１年目

となる今年度は、地元産業界が期待する人材像

について調査を行い、昨年度、県議会でお認め

いただき導入いたしました、最先端のＩＣＴ機

器を活用した新たなカリキュラムを、産業界や

自治体と合同で開発いたします。２年目、３年

間までに、その開発したカリキュラムの実践や

改善を行います。

これらの取組を通しまして、将来、地元企業

への就職や定着につながるものと期待しており

ます。

３年間の国の事業ではありま○田口雄二議員

すが、しっかりと実績を積み上げて、地元が期

待する人材を多く輩出する事業になってほしい

ものです。４年目からは、県の事業として大き

く成長してほしいものです。よろしくお願いい

たします。

次の質問です。

宮崎では当たり前のように行われている、県

立高校普通科の「朝課外」の質問をします。

７月13日の毎日新聞の社会面に、県立延岡高

校の校門と校舎の写真が大きく取り上げられて

いました。

朝課外は、本県においては日常のことのよう

に生徒たちは参加していますが、福岡県をはじ

めとする九州の一部で実施されている、全国的

- 124 -



令和３年９月13日(月)

には極めて珍しいケースであることが分かりま

した。

１時間目が始まる前の朝課外は、教育課程に

含まれない非正規の授業であり、九州では独自

に定着してきたようです。しかし、実際は朝課

外だけではなく、放課後に実施される「夕課

外」、そして週末の「土曜講座」等もあり、生

徒は一括して受講を勧められ、半強制的と受け

止められています。先生方への報酬は、ＰＴＡ

会費から支払われています。

県立高校の朝課外の実施状況と、いつから始

まったのか、その内容について教育長に伺いま

す。

朝課外につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、生徒の進学や就職、資格取得に向けまし

て、保護者の要請を受け、ＰＴＡが主催して実

施しております。

開始時期につきましては、詳細は把握してお

りませんが、本年度、県立高等学校において朝

課外を実施しておりますのは、36校中25校であ

ります。

県教育委員会といたしましては、各学校で朝

課外を実施するに当たり、ＰＴＡ主催であるこ

とを踏まえ、会長が毎年総会等で実施について

の承認を得ること、また参加希望をとること、

教科書の内容を進めないことなどを通知してい

るところであります。

保護者の要請を受け、ＰＴＡ○田口雄二議員

が主催して実施されているとのことですが、Ｐ

ＴＡの皆さんは、本県の状況は知らず、全国的

に実施されていると思っているのではないか、

それに、何十年も続けてこられたので、その流

れで継続しているのではないか。それと生徒の

声は反映しているのか疑問です。

延岡高校ＯＢの太田議員と岩切議員に朝課外

のことを伺うと、太田議員はうろ覚えで明確な

記憶はありませんが、放課後の「夕課外」は

あったようです。岩切議員が在籍中の43年前は

実施されていたようです。どちらにしても延岡

高校の詳細は不明ですが、朝課外は40数年前か

ら実施されていたようです。

先月の朝日新聞の宮崎県版に、本県出身の歌

人・吉川宏志さんの「京都から見た宮崎」が、

３回にわたり連載されました。吉川さんは、大

宮高校を卒業後、京都大学に進学し、短歌の世

界に入ったようです。その連載の２回目の一部

を紹介します。

30数年前に京都に住みはじめたとき、午後

４時くらいに進学校の高校生が帰っていく風

景を目にしてびっくりした。

宮崎では、朝早くから課外授業が始まり、

夕方も課外授業があった。授業が毎日10時間

くらいあったのである。冬だと、家に帰るこ

ろは真っ暗になっている。帰宅してからも、

宿題を大量にやらねばならない。体力がない

と、すぐに潰れてしまう生活だった。

正月の朝から、寒い教室で日本史の特別授

業を受けたことも忘れられない。今思えば、

先生も自分の家庭を犠牲にしてがんばってい

たのではないか。しかし、それで学力が向上

したかは疑問で、入試のとき「これだけ勉強

したから大丈夫だ」と自己暗示をかける効果

のほうが大きかったのかもしれない。

長時間の授業が効果的な学習法ではないと

考えている。先生の過労も心配だ。

自分が本当に学びたいこと、学ぶのがとて

も楽しいことが見つかったとき、学力が爆発

的に伸びるのは確かだと思う。

子供や生徒が、本当に学びたいものを見つ

けたとき、お金になるかや役に立つかで区別
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せず、必死に手助けをすること。それが大人

の使命だろう。そのほうが、結果的にうまく

いく気がする。

と語っています。

吉川さんは東郷町の出身のようで、現代の若

山牧水かもしれません。その吉川さんは、朝課

外等での学力向上を疑問視し、逆に先生の家庭

を犠牲にしていないか、また先生の健康面も心

配しています。

教師が多忙である状況の中で、本来の仕事で

はないところで課外を行っているのではない

か、教育長に伺います。

課外につきまして○教育長（黒木淳一郎君）

は、教師本来の業務ではないため、指導に当た

る教師は、兼職・兼業の手続を行った上で実施

しております。

県教育委員会では、課外に携わる時間に制限

を設けるなど、働き方改革の観点からも、課外

が教師にとって過度の負担にならないよう、各

学校に対し、通知しているところであります。

大学受験の科目を担当してい○田口雄二議員

る先生方に大きな負担になっていることが、予

想されます。その先生方も、仕方なく朝課外を

しているかもしれません。また、普通科は校区

がなくなり、行きたい学校に行けるようにな

り、遠距離通学の高校生が増えていることも考

えられます。一体、弁当は何時頃つくられてい

るのか、家庭の負担も大変です。

ここで、朝課外の効果と朝課外に対する教育

委員会の評価について、教育長に伺います。

朝課外につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、それぞれの学校における生徒の進路実現

や、資格取得を支援するための取組として、ま

た、保護者の皆様の経済的な負担軽減を図る取

組として、一定の役割を果たしてきたと考えて

おります。

現在、生徒が進路に応じた教科を選択して受

講する、選択制の課外を取り入れている学校

や、朝課外を実施しない時期を設定している学

校もございます。

県教育委員会といたしましては、教師の働き

方改革やＩＣＴの整備が進む中、課外も含め、

多様な学びの支援の在り方について考える時期

に来ていると認識しております。

課外は教師本来の業務ではな○田口雄二議員

いと、先ほど答弁されましたが、県立高校のＰ

ＴＡ主催の土曜課外等における教職員の通勤時

や、課外時の事故等の補償について、教育長に

伺います。

ＰＴＡ主催の土曜○教育長（黒木淳一郎君）

課外等に教職員が携わる際の事故につきまして

は、公務災害補償上の公務災害には当たらない

ため、各学校を通じて主催団体であるＰＴＡ

に、保険に加入するよう促しております。

現在、土曜課外等を実施している全ての県立

高等学校の各ＰＴＡが、保険に加入していると

ころであります。

課外は公務災害に該当せず、○田口雄二議員

ＰＴＡが先生方の万が一を想定して保険加入し

ているようです。

それでは、知事に伺います。高校生までは出

身地の広島県にいたと思いますが、本県の県立

高校で朝課外が実施されていることについて、

知事の所感を伺います。

私も子供たちが県立高○知事（河野俊嗣君）

校でお世話になりましたので、早朝から学校に

向かい、勉強しているということ、その姿を見

て驚いた記憶があります。

私自身は経験もありませんし、そういう仕組

みもない学校であったところであります。子供
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たちは大変だなと思いながら、親としては、そ

ういう教育熱心な取組に敬意を表するという気

持ちもありますし、生徒それぞれ、また各家庭

それぞれに、いろんな思いもあるのではないか

なということを思いながら見ておりました。

本県におきましては、朝課外は生徒の進路実

現を目的として、長年にわたって、学習に厚み

を持たせ、それを後押しするシステムの一つと

して機能してきたものと考えております。ま

た、経済的な負担軽減にもつながってきたもの

と認識しております。

朝課外につきましては、様々な意見があるこ

とも承知しておりまして、今後、県教育委員会

において、関係者の意見も踏まえて十分に議論

してもらいたいと考えております。

最後になりますけれども、県○田口雄二議員

立高校における今後の朝課外の在り方につい

て、教育長に伺います。

現在は、生徒及び○教育長（黒木淳一郎君）

学年の実態に応じて、選択制の導入や実施時期

の設定など、朝課外の形態を工夫し、実施して

おります。

今後は、校長会とも連携し、ＰＴＡ総会の前

に行われます役員会等で、朝課外のメリット、

デメリットについてＰＴＡとも共有し、総会で

会長からより丁寧に説明していただくよう働き

かけてまいります。

今後とも、朝課外の在り方につきましては、

働き方改革や社会状況等を勘案しながら、他県

の状況や関係者の意見を踏まえ、議論を深めて

まいります。

ありがとうございます。今回○田口雄二議員

は、朝課外を取り上げるに当たり、県職員をは

じめいろんな方に確認しました。

否定的な声が多く、学力向上の有効性の声は

あまりありませんでした。「サボったら先生に

物すごく怒られた」「参加しないとアンケート

に答えたら、親と呼出しを受け、参加を強制さ

れた」「朝課外が嫌で商業高校に進学した」と

いう職員もいました。

ちなみに、私の娘の旦那は綾町出身で、北高

に通ったらしいんですが、昨日確認しました

ら、朝はちょうどいいバスがなかったので、日

大高校のスクールバスに乗せてもらっていたと

いうことでございました。だから、お母さんは

相当早い時間から弁当を作っていたようでござ

います。

大分県では既に朝課外を全廃し、福岡県で

も、本県でも廃止する学校が出てきました。

始めた頃は大きな実績があったかもしれませ

ん。しかし、その頃とは環境が大きく変わりま

した。現実を冷静に客観的に、本当に必要なこ

とか見直すことが求められているのではないか

と思っております。十分な検討をよろしくお願

いいたします。

以上で終わります。（拍手）

次は、武田浩一議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 皆さんこん○武田浩一議員

にちは。自由民主党串間市選出の武田浩一で

す。通告に従って質問してまいります。

情報をしっかり提供するニュースや感動する

ドラマなど、心地よい番組もあると思います

が、特にテレビの情報番組やネットでは、何の

責任も有しない人々が失言を必要以上に大きく

捉えたり、人の揚げ足を取ったり、一度の失敗

をあげつらい、一人の人間の人生を二度と立ち

上がれないくらいに攻撃しています。

毎日のように、いじめやハラスメント、芸能

人や有名人のゴシップ等々、悲しいマイナスの

ニュースが続いております。また、この１年半
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は、新型コロナ感染症関連のニュースでいっぱ

いでありました。

そのような中、唯一の明るいニュースは、大

谷翔平選手のアメリカ大リーグでの投打にわた

る大活躍だったように感じます。

コロナ禍であり、コロナの収束も見えない

中、賛否両論があり開催が危ぶまれておりまし

た東京オリンピック・パラリンピックが、無観

客とはいえ開催されました。それまで、新型コ

ロナウイルス感染症対策に徹するべきであると

いう論調で、開催に否定的だったマスコミも、

手のひらを返したように連日連夜、選手たちの

活躍を伝えました。

日本選手の活躍もすばらしかったし、多くの

感動もいただきましたが、何よりインタビュー

を受ける選手たちの真摯な発言に感動しまし

た。

皆、大会の開催、関係者、国民への愛と感謝

の言葉にあふれていました。特に、新種目のス

ケートボードの若い選手たちの立ち居振る舞い

や言葉に、私は、今までのオリンピック競技の

イメージを変える、金メダル至上主義的なもの

ではない、今までにない感動を覚えました。

それにパラリンピックです。私は、今回初め

てパラリンピックという競技を本気で見たよう

な、その本質をかいま見たような気がいたしま

す。それは、人類の可能性や多様性を感じさ

せ、障がいの有無を感じさせないすばらしいパ

フォーマンスでありました。

私は、人類に限界はないと確信しました。見

る者に感動と勇気を与えるものであったと思い

ます。我々人類は必ずこの新型ウイルス感染症

をも克服できるという「希望の光」を見た気が

いたしました。

そこで、東京オリンピック・パラリンピック

開催に対する知事の率直な所感を伺います。

以上で壇上での質問を終わり、後は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

東京オリンピック・パラリンピックが、当初

の予定から１年延期され、さらに無観客となっ

たことは非常に残念でありましたが、コロナの

パンデミックという非常に厳しい状況の中で、

日本であれば開催を任せることができると、世

界から寄せられた信頼や期待に応え、開催国と

しての責任を果たすことができたのは、極めて

意義深いことではないかと考えております。

徹底した感染防止対策や、ボランティアを含

めた選手のサポート体制などが、国際的に高く

評価されておりまして、今大会の円滑な運営に

尽力された多くの関係の皆様やボランティアの

皆様に、心からの敬意、また感謝を表するもの

であります。

オリンピック・パラリンピックでコロナの感

染が拡大するのではないか、したのではないか

と、そのような御指摘がなされておりますが、

それぞれ大会関係者の感染者数は数百人程度。

しかも海外からの感染者は100数十人というとこ

ろでありまして、決して、オリンピック・パラ

リンピックで来日された方から国内の感染拡大

につながっているわけではないということは、

事実として押さえておく必要があると考えてお

ります。

また、１年延期をされるということをはじ

め、多くの困難や逆境を乗り越え挑戦する選手

の姿、活躍する姿、先ほど田口議員からも御指

摘がありましたが、特にパラリンピックにおき

ましては、世界中の人々に、コロナ禍に立ち向

かう勇気と、夢や感動を与えてくれたものと感
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じております。

コロナのパンデミックにあって、感染拡大へ

の不安や恐れ、これはもっともな心情でありま

すが、そのような中で、世界が力を合わせ、ス

ポーツの力を通じて、希望がそういった恐怖に

打ち勝つことができた、そのように総括するこ

とができるのではないかとも考えております。

また、本県にとりましても、本県出身やゆか

りの選手13名、そして５人の選手がメダルを獲

得し、それぞれ過去最多を更新し、県民に大き

な感動を与えていただきました。

また、パラリンピックでは外山選手、中西選

手がそれぞれ入賞されたことは、誠に喜ばしく

感じております。

また、事前合宿の受入れでは、８か国を受け

入れて、ほぼ全てのチームがメダルを獲得する

など、すばらしい成績を収めたところでありま

して、本県のキャンプ地としてのさらなるブラ

ンド力向上にもつながったものと考えておると

ころであります。以上であります。〔降壇〕

今回、コロナ禍という今まで○武田浩一議員

に経験したことのない環境の中で、オリンピッ

ク・パラリンピックを連日、テレビ中継で見ま

した。やはりスポーツや芸術は、国境や人々の

見えない壁をも越えるんだなと確信しました。

先日ラジオで、パラリンピックの選手を空港

で出迎えたボランティアの話を聞きました。常

にパラリンピックの選手たちは、できる限り自

分のことは自分でやる、必要以上の手助けは要

らないという話でした。やってあげないことも

「おもてなし」であることを、一つ学びまし

た。

この間も、パラリンピック・オリンピックど

ころではなく、連日連夜、仕事に従事されてい

た医療関係者をはじめ、コロナ関連の従事者、

全ての方々に敬意を表しますとともに、感謝を

申し上げます。

では次に、新型コロナウイルス感染症の現状

について質問いたします。

連日、コロナ病床・宿泊施設の不足や、特に

自宅療養者の症状の急変等のニュースが飛び込

んでまいります。

都市部と本県では状況も違うと考えますが、

本県でのコロナ宿泊療養施設の運営状況と、自

宅療養者の現状と支援の取組について、福祉保

健部長に伺います。

宿泊療養施○福祉保健部長（重黒木 清君）

設には、９月11日現在、４施設合計で51人が入

所しております。

各施設では、血液中の酸素飽和度を測定いた

しますパルスオキシメーターや酸素濃縮器を配

備し、24時間常駐する看護師が適切に健康管理

を行うとともに、必要な場合には医師と連携し

て対処する体制を整えております。

次に、自宅療養者は、同じく11日現在、県全

体で199人となっており、希望に応じて、おおむ

ね10日分の食料や衛生用品を自宅へ直接お届け

する生活支援を行うとともに、健康観察につい

ては、毎日の保健所からの聞き取りに加えて、

必要に応じて、医師や看護師による診療や訪問

看護、外来診療を行うこととしております。

さらに、宿泊療養施設の機能強化を図るとと

もに、自宅・宿泊療養者の重症化を予防するた

めの臨時の医療施設として、宮崎県重症化予防

センターをひまわり荘の敷地内に整備しまし

て、運営を開始したところであります。

県といたしましては、自宅や宿泊施設におき

まして安心して療養できるよう、引き続き関係

機関と連携しながら、しっかりと対応してまい

ります。
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担当の職員との聞き取りの中○武田浩一議員

で、本県では、個々の状況により医師や保健所

等と連携し、状況によっては宿泊療養施設か自

宅療養を選べると聞きました。宿泊療養施設・

自宅療養とも、医師・看護師、保健所が連携し

て毎日、健康管理が行われていると聞き、少し

安心いたしました。

また、自宅療養者に対して、県内全域で、食

料や衛生用品を自宅に届ける生活支援体制がで

きていることも確認できました。

関係者の皆様の御尽力に感謝し、敬意を表し

ます。コロナが一日も早く収束に向かいますよ

う、願っております。

次に、コロナ収束後の経済対策についてであ

ります。

財務省の発表によると、2020年度の法人税収

入は11.2兆円、前年度比0.4兆円増であり、昨

年12月時点での減収の見込みから、３兆円超上

振れしたそうであります。

それは、コロナ禍を受けた巣ごもり需要や、

米中経済の回復などによるとのコメントもあり

ますが、実態はそう単純ではないようでありま

す。

企業の経常利益は赤字だが、最終損益は政府

の損失補塡策によって黒字になっている会社も

少なくありませんし、大企業と中小零細企業、

また業界・業種などによって大きな差があるよ

うであります。

また、コロナ禍という未曽有の試練に対し、

思い切って体質転換をした企業と、早晩コロナ

以前に戻ると現状維持を続けた企業では、今後

の明暗は大きく分かれるものと思われます。

新型コロナウイルスの勢いは、ワクチン接種

の普及によって収まっても、その影響はなくな

るわけではなく、直接足を運ぶことや、顔を合

わせることが少なくなったなどのライフスタイ

ルの変化は、ＩＴ化の進展とも併せて定着して

いくでしょう。また、今後も次々に未経験なこ

とが起こる事態も考えられます。

そこで、アフターコロナにおける本県の経済

対策についての知事の考えを伺います。

この新型コロナでは、○知事（河野俊嗣君）

度重なる外出自粛等によりまして、観光や飲食

をはじめ、様々な分野で需要が縮小する一方

で、インターネットビジネスやリモートワーク

の拡大など、人々の経済・社会活動に大きな変

化をもたらしております。その変化に的確に対

応していく必要があるものと考えております。

今後、ワクチン接種のさらなる進展に伴い、

人の流れや生産・消費活動は回復に向かってい

くものと期待しておりますが、今回のコロナの

経験から、首都圏や海外などの大きなマーケッ

ト向けの対策だけではなく これも非常に重―

要ではありますが 今、ジモ・ミヤ・ラブと―

いうコンセプトの下に展開しております、県民

による県産品購入や県内旅行の取組などにより

まして、中小・零細企業をはじめとする地域の

経済活動をしっかり下支えすることの重要性

も、改めて実感したところであります。

また、デジタル技術の進展や、環境意識の高

まりによる脱炭素化に向けた動きなど、新しい

ビジネスの潮流や意識の変化も生じておりま

す。今後の経済対策に当たりましては、それら

の状況を見極めながら、先見性を持ってしっか

りと前へ進め、県内経済の早期回復とコロナ後

の新たな成長につなげてまいります。

新しいビジネスのチャンスで○武田浩一議員

もありますが、今まで本県の地域経済や観光を

担ってきた中小・零細企業をしっかりと支えて

いただきますよう、よろしくお願い申し上げま
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す。

知事より、「新しいビジネスの潮流や意識の

変化も生じており、状況を見極めながら、先見

性を持ってしっかりと前へ進め、県内経済の早

期回復とコロナ後の新たな成長につなげたい」

と答弁をいただきましたが、アフターコロナを

見据えて、コロナで一番と言っていいほど影響

を受けた本県の観光を今後どのように進めてい

くのか、商工観光労働部長に伺います。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

観光産業の厳しい状況に対応するため、県内宿

泊施設等における感染防止対策への支援によ

る、安全・安心な受入れ環境の強化を図ります

とともに、県民県内旅行キャンペーンの実施な

ど、県内旅行需要の喚起に向けた対策を講じて

いるところでございます。

今後は、コロナの収束状況や、国におけるワ

クチン接種などによる行動制限緩和の検討状況

を注視しながら、誘客対象を県内から隣県、国

内、国外へと徐々に広げていくこととし、食や

自然、神話といった本県の強みを生かした観光

誘客はもとより、ＳＮＳによる情報発信、オン

ラインツアーの造成や、サーフィン、ゴルフ、

サイクリングなどのスポーツツーリズムの推

進、スポーツキャンプ誘致のための環境整備な

どに取り組んでまいります。

本県の観光を地域で担い、下○武田浩一議員

支えしていただいた宿泊業者は、中小・零細企

業も多く、コロナ前から観光旅行の変化や、民

泊・農家民泊等との旅行業法上の運営や基準の

格差で、大変つらい思いをしてまいりました。

県として、観光全体の誘客や環境整備はもち

ろんですが、観光旅行も、大人数の旅行から個

人旅行へとシフトしております。このコロナ禍

でさらに疲弊し、変化に素早く対応できる資金

をすぐに十分に準備できない、地元資本の宿泊

施設等にも光を当てていただき、本県オンリー

ワンの施策を検討していただきたいと思いま

す。

次に、総合交通関連について質問いたしま

す。

東九州自動車道のほうは、残された県南区間

でも、あと南郷－奈留区間13.3キロメートルの

未事業区間を残し、事業化されました。

九州中央自動車道も、まだ３割の供用とはい

え、８月21日には高千穂・日之影道路の開通式

があったように、着実に前進しております。

それは、知事をはじめ沿線住民や関係者の地

域のために絶対に造るという、明確な目標と情

熱があるからだと私は考えます。

東九州新幹線の整備計画や日豊本線の高速化

への取組は、九州を一つの共同体として考えれ

ば、本県や九州の観光・経済のために、できる

だけ早く絶対に必要な鉄道整備であると考えま

すが、今後どのように取り組んでいかれるの

か、知事に伺います。

大都市圏から遠隔地に○知事（河野俊嗣君）

あります本県にとりまして、主要都市と結ぶ高

速交通インフラであります東九州新幹線の整備

は、長い時間軸で取り組むべき課題であると考

えております。

一方、日豊本線は、通勤、通学など県民の身

近な地域交通手段として、また、観光客の移動

手段としての役割を果たしておりまして、その

高速化や利便性の向上は、利用促進のために重

要であると考えております。

県といたしましては、これまでも宮崎県鉄道

整備促進期成同盟会をはじめとして、市町村や

関係団体と連携を図りながら、国やＪＲ九州に

対し、機会あるごとに継続して要望を行ってい
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るところでありまして、今後とも粘り強く取組

を進めてまいります。

知事、東九州新幹線も日豊本○武田浩一議員

線の高速化も、重要なインフラであると認識さ

れていることは十分理解いたしました。しか

し、「長い時間軸で取り組む」とか「継続して

要望している」とか、「粘り強く取組を進め

る」という答弁では、「県勢のために絶対に成

し遂げるんだ」という、知事の強い思いが伝

わってまいりません。

先ほども申したように、九州全体の経済・観

光の重要性からも、本県の経済・観光・県民の

利便性向上の上からも、知事のリーダーシップ

に期待いたします。

代表質問で右松議員からも、地域公共交通計

画についてありましたが、中央から離れた地域

に暮らす立場から質問いたします。

豊かで暮らしやすい地域づくりや活力ある地

域振興を図る上で、「移動」は欠かせないもの

であります。

しかしながら、人口減少や高齢者の運転免許

証の返納、運転手不足など課題が山積している

中で、特に本県の地方においては、公共交通の

維持は容易ではありません。民間の交通事業者

が収益を確保できた時代は遠い昔であり、多様

な関係者が連携して地域の暮らしと産業を支え

る移動手段が重要であると考えます。

また、地域における移動手段の維持は、まち

づくり、観光振興、さらには健康、福祉、教

育、環境等、様々な分野で効果をもたらし、地

域社会全体の価値を高めるとともに、病院・学

校・警察署に次ぐ重要な地域基盤であると考え

ます。

そこで、地域の交通網を維持するためにどの

ように取り組んでいくのか、総合政策部長に伺

います。

地域の交通を○総合政策部長（松浦直康君）

支えております路線バスについては、人口減少

や新型コロナの影響を受けまして、大変厳しい

状況となっております。

このため、地域間幹線バス路線につきまして

は、バス路線対策会議を地域ごとに新たに設置

し、順次、路線見直しの協議検討を始めている

ところであり、また、県におきましては、乗降

調査や地域住民へのアンケート、事業者等への

ヒアリングなど、見直しに必要な調査も行うこ

ととしております。

今後の人口減少を見据えますと、地域におけ

る移動手段を確保していくためには、これまで

のバス、鉄道といった公共交通に加え、コミュ

ニティバス、タクシー、さらにはスクールバス

など、地域のあらゆる輸送資源を活用すること

が重要でありますので、バス路線対策会議にお

いて、市町村や交通事業者と十分に協議検討

し、持続可能な地域交通ネットワークの構築に

取り組んでまいります。

コロナ禍において宮交バスや○武田浩一議員

ＪＲ九州等の経営状況の悪化も伝えられており

ますが、現在、串間市では、宮交の路線バスは

日南市の南郷から市木の幸島までの便しか市内

は走っておりません。ＪＲ九州日南線の便数も

年々減少している状況であります。自家用車の

ない方々は、日南市の県病院、宮崎市の県病院

・大学病院、専門の民間病院にも簡単には行け

ないのです。このことは、串間市だけの問題で

はなく、県民の近い将来なのです。

地域公共交通計画は、国が定める「地域公共

交通の活性化及び再生の推進に関する基本方

針」に基づき、交通事業者や地域の関係者との

協議を重ねることで作成していくものです。
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従来のＪＲ、バス、タクシーといった既存の

公共サービスを最大限に活用した上で、必要に

応じて自家用有償旅客運送やコミュニティバ

ス、スクールバス、福祉輸送や、病院、商業施

設、宿泊施設、企業などの既存の民間事業者に

よる送迎サービス、物流サービス等の地域の多

様な運送資源についても最大限活用していただ

き、従来の縦割りや地域間等の垣根も越えて、

早急に持続可能な県内一円を循環する「地域交

通網」を構築していただくよう、お願い申し上

げます。

農政に移ります。

環境農林水産常任委員会で、本年７月６

日、15日に、都城市石山地区や日之影町にて、

鳥獣被害対策の取組、ジビエ利活用促進への取

組等、意見交換してまいりました。

県も市町村も長年にわたり取り組まれている

課題でありますが、まず農作物への鳥獣被害に

ついて、これまでの被害状況及び生息数の推移

と予算額について、農政水産部長に伺います。

農作物の被害○農政水産部長（牛谷良夫君）

額は、10年前の平成23年度は約３億5,400万円で

したが、市町村の調査基準が統一され、調査の

精度をより高められた結果、平成24年度は約10

億400万円となり、これをピークにその後は減少

傾向で、昨年度は約３億5,000万円と、ピーク時

の35％になっております。

次に、野生鳥獣の生息数は、生息数を把握し

ている鹿では、平成24年度の約14万7,000頭を

ピークにその後は減少し、直近のデータである

令和元年度は約８万5,000頭と、ピーク時の58％

になっております。

また、国の交付金等を活用した被害対策に係

る予算額については、平成23年度は１億533

万9,000円でしたが、昨年度は４億7,902万3,000

円で、10年前の4.5倍となっております。

次に、有害鳥獣として駆除し○武田浩一議員

たとはいえ、その命を大切に有効活用すべきで

あると考えますが、ジビエとしての利活用の状

況と、今後どのように取り組んでいかれるの

か、農政水産部長に伺います。

捕獲したイノ○農政水産部長（牛谷良夫君）

シシや鹿のジビエとしての利用は、令和元年度

は4,013頭であり、前年度より約1,400頭多く、

増加傾向にはあるものの、捕獲した総頭数の約

８％にとどまり、まだ十分に活用されていない

状況にあります。

このため県では、ジビエの利用拡大を図るた

め、処理加工施設の整備を支援しますととも

に、処理加工従事者や調理師等を対象にした研

修会や、県民へのジビエの普及や消費拡大を目

的とした「みやざきジビエフェア」の開催など

に取り組んでいるところであります。

今後はさらに、県内のジビエ処理加工事業者

と外食産業事業者との全国規模での連携など、

国が進めるジビエ利用拡大に向けた取組も積極

的に活用し、有害鳥獣のジビエとしての利用拡

大に取り組んでまいります。

ＳＤＧｓや循環型社会の考え○武田浩一議員

方が世界的な潮流となっていますし、自然界と

の共生が、回り回って私たちのためになると理

解されております。

農作物の被害も軽減しながら、野生鳥獣と共

存していく、野生鳥獣が生息しやすい環境に配

慮した森林づくりの必要性も考えられますが、

県はどのように取り組んでいくのか、環境森林

部長に伺います。

野生鳥獣によ○環境森林部長（河野譲二君）

る被害を防止するためには、捕獲や防護柵の設

置等に加え、野生鳥獣が生息しやすい森林環境
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を確保することも重要であると考えておりま

す。

このため県では、森林が野生鳥獣の生息場所

や餌場となるよう、国の森林整備事業や県の森

林環境税などを活用し、水源地等の上流域にお

ける広葉樹の植栽を支援しております。

加えて、森林ボランティアや地域住民による

植樹活動に対し、実のなる広葉樹の苗木提供な

どの支援も行っているところであり、広葉樹の

植栽面積については、現在の年間約300ヘクター

ルから、令和12年度に400ヘクタールへ増加させ

る目標を掲げております。

また、人工林においては、林内に天然の植生

を促す適切な間伐の実施を推進しております。

今後とも、市町村や関係団体と連携しなが

ら、天然林の保全をはじめ、生物多様性を有し

た豊かな森林づくりに、積極的に取り組んでま

いりたいと考えております。

農産物の鳥獣被害をゼロに近○武田浩一議員

づける、その予算、また野生鳥獣の生息数の管

理、捕獲した有害鳥獣の利活用など、課題は山

積しております。しかし、自然と野生鳥獣、

我々との共生に取り組んでいくときに来ている

ようであります。

次に、串間市大束地区の農業を半世紀牽引し

てきたカンショが、ここ４年、サツマイモ基腐

病により、産地の危機に瀕しております。ま

た、全国各地に広がっているようですが、どの

ような状況なのか、農政水産部長に伺います。

サツマイモ基○農政水産部長（牛谷良夫君）

腐病は、平成30年11月に国内で初めて沖縄県で

確認され、12月には鹿児島県で、翌年１月には

本県においても確認されたところです。

その後、令和２年度には、福岡県や熊本県、

長崎県など西日本の６県、今年度に入り、千葉

県、茨城県のほか北海道など、東日本の11都道

県でも確認されるなど、８月末現在、近畿・中

国地方を除く20都道県に拡大している状況であ

ります。

なお、各地のサツマイモ基腐病の発生状況

は、本県や鹿児島県など、農家の圃場で発生が

確認されている地域もあれば、家庭菜園での発

生のみが確認されている地域もあるなど、様々

であります。

次に、串間市におけるサツマ○武田浩一議員

イモ基腐病の今年の発生状況と、今後どのよう

に取り組んでいくのか、農政水産部長に伺いま

す。

串間市では、○農政水産部長（牛谷良夫君）

サツマイモ基腐病に対する生産者や関係者等の

防除意識が非常に高くなっておりまして、生産

者自ら、早期に発病株を発見し、圃場から持ち

出すことが定着していることに加えまして、健

全苗の確保や土壌の消毒、ドローンによる一斉

防除の実施など、関係機関も一体となった防除

対策の徹底に取り組んできたところです。

しかしながら、８月の長雨等により、主に９

月から収穫の始まります普通掘り栽培を中心に

被害の広がりが見られ、今後のさらなる状況の

悪化が懸念されるところであります。

県としましては、引き続き、病原菌を「持ち

込まない」「増やさない」「残さない」の３つ

の対策を基本に、早植えの推進や地域ぐるみで

の輪作体系の構築、耐病性品種の導入などに取

り組みますほか、新たな農薬の早期登録拡大に

向け国等への働きかけを行うなど、生産者、関

係機関・団体と一体となり、スピード感を持っ

て取り組んでまいります。

次に、サツマイモ基腐病対策○武田浩一議員

について、ＪＡ串間市大束や県酒造組合から県
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に対して要望があったと聞いておりますが、知

事の所感を伺います。

本県のカンショは、作○知事（河野俊嗣君）

付面積が全国第４位、産出額は第５位を誇る重

要な品目であります。その中で、特に串間市の

「ヤマダイかんしょ」は、全国有数のブランド

であり、また、７年連続日本一となった本格焼

酎の原料としても、欠かせない農作物であると

認識しております。

このたびの要望につきましては、地域農業や

農家経営を支えてきたカンショという大事な品

目を守りたい、また本県のフードビジネスを支

える焼酎産業を守りたいといった、生産者や酒

造業者の皆様の切実な声が取りまとめられたも

のでありまして、私は、産地を守るための生産

者の方々の努力や思い、また産業界からの期待

に応えるべく、サツマイモ基腐病の根絶への思

いというものをより一層強くしたところであり

ます。

これまでも、国や関係県と連携して取り組ん

でまいりましたが、引き続き国に対して、感染

拡大の原因究明や対策の確立、国庫補助事業の

支援継続などを強く要望するとともに、引き続

き、地域の皆様と一体となって、全国有数の本

県カンショ産地がこれまで以上に発展し、永続

することができるよう、産地振興に取り組んで

まいります。

ありがとうございます。毎回○武田浩一議員

質問しております。農家からは悲痛な叫びが聞

こえております。

平成30年度から発生したサツマイモ基腐病に

対して、知事をはじめ県、関係者の支援・対策

に感謝を申し上げます。

しかし、答弁にありましたように、現在、全

国的な広がりも見せ、本年度も、本県の主要作

物である食用カンショ、並びにカンショ農家は

大変厳しい状況にあります。農家をはじめ、本

県物産を代表する本格焼酎産業の県酒造組合か

らも要望があったということで、農政だけの問

題ではなく、県全体として取り組んでいただき

たいと思います。

生産者の病気に対する諦め感からの脱却、病

気に強い新品種の早期取組、輪作体系への取組

・指導体制の支援強化、離農農家対策と経営継

続農家への支援対策、特に若手生産者への継続

的支援、全国17都県に広がっている病気対策の

緊急性・重要性の意識向上、病気に効果のある

新農薬の早急な開発・登録の要請、国庫事業・

県市補助事業の継続的な対策をよろしくお願い

いたします。

では次に、第八次宮崎県農業・農村振興長期

計画において、スマート生産基盤の確立による

産地革新として、スマート農業の普及・高度

化、効率的な基盤整備の確立、分業による生産

体制の構築、安定した生産量の確保、産地加工

機能の強化、産地革新を進める試験研究・普及

の強化とあります。

本県におけるスマート農業の現状と今後の推

進の方向性について、農政水産部長に伺いま

す。

スマート農業○農政水産部長（牛谷良夫君）

は、省力化や生産性の向上を図りますととも

に、農業後継者や新規参入者の円滑な就農を促

進する上でも重要な取組であると認識しており

ます。

このため、スマート農業に関する技術の実証

や、研修会の開催、機械・機器の導入支援など

のスマート農業の普及の取組を通して、ＩＣＴ

を活用した施設園芸の環境制御や、露地園芸の

ロボットトラクター、肉用牛の発情発見装置な
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どの導入が進みつつあります。

今後は、これまでの取組に加えまして、ス

マート農業の基本となるデータの見える化や、

意欲ある農業者とメーカーが連携した実証等を

進めますとともに、スマート農業の導入効果が

十分発揮できるよう、農地の区画拡大などの圃

場整備にも力を入れ、スマート農業導入の加速

化に努めてまいります。

今、スマート農業の導入効果○武田浩一議員

が十分発揮できるように、農地の区画拡大など

圃場整備にも力を入れるとありました。

スマート農業推進のためにも、基盤整備を早

急に進めるべきだと思いますが、県内の水田の

圃場整備の取組について、農政水産部長に伺い

ます。

水田の圃場整○農政水産部長（牛谷良夫君）

備は、スマート農業に対応した農地の区画拡大

はもとより、担い手への農地の集約や高収益作

物への転換を図る上でも非常に重要でありま

す。

このため県では、第八次長期計画において、

従来の圃場整備事業に加え、畦畔除去等の簡易

な基盤整備の推進により、令和７年度までに725

ヘクタールを整備する計画としております。

現在、県内では16地区で圃場整備を実施して

おりますが、事業採択に向け計画策定中の13地

区をはじめ、新たな圃場整備のニーズも一層高

まっておりますことから、今後とも、市町村や

関係団体と連携しながら、積極的に事業を推進

してまいります。

圃場整備の重要性は、十分に○武田浩一議員

私たちも共有して認識しておりますが、県内

で、圃場整備工事における入札の不調・不落が

起こっていると聞きますが、対策について農政

水産部長に伺います。

水田の圃場整○農政水産部長（牛谷良夫君）

備工事においては、軟弱地盤などの現場条件の

厳しさや、稲作等の営農に伴う工期の制約など

により、一部で入札の不調・不落が生じている

と認識しております。

このような状況を受け、今年度、設計段階に

おいて発注者、設計者及び施工技術者が意見交

換を行う、三者検討会を初めて活用し、よりき

め細かな積算を行いますとともに、地元との作

付調整による工期の制約軽減を図り、受注しや

すい環境づくりを行った結果、不調・不落の解

消に結びついた事例が出てきたところでござい

ます。

今後とも、このような事例を踏まえ、現場か

ら寄せられる意見に耳を傾け、現場の実態に即

した積算に努めるなど、不調・不落対策にしっ

かりと取り組んでまいります。

本県の農政を進めていく上○武田浩一議員

で、基盤整備は大変重要な課題であります。設

計者、施工業者としっかりと意見交換を行い、

不調・不落対策をよろしくお願いいたします。

次に、各警察署管内で交番・駐在所の統廃合

の説明会が実施されると聞いておりますが、警

察署、交番・駐在所は、地域住民の安心・安全

に寄与し、心のよりどころであり、その地域に

あって当たり前、なくてはならないものであり

ます。

交番・駐在所の統廃合の方針、目的について

県警本部長に伺います。

本県警察では、○警察本部長（佐藤隆司君）

交番・駐在所の統廃合により、警察官を交番や

駐在所に集中配置したり、警察署パトカーの勤

務員を増強する方針で進めております。

その目的は、警察官を集中配置することで、

複数の警察官で効率的に職務執行に当たること
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により、現場執行力の向上を図るほか、全国的

に発生している交番等襲撃事件への対処能力の

向上を図ることを目的としております。

また、昼夜を分かたず警戒態勢を維持する交

番や警察署パトカーの勤務員を増強すること

で、夜間警戒力の向上を図ることも目的として

おります。

交番・駐在所の統廃合により、施設数は減少

することとなりますが、統廃合により配置転換

が可能となった警察官については、原則、同じ

警察署内の交番やパトカーの勤務員として配置

し、引き続き地域の治安維持に当たらせる方針

でありますので、地域の治安維持体制はさらに

向上できるものと考えております。

本部長の答弁で、「全国的に○武田浩一議員

発生している交番等襲撃事件への対応能力の向

上を図る」という目的は、理解できないことも

ないのですが、交番・駐在所の統廃合により、

地域の治安維持体制が向上できるとは素直に思

えませんし、実際に説明に回られても、住民の

方々も理解できないと私は思います。また、地

方切捨て、財政の問題ではないかと邪推してし

まいます。

本県の人口減少が続く中、過去10年の条例定

員を見ますと、平成23年の1,998名から、令和３

年には2,034名と増加、小規模警察署の定員もほ

とんど減っておりませんから、これまでの県警

本部の方針と日頃の働きには敬意を表します

が、サイバー犯罪、人身安全関連事案、特殊詐

欺、テロ等対策など犯罪が多様化する中、効率

の追求による統廃合ありきではなく、国に対し

て、警察官の定員増強を求めるべきであると私

は思います。

では、これから交番・駐在所の統廃合をどの

ように進めていくのか、警察本部長に伺いま

す。

交番・駐在所の○警察本部長（佐藤隆司君）

統廃合は、地域の実情を踏まえつつ、地域住民

の方々への丁寧な説明を行いながら進めていく

方針であります。

具体的には、警察行政に御協力いただいてい

る警察署協議会や、交番・駐在所連絡協議会の

委員の方々をはじめとして、自治会や市町村

長、地元選出議員の方々など、地域の要職に就

かれている方々を中心に、統廃合の必要性や実

施予定等について、丁寧に説明を行っていくこ

ととしております。

今回の統廃合が地域の安全・安心につながる

機能強化のためであることを、地域住民の方々

に御理解いただいた上で進めてまいりたいと考

えております。

本部長の答弁では、警察署協○武田浩一議員

議会や交番・駐在所連絡協議会の委員、自治会

や市町村長、地元選出議員等々に、丁寧に説明

を行いながら、理解いただいた上で進めるとの

ことですが、統廃合決定ありきで進んでいくの

ではないかと大変危惧しております。

地元選出議員等々とありますので、まずは、

我々県議が理解できるような丁寧な説明を、重

ねてお願いいたします。

次に、教育行政について伺います。

県内の人口減少・少子化等により、生徒数も

年々減少しております。県央部から離れた県立

高校では生徒募集に苦慮し、地元自治体が単独

の予算をつけて、地域住民とともに涙ぐましい

存続活動を続けています。

改めて施設を見ましたが、私が卒業した40年

前とほとんど変わらない校舎に懐かしさを覚え

ましたが、反面、この校舎をまだ使っているこ

とにびっくりいたしました。
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そこで、県立学校施設の老朽化の現状と対策

について、教育長に伺います。

県立学校の施設整○教育長（黒木淳一郎君）

備につきましては、平成25年度まで耐震化を最

優先に進めてきたところであります。

しかしその一方で、築後30年以上の建物の割

合が、令和３年４月の時点で65％を超えるな

ど、学校施設の老朽化とその対策は重要な課題

となっております。

このため、校舎の外壁や屋根防水を改修した

り、空調等の設備を更新するなど、安全性や耐

久性、機能性を高めて、建物の長寿命化を図っ

ているところであります。また、長期的な使用

に支障があることが判明した場合は、建て替え

等についても検討することとしております。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

安全・安心はもとより、児童生徒にとって魅力

と活力のある教育環境の整備に努めてまいりま

す。

教育長、もちろん、使える施○武田浩一議員

設を大切に使用する考えは理解できます。いろ

いろ御意見をお聞かせいただいたところによる

と、60年以上たった施設も、80年に向けて長寿

命化を図っていくと聞いております。安全・安

心はもとより、児童生徒にとって魅力ある教育

環境の整備として、教育委員会内で、新校舎建

設も含めて計画的な施設整備を検討していただ

きたいと思います。

私も４年前に串間市選出の県議になって以

来、県立高校の存続について議論させていただ

いてきております。

そこで今回は、地域における県立学校の役割

と存続について、知事の考えをお伺いいたしま

す。

地域におきまして県立○知事（河野俊嗣君）

高等学校は、本県高校生の豊かな学びと成長を

保障する場でありまして、地域への愛着や誇り

を育みながら、将来を担う子供たちを育成する

といった大切な役割があると考えております。

また近年、県立高校には、地域コミュニ

ティーの拠点となる地方創生の核としての役割

も高まってきておりまして、地域の持続的成長

を支える人材育成の中心となることが期待され

ていると考えております。

なお、県立高校の存続につきましては、地域

のニーズや実態等を踏まえながら、本県高校生

にとって、よりよい教育環境を提供していくと

いう視点に立って判断されるべきものでありま

して、県教育委員会において適切に検討される

ものと考えております。

私ごとでありますが、末娘が○武田浩一議員

本年、地元、私の母校であります県立福島高等

学校に入学いたしました。今１年生でありま

す。

今、知事と教育長の答弁をお聞きして、県民

のトップとして、また県教委のトップとして、

もう少し積極性があってもいいんじゃないかな

と思います。

少子高齢化や人口減少の課題等が山積する

中、また地方創生、地方回帰、ＳＤＧｓ、循環

型社会等、私たちを取り巻く環境が大きく変化

しても、国の根幹は教育にあると私は思いま

す。県立学校は県が守り育てる、よりよい学習

環境をつくっていきますという気概が欲しいと

感じるのは、私だけでしょうか。どうか、県立

学校の施設整備と存続は県が責任を持って、国

の、県の未来を担う子供たちにすばらしい教育

環境を与えていただきたいと願います。

次に、本年７月10日から９月５日まで西都原

考古博物館にて、「百余国の“王”と「王之
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山」の玉璧～弥生時代の“王墓”と舶来品～」

「江戸時代に串間市の「王之山」から出土した

と伝えられる玉璧。この日本で出土したとされ

る唯一の“完璧”は、弥生時代においては、“王”

が所有する宝器として扱われていてもおかしく

ない資料です。しかし、その来歴は謎に包まれ

ています。本展示会では、「魏志倭人伝」に記

された国々に比定される 比定とは比較して―

定めることでありますが 北部九州地域の弥―

生時代の“王墓”に加え、豊富な副葬品を有す

る日本海沿岸地域の“王墓”の副葬品を通し

て、「王之山」と玉璧について考える」という

特別展が開催されました。その成果と今後の取

組について、教育長に伺います。

串間市から出土し○教育長（黒木淳一郎君）

たと言われる玉璧につきましては、現在、東京

の公益財団法人が所蔵しております。

このたび、西都原考古博物館では、国文祭・

芸文祭の関連行事としまして里帰り展を開催

し、地元串間をはじめ、改めて多くの方々に認

知される機会となりました。

今回の展覧会では、県外講師も招聘し、他地

域の弥生時代の王墓から出土した副葬品に関す

る講演会を開催するなど、玉璧が副葬された背

景について、新たな視点からの考察も行ったと

ころであります。

県教育委員会といたしましては、これまで中

国で出土した玉璧などについても、現地の博物

館を訪れ調査を行ってきたところでございます

が、今後も国内外の新たな資料収集に努めると

ともに、地元が進める調査等に対しまして、引

き続き協力してまいりたいと考えております。

日本に一つしかない唯一の完○武田浩一議員

璧、串間市から出土したと言われる玉璧が、宮

崎県に里帰りいたしました。

７月24日には、九州大学名誉教授・岩永氏と

島根県教育庁文化財課・池淵氏による関連講演

会も行われ、出土地とされる串間市からも多く

の方々が参加されました。

知事、副知事、教育長等々にも、串間市の玉

璧研究会の報告書もお渡ししました。昨年度１

年間の活動だけではなく、これまでの県教育委

員会、県内の地元考古学関係者の活動や仮説等

も含まれ、大変興味深い報告書になっていたと

考えます。

日本に唯一、一つの玉璧です。地元住民が進

める調査に協力いただきますとともに、県独自

の積極的な調査もお願いいたします。

次に、串間市の公共事業の現状について伺い

ます。

県道都城串間線は、私が市議会で、当時の野

辺修光市長に約12年前に質問したことを覚えて

おります。市長から、「私も県議時代から、住

民生活に必要な県道として訴え続けてきたが、

なかなか改良の進んでいないところでありま

す。今後ともしっかりと県に要望していきた

い」という答弁をいただいたことを覚えており

ます。

地域住民の方々も首を長くして待っておられ

る、県道都城串間線の大矢取工区の進捗状況に

ついて、県土整備部長に伺います。

県道都城串間○県土整備部長（西田員敏君）

線の未改良区間につきましては、特に交通に支

障となる箇所の部分的な拡幅などを進めること

としており、平成30年度から、串間市の大矢取

集落から都城市境までの約５キロメートルの区

間を大矢取工区として、整備に取り組んでいる

ところであります。

整備に当たりましては、地元の御意見も伺い

ながら、９つの箇所を設定し、これまでに測量
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や設計などを進めてきたところでありまして、

今年度は、集落に近い２か所の工事を進め、こ

のうち１か所、約90メートルが完了する予定で

あります。

引き続き、地元の皆様の御協力をいただきな

がら、早期整備を図ってまいります。

次に、ここも長年、地域住民○武田浩一議員

の方々が要望されている、幅員が狭く車の離合

も困難な県道一氏西方線の矢床地区の整備に、

今後どのように取り組んでいかれるのか、県土

整備部長に伺います。

県道一氏西方○県土整備部長（西田員敏君）

線につきましては、沿線住民の生活を支える重

要な路線であり、延長約７キロメートルのうち

約４キロメートルで、２車線の整備が完了して

おります。

残る約３キロメートルの未改良区間のうち、

議員に御指摘いただきました、矢床地区の約0.6

キロメートルにつきましては、特に幅員が狭

く、車の離合も困難な状況にあり、安全で円滑

な交通の確保の観点から、道路整備が必要と考

えております。

このため現在、整備ルートの検討を進めてい

るところでありまして、引き続き、早期の事業

化に向け、必要な調査設計を進めてまいりま

す。

次に、昨年、市木の石波地区○武田浩一議員

の自治会から、波消しブロックがひどい状態

で、台風の襲来等で住民の方々の人命、財産を

守れない、何とか改修をお願いしたいとの切実

な要望がありました。

今回、２か年で計画いただいている治山施設

機能強化・老朽化対策事業（石波地区）の進捗

状況について、環境森林部長に伺います。

串間市石波地○環境森林部長（河野譲二君）

区の海岸林は、人家や農地等を風害や塩害から

守るため、潮害防備保安林に指定しているとこ

ろであります。

県では、この保安林の高波による浸食防止を

図るため、治山事業により、延長約300メートル

の防潮施設を整備しております。

昨年度、この施設のうち、波消しブロックに

おいて、老朽化に伴う機能低下が確認されまし

たことから、治山施設機能強化・老朽化対策事

業により、今年度から２か年計画の増設・据え

替え工事に着手したところであります。

今年度は、全体計画の７割に当たる工事につ

いて、８月に契約を締結したところであり、来

年３月末に完了する予定であります。

残りの工事につきましても、次年度、必要な

予算を確保し、早期完成に努めてまいります。

串間市内の公共事業の一部に○武田浩一議員

ついて、現状と今後の取組を答弁いただきまし

た。

これは串間市だけの問題ではなく、県内全域

で同じような要望がいっぱい上がっていると思

います。地域住民にとっては、生活に密着した

切実なインフラ整備であります。今回、市木地

区の石波地区自治会から要望があったことが、

本当に翌年にすぐ予算化されたこと、地域住民

と一緒に大変喜んでおります。

県の財政を考えますと、全部が全部、すぐに

できる状況ではないと思いますが、地域住民が

安心・安全に暮らせるしっかりとした県政に、

県内のインフラ整備に努めていただきたいと思

いますので、今後ともよろしくお願いいたしま

す。

最後の質問となりました。

世界は、文化、経済、政治など、人間の諸活

動、コミュニケーションが、国や地域などの地
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理的世界、枠組みを超えて大規模に行われるよ

うになり、地球規模で統合、一本化されようと

しています。

歴史的に交流、物流、通信などの技術発展に

伴って、国際的な活動は活性化し、交流は深化

しています。特に、インターネットなどの情報

通信技術の発展が、地球規模でのコミュニケー

ションを早急に推進し、世界的なグローバル化

が進んできました。

今回の新型コロナウイルス感染症の世界的な

パンデミックは、グローバル化、大都市圏への

人口集中なども原因ではないかと言う方もい

らっしゃいます。合理性や生産性ばかりを追求

してきた現代に対しての警鐘ではないかと言う

方もいます。

コロナ禍により、経済を含めて人々の生活や

ライフスタイルが変わっていく中、知事のリー

ダーとしての心境、リーダーシップ観に変化は

ないのか、知事に伺います。

コロナのような治療法○知事（河野俊嗣君）

も確立されていない未知の感染症が広がりまし

たときに、これまでも人類の歴史で繰り返され

てきたところでありますが、はるか昔、太古の

時代にあっては、やはり感染の不安、将来への

不安、変化への不安、そういったものが高まる

中で、リーダーがその地位を追われるととも

に、迷信なども相まって、追われるだけではな

い仕打ちというものはあったのではないかとい

うことを感じるところであります。

今は科学の発達により、そのようなことはな

くなっておりますが、今御指摘がありましたよ

うな地球規模のインターネットの発達というこ

とで、例えばＳＮＳなどによりデマや陰謀論が

拡散する、不安が高まるあまり何かにすがりた

いという思いがそういう傾向を生み出し、さら

にはポピュリズムを助長するような、大変危険

な状況もあるのではないかと考えております。

そういう状況の中で、やはりこういうコロナ

対策のように、感染防止対策と社会経済の両立

を図る、極めて複雑で困難な課題にあっては、

これで一挙解決というような治療法なり感染防

止対策もないと考えております。

パンデミックの当初、ドイツのメルケル首相

のスピーチというものが大変注目を集めたとこ

ろでありますが、科学的知見に基づきながら、

国民に対し真摯に語っていく、そして、その理

解と協力を求めて社会的合意形成を図ってい

く、そこのプロセスが非常に重要であると考え

ております。

将来を見通して明確に方向性を示すこと、そ

のための道筋を示し、適時的確に実行していく

こと。自ら先頭に立って、この長く暗いトンネ

ルの先に希望の光を示していくということ、そ

して、人々を引っ張っていく強力な牽引力、そ

れらが求められていると考えておりまして、私

はこのような気概と覚悟を持って、今後とも県

勢の発展に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

知事、ありがとうございま○武田浩一議員

す。多分、正解だと思います。

リーダーシップ論に正解はないとは思うんで

すが、知事の思われていることが今、私は正解

だと思います。

米中対立の激化や地球温暖化防止、脱炭素が

大勢となった影響など、私たちは今、大きな時

代変革の中にあります。

これまで確かだと思っていたものが次々に奪

われ、八方塞がりの試練の中にいるリーダーも

いるでしょう。

その一方、絶体絶命のときだからこそ気づけ
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ることもあります。それは、何があってもこれ

だけは大切にしたいということへの気づきであ

ります。それによって意識が簡素になり、エネ

ルギーが１点に収れんして、全く新しい道が開

く。それは、牽引型のリーダーシップ、上意下

達の行き方を転換するチャンスでもあります。

これまでの経験や見識は横に置き、幹部から

一般職員に至るまで、また県民全員が助け合

い、それぞれの個性を存分に発揮できる気配り

が肝腎となります。リーダーにとっては、共に

戦ってくれる仲間の一人一人がいとおしく感じ

られ、共に歩むことのありがたさが身にしみ

る。これまでのリーダー観から脱皮し、難局を

切り抜ける真のリーダーシップに転換していく

原動力になり得ると思います。

真のリーダーシップには、道なきところに道

を開く挑戦の気概や、異質を愛する度量に加

え、このように立場を超え、一人一人がかけが

えのない存在であるということ、また、どんな

試練も一人一人が人間として成長する機会にで

きるという受け止め方が重要だと思います。

私は、世界中の国、各界のリーダーたちが悩

み苦しみながら、また新しいリーダーが立ち上

がる、そして、世界中が愛と平和にあふれる未

来への活性化につながるとすれば、コロナとい

う法外な災いからも光に転じる道は開くと信じ

ております。

以上で一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○濵砂 守副議長

きます。

次は、山下寿議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○山下 寿議員

んにちは。私は自由民主党、児湯郡選出の山下

寿でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

また本日も、地元からたくさんの傍聴に来て

いただきまして、大変ありがとうございます。

まず初めに、新型コロナウイルス感染症によ

りお亡くなりになった方々の御冥福をお祈り申

し上げますとともに、遺族の皆様に心よりお悔

やみを申し上げます。

また日々、医療の最前線でコロナの治療に当

たっていただいている医療関係者の皆様と、各

市町村でワクチン接種の業務に尽力していただ

いている関係者の皆さんに対し、心から感謝を

申し上げます。

さて、１年間延期された東京オリンピック・

パラリンピックも、世界中からたくさんの選手

が参加して、無事終了しました。日本選手団

も、過去に例を見ないほどのメダルを獲得し、

すばらしい大会であったと思います。

特に、本県出身の井上康生さんが監督を務め

た、日本のお家芸とも言える柔道においては、

合計12個のメダルを獲得するなど、その活躍と

成果に喜びが倍増し、たくさんの感動をいただ

きました。ただしかし、新型コロナウイルス感

染予防のため、ほぼ全試合が無観客で行われた

ことは残念でありました。

一方、政局に目を移してみますと、９月３日

に菅総理が、新型コロナ対策に専念するため、

自民党総裁選には立候補しないことを突然表明

されました。菅総理はその後の会見の中で、首

相に就任してこの１年の新型コロナ対策につい
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て問われ、闘いに明け暮れ、国民の命を守る一

心で走り続けたと総括した上で、新型コロナ対

策と総裁選は莫大なエネルギーが必要で、両立

はできないと締めくくっています。

自民党総裁選には立候補せず、首相として最

後のときまで新型コロナと闘うことを決断され

た菅総理には、本当に頭が下がります。

９月29日の自民党総裁選、その後の衆議院選

と、世の中はしばらく選挙モードに染まること

が予想されます。しかし、そんな中でも絶対に

避けて通れないのが、新型コロナ対策でありま

す。

中国武漢で新型コロナウイルスの発生が確認

されてから１年８か月が過ぎようとしている現

在においても、その勢いはとどまるところを知

らず、猛威を振るい続けています。

変異したデルタ株の影響で、10歳未満の若者

の感染が急増し、９月12日の時点で、全国の感

染者数が164万3,710人、死者が１万6,762人と

なっております。

その結果、大都市を中心に緊急事態宣言が発

令されるとともに、本県においても、まん延防

止等重点措置が取られました。

本日13日に解除予定であった、まん延防止等

重点措置も、宮崎市については今月末まで延長

されることになりました。また、県独自の緊急

事態宣言も今月末まで延長されることとなりま

した。

それでは、発言通告書に従って、知事、関係

部局への質問に入ります。答弁よろしくお願い

いたします。

まずは、新型コロナウイルス対策について質

問します。

東京オリンピック・パラリンピック、全国高

校野球甲子園大会、夏休み、お盆と、この約１

か月半は、特に人の動きが多い時期でありまし

た。そんな中で第５波が発生し、変異したデル

タ株が猛威を振るい、感染が爆発的に急増しま

した。

知事も、テレビで毎日のように県民に呼びか

けられ、不要不急の外出や県外との往来、県外

からの帰省は自粛していただくよう、お願いを

されました。でも、感染拡大の勢いは抑え切れ

ず、県独自の緊急事態宣言に至ったわけであり

ます。

県内へのウイルスの持込みを防止する水際対

策の一環として、県は、県境を往来する希望者

に対して、格安のＰＣＲ検査の支援事業を実施

されました。通常、医療機関等で無症状の方が

自己都合によりＰＣＲ検査を受ける場合、その

費用は約２万円前後かかるそうです。

県民誰もが安心して安全な生活を送りたいと

思っている。でも、それを確認するために毎回

約２万円前後の費用がかかっていては、生活が

成り立たなくなります。

そこで、知事にお伺いします。

県境往来者に加え、感染の不安を抱える県民

にもＰＣＲ検査を受けやすい環境を整備するこ

とはできないか伺いたい。

以上で壇上の質問を終わり、その後の質問は

質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

県におきましては、県外からのウイルスの持

込みを防ぐ水際対策として、来県者や県外との

間を往復する県民等を対象としまして、無料ま

たは低額でＰＣＲ検査を受けることができる事

業を実施しているところであります。

この検査は、医療機関における医師の診察を

伴わない簡易的なものではありますが、県民の
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安全・安心を確保する取組として実施している

ものであります。

その一方で、県内では、まん延防止等重点措

置及び県独自の緊急事態宣言の延長がなされて

いる状況にあります。

このところ、県民の皆様の協力によりまし

て、新規感染者数は減少傾向を示しているとこ

ろでありますが、まだ多くの感染者が発生して

おりまして、例えば、日頃付き合いのある方が

濃厚接触者等となるなど、自らの感染に関する

県民の皆様の不安にもしっかりと対応していく

必要があると考えております。

このため現在、県内向けの検査体制の強化に

つきまして検討を行っているところでありまし

て、議員の御指摘も踏まえ、早期の実現を図っ

てまいります。以上であります。〔降壇〕

よろしくお願いしておきま○山下 寿議員

す。

ポストコロナにおける宮崎県の観光振興を

図っていく上でも大事な、宮崎空港の機能強化

についての質問をします。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、日

本の航空業界はいまだ厳しい状況が続いていま

す。

一方、ワクチン接種の普及が進むアメリカで

は、大手の航空会社が黒字に転換するなど、ポ

ストコロナ禍における新たな様相が見え始めて

いるのも事実です。

日本においても今後、ワクチンの接種率が高

まるにつれて観光や出張などの需要が復活すれ

ば、航空業界の業績も回復してくるのではない

かと思います。

ところで皆さん、私はかつて、飛行機で宮崎

に帰るとき、宮崎空港の天候不良により、飛行

機が宮崎空港に着陸できなかった経験を何回も

したことを、記憶しております。

東京から帰るとき、宮崎空港に着陸できな

かった飛行機は、目的地を鹿児島空港に変更さ

れたり、福岡から帰るときは、宮崎空港の上空

まで来ておって福岡空港に引き返したりと、そ

の後、宮崎に帰るために大変な思いをしたのを

思い出します。恐らく同じ経験をされた方が、

この中にもいらっしゃるのではないでしょう

か。飛行機の欠航や目的地が変更される状況の

発生を、極力少なくしないといけないと思いま

す。

そこで、施設の機能面からお尋ねします。航

空機が視界不良時に安全に着陸するための施設

について、宮崎空港の現状を県土整備部長にお

伺いします。

宮崎空港を所○県土整備部長（西田員敏君）

管している国に確認しましたところ、視界不良

時や夜間の着陸を支援するものとして、地上か

ら電波を発射し、着陸を誘導するＩＬＳ（計器

着陸装置）及び飛行場灯火が整備されていると

のことであります。

ＩＬＳというのは、飛行場に○山下 寿議員

設置されているアンテナから出た電波を飛行機

が受信し、着陸進入が安全に行われているかを

パイロットが判断するための装置です。だか

ら、ある程度天候が悪くても、飛行機は安全に

着陸することができるようになっております。

実は、九州各県の主要飛行場、例えば福岡県

であれば福岡空港、大分県であれば大分空港、

主要飛行場には全てＩＬＳが設置されていま

す。では、どこの飛行場も条件は全部同じかと

いうと、そうではないんです。宮崎空港と他の

飛行場では、違うところがあるんです。それは

何かというと、飛行場にＩＬＳで着陸する場合

に、着陸することができる最低の気象条件が、
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宮崎空港だけが違うんです。

具体的に申し上げますと、宮崎空港における

最低気象条件が、視程1,000メートルであるのに

対し、他の主要飛行場は、どこの飛行場も視

程550メートルになっています。熊本空港はＩＬ

Ｓの性能が別格なので、条件が整えば視程100

メートルまで大丈夫ということです。

視程とは、私たちの目で見ることができる距

離のことを言うんです。例えば、宮崎県庁から

県病院の近くにある小戸小学校までの直線距離

が約1,100メートルなんです。だから、視程

1,000メートルのときは、県庁から小戸小学校を

目で見ることができないということなんです。

では、視程550メートルはどのくらいかという

と、小戸小学校と県庁のちょうど中間に宮崎医

療センター病院がありますけれども、それが直

線距離で550メートルであります。大雨や霧など

の影響で、小戸小学校が見えなくなることが

あっても不思議ではありませんが、宮崎医療セ

ンターが見えなくなるような悪天候は、そう

めったにないと思います。

ではなぜ、宮崎空港の最低気象条件だけが視

程1,000メートルなんでしょうか。宮崎空港に設

置してあるＩＬＳと、他の主要空港のＩＬＳ

は、性能的に別格の熊本空港を除いては同じな

んです。

だから本来、宮崎空港も視程550メートルで着

陸できるはずなのですが、実は、宮崎空港の飛

行場に標準式進入灯というライトが設置されて

いないために、それができないという状況に

なっているわけです。つまり、宮崎空港に標準

式進入灯を設置すれば、最低気象条件が1,000

メートルから550メートルまで引き下げられるの

で、欠航や目的地の変更が少なくなるというわ

けです。

ポストコロナ禍における観光需要等の増加を

見据え、多くの方により安心して利用していた

だくためにも、宮崎空港の機能強化について、

このような要望を関係する機関に届けていただ

けることを要望します。特に、国交省からおい

での永山副知事、よろしくお願いしておきま

す。

次は、宮崎空港の利用促進について質問いた

します。

宮崎空港をより利用しやすく、より快適なも

のにするためには、旅行者や帰省者向けの魅力

的なキャンペーンなど、サービスの向上も重要

な要素であると思います。報道によりますと、

国は、ワクチンの接種状況を踏まえ、今年の11

月以降に、本格的に人流抑制を緩和する方向で

あると言われています。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。ポス

トコロナ禍を見据え、宮崎空港の利用を促進す

るための施策について、どのように考えてい

らっしゃるかお尋ねします。

宮崎空港で○総合政策部長（松浦直康君）

は、新型コロナの感染拡大によりまして利用者

が大幅に減少するなど、甚大な影響を受けてお

りますが、大都市から遠距離にある本県にとり

まして、航空路線は欠くことのできない交通基

盤であり、しっかりと維持していく必要があり

ます。

このため県では、公共交通事業者と連携した

利用促進策として、「みやざき、のってん！プ

ロジェクト」に取り組んでおります。このプロ

ジェクトは、県民の県外への旅行や、里帰り利

用に対し運賃割引等を行い、観光誘客と併せて

公共交通機関の利用促進を図るものでありま

す。

現在、県内では新型コロナが拡大しておりま
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して、感染防止対策を最優先に取り組んでおり

ますので、事業を中断しておりますが、この状

況が収まった後は事業を再開し、感染対策にも

しっかりと取り組みながら需要回復を図ること

で、航空路線の維持に努めてまいります。

次に、県立農業大学校前の国○山下 寿議員

道10号の歩道未整備区間についてお伺いしま

す。

実は私は、50数年前に卒業した、今の農業大

学校の前身の学校の卒業生であります。

その頃は、学校前の道路の交通量はそんなに

多くなかったのですが、現在は、大型トラック

などが頻繁に行き来している、極めて交通量が

多い道路となっています。

あるとき、地元の有権者の方から手紙が届き

ました。その手紙にはお願い事が書いてありま

した。それは、川南町立国光原中学校付近から

北に延びる国道10号の歩道未整備区間を整備し

てほしいという内容でした。

私はすぐに現地に赴き、現場を確認しまし

た。すると、数十年前に整備したときのまま

で、片側約300メートルに歩道自体がなかった

り、歩道があっても極端に狭かったり傾斜が

あったり、お世辞にも整備されているとは言い

づらい状況でありました。

多くの町民が道路を利用しているのはもちろ

んで、地元の小中高の生徒さんたちが毎日、そ

の歩道が整備されていない道路を利用して通学

している状況でした。この状況は早く改善しな

ければいけない。特に子供たちの安全を確保し

なければいけないと私は思いました。

そこで、県土整備部長にお尋ねします。片側

歩道となっている国道10号の農業大学校前の区

間について、両側歩道整備に向けた現在の状況

をお伺いいたします。

国道10号の県○県土整備部長（西田員敏君）

立農業大学校周辺は、自動車交通量も多く、付

近には小中学校もあり、おおむね両側に歩道が

整備されているところですが、一部の区間は片

側歩道となっている状況であります。

この区間の両側歩道への整備について、国

道10号を管理している国に確認しましたとこ

ろ、事業着手のためには、沿線住民の御理解が

不可欠であることから、現在、川南町と協力し

て、計画への同意を得るための地元との調整を

行っているところと伺っております。

先ほども私が言いましたよう○山下 寿議員

に、これは大切な歩道ですので、どうか一日も

早く整備ができるように、お力添えをよろしく

お願いいたします。

それでは次に、今年の夏の甲子園野球大会に

は、県立宮崎商業高校が参加する予定でありま

したが、新型コロナの影響で出場ができなく

なったことは、非常に残念でなりません。来年

こそ、ぜひ頑張っていただきたいと思います。

また、８月に開催された北信越全国高校総合

体育大会では、宮崎第一高校の男子空手部が優

勝し、日章学園高等学校ボクシング部において

は、団体優勝と３階級を制覇する偉業を成し遂

げられました。本当におめでとうございます。

最近、こういった形で全国大会で優勝した

り、全国大会出場の常連となっている学校は、

私立学校が多いのではないかと思います。確か

に、私立学校であるがゆえに、その分野に特化

した教育に力を注がれるゆえの成果だと思うの

ですが、その結果は確実に、宮崎県全体の知名

度向上につながっていることに間違いはありま

せん。今後とも、私立学校の皆さんには頑張っ

ていただきたいと思います。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。県内
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の私立中学校の生徒について、10年前と今年の

状況をお伺いいたします。

文部科学省の○総合政策部長（松浦直康君）

学校基本調査の結果によりますと、県内の私立

中学校の生徒数は、今年度が2,101人、10年前の

平成23年度が1,701人となっております。

中高連携した教育など、魅力ある学校づくり

や、オープンスクールなどの広報活動に積極的

に取り組んできたこともあり、この10年間で400

人増加しております。

10年で400人ということは、割○山下 寿議員

りますと１年で40人なので、公立の中学校でい

えば、約１クラス分の生徒さんが私立に行って

しまったということなんです。

なぜ私立中学校の状況をお聞きしたかという

と、私立中学校に行った生徒さんのほとんど

は、そのまま私立高校に入学される可能性が高

いのです。生徒さんには、公立には公立の魅力

があることを感じてもらい、公立の学校を選ん

でもらえるような学校づくりが必要なのではな

いかと思います。

そこで、教育長にお尋ねします。公立中学校

をより魅力あるものにする必要があると考える

が、教育長の考え方をお聞きします。

少子化の中、私立○教育長（黒木淳一郎君）

中学校に進学する子供が増えてきた現状は、県

教育委員会といたしましても、市町村教育委員

会と共有する課題だと捉えております。

議員御指摘のとおり、公立中学校が選ばれる

学校となる必要があると考えております。

公立中学校の大きな魅力の一つは、子供たち

の身近にある地域の人・物・自然であり、それ

らを活用した学習ができるという点にありま

す。

教科等の学習や、学校行事における地域との

関わり、地域行事への参加を通じた様々なふる

さとの学びが、子供たちの豊かな人間性を育む

礎になるものと考えております。

また、全ての公立中学校において整備が完了

したＩＣＴ端末も、魅力の一つであります。こ

れらを活用することにより、子供たち一人一人

の学力をこれまで以上に保障することが可能に

なります。

このような魅力を生かした取組を進めるため

には、校区内の小学校と密に連携を図るととも

に、その魅力や特色をなお一層積極的に発信し

ていくことが、極めて重要であると考えており

ます。

今答弁いただいたとおりだと○山下 寿議員

思います。ぜひ、公立中学校が皆さんから好ま

れるような中学校になるように、よろしくお願

いいたします。

次に、近年、地球環境の変化に伴い、集中豪

雨などによる災害が発生することが多くなって

おります。昨年の９月６日、椎葉村下福良で前

日から降り続いた大雨のために山の傾斜が崩

れ、その土砂で建設会社の事務所が押し流され

たことは、皆さんの記憶に新しいところだと思

います。

この災害により４名の方の貴い命が奪われま

した。亡くなられた方の御冥福をお祈り申し上

げます。

さて、災害はいつどこで発生するか、これを

正確に予測できる人はどこにもいません。その

災害に対して我々ができることは、それに備え

ることなのです。

皆さんは、「72時間の壁」という言葉をどこ

かで耳にされたことがあると思います。一般的

に、被災してから３日間、すなわち72時間を過

ぎると、生存率が著しく低下すると言われま
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す。

つまり、いかに早く被災者を救助するかが、

災害による犠牲者を減らす大きな鍵になってい

るのです。

昨年度、新田原基地がある新富町で、新富ス

マートインターチェンジ（仮称）が新規事業化

されました。この決定は、地域の振興及び産業

の活性化を後押しするものでして、大変喜ばし

いことだと思います。

また、この周辺地域において災害が発生し、

災害派遣の要請を受けた新田原基地が、救助用

機材や災害用、復旧用の重機を速やかに被災地

に届ける上においても、新富スマートインター

チェンジは重要な役割を果たしてくれるものと

思います。

そこで、県土整備部長にお伺いします。現

在、新富スマートインターチェンジの建設が予

定されているところの道路状況を見てみます

と、道路幅が狭く、複雑に入り組んでいるとこ

ろが非常に多く、災害復旧用の重機などを速や

かに通行させるには厳しい状況にあると思いま

す。

そこで、新田原基地から新富スマートイン

ターチェンジへのアクセスルートである、県道

川床日向新富停車場線の整備状況をお伺いしま

す。

県道川床日向○県土整備部長（西田員敏君）

新富停車場線につきましては、現在事業中の

（仮称）新富スマートインターチェンジが接続

する、県道高鍋高岡線と新富市街地を結び、沿

線住民の生活を支える重要な路線であります。

また、この路線のうち、上新田小前交差点か

ら平伊倉交差点までの区間につきましては、議

員御指摘のとおり、大規模災害発生時に新田原

基地から新富スマートインターチェンジへのア

クセス道路としての利用も想定されることか

ら、現在、未改良区間約1.3キロメートルのうち

約800メートルを、湯之宮工区として整備を進め

ているところであり、今年度、約200メートルを

供用する予定であります。

県としましては、引き続き必要な道路予算の

確保に努め、早期整備に向け、しっかりと取り

組んでまいります。

例えば、宮崎県で大規模な災○山下 寿議員

害が発生した場合、航空自衛隊は、全国から救

助用機材や災害用、復旧用の重機などを新田原

基地に輸送機で運んでくることが考えられま

す。そして、新田原基地から被災地に向けて機

材や重機を送り出します。つまり、新田原基地

が災害復旧の拠点的役割を担うわけです。

東日本大震災のときは、航空自衛隊松島基地

がそうでした。そのため、いつ発生するか分か

らない大規模災害に備えることを目的とするな

らば、新富スマートインターチェンジと新田原

基地間の道路整備だけではなく、新田原基地か

ら周辺の幹線道路につながる道路等の整備も重

要になってくるわけなんです。

例えば、新田原基地のすぐ南には一ツ瀬川

が、北には小丸川が流れています。もし津波や

地震等の影響により、日向大橋や高鍋大橋が通

行できなくなった場合、重機はどこを通って一

ツ瀬川や小丸川を渡りますか。どこが通れる

か、どこを通せるかと考えている間に、あっと

いう間に72時間を過ぎてしまいます。だから備

えが重要なんです。

災害に強いまちをつくるために、長期的な視

点で俯瞰的に道路の整備を行っていただくよ

う、併せて要望いたします。

次に、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ35Ｂに関する

質問を行います。
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かつて北方重視であった日本の安全保障は、

現在、対中国、対北朝鮮重視へとその様相が変

化しつつあります。佐賀空港におけるオスプレ

イ輸送機の受入れ、長崎県相浦駐屯地における

水陸機動団の新設、鹿児島県馬毛島における米

軍の空母離着陸訓練の計画、沖縄県石垣島にお

けるミサイル部隊の新設、そして、新田原基地

における最新鋭ステルス戦闘機Ｆ35Ｂの配備計

画がそれに当たると思います。

そこで、危機管理統括監にお伺いします。

Ｆ35Ｂの配備計画について、国からどのように

説明を受けているのか、お伺いいたします。

Ｆ35Ｂの配○危機管理統括監（小田光男君）

備計画につきましては、本年７月15日に国か

ら、新田原基地に配備する理由、導入のスケジ

ュール、配備に伴う体制等について説明を受け

ました。

具体的には、鹿児島県馬毛島での訓練や、護

衛艦「かが」との連携の観点から、新田原基地

が最適であること、今後、約20機を配備する予

定で、令和２年度予算に６機、令和３年度予算

に２機の取得経費を計上し、それぞれ、令和６

年度に６機、令和７年度に２機を配備する予定

であるとのことでした。

また配備に伴って、100名以上の隊員と、これ

に付随する整備補給要員が必要となることを踏

まえると、相当程度の隊員の増加が見込まれる

との説明もありました。

さらに８月末には、令和４年度の国の概算要

求において、４機の取得経費を計上している旨

の説明もあったところです。

最新の戦闘機となると、やは○山下 寿議員

り怖いのが事故なんです。最新であることから

不安が常に付きまとう。住民はいつも、自分の

家にＦ35Ｂが落ちてくるか分からない恐怖にお

びえながらの生活を強いられることになりま

す。

また、８月11日の宮日新聞によると、最新鋭

のステルス戦闘機が新田原基地に配備された場

合、同基地における飛行回数が現状の約1.5倍に

なる可能性があることが報道されました。

防音対策など、周辺市町が国に要望を行って

きましたが、Ｆ35Ｂの配備により、さらに負担

が大きくなると考えられます。県としても後押

しをしていただきたいと思うが、知事の考えを

お伺いします。

Ｆ35Ｂの配備によりま○知事（河野俊嗣君）

して、事故や攻撃対象となるリスク、飛行回数

の増加に伴う騒音など、地元の負担が大きくな

ることについて、地域住民の皆様に不安が増し

ているということを認識しております。

県におきましても、国に対し、迅速かつ丁寧

な説明、そして必要な対策を求めているところ

でありますが、新田原基地周辺協議会におきま

しても、住環境の確保及び騒音対策をはじめと

する基地周辺対策について、岸防衛大臣に要望

され、大臣からは、「住民の不安解消や負担軽

減に資するべく、適切に対処する」との発言が

ありました。

これを受け、国からは、Ｆ35Ｂの運用や、騒

音対策に係る条件緩和等の提案、地域振興策へ

の対応などについて説明があったところであり

ます。もちろん、この提案や説明だけで、これ

まで地元が要望してきた問題が全て解決するわ

けではありません。

県としましては、この提案等に対する関係市

町の意向や対応等も踏まえながら、地域の皆様

の思いや要望等に寄り添い、今後ともしっかり

と国に働きかけてまいります。

ぜひ知事、そのあたりはよろ○山下 寿議員
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しくお願いしておきます。

次に、交番・駐在所の統廃合についてお伺い

しますが、午前中の武田議員とかぶる部分があ

りますので、御了承をお願いしたいと思いま

す。

近年、交番で勤務中の警察官が襲撃を受け、

警察官が殺害されるなどの事件が全国的に多発

しています。

これらの事件を受け、令和元年、全国警察本

部長会議で、警察のセキュリティー強化につい

て指示がされ、地域の安全・安心を担当する地

域警察官の運営の在り方について、複数勤務体

制を確保するため、交番等の統廃合やパトカー

の機動的かつ広域的な運用の推進などの指示が

出されております。

宮崎県におきましても、この種の事件の発生

が予想されることから、セキュリティー強化の

一環として、交番・駐在所の統廃合が進められ

ているところです。

でも、よく考えてみてください。宮崎県は中

山間地域が非常に多い県なんです。その中山間

地域から交番や駐在所がなくなったら、そこで

暮らしている人たちはどうなると思いますか。

地域に根づいたお巡りさんがいつもそばにいて

くれるから、その地域の人たちは安心して暮ら

していけるのです。交番の襲撃事件が頻発して

いるからといって、交番や駐在所を統廃合して

地域住民の安全・安心な暮らしを奪ってしまっ

ては、本末転倒ではありませんか。

そこはやはり、地域の特性に応じて柔軟に対

応すべきであって、例えば、各地域に設置され

ている駐在所連絡協議会などにおいて、交番や

駐在所の統廃合に関する意見交換などを十分に

実施した上で進めていかなければならないと思

います。

現在進められている交番・駐在所の統廃合に

ついては、拙速の感が否めません。私は、もっ

と慎重に進めるべきだと思います。

そこで、警察本部長にお尋ねします。交番・

駐在所の役割についてお伺いします。

交番や駐在所、○警察本部長（佐藤隆司君）

警察署のパトカー等で勤務する地域警察官は、

地域の実情を掌握して、その実態に即し、住民

の意見や要望に応えた活動を行うとともに、常

に警戒態勢を保持し、地域住民の安全と平穏を

確保することを任務としております。

交番や駐在所は、この地域警察官の任務を遂

行するための活動拠点として設置されるもので

あり、地域警察官の活動を支える重要な施設で

あると考えております。

今答弁いただきましたが、交○山下 寿議員

番や駐在所は、その地域に根づいた警察官の活

動を支える重要な拠点になっているんです。

その地域に根づくというのは、皆さんがお巡

りさんのことを知っている、お巡りさんも皆さ

んのことを知っているということなんです。だ

から治安が守られる。不審人物がいたら、お巡

りさんにすぐ連絡をするでしょう。本署からパ

トカーがやってきてぐるぐる回っても、その地

域の人たちから、そのようなちょっとした情報

というのはなかなか取れないと思います。

そこで、警察本部長にお尋ねします。交番・

駐在所が廃止された地域の治安はどのように維

持するのかお伺いします。

駐在所等が廃止○警察本部長（佐藤隆司君）

になった場合、廃止となった駐在所等の管轄区

域は、隣接する交番や駐在所が受け持ち、地域

住民の要望等の把握や、住民との共同による防

犯活動等といった活動を、当該交番等において

引き続き行うことにしたいと考えております。
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議員御指摘のとおり、駐在所が廃止されるこ

とで、警察施設までの距離が遠くなる地域もあ

りますが、統廃合により配置転換が可能となっ

た警察官を、近隣の交番等に集中配置したり、

機動力を有する警察署パトカーの勤務員に配置

して、くまなく地域をパトロールするととも

に、各種現場へ即時臨場できる態勢と、夜間の

警戒態勢を強化し、地域住民の方々の不安感の

解消に努めてまいります。

同じコミュニティーの中に住○山下 寿議員

んでおるお巡りさんと、電話で呼んでやってく

るお巡りさんとでは、やはり気持ちの通じ方が

違うと思うんです。

だから、そこは地域の情勢に適切に応じると

ともに、地域住民と意見交換など合意形成を

図った上で、残すべきところは残す、廃止すべ

きところは廃止すると、丁寧に進めていただく

ように、強く要望いたします。

次に、昨年は新型コロナウイルス感染症によ

り、住宅需要の落ち込みが影響して、木材価格

が低迷していましたが、米国や中国の旺盛な木

材需要の高まりを受け、昨年末から世界的に木

材不足による価格上昇が生じており、国内にお

きましても、コンテナ不足等も相まって、輸入

製品が減少、高騰し、その代替需要として国産

製材品の引き合いが強まり、木材価格が上昇し

ています。

そこで、環境森林部長にお尋ねします。県内

の木材価格も20数年ぶりの高価格水準となって

いますが、素材生産の状況について、県の認識

をお伺いいたします。

本県の素材生○環境森林部長（河野譲二君）

産の状況について、原木市場における取扱量で

は、木材価格が上がり始めた本年４月から７月

までの累計は、約49万8,000立方メートルと、過

去５年間平均の同時期に比べて、約23％増加し

ております。

例年、６月から７月にかけては梅雨時期で、

降雨により作業条件が悪化し、原木品質が低下

することから、木材価格及び出材量は落ちる傾

向にありますが、本年はこの時期、比較的雨が

少なく、作業条件及び原木品質の低下への懸念

が薄まったことと、木材価格も上昇していたこ

とから、出材量が増加しているものと考えてお

ります。

このような木材価格の水準が○山下 寿議員

続けば、素材業者はどんどん切り出してくると

思います。切れば切るほどお金になりますか

ら、当然のことです。

そこで問題になるのが、再造林であります。

林業従事者や林業後継者不足も問題です。外国

人の技能実習生も働きやすい環境にしていただ

きたいものです。

杉、ヒノキは40年から50年、伐採するまでに

時間がかかるわけですから、将来のためにも、

再造林は絶対行う必要があります。林野庁も県

もいろいろと手を打たれていますが、なかなか

うまくいかないような気がします。環境森林税

も本格的になりましたので、思い切った方策を

打っていただきたいものです。

そこで、環境森林部長にお尋ねします。県

は、伐採後の再造林にどのように取り組んでい

くのか、お伺いいたします。

持続可能な林○環境森林部長（河野譲二君）

業を確立するためには、伐採後の適切な再造林

が大変重要であると考えております。

このため県では、国の森林整備事業や県の森

林環境税等を活用し、森林所有者の負担軽減を

図るとともに、再造林に必要な優良苗木の安定

供給体制の整備等に取り組んでいるところであ
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ります。

また、再造林の効率化や省力化を推進するた

め、年間を通じて植栽可能なコンテナ苗の普及

や、伐採後、直ちに造林を行う一貫作業の推進

のほか、ドローンによる苗木運搬、自走式刈払

機を用いた下刈り等の実証事業にも取り組んで

おります。

今後とも、森林所有者に対し、研修会や座談

会等を通じて、再造林への意欲を喚起するとと

もに、市町村や森林組合等とも連携しながら、

再造林のさらなる推進を図ってまいりたいと考

えております。

それでは、最後の質問をいた○山下 寿議員

します。

2020年10月、第203回臨時国会の所信表明演説

において、菅総理は、2050年までに温室効果ガ

スの排出を全体としてゼロにする、すなわ

ち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の

実現を目指すことを宣言しました。

これにより、地球規模の課題である気候変動

問題の解決に向けて2015年に採決された、パリ

協定に同調する形となりました。

また今年の４月、菅総理はバイデン米大統領

との首脳会談で、気候変動に関するパートナー

シップ協定を締結するとともに、それに引き続

き実施された米国主催の気候変動サミットで、

日本の2030年度における温室効果ガスの削減目

標を引き上げ、2030年度の排出量を2013年度比

で46％削減する、同時に、50％削減の高みに向

けて挑戦を続けると発表されました。

100年に一度と言われる災害が頻発する中、や

や遅過ぎた感はありますが、この政府の方針は

評価できるものだと思います。

そこで、環境森林部長にお尋ねします。2050

年ゼロカーボン社会に向けた本県の取組につい

て、お伺いいたします。

現在、ゼロ○環境森林部長（河野譲二君）

カーボン社会づくりに向けては、国を挙げてそ

の取組が進められており、「グリーン成長戦

略」や「地域脱炭素ロードマップ」「みどりの

食料システム戦略」等において、「ＥＶ等の電

動車の普及加速」や「住宅・建築物の省エネ性

能等の向上」「農地・森林・海洋への炭素の長

期・大量貯蔵」などの政策が打ち出されており

ます。

県としましては、第四次環境基本計画の重点

プロジェクトとして、「省エネルギー・省資源

の推進」「再生可能エネルギーの導入拡大」

「森林吸収量の維持」などの取組を進めてお

り、国の政策に的確に対応しながら、脱炭素先

行地域づくりに取り組む市町村への支援や、ア

ドバイザー派遣による事業所等への再エネ導入

のほか、成長の早い優良苗木を用いた再造林に

よる森林吸収量や、木材利用による炭素貯蔵の

最大化など、ゼロカーボン社会の実現に向け、

取り組んでまいります。

以上で終わります。ありがと○山下 寿議員

うございました。（拍手）

次は、脇谷のりこ議員。○濵砂 守副議長

〔登壇〕（拍手） 皆様こん○脇谷のりこ議員

にちは、自由民主党の脇谷のりこです。

東京オリンピック・パラリンピックでは、た

くさんの感動をもらいました。特に、今年の東

京オリンピックでは「多様性」がテーマとなり

ました。この多様性がもたらす現実が、この

先、日本に、そして人口減少が顕著な地方にど

のように影響するのか、とても難しい問題に直

面していくと感じています。

私は議員になる前に、フリーアナウンサーと

してテレビ番組などの司会とともに、1990年の
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前頃から結婚披露宴の司会を2,000件ほどやって

います。この30年間で一番感じるのは、平成12

年（2000年）から急激に時代の流れが変化して

きたということです。

婚姻数は、平成時代に入って2000年が一番の

ピークで、２～３年はほぼ横ばい、その後は減

少し始め、2018年が最低の婚姻件数になりまし

た。ここ２年はコロナの影響でさらに減少して

います。

2000年から何があったかと考えますと、ブラ

イダル情報誌の影響です。特徴的なのが、媒酌

人の廃止と披露宴スタイルの変化です。それま

では、ほとんどホテルや結婚式場で、媒酌人を

立てて両家のお披露目という儀式的な結婚披露

宴が多かったのですが、ある年を境に、媒酌人

は立てず、レストランウエディングや人前結婚

式など、自由な発想の披露宴が出てきました。

たった１年で媒酌人がいない披露宴になったこ

とに、私自身が驚かされました。

その後は、ゲストハウスウエディングといっ

て、建物がヨーロッパ風の邸宅、プールで風船

を飛ばしたり、芝生の庭でのガーデンビュッ

フェなど、パーティー型の結婚披露宴が台頭し

てきました。

みんなで幸せを共有して、みんなで楽しもう

というイベント形式の結婚披露宴なので、参加

した年配者の方はちょっと戸惑っておられます

が、これも時代の流れであり、デジタル社会の

影響だと感じます。

あふれている情報の中から自分に合ったもの

を選択し、オンリーワンなイベントをするため

に、友人たちと一緒につくり上げ、参加する人

皆さんに「共感」してもらうということが、今

では主流になっています。

自分たちの結婚は自分たちのものであり、常

識にとらわれず、一人一人の価値観や家族観を

表現してよいのだと、この20年間で社会の意識

は変化し、その多様性を社会が許容し始めたと

いうことです。

2000年から結婚件数が減少し始めてから、同

時に出生数も減少に転じ、宮崎県では、平成19

年に１万337人の出生数が、平成26年からは年

間300人ずつ減少していき、令和２年には7,719

人になりました。15歳から49歳までの１人の女

性が一生の間に産める合計特殊出生率が、令和

２年度に1.68と全国でも高い数値であっても、

産める年齢の女性が宮崎から転出しています

し、未婚者割合も年々増加していますから、出

生数の増加は期待できそうにありません。

文科省の学校基本調査によると、2020年５月

１日現在、宮崎県の高校卒業者の大学・短大等

への進学率は、男子約40％、女子約50％でし

た。全国どこでも、男子より女子の進学率が高

くなっています。

進学率が高くなった女子が自分の価値を見い

だし、県外に出て仕事のやりがいと充実感、そ

して自分への投資をしながらライフスタイルを

楽しんでいるときに、結婚という選択肢はあま

りなく、40歳前後からそろそろ結婚という女性

の気持ちもよく分かります。

女性は20代、30代、40代まで結婚、出産、子

育て、仕事、ＰＴＡ、地域活動、介護など、女

性特有のホルモンバランスの変調を抱えなが

ら、限られた年代で何もかも期待を背負わされ

ます。できるならば、50歳過ぎくらいまで出産

できる体であれば、40歳過ぎから結婚を考え、

ゆっくりと子育てができるのにと、私はいつも

思っていました。

女性も男性と同じく、自分の生き方を自分で

決めてよいと言われている多様化の時代である
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のに、行政が、少子化を食い止めるとか、出生

率を1.8に上げるなどというのは、他人事のよう

であり、無理な難題であるとさえ感じます。

多様性を包摂し始めた頃から出生率の減少が

あるとすれば、多様性に対応した考え方をしな

ければならないのではと思うのです。

世界中どの国も少子化対策には力を入れてい

ます。フランスでは、かつては家族手当等の経

済的支援が中心でしたが、1990年代以降、保育

の充実へシフトし、その後、さらに、出産・子

育て、就労に関して幅広い選択ができるような

環境整備、すなわち「両立支援」を強める方向

で政策が進められたことで、1.66だった合計特

殊出生率が、2010年には2.02まで回復しまし

た。スウェーデンでは、比較的早い時期から

「両立支援」の施策が進められてきたことで、

出生率が上昇しています。

一方のアジア圏では、1980年ぐらいまでは出

生率が高かったのですが、経済が発展するにつ

れ急激に減少し、2018年の出生率は、シンガ

ポールが1.14、台湾が1.06、韓国が0.98と、日

本の1.42を下回る水準となっています。これ

は、婚外出産が少ないことも一部起因している

と指摘されているようです。このように経済が

発展し、デジタル社会の台頭で人々の価値観や

家族観が多様化する中、どうやって少子化対策

をすればよいのでしょうか。

知事は、多様性と少子化についてどのように

お考えになっておられるのか、お伺いいたしま

す。

この後は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

我が国の社会や経済が成熟する中で、人々の

ライフスタイルは変化し、職業や働き方、結婚

・出産、子育てなどに対する個人の価値観が多

様化してきております。

特に女性の社会進出が進み、働く女性が増え

るにつれ、未婚率が上昇するとともに、初婚年

齢や出産年齢が上がるなど、少子化に影響して

いる部分もあると認識しております。御指摘が

ありましたように、アジアも含めて、世界にお

いても同様な傾向があると認識しております。

こうした個人の価値観の多様化は、少子化が

進む中、将来にわたって持続可能な社会づくり

を進める上で、極めて重要な視点であると考え

ております。

このため、個人の多様化した価値観を尊重し

ながらも、多様な働き方を選択できる働き方改

革や、男女それぞれが個性や能力を十分に発揮

できる男女共同参画社会づくりをより一層進め

るとともに、結婚から出産、子育てまでのライ

フスタイルに応じた切れ目のない支援などを行

いながら、引き続き少子化対策に努力してまい

ります。以上であります。〔降壇〕

今、次期長期ビジョン策定○脇谷のりこ議員

に当たって見直しをされていますが、「多様化

社会に対応した少子化対策」の文言を入れてい

ただくよう、お願いいたします。

続いて、教育行政についてお伺いいたしま

す。

人口減少社会において、様々な業種の人材不

足が言われていますが、教員、特に小学校の教

員採用選考試験において、令和３年度が1.8倍、

そして令和４年度が1.6倍程度になるようで

す。13.6倍程度だった10年前と比べると、あま

りにも低下しており、教員の人材不足が懸念さ

れますが、今後の見通しについて教育長にお伺

いします。

議員御指摘のとお○教育長（黒木淳一郎君）
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り、小学校教員採用試験の倍率は、ここ数年２

倍を下回る状況であり、優秀な人材の確保が喫

緊の課題であると認識しております。

今後、定年延長が導入される予定ではありま

すが、しばらくは大量退職が続く見込みであ

り、優秀な人材を確保するという観点におきま

しては、厳しい状況が続くと考えております。

令和３年度と４年度の応募○脇谷のりこ議員

者数を比較すると、50人ほど少なくなっていま

す。大量退職が続くのに応募者数が少なくなる

と、ますます倍率は低くなっていきます。

平成28年に、宮崎大学に新しく地域資源創成

学部が設置されるに当たって、それまであった

教育文化学部は名称を教育学部に変更し、改編

を行っています。

当時の文科省に提出した設置計画書を見てみ

ますと、教育文化学部人間社会課程の入学定

員80名を募集停止とし、さらに、学校教育課程

の入学定員を150名から120名に減らしていま

す。この30名減は、４年生までの人数にする

と、それまでの600名の収容定員から480名に減

少することになります。これは、地域の大学か

ら教員になろうとする人数が減ったことにな

り、採用試験の応募者数が少なくなる原因の一

つと考えられます。

人材確保の方策の一つとして、宮崎大学教育

学部の定員を増やすことが必要ではないかと思

いますが、教育長の考えをお伺いします。

宮崎大学は、これ○教育長（黒木淳一郎君）

まで本県教育に多くの人材を輩出してきた教員

養成機関であり、今後も本県教育の中核を担う

教員を養成していただく大学であると認識して

おります。

近年、教員採用者数が大幅に増加している

中、優秀な教員を確保するためには、宮崎大学

をはじめ、新規学卒受験者を増やすことが重要

であると考えております。

そのため、県教育委員会といたしましては、

昨年度来、宮崎大学と文部科学省に教育学部の

定員増を要望するとともに、本年度は、知事か

らも国に対して同様の働きかけを行っていただ

いたところであります。

知事におかれましては、ぜ○脇谷のりこ議員

ひ国への要望を強く強く押していただきますよ

うに、よろしくお願いいたします。

採用試験の倍率が低迷するとなると、やはり

心配なのが、教職員の質の確保です。若い人た

ちはデジタル社会で生きているため、それまで

のアナログな人たちとは価値観も人生観も全く

違っていると理解しなければなりません。そん

な多様性を包摂した社会で学生時代を過ごして

きた人たちが、教員になってから苦労しないよ

うに、県教育委員会ではどのように人材育成に

取り組んでおられるのか、教育長にお伺いしま

す。

現在、県教育委員○教育長（黒木淳一郎君）

会では、教職経験年数に応じて求められる資質

・能力を指標化し、学校内外で研修会等を実施

しております。

特に、新規採用者を対象とした研修につきま

しては、従来１年間であった研修を２年間に拡

充するとともに、所属校においても、ＯＪＴの

機能を生かしてチームで育てるメンター制度を

導入し、人材育成に努めております。

また、本県教員を志す学生等を対象に開催す

る「ひなた教師塾」のほか、連携協定に基づ

き、宮崎大学が本年度入試から新たに教育学部

定員内に設けた、15名の「宮崎県教員希望枠」

におきましては、県教育委員会も、その育成に

積極的に関わることとしております。
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県教育委員会といたしましては、教員の養成

期段階からの人材育成も一層推進してまいりま

す。

教員になった後、こんなは○脇谷のりこ議員

ずではなかったと、退職される方もおられま

す。また、社会性を身につけないまま教員にな

る人もいますから、コンプライアンス研修も含

めて、支援体制と、教員の質を確保していただ

くよう、よろしくお願いします。

常任委員会で、西郷義務教育学校の大変よい

取組を視察させていただきました。

平成28年に学校教育法が一部改正され、学校

教育制度の多様化及び弾力化を推進するため、

小中一貫教育を実施することを目的として、義

務教育学校の制度が創設されました。義務教育

学校は、１年生から９年生までの児童生徒が１

つの学校に通うという特性を生かして、９年間

を通した系統性・連続性に配慮した取組が望ま

れます。学年段階の区切りを設定することがで

きますので、西郷義務教育学校は、４年生まで

が前期ブロック、５年生から９年生までを後期

ブロックに分けておられました。

一番よいと思ったのが、教科担任制です。小

学校は、通常１人の学級担任の先生が全教科を

教える「学級担任制」ですが、ここでは、３年

生から社会と理科の教科は専門の先生が担当す

る「教科担任制」を導入しています。４年生か

らは国語が加わり、５年生からは全教科で教科

担任制を実施しています。

西郷義務教育学校のような９年制の連続性の

ある小中一貫教育は、１つの学校に小学校も中

学校も入っているからこそできるのであって、

小学校と中学校が単独の学校はちょっと難しい

のではないかと思いましたが、中学校と同じく

小学校でも、特に高学年でしたら、教科担任制

が導入しやすいのではと思います。教科担任制

を導入することにより、教員１人当たり年間100

時間の削減ができたとの報告もありますので、

働き方改革にも寄与すると思います。

現在、小学校高学年のみに教科担任制を導入

している学校があるのですが、その効果と、導

入を広げるための取組について、教育長にお伺

いします。

小学校高学年にお○教育長（黒木淳一郎君）

ける教科担任制の効果につきましては、複数の

教員が子供に関わることにより、多くの視点か

ら子供を理解し、認める機会が増えることや、

専門性及び得意分野を生かした授業を行うこと

で、学力の向上が期待できることなどが挙げら

れます。

県教育委員会では、昨年度、小学校高学年に

おける教科担任制のモデル校を19校指定し、そ

の取組や効果を基にした手引を県内小学校へ配

付いたしました。

今年度は、さらに研究を深めるために、モデ

ル校を34校に増やし、より多くの学校の実践を

集めているところであります。

今後は、各モデル校の取組を基に、教科担任

制がさらに広まるよう、周知に努めてまいりま

す。

ぜひ、市町村の教育委員会○脇谷のりこ議員

にも教科担任制のメリットを御紹介いただき、

導入を進めていただくよう、よろしくお願いし

ます。

令和３年度の全国学力・学習状況調査が、５

月27日に、小学６年生及び中学３年生の全児童

生徒を対象として実施されました。

気になったのが、新型コロナウイルス感染拡

大による臨時休業の影響はどうだったかでした

が、「各教科の正答率との間には相関関係は見
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られなかった」と発表されています。

今回の学力調査を受けて、文科大臣は、「新

型コロナウイルス感染症の影響については、学

校の臨時休業期間終了後の対応として、児童生

徒の心身の状況や学習状況の把握、夏休みなど

長期休業期間の短縮、補習の実施等、児童生徒

の学びを保障するための懸命な取組が、各学校

等において行われていた」と評価しました。

教職員の皆様には、コロナ禍において感染対

策や学習対策など、大変な御苦労があったかと

思います。また、臨時休業をするしない、学校

活動をするしない、どちらにしても保護者など

から賛否両論寄せられ、どちらかに決定せざる

を得ない立場の方々の御心痛はいかばかりかと

お察しいたします。日頃から子供たちのことを

一番に考えてくださっている教育委員会の皆様

には、心から感謝申し上げます。

それではまず、今回の全国学力・学習状況調

査の結果についてお伺いします。また、今回の

結果を受けて、どのような取組を行うことが必

要と考えるか、教育長にお伺いします。

今年度の全国学力○教育長（黒木淳一郎君）

・学習状況調査の結果につきましては、小学校

では、国語が全国平均を上回り、算数は全国平

均を下回っておりますが、全体的には全国平均

と同等であります。

一方、中学校の国語と数学につきましては、

いずれも全国平均を下回っております。

調査結果からは、子供が情報を適切に読み取

ることや、目的に応じて自分の考えをまとめる

ことに課題が見られたところであります。

県教育委員会といたしましては、学力向上を

図るために、市町村教育委員会と課題を共有

し、その解決に向けた取組を連携して行うとと

もに、ＩＣＴを効果的に活用した授業の在り方

についての研修会を実施するなどの取組を進め

てまいります。

ＧＩＧＡスクール構想とし○脇谷のりこ議員

て、児童生徒１人につき１台のタブレット端末

の整備が進められていますが、このＩＣＴを効

果的に活用することで、子供たち一人一人の学

習支援につながっています。

宮崎市では、ＡＩ型教材Ｑｕｂｅｎａ（キュ

ビナ）を導入して効果を上げています。小中学

校の学習で、どこがつまずいているのか、どの

段階で分からなくなったのかをＡＩが分析し

て、分かるところまで自動的に戻って復習させ

ることで、子供たちの理解が進み、苦手が克服

されるのだそうです。

その子に合った学習の進み方なので、先生に

質問することが苦手な子供たちも自主的に学習

することができて、大変好評とのことですが、

何といっても教材費が高いと聞きます。

宮崎市では、市単独で１年間で約１億円かか

るということです。延岡市も導入しているとい

うことですが、県内の市町村におけるＡＩ型教

材の導入状況について、教育長にお伺いしま

す。

ＩＣＴ端末の整備○教育長（黒木淳一郎君）

により、自治体ではデジタルドリルが導入され

始めております。端末上で繰り返し学習ができ

るデジタルドリルは、ＡＩ型教材とそれ以外に

分けられます。

ＡＩ型教材は、ＡＩの判断によって、子供の

理解度に応じた、より最適な問題が出題された

り、子供が間違いを重ねると、その原因を解析

し、つまずきを解決するための新たな問題が表

示されたりするものであります。

一方、ＡＩ型ではないデジタルドリルは、表

示された問題の一覧から、子供自ら問題を選択
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し学習を進めるものであります。

本県では、８月末現在、宮崎市、延岡市、国

富町の３つの自治体でＡＩ型教材を導入してお

ります。また、ＡＩ型ではないデジタルドリル

は、13の自治体で導入している状況でありま

す。

導入していない市町村で○脇谷のりこ議員

も、ＡＩ型教材を含めデジタルドリルを導入で

きるよう、県からの補助も考えていただきた

く、よろしくお願いします。

続いて、運動部活動についてお伺いします。

まず、平成30年に文科省が、都道府県に対し

て「運動部活動の在り方に関する方針」を策定

するよう依頼をし、それを受けて県が、「運動

部活動の活動時間及び休養日設定等に関する方

針」を出しました。

週末に開催される様々な大会、試合などにつ

いては、生徒や運動部顧問の負担が過度になら

ないことを考慮して、参加する大会等を精査す

ることも示していますが、現在どうなっている

のでしょうか。中学校における取組状況を、教

育長にお伺いします。

運動部活動につい○教育長（黒木淳一郎君）

て、県の方針では、国のガイドラインに準じ、

１日の活動時間を、平日は２時間程度、休日は

３時間程度とし、休養日は週当たり２日以上を

設けること、また、参加する大会等も各学校で

精査することとしております。

本年６月に県教育委員会が実施した調査で

は、活動時間及び休養日につきましては、県内

全ての中学校におきまして、適切に設定されて

おりました。しかしながら、参加する大会等の

精査につきましては、「取り組んでいる」とい

う回答が７割程度であり、課題も見られており

ます。

このため、県教育委員会では、部活動の在り

方検討委員会におきまして、参加する大会数の

目安などについて協議するなど、検討を行って

いるところであります。

学校の働き方改革を踏まえ○脇谷のりこ議員

た部活動改革として、外部からの部活動指導員

の活用には取り組んでいただいていると思いま

すが、これからの部活動改革の方向性として、

休日には教師が部活動の指導に携わる必要がな

い環境を構築していくこと、指導を希望する教

師については、兼職・兼業の許可を得た上で、

休日に指導を行うことができる環境を構築する

こと、また、休日の部活動については、段階的

な地域移行が行えるよう環境を整えることなど

が文科省から示されています。

地域への移行と言われましても、地域の人材

がなかなかそろわない地方では様々な課題があ

ろうかと思いますが、今後どのように取り組ん

でいくのか、教育長にお伺いします。

部活動指導員は、○教育長（黒木淳一郎君）

現在、14市町の公立中学校に60名を配置してお

ります。各学校からは、生徒の技能向上や顧問

の時間外業務時間の削減など、一定の効果が報

告されておりますことから、今後も市町村教育

委員会と連携し、継続的に配置してまいりたい

と考えております。

また、休日の部活動の段階的な地域移行につ

きましては、今年度から小林市を指定し、モデ

ル校において、休日の部活動における運営方法

や地域人材の活用方法など、実践研究に取り組

んでいるところであります。

今後は、研究結果を取りまとめるとともに、

他県の好事例を収集するなど、本県ならではの

休日の部活動の在り方について検証してまいり

ます。

- 158 -



令和３年９月13日(月)

今、中山間盛り上げ隊が各○脇谷のりこ議員

地の集落で活躍中ですが、地域おこし協力隊を

教育分野でも活用するよう、文科省が自治体に

勧めています。

部活動指導員として、この地域おこし協力隊

などの外部人材も御検討されてみてはいかがで

しょうか。

続いて、県のスポーツ施設についてです。

２巡目国体に向けた施設については、陸上競

技場、体育館、プールの３施設が、都城市、延

岡市、宮崎市と分散整備されています。

宮崎市内に公認プールが新しく整備されるに

当たって、木花の県総合運動公園内にある既存

のプールの維持管理費を含めた現状と今後の取

扱いについて、教育長にお伺いします。

県総合運動公園の○教育長（黒木淳一郎君）

プールにつきましては、現在、競技団体が主催

する大会や夏休み期間中の一般開放等で利用さ

れているところであります。維持管理費につき

ましては、水道光熱費のほか、老朽化に伴う修

繕費なども含めて、年間約2,000万円という状況

であります。

令和７年に宮崎市錦本町に新しいプールが整

備されますと、これまで県総合運動公園で開催

されている大会等は、基本的には新しいプール

で行われると考えております。

このため、現在のプールの今後の取扱いにつ

きましては、競技団体や関係機関の御意見等も

伺いながら検討してまいります。

それでは、県総合運動公園○脇谷のりこ議員

内の陸上競技場西側に現在造成している津波避

難用の盛土高台の進捗状況と今後の活用方法に

ついて、県土整備部長にお伺いします。

盛土高台につ○県土整備部長（西田員敏君）

きましては、高さ８メートル、広さ約１万2,000

平方メートルとなる盛土工事がおおむね完了

し、現在、階段や排水施設を施工中でありま

す。

今後、防災機能つきのあずまやや備蓄倉庫な

どの整備に着手することとしており、年度内の

完成に向け、事業を進めているところでありま

す。

整備が完了しますと、約２万人が収容できる

オープンスペースとなることから、津波の際の

避難施設としての利用はもとより、平常時に

も、公園利用者には散策や眺望を楽しめる憩い

の場やイベント広場として、また、スポーツ競

技者にはウオーミングアップの場としての利用

など、様々な用途に活用されるものと考えてお

ります。

県としましては、盛土高台の早期完成を目指

すとともに、完成後は、ふだんから多くの方々

に利用していただける親しみの持てる施設とな

るよう努めてまいります。

続いて、宮崎駅東側にある○脇谷のりこ議員

宮崎県体育館についてお伺いします。

先月８月20日に、県体育館の廃止についての

お知らせがホームページに出ました。内容は、

現在の県体育館については、建設から50年以上

が経過し老朽化が進んでいること、また、令和

７年の完成を目指し、延岡市に新しい宮崎県体

育館の整備を進めていることなどから、令和９

年10月頃に利用を停止し、令和10年４月までに

廃止するとのことですが、宮崎市民からは廃止

しないでくれとの声があります。

現在、県体育館を使用しているスポーツ団体

も、廃止になると困ると市議会議員へ言われる

そうで、市議からも存続の要望があるのです

が、宮崎市が存続を要望されているのかどうか

が分かりません。これは、国体施設の決定のと
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きもそうでしたが、私が市議時代に議員数人で

県に対して要望したものの、宮崎市の意向とは

違っていて、恥ずかしい思いをして帰ったのを

覚えています。ですから、今回の県体育館につ

いて、宮崎市から存続の要望は出ているのかど

うかをお聞きします。

また、今後、廃止に向けてどのような手続が

なされるのか、教育長にお伺いします。

現在の県体育館○教育長（黒木淳一郎君）

は、令和10年４月までに廃止することとしてお

りまして、県に体育館を維持してほしいとする

宮崎市からの要望はございません。

今後の廃止に向けての手続につきましては、

まず、財産を所管している県教育委員会内で、

県体育館以外での活用の有無について検討を行

うこととなります。県教育委員会内で活用がな

い場合は、次に、県庁内の他の部局で、活用の

有無について検討を行います。その上で、他の

部局でも活用がない場合は、地元市町村を対象

に行政目的での必要性の調査を行い、希望がな

ければ、民間売却等の検討という順を追った手

続になると考えております。

地元市町村というのは宮崎○脇谷のりこ議員

市しかないので、そこの行政目的での必要性の

調査がどのようになるのかというのが検討課題

だと思います。

続いて、宮崎県で開催される国民スポーツ大

会で天皇杯獲得を目指すための競技力向上につ

いて、まずハード面からお伺いします。

各競技団体の代表選手・チーム等が円滑・効

果的な強化練習に取り組むことができるよう、

練習環境整備事業として３億3,800万円余の予算

が上げられていますが、整備の進捗状況を教育

長にお伺いします。

練習拠点施設は、○教育長（黒木淳一郎君）

競技団体の選手育成や強化の拠点となるもので

ありまして、基本的には既存施設を活用するこ

ととしております。

しかしながら、施設がない競技や既存施設の

規格が基準に満たない競技などにつきまして

は、計画的に整備を行うこととしているところ

であります。

今年度は新たに、宮崎工業高校の水球プール

と、延岡星雲高校のアーチェリー場の建設や、

体操場と相撲場の調査・設計を実施しておりま

す。

また、既存施設の改修整備として、自転車競

技場と富田浜しゅんせつの測量及び調査・設

計、県立学校の体育施設の床改修などを実施し

ております。

今後も、競技団体等と連携を図りながら、競

技力向上に必要な練習環境の整備を計画的に進

めてまいります。

宮崎市内のＪＲ蓮ケ池駅近○脇谷のりこ議員

くの県営住宅跡地に、体操の競技用具を常設し

た練習施設ができるということで、近くの２つ

の自治会などに説明に行かれたということをお

聞きしました。今までに常設の体操場は民間ぐ

らいしかありませんでしたから、県の早い取組

と丁寧な進め方に感謝いたします。

続いて、競技力向上についてのソフト面での

支援ですが、320万円余の予算が女性アスリート

強化サポート事業に充てられています。

先日の東京オリンピック・パラリンピックで

もそうですが、近年、女性アスリートの競技力

は目覚ましく、お母さんになってからも復帰し

て頑張る女性が増えてきました。しかし、女性

の場合、メンタルも含め、センシティブな面で

の支援が必要になります。

様々な課題を抱える女性アスリートですが、
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本県の現状と課題、また、どのような支援を

行っているのか、教育長にお伺いします。

国民体育大会にお○教育長（黒木淳一郎君）

ける本県女子種別の競技得点は、ここ数年、他

県に比べると低く、特に成年種別の強化が課題

であると考えております。

そこで、県では、女性アスリート強化サポー

ト事業におきまして、選手が安心して競技に向

き合い、持てる能力が発揮できる環境整備に取

り組んでおります。

具体的には、アスレチックトレーナー等によ

るコンディショニング管理や、選手が大会や合

宿に参加する際に保育士を派遣し、育児と競技

の両立を支援する取組等を行っております。

今後とも、関係機関等と連携を図り、女性ア

スリートへの継続的な支援を推進し、さらなる

競技力向上に努めてまいりたいと考えておりま

す。

国スポの天皇杯獲得のため○脇谷のりこ議員

には、ジュニアアスリートの育成が欠かせませ

ん。体力、運動能力に優れた小学５年生から中

学３年生まで、学年ごとに20人から25人ぐらい

をオーディションで選んで育成し、国スポはも

ちろんのこと、オリンピックや国際大会におい

てメダル獲得を目指す「ワールドアスリート発

掘育成プロジェクト」があり、現在７期生を募

集しています。

このプロジェクトの効果や課題について、教

育長にお伺いします。

平成28年からス○教育長（黒木淳一郎君）

タートしたワールドアスリート発掘育成プロ

ジェクトの１期生は、今年度、高校３年生を迎

え、先日行われました全国高校総体におきまし

ては、カヌー競技の優勝をはじめ、自転車、ウ

エートリフティング競技で上位入賞するなど、

事業の効果も現れております。

しかしながら、本事業は、オリンピアンの輩

出や国際大会等で活躍する選手の育成という高

い目標を掲げておりますことから、アスリート

生の持つ能力を遺憾なく発揮できる、より質の

高いプログラムを計画し、実施していくことが

必要であると考えております。

今後も、全国トップレベル、さらには世界へ

羽ばたく選手の発掘・育成に取り組んでまいり

ます。

有望なスポーツ選手を見て○脇谷のりこ議員

いますと、小学校から始めた競技が中学校の部

活になかったりして、小中高の区切りでやめて

しまうアスリートがいて、大変もったいないと

感じます。

この小中高一貫指導体制が鍵になっていると

思いますが、現状と課題、そして今後の取組に

ついて、教育長にお伺いします。

小学校から高校ま○教育長（黒木淳一郎君）

で一貫した指導を行うために、現在、県では、

中学校の競技力向上拠点校と高校の強化指定校

による合同練習や、競技団体が中心となり、小

中学生の選抜選手を対象とした強化練習会を実

施するなどの取組を行っております。

しかしながら、競技によっては、組織として

統一された指導体制が十分に確立されていない

ことから、小中高の各段階で指導の在り方が異

なり、選手や保護者に戸惑いが生じているとい

う課題も見られているところであります。

今後は、2027年に少年競技の中心選手となる

ターゲットエイジに焦点を当てた取組を通し

て、競技団体と連携し、小中高の一貫した指導

体制の構築に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

教育長ばかり答弁ありがと○脇谷のりこ議員
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うございます。

今後も、ハードとソフトの両面から御支援し

ていただきますよう、よろしくお願いします。

続いて、ひきこもりについてです。

ひきこもりに特化した相談窓口として、全国

各都道府県、政令指定都市に１か所ずつ、ひき

こもり地域支援センターが設置してあります。

宮崎県には、精神福祉センター内に設置して

ありますが、このひきこもり地域支援センター

が実施している支援の内容と実績について、お

伺いします。また、今後の課題があれば、併せ

て福祉保健部長にお伺いします。

ひきこもり○福祉保健部長（重黒木 清君）

地域支援センターでは、精神保健福祉士などの

専門のコーディネーターが、電話による相談対

応や面談のほか、自宅への訪問やハローワーク

への同行支援、家族教室の開催なども行ってお

ります。

また、昨年度から、精神科医師や学識経験

者、弁護士などで構成される多職種連携チーム

を設置し、コーディネーターを通じて、本人や

家族、支援者に対し、より専門的な助言を行っ

ております。

これらの結果、昨年度の支援実績は合計1,363

件で、前年度に比べて200件以上増加したところ

であります。

一方、まだ支援に結びついておらず、不安を

抱えている方も多いと思われるため、引き続

き、新聞やテレビ、ラジオなどを活用しなが

ら、センターの周知・広報に取り組んでまいり

ます。

ひきこもり地域支援セン○脇谷のりこ議員

ターに来た相談件数が1,363件ということです

が、当事者や家族が直接電話するのはごくまれ

ではないかと思いますので、実際にはもっとい

らっしゃると思います。

民生委員などの他人を家の中に入れるのを好

まない人も多く、コロナ禍でさらに家の中の状

況が分かりにくくなっています。

知り合いのひきこもりの息子さんは、一日中

パソコンに向かっているようですから、ほとん

どのひきこもりの人はネットを見ているのでは

ないでしょうか。ひきこもりの人に対して直接

メールしたり、ＳＮＳでつながったりすること

でコンタクトが取れ、打開策も探れるのではな

いかと考えます。

そこで、ＳＮＳなどのインターネットを使っ

ての県の取組状況について、福祉保健部長にお

伺いします。

御指摘のと○福祉保健部長（重黒木 清君）

おり、ひきこもりの支援におきましては、相談

しやすい環境を整備することが大変重要である

と考えております。

このため、県では昨年度から、ひきこもりに

関する様々な悩みや就職に関する相談などに幅

広く対応するため、ＬＩＮＥを活用したワンス

トップ相談窓口を開設し、特に、本人に対する

支援の強化に取り組んでいるところでありま

す。

このＬＩＮＥ窓口におきましては、専門の相

談員が速やかに対応するとともに、本人の状況

に応じて、適切な支援機関につないでいるとこ

ろですが、今年度は既にひきこもりに関する相

談が延べ80件以上寄せられており、うち９割以

上が本人からという状況であります。

引き続き、チラシやツイッターなども活用し

ながら、このＬＩＮＥ窓口のさらなる周知・広

報にも取り組んでまいります。

ぜひお願いします。○脇谷のりこ議員

国は、身近な地域でのひきこもり支援の充実
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を市町村主体でやってもらうよう、平成30年

に、ひきこもりサポート事業を創設しました。

情報発信や居場所づくり、ひきこもりサポー

ターによる訪問支援などを行うための予算措置

を毎年行っています。

今年度からは、県がひきこもりサポーターを

養成し、市町村での訪問支援ができるようにな

りますが、このひきこもりサポート事業を市町

村が実施しているかどうか、本県の実施状況を

福祉保健部長にお伺いします。

ひきこもり○福祉保健部長（重黒木 清君）

サポート事業につきましては、情報発信や居場

所づくり、サポーターの派遣などに取り組む市

町村に対して、国が２分の１の補助を行うとい

うものでございます。

本県では、半数以上の市町村で、ひきこもり

相談にも対応する総合的な窓口が設置されてお

りますが、この事業を活用した取組は、まだ実

施されていないところです。

このため県では、身近な地域での支援の充実

が図られるよう、市町村を対象としたウェブ説

明会を開催いたしまして、ひきこもりサポート

事業をはじめとする国の補助事業について周知

するとともに、他県における事例の紹介なども

行っているところであります。

引き続き、身近な市町村においても、ひきこ

もり地域支援センターなどと連携した取組が進

められるよう、支援体制の構築に努めてまいり

ます。

県のセンターだけでは広域○脇谷のりこ議員

での支援になりますので、市町村、できれば宮

崎市や都城市などの市において、この事業を活

用してひきこもり支援ができるよう、県からも

バックアップをよろしくお願いします。

さて、ちょうど今週16日まで自殺予防週間で

す。

令和２年の自殺の現状について、７月13日に

県が、本県の自殺者数は217人で、令和元年と比

べ27人増加したこと、特に20代から30代の女性

の自殺者が増えていて、今後、ＳＮＳなどを通

じた啓発やワンストップ相談会の開催回数を増

やすなどの対策を取ると発表しました。

その日に県庁で開かれた自殺対策推進本部会

議の映像が、県内のテレビ局３局で流れたので

すが、それを見て、ある男性から電話がかかっ

てきまして、「ニュースを見たんだが、対策会

議に何で男性ばかりしかいないんだ。若い女性

の自殺が増えているというのに、会議に１人も

女性がいないのはおかしいんじゃないか」とい

うものでした。

自殺対策推進本部は、河野知事を本部長とし

て、そこにお座りの幹部の皆様と、女性は１

人、横山会計管理者が入っておられますよね。

早速、県内の３局のニュースを見てみました

ら、確かに１局だけ横山さんが映っていません

でした。それも、ほかの人を映して、横山さん

の手前で切れているのです。きっとカメラマン

は、女性がその対策推進本部のメンバーだと思

わなかったのだと思いました。

もう10年ほど前ですが、宮崎市の広報紙に、

「子育て支援本部が発足」という記事が写真つ

きで載っていたのですが、写真に載っていた７

人の委員全員が高齢の男性でした。子育て支援

の政策決定機関が高齢男性ばかりかとがっかり

したのを、今でも覚えています。

女性は男性の補助的役割にしか見られず、現

場の実行部隊には女性が入るけれども、決定機

関には女性が入らないという社会通念が一般に

広がっているから、カメラマンも、女性がいて

も目に入らなかったのではないかと思います。
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県が率先して、政策の決定機関にもっと女性

を入れていただければ、一般の人たちの意識も

変わってくるのではと思います。ぜひ、県民に

向けてのアピールもよろしくお願いします。

さて、そんな最高決定機関の本部会議ではな

く、下部組織の県の自殺対策推進協議会が開か

れましたので、そちらに傍聴に行ってきまし

た。医療・福祉関係や教育、民間、ＮＰＯまで

多種多様な方々の御意見が寄せられていました

ので、大変よい情報が得られました。

そこでまず、お伺いします。

依然として男性の自殺率のほうが女性より高

いのですが、令和２年の特徴として、20代か

ら30代の女性の自殺死亡率が増加したことが挙

げられます。その主な原因は何だと捉えておら

れるか、福祉保健部長にお伺いします。

本県の令和○福祉保健部長（重黒木 清君）

２年の女性の自殺者は74人であり、うち40歳未

満は20人と、令和元年の６人と比べて14人増加

しております。

自殺の原因・動機を１人につき３つまで計上

している警察庁の自殺統計によりますと、女性

の自殺の最も多い原因・動機は、心の健康を含

む健康問題から変わっておりませんけれども、

次いで、不明・不詳が大きく増加しておりま

す。

自殺に至るには複数の原因・動機が複雑に絡

み合っているため、明確に特定することは困難

ですが、国の自殺対策の指定法人の分析により

ますと、昨年の全国的な自殺者の増加につい

て、コロナ禍における経済的なダメージや心身

の負担に加え、有名人の自殺報道の影響にも言

及されており、これらについては、本県にも当

てはまるのではないかと考えております。

令和２年７月から８月ま○脇谷のりこ議員

で、県民を対象にした「こころの健康に関する

県民意識調査」が公表されました。今までに自

殺をしたいと思ったことがあるか聞いたとこ

ろ、20代の女性が一番多く、40.7％でした。

自殺を考えても相談する気力がなく、相談し

ても解決しないと思ったという若い女性が多く

います。心の悩みの相談をしたいと思った場

合、相談先の情報をどのように得るかを聞いた

ところ、インターネットが43％と最も多くなっ

ています。

県は、様々な自殺予防対策に取り組んでおら

れますが、若い世代の悩みに寄り添うには、イ

ンターネットを使った啓発や相談対応が重要だ

と考えます。県の考えを福祉保健部長にお伺い

します。

インター○福祉保健部長（重黒木 清君）

ネットを活用した普及啓発や相談対応は、若者

に必要な情報を届け、適切な支援につなげるた

めの取組として有効であると考えております。

このため、県におきましては、ユーチューブ

やインスタグラムなどの若者に身近な媒体を通

じた相談窓口の周知や、若年層向けの心の健康

サイト「宮崎こころの保健室」でのメールによ

る相談対応などに取り組んでおります。

また、自殺に関する言葉などを検索すると、

県のポータルサイト「ひなたのおせっかい」に

つながり、各種相談機関を紹介できるよう設定

しているほか、サイト内には、国等が運用する

様々なＳＮＳ相談へのリンクも設置しておりま

す。

今後とも、悩みを抱えた若者に向け、イン

ターネットの積極的な活用による啓発や相談対

応等に努めてまいりたいと考えております。

ぜひ、インターネットでの○脇谷のりこ議員

啓発を充実していただきますよう、よろしくお
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願いします。

それでは、低出生体重児の母親支援につい

て、最後にお聞きします。

世界保健機関では、出生体重2,500グラム未満

を未熟児と呼んでいましたが、現在では低出生

体重児と呼んでいます。

厚労省の統計によると、2019年の低出生体重

児の割合は9.4％であり、そのうち1,500グラム

未満が0.7％です。

私のほうに先日御相談いただいた若いお母さ

んは、昨年、586グラムと616グラムの双子の赤

ちゃんを出産され、ＮＩＣＵ（新生児集中治療

室）に入れられた我が子とは長い期間会うこと

ができず、病院でも、家に帰ってからも相談で

きる人がいない中で、精神的に落ち込み、産後

うつを経験されたそうです。

低出生体重児は、乳幼児期において成長や発

達の支援や障がいのリスクがあると報告されて

おり、出産した母親は、自治体から交付される

母子健康手帳では、自らの子供の成長や発達の

状況が判断できず、それゆえ、自責の念から孤

独と不安感にさいなまれます。

そこで、2017年に静岡県が、医療関係者や当

事者サークルの代表などを集めて検討委員会を

立ち上げ、低出生体重児のためのリトルベビー

ハンドブックを作成しました。

特徴としては、先輩当事者からのメッセージ

が入っていること。これが、産後間もない母親

にとって一番の安心できる材料であり、孤立感

を防ぐことに役立ったとのことです。

現在、静岡に続いて、福岡、岐阜、広島、愛

知、佐賀の６県で作成、配布済みで、他の自治

体でも導入が始まっています。

宮崎県でも、低出生体重児の母親のための母

子健康手帳サブブック「リトルベビーハンド

ブック」をぜひ作成していただきたいと考えま

すが、いかがでしょうか。福祉保健部長にお伺

いします。

低出生体重○福祉保健部長（重黒木 清君）

児の保護者は、様々な不安や育児上の困難を抱

えやすい傾向にあると言われておりますことか

ら、出産直後のＮＩＣＵ入院から乳幼児期まで

の各段階に応じて、丁寧な切れ目のない支援が

必要と認識しております。

御要望のありましたサブブックにつきまして

は、市町村が交付する母子健康手帳を補完する

ものとして、低出生体重児の成長の過程を出生

当初から記録できると同時に、同じ育児経験者

からのメッセージを記載することで、保護者の

不安を軽減し、心の支えになるものと考えてお

ります。

県としましては、低出生体重児の保護者が、

県内どこに住んでいてもサブブックの交付が受

けられるよう、今後、当事者団体、市町村、関

係機関等と意見交換を行いながら、必要な検討

を進めてまいります。

作成していただくというこ○脇谷のりこ議員

とで、ありがとうございます。

今日は、御相談いただいたお母さん方が赤

ちゃんと一緒にネット中継を楽しみに御覧いた

だく予定でしたが、何と今日はネットの不具合

で中継ができないそうで、後日録画を見て、今

の御答弁を大変喜んでいただけると思います。

御自分が低体重児を出産して、「とても落ち

込んで毎日泣いていたので、今度は自分がそう

いった人たちに勇気を与えられるようなメッ

セージを残したい」ということでした。

リトルベビーハンドブックの作成は、それほ

ど予算がかかるものではありませんが、いろい

ろな関係者が集まって意見を出し合い、一つの
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ものをつくり上げるという作成過程がとても大

事なものになります。これこそが、最初に申し

上げた多様性に対応した子育て支援の一つであ

り、一つ一つの積み重ねが少子化対策につなが

るのだと感じているところです。

これからも、多様化する社会に対応した少子

化対策、そして県政づくりをよろしくお願いい

たします。

以上で一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○濵砂 守副議長

ました。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時36分散会

令和３年９月13日(月)
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令 和 ３ 年 ９ 月 1 4 日 （ 火 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

監 査 事 務 局 長 阪 本 典 弘

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○濵砂 守副議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、図

師博規議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○図師博規議員

ざいます。本日は足元の悪い中、傍聴に来てい

ただいた方々には、心からお礼を申し上げま

す。ありがとうございます。

それでは、先般通告しておりました質問事項

に入る前に、２つの出来事についてお知らせを

させていただきます。

私ごとになりますが、質問事項とも関連いた

しますので、御了承ください。

まず１つ目は、私は現在「木城夢みる劇団」

に所属しており、木城町、高鍋町、そして美郷

町に伝わる古代朝鮮の国・百済王族の亡命伝説

を劇にし、劇団員31名、演舞ダンスチーム25

名、手話・ナレーションチームが15名、総勢71

名で活動しており、国民文化祭の関連イベント

として、８月29日に昼夜２回公演する準備を

着々と進めていました。

さらに、今月には場所を美郷町に移し、木城

夢みる劇団員と美郷町民合作により、百済伝説

を西の正倉院前広場で公演する予定でありまし

た。８月中旬からは通し稽古や衣装合わせが進

み、いよいよというところでの県の緊急事態宣

言発令、そして、まん延防止等重点措置とな

り、公演の全てを中止するという苦渋の決断に

至りました。

１年前も稽古が続く中で、コロナ拡大の影響

により国文祭・芸文祭が延期となり、稽古も中

断、それでも１年後には国文祭で演じることが

できると、劇団員一同、モチベーションを維持

し、今年に入り稽古を再開、そして、あともう

少しというところでの公演中止でありました。

ここに、劇団の代表から劇団員へ届いた手紙

があります。抜粋して紹介いたします。

「皆さん、お元気でしょうか。さて、劇団の

活動が再開したとき、皆様から会費を頂いてお

り、劇団名義の口座にそのまま預金してありま

した。公演が中止になり、これから先、一堂に

会して活動することもままならない状況を考え

たとき、この会費を社会福祉協議会に全額寄附

させていただきたいと思います。僅かながらで

も町民のお役に立てれば、町民劇団としての存

在意義が出てくるのではないかと思った次第で

す。なお、本番当日に配付するはずだったパン

フレットができておりますので、記念にお手元

にお届けします。事務局が丹精込めて作ってく

れたものです。思い出のよすがにしていただけ

れば幸いです。」と、優しくも寂しい手紙の内

容でありました。

私たちが演劇の中止を決断した２～３日後に

新聞で、三股町立文化会館で100名余りの観客を

収容し、演劇が開催されたという記事を目にし

ました。

うちもできたんじゃないだろうか、県は、市

町村や主催団体に一体どのような指導をしてい

るのだろうかと疑問を抱いた次第です。

次に、もう一つの出来事を紹介いたします。

私には小学３年生の娘がいます。地域にある

テニススクールに通っていますが、私の遺伝子

が遺伝子なだけに目立った活躍はないものの、

けなげに練習に通う姿を見ていると、勉強はほ

どほどでもいいけれど、スポーツは続けてほし

いと、親心に思っている次第です。

令和３年９月14日(火)
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その娘の晴れ舞台となる初試合が８月29日に

開催される予定でした。が、テニスの試合はも

ちろんのこと、その後の練習さえもできず、長

期間の自粛となりました。

このように、クラブ活動や部活動、そして試

合や大会が県の緊急事態宣言とまん延防止等重

点措置により中止となり、そのため自粛を余儀

なくされた小・中・高校生、専門学校生、大学

生、またその親御さんたち、一緒に落胆した親

御さんたちは、県内にも何万人といらっしゃい

ます。

それでは、質問に移ります。

まず８月11日に県単独の緊急事態宣言を発令

され、引き続きまん延防止等重点措置に踏み切

られた知事の判断が、本県のコロナ対策にどの

ような効果を発揮したか。具体的な数値を示し

た上で、知事の御答弁を求めるものでありま

す。

以下の質問は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

県独自の緊急事態宣言の発令及び国のまん延

防止等重点措置の適用に伴い、外出の自粛や営

業時間短縮などの行動要請を行ったところであ

りますが、県民や事業者の皆様に御理解と御協

力をいただき、感染防止対策の重要なポイント

となります人流抑制に大きな効果があったもの

と認識しております。

具体的には、飲食店等の営業時間の短縮につ

きまして、県・市町村の見回りによりますと、

県全体の対象店舗の約99％が要請に応じていた

だいていると見られ、宮崎市内においては、国

のまん延防止等重点措置の適用前には、時短要

請に応じていただいていない店舗が約60店舗

あったものが、現時点では約20店舗を下回って

いる状況にあります。

また、宮崎市内の繁華街の夜間の人流につき

ましても、国の提供データによりますと、12日

時点で、７月１日と比べて約９割減少しており

ます。

なお、感染収束の切り札となり得るワクチン

についても、12日時点で、県民の12歳以上の接

種対象者の56％が接種を完了しているところで

あります。

今後とも、ワクチン接種を円滑に進めなが

ら、必要な感染防止対策に取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

今、答弁にもありましたとお○図師博規議員

り、順調にワクチン接種も進み、コロナ感染者

数も、今月に入り減少傾向となっております。

これは、知事からの県民への県境を越えた往

来の自粛要請や、飲食店への時短要請が真摯に

受け止めてもらえたことが、この結果につな

がっていると推察されます。

がゆえに、知事からの行動自粛や時短要請を

聞き入れてくれている県民からは、このコロナ

禍で開催されている国文祭・芸文祭に関して疑

問視する声も多数聞こえてきます。

そこで次に、８月11日に緊急事態宣言発令

後、９月12日 この間の日曜日 まで、国― ―

文祭・芸文祭のイベントが幾つ開催され、幾つ

のイベントが中止、延期となったのか。また、

開催されたイベントのうち、県外からの参加者

を招いたイベントが幾つあったのか。さらに、

それらのイベントの開催や中止に関して、県は

どのような指導力を発揮したのか、関係市町村

や主催団体とはどのような連携を図ったのか、

総合政策部長にお伺いいたします。

８月11日から○総合政策部長（松浦直康君）
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９月12日の期間中における大会プログラムにつ

きましては、県及び市町村主催事業合わせて、

中止・延期が13事業、開催したものが33事業あ

りまして、そのうち観客を除く県外からの参加

者があったものは11事業でありました。

市町村主催事業につきましては、政府の基本

的対処方針や、施設・業種別ガイドライン等の

遵守・徹底を実施基準として示しまして、個々

の事業運営につきましても、市町村及び必要に

応じて主催団体に対し、催事内容に応じた感染

症対策を実施するよう助言を行ったり、事業に

よっては、共に現地での確認を行うなど、個別

具体的に対応したところであります。

さらに、県外からの参加者がある場合には、

県境往来者ＰＣＲ検査支援事業の活用など、コ

ロナ禍でのイベント開催について、きめ細かく

助言を行ってきたところであります。

県緊急事態宣言発令後、33の○図師博規議員

事業、イベントが開催されたものの、３分の１

以上が中止・延期。また、開催されたもののう

ち３分の１が、県外からも参加者を募られて、

参加者が集ってのイベントが開催されたという

内容の答弁でした。

私はコロナ禍での国文祭・芸文祭の開催は、

県民へ積極的な参加を促すこともできず、イベ

ントをする側も、感染拡大リスクを感じ消極的

となり、県内全体の盛り上がりにも欠け、県を

挙げて全国へ宮崎をアピールすることに関して

も、全くもって不十分な状態だと思っていま

す。

私は一旦、国文祭・芸文祭を休止にして、県

民にもっと喜ばれる形で、コロナ収束後に、他

県の国文祭・芸文祭と重なったとしても、そこ

まで延期して再開すべきと考えます。

知事は、このコロナ禍で国文祭・芸文祭を続

けられている意義をどのように捉えられている

のか、所見をお伺いいたします。

国文祭・芸文祭に対す○知事（河野俊嗣君）

る様々な懸念の声、批判の声というのは、私も

承知しているところであります。

思うに、ちょうど同じタイミングで行われて

おりましたオリンピックやパラリンピックと一

緒くたの議論になってしまっているのではない

かと。感染が大変厳しい国も含めて、数万人の

人間が２週間なり３週間、一定の会場に集中し

て開催されるこのイベントと 国文祭・芸文―

祭は、107日間にわたって開催時期も場所も、開

催形態もばらばらであり、いわばイベントの集

合体であります。

そうしたイベントの開催につきましては、こ

れまでの様々な科学的知見を踏まえた政府の基

本的対処方針において、一定の要件の下、開催

が認められているわけであります。国文祭・芸

文祭では、これよりも厳しい基準の中で、感染

症対策に最大限の注意を払い、一部は無観客、

またはオンライン配信するなどして、大会プロ

グラムを実施しているところであります。

私も時間の許す限り、大会プログラムに参加

しております。現場の様子を見ておりますが、

文化芸術は、私たちの心を癒やし、こういう状

況だからこそ、しみてくるものがあるというこ

とを感じますし、人と人とが分断され、先の見

えない苦しい状況が続いている中で、私たちを

支えてくれる必要不可欠なものだと、改めて深

く感じているところであります。

私は、ＳＮＳ等で音楽祭に関していただいた

メッセージというのは非常に印象的だったんで

すが、今年初めて、スヴェトラーナ・ザハーロ

ワさんというロシアのボリショイ・バレエ団の

プリンシパル、トップバレリーナをお招きして
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のコンサートが行われたわけであります。

そうしたら、国・県内でバレエを志す子供た

ち、指導者の皆さんが、今、コロナ禍の中で、

都市部で行われるようなコンクールだとかワー

クショップに参加できない、そういう状況の中

で、バレリーナにとっては神のような存在のザ

ハーロワさんを目の当たりにすることができた

と、涙を流して喜ばれた、また、元気と希望を

与えていただいたという言葉をいただいたとこ

ろであります。

もちろん、感染防止を徹底しながらも、こう

した声に応えていき、その文化の力で県民に感

動を呼び起こすこと、これも非常に重要な取組

ではないかと認識しているところでありまし

て、今後とも、感染防止対策を徹底しながら、

しっかりと対応してまいりたいと考えておりま

す。

今、知事の御答弁にあったと○図師博規議員

おり、文化芸術の力、これはまさに今言われ

た、オリンピック・パラリンピックスポーツの

力と匹敵するぐらい、やはり県民に勇気、感動

を与えるものだとは思いますが、では果たして

それが今なのか、強引にそれを続けるべきなの

かに関して、ここに県民からの声が届いており

ます。

８月22日には「わたぼうし宮崎コンサー

ト2020」が、宮崎市民文化ホール大ホールで開

催、８月29日には全日本健康マージャン交流大

会が、シーガイアコンベンションサミットホー

ルで開催されました。今後も、全国から参加者

が集われる大正琴の祭典やハーモニカフェス

ティバル、少年少女合唱の祭典などなどが続き

ます。

これらのことに関し、知事のフェイスブック

や県庁ホームページには、数々の県民からの声

が寄せられています。

例えば、「まん延防止が出されている８月29

日に、県外者も含めてマージャン大会があった

のは本当ですか。開催するのであれば、県民に

自粛を求めるのはおかしいのではないでしょう

か」また、「この時期に県をまたいで大会開

催っておかしくないですか。県の関係者は御存

じなんでしょうか」「県独自の緊急事態宣言

で、部活動やスポーツ少年団活動は自粛が発令

されましたが、国文祭・芸文祭の開催とは整合

性が取れないと思います」「緊急事態宣言、ま

ん延防止等重点措置が適用される中でのイベン

ト開催は、県民の不安をあおります。国の方針

に準ずる対策とはいえ、感染者が出た場合、そ

の家族や学校や職場に感染拡大するおそれがあ

ります。夏休みも我慢して、どこにも出かけず

家に閉じこもっていた真面目な子供たちや家族

がばかばかしく思えます」などなど。

もちろん、これらの意見には知事も目を通さ

れているとは思いますが、知事は、これらの意

見に具体的なコメントは返されていません。

そこで、県独自の緊急事態宣言及びまん延防

止等重点措置が発令されて以降、県境をまたぎ

全国からの参加者を招いた行事をどのような理

由で知事は容認されたのか。

また、知事からの行動自粛要請に伴い、部活

動や大会を中止としたことと、国文祭・芸文祭

の開催続行は整合性がないんじゃないかという

先ほどのような声に関して、知事はどのような

見解をお持ちか、再度御答弁を求めます。

先ほど来、申し上げて○知事（河野俊嗣君）

おりますように、ＳＮＳ等で寄せられます感染

への不安ということもありますし、自分たちが

自粛しているのにというような不満、それも十

分分かるところであります。その心情が分かる
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上で、国文祭・芸文祭に関しましては、先ほど

言いましたような事業の特性を鑑みて、個々の

イベントの集合体でありますそのイベントが、

国の基準に照らして、感染防止対策を徹底しな

がら実施ができるものかどうなのか、そこの判

断が重要なポイントになってくると考えており

ます。

議員も参加されたそういう事業が残念ながら

開催されなかったと、本当にそれを気の毒に

思っているところでありますが、県としまして

は、市町村、または関係団体についても、様々

な開催基準につきまして助言しているところで

あります。

また、８月12日に国の分科会が示した基準に

よりましても、大変そういう感染が厳しい状況

のときの分科会の判断でありますが、観客が声

を出さないようなコンサートでありますとか、

演劇、映画館、図書館、美術館などは、感染症

対策を徹底しながら利用することができるとい

うような方針を示しておられるところでありま

して、我々が、具体的なそういう基準に基づい

て、またそれをさらに上回るような厳しい基準

を設定して実施した。そして、県外からも来県

される方もいらっしゃるということで、県境往

来者に対してはＰＣＲ検査支援事業を活用する

ということで、個別の事業に対しての支援、ま

たそういう環境づくりにも取り組んできたとこ

ろであります。

県民の皆様の様々な思いというもの、また御

指摘というのは受け止めながらも、国文祭・芸

文祭、これは本県だけの事業ではなしに、国全

体の位置づけの中で行われる事業として、開催

県としての役割というものを果たしていく、そ

のことも重要であろうかと考えております。

今、知事の御答弁にあったと○図師博規議員

おり、知事も本当に真剣に考えてらっしゃるの

はよくよく分かりますし、県民にもそれが伝

わっておると思います。がゆえに、やはりどう

してという声も多数上がっているところであり

ます。

そこで一つ、知事に提案があります。

昨年のコロナの影響で中止となった選抜高校

野球大会に出場予定だった32校を、日本高校野

球連盟は同８月に甲子園球場に招き「甲子園高

校野球交流試合」を開催し、32校が１試合ずつ

行うという、高校球児の夢をかなえる粋な計ら

いをされたことは記憶に残っていることと思い

ます。

そこで、アフターコロナのキックオフイベン

トとして、これまでの国文祭・芸文祭で中止を

余儀なくされた団体、そして、これから中止を

判断する団体を招いて、知事の肝煎りで県民向

けの宮崎県文化祭・芸文祭を開催されてはと思

います。

コロナの影響で、日頃の練習の成果発表や文

化・芸術の披露の機会を奪われた県民に、救い

の手を差し伸べるとともに、県民みんなが晴れ

やかな笑顔で来場できる、そういう代替の大会

を開催することは大変意義があると私は思いま

すが、知事のお考えをお聞かせください。

まず、コロナの影響に○知事（河野俊嗣君）

より中止となった事業につきましては、関係者

の皆様が、それぞれの地域の状況や事業内容な

ど様々な状況を考慮しながら協議を重ねられ

て、苦渋の決断をされたものと認識しておりま

す。

現在、大会期間中でありますので、県としま

しては、今後実施が予定されている事業が安心

・安全に開催できますよう、市町村、文化団体

等と連携・協力しながら取り組んでいくことが
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重要であろうかと考えております。

そして、今の御指摘であります、中止となり

ました事業につきまして、国文祭・芸文祭事業

として改めて実施することは困難であると考え

ておりますが、国文祭・芸文祭にしても、例え

ば記紀編さん1300年記念事業にしても、その時

期だけで終わる一過性のものにするのではな

く、その次につなげる、そこが非常に重要であ

ると考えておりまして、大会終了後、国文祭・

芸文祭の総括を行う中で、市町村や文化団体等

から幅広く御意見を伺ってまいりたいと考えて

おります。

おっしゃるとおり、文化芸術○図師博規議員

は一過性のものではないと。これからも、県民

の心を豊かにするための新たな開催方法という

のをぜひ模索していただければと思います。

次に移ります。職員の兼業要件の緩和と地域

活動推進について伺ってまいります。

県では、前年度までが働き方改革重点推進期

間でありましたが、今後もこの働き方改革は続

いていくと思われます。

その中で、知事部局におかれましては、働き

方改革の一つの指標であるテレワーク推進をし

ておられます。また、そのテレワークを拡大し

ていく上で今、課題も見えてきているかと思わ

れます。

再度、知事部局におけるテレワークの実践状

況と課題を、総務部長にお伺いいたします。

在宅勤務をはじめ○

とするテレワークは、コロナ禍における感染拡

大防止や業務継続に資するほか、子育てや介護

を行っている職員が活用することによって、柔

軟な働き方の実現にもつながるものと考えてお

ります。

このため、知事部局におきましては、テレ

ワーク用のパソコンや通信装置を導入するとと

もに、都城市や延岡市などの出先機関の職員が

利用することで、勤務庁舎への移動時間を縮減

できるサテライトオフィスを防災庁舎に設置す

るなど環境整備を行い、職員のテレワークの実

施を推奨しているところであります。

これまでの取組の中で、テレワークが可能な

業務の整理や、職員間の情報共有・意思決定の

在り方といった課題も見えてきておりますが、

今後とも、課題を検証しつつテレワークを推進

することで、新型コロナウイルスの感染拡大防

止はもとより、職員の働き方改革の推進に努め

てまいります。

知事部局では、テレワークを○図師博規議員

進めるということで出勤削減を進められ、ま

た、削減の目標を数値化されていると聞きま

す。そういうことが、あわせてコロナの感染リ

スクの軽減にもつながるでしょう。

では、具体的にどのような体制で、またどの

ような目標を設定されて、出勤削減に取り組ま

れているのか、また達成率はどのようになって

いるのか、総務部長にお伺いいたします。

国の「新型コロナ○

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」では、

まん延防止等重点措置区域の事業者に対し、人

流を抑制するため、出勤者数の７割削減を目指

すことが求められております。

知事部局におきましては、これまでも時差出

勤やテレワークの実施により、職員密度の軽減

に取り組んできたところですが、今回のまん延

防止等重点措置の適用を受け、行政機能を維持

するために必要な業務に従事する職員を除き、

出勤者数の７割削減を目指して、テレワークの

実施や休暇取得の促進に取り組んでいるところ

であります。
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その実績につきましては、毎週金曜日に調査

しており、会計年度任用職員を含む職員4,733名

のうち、窓口業務や感染症・災害対応等の業務

に従事する職員を除く対象職員1,381名に対し、

初回調査日である９月３日にテレワークの実施

や休暇を取得した者は1,086名で、78.6％の削減

となっております。

非常に積極的に取り組まれ、○図師博規議員

またその達成率もすばらしい内容ということが

分かりました。

今後も、国の対処方針に従い出勤者数７割減

が維持されることにより、職場内の密も回避さ

れ、コロナの感染リスク、そして通勤時間が減

少することになります。これにより、職員が各

地域にいる時間が長くなり、地域活動に取り組

みやすくもなります。

そこで、現在知事部局における職員の兼業を

含む社会貢献活動について、どのような流れで

許可され、どのような内容の地域社会貢献の活

動が行われているのか、総務部長にお伺いしま

す。

職員の兼業につき○

ましては、営利団体の役員等を兼ねる場合、自

ら営利企業を営む場合及び報酬を得て事業また

は事務に従事する場合は、地方公務員法によ

り、営利企業等従事に係る任命権者の許可が必

要となっております。

令和２年度の知事部局における許可の状況に

つきましては、延べ129名に対して許可を行って

おり、そのうち113名が公的な資格取得のための

試験監督員であり、部活動の指導員など社会貢

献活動が３名となっております。

その他、専門的な知識を生かした社団法人な

どでの実技講習会における講師や、公的研究機

関における外部専門家、大学における研究補

助、論文校正などを許可しております。

職員のお一人お一人が兼業許○図師博規議員

可を取る際、任命権者である知事までの許可が

必要となっており、兼業のほとんどが試験監督

員ということでしたが、神奈川県では、兼業の

手続を各所属の権限で許可できるように簡素化

し、兼業による報酬の受領要件も緩和して、職

員の生きがいづくりや社会貢献を推進していま

す。

また新潟県では、公務時間外であれば、兼業

の業務に割く時間や、受ける報酬額には制限を

設けておらず、例えば、地域課題を解決するよ

うな過疎地でのカフェ経営や、中山間地域での

移動販売の運営などの事業も推奨しています。

そこで、本県も職員の社会貢献活動を促進

し、日常業務へのモチベーションを上げるため

にも、兼業許可について緩和を行い、さらに働

き方改革を推進してはと考えますが、総務部長

の考えをお伺いします。

職員が報酬を得て○

事業活動等に従事することにつきましては、営

利目的ではないこと、職務遂行に支障を及ぼす

おそれや、県職員としての信用を失墜するおそ

れがないことなどの一定の要件を満たす際に

は、現在の制度においても許可は可能でありま

す。

具体的には、全国自治体の許可事例として総

務省が紹介しております、適切な対価を受け

取って行う商店街活性化活動や、障がい者支援

活動、無料学習塾の学習支援補助活動などがあ

り、その他、地域おこしや高齢者支援などの社

会貢献活動が該当いたします。

今後、職員に対して許可基準を明確に示すと

ともに、他県なども参考に、許可事例を広く周

知することにより、職員が社会貢献活動に参加
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しやすい環境づくりに努め、その促進を図って

まいりたいと考えております。

ぜひ、県の職員の方々にも積○図師博規議員

極的に地域に溶け込んでいただきたい。そして

また、生きがいをそこでも見いだしていただく

というような促しを、部長にはお願いしたいと

思います。

次に、脱炭素社会づくりの取組についてお伺

いいたします。

知事は、昨年度の全国知事会において、「ゼ

ロカーボン社会構築推進プロジェクトチーム」

へ加入され、今年３月に「2050年二酸化炭素排

出実質ゼロ」宣言をされたことは、県民にはあ

まり浸透しておりません。

本県は日照時間が長く、森林資源が充実して

いるなど自然環境に恵まれていることから、太

陽光発電やバイオマスなどの再生可能エネル

ギーの導入に適しており、他県以上に森林によ

る二酸化炭素吸収量が多いというインセンティ

ブがあります。

本県の環境をもってすれば、2050年を待たず

とも二酸化炭素排出実質ゼロを達成できるので

はないかと考えますが、現在までの温室効果ガ

スの排出削減の状況について、環境森林部長に

お伺いします。

本県の温室効○環境森林部長（河野譲二君）

果ガス排出量は、森林等吸収量控除後の平成29

年度推計で679万トンであり、基準年度の平成25

年度と比較して19.6％の削減となっておりま

す。

また、主な部門別の排出量の削減状況を見る

と、工場などの産業部門がマイナス21.9％、家

庭部門がマイナス26.1％であり、運輸部門は、

自動車保有台数が増加したことなどにより、マ

イナス6.5％にとどまっております。

今後、例えば家庭で電力使用量を１割削減す

れば、家庭部門の排出量をさらに5.5％削減する

ことはできますが、太陽光や風力などＣＯ を２

排出しないエネルギーへの転換が進まなけれ

ば、森林等吸収量を加味してもゼロカーボンの

達成は難しいため、省エネによる削減努力に加

え、再エネの導入の推進も大変重要と考えてお

ります。

これは、目標の数値を達成す○図師博規議員

ることも大切なんですが、やはり県民の意識の

醸成ということも非常に大切な取組になってま

いります。

今の御答弁では、ゼロカーボン達成の道のり

は簡単なものではないということも理解できま

した。それでは今後、市町村や産業別及び県民

一人一人がどのように二酸化炭素排出実質ゼロ

に取り組んでいけばいいのか、県としては、ど

のようなリーダーシップや具体的な施策を持っ

て、この事業に取り組もうとされているのか、

環境森林部長に再度お伺いします。

温室効果ガス○環境森林部長（河野譲二君）

の排出削減を進めていくためには、県民や事業

者・市町村による取組が大変重要であります。

このため県では、省エネについて、広報紙や

ホームページ、セミナーなどにより、県民・事

業者への普及啓発に努めるとともに、エネル

ギー使用量の多い事業者等に温室効果ガス排出

量の報告を義務づけ、削減行動を促進する取組

を行っております。

また、今年度から新たに、家庭での省エネ行

動を促すアプリ「エコふぁみ」の運用を開始す

るとともに、事業者や市町村に対しては、建物

等の省エネ診断と併せて、再生可能エネルギー

の導入等をサポートするアドバイザーの派遣事

業を実施しており、既に県内の公共施設から申
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込みや相談を受けているところであります。

今後とも、市町村や関係団体と連携し、温室

効果ガスの排出削減に取り組んでまいります。

県民が取り組める、家族で取○図師博規議員

り組めるアプリ「エコふぁみ」、これを ポ―

イント制があるとも聞きますし、県産品のプレ

ゼントも付与されるとも聞いております ぜ―

ひ広く広報していただきたいと思います。

それでは、次の質問に移ります。性の多様性

と教育について伺います。

出生時に割り当てられた性別と異なる性を生

きるトランスジェンダーで、2004年に施行され

た性同一性障害特例法に基づき戸籍上の性別を

変更された方が、ここ15年で１万人になること

が司法統計で示されました。

トランスジェンダーや性的マイノリティーを

含む性の多様性教育に関しては、日本は後進国

であり、学習指導要領にも盛り込まれていませ

ん。

しかし、小・中・高校で使用されている教科

書によっては、性の多様性について盛り込まれ

ているものもあり、つまり各自治体や学校に

よって学ぶ機会に差があるのが現状です。

また、日本では法律上の同性婚は認められて

いませんが、代わりに「同姓パートナーシップ

制度」を導入する自治体は増えてきており、教

科書よりも早く性の多様性に関する社会情勢は

刻々と変化しております。

そこでまず、本県のトランスジェンダーの人

権擁護や同姓パートナーシップ制度に関して、

どのような状況になっているのか、総合政策部

長にお伺いいたします。

県では、トラ○総合政策部長（松浦直康君）

ンスジェンダーを含む性的マイノリティーの問

題を、「宮崎県人権教育・啓発推進方針」の重

要課題の一つとして位置づけ、その人権を守る

ための啓発等の取組を進めております。

具体的には、県庁におけるライトアップや各

種の啓発イベントのほか、広く県民を対象にし

た講演会等を開催しておりまして、トランス

ジェンダーの当事者による講演では、講師自身

の体験や自らの性自認と違う性を生きる生きづ

らさについてお話をいただくことで、この問題

についての認識を深めていただきました。

また、「パートナーシップ宣誓制度」につき

ましては、同姓カップルを対象として、婚姻に

準じる取扱いを地方自治体が独自に行うもので

ありますが、県内でも宮崎市、延岡市、日南

市、木城町において導入されておりまして、

市、町営住宅へのカップルでの入居が可能とさ

れておりますほか、宮崎市が行いましたアン

ケートによれば、民間サービスとしては、生命

保険の受取人に認められたなどの事例もあると

伺っております。

この性の多様性についての行○図師博規議員

政の在り方も非常に多角化してきている現状が

あります。

私の手元に、全国約２万人の学校教員を対象

にした性の多様性に関する教育、具体的には、

同性愛や性同一性障害について教えることに関

する調査の結果があります。

これによりますと、「同性愛について教える

必要があると思う」と答えた教員は75％、同じ

く「性同一性障害について教えるべき」と答え

たのが86％となっており、その必要性の高さが

示されています。ゆえに、教える側の知識習得

の場も必要であり、同性愛と性同一性障害のど

ちらとも学んだことがないという教員の割合

も20％あります。

教員により理解度がばらばらで、ばらつきが
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あるという実態があります。そこで、本県にお

ける教員に対する性の多様性の知識習得の状況

はどうなっているのか、その実際の指導内容を

含め、教育長にお伺いします。

性の多様性に関す○教育長（黒木淳一郎君）

る教育について、教職員の理解を深めることは

極めて重要であると認識しております。

そこで、県教育委員会といたしましては、管

理職や人権教育担当者等を対象とした研修会の

実施や、教職員向け資料の作成など、性の多様

性に関する教育について、啓発に努めておりま

す。

具体的には、大学教授等の外部専門家を招い

ての性同一性障害に係る知識の習得を図る研修

や、文部科学省作成の教職員向け資料を用い

た、当該児童生徒へのきめ細かな対応の仕方等

について学ぶ研修を実施しております。

また、各学校では、平成28年度に教職員向け

資料が示されて以降、延べ数で小学校402回、中

学校250回、県立学校93回、性の多様性をテーマ

に研修を行っております。

その中では、「学校における支援体制」や

「学校生活における支援事例」「卒業後に性別

変更等を行った場合の対応」などを取り扱って

いるところであります。

今、答弁の中に、「卒業後に○図師博規議員

性別変更等を行った場合の対応」ともありまし

た。

ではまず、この性別変更ということに関し、

教員研修ではどのような内容まで理解を求めて

いるのか、また、その性別変更をされた方に、

教育委員会としてはどのような支援が考えられ

るのか、再度教育長にお伺いします。

法に基づく性別変○教育長（黒木淳一郎君）

更の審判を家庭裁判所で受ける際の申立て要件

として、「二十歳以上であること」「婚姻をし

ていないこと」「性別適合手術を行っているこ

と」などが示されております。

これらのことを踏まえ、卒業後に、法に基づ

く戸籍上の性別の変更等を行った方から卒業証

明書等の発行を求められた場合は、戸籍を確認

した上で、現在の性別等に沿った証明書を発行

するなど、当該者が不利益を被らないよう、適

切に対応することを各学校に周知しておりま

す。

卒業証明書は、学校を卒業し○図師博規議員

た後に取る方がいらっしゃいますが、それを性

別の変更後の内容に合わせるということは、大

変思いやりのある対応だなと思った次第です。

答弁にもありましたが、日本の性別変更は、

性別適合手術により生殖機能を不能にすること

までも条件にされていることが人権侵害に当た

るとして、日本学術会議やＬＧＢＴ法連合会か

ら指摘されております。ともあれ、教員研修等

で性の多様性について学ぶ場があり、一定レベ

ルの知識習得がされていることは理解できまし

た。

それでは、その内容をどう教育現場に落とし

込んでいくかでありますが、これも先ほどの調

査結果によりますと、86％の教員が教える必要

があると言っているところなんですけれども、

実際、教育の現場でその授業をしたことがある

と答えた教員数は、11％に満たないということ

が出ております。

本県において、性の多様性に関する教育は、

どの程度、またどの内容で実践されているの

か、教育長にお伺いします。

性の多様性に関す○教育長（黒木淳一郎君）

る教育につきましては、保健体育の「心身の発

達と心の健康」や、技術家庭科の「家庭生活と
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地域の関わり」のほか、複数の教科の中で関連

的に取り扱うこととなっております。

また、令和元年度におきましては、小学校42

校、中学校48校、県立学校27校が、性の多様性

に特化した学習を行っております。

その内容といたしましては、社会における性

的少数者の方々への偏見や差別など、性の在り

方の問題を考えさせたり、当事者の方の講話を

実施するなどの取組が行われております。

学習後の感想では、「人と違いがあって当然

だから、それを批判せず、違いを認めて接する

ことが大切だと分かった」「それぞれの悩みに

気づくことが、優しさと思いやりだと思った」

などの内容が多かったと聞いております。

やはり、この性の多様性とい○図師博規議員

うものを理解していくには、小学校、中学校か

らの教育も非常に大切になってきますので、今

後とも拡充をお願いいたします。

それでは次に、適応指導教室とフリースクー

ルについて伺っていきます。

国は2019年に、不登校の子供たちに学校外で

の多様な学びの場を提供することを目的とした

「教育機会確保法」を成立させました。

これまでの不登校対策は、学校復帰を大前提

としていましたが、この教育機会確保法では、

従来の対策では不登校児童生徒の無理な通学は

かえって状況を悪化させる懸念があるため、児

童生徒が通いやすい公立の適応指導教室や民間

のフリースクールなど、学校外の教育機会を確

保することを自治体の責務とし、必要な財政支

援に努めることとしています。

そこでまず、この教育機会確保法をどのよう

に捉えているのか。また、本県の不登校児童生

徒数がどのように推移しているのか、教育長に

伺います。

「教育機会確保○教育長（黒木淳一郎君）

法」の基本理念であります、全ての児童生徒が

豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けら

れる環境の確保や、不登校の児童生徒に対する

個々の状況に応じた必要な支援は、教育を受け

る権利を保障するものとして重要であると捉え

ております。

国の調査によりますと、令和元年度の本県の

不登校児童生徒数は、小学校33 7人、中学

校1,067人、高等学校243人であり、全体で1,647

人となっております。

平成27年度と比較しますと、全体で376人増加

しており、中でも小学校の増加傾向が顕著で、

約２倍となっております。

本県は、幸福度ランキングで○図師博規議員

は常に上位に位置する、住みやすさ、学びやす

さがあろうかと思われますが、それでも不登校

児童生徒の増加は続いておるということです。

では次に、市町村教育委員会が設置する教育

支援センター、いわゆる適応指導教室は、どの

ような形態で整備され、県内に何か所設置して

あるのか。また、先ほどの答弁にあった不登校

の児童生徒が、この適応指導教室にはどの程度

の数が通われているのか、教育長、教えてくだ

さい。

適応指導教室は、○教育長（黒木淳一郎君）

市町村教育委員会が、小中学校の不登校児童生

徒を対象に、カウンセリングや集団での指導、

教科指導等を組織的、計画的に行うことを目的

に設置している施設であります。なお、通所す

る児童生徒は、出席扱いができることとなって

おります。

令和２年度の本県における適応指導教室

は、18市町に24教室が設置されており、中でも

宮崎市は６教室、門川町は２教室と、複数の教
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室が設置されております。なお、５町３村は未

設置となっております。

利用者数は、小学校33人、中学校160人の合わ

せて193人となっております。

不登校児童生徒は1,600人を超○図師博規議員

えておるんですが、この適応指導教室に通われ

ている生徒は200人に満たないということです。

つまり、適応指導教室に通えている生徒は10

分の１程度しかいません。まだ設置されていな

い町村もありますので、地理的に通えない児童

生徒もいると思われますが、それでもあまりに

も少ない数にとどまっています。

さらに、高校の不登校生を対象とした適応指

導教室は設置されていないということでした

が、これはなぜでしょうか、教育長。

高校生は、在籍す○教育長（黒木淳一郎君）

る高等学校によって、普通科、職業学科、総合

学科と、学科によって学習内容や教育課程が多

岐にわたっていることから、本県では、高校生

を受け入れる適応指導教室は設置をしておりま

せん。

各高等学校では、不登校生徒に対して、教育

相談の充実や関係機関との連携を図る中途退学

対策対応教員や、高等学校カウンセラーの加配

措置、またスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーなどの専門家の配置・派遣

など、家庭と緊密な連携を図りながら、学校復

帰や社会的自立に向けた支援を行っておりま

す。

先日も、高校の退学者の件が○図師博規議員

取り上げられておりましたが、今、県内の高校

の進学率は98％余りです。不登校の生徒も300名

余りで推移していますし、退学者の数字も300名

余りということですから、やはりその居場所づ

くり、学校とは別の居場所づくりのため、高校

生のための適応指導教室の設置も必要と考えま

す。

それでは、適応指導教室などを利用して、教

員や、今ありましたスクールカウンセラー、ス

クールソーシャルワーカーなどの指導の結果、

再登校できるようになった児童生徒はどの程度

の割合でいるのでしょうか。また、その学校復

帰に至ることにつながった指導内容は具体的に

どういうものがあったのか、教育長、教えてく

ださい。

令和元年度に、指○教育長（黒木淳一郎君）

導の結果、学校に復帰できた本県の児童生徒の

割合は、小学校で19.0％、中学校で21.1％、高

等学校で40.7％となっております。

復帰に至るまでの具体的な調査等は行ってお

りませんが、家庭や学校のサポートはもちろん

のこと、スクールカウンセラーや適応指導教室

など、児童生徒が相談することができる環境が

整っていたことや、スクールソーシャルワー

カーが家庭とつながり、関係機関との連携が確

実に行われたことなど、複数の要因が考えられ

るところであります。

今の御答弁ですと、小中学校○図師博規議員

の不登校生では約80％、高校生では60％が不登

校状態が続いていると。なかなか改善に至って

いない児童生徒が多いという答弁でありまし

た。

中学３年生で不登校のまま卒業できたとして

も進学は難しいでしょうし、高校で不登校が続

けば退学の可能性が大きくなってしまい、その

ままひきこもりにつながることも考えられま

す。

そこで、民間と連携し、児童生徒の自尊心を

守りながら様々な体験活動ができる、フリース

クールという居場所づくりに積極的に乗り出す
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ときと私は考えます。

先日、このフリースクール設立を考えられて

いる複数の団体の方々と意見交換をしてきまし

た。地域女性団体の方々や、放課後児童クラブ

に携わられている方、子ども食堂の関係者な

ど、日頃から地域の子供たちと接する中で、こ

のままの学校教育だけでは救い切れない児童生

徒がいるという問題意識を共有しておられる

方々です。

その中で出された意見として、「不登校が問

題ではなく、学校以外の選択肢がないのが一番

の問題です。明日、学校につまずいてしまうこ

とは、どの子供にも起こり得ることです。たと

えつまずいたとしても、勉強もできる、社会に

通じるいろんな経験もできる、もう一つの学

校、フリースクールがあれば、宮崎を担ってい

く将来ある子供たちに希望を持たせることがで

きます」と、非常に志高い意見も出されたとこ

ろです。

しかし、実際にフリースクールの設立に当

たっては問題は山積みで、場所をどうするの

か、専門人材の確保はどうするか、運営費の捻

出などなど、民間だけでは実際に克服が困難な

ハードルが幾つもあります。

では現在、県内に開設されているフリース

クールが幾つあって、何人の子供たちが通って

いるのか。また、学校と同じ出席扱いとなるフ

リースクールがどのような体制整備になってい

るのか。また、その出席扱いとなるためには、

どういう条件をクリアしなくてはいけないの

か、併せて教育長にお伺いします。

フリースクールと○教育長（黒木淳一郎君）

して学習支援や居場所づくりに取り組む民間施

設は、県内に複数ありますが、そのうち１つの

施設が出席扱いとなっており、昨年度末の段階

で、17人が在籍していることを確認しておりま

す。

通所を出席扱いとする条件としましては、カ

ウンセリング等を行うために、専門的知識と経

験を備えたスタッフが指導に当たること、児童

生徒のプライバシーに配慮した上で、学校と施

設との間に十分な連携・協力関係が保たれてい

ることなど、必要な環境を整えることが文部科

学省のガイドラインに示されております。

なお、出席扱いにつきましては、保護者と学

校との間に十分な連携・協力関係が保たれてお

り、校長が、設置者である教育委員会と連携を

取って判断するものとされております。

教育長、率直に教育長御自身○図師博規議員

の御見解を。

フリースクールを整備できるものならしてみ

たい、フリースクール設置が望ましいというお

考えはお持ちか、まだ時期尚早とお考えか、そ

のあたりはいかがでしょうか。

学校をプラット○教育長（黒木淳一郎君）

ホームとしながら、いろいろ困り感のある子供

たちを支援しなければならないと、そういう仕

組みづくりは大切だと考えております。

したがいまして、どんなことができるのか、

様々な角度から検討するなど、多くの意見を拝

聴していきたいと思っております。

前向きな御答弁を聞けてうれ○図師博規議員

しく思いました。

それでは、このフリースクールに関して、岐

阜県では、廃校となった校舎を利用して、公立

の不登校特例校が今年の４月に開校していま

す。

また福岡県では、フリースクール運営費補助

として年間1,800万円、鳥取県でも、運営費の補

助として１施設300万円の３施設分、900万円を
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県単独予算として計上し、支援をしています。

本県も不登校児童生徒の増加傾向が進む中、

民間団体と連携したフリースクール整備に取り

組む時期と考えますが、知事の御見解をお伺い

します。

今、不登校の実態につ○知事（河野俊嗣君）

いて答弁がありました。学校というものが、学

びや育ちをしっかりとサポートし、またそこで

の体験や記憶というものが、生涯にわたって一

人一人を支える大きな力になるということを考

えると、このような不登校の子供たちが増えて

いる現状について、胸が塞がる思いもし、私も

重く受け止めているところであります。

教育機会確保法では、その基本理念としまし

て、不登校児童生徒が行う多様な学習活動を踏

まえ、個々の状況に応じた必要な支援や、民間

団体等との密接な連携を図ることなどが示され

ているところであります。

様々な事情を抱えている子供たち一人一人に

応じた、多様な学びの提供に向けて、家庭や地

域、フリースクールなど民間団体との連携も含

めながら、教育の機会の確保に、総合的に取り

組んでいくことが必要であると考えておりま

す。

「総合的に取り組む」の中の○図師博規議員

選択肢に、ぜひフリースクールを具体的に組み

入れていただければと思います。

以上をもちまして、私の一般質問を終わりま

す。（拍手）

次は、窪薗辰也議員。○濵砂 守副議長

〔登壇〕（拍手） 今日は地域○窪薗辰也議員

から傍聴に誰も来ていませんので、無観客での

一般質問になりますが、よろしくお願いしたい

と思います。

それでは、緊急事態宣言の下で無観客開催と

なった東京オリンピック・パラ大会もいつの間

にか終わり、８月の長雨では浸水、土砂災害な

ど、今年も全国各地に大きな爪痕を残しまし

た。その後、朝夕もめっきり涼しくなり、秋の

気配も色濃くなりました。これから食欲の秋な

ど、様々な秋を満喫したいと思います。

国会では菅首相の突然の退陣表明で、「ポス

ト菅」選びは混迷を極めています。新型コロナ

感染者数は、ここ数日減少傾向にありますが、

重症者数、宿泊療養施設での療養者、自宅療養

者は依然として多く、亡くなる方もいらっしゃ

います。

国のまん延防止等重点措置は、宮崎市を除い

て解除となりましたが、まだまだ感染の収束が

見えない中、今後ワクチン接種が進み、新規感

染者も減少すると思います。日々御苦労いただ

いています医療従事者の皆さん方をはじめ、関

係各位の皆さん方に対し、感謝申し上げます。

日本政策研究センターが発刊している「明日

への選択」感染症の歴史の中で、「江戸時代の

パンデミック」の記事がありました。

当時日本を襲った感染症として、天然痘、は

しか、インフルエンザ、コレラの４つが挙げら

れており、鎖国の日本でも感染症は無縁ではな

かったとあります。特に天然痘については、江

戸城での拝謁のときには回復して75日たってか

ら「お目見え」するようにと命じられていたと

言われています。いわゆる濃厚接触の回避であ

ります。

インフルエンザについては、世界的な大流行

とともに日本にも侵入し、江戸城内で発生する

クラスターをいかに阻止するか、また、幕府機

能を継続し、業務を維持できるかであったと言

われています。

当時の江戸の人口は100万人と言われ、武士以
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外の大半の住民は、「其の日稼ぎ」と言われる

「下層民」だったと言われています。朝仕入れ

た魚や野菜、豆腐、納豆をその日のうちに売っ

て生計を立てたり、大工、包丁研ぎ、げたの歯

入替えといった、その日の手仕事の報酬で暮ら

す人々であったと言われています。一旦、飢饉

や不景気となれば、その日の食にも窮するのが

実態だったようです。

このため、働かなければ生きていけない人々

に対し、取りあえず回復するまで生活費を提供

するという「御救い」という制度があり、江戸

の「特別定額給付金」であったということで

す。

インフルエンザの蔓延では、１人当たり300

文、２人世帯で500文が支給されたと言われてい

ます。また、その財源には、長屋などの大家が

強制的に積み立てる「七分積金」という窮民救

済の「ファンド」が活用されたということで

す。

そのほかの対策としては、米や風邪薬などの

―買占め、売惜しみの防止、救済小屋の設置

これは宿泊療養施設でありますが 、臨時の―

公共事業による失業対策、金融の円滑化、経済

の底上げ、消費の奨励を通じ、景気刺激策など

の対策も打たれたということです。

こうしたときには、当然「自粛ムード」が広

がり、家の新築工事、改修工事なども減ってし

まいます。当然、こうした人々を相手とする

「其の日稼ぎ」の人々の生活に深刻な影響が出

るわけで、政府の普請と遊山を奨励する「町

触」が出されたということで、いわば今回の政

府が実施したＧｏ Ｔｏキャンペーンと同様なも

のでございます。

当時の武家政権が、社会福祉や経済政策を展

開しながら、感染症などを克服し、人間社会が

今日まで築かれてきたことを考えるとき、江戸

時代の感染症に対する幕府の救済策は、今日の

コロナ対策にも学ぶところがあるのではないか

と考えさせられました。

それでは、質問に入ります。

今月上旬に公表されました令和２年度決算の

見込みによりますと、コロナの影響を色濃く受

けて、歳入、歳出ともに前年度よりも大きく増

加し、歳入は7,038億円余、歳出は6,866億円余

となっており、令和元年度と比較しますと、20

％を超える増となっております。

この結果、実質収入が103億円余の黒字という

ことでありますが、病床確保などのコロナ対策

関係で、国から概算で事業費を受け取っていた

ものの、執行残として返還しなければならない

額が29億円あるということでございます。その

分を差し引いた実質的な収支は74億円の黒字と

なり、前年度並みとなっているようです。

そこで、この決算見込みを踏まえ、今後のコ

ロナ対策などの財政運営についてどのように考

えているのか、知事の考えをお伺いいたしま

す。

以下の質問は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

令和２年度は、毎月のようにコロナ対策の補

正予算を編成してまいりましたが、必要な財源

につきましては、国において、コロナ対策の交

付金として、地方創生臨時交付金と緊急包括支

援交付金がしっかりと措置され、決算ベース

で、これまでの累計で479億円余を受け入れてお

ります。

そのため、決算の歳入、歳出は前年度を大き

く上回ることとなりましたが、実質的な収支に
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つきましては、74億円余の黒字と、前年度並み

となったところであります。

この分につきましては、令和３年度当初予算

で取り崩した基金に積み戻し、例えば、これか

らシーズンが本格化します台風などの自然災害

や、この冬の鳥インフルエンザ対策など、不測

の事態に備えるほか、令和４年度当初予算編成

における財源として活用してまいります。

今後とも、全国知事会地方税財政常任委員会

の委員長として、必要な財源の確保に努めると

ともに、財政関係２基金の維持など、健全な財

政運営に努め、感染の状況や経済の動向、国の

予算編成などを見極めながら、ポストコロナを

見据えた新しい県づくりに取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

令和２年度新型コロナ対策と○窪薗辰也議員

して、県民生活を維持するための様々な対策が

講じられてきたところでありますが、まだまだ

新型コロナの影響は今後も続くものと思われま

す。

年々増加する社会保障関係費に加え、国土強

靱化対策、国民スポーツ大会、ポストコロナに

向けた経済対策など、多額の財政負担が見込ま

れるところでありますが、人口減少問題や経済

の活性化など、将来を見据えた施策について

も、さらに進める必要があると思います。

今後も財政の健全化に向けて、さらに取り組

んでいただきますようお願い申し上げたいと思

います。

次に、本県における新型コロナワクチンの接

種状況と今後の見通しについて、お伺いしま

す。

接種券の配布は、高齢者や基礎疾患のある人

から順に、県内全ての市町村において、全ての

年代に対し、新型コロナワクチンの接種券が今

月上旬までに発送され、そのほとんどの方が接

種を受けられる体制が整いつつありますが、現

在の本県における接種実績について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

９月12日現○福祉保健部長（重黒木 清君）

在での本県におけるワクチン接種実績につきま

しては、12歳以上の対象人口約98万人のうち、

１回目接種を終えた方が69％、２回目まで終え

た方が56％となっており、接種が着実に進んで

いるところであります。

県といたしましては、コロナの感染収束のた

めには、早期の接種完了が重要であると考えて

おりますことから、引き続き、県において大規

模接種を進めるとともに、市町村に対する必要

な支援を行いながら、早期完了に向けて取り組

んでまいります。

次に、ワクチン接種率を高め○窪薗辰也議員

るための取組についてお伺いします。

集団免疫獲得のためには、できるだけ多くの

方が接種する必要があると考えますが、接種券

はあっても、様々な基礎疾患のある方、または

病気治療中の人や、アレルギーなどで接種した

くてもできない人などもいると考えられま

す。100％の接種はできないとしても、接種率を

上げることが最大の予防であり、蔓延防止であ

ると思います。

本県におけるワクチン接種率を高めるための

取組について、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

コロナの感○福祉保健部長（重黒木 清君）

染収束のためには、早期の接種完了とともに、

多くの方々に接種いただくことが重要でありま

す。

このため、接種機会の拡充はもとより、ワク

チン接種の効果や副反応について正しく理解し
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ていただき、過剰な不安から接種を控えること

がないよう、正確かつ適切な情報提供が大変重

要であると考えております。

このため県におきましては、大規模集団接種

における接種者数や対象者を拡充するととも

に、テレビや新聞、タウン誌のほかＳＮＳな

ど、様々な媒体を活用しながら、正しい情報の

提供に努め、できるだけ多くの方が接種いただ

けるよう、必要な取組を進めてまいります。

河野ワクチン担当大臣から、○窪薗辰也議員

９月３日の記者会見において、「10月から11月

の早い時期に、希望する国民の皆様への接種を

終えることも視野に入ってきた」との発言があ

りましたが、政府は、既に３回目のワクチン接

種について議論すべき時期が来たとしていま

す。

そこで、本県における接種完了の見通しにつ

いて、福祉保健部長にお伺いいたします。

県におきま○福祉保健部長（重黒木 清君）

しては、市町村における早期の接種完了に向

け、休日や時間外での各医療機関における個別

接種の促進への支援を行うとともに、県による

大規模集団接種などを進めているところであり

ます。

このような中、先般国からは、10月４日の週

までに、接種対象者の約86％に当たるワクチン

が配分されることが示されまして、県から市町

村に対し、割当てをお知らせしたところであり

ます。

このような動きを踏まえて、県内におきまし

ては、希望する方々全てが11月の前半までに接

種を受けられる見通しとなり、県としまして

は、引き続き市町村と連携しながら、円滑なワ

クチン接種に向けて、必要な取組を着実に進め

てまいります。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症を診断するための検査の一つでありますＰ

ＣＲ検査については、感染拡大を防止するため

にも重要な検査であると認識しております。

昨年の初め頃は、県内でできるＰＣＲ検査数

も少ない状況にありましたが、現在では最寄り

の医療機関などでも検査が受けられるようにな

り、検査体制はかなり拡充・整備されたのでは

ないかと評価いたしております。一方で、一般

の県民には、まだまだ検査体制がよく分からな

いという方もいらっしゃるようでございます。

そこで、新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ

検査体制について、福祉保健部長にお伺いいた

します。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

のＰＣＲ検査には、行政検査と保険適用検査が

あり、行政検査は、感染者の濃厚接触者等に対

して、県衛生環境研究所と宮崎市保健所が行う

ほか、一部を民間検査機関に委託して行ってお

ります。

また、保険適用検査は、発熱等の症状のある

方が、地域の身近な診療・検査医療機関を受診

した際に、医師の診察の下で行う検査であり、

現在386の医療機関を指定しております。

なお、自ら希望して検査を受ける場合は、保

険適用外の自費検査となりまして、その際、お

問合せがあった場合には、検査のできる医療機

関を御紹介しているところでございます。

自分が無症状のまま日常生活○窪薗辰也議員

を続ける人たちが感染拡大のもとになることか

ら、より多くの接触者、または感染を心配する

人たちも検査できるようにする必要があると思

います。

火事が炎上してから火消しにかかるのではな

く、火元が小さいうちに火を消し止める工夫が
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大事だと考えます。

今後、さらなる議論を進めていただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

国は８月25日に、本県に対して初めてまん延

防止等重点措置を決定し、その適用期間を８

月27日から９月12日までとしておりましたが、

９月９日にはその適用期間を９月30日までに延

長することを決定したところであります。

そこで今回、まん延防止等重点措置の本県へ

の適用が延長された理由について、どのように

考えていらっしゃるのか、福祉保健部長にお伺

いいたします。

まん延防止○福祉保健部長（重黒木 清君）

等重点措置につきましては、病床使用率、療養

者数、ＰＣＲ等陽性率及び新規感染者数など、

当該都道府県の感染状況を踏まえ、国が決定す

るものであります。

９月９日に、まん延防止等重点措置の延長が

決定されましたが、前日の８日時点で、直近１

週間の人口10万人当たりの新規感染者数が26.8

人、入院患者数は137人、重症者数が11人と、い

ずれも高い水準となっております。

県内の新規感染者数は減少傾向にあるもの

の、依然として高止まりしており、加えて、医

療提供体制は極めて厳しい状況にありますこと

から、国において延長の判断がなされたものと

認識しております。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症の国民健康保険への影響についてお伺いい

たします。

昨年からの新型コロナウイルス感染症の患者

の増大に伴い、感染を警戒して、医療機関等へ

の受診控えが続いているようであります。新型

コロナの流行の波が繰り返し襲ってきている状

況の中で、第１波の令和２年５月の落ち込みが

特に大きくなっていたようであります。未知の

ウイルスということで、人々の心理的なものが

大きく作用したものと思われます。

そこで、新型コロナウイルス感染症の国民健

康保険への影響について、福祉保健部長に、受

診控えの状況やその要因をお伺いいたします。

国民健康保○福祉保健部長（重黒木 清君）

険における令和２年以降の診療報酬請求件数の

状況は、御指摘のとおり、令和２年５月が最も

減少幅が大きく、14.3％の減少となっておりま

す。その後、徐々に患者数は戻ってきておりま

すが、依然として、令和元年度の水準には戻っ

てきておりません。また、特に減少が大きいの

は、小児科や耳鼻咽喉科となっております。

なお、夜間や休日等のいわゆる「コンビニ受

診」の減少や、インフルエンザ等の他の感染症

の流行がなかったことなども影響しているもの

と考えております。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症に係る診療報酬の臨時的措置についてお伺

いいたします。

国におきましては、主に患者を受け入れる医

療機関に係る診療報酬の大幅な引上げ等の臨時

的措置が次々に行われました。そのほか、直接

的に患者を受け入れない医療機関等への特例的

な対応も数多く措置されたと聞いております。

その中に、先ほど答弁のあった受診控えの影

響が大きい小児科への対応等もあったと聞いて

おりますが、診療報酬の臨時的措置の内容と、

国民健康保険の保険者への影響について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

現在、新型○福祉保健部長（重黒木 清君）

コロナの発生に伴い、診療報酬の臨時的な取扱

いが数多く行われております。

具体的には、重症の患者に対して人工呼吸器
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等による治療を行う場合の診療報酬が３倍に引

き上げられているほか、酸素療法が必要な中等

症患者の対象範囲が広げられ、加算の算定期間

が延長されるなどの措置が講じられておりま

す。

また、影響を受けている小児科の外来診療に

つきましては、初診、再診にかかわらず、一定

の診療報酬点数を加算できることとなっており

ます。

次に、国民健康保険の保険者への影響につき

ましては、新型コロナについては、本人負担分

は原則として全額が公費負担となりますが、一

方で、保険者負担分は通常どおりでありますこ

とから、今後も臨時的な取扱いが続けば、保険

者の負担が大きくなり、国保財政への影響が見

込まれます。

政府は、９日の新型コロナウ○窪薗辰也議員

イルス感染症対策本部の会合で、希望者のワク

チン接種が完了する11月頃をめどに実施する、

行動制限緩和の基本方針を決定したとありまし

た。

ワクチン接種を条件に、緊急事態宣言下で

も、県をまたぐ旅行や大規模イベントを認め、

飲食店の酒類提供も容認するとし、コロナ禍で

の日常生活や経済活動の回復に向けた取組を進

めようとしています。

制限緩和の前に実証実験を実施し、運用面で

の課題を整理するとのことですが、自粛や営業

制限の長期化に苦しむ経済界にとって明るいニ

ュースだと、歓迎の声も上がっているというこ

とです。接種を終えた人からどんどんと経済を

回すことで、経済の回復も加速するものと思わ

れます。行動制限緩和の出口戦略において、本

県にも、以前のような活力ある県政に向けての

対応が強く求められるところであります。

今後とも、なお一層の御尽力を賜りますよ

う、お願い申し上げておきたいと思います。

次に、第八次宮崎県農業・農村振興長期計画

についてお伺いいたします。

昨年度までの第七次長期計画において、「口

蹄疫からの再生・復興」と「農業の新たな成長

産業化」を目標に掲げた10年間の成果として、

冷凍ホウレンソウの日本一の産地化や、農畜産

物輸出額が、平成22年度に比べて20倍に増加、

全共での３大会連続内閣総理大臣賞受賞など、

成果が得られたと考えております。

このような中、本年３月に策定した第八次長

期計画では、本県農業・農村の持続的発展に向

けた、総合的かつ中長期的な方向性を示す基本

方針として、「持続可能な魅力あるみやざき農

業の実現」に向けた取組を進めることとしてお

り、キーワードとして、「新防災」と「スマー

ト化」が掲げられております。

そこで、第八次農業・農村振興長期計画にお

いて、新防災とスマート化に取り組むとのこと

でありますが、それぞれどのような取組を進め

るのか、農政水産部長にお伺いいたします。

第八次長期計○農政水産部長（牛谷良夫君）

画では、激甚化する自然災害や家畜伝染病な

ど、あらゆる危機事象に負けない農業を実現す

る「新防災」と、生産から流通・販売までの

「スマート化」を車の両輪として進めることに

より、稼げる農業を目指すこととしておりま

す。

具体的には、新防災の視点では、農業用ため

池の補強など災害に強い生産基盤づくりや、畜

産における高い防疫レベルの平準化、農業経営

収入保険制度など、各種セーフティーネットの

活用強化などに取り組みます。

また、スマート化の視点では、生産段階にお
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けるスマート農業技術の普及に加え、流通段階

における電子タグ等を活用した物流の効率化、

販売段階におけるインターネット等を活用した

デジタルマーケティングなどの取組を進め、持

続可能なみやざき農業の実現を推進してまいり

ます。

次に、「みどりの食料システ○窪薗辰也議員

ム戦略」についてお伺いいたします。

国は、農業の生産性向上と持続性の両立を目

指す世界的な潮流に対応し、国際ルールづくり

に参画するため、「みどり戦略」を策定したと

のことであり、有機農業の拡大や、化石燃料等

を使用しない園芸施設への完全移行など、中長

期的な目標が設定されております。

みどり戦略の中で、有機農業や減化学農薬・

肥料栽培などについて、慣行栽培に比べ収量が

下がることが見込まれることから、実現するた

めには、収量の低下に見合う販売価格の向上な

ど、生産者の努力だけで実現することは難し

く、消費者側の理解醸成が必要であると考えら

れます。

そこで、第八次長期計画において、国のみど

りの食料システム戦略を、耕種部門、畜産部門

でどのように取組を進めていくのか、また、消

費者の理解醸成に向けた取組について、農政水

産部長にお伺いいたします。

みどりの食料○農政水産部長（牛谷良夫君）

システム戦略は、持続可能な食料システムの構

築に向け、中長期的な観点から環境負荷軽減を

図る戦略であり、第八次長期計画でも、有機農

業や環境保全型農業を推進することとしており

ます。

具体的には、耕種部門では、ＧＡＰ、特別栽

培、有機栽培と、生産者に応じたステップアッ

プを進め、化学農薬や肥料の削減を図りますと

ともに、畜産部門では、排せつ物のバイオマス

エネルギーとしての利用促進などに取り組みま

す。

また、これらの取組を加速させるためには、

消費者が食や農に対する理解を深め、生産者と

その価値を共有していくことが不可欠でありま

すことから、食育や地産地消、農業体験講座等

の取組を推進するとともに、農政水産部ホーム

ページ「ひなたＭＡＦｉＮ」での積極的な情報

発信などにより、本県の食と農への理解醸成に

取り組んでまいります。

さて、令和元年度における本○窪薗辰也議員

県の農業産出額3,396億円のうち、約65％を占め

るのが畜産部門であり、本県の重要な基幹産業

であることは言うまでもありません。

畜産を語る上で、私たちが未来永劫に忘れら

れないのが、29万7,808頭の家畜の貴い命を奪

い、畜産業のみならず地域経済や県民生活に大

きな影響を及ぼした口蹄疫であります。

先月27日には、口蹄疫終息から11年が経過し

ました。この間、生産者はもとより、市町村、

関係団体、国、県当局、我々県議会、そして多

くの県民や全国の皆様方の御支援、御協力を受

けながら再生・復興に取り組んだ結果、飼養頭

羽数は一定程度回復し、畜産産出額や県産牛肉

輸出量が過去最高を記録するなどで、一定の成

果も見られました。

そのような中、今回県では、第八次長期計画

の畜産版アクションプランとして、「みやざき

畜産共創プラン」を策定され、さらなる家畜防

疫と畜産振興対策に取り組まれるということで

あります。

そこで、みやざき畜産共創プランの概要につ

いて、農政水産部長にお伺いいたします。

本県の畜産業○農政水産部長（牛谷良夫君）
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につきましては、議員御指摘のとおりでござい

ますが、一方で、国内外での家畜伝染病の続

発、担い手・労働力不足、さらには脱炭素社会

の実現への取組など、様々な課題が顕在化して

おります。

このため、第八次長期計画の畜産部門を具体

的に進める「みやざき畜産共創プラン」を策定

したところでございます。

プランでは、家畜防疫のさらなる強化を土台

として、持続可能な畜産振興に向け、新たにス

マート畜産技術等の新技術の普及促進や、定休

型ヘルパー組織の体制整備等による働き方改

革、畜産バイオマスエネルギーの利活用の推進

を、また、販売及び関連産業の発展に向け、全

畜産物の輸出拡大に取り組みます。

県としましては、本県の畜産業が魅力ある産

業として、さらに発展し続けるよう、関係団体

と連携しながら、本プランをしっかりと進めて

まいります。

新たなみやざき畜産共創プラ○窪薗辰也議員

ンの策定では、５年後の最終年度（2025年度）

の数値目標として、牛肉を中心とした畜産物輸

出額は、19年度の44億円から66億円へ拡大する

などを盛り込んだ、持続可能で魅力ある畜産を

構築するとなっています。

今回の長期計画では、畜産の目指す姿とし

て、資源循環型農業の推進、飼料の生産体制づ

くり、さらには、畜産バイオマス活用型施設園

芸の構築で脱炭素社会を目指すための農業構造

への転換、環境に優しい農業の展開などが示さ

れた内容となっています。

第八次長期計画の畜産部門での目標達成を目

指して、このプランをしっかりと進めていただ

きますよう、お願い申し上げておきたいと思い

ます。

今回の第八次長期計画のポイントとしては、

「～あらゆる危機事象に負けない農業～新防

災」と、「～賢く稼げる農業～スマート化」と

なっています。

本県の人口は全国平均よりも早く高齢化が進

んでおり、特に中山間地域では人口減少が早く

進行すると予想されています。人口減少、少子

高齢化は、本県の社会経済にとって極めて厳し

い状況であり、特に農業を取り巻く情勢は厳し

さを増しております。

一方では、家族を中心とした「みやざき型家

族農業」も進めるとしております。本県の第八

次長期計画が、持続的で魅力あるみやざき農業

の実現に向けて今後展開できることを願ってお

ります。

次に、和牛全共についてであります。

来年に迫りました第12回全国和牛能力共進会

鹿児島大会での成績は、今後、本県の肉用牛振

興を図る上で大きな影響力を持ちます。

せんだっての右松議員の代表質問でも、知事

が意気込みを語られましたが、日本一への道の

りは、そう簡単なものではありません。残り１

年間、危機感と緊張感、そして戦う覚悟を持っ

て取り組んでいく必要があると思います。

そこで、第12回全国和牛能力共進会宮崎県出

品対策共進会の概要について、農政水産部長に

お伺いいたします。

出品対策共進○農政水産部長（牛谷良夫君）

会は、これまでの出品対策の確認と機運醸成を

目的に、新型コロナ対策に万全を期して、来月

７日、児湯地域家畜市場での開催を予定し、４

つの区分に代表牛61頭が出品予定であります。

具体的には、本共進会第１区は全共４区繁殖

雌牛群に相当し、３頭セットの21頭、第２区は

全共５区高等登録群に相当し、遺伝的能力の優
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れている親子２頭セットの６頭が出品され、群

のそろい等を審査します。また、第３区は全共

６区総合評価群に相当し、対象種雄牛の産子で

ある若雌牛が16頭、第４区は全共２区及び３区

に相当する若雌牛が18頭出品され、繁殖雌牛と

しての発育状況等を審査することとしておりま

す。

本共進会の実施により、全共に向けた課題を

洗い出し、来年８月の県代表決定検査及び10月

の本番に向けて、一層のレベルアップを図って

まいります。

次に、今回の共進会では、こ○窪薗辰也議員

れまで設けられていた団体賞が設けられており

ません。よって、種牛の部、肉牛の部、２部門

での内閣総理大臣賞の獲得が、日本一の称号を

意味することとなります。各部門での取組が大

変重要となりますので、よろしくお願いしたい

と思います。

そこでまず、第12回全共に係る本県での種牛

の部の取組について、農政水産部長にお伺いい

たします。

全共種牛の部○農政水産部長（牛谷良夫君）

は、先ほど説明しました繁殖雌牛群や総合評価

群など、１区から６区に分かれた６つの出品区

分となります。

このうち、種雄牛候補の若雄を評価する１区

においては、地域に根差した優秀な系統を引き

継ぎ、その系統の特色を有するなどの厳しい条

件をクリアした、将来の宮崎牛を支える種雄牛

候補が出品対象であり、現在、候補牛５頭の発

育調査を定期的に行っております。

また、２区から６区では、プレ全共の取組に

加え、候補牛となる優秀な雌牛の確実な地元保

留や、候補牛のさらなる掘り起こしに向け、巡

回調査等の取組を行っております。

全共に向けた本年度の取組が大変重要であり

ますことから、必要な予算を措置しているとと

もに、引き続き関係団体と連携しながら、出品

対策にしっかりと取り組んでまいります。

御案内のとおり、前回第11回○窪薗辰也議員

大会においては、肉牛の部で内閣総理大臣賞を

受賞しました。宮崎牛のブランド強化の面にお

いても、特に肉牛の部については、負けられな

い部門でもあります。

今回は、新たに脂肪の質評価群が設けられる

など、肉牛の部の成績評価において、おいしさ

に関係すると言われる脂肪の質の比重が、従来

より大きくウエートを占めるものとなっている

ところであります。

そこで、第12回全共に係る本県での肉牛の部

の取組について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

肉牛の部は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

７区と８区の２つの出品区分で行われ、今回の

第12回全共の審査では、牛肉の脂肪の質が、肉

量や肉質と同列で評価されるなど、新しい基準

への対応が求められたところです。

このため、候補牛の父牛や母牛の遺伝的な評

価などによる選抜を経て、候補牛80頭を選定し

ております。

４月には、それら候補牛を、本県を代表する

肥育農家20戸に導入し、徹底した飼養管理の

下、定期的な発育調査や血液検査等を通じて、

最高の宮崎牛に仕上がるよう支援しておりま

す。

来年、第12回全共におきましても、チーム宮

崎として一体となり、「日本一の努力」と準備

を継続することで、種牛の部、肉牛の部、両部

門での内閣総理大臣賞の獲得を目指してまいり

ます。
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力強い御意見、ありがとうご○窪薗辰也議員

ざいました。

いよいよ来年10月６日から10日の日程で、鹿

児島県霧島市牧園町で種牛の部が開催され、肉

牛の部は、南九州市知覧町ＪＡ食肉かごしま南

薩工場で開催されます。

それに先立ち、来月10月７日に児湯地域家畜

市場で開催されるプレ全共は、来場者の制限を

行い、出品者、運営に係る関係者のみでの開催

となります。関係各位の皆さん方の適切なアド

バイス、指導に期待したいと思います。

全てが非常に厳しい条件での出品となるわけ

でございますが、種牛の若雌出品等について

は、これから洗い出し、選定育成することとな

りますので、特段の御指導を賜りますようお願

いいたします。

さらには、来年本番の鹿児島県大会が、まさ

かの無観客とならないことをお祈り申し上げた

いと思います。

では次に、介護施設の現状及び介護職の人材

確保についてお伺いいたします。

本年３月に策定された宮崎県高齢者保健福祉

計画では、本県の高齢者人口が、令和７年

（2025年）をピークに減少に転じるものの、後

期高齢者はその後も増加し、介護サービスを利

用する高齢者が増加していくものと見込まれて

おります。

このため、本県における介護サービス基盤の

充実が今後重要となってきますが、要介護と

なった高齢者の家庭環境や介護の程度は様々で

す。

訪問介護などを利用しながら、住み慣れた地

域や家庭で暮らしていく高齢者の方々もいらっ

しゃいますが、家庭での介護が困難な重度の要

介護者にとっては、特別養護老人ホームなどの

施設サービスを安心して利用できる環境づくり

が、今後必要になっていくものと考えます。

そこで、今後増えていく介護サービス利用者

の受皿として、介護保険施設の整備が重要だと

思いますが、県の考えを福祉保健部長にお伺い

いたします。

本県の介護○福祉保健部長（重黒木 清君）

サービス利用者は、令和２年８月末の５万3,743

人から、令和５年には５万5,000人程度まで増加

すると推計されており、介護サービス基盤の整

備・充実が課題となっております。

このような中、県では、今年３月に策定いた

しました第８期介護保険事業支援計画の中で、

居宅サービスの充実を図るとともに、居宅での

介護が困難な高齢者の増加等に対応するため、

市町村計画を基に施設の整備目標を設定し、令

和３年度から５年度までの３年間で、特別養護

老人ホームや認知症高齢者グループホーム等

を400床整備することとしております。

県としましては、引き続き、地域医療介護総

合確保基金も活用しながら、地域の実情に応じ

た施設整備に努めてまいりたいと考えておりま

す。

介護サービス等の充実・整備○窪薗辰也議員

は大変重要な課題であると思います。今後も市

町村と連携しながら、計画的な施設整備に取り

組んでいただくよう、お願いしたいと思いま

す。

次に、介護人材確保対策について伺います。

2025年に約2,600人の介護職員が不足すると推

計されております。このことから県は、人材確

保のため、「参入促進」「労働環境・処遇の改

善」及び「資質の向上」の３つの視点から対策

を講じるとしております。

私は、介護職員の仕事は本当に大変だと思っ
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ており、職員の新規就労と離職防止を図るため

には、給与の面、つまり処遇の改善が大事だと

考えております。

そこで、介護人材確保のためには介護職員等

の処遇改善が大事だと考えますが、県はどう取

り組んでいるのか、福祉保健部長にお伺いいた

します。

介護人材確○福祉保健部長（重黒木 清君）

保のためには、介護職員等の処遇改善は大変重

要であります。

このため国は、介護職員等の処遇改善のた

め、処遇改善加算制度を設けており、昇給の仕

組みの整備や休業制度の充実等の要件を満たし

た介護事業者に対しまして、介護職員等の給与

の改善に充てるための介護報酬を加算すること

としております。

県では、介護事業者の加算取得を促進するた

め、制度の周知を図るとともに、労務管理に精

通した専門家を事業所に派遣し、個別の指導・

助言を行うことにより、介護職員等の処遇改善

に取り組んでおります。

介護人材確保は大変重要な課○窪薗辰也議員

題でありますので、処遇改善だけではなく、

様々な支援に取り組んでいただくよう、お願い

申し上げたいと思います。

次に、令和９年に本県において開催が予定さ

れている国民スポーツ大会の天皇杯獲得に向け

て、このコロナ禍の大変な状況の中、本県とし

てどのような競技力向上に取り組んでいるの

か、お聞きしたいと思います。

競技人口が少ない競技の中で、本県として特

に普及・強化を図る競技を、これまで未普及競

技と呼んでいましたが、今年度からは、「ひむ

かサンライズ競技」という名称にしたとお聞き

しています。

しかしながら、ひむかサンライズ競技は、

サッカーやバスケットボールのように競技人口

が多い競技に比べ、競技力向上に向けた取組が

なかなか思うように進まないのではないかと考

えております。また、これまで国体を開催して

きた先催県においても、ほとんどの県が、この

ような「ひむかサンライズ競技」の育成・強化

に力を入れて、天皇杯獲得につなげてきたと

伺っております。

そこで、ひむかサンライズ競技について、今

後どのような強化をしていくのか、教育長にお

伺いいたします。

議員の御質問にあ○教育長（黒木淳一郎君）

りましたように、本年度より名称を「ひむかサ

ンライズ競技」と変更したところであります。

具体的な取組としまして、「ひむかサンライ

ズプロジェクト」では、競技団体や民間クラブ

等と連携し、オリンピアン等による講習会など

を行い、選手強化を図っているところでありま

す。

また、「ワールドアスリート発掘・育成プロ

ジェクト」では、体験プログラム等を通して選

手の発掘・育成に取り組み、カヌーやウエート

リフティング、自転車競技に、このプロジェク

トを機に新たに挑戦した選手が、今年の全国高

校総体では、優勝を含めた上位入賞を果たして

おります。

今後も、事業内容の充実を図りながら、継続

した選手強化に取り組んでまいります。

少しずつでありますが、成果○窪薗辰也議員

も上がっているようでございますし、ぜひこの

ような競技において、一人でも多くの子供たち

が、太陽のように上昇し、輝きを放つような取

組をお願いしたいと思います。

次に、現在の指導体制についてお伺いしたい
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と思います。

本県が天皇杯を獲得するためには、本県の指

導者の指導力が向上するような取組が大事だと

思いますが、全国的に有名な監督等の指導を仰

ぐなどの仕掛けが必要ではないかと思っていま

す。

実際、本県として指導体制を充実させるため

にどのような取組を行っているのか、教育長に

お伺いいたします。

本県では、宮崎県○教育長（黒木淳一郎君）

競技力向上基本計画の取組の一つとして、「指

導体制の充実・強化」を掲げております。

具体的な取組として、中高の部活動顧問及び

国体チームの監督を対象とした、全国トップレ

ベルチームへの派遣やコーチングスキル研修会

など、県内指導者の資質向上に努めているとこ

ろであります。

また、「チームみやざき強化アドバイザー招

へい事業」として、全国的に顕著な指導実績を

持つ指導者を継続的に招聘し、選手だけでなく

指導者もアドバイスを受けるといった取組も進

めているところであります。

今後も、このような取組を計画的に実施し、

さらなる指導体制の充実・強化を図ってまいり

ます。

指導者の力量が上がれば、選○窪薗辰也議員

手やチームの競技力は確実に向上すると思いま

すので、これからもぜひ指導体制を充実させ、

天皇杯獲得に向けて準備方、よろしくお願いし

たいと思います。

次に、屋外型トレーニングセンターの整備に

ついてであります。

先月、シーガイアドーム跡地に、県が主体と

なって屋外型トレーニングセンターを整備する

という発表がなされ、本議会にも、整備費の債

務負担行為の設定について提案がなされたとこ

ろであります。

オーシャンドームについては、平成５年に世

界最大級の室内ウオーターパークとして開業し

て以来、本県を代表する観光施設として運営さ

れてきたところでございますが、平成19年に閉

鎖し、平成29年に解体されました。

こうした中、今回、県が主体となり、屋外型

トレーニングセンターを整備するということ

で、ようやく、長い間広大な空き地となってい

たオーシャンドーム跡地が、スポーツランドみ

やざきらしい、本県にとってよりよい形で活用

されることになったのではないかと感じている

ところでございます。

そこで今回、屋外型トレーニングセンターの

整備を行うに当たって、その経緯について商工

観光労働部長にお伺いいたします。

オーシャ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ンドームの閉鎖後、県では、国による屋外型ト

レーニングセンターの設置実現を図るため、平

成27年に官民一体の誘致推進委員会を設立し、

要望活動を行ってきたところでございます。

一方、国は、第二期スポーツ基本計画におき

まして、「あらゆる可能性の中で検討を進め

る」としておりますが、今年６月に改めて国の

意向を確認しましたところ、国が主体的に整備

することは白紙の状態との回答を受けたところ

でございます。

しかしながら、本県は、屋外系スポーツの

キャンプ地として優位性が高く、屋外型トレー

ニングセンターは、スポーツランドみやざきの

さらなる進化のために、なくてはならない施設

と考え、今回、県が主体となって整備を行うこ

ととしたものでございます。

屋外型トレーニングセンター○窪薗辰也議員
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を整備するシーガイアエリアは、ラグビー日本

代表やＪリーグのキャンプが行われており、加

えて、ゴルフやトライアスロン、パラトライア

スロンの国の競技別強化拠点としても指定され

るなど、トップアスリートの受入れに適した、

国内でも有数の合宿環境であります。

今回整備される施設では、ラグビーやＪリー

グ、陸上実業団チーム、さらには多くの国内外

のトップチームなどを新規誘致のターゲットと

していると伺っており、スポーツランドみやざ

きの、さらなるブランド力の底上げにつながる

シンボル的な施設になると思います。

そこで、この施設の整備による効果につい

て、商工観光労働部長にお伺いします。

今回の屋○商工観光労働部長（横山浩文君）

外型トレーニングセンターの整備により、ラグ

ビー日本代表キャンプの定着化、ラグビー新

リーグやＪリーグ、陸上実業団チームなどの新

規誘致に加えまして、周辺施設への練習試合を

目的としたトップチームの新たな誘致が見込ま

れ、国際水準のスポーツの聖地としてのブラン

ド力向上が期待できます。

また、ブランド力の高まりにより、学生や社

会人などのアマチュア合宿の誘致が促進されま

すことで、スポーツキャンプ・合宿の全県化、

通年化が図られ、本県観光の振興・経済の活性

化につながるものと考えており、その経済効果

は、年間約12億円と試算しております。

さらに、トップアスリートの技術指導や、プ

レーを間近に見る機会を創出することで、県内

アスリートの競技力向上にも寄与するものと考

えております。

令和５年４月からの供用開始○窪薗辰也議員

を目指し整備するということですが、よりよい

スポーツランドみやざきの構築で本県観光の振

興と活性化が図られ、経済効果が県内全域に波

及し、県内アスリートの競技力向上にも寄与で

きるよう、関係各位の御尽力を賜りますようお

願い申し上げまして、私の一般質問を終わりた

いと思います。どうもありがとうございまし

た。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○濵砂 守副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時48分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、二見康之議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○二見康之議員

疲れさまです。本日は大変お足元の悪い中、傍

聴にお越しいただきまして、誠にありがとうご

ざいます。うちの家内と義理の母でございま

す。あともう一人いらっしゃるようですけれど

も、本当にありがとうございます。

昨年、一昨年と自民党の会派三役の一人とし

て、代表質問をさせていただきました。久しぶ

りの一般質問、皆さんの意見をまとめるという

非常に難しいことも経験させていただきました

が、改めて一人の議員として、県政の発展のた

めにできることを考えてまいりましたので、ど

うぞ執行部の皆様におかれましては、明快な答

弁のほどよろしくお願い申し上げます。

私も就任してから11年目を迎えまして、こ

の10年間を振り返ってみますと、本当にいろい

ろなことがあったなと思います。この10年間

で、今回初めてなんですけれども、この質問に

おいて教育委員会に１問もないということでご

ざいまして、決して教育委員会に対して関心が
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ないわけではございません。７年ぶりに、去年

１年間、文教常任委員会の委員として様々な議

論をさせていただきましたので、その推移をこ

れから少し見守りたいなという思いでございま

す。どうぞ御尽力のほどよろしくお願い申し上

げます。

ここで改めてこう申し上げるのは、私が就任

２年目のときに、一般質問で知事に質問が１問

もなかったことがありまして、私の当時の質問

の内容は、非常に細かいところばかりを聞いて

いたものですから、知事に伺う部分がなかった

だけなんですけれども、終わってここの部屋を

出るときに、今はいない渡辺創議員から、「知

事に１問もなかったけど、どういうことだ」と

言われまして、今申し上げたように、私には全

然そういう意図的なものはなかったんですけれ

ども、皆さんからしたら、何か思うことがある

のかみたいなことがありまして、後の懇親の場

でも、知事からそういう一言をいただきました

ので、前もって教育長には断っておきたいなと

思いました。

10年という時間の中では、本当にいろいろな

ことが目まぐるしく変わってまいりました。仕

事を本気でやっていく上では、「10年一区切

り、必死の２年」という言葉があるそうで

す。10年間で１つの仕事をしっかりとやり遂げ

ること、成し遂げることができるそうですけれ

ども、その中には、寝るのも食べるのも惜しん

で必死に働く２年間がなければ、大きな物事は

成就しないというようなことでございます。

河野知事も、もう11年目を迎えておられます

が、この宮崎県を引っ張っていくリーダーとし

て、いろんな思いを持たれながら、また、県政

発展のためにどういったところに注力しながら

この10年間を務めてこられたのかなと、改めて

伺いたいと思います。

当時、10年前も、河野カラーとは、また知事

のリーダーシップとはという、たくさんの質問

があったと記憶しておりますけれども、知事の

人柄とか性格、頭脳明晰さとか、すばらしいと

ころはよくよく私も承知しているのでございま

すが、具体的な話、もうちょっと県政のここを

変えていったら、この県が浮揚していくために

はここが大事なんだとかいう、そういう具体的

な話が聞きたかったなという思いもございま

す。

この10年間、必死に務めてこられた知事、特

に今はコロナの中ですから、非常に対応が難し

いところ、迫られているものがあると思いま

す。そういったことも含めまして、これまでの

就任期間の中で知事が成し得たいと考えられて

きたことは何だったのか、改めて、河野カラー

というものについてお伺いしたいと思います。

次に、国において現在、創設が検討されてお

ります、こども庁について伺います。

今、子供たちの置かれている現状、貧困や虐

待など様々な課題に総合的に対応するために

も、一元的にその機能を担う新たな組織が必要

ということで、検討が進められております。

その過程において、中央の人たちだけで、都

会の人たちだけで決めていいものかということ

で、自見はなこ参議院議員や山田太郎参議院議

員を中心に、地方議員や地方行政職員を交えた

勉強会が進められております。私も一度、その

Ｚｏｏｍ会議に参加させていただきました。

子供を取り巻く諸課題に対する支援は、国や

地方自治体、民間団体等が連携して取り組んで

いるものでございます。本県でも、出産、育

児、医療費助成、学力向上、いじめ対策など、

県内各市町村や民間団体ともしっかり連携を取
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りながら対応していかなければなりません。

さきの６月議会においては、こども庁創設に

ついての意見書を国に提出しました。本県にお

ける詳細な実情を国に届けることも県として大

切なことだと思いますが、知事の御見解を伺い

ます。

次に、新型コロナウイルス感染症対策につい

て伺います。

現在、県独自の緊急事態宣言並びにまん延防

止等重点措置の適用が延長されまして、営業時

間短縮や入場者の整理、酒類の提供停止など、

強い感染防止対策が実施中でございます。

また、病床確保やワクチン接種など、医療提

供体制の充実についての取組も進んでおります

が、感染症対策で常に取り組まなければならな

いのは、緊急事態宣言発令のような事態に至ら

ないように努めることであり、そのことに対し

て県民に、対策の周知や日々の行動の在り方の

啓発をしっかり行うということが、まずもって

取り組まなければならないことだと思います。

これまで５回の感染拡大の事態に直面してき

た本県ですが、どのようなところから感染拡大

の傾向が見られたのか、どこに対策の重点を置

くべきなのか、そこのところを県並びに宮崎市

の保健衛生当局の方々には、現状をつぶさに調

査研究していただき、その結果に基づく対策を

県民へ周知徹底していただき、県民一丸となっ

て取り組んでいかなければ、到底、公衆衛生を

保つことはできないものと思います。

以上のようなことを踏まえまして、今後の対

策の在り方について検討していくためにも、こ

れまでの県内での感染拡大状況、特に今回、県

内でかつてない感染爆発が生じた第５波におけ

る要因についてどのように分析されているの

か、知事に伺います。

以下の質問につきましては、質問者席より行

います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、私のカラーについてであります。

カラーとは、固有の持ち味や特色を意味する

ということでありまして、それぞれの色も他の

色との対比で特色が浮かび上がってくるという

ことを考えますと、本県の歴代知事や他県の知

事と比べたときの私固有の持ち味という観点か

ら、答弁を申し上げるところであります。

まずは、総務省の出身という経歴から、専門

分野であります地方行財政の知識・経験を踏ま

えた県政運営、国とのパイプを生かした情報収

集、財源確保に努めてきたところであり、ま

た、税財政の分野における経験を評価されて、

現在、全国知事会の地方税財政常任委員会委員

長に就任しております。本県の知事としては、

常任委員会の委員長は初めての就任でありまし

て、このことにより、政府・与党の幹部や各県

とのパイプをより太くすることができているも

のと考えております。

また、国や地方自治体で勤務した経験に基づ

きまして、政治姿勢として、徹底した現場主義

と、対話と協働を掲げております。徹底して、

国や市町村、関係団体との連携体制、オールみ

やざきで結集する体制づくりに努めてきたとこ

ろでありまして、これらを、口蹄疫からの再生

復興や、高速道路の整備促進、コロナ対策にも

生かすことができているものと考えておりま

す。

また、２点目としましては、昨日、朝課外に

ついての議論もありましたが、県外出身ゆえの

気づきを生かして、という面もあろうかと考え

ております。県外においてプロモーションを行

うときも、そういう私なりに気づく県としての
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魅力というものの発信に努めているところであ

ります。例えば、本県が誇る神楽の価値を評価

し、ユネスコの世界無形文化遺産登録を目指し

ていこうという目標を掲げたのは、私が就任し

て以降でありますが、こうした動きを記紀編さ

ん1300年記念事業、さらには国文祭・芸文祭の

開催へと結びつけてきたところでありまして、

その過程の中で、私個人の人脈も生かしなが

ら、故梅原猛先生や中西進先生にもお力添えを

いただいたものと考えております。

また３点目には、アメリカ留学の経験、また

語学力も生かしながら、海外の要人とも直接意

見交換して太いパイプを築くことができるとい

うところも、持ち味であろうかと考えておりま

す。ラグビーのエディー・ジョーンズヘッド

コーチや国際サーフィン連盟のアギーレ会長、

また香港経済界の重鎮であるジョナサン・チョ

イ氏などとの人脈を築きながら、県政にも生か

してきたところであります。

現在、コロナにおいて少し一時停止をしてお

りますが、本県の将来を見据えたときに、観光

や物産等におけるグローバル戦略というものは

非常に重要だと考えておりまして、その点も自

分の経験等を生かすことができるものと考えて

おります。

これまで、歴代知事におかれましても、その

時々の課題に直面しながら、その持ち味を生か

して県政発展に結びつけてこられたところであ

りまして、深く敬意を払いながら、私なりに、

受け取ったたすきというものを、より磨きをか

けて前に運ぶ役割を果たしてまいりたいと、そ

のように考えております。

次に、こども庁についてであります。

現在、国におきましては、児童虐待や貧困な

ど、子供に関する様々な課題に総合的に対応す

るため、子供の視点に立った切れ目のない支援

を図るとともに、困難を抱える子供への支援等

が抜け落ちることのないよう、一元的にその機

能を担う新たな組織の検討が行われておりま

す。

新たな組織の創設により、例えば、幼稚園や

保育所等の所管省庁から別々に出されておりま

す通知文の一本化による効率的な行政運営や、

重点的な施策の推進など、本県にとってもメ

リットがあるものと期待しております。

一方で、障がい児・者への支援、医療・健康

づくりなど、生涯を通じての一貫した取組を進

めてきた分野においては、現行施策の意義や実

施状況を十分に踏まえた検討がなされるべきで

あることなどから、６月議会では県議会から意

見書を提出していただいたところであります

し、全国知事会としても先般、国に対して提言

を行ったところであります。

今後、子供に関する新たな組織が、権限と予

算を備えた政策遂行力のあるものとなるよう、

国における議論の行方をしっかり注視しなが

ら、引き続き、全国知事会の提言等を通じて、

地方の実情を伝えてまいります。

最後に、新型コロナ「第５波」の感染爆発に

ついてであります。

今回の第５波のポイントとしましては２点あ

りまして、感染力の極めて強いデルタ株の影響

により、日本中がこれまでに経験したことのな

い感染拡大の大きな波に襲われたということが

あります。２つ目としましては、そのような我

が国において感染拡大の大きな波にある中で、

県をまたいだ人の移動を十分に抑えることがで

きなかったというのが、本県も、また全国的な

反省としてもあろうかと考えております。

県内におきましては、７月下旬から新規感染
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者が増加し、８月に入ると県外由来の感染が拡

大した。第４波よりも、このデルタ株の感染力

を考えると、１歩も２歩も早い対策が必要との

判断の下に、８月11日に県独自の緊急事態宣言

を発令し、お盆休みの人流の増加を前に、最大

限のブレーキを踏んだところであります。

しかしながら、その後も宮崎市を中心にクラ

スターが続発し、感染急拡大に歯止めがかから

ない。８月中旬以降、１日の新規感染者が100人

を超える、かつてない感染爆発の状況となった

ところであります。

その背景としまして、２点目として申し上げ

ましたように、人の移動が活発化する夏休みの

早い段階から、県民の皆様に対し、県外との不

要不急の往来自粛でありますとか、県外の方々

に、帰省も含めて不要不急の来県自粛を要請し

ていたところでありますが、人の流れを十分に

止めることはできなかった。これは、全国知事

会などでも度々私からも申し上げております

が、昨年の第１波において全国的な緊急事態宣

言が出されたときと比べると、そこまでの規制

ではないということで、国民の間に少し緩い

メッセージとして伝わっているのではないかと

いうようなこと。さらに、東京などで緊急事態

宣言が発令された後も、それでは比較的感染が

落ち着いているところへ息抜きに行こうかとい

うような、人の流れを招きかねないというとこ

ろが、特にこの夏休み、お盆を前に反省として

あるわけでございまして、今後あってはならな

いことですが、第６波とか、そういったことを

招かないように、国全体として、また本県とし

ても様々な取組を進めてまいりたい、そのよう

に考えております。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。知○二見康之議員

事のカラーということで、ちょっと失礼な質問

だったかもしれませんけれども、今まで本当に

知事が真摯に取り組んでこられたことの総括と

いいますか、思いというものは私のほうには伝

わってきました。

国文祭の開催につきましても、知事個人とし

て非常に思い入れがあるというふうにも周りか

ら聞いておりましたので、こういった神楽と

か、本県の持つ魅力というものを生かした取組

をしたいという知事の強い思いがあったんだな

と、改めて感じたところでございます。

また、やはり語学というのも大事です。私は

どちらかというと苦手なほうなんですけれど

も、海外の方々と世界共通語の英語で気軽に話

ができるということは、お互いの信頼関係を築

いていくためには、やはり大事だなと。コミュ

ニケーションというのが一番大事だなと、やは

り海外に行ったときには感じるわけなんですけ

れども、今は便利なアプリとかができて、話が

できなくてもそういったものを活用しながら、

我々は我々でできることを頑張っていけばいい

のかなとも思います。

ただ、コロナ対策につきましては、確かに今

回の感染力が強い変異株が問題なんですけれど

も、新型インフルエンザ等の特別措置法におい

て、まずは基本的に緊急事態宣言が発令された

上での営業時間の短縮や、まん防の発令措置が

されてから酒類の提供を停止するというよう

な、いわゆる強い強制措置が取られるというふ

うになっていると思います。

ただ、今は全国的に見られる対策の在り方と

いうのが、そういう事態になる前から、基本的

に外出を自粛してくださいとか、そういう言い

方をされていますよね。まだ広がっていないと

きには、行動するに当たって気をつけるべきと

ころはどこなのか、やっぱり、そういったポイ
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ントを絞って行動をお願いするべきだったんで

はないかなと思います。

広がってしまってからは、抑えなければなら

ないので、強制力を持たせるような表現という

ものも必要なんだと思いますけれども、その辺

の、何かうまく使い分けというのがどうだった

のかなと。初めての対策なので、１年前、最初

の頃は仕方ないにしても、第２波、第３波とい

うものを経験していく上では、やはりそういっ

た対策の在り方、物の考え方というものは、

ちょっとバージョンアップさせていくべきだっ

たのかなと感じているところなんですけれど

も、それは後ほどまた伺います。

私もこの７月下旬から８月上旬にかけての本

県の感染状況を、当局から発表されているデー

タを基に、どのように広がっていっているのか

なというのをちょっとまとめておりました。

そういった中で、やはり今回は、今までと

違って、保険適用検査によって判明する陽性者

の数が非常に多かったなと思います。これは今

までの第４波までと違う傾向だなと。これがど

ういったところで本当に感染が起こっていたの

か分からなければ、やはり市中感染していると

いうことを認めざるを得ないので、対策を強化

しなければならないということにもつながるん

ですけれども、そういったところを分かりやす

くというか、根拠を示しながら対策を打ってい

かなければならないなと。

知事の記者会見とかで、人口10万人当たりと

か、国の示す基準に今、本県がどのようになっ

ているのかというところに加えて、県内独自の

状況についても御説明いただければ、もっと理

解は進んだのかなとも思います。

またその後の、国文祭関係で県外との往来を

見据えたＰＣＲ検査の実施とか、こういったも

のについては、もっと早くできたんじゃないか

なと。コロナが始まった頃というのは、比較

的、検査することに対してあまり積極的でな

かった、濃厚接触者でなければできない。もち

ろん、検査体制がまだ不十分だったということ

もあるので、分かるんですけれども、できるだ

けそれを早期に見つけるということ、重症化す

る前に早めに治療に入ってもらうというような

ことを踏まえても、また、二次感染、三次感染

というものを早期に抑えるためにも、今後も、

まずここを充実させていく必要があるんじゃな

いかなと思うところです。

ただ、今の憲法下において、私権の、個人の

行動に対する制限というものはかけることはで

きない。緊急事態宣言下でできることについて

も、ある意味限られている中ですので、いかに

県民一人一人の危機管理意識を醸成するかとい

うことが、非常に重要になってくるんだと思い

ます。

県外にどうしても行かなければならない方々

もいらっしゃいます。そういった方々に配慮し

ながらの対策の在り方というものについても、

取り組まなければならないなと。自分が感染し

たとしても、家族や職場、友人、知人への感染

を防ぐような取組はできるので、そういったと

ころがしっかりできていれば、ここまでの広が

り方も、ある程度は抑えることができたんじゃ

ないかなとも思います。

では今、本県が、県外から持ち込まれたウイ

ルスを県内で広げないためにどのように取り組

んでいるのか、これは福祉保健部長に伺いま

す。

県外からの○福祉保健部長（重黒木 清君）

感染持込みを防ぐため、県民の皆様に対しまし

て、県外との往来自粛をお願いしております
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が、やむを得ず往来が必要な場合には、現地で

県外の方との会食を控えるなどの感染防止対策

の徹底について、新聞やＳＮＳなどの様々な広

報媒体を活用し、周知に努めております。

また、県外由来の感染を県内で広げないた

め、県外から帰ってきた際には、当面の間、知

人や友人との会食を控え、ささいな症状でもす

ぐに身近な医療機関を受診するよう、周知を図

るとともに、空港などに啓発チラシ等を掲示い

たしまして、来県者に対して同様の注意喚起を

行っているところでございます。

このような啓発に加えまして、県外往来に係

る水際対策の実効性を高めるため、来県者や県

外との間を往復する県民等を対象に、無料また

は低額でＰＣＲ検査を受けることができる支援

も行っているところでございます。

今は、ここでの答弁ですの○二見康之議員

で、表現はまた変わるんだと思いますけど、例

えば来県された方に、当面の間とか曖昧な言い

方をしても、ではいつまで外出を自粛したらい

いのかとかが分からないと思います。

恐らくチラシとかにはちゃんと書いているん

だと思いますけれども、感染力を持つと言われ

る期間において、これは発症する前から潜伏期

間がどれくらいあるかということを踏まえた周

知になると思いますけれども、そういったこと

は具体性を持たせて表現したほうがしっかり伝

わるし、個人の行動としても、そこを目標にす

ることができるという、積極的に取り組める方

向に感染防止対策を持っていくほうが、効果が

あるのではないでしょうか。

また、これは行った方だけじゃなくて、その

周りの方の理解もやはり必要だと思いますの

で、空港とかそういう往来があるところだけで

なく、やはり県民全体に、みんなでお互いを思

いやるという気持ちを持ちながら防ごうという

ことでの周知も必要なのではないかと思いま

す。

先日、知事が提案理由説明の中で、「緊急事

態宣言発令やまん延防止等重点措置により、県

民にさらなる負担、不便をかけることを心苦し

く思い、知事として重く受け止めている。県民

が心を一つに感染防止対策に取り組んでいく必

要がある」とおっしゃっておりました。

先ほども申し上げましたように、県民の行動

を変容するための周知啓発というのは、まず一

番大事なことであるし、常に取り組まなければ

ならないことだと思います。しっかり県民に情

報を届けること、そして理解してもらって行動

してもらう、要するに行動変容につながるよう

な周知啓発をやらなければならないと思いま

す。

そういったことというのは、我々素人で考え

るのはなかなか難しい分野でもあると思いま

す。リスクコミュニケーションという観点の感

染症対策の専門家の方も、非常に表現について

は悩まれるような分野でありますので、こう

いったところについては、それなりに専門の方

を入れたりとか、助言をもらうなり、もしくは

そこの部門を担ってもらうとか、そういった対

応が必要なのではないかなと思います。

行政として、やっぱりいろんな問題が起こっ

たときのことを考えてしまうわけですけれど

も、目的を、事前に感染が広がることを抑える

んだ、広げないようにするんだということを県

民一丸となってやるということに置くのであれ

ば、多少の表現の違い、または情報を事細かに

書くだけではなくて、理解してもらって行動に

移されるというような情報発信の在り方が必要

だと思います。
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こういったところに焦点を絞って周知啓発に

取り組むことが重要だと思いますが、県はいか

がお考えでしょうか、福祉保健部長に伺いま

す。

感染防止対○福祉保健部長（重黒木 清君）

策については、県民の皆様に十分御理解いただ

き、行動変容につなげていくことは、感染拡大

を防ぐために大変重要でございます。

このため県では、ホームページはもとより、

テレビＣＭやラジオ、新聞、ＳＮＳ等のあらゆ

る広報媒体を活用し、県民の皆様に対し、県内

の感染状況をお知らせするとともに、行動要請

への協力を広く呼びかけております。

このような中、多くの県民の皆様には、感染

防止対策への御理解・御協力をいただいている

ところでありますが、一部、行動要請に協力さ

れず、感染拡大につながった事例が見られると

ころであります。

県民一人一人の感染防止対策への意識レベル

のさらなる向上を図るため、専門家の活用も含

め、今後、どのように広報面での取組の充実を

図ることができるのか、検討してまいりたいと

考えております。

ちょっと古いデータなんです○二見康之議員

けれども、国立国際医療研究センターというと

ころが去年の８月から９月に、新型コロナに関

するマル・バツクイズ形式の感染予防アンケー

トというのをされていたそうです。ネットで調

べたら、ちょうど出てきたんですけれども、全

国で16万件ぐらいの回答があったみたいです。

基本的な、感染に関するマル・バツのクイズ

なんですけれども、かなりの正答率があって当

然かなと思いますが、全国平均が61.4％だとい

うことです。ちなみに、本県と石川県は同

じ56.2％ということで、47都道府県の中で一番

低かったという結果だそうです。

これは、ほかの県と比べてどうかということ

ではなくて、このコロナに関して毎日のように

情報があふれ返っている中で、いかに正しい理

解ができていないかということなんじゃないか

なと思います。

設問としては、例えば、手を水で洗ったらウ

イルスは流すことができるとか、ちょっと何か

聞き方がいやらしいなと。完全になるとかそう

いう聞き方じゃなくて、これはある意味どっち

でも取れそうな気もするけれども、やったほう

がいいのか悪いのかというような、ちょっとク

イズ的な部分もあるので、若干下がっているん

だと思いますけれども。手を洗ったらコロナに

感染することを防ぐことができるとか、一般の

方でも分かっていることだと思います。だから

それに、水だったら、石けんや洗剤を使ったら

とかいう、ちょっとポイントが入ってくると悩

むんだろうなと。そういったところも、今後の

広報の中ではひとつ検討していっていただきた

いなと思います。

次に、よく私もＲＥＳＡＳという地域経済分

析システムのお話も取り上げたりするんです

が、今はコロナ禍で、コロナ対策用として、Ｖ

－ＲＥＳＡＳというデータが公表されておりま

す。営業時間短縮の協力をお願いしている飲食

店関係について、2019年に比べてどれくらい売

上げが変化しているのかというデータもありま

した。

約１年間で、波はありますけれども、大体３

割ぐらいは売上げが伸びているところがあった

りとか、去年の６月のときには60％ぐらいが売

上げが半分以下になったとか、そういうデータ

が載っております。これは都道府県別ではなく

て全国一律なんですけれども、これはもう都道
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府県での差はない、トレンドとしては。全国一

律で見ても構わないというようなことだったの

で、そういうまとめ方をされていたそうです。

こういった中で、さきの知事の記者会見のと

きにも、繁華街等の人出の推移についてのデー

タがありました。携帯電話を使ったデータだと

思いますけれども、どれくらい外出自粛要請の

効果が出ているのかをはかるにも有効な情報だ

と、私も思います。

コロナ感染状況についての情報や、地域経済

の動向についてのビッグデータ等を活用し、

もっとターゲットを絞った感染予防対策、並び

にそういった検証に取り組む必要があると思い

ますけれども、県は今後どのように取り組んで

いかれるのでしょうか、福祉保健部長に伺いま

す。

県内の感染○福祉保健部長（重黒木 清君）

拡大は、首都圏をはじめ、感染が拡大している

地域からの持込みが端緒となっており、県民の

皆様に対して、客観的なデータを用いて、県外

との往来に当たっての注意を促すことが重要と

考えております。

このため県では、全国47都道府県の直近１週

間の人口10万人当たりの新規感染者数を集計

し、「感染拡大地域」や「感染流行地域」など

に分類した上で、県民の皆様に対して、各地域

の状況に応じて、往来の自粛や往来の必要性の

検討をお願いしているところであります。

また、実際の感染の場面や対策のポイントを

的確に周知するため、疫学調査の結果を基に、

県内の感染実例について、イラストを用いなが

ら具体的に紹介しているところであります。

現在、国から県内の繁華街等の人流のデータ

も提供されておりますので、今後とも様々な

データを参考にしながら、必要な感染予防対策

に取り組んでまいります。

先ほど、県外往来のＰＣＲ検○二見康之議員

査のこととかありましたけれども、そのデータ

の中では、宮崎県民がどこの都道府県にどれく

らいの人たちが行っているのかとか、逆にどれ

くらいほかの何県から宮崎に来ているかとか、

そういったデータも出ているわけなんです。感

染拡大地域からどれくらい来ているか、じゃあ

それに対してどれくらい検査すればいいのかと

か、予算を組めばいいのかとか、もっと早めに

対応ができていくんじゃないかなと思います。

今後の活用をぜひ御検討のほどお願いします。

コロナについては以上で、次に県有財産の利

活用について伺いたいと思います。

防災庁舎が完成しまして、日本庭園もリニ

ューアルされ、また５号館の曳家、改修も終わ

り、楠並木通り、県庁周辺の景色も一変して、

非常にいい景観になったなと感じているんです

が、いい景観だからこそ、ただ人が通り過ぎる

だけにしておくというのは、非常にもったいな

いなとも思います。

まず、これらのスペースの現在の利活用はど

のような状況になっているのか、総務部長に伺

います。

県庁本館前庭や防○

災庁舎前広場は、県が使用するために保有して

いる公用の行政財産であり、県庁各課が主催す

る出発式や啓発イベントなどで使用しておりま

す。

今年度は、県庁本館前庭などの本庁舎域一帯

をオリンピック聖火リレーのセレブレーション

会場としても使用したところであります。

防災庁舎前広場や南庭園、５号館につきまし

ては、有事の際には、自衛隊や消防等の大型車

両の駐車スペースや一時避難場所など、防災庁
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舎の補完的機能を担うことになっており、平時

においても、災害時での機能を損なわない範囲

で、イベントや来訪者のバス駐車場等に活用し

ているところであります。

本来の目的、機能に支障が○二見康之議員

あってはならないと思いますが、イベントだけ

で使うというのは、やはりもったいないなと、

もっと生かすことはできないかなと思います。

そこの物産館のちょうど隅切りの部分に移動

販売車がよくとまって、昼間に営業されている

んですけれども、確認しましたら、あそこは

オールみやざき営業課が、県の物産品の販売促

進という、ＰＲとかも含めて、財産総合管理課

に許可をもらって、物産振興センターからその

業者の方に貸出しをしていると。ちょっとした

軒先なんですけど、車が１台とまるぐらいの。

でも、そこの売上げのたしか15％とおっしゃっ

たと思いますけど、それがセンターのほうに入

るということで、その入ったお金で県の物産振

興にまた取り組んでいけるというような、ほん

のちょっとしたスペースだけれども、そういう

こともできるわけです。それに比べて、もっと

こっちのほうは何かできないものかなと思うん

ですが、広場も、そういった活用をもっとして

いくべきだと思いますけれども、県の収入につ

ながるような取組はできないのか、総務部長に

伺います。

行政財産を活用し○

た収入確保としましては、現在、県有施設等へ

のネーミングライツの活用や、本庁舎のエレ

ベーターホールを利用した民間広告の掲出など

に取り組んでいるところであります。

財産本来の用途または目的を妨げない範囲で

県有財産を有効に活用し、収入確保を図ること

は、重要な視点であると考えておりますので、

普通財産の貸付け等も含め、引き続き様々な取

組を進めてまいります。

これまでの取組は分かります○二見康之議員

けれども、新たな収入を生むための取組です

ね。やっぱり管理していて、使うことに許可を

出すところが積極的に使い方を考えるというの

は、なかなか難しいんだろうなとも思います。

財産活用担当もありますけれども、そこは、

活用する案を持ってきたときに、それを許可し

ていいのかというようなことが仕事なんじゃな

いかなと。やはり担当の方と話をしていて感じ

たのは、それぞれの部署のほうが、企画とかイ

ベントとかがあったときに申請をしてくるとい

うようなスタンスなんです。であるならば、ほ

かの部署の皆さんはもっと活用していただきた

いな、アイデアを出していただきたいなと。年

間のイベントだけではなくて、収入が上げられ

るような活用の方法とかも考えていただきたい

なと思います。

私は公園について、もうちょっと利活用でき

ないかなと、ずっと調べていたんですけれど

も、岐阜県に県営の河川敷の公園があるそうで

す。そこは広場にフードコートというか、そう

いうオープンスペースがあって、周りに飲食店

があります。椅子とテーブルがあり、そのテー

ブルの真ん中にＱＲコードがあって、そこを

ピッとするとメニュー表が出てきて、そのメニ

ューを注文するとお店の人が持ってきてくれる

んです。それで電子決済して、そこで食事とか

ができる。子供を連れて公園とかに遊びに行く

と、一々買物に行くのも結構大変だったりする

んですけれども、そういったもので持ってきて

もらえるのであれば、子供から目を離さなくて

も済むし、非常に便利じゃないかなと。椅子と

テーブルとＱＲコードと、あとそういうシステ
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ムをつくるだけでできるわけです。

すばらしい日本庭園とかがあって、その周り

に椅子、テーブルがあるだけで、周りに、コロ

ナで困っている飲食店のデリバリーとかテイク

アウトとかに取り組んでいらっしゃる方もたく

さんいますから、そういった方々と協力できる

ような体制をつくるというのも一つの案じゃな

いかなと思います。

早々にできることではないかもしれませんけ

れども、ぜひ、今後の一つのアイデアという

か、ポイントというか、ヒントにしていただけ

ればなと思います。

次に、行政サービスのデジタル化について伺

いたいと思います。

ＱＲコードとかも、まだ出てきて新しいもの

ですから、活用の方法とかも勉強していきたい

なと思っていますけれども、情報処理技術の進

展というのは、本当に目まぐるしいものがあり

ます。

県も、情報化推進計画に基づいて、いろいろ

検討を進めていると思いますが、知事のふるさ

との広島県は、ＡＩ移住相談「あびぃちゃん」

というものを、昨年11月から試行開始されてい

らっしゃるそうです。

いわゆるふるさと回帰、移住相談です。本県

も、ふるさと回帰センターにブースを置いて、

そこで相談を受けるというふうになっているわ

けですけれども、あそこの開所時間は午前10時

から午後６時までということで、ふだん昼間に

仕事をされている方はなかなか行きづらいのか

なと思います。

この「あびぃちゃん」を利用される方の８割

以上は、そのセンターの開所時間以外のときに

利用されているということだそうです。どこの

都道府県も相談に行けない時間帯に、広島だけ

は、どうなっているのかという情報が取れる、

これはマーケティングで言えばブルー・オー

シャンを、全部持っていかれているんじゃない

かなとも感じるわけなんですけれども、こう

いったＡＩの活用事例というものはないのかな

と思います。

この「あびぃちゃん」をつくるには３年か

かったそうです。5,000万円以上の予算をかけ

て、広島にちょっと先を行かれているなという

感じもしたんですが、本県も負けずにこれから

頑張っていただきたいと思っております。県と

して、これからどのように取り組んでいかれる

のか、総合政策部長にお伺いします。

県民誰もがデ○総合政策部長（松浦直康君）

ジタル化の恩恵を実感できるようにするために

は、日常生活や仕事など様々な分野で、デジタ

ル技術を活用したサービスが提供され、また広

く展開されていく必要があると考えておりま

す。

このため県では、地方税の申告や公文書開示

請求等の行政手続のオンライン化など、県民の

利便性向上に向けた取組を進めますとともに、

教育現場における遠隔授業やスマート農業な

ど、暮らしや産業のデジタル化にも取り組んで

いるところであります。

その一方で、デジタル化をさらに推進するた

めには、それを支える人材が必要でありますこ

とから、ＡＩやＩｏＴなどの専門知識を有する

人材の育成に努めますとともに、デジタル化に

関する事業者や団体からの相談に対応する「Ｉ

ＣＴコンシェルジュ」を設置するなどの取組を

行っております。

県としましては、このような取組や他県での

先進事例を踏まえながら、引き続き県民視点に

立ったデジタル化を推進してまいります。
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先ほどの広島も、そういう人○二見康之議員

材育成については数年前から取り組んでいらっ

しゃったみたいで、やっぱり何に使えるかとい

うところを、いろんなアイデアを出しながら、

技術を生かしてそれを反映させていくというこ

とが大事だと思います。人材育成についても、

本県もしっかり取り組んでいただきますよう、

よろしくお願いします。

次に、こういった新しい技術を生かした分野

を、いわゆる新規開拓、成長路線といいます

か、そういったものに使えるのが、このものづ

くり補助金だと思います。

私もこれを最初に見てからずっと、時々この

本会議でも取り上げさせていただいているんで

すけれども、最初に始まったときは、非常に採

択件数が少なかったということで質問したとこ

ろ、その後の取組で、宮崎の場合は国の予算

の100分の１ぐらいが配分割合ということだった

んですけれども、それを上回るということを一

つの目標みたいにお話しさせていただいたんで

すが、しっかり結果を出しておられました。

３年前にも、今はどうなっているのかという

ことで質問させていただいたんです。そのとき

に、事業者の方々から聞いている課題を国に要

望されるとか、生産性の向上につながっている

という、そういったメリットはしっかり支援し

ていきたいという御答弁だったんですけれど

も、さきの政審会の勉強会で10年間のデータを

出していただきましたら、令和に入ってから

ちょっと件数が落ち込んでいるのが現状のよう

です。

コロナもあったりとか、ほかにも諸事情があ

ると思いますけれども、やはり本県のものづく

りを支えていく、下支えになる土台づくりだと

思うんですが、この土台がしっかりしていなけ

れば、今県のほうで生産設備等改修支援、また

中核的企業認定事業とか、そういったものにい

ろいろ取り組んでいらっしゃると思いますけれ

ども、やはりその下支えになる企業育成という

ものを怠っては、大きな建物というのはその上

にできない。本県のものづくりの基礎をつくる

ためにも、これはしっかり取り組んでいく必要

があると思いますが、県は今後どのように取り

組んでいくおつもりなのか、商工観光労働部長

に伺います。

ものづく○商工観光労働部長（横山浩文君）

り補助金は、国が中小企業団体中央会を通して

実施しております、設備投資に対する補助事業

であり、これまで県内中小企業の事業拡大や生

産性向上に数多く活用されております。

県におきましても、公募開始等のメールによ

る個別案内や相談対応など、企業の積極的な活

用を進めておりますが、令和元年度以降、全国

と比べて本県の採択件数は減少している状況に

ございます。

県内には、コロナ禍の影響に伴い、新たに設

備投資を必要とする事業者もおられますので、

幅広く事業の周知やニーズの掘り起こしを進め

ますとともに、付加価値拡大などの補助要件を

満たす事業計画づくりを、関係機関が連携して

きめ細かくサポートするなど、より多くの企業

が採択されるよう、積極的に取り組んでまいり

ます。

前に調べたときに、大体２割○二見康之議員

から３割ぐらいの採択率というのがあったと思

います。

制度がよければたくさん取られるんでしょう

けれども、やっぱり数をこなしていくというこ

とも一つの 練習もそうですよね。数をある―

程度こなすというのは 訓練でもあるし、そ―
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こでできなくても次につながっていくという

チャレンジにもつながりますから、ひとつしっ

かり目標を持って取り組んでいただきたいなと

思います。

次に、企業局に伺いたいんですが、東日本大

震災があってから、再生可能エネルギーという

ものについて非常に注目されております。

本県の誇る水力発電事業、本当に宮崎県の大

きな財産だと思いますが、これだけにとどまる

ことなく、新たなことにぜひチャレンジしてい

ただきたいなという思いがずっとあるんですけ

れども、ものづくりでみんなに頑張れと言って

る手前というわけではないんですが、やはり企

業局として、持てる技術を生かした新たな分野

への挑戦というものも欲しいなと思います。

そういうときに局長から、カーボンニュート

ラルというものを切り口にした取組を考えてい

るというようなお話なので、そこに期待したい

と思っておりますが、今後どのように取り組ん

でいかれるのかお伺いします。

企業局は、水力発○企業局長（井手義哉君）

電により年間約45万トンのＣＯ 削減効果を生２

み出すとともに、ダム上流域に植林する「緑の

ダム造成事業」を通して、ＣＯ の吸収にも寄２

与しているところでございます。

一方国では、2050年カーボンニュートラル等

の実現に向け策定中の「第６次エネルギー基本

計画」において、再生可能エネルギーの主力電

源化の徹底などとともに、水素社会実現に向け

た取組の強化を掲げております。

このような中、他の公営企業では、水力や太

２陽光などの再生可能エネルギーを利用したＣＯ

フリーの水素の製造や、利活用に係る実証研究

に参加している事例もございます。

本県企業局におきましても、カーボンニュー

トラルの実現等に対応するため、今年度、組織

改正を行ったところでありまして、引き続き、

国や公営企業の全国組織等の関係機関と連携し

ながら、先進事例なども参考に、新たな取組へ

の調査研究を進めているところでございます。

早く研究からスタートを切っ○二見康之議員

ていただけるように、ぜひよろしくお願いしま

す。

次に、ＪＲの利活用について伺います。

先日、2020年度の線区別収支等のデータが公

表されました。宮崎県はなかなか厳しい状況に

ございますが、毎年のことなので、ちょっと慣

れてきた感もあるんですけれども。しかしなが

ら、この状況を踏まえて、鉄道の利活用に関し

て、県は利用促進協議会への支援等を通じて取

り組んでこられておりますが、実際にどういう

効果が出ているのか、これまでの取組結果につ

いて、総合政策部長に伺います。

ＪＲの吉都○総合政策部長（松浦直康君）

線、日南線の利用促進につきましては、これま

で沿線自治体やＪＲ九州と連携し、観光列車

「海幸山幸」の平日利用などに対する補助のほ

か、地元の祭りと連動したイベント列車やサイ

クルトレーンの運行、イセエビや焼酎等のグル

メツアー、駅を基点としたウオーキングイベン

トなど、沿線地域の魅力を発信する企画を行っ

てきており、これらの利用者は、吉都線、日南

線合わせて直近５年間で約１万4,000人となって

おります。

また、「鉄道の日」などのイベントでの広報

や、ＳＮＳ等を活用した情報発信による認知度

向上に加え、鉄道を応援するサポーター制度に

も取り組んでおり、約1,700人のサポーターに情

報発信等の協力をいただいております。

県は、どちらかというとサ○二見康之議員
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ポート的な役割を担ってこられていたんだなと

思うんですが、イベントとかいうものが悪いと

は言いませんけれども、非常に効率が悪いとこ

ろがありますね、労力とか費用とかを考えます

と。

これは、いかに日常的に乗ってもらえるかが

ポイントだと思います。各路線の利用乗客数の

増加に直結するような取組を進めるべきではな

いかと思いますが、どのようにお考えでしょう

か。

吉都線及び日○総合政策部長（松浦直康君）

南線について、今後も路線を維持していくため

には、御指摘のとおり通勤・通学など、いかに

日常的な利用を増やしていくかが重要であると

考えております。

そこで、８月には沿線自治体を訪問し、日常

的な鉄道利用の促進に向けて協議検討を行った

ところでございます。

その中で、県からは、例えば教育委員会や福

祉部局などと連携して、小中学校の修学旅行や

遠足などの学校行事での利用、高齢者クラブ等

の活動での利用を推進することで、鉄道利用の

少ない若年者や、免許返納者も増えてきている

高齢者の鉄道利用の経験を増やし、鉄道を身近

に感じ、利用してもらうきっかけにできないか

といったことなどを提案したところでありま

す。

また、関係自治体やＪＲ九州等を構成委員と

した検討会も、昨年度から実施しておりますの

で、この場も活用しながら、対策の検討や利用

促進に取り組んでまいります。

鉄道やバスだけじゃなくて、○二見康之議員

いろいろと課題山積なところですけれども、そ

ういったところも含めて、乗客数が増えるよう

な取組というものに取り組んでいただきたいな

と思います。

では次に、電動キックボードの利用について

伺います。

今年の４月から、電動キックボードの実証実

験が始まったそうです。都内でこれが走ってい

るのを見ない日はないぐらい、多くの人が利用

しているそうですが、今は上京することができ

ないので、見てきておりません。ちょっと状況

は分かりませんけれども、ヘルメットの着用が

任意で、気軽に移動ができるようになった反

面、直近事故や違反運転の取締り事例が増えて

いるとのことです。

こういったことが問題になっておりますが、

まず、県警本部長の所感について伺いたいと思

います。

電動キックボー○警察本部長（佐藤隆司君）

ドによる危険な運転や事故が社会問題となって

いることは承知しておりますが、本県におきま

しては、これまで電動キックボードに係る交通

違反の検挙はなく、交通事故の発生も認知して

おりません。

電動キックボードにつきましては、ルールを

守って利用すれば安全に走行できるものと考え

ます。しかし、その使用方法次第では、交通の

危険を生じさせるものと認識しております。

では、この電動キックボード○二見康之議員

は、今、公道を走行するためのルールはどのよ

うになっているのか、お伺いします。

電動キックボー○警察本部長（佐藤隆司君）

ドで公道を走行するためには、電動キックボー

ドの定格出力に応じた運転免許が必要です。

一般に流通しております定格出力0.6キロワッ

ト以下の電動式モーターにより走行するもの

は、第一種原動機付自転車に該当し、原動機付

自転車の運転免許が必要となります。
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その他にも、前照灯、ミラーなどの保安部品

やナンバープレートの取付け、自賠責保険への

加入などが必要です。

また、原動機付自転車であることから、歩道

を走行することや、ヘルメットをかぶらずに運

転することはできません。

都内で先日、若い女性が自動○二見康之議員

車運転致死傷処罰法違反で書類送検されたとい

うようなニュースもありました。（２回目ブ

ザー）

これは電動キックボードが悪いんじゃなく

て、その女性が無免許で信号無視をしたという

ことであります。やはり一般の方は、そこのと

ころをちょっと勘違いしそうな感じがするんで

す、報道の仕方によっては。

基本ルールにのっとって走行すれば、新たな

交通手段としての活用が期待できるんだと思い

ます。そのためにも、まだ県民は慣れ親しみの

ないものでありますから、今後、こういう違法

な走行を未然に防ぐために……

二見議員に申し上げます。時○中野一則議長

間が参っております。

（続）ぜひ取り組んでいただ○二見康之議員

くことをお伺いして終わります。

未然防止のため○警察本部長（佐藤隆司君）

の取組についてでございますが、電動キック

ボードの普及に伴い、違法な電動キックボード

による危険な走行など、御指摘のとおり懸念さ

れるところでございます。

県警といたしましては、違法な行為に対する

交通指導取締りを強化するとともに、運輸支局

等の関係機関と連携し、安全利用のための必要

な広報啓発を推進してまいりたいと考えており

ます。

これで終わります。ありがと○二見康之議員

うございました。（拍手）

次は、重松幸次郎議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 公明党宮○重松幸次郎議員

崎県議団の重松幸次郎でございます。通告に従

いまして質問を行いますので、知事をはじめ関

係部長の皆さん、明快な御答弁をお願いいたし

ます。

本題に入る前に、質問の後半で取り上げま

す、若者の投票率について調べるうちに見つけ

た、何と若者の投票率が80％に及んでいるス

ウェーデンの取組を紹介したいと思います。

静岡県立大学のグローバル・スタディーズ研

究センターの両角達平客員共同研究員は、次の

ようにインタビュー形式で述べられておりま

す。

タイトルは、「社会全体で主権者教育を」で

す。「若者の政治参加を促す活動はあるか。」

という問いに対しまして、「スウェーデンに

は290の地方自治体があり、若者協議会は100団

体ほど存在する。そのうちの一部をまとめるの

が「全国若者協議会」で全国に点在する若者協

議会の活動をサポート。400人規模の集会を年４

回開催し、意見を政治に反映させる方法を伝え

ている。また、全国若者協議会は若者政策を担

当する大臣と年２回の対話会にも参加し、政策

について直接意見を伝えることができる。ス

ウェーデンの子ども・若者白書によると、2012

年には若者協議会のように政治的な活動に参加

している16～25歳の若者の割合は71％と高い。

こうした活動をきっかけとして、実際に政治家

になる若者もいる。」。

次に、「政党青年部も活発に動いているよう

だが。」という問いに対しましては、「ス

ウェーデンのほとんどの政党に青年部があり、

若手議員や党員らで構成されている。例えば、
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スウェーデンの第１党である社会民主労働党

は、13～30歳であれば、基本的に誰でも青年党

員になることができる。興味深いのは、党本部

と青年部の政策内容が必ずしも一致していない

点だ。青年部が主張したことで、生徒が学校を

自由に選べるよう制度化した事例がある。単な

る党の下部組織ではなく、いわば〝独立″して

いる。」。

次に、「学校現場では。」という問いには、

「４年に１度の国政選挙が実施される時、多く

の学校では、日本の中高生に当たる生徒たちは

「模擬投票」を行っている。実際の政党を書い

て投票し、この流れを通じて、民主主義を学び

実践するのだ。模擬投票に向けて、党幹部や政

党青年部を学校に招き、活発にディスカッショ

ンを実施している。青年党員も参加するが、生

徒にとっては同じ世代の青年党員が政策につい

て熱く語ることが、とても刺激になる。」。

最後に、「日本で、若者の政治参加を促すた

めには。」という問いには、「スウェーデンの

ように社会全体が民主主義を育むためには、さ

まざまな活動に対し国の財政支援が必要だ。実

際、スウェーデンの若者市民社会庁は2014

年、106の子ども・若者団体に30億円の助成を実

施。全国若者協議会、模擬投票を行う学校、政

党青年部にも財政支援を行っている。現在、日

本には30歳未満の国会議員がいない。一方で、

スウェーデンでは選挙権と被選挙権が共に18歳

であり、学校卒業後、友人が政治家になること

は珍しくない。日本のように出馬の際に必要と

なる供託金はなく、仕事を兼務しながら政治家

になることも可能。政治家になりやすい環境整

備も日本の課題だ。」というように言われまし

た。また、我が党の青年委員会が取り組んでい

るボイスアクションの取組も紹介がありまし

た。「こうした取組が広がれば、若者を政治に

巻き込む〝うねり″になるのではないか。」と

いう内容でありました。

参考になればと思い、睡魔が襲わないうちに

紹介させていただきました。

さて、本題に入ります。

今年の夏、東京オリンピック開催は57年ぶ

り、２度目であり、緊急事態宣言下にある開催

都市での異例の幕開けとなりました。

205の国・地域（ロシア選手は個人資格）と、

難民選手団から１万1,000人が参加し、史上最多

の33競技339種目が競われました。

日本は金メダル27個を含む58個を獲得し、17

日間の会期は終了いたしました。柔道をはじめ

ソフトボールや野球で金メダルに大興奮し、本

県出身の、ゆかりのある選手の活躍にも元気を

いただきました。

続いて、障がいのある選手によるスポーツの

総合大会、パラリンピック東京大会では、政情

不安の母国を逃れて開幕後に来日したアフガニ

スタンの２選手を含め、162の国・地域と難民選

手団から史上最多の4,400人が、22競技539種目

に参加し競い合われました。

13日間にわたる熱戦の数々は、テレビなどを

通じて、オリンピックと変わらぬ感動を与えて

くれました。本県出身の、陸上女子400メートル

で決勝まで進み７位入賞の外山愛美選手の健闘

をたたえたいと思います。

様々な障がいを乗り越えて競技に挑む姿に、

人間の持つ可能性の大きさを感じずにはいられ

ません。コロナ禍という未曽有の状況の中、大

会テーマである「多様性と調和」を世界に発信

した意義は大きいと感じます。

さて、本県では７月２日から８月24日までの

間、オリンピック・パラリンピックに係る、６
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種目８か国の海外12チームが事前合宿を行われ

たとのことです。どのチームもすばらしい成績

を残された背景には、合宿環境のよさが評価さ

れているようであります。

そこで、東京オリンピック・パラリンピック

事前合宿の受入れを、今後のスポーツランドみ

やざきの取組にどう生かしていくのかを知事に

伺います。

以上を壇上からの質問とし、以下の質問は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

東京オリンピック・パラリンピックに向けた

事前合宿につきましては、ドイツ、イギリスな

ど８か国から、陸上やトライアスロンなど６種

目、総勢324名の海外代表チームを受け入れたと

ころであります。一人の感染者も出すことなく

終えることができ、無事に合宿地としての役割

を果たすことができたところであります。

今回、コロナ禍の中で、海外からこれほど多

くのトップアスリートを受け入れたことは、本

県にとって初めての経験であり、新たな受入れ

ノウハウの蓄積にもつながり、大きな財産に

なったものと考えております。

また、それぞれのチームからは、本県の合宿

環境について高い評価をいただいたところであ

ります。受入れを行った全ての種目でメダルを

獲得されるなど、「縁起の良い、結果の出る宮

崎」として、ブランド力も高まったものと考え

ております。

県としましては、この受入れ実績や経験、そ

して、今後整備いたします屋外型トレーニング

センターなどの充実した合宿環境を国内外に発

信するとともに、さらなる誘致に取り組むこと

で、「国際水準のスポーツの聖地みやざき」と

して、一層のブランド力向上につなげてまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○重松幸次郎議員

県独自で整備する屋外型ナショナルトレーニン

グセンターについては、これまでも議論がござ

いました。我が党も推進する立場で動いてまい

りましたので、国ではなく県主導になりました

けれども、整備計画に賛同し、スポーツランド

みやざきのさらなるブランド力向上に期待して

おります。

スポーツに続いて、文化振興についてお尋ね

いたします。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭が７月

３日からスタートし、折り返しを過ぎて、10

月17日まで県下全域でイベントや展示会が開催

されています。

県民の多くが参加し、関係団体ともこれまで

にない交流が生まれていると、担当課からお聞

きしました。

午前中の図師議員の質問の最後に知事答弁で

あった、文化芸術は一過性にすることなく、継

続して行うことが重要ということは同意でござ

います。

県民の多くが参加し、また国文祭・芸文祭が

終了した後においても、今こそ機運を高め、文

化芸術の振興を継続していくことが重要と考え

ます。

そこで、昨年11月の定例会で自民党の内田議

員が提案されました、「みやざき文化芸術振興

条例（仮称）」でありますけれども、その内容

と制定への進捗状況を、総合政策部長にお伺い

いたします。

文化芸術振興○総合政策部長（松浦直康君）

条例（仮称）の内容としましては、県民の皆さ

ん一人一人が文化芸術の担い手であるとの認識
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の下、自主性や多様性が尊重されなければなら

ないことなど、文化芸術の振興等に当たっての

基本理念を定めますとともに、県の責務や県

民、教育機関、文化団体等の各主体の役割な

ど、基本となる事項を明らかにすることとして

おります。

条例は、本年度中の制定を目指しておりまし

て、昨年度実施しました県民へのアンケート調

査や、先月実施しました市町村ヒアリング、さ

らには、有識者等で構成する「みやざきの文化

を考える懇談会」などでの様々な御意見を踏ま

えながら、現在、骨子案をまとめているところ

であります。

来年の３月に条例が制定さ○重松幸次郎議員

れる予定とありました。

条例の提案について、知事は、「県民一人一

人が文化芸術の担い手であるという認識の下

に、その活動を支え、そこから生み出される価

値をまちづくりなど様々な分野に生かしていく

ことが重要であると考えております」と答弁さ

れました。

基本理念としての条例はできつつあります

が、どう生かしていかれるのか、改めて知事

に、文化振興の意義と今後の方向性をお伺いい

たします。

文化芸術は、人々に感○知事（河野俊嗣君）

動をもたらし、創造性や郷土愛を育むととも

に、人と人とのつながりや、互いに理解し尊重

し合う場を提供するものでありまして、その振

興を図っていくことは、ゆとりと潤いのある暮

らしを実現する上で、極めて重要な意義がある

と認識しております。

また、私自身もこの長引くコロナ対策の中

で、大変強いプレッシャーの中で仕事をしてお

りますが、どれだけ文化芸術に救われ、力を得

ているのかということを改めて実感していると

ころであります。

感染症対策を徹底しながら開催しております

国文祭・芸文祭におきましては、私自身、多く

の方々から喜びや感謝の声をお聞きするととも

に、こういう厳しい状況の中、ぎりぎりの中で

開催するからこそ、そこに生まれる感動もあ

り、また将来につながるものもある。また、地

域の伝統文化を担っている方々の熱い思いや、

障がいのある方々の表現の豊かさにも感動し、

改めて文化芸術の大切さを実感したところであ

ります。

今後は、国文祭・芸文祭で得ることのできた

成果を踏まえ、文化芸術振興条例（仮称）の制

定に向けました検討を進めるとともに、文化芸

術のさらなる振興はもとより、文化芸術を生か

した人づくりや地域づくりなど、県が目指す

「新しいゆたかさ」の実現に取り組んでまいり

ます。

文化芸術にかける知事の熱○重松幸次郎議員

い思いを承知いたしました。

障がいのある方、ない方とも共生しながら、

本県の文化芸術をさらに高め、「ゆたかさ」の

実現に展開していただきたいと思います。

次は、新型コロナウイルス対策についてお尋

ねいたします。

まず、日夜、コロナ感染症の予防、治療に当

たられている医療従事者の皆様に、敬意と感謝

を申し上げます。

感染力の強いデルタ株の流行で、第５波の新

型コロナウイルス感染が全国で急拡大し、重症

患者や自宅療養者も増加している中、我が党も

国や自治体に対する緊急要望を行っておりま

す。

一方で、高齢者の発症、重症化は激減し、ワ
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クチン接種による効果が出ているようですが、

これから重要なのは、若い世代の接種率を向上

させることです。若者へのワクチン接種につき

ましては、我が会派の河野議員の代表質問のと

おりでございます。

一旦は減少傾向の感染者数でありましたが、

８月に入ってからの感染拡大には驚かされまし

た。増加する自宅療養者が適切な治療を受けら

れることが肝腎ですが、初めに、コロナ患者の

療養先の選定基準等について、福祉保健部長に

お伺いいたします。

コロナ患者○福祉保健部長（重黒木 清君）

の療養先の選定につきましては、国の基準や通

知を踏まえ、患者の症状や基礎疾患などの重症

化リスクの有無、家庭内感染のおそれなどを医

師が総合的に判断し、入院、宿泊療養施設、自

宅の療養先を決定しているところでございま

す。

このうち、入院の必要がある患者以外は、国

の通知では、自宅療養を基本とするとされてお

りますけれども、健康管理の必要性に加え、家

庭内感染のおそれや独居で不安があるなど、自

宅療養が困難な方につきましては、宿泊療養施

設での療養としております。

自宅療養者の命を守る取組○重松幸次郎議員

が重要です。我が党から国への要請では、軽症

・中等症患者への抗体カクテル療法の実施につ

いて、入院だけでなく外来診療も含めて受けら

れる体制強化を求め、厚生労働省も、外来でも

実施できると自治体に通知されたようですが、

抗体カクテル療法による治療について、県の取

組状況を再度、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

抗体カクテ○福祉保健部長（重黒木 清君）

ル療法は、今年７月に承認された治療法であ

り、入院または死亡のリスクを７割低減させる

効果が示されております。

国内の感染が急拡大し、医療体制の逼迫など

から、対象が自宅療養中の外来患者にも広げら

れるなど、全国でも活用が進められておりま

す。

また、県内においても、複数の医療機関で治

療が行われているところでございます。

県では、県内の感染拡大を受け、感染者数が

多く、病床使用率が高まっている県央地域の自

宅や宿泊療養者を対象として、８月26日から宮

崎大学病院と連携し、この治療を行ってまいり

ました。

今後は、９月10日に開設した本県初の臨時の

医療施設であります「宮崎県重症化予防セン

ター」におきまして、県立宮崎病院から医師や

看護師の派遣を受け、自宅や宿泊療養者の重症

化予防の治療として行ってまいります。

自宅療養や宿泊療養をされ○重松幸次郎議員

ている患者さんへの重症化予防をお願いいたし

ます。

若者へのワクチン接種と並行して、千葉県

で、コロナに感染した妊婦が早産し、新生児が

死亡した問題が大きく報道されております。

妊婦、配偶者の優先接種が大事だと思います

が、その取組について、福祉保健部長にお伺い

いたします。

妊娠中に新○福祉保健部長（重黒木 清君）

型コロナウイルスに感染しますと、特に妊娠後

期は重症化しやすく、早産のリスクが高まると

されているため、関係学会から、妊婦等への新

型コロナワクチン接種に関する呼びかけがなさ

れているところであります。

こうしたことから、８月23日に、国から妊娠

中の方へのワクチン接種等に係る事務連絡が発
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出されたところであり、県におきましては、直

ちに市町村に対し、妊娠中の方やその配偶者等

が希望する場合は、できるだけ早期に、かつ円

滑に接種が受けられるよう、通知を行ったとこ

ろでございます。

既に市町村においては、優先枠を設けて予約

の受付を行っているところもあり、県の大規模

接種においても、市町村における予約の状況を

見ながら、必要に応じて、優先枠を設ける準備

をしているところであります。

県といたしましては、今後も、必要な方がで

きるだけ早期にワクチン接種を受けられるよ

う、市町村と連携しながら必要な取組を進めて

まいります。

厚生労働省から各自治体へ○重松幸次郎議員

は、日本で承認されている新型コロナワクチン

が、妊婦、胎児、母乳、生殖器に悪影響を及ぼ

すという報告はなく、できるだけ早期に円滑な

ワクチン接種を受けるようにとの事務連絡が通

知されています。その取組の支援をよろしくお

願いいたします。

新学期が始まりました。厚生労働省によりま

すと、８月25日までの１週間に全国で確認され

た新規感染者のうち、20歳未満は３万427人に上

り、全体の２割を占めています。春の感染拡大

で最多だった５月中旬の約5.7倍であります。

その要因としては、感染力の強いデルタ株の

流行が挙げられるとのことですが、県立学校に

おける夏休み明けの新型コロナウイルス感染症

対策について、教育長にお伺いいたします。

県立学校では、夏○教育長（黒木淳一郎君）

休み明けに体育大会や文化祭などの学校行事が

集中することから、改めて、感染防止対策の取

組を強化したところであります。

具体的には、学校において始業式や文化祭を

リモートで実施したり、体育大会を延期、また

は縮小したりするなどの対応を行う一方、家庭

に対しましては、毎朝の検温、マスクの着用、

手洗いの基本的な感染予防の徹底とともに、生

徒本人が風邪症状がある場合等には無理をさせ

ないよう、保護者に呼びかけたところでござい

ます。

また、やむを得ず学校に登校できない生徒へ

は、欠席扱いとはせず、オンラインを活用して

学びの継続に取り組んだ事例もございます。

学校でのクラスター（集団○重松幸次郎議員

発生）を防ぐため、小中高全ての学校で言える

ことですが、児童生徒らに37.5度以上の発熱や

喉の痛み、せきなどの症状が出たり、同居家族

に同様の症状が出たりした場合は「休む勇気」

が不可欠と、感染症の専門家が指摘していま

す。また、「教員や家族だけでなく、12歳以上

の児童生徒も接種の順番が回ってきたら、可能

な限り受けてほしい」と呼びかけています。マ

スク着用、手指消毒、３密回避などを徹底し、

コロナ禍克服へ県民総力で取り組み続けていく

べきと考えます。

ここで、行政の仕事に行動経済学のナッジ理

論を活用してはと提案します。

ナッジとは、そっと後押しする、背中を押す

という意味で、個人の選択の自由を残しつつ、

ちょっとした伝え方の工夫で、人々に賢い選択

を促す手法です。

2017年にノーベル経済学賞を受賞した、アメ

リカのリチャード・セイラー教授が提唱し、手

間や費用を抑えながら、高い効果を上げられる

手法として、最近、公共施設での活用も始ま

り、注目を集めています。いろいろな分野で活

用することができます。

例えば、受付にあるアルコール消毒液にナッ
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ジを活用して、「手指消毒への御協力ありがと

うございます」とメッセージを掲示すること

で、効果が何倍にもアップする取組です。この

ほかにも、特定健診の受診勧奨や、リサイクル

運動などにも活用されています。

施策を効果的に推進するために、ナッジ理論

の手法の浸透を職員に図ってはどうか、総務部

長にお伺いいたします。

近年、国や自治体○

において、人の行動を自然によい方向へ促す工

夫を行うナッジの活用が注目されております。

本県におきましても、例えば、飲食の場面に

おける感染予防対策に関して、身近なところか

らすぐにでも取り組める対策をコンパクトにま

とめ、「みやざきモデル」として県民に分かり

やすく周知していることなどは、ナッジの活用

の一例ではないかと考えております。

議員御指摘のとおり、行政ニーズが複雑多様

化する中、ナッジは費用対効果が高く、課題解

決に有効な手法の一つと考えられますため、今

後、職員の研修等の題材として取り入れるな

ど、ナッジの考え方について職員の理解を深

め、施策の効果的な推進を図ってまいります。

その取組と浸透をよろしく○重松幸次郎議員

お願いいたします。

続いて、中小企業の支援についてお伺いいた

します。

毎年、我が会派で「政策要望懇談会」を開催

し、県内の経済界や福祉団体さんと意見交換を

し、また要望をいただいております。

代表質問で河野議員からもございましたが、

私からも２点お尋ねいたします。

公共工事や物品調達、その他の分野でも地元

の企業や製品を優先発注すること、つまり地産

地消への取組を要望されております。

「県内企業優先発注及び県産品の優先使用等

に係る実施方針」に基づく地産地消について、

県としてどのように取組を行っているのか、総

合政策部長にお伺いいたします。

県では、中小○総合政策部長（松浦直康君）

企業等の育成や産業の活性化を図るため、平

成25年度に「県内企業優先発注及び県産品の優

先使用等に係る実施方針」を策定し、公共調達

における地産地消を推進しているところであり

ます。

具体的には、公共工事や情報システム、物品

関係などの入札等における地域要件の設定や、

設計業務の仕様書における県産品の積極的な利

用などを求めており、この結果、令和元年度の

公共工事では、金額ベースで県内発注率が９割

を超えるなど、一定の成果が出ております。

引き続き、取組事例を庁内で共有いたします

とともに、市町村や関係団体等にも協力をお願

いすることにより、県全体での地産地消を進

め、経済の活性化に努めてまいります。

取組事例集を庁内に周知し○重松幸次郎議員

て関係団体に協力要請されていること、引き続

き県内優先の取組をお願いいたします。

続いて、毎回になりますが、どの業種も担い

手確保、人材育成が大きな課題となっているよ

うです。大企業が人員の確保を進める一方、中

小企業では人手不足感が強まっています。

中小企業庁の調査によれば、必要な人材を確

保できていない中小企業・小規模事業者は約５

割にも達して、人材不足は企業の経営や成長を

阻害し、経済再生への大きな課題であります。

事業を継続させるためには、人材確保が重要で

す。

中小企業における人材確保について、県はど

のように取り組んでおられるのか、商工観光労
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働部長にお尋ねいたします。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

中小企業の人材確保を支援するため、国や関係

機関と連携し、高校や大学等卒業予定者などを

対象とした就職説明会をそれぞれ開催しており

まして、今年度も、コロナ禍の中ではあります

が、感染予防対策を講じた上で、対面やウェブ

形式を活用しながら実施しているところでござ

います。

また、中小企業等とＵＩＪターン就職希望者

を結ぶウェブサイト「ふるさと宮崎人材バン

ク」を運営しており、今年度は、８月末時点で

約70名の県内就職が決定しております。

さらに、人材バンクに登録された事業所に就

業するなどの一定の要件を満たす移住者に対

し、国や市町村と連携して移住支援金を支給し

ておりますほか、奨学金返還支援認定企業への

就職者に対し、返還支援金を給付しておりま

す。

県といたしましては、今後とも、関係機関・

団体と連携しながら、中小企業が安定して人材

確保が図られるよう、支援をしてまいります。

都市部で就労経験を積んだ○重松幸次郎議員

人材が、地方の中小企業で働けるＵＩＪターン

を支援し、地域の活性化につなげるものと思い

ます。

そのためには、何よりも自社の魅力を伝え、

またワーク・ライフ・バランスの推進とセット

で、地域に呼び込むことに取り組んでいただき

たいと思います。

官民一体となって地方に人材を呼び込む流れ

を、よろしくお願いいたします。

福祉政策について、再度、福祉保健部長にお

尋ねいたします。

９月は、がん征圧月間であります。がんは、

生涯に２人に１人がなる国民病です。我が党も

がん対策を一貫してリードし、国において様々

な取組を加速してまいりました。

まずは2006年に、がん対策基本法が成立し、

これにより、がん医療拠点病院の整備、放射線

治療や緩和ケアの普及、検診受診率の向上な

ど、施策が進みました。

さらに2012年には、がん対策推進基本計画

に、初めて「がん教育・普及啓発」との文言を

盛り込ませ、今年度から全中学校で実施されて

おります。このほか、女性特有のがん対策とし

て、がん検診の無料クーポンの配布や、マンモ

グラフィーの全国配備が実現いたしました。

様々な対策を講じてがんに立ち向かい、がん

治療と仕事、学業との両立を目指していく、９

月はそのためのがん征圧月間であります。

がん検診の受診率を高め、早期発見、早期治

療につなげることが大事であると思いますが、

県としてどのように取り組んでおられるのか、

福祉保健部長にお伺いいたします。

がん死亡率○福祉保健部長（重黒木 清君）

を減らすためには、がんの早期発見、早期治療

が大変重要であります。

このため県では、毎年、ポスターや動画など

によるがん検診の普及啓発に努めており、特に

子宮頸がんの受診率が低いことから、昨年度

は、子育て世代の情報誌への掲載や、街頭ビ

ジョンでの動画放映を通じて、女性のがん検診

や受診の重要性を呼びかけたところでありま

す。

また、コロナ禍において、昨年度は受診件数

が大きく減少したことから、今年度はポスター

に、がん検診は不要不急の外出には当たらない

ことを記載しまして、定期的に受診していただ

くよう周知しているところであります。
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今後とも、がん征圧に向けて、市町村や関係

団体と連携しながら、がん検診受診率の向上の

ための取組を進めてまいります。

コロナ禍で、がん検診の受○重松幸次郎議員

診率が大きく減少しているとありました。がん

は早期発見、早期治療が重要です。特に、若い

人ほどがんの進行は早く、検査の遅れは命取り

となります。御答弁にありましたとおり、がん

検診は不要不急ではありません。先延ばしせ

ず、必ず受診することを専門医が推奨しており

ます。さらなる検診率の向上をお願いいたしま

す。

続いて、９月の障がい者雇用支援月間につい

て伺います。

歴史を遡れば、1948年８月のヘレン・ケラー

女史の来日を機に、当時の労働省が９月１日か

ら７日までの間、障がい者の雇用促進運動を実

施したことから始まったようです。

法定雇用率も徐々に引き上げられ、本年３月

からは、民間企業（従業員43.5人以上）は2.3％

以上の障がい者を雇用するようにとなっており

ます。しかし、民間企業のおおよそ半数が、法

定雇用率を達成できていない現状のようです。

また、雇用義務の対象は、2018年４月の障害

者雇用促進法の改正により、従来の身体・知的

障がい者に精神障がい者が加わりました。雇用

する事業者と障がい者双方にとってウィン・

ウィンの関係となる働き方が求められていま

す。

そこで、障がい者雇用支援月間の取組につい

て、再度、福祉保健部長にお伺いいたします。

障がいのあ○福祉保健部長（重黒木 清君）

る方々が、希望や能力、適性を十分に生かして

働くことができる社会を実現することは、大変

重要であります。

このため、例年９月の障がい者雇用支援月間

では、宮崎労働局など関係機関と連携して、

様々な取組を実施しているところであります。

今年度は、障がい者の採用を検討している企

業約90社と、就職を希望する障がい者が参加す

る「ふれあい合同面接会」の開催や、障がい者

雇用に積極的に取り組む事業所等への表彰のほ

か、企業向けセミナーの開催などについて、新

型コロナウイルス感染症の感染状況も見極めな

がら実施していく予定としております。

障がい者雇用には、事業主の皆様をはじめ、

広く県民の皆様の御理解と御協力が不可欠であ

りますことから、引き続き、積極的な啓発活動

を行いながら、関係機関と連携して、障がい者

の雇用促進に取り組んでまいります。

雇用施策、また福祉施策の○重松幸次郎議員

連携強化により、切れ目のない支援体制を構築

し、障がいのある方もない方も共に働く社会の

実現をよろしくお願いいたします。

続いて、防災・減災の内容について伺いま

す。

７月に静岡県熱海市で発生した衝撃的な土石

流災害から２か月余り、いまだ多くの瓦礫が残

り、不明女性の捜索も続いております。お亡く

なりになった26名の御冥福と、一日も早い不明

者の救出をお祈りいたします。

盛土と土地管理については、先日の右松議員

の代表質問で取り上げられましたので、重複は

避けますが、私が少し気になっておりますの

は、県内外の高速道路を走っておりますと、山

の中腹斜面にソーラーパネルが広範囲に設置さ

れている光景を目にします。

素人考えですが、特別警報で用いる「これま

でに経験したことのない」暴風や豪雨にも耐え

られる施工管理になっているのかと思うところ
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です。

林地開発の目的は様々あるとお聞きしまし

た。そこで、林野庁のホームページから、林地

開発許可制度の趣旨について引用しますと「森

林は、水源の涵養、災害の防止、環境の保全と

いった公益的機能を有しており、国民生活の安

定と地域社会の健全な発展に寄与しています。

また、開発によりこれらの森林の機能が失われ

てしまった場合には、これを回復することは非

常に困難なものとなります。したがって、森林

において開発行為を行うに当たっては、森林の

有する役割を阻害しないよう適正に行うことが

必要であり、なおかつ、それが開発行為を行う

者の権利に内在する当然の責務でもあります。

林地開発許可制度は、このような観点から、こ

れらの森林の土地について、その適正な利用を

確保することを目的としています。」とうたっ

てありました。

許可制は、土地の面積１ヘクタールを超える

開発行為に該当します。では、森林法の林地開

発許可制度における太陽光発電を目的とした申

請のうち、過去10年間で完了したものは何か所

あるのか、環境森林部長にお伺いいたします。

平成23年度か○環境森林部長（河野譲二君）

ら令和２年度における10年間で、太陽光発電を

目的とした林地開発許可申請は55か所あり、こ

のうち完了した箇所は40か所であります。

県内では40か所の太陽光発○重松幸次郎議員

電の設置があるということですが、これからも

海外資本が参加し、増えていくことも予想され

ます。そのような発電施設において、雨水の排

水処理、つまり排水溝や調整池の設置も必要か

と考えますが、森林法の林地開発許可制度にお

ける太陽光発電事業地造成について、災害防止

の対応をお伺いいたします、環境森林部長。

県では、林地○環境森林部長（河野譲二君）

開発許可制度において、土砂災害の防止、水害

の防止、水の確保、環境の保全の４つの観点か

ら審査し、許可をしております。

御質問の太陽光発電事業地造成の土砂災害防

止については、斜面でのソーラーパネルの崩落

や斜面崩壊を防ぐための擁壁等の設置、また切

土・盛土の崩壊防止のための安全なのり面勾配

の確保や、排水施設等の設置などについて、配

置や規模・構造等が基準を満たしているかを審

査しております。

また、水害防止については、下流域の水路等

がオーバーフローしないように、大雨時の流出

量を一定にする調整池等の設置などについて、

同様に審査しております。

さらに、開発中には、規模に応じて３か月ご

と、または６か月ごとの定期報告時に現地確認

を行うなど、適切な開発行為が行われるよう対

応しております。

１ヘクタールを超える太陽○重松幸次郎議員

光設置の設備工事等の開発行為については理解

いたしましたが、課題は１ヘクタール以下の開

発行為についてであります。この森林法には該

当しないとのことでありました。

そこで、先日の右松議員の代表質問で、土砂

埋立て等に関する本県独自の条例制定をという

話がありましたが、知事は、「様々な観点から

条例が制定されており、規制の度合いも自治体

ごとで異なることから、実効性を持たせるため

には、全国統一的な基準が必要である。このた

め、全国知事会を通じて国に要望している」旨

の答弁でございました。

太陽光発電を行う事業者はきちんと施工され

ているとは思いますが、盛土と同じく、土砂埋

立てや排水等の安全基準を示していただくよ
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う、国に要望していただきたいと思います。

自然災害が激甚化、また頻発化する中で、気

象専門員の役割はますます重要になっておりま

す。

昨年10月の参議院本会議で、我が党の山口代

表は、地方防災力の向上を目指して、地域に即

した気象予測などを行う気象防災アドバイザー

の拡充を念頭に、気象台のＯＢ・ＯＧのさらな

る活用を訴えました。

この背景には、昨年、熊本県を中心に、豪雨

の被害状況を山口代表がじかに視察した際、地

元の気象台元職員の助言が災害対応に役立った

話を伺ったことがあります。

現在、全国10自治体でアドバイザーが活躍し

ているようであります。そこで、気象台のＯＢ

・ＯＧである気象防災アドバイザーを本県の防

災行政に活用するお考えはないのか、危機管理

統括監にお伺いいたします。

近年、線状○危機管理統括監（小田光男君）

降水帯など予測が困難な気象現象の頻発によ

り、全国各地で災害が発生し、国や自治体によ

る適時的確な防災対応が一層求められておりま

す。

そのような中、国から県及び市町村に対し、

国主催の研修等への参加に加え、気象庁が提供

する地域防災支援の取組等を積極的に活用し、

気象防災業務に精通する職員の育成に努めるよ

う、要請があったところであります。

御提案のありました気象防災アドバイザーに

つきましては、研修において防災気象情報の読

み解き方法等の指導や、市町村による避難指示

等の判断に対する助言等が期待できるとのこと

でありますが、どのような形で職員の育成等に

活用できるか、市町村とともに検討してまいり

ます。

どうか積極的に活用いただ○重松幸次郎議員

くことを要望いたします。

続いて、農政について２点、農政水産部長に

お伺いいたします。

初めに、食料自給率についてですが、この件

も既に議論がございました。日本は食料の多く

を輸入に頼っていますが、生産国が不作に見舞

われたり、国際情勢の変化で物流が止まるよう

なことがあれば、国民生活に与える影響は深刻

であります。事実、小麦などの食材値上げが始

まっております。

食料自給率の向上に向けた取組として、生産

性の向上や効率化が大切だと思いますが、県は

どのような取組を進めているのか、お伺いいた

します。

世界的な人口○農政水産部長（牛谷良夫君）

増加や地球温暖化に伴う気候変動、さらには、

コロナ禍における各国の食料輸出制限の動きな

どにより、食料自給率や食料安全保障への危機

感が高まっております。

このような中、農業算出額全国第５位で、日

本の食料供給県を自負する本県におきまして

も、担い手や耕地面積の減少などによる農業生

産力の減退への対応が喫緊の課題となっており

ます。

このため、第八次長期計画では、ロボットト

ラクターや家畜の発情発見装置など、スマート

農業技術等による省力化や収量向上に加え、農

地中間管理事業等による農地の集約・大区画化

を進めることにより、生産性の向上と効率化を

図ることとしております。

今後とも、消費者の多様なニーズに対応し、

安定的に食料を供給できる産地として、食料自

給率向上に貢献してまいります。

農地の大区画化や先端技術○重松幸次郎議員
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を活用したスマート農業の導入による効率化に

力を入れられるということを理解いたしまし

た。

あわせて、担い手不足の解消も重要でありま

す。女性の活躍推進とともに、先ほど質問しま

した障がい者雇用支援月間で取り上げましたよ

うに、障がい者就労の機会をつくっていただき

たいと思います。

そこで、農福連携の状況と、今後の拡大へ向

けてどのように取り組んでいかれるのか、農政

水産部長にお伺いいたします。

農福連携は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

障がい者の就労機会の拡大と賃金の向上、さら

には農業の労働力不足の解消にもつながるな

ど、農業と福祉の双方にメリットのある大変重

要な取組であると考えております。

県の調査では、農業法人に雇用されている障

がい者は、本年１月で229人、農福連携に取り組

む福祉事業所は、本年５月で82か所となってお

ります。

農福連携の推進に当たっては、農業者と福祉

事業所、双方のマッチング強化に加えまして、

障がいの特性に応じた作業の細分化を行うな

ど、作業を依頼する農業者の専門知識の習得も

必要です。

このため、今後は県内の各地域段階で、農福

連携のマッチングを行う体制を構築するととも

に、市町村の職員や普及指導員などを専門人材

として育成する研修等を実施し、農福連携のさ

らなる推進を図ってまいります。

我が党の国会議員が、日本○重松幸次郎議員

農福連携協会の皆川芳嗣会長からお話を伺いま

して、皆川会長からは、農福連携が、障がい者

の就労や生きがいの場の創出、農業分野の働き

手確保に大きな効果を出していると説明され

て、農福連携をさらに推進するため、ワンス

トップ相談体制の整備や、賃金向上への支援の

強化、優良事例の横展開などを加速させていく

必要性を強調されたようであります。農福連携

のさらなる推進をお願いいたします。

次は、教育行政について伺います。

民法改正で来年４月から、高校３年生を含

む18歳への成人年齢引下げは、若者の社会参加

を促すと期待される一方、親の同意を得ずに結

んだ契約を取り消すことができる「未成年取消

権」を失うことから、消費者トラブルの増加が

懸念されております。

知識や経験の乏しさから悪質な業者に狙われ

やすく、消費者被害が拡大することを防いでい

かなくてはなりません。

さきの代表質問で岩切議員からも、教育委員

会、消費生活センターでの取組について議論が

ございましたが、私からは具体的な取組とし

て、消費者庁が作成しました専用教材「社会へ

の扉」 これはクーリングオフや消費者ホッ―

トラインをクイズ形式で学べる教材であります

けれども を使っての授業や、その授業を担―

当する先生方への研修も重要だと考えておりま

す。

成人年齢引下げを控え、高校生に対する「社

会への扉」を活用した消費者教育及び教職員向

けの消費者教育セミナーの実施状況について、

総合政策部長にお尋ねいたします。

高校生など若○総合政策部長（松浦直康君）

い世代に対する消費者教育に当たりましては、

契約行為やクレジットカードの仕組みなど、消

費者として学ぶべき基本的な事項について理解

を深めてもらうことが重要であり、基礎的な知

識が習得できる「社会への扉」につきまして

は、大変有効な教材であると認識しておりま
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す。

このため、県におきましては、高等学校など

における消費者教育の中で、「社会への扉」の

活用をお願いしておりまして、昨年度は約７割

の学校で活用されたと伺っております。

また、各学校で授業を行う先生方への研修も

重要であることから、教職員向けの消費者教育

セミナーを毎年実施しておりまして、昨年度

は、成年年齢の引下げに向けた消費者教育の取

組をテーマに開催したところであり、今後も関

係機関と連携の上、セミナーの効果的な実施に

努めてまいります。

消費者教育は、単にトラブ○重松幸次郎議員

ルに関する知識を身につけるのが目的ではな

く、自分で「考える力」、怪しげな話を「断る

力」、困ったときに「相談する力」を養い、安

心・安全な消費者市民社会を担う人材を育てる

ことに意義があると、専門家が述べておりま

す。

各学校でも既に消費者教育が進んでいること

を評価するとともに、さらなる推進をお願いい

たします。

次に、主権者教育についてお伺いします。

選挙権年齢を「18歳以上」に引き下げる改正

公職選挙法が平成27年６月に成立し、日本の選

挙権年齢はようやく世界水準に達したとありま

した。国立国会図書館が調べた199か国・地域の

うち176か国・地域では18歳まで 16歳、17歳―

も含んでおりますけれども そのぐらいの国―

が18歳で選挙権を付与されております。

平成28年の参議院選から「18歳選挙権」が導

入されました。日本の有権者となる18、19歳の

未成年者は約240万人、日本の政治課題は若者の

未来と直結しており、政党や我々議員も、若者

の声に耳を傾けて政策を決めることが重要だと

思います。

県内の各学校で主権者教育が行われているか

と存じますが、社会の一員としての自覚を養

い、政治への参加意識を高めるための教育であ

り、選挙の投票率向上につなげるのが狙いであ

りますが、「国や社会の問題は、自分の問題と

して考え、判断し、行動する。そういう若者を

つくる教育が必要である」との我が党の論調で

す。

そこで、改めて県立高校における主権者教育

の現在の取組状況について、教育長にお伺いい

たします。

県立高等学校の主○教育長（黒木淳一郎君）

権者教育につきましては、全ての生徒が公民科

の授業において、政治や選挙について学習する

とともに、マニフェストや選挙公報を活用した

模擬投票や、総務省が作成した副読本を活用し

た授業を行うなど、工夫した学習活動に取り組

んでおります。

また各学校では、教職員の中から任命された

主権者教育推進リーダーを中心として、年間を

通した主権者教育の企画立案も行っておりま

す。

例えば、選挙管理委員会と連携して、実際の

投票に近い形式で生徒会選挙を実施したり、生

徒総会で身近な問題を議論したりするなど、

様々な教育活動により、主権者意識の向上に取

り組んでいるところであります。

若者の政治参加が未来発展○重松幸次郎議員

の鍵となります。取組をさらにお願いいたしま

す。

さて、衆議院選挙が近づいてまいりました

が、全体の投票率も低下傾向にある中で、若者

の投票率が低調なままであります。

特に10代。10代のうち、親元を離れて進学や
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仕事を始めた19歳の投票率が特に低いようで

す。

10代の若者の投票率が低いことについて、知

事の認識をお伺いいたします。

10代の若者の投票率に○知事（河野俊嗣君）

つきましては、選挙権年齢引下げ後、初めての

選挙であった平成28年の参議院選挙におきまし

ては、本県の18歳、19歳の投票率は35％程度で

ありましたが、令和元年の参議院選挙では20％

程度まで落ち込んでおり、年代別で最も低く

なったところであります。

若者の声がより政治に反映されることを期待

して選挙権年齢が引き下げられた経緯を踏まえ

ますと、大変残念な結果であると受け止めてお

ります。

このため、今後とも教育委員会や選挙管理委

員会など関係機関が連携し、より一層、主権者

教育や若者への選挙啓発に取り組んでいくこと

も重要であると考えております。また私自身

も、県の政策や一政治家としての思いなど、Ｓ

ＮＳも含めながら丁寧に発信していくことで、

県民が政治を身近に感じ、政治参加につながる

ように努めてまいります。

選挙は、国民が主権者として政治に参加し、

その意思を反映させることのできる基本的かつ

最も重要な機会でありますことから 近く衆―

議院選挙も行われる予定であります。また、

様々な自治体の選挙もあろうかと思いますの

で、若者をはじめ県民の皆様には、国や自治体

のよりよい未来のために、ぜひとも貴重な一票

を投じていただきたいと考えております。

本当に国政だけではなく、○重松幸次郎議員

様々な地方議会選挙でも投票率が年々下がって

いく状況でございます。

壇上で紹介しましたように、スウェーデンの

取組 若者が日本でも２割、３割の投票率し―

かないのに、スウェーデンでは８割と先ほど紹

介させていただきましたが、どうか国も地方も

一緒になって、この投票率の向上に向けて検討

していきたいと考えております。今後とも引き

続き、主権者教育と啓発活動に力を入れていた

だきますように、お願いいたします。

最後の項目で、警察行政について警察本部長

にお伺いいたします。

国家や犯罪集団などによるサイバー攻撃の脅

威が世界中で高まっており、日本も対応を急ぐ

必要があると警鐘を鳴らしています。

インターネットを通じてコンピューターシス

テムに不正に侵入し、被害を与えるサイバー攻

撃。その中で近年、特に深刻化しているのが、

「ランサムウエア」と呼ばれるウイルスを使っ

たもののようです。

ランサムウエアに感染すると、データが暗号

化されて使えなくなり、暗号を解除するための

身の代金を要求する画面が表示されます。

アメリカでは今年の５月、国内最大級の石油

パイプラインがランサムウエアを使ったサイ

バー攻撃を受け、５日間の操業停止に追い込ま

れました。日本企業でも昨年６月、自動車大手

ホンダの社内ネットワークでランサムウエアに

よる障害が発生し、世界６か国の11工場が生産

を停止したと、ネットで記事を読みました。

県内でも、どこで重要インフラ事業者に対し

てサイバー攻撃が起こるか、監視や対策が必要

です。県警のサイバー攻撃対策について、警察

本部長にお伺いいたします。

県内において、○警察本部長（佐藤隆司君）

重要インフラ事業者に対するサイバー攻撃事案

と明確に把握している事案はございません。

県内でサイバー攻撃と思われる事案を認知し
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た場合には、警備部外事課と生活安全部サイ

バー犯罪対策課が、情報通信部情報技術解析課

と連携しながら所要の捜査を実施して、被害の

拡大防止に努めているところであります。

警察では、重要インフラ事業者等に対し、サ

イバー攻撃の未然防止を図ることを目的とし

て、個別訪問によるサイバー攻撃に関する注意

喚起及び情報提供、宮崎県サイバーテロ対策協

議会による情報セキュリティ研修会や、サイ

バー攻撃事案発生時の対処訓練、サイバー攻撃

の予兆把握のためのサイバーフォースセンター

による重要インフラ事業者等のウェブサイトの

確認などを実施しております。

まだ事案が確認されていな○重松幸次郎議員

いということですけれども、体制をしっかり強

化していただいて、備えていただきたいと思い

ます。また、その人材を育てていかれることも

お願いいたします。

本年６月、千葉県八街市で、トラックが下校

中の小学生の列に突っ込み、子供たちが犠牲に

なる悲惨な事故が起きました。

今回のような事故を二度と起こさないために

も、通学路の危険箇所を徹底的に洗い出す取組

は重要だと思います。

まず１点目に、昨年の通学時における子供の

交通事故の現状についてお伺いいたします。

昨年、県内で○警察本部長（佐藤隆司君）

は、通学時における中学生以下の子供の交通事

故が48件発生し、50名が負傷しています。

負傷の程度は、軽傷者が44名、重傷者が６名

で、死亡事故の発生はありませんでした。交通

事故の形態は、自転車乗車時の事故が最も多い

状況です。通学時における子供の交通事故は、

ここ数年減少傾向にございます。

事故は減少傾向にあり、幸○重松幸次郎議員

い死亡事故の発生はなかったとの答弁で、ほっ

といたしております。ですが、事故を起こさな

い取組が願いであります。

今後の通学路の安全対策等について、再度、

警察本部長にお伺いいたします。

警察では毎年、○警察本部長（佐藤隆司君）

春と秋の全国交通安全運動に併せて、道路管理

者や学校関係者、地域住民等と連携し、通学路

を中心に交通安全総点検を実施しております。

これに加え、先般発生した千葉県八街市の痛

ましい事故を受けまして、教育委員会、学校及

び道路管理者と連携し、通学路における合同点

検を実施中であります。

今後、点検結果を踏まえ、警察といたしまし

ては、地域の実情に即した交通規制の実施や見

直し、交通指導取締りなど、必要な対策を実施

していくこととしております。

よろしくお願いいたします。○重松幸次郎議員

我が党も、政府が今回、実施を表明した通学

路の合同点検について、これまでも通学路の総

点検と改善が行われてきたものの、事故が後を

絶たないことを踏まえまして、合同点検を要望

しております。子供の視点、また地域住民の声

を徹底的に重視して、安全確保につなげていた

だくよう訴えております。

県においても、関係者一体となって安全対策

の取組をお願いいたしまして、質問の全てを終

了いたします。ありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、一般質問、

人事案件の採決及び議案・請願の委員会付託で

あります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時45分散会

令和３年９月14日(火)
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令 和 ３ 年 ９ 月 1 5 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

選 挙 管 理 委 員 長 茂 雄 二

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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議案第26号追加上程◎

これより本日の会議を開きます。○中野一則議長

本日の日程は、一般質問、人事案件の採決、

及び議案の委員会付託でありますが、お手元に

配付のとおり、知事から議案第26号の送付を受

けましたので、本案を日程に追加し、議題とす

ることに御異議ありませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

議案第26号を上程いたします。

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○中野一則議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。

ただいま提案いたしました議案の概要につい

て御説明申し上げます。

本県の新型コロナウイルス感染症対策につき

まして、国において、まん延防止等重点措置の

適用を９月30日まで延長することが決定されま

した。これを受け、県では、９月13日から30日

までの当該措置に係る対象地域として、感染状

況が高止まりしている宮崎市を指定するととも

に、県独自の緊急事態宣言を、まん延防止等重

点措置の終期と合わせて９月30日まで延長し、

飲食店等に対する時短要請についても、全市町

村を対象に延長したところであります。

県民の皆様の御協力により、新規感染者は減

少傾向にありますが、現在の医療提供体制の厳

しい状況を踏まえますと、今後、できるだけ早

期に日常生活を取り戻すためにも、今、ここで

中途半端に対策を緩めてリバウンド、感染再拡

大のリスクを残すのではなく、最大限の感染防

止対策を継続、徹底することにより、十分に鎮

静化を図っていく必要があるものと考えており

ます。

県民の皆様、県内の事業者の皆様には、引き

続き大きな御負担、御不便をおかけし、誠に心

苦しい限りではありますが、県民の命と健康を

守るため、そして、そのためにも地域の医療体

制をしっかりと維持していくため、県議会をは

じめとする県民の皆様の御理解と御協力を賜り

ますよう、心よりお願い申し上げます。

追加提案いたしました補正予算案は、今般の

国のまん延防止等重点措置及び県独自の緊急事

態宣言の期間延長等に伴い、必要となる経費に

ついて措置するものであります。

補正額は、一般会計50億1,823万円でありま

す。この結果、一般会計の歳入歳出予算規模

は6,792億5,396万4,000円となります。今回の補

正予算による一般会計の歳入財源は、国庫支出

金49億9,612万4,000円、諸収入2,210万6,000円

であります。歳入財源のうち、49億円余は、国

の地方創生臨時交付金及び緊急包括支援交付金

を活用しております。

以下、補正予算案に計上しました主な事業に

ついて御説明いたします。

まず、新型コロナに係る療養体制の強化を図

るため、自宅・宿泊療養者の重症化予防に対応

する臨時の医療施設を運営するための経費を、

また、自宅療養者に対し、医師・看護師の電話

や訪問による健康観察を行うとともに、食料や

生活用品の配付を強化するための経費を、さら

に、医療機関における抗体カクテル療法の公費

負担に要する経費をそれぞれ計上しておりま

す。

次に、まん延防止等重点措置等の期間延長に

令和３年９月15日(水)
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伴い、感染拡大防止のための飲食店等への時短

要請協力金のほか、事業者支援としまして、時

短要請により大きく影響を受ける飲食関連事業

者等を支援するための経費を、また、行動要請

等に伴い影響を受けている県内全域の事業者に

対し、支援金を上乗せして支給するための経費

をそれぞれ計上しております。

以上、今回提案しました議案の概要について

御説明いたしました。よろしく御審議のほどお

願い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○中野一則議長

一般質問◎

ただいまから一般質問に入り○中野一則議長

ます。まず、来住一人議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○来住一人議員

ざいます。通告に基づいて、まず、知事の政治

姿勢について質問をしてまいりたいと思いま

す。

御承知のように、先日、アフガニスタンの反

政府勢力タリバンが大統領府を占拠し、ガニ大

統領が国外に脱出して、同政権は崩壊いたしま

した。この事態が痛烈に示しているのは、同時

テロに対する、アメリカを中心とした同盟国

が20年間にわたって強行した対テロ報復戦争

が、いかに愚かな誤りであったかであります。

戦争、武力によってテロをなくすことはできな

いことを証明いたしました。

日本共産党は、当時、同時多発テロ直後

の2001年９月、テロを「国際社会全体に対する

攻撃」であり、「世界の法と秩序に対する攻

撃」であると糾弾するとともに、その野蛮なテ

ロへの対処は、軍事報復ではなく、国連憲章と

国際法に基づき、国連が中心となり、容疑者の

告発、必要な制裁法による裁きを通じた解決を

求め、各国首脳に書簡を送りました。

この20年にわたる国連憲章も国際法も無視し

た軍事報復の行動は、アフガニスタンでの民間

人４万7,245人、アフガン治安部隊６万600人、

タリバン側が５万1,000人、米軍が2,448人の犠

牲となりました。この戦争は、テロ根絶のため

の大義を損ない、国際社会に分断と亀裂をもた

らし、さらにテロを拡散させるものとなりまし

た。

テロに対してであれ、大規模な軍事報復に訴

えることは、今日の国際社会が承認している原

則に合致しているものでないことを、国際社会

の教訓として肝に銘じるべきだと思います。

アフガニスタンにおける対テロ報復戦争につ

いての知事の認識について伺いたいと思いま

す。

後は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

アメリカ同時多発テロから20年が経過し、そ

の間の対テロ戦争によって、民間人も含めて相

当な数の犠牲者が出たことは、誠に痛ましいこ

とと受け止めております。

アフガニスタンからアメリカ軍が撤退したわ

けでありますが、あの報道で目にいたしまし

た、離陸しようとする飛行機に多くの人々がし

がみつく様子、大変胸が痛む衝撃的な光景であ

りました。現地では、いまだ混乱が続いている

ようであります。

今後、アフガニスタンを孤立化させることの

ないよう、国際社会が連携して、平和的手段に

より、平和と安定に向けて取り組むことが望ま

しいと考えております。以上であります。〔降壇〕

この報復戦争についての評価○来住一人議員

については、今述べられませんでした。残念で
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す。

この報復戦争の犠牲になった方が、合わせ

て16万1,300人に及んでいるわけですけど、この

数には、イギリスなどアメリカ同盟国の数は含

まれておりません。この方々には名前があり、

家族があり、そして人生がありました。決して

数だけで表現してはならないと思います。

バイデン大統領も、反省はありませんでした

けど、「他国をつくり変えるために大規模な軍

事作戦を実施する時代は終わった」と、このよ

うに述べました。本当にこのことを決して忘れ

てほしくない、このように思います。

台湾海峡の安全を日米同盟の任務に位置づけ

ましたが、これとも深く関連して、Ｆ35Ｂの新

田原への配備が計画されていることは間違いあ

りません。Ｆ35Ｂの配備計画に対する知事の評

価をお聞きしたいと思います。

外交・防衛は、国の責○知事（河野俊嗣君）

任において進められるものでありますが、現在

の我が国を取り巻く安全保障環境を踏まえます

と、Ｆ35Ｂの導入を含む防衛力の強化が必要で

あるという国の判断には、一定の理解をすると

ころであります。

しかしながら、新田原基地へのＦ35Ｂの配備

により、騒音問題の深刻化や基地が攻撃対象と

なるリスクが高まるのではないかといった不安

の声が、県民から寄せられているところであり

ます。

私としましては、配備計画について、地元市

町の意向を最大限に尊重するとともに、県民の

安心・安全を確保する立場から、県民の不安解

消につながる具体的な施策の実施や迅速な情報

提供につきまして、引き続き強く求めてまいり

ます。

代表質問の岩切議員の質問に○来住一人議員

対してもそうでありましたが、今日も知事の最

初の内容は、つまり外交・防衛は国の専管事項

であって、政府が適切に処理するものと。こう

いう答弁は、これまで何回も聞いてまいりまし

た。この知事の答弁というのを突き詰めていく

と、外交・防衛については、政府に対して白紙

委任する、こういうことになると私は思いま

す。

県民の中には、Ｆ35Ｂ配備への賛否はいろい

ろあると思いますけど、白紙委任している人は

一人もいないと私は思います。

この点からも、知事の今の答弁、つまり国の

専管事項だから、分かりやすく言えば何も言え

ないと、そういう態度は、自治体の長としての

任務を放棄している、これに等しいと思いま

す。

Ｆ35Ｂの配備によって、新田原が攻撃の対象

になる、そういう心配が県民の中からも出てい

ると。これに対して、国に対応を求めているけ

ど、まだそれが示されていないという旨の発言

も以前ありました。

新田原を守るために、新田原を攻撃してくる

ものに対して、これを迎撃するミサイルを政府

が県内に配置する計画を持つなら、これも白紙

委任するということになります。私は許せない

と思います。

そして、このＦ35Ｂの配備は、今話しました

ように、中国を念頭にしていると思いますけ

ど、中国、北朝鮮に対して軍事対応を優先する

なら、このように際限のない軍拡競争になりま

す。日本共産党は、中国に対して堂々と国際憲

章や国際法を守れという外交努力を尽くすこと

こそが重要であると、このように思います。

知事は、防衛省に対して情報を求めておりま

すけど、国の専管事項だとして、白紙委任して

- 230 -



令和３年９月15日(水)

いる状態でありますから、防衛省はまともな情

報開示はしないと、このように私は思います。

新富町長が配備を認められたということであ

りますけど、知事が白紙委任している状況であ

りますから、町長も知事を超えることはできな

いのかと思います。ただ、首長だけで決めては

ならない、そういう重大な問題であることを強

く強調しておきたいと思います。

米軍ヘリの不時着問題について、危機管理統

括監に１点確認をいたします。

７月25日に、天候不順で新田原に着陸し、そ

の後に米軍整備士が新田原に到着したと聞いて

おりますけど、いつ、どこから、何名の整備士

が来たか報告を受けているかどうかを確認しま

す。

今回の米軍○危機管理統括監（小田光男君）

ヘリの新田原基地への駐機につきましては、天

候不良のため臨時的に行ったものと伺っており

ます。

九州防衛局からは、駐機した際に機体トラブ

ルが発見され、米軍の整備士が整備したとの報

告を受けました。

しかしながら、この整備士が、いつ、何名、

どこから来たのかについては、九州防衛局にお

いても承知していないとのことでありました。

整備士が来たというのは、天○来住一人議員

候不順ではなかったのではないかと。このこと

が容易に推測できます。

また、不時着した米軍ヘリがプロペラとハブ

を交換したということでありますが、これは軽

微なものではないというふうに思います。まさ

に重大な事故に直結したことが予想されると思

います。こうしたことが、県民の命を預かる県

知事に一切報告なしに日常的に進められている

ということは、まさに主権国家と言えないと思

います。日米地位協定の改定を強く求めていき

たいと思います。

この問題に関連して、県警本部長にお聞きす

る予定でありましたけど、割愛させていただき

たいと思います。御了解よろしくお願いしま

す。

次に、新型コロナウイルス感染症について質

問いたします。

オリンピック・パラリンピック開催をめぐっ

て、知事の認識と、かなり開きがあると感じま

した。知事は、外国選手団・役員等の感染者の

数が少なかったと述べて、メダルの数を多く取

得したことなど、手放しに評価をされていたよ

うに聞きました。

政府分科会の尾身会長は、「無観客であるに

せよ、オリンピックを開催するのは普通ではな

い」と、このように述べました。普通ではない

ということは、異常だということです。

多くの専門家が、８月には新規感染者が２万

人を超えると警告しておりました。国民には、

４人以上での会食をやめろとか、不要な外出を

するなと求めておきながら、五輪は強行する。

国民に逆のメッセージを発しておりました。第

５波となったのは、これらが大きな要因であっ

たことは間違いありません。そのために、菅首

相は国民の支持を失って、政権を投げ出したの

であります。

五輪を手放しで評価するのは、現実とも国民

の思いともかけ離れ、さらには県民に自粛を求

めている知事の責務からもかけ離れていると、

このように思います。

政府は、第５波を招いたことは反省せず、中

等症の人は自宅療養という方針をとりました。

まだこれを撤回していないと思います。医者に

脈もとってもらえずに家で亡くなる人が出てま
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いりました。まさに医療崩壊であります。何に

増しても国民の命を守る、これを最優先にする

ことをしっかり確立していないと思います。

県内においても予断を許さないことは、知事

をはじめ、発言されてまいりました。また、病

床確保をはじめ、療養体制確立のために努力さ

れていることを理解いたしております。

基本的なことを確認しておきたいと思います

けど、ウイルス感染者やその家族が希望するな

ら、入院または宿泊施設で治療することを基本

に置くべきだと思いますが、福祉保健部長の所

見を伺いたいと思います。

患者の療養○福祉保健部長（重黒木 清君）

先につきましては、国の基準や通知を踏まえま

して、患者の症状や基礎疾患などの重症化リス

クの有無、家庭内感染のおそれなどを医師が個

別に判断して決定しており、入院が必要と判断

された方については、入院対応としておりま

す。

また、直ちに入院が必要ではないと判断され

た方につきましては、国の通知では、自宅療養

を基本とするとされておりますけれども、健康

管理の必要性に加えまして、家庭内感染のおそ

れや独居での不安など、自宅療養ができない事

情等がある方については、宿泊療養施設での療

養としているところでございます。

なお、自宅療養の方については保健所が、宿

泊療養の方については施設に常駐している看護

師等が、毎日、適切に健康管理を行う体制を整

えております。

全国的にもそうですけど、県○来住一人議員

内においてもワクチン接種が今５割というとこ

ろでありまして、ワクチン接種希望者にワクチ

ンが実際に接種されて行き渡るのは、10月末

か11月というようにお聞きしております。です

から、ワクチン接種頼みでは絶対駄目だと思い

ます。やっぱり、ＰＣＲ検査などを同時並行で

進めることが本当に重要ではないかと、このよ

うに思います。

私は基本的には、希望する人はいつでも、ど

こでも、何度でも検査が受けられるように対象

を広げる必要があると思いますけど、部長の所

見を伺いたいと思います。

県では、新○福祉保健部長（重黒木 清君）

型コロナの感染拡大防止を図るため、保健所の

積極的疫学調査の中で、感染者の濃厚接触者等

に対して行政検査を行っております。

また、発熱等の症状がある方につきまして

は、地域の医療機関において、保険適用検査に

より、早期に検査できる体制を整えておりま

す。

さらに、感染拡大の端緒が見られる場合に

は、繁華街や高齢者施設などを対象にして、一

斉検査を実施しているところでございます。

このように、感染拡大防止の観点からは、感

染状況と関わりなく、希望する全ての人を対象

にした検査は行っておりませんけれども、保険

適用外で検査のできる医療機関について、希望

する方には御紹介しているところでございま

す。

７月の段階では、感染者ゼロ○来住一人議員

という日が何日かあったと思います。結局、そ

れがまた８月になると大変な数になってきたわ

けですけど、やっぱりそういう点では、検査と

いうのは非常に重要だというふうには思います

から、ぜひ進めていただきたい。

子供や生徒と日常接触している教職員、それ

から保育士さんなどのワクチン接種は、子供を

守る上でも大変重要だと、このように思いま

す。職種などでの接種の状況は把握されていな
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いそうです。また、把握するのが難しいんだろ

うと思います。

実際に教職員の皆さんにワクチン接種を推進

するというのも、確かに機械的にはいかない。

やっぱり接種するには、それぞれ本人の自由意

思というのがありますから、決してそれを強制

するものではありませんけど。いずれにしまし

ても、先生たちに接種がしっかり行き渡るとい

うのは非常に大事かなと思いますが、この点で

の教育長の答弁を求めたいと思います。

今般の新型コロナ○教育長（黒木淳一郎君）

ウイルス感染症の第５波では、小・中・高校生

を含む若年層への感染が拡大しましたことか

ら、県教育委員会として、学校における感染拡

大防止に向けて、周知や啓発を行っているとこ

ろであります。

特に教職員のワクチン接種は、感染拡大を防

止し、安心・安全な教育環境をつくる上で有効

な対策の一つでありますことから、ワクチン接

種の加速化に向け、全ての教職員に対しまし

て、県の大規模集団接種や市町村ごとの個別接

種を勧奨しているところであります。

先生方は本当に忙しい方々で○来住一人議員

ありますから、なかなか接種の機会というのは

大変でしょうけど、ぜひそこはよろしくお願い

したいと思います。

農業行政について質問をいたします。

コロナ危機は、稲作にも顕著に表れておりま

して、今年の米価が暴落することが予想されて

おります。

早期米で、仮渡しが昨年の半分という地方も

出ております。それは、コロナ危機によって、

外食産業などでの米の需要が減少し、在庫米が

増え続けていることにあります。

現段階で政府は、米価暴落には何の手も打と

うとしていないのが現実であります。普通作米

の価格がどうなるかはこれからでありますが、

落ち込むことは容易に予想がつくと思います。

深刻な事態になるのではないでしょうか。

米価暴落に対する県としての対策を伺いたい

と思います。農政水産部長の答弁を求めます。

国内の米の需○農政水産部長（牛谷良夫君）

要が、高齢化や食の多様化等を背景に減少傾向

にある中、コロナ禍での外食需要の急激な減退

が加わり、民間在庫量の増加による取引価格の

低下が懸念されているところでございます。

このため、県としましては、本年産米の需要

拡大に向けて、県産農畜水産物応援消費推進事

業等を活用した早期米キャンペーンや、飲食店

と連携した県産米の消費拡大に向けた取組を支

援しているところです。

また、将来にわたって米を基幹とする水田農

業の維持・発展を図るため、高収益作物と組み

合わせた輪作体系の導入やスマート農業技術の

導入など、生産の効率化に向けた取組を支援す

るとともに、セーフティーネット対策として、

農業経営収入保険等への加入を促進してまいり

ます。

米の在庫がずっと増え続けて○来住一人議員

いるのに、政府は、ミニマムアクセス米は、全

量77万トン輸入いたしております。77万トンと

いうのはどのぐらいの量かなと。宮崎県におけ

る米の生産量は、おおよそ７万5,000トンであり

ますから、県内の生産量の10倍強を輸入してい

ることになります。国内では減反転作を強要し

ながら、輸入すると。米価暴落を防ぐために

は、政府が在庫米を買い入れて、市場流通から

切り離すということをしなければ、米価は下落

を続けていくんじゃないかと思います。

そして、そうやって市場流通から切り離して
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いくことと、さらに、このコロナ禍の中での生

活困窮者や学生、こういう方々に政府米を届け

る。もちろん、ミニマムアクセス米の輸入を制

限する、そういう措置をすることを求めていか

なければならないと思いますが、こうしたこと

を政府に申し入れる考えはないのか、部長の所

見を伺いたいと思います。

国内の米の需○農政水産部長（牛谷良夫君）

給調整は、需要に応じた生産を基本に、民間主

体の取組に移行しており、作柄やコロナ禍によ

る影響を見極めつつ、在庫を抱える産地が主体

となって、米の調整保管等の取組を行っていく

ものと認識しております。

また、政府備蓄米やミニマムアクセス米の制

度については、国内の需給バランスに影響を与

えないよう運用されており、その変更について

は、慎重に取り扱うべきものではないかと考え

ているところでございます。

このため、ＷＣＳ用稲や加工用米の作付拡大

などにより、需要に応じた生産を行っている本

県としましては、国に対して、しっかりとした

需給調整が行われるよう、在庫調整が必要な主

産県への働きかけを要望してまいります。

昨日も食料自給率の問題が議○来住一人議員

論になりました。その自給率を高めるために、

例えば規模を拡大するとか、さらには、法人化

だとかいうことなどが言われております。しか

し、それは、農水省が全国にそれを発して、ど

この県もそうやってやってきた。そのやってき

た結果、37.17％に今の自給率が落ち込んでい

る。ですから、その方法では自給率は上がらな

いということが、これも歴史的に非常に明白に

なってきていると思います。

日本で米があり余って大変なのに、農家は大

変なのに、77万トンも輸入してくる。これはど

こか間違っています。本当に間違っていると私

は思います。

次に、環境問題について質問いたします。

国際的な気候変動対策、脱炭素社会への移行

を求める世論の高まりの下で、化学燃料の使用

を縮減し、脱炭素社会に移行していくことは避

けられなくなっております。

日本共産党は、先日、「気候危機を打開する

日本共産党の2030戦略」を発表いたしました。

温室効果ガス排出を2030年度までに50％から60

％削減するというもので、省エネと再生可能エ

ネを組み合わせて実現するというものでありま

す。

再生可能エネルギーへの転換の一つとして、

太陽光発電は重要なものであり、我が党も重視

いたしております。同時に太陽光発電は、その

多くが林地を大規模に開発して形成されるもの

であり、地域とどう共生するかが、全国的にも

重大な問題となっております。

再生可能エネルギーは、本来、その地域固有

の資源であり、地域住民の利益につながるべき

ものであって、安全であり、地域住民との共生

が大前提となります。ところが、実際には地域

外の大手事業所による大規模な開発が全国各地

で進められております。

まず報告を求めたいのは、平成24年度以降、

風力と太陽光発電のために林地開発の許可を出

したのは何件で、林地開発面積は幾らか、ま

た、許可した件数の中で、申請法人の代表が県

外のものが何件か、環境森林部長の報告を求め

たいと思います。

平成24年度以○環境森林部長（河野譲二君）

降、風力発電と太陽光発電を目的とする林地開

発の許可を行った件数と面積は、今年の８月末

現在で57件、約646ヘクタールであり、そのう
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ち、代表者が県外の方の件数は38件でありま

す。

皆さんがつくっている宮崎県○来住一人議員

林地開発許可制度取扱要綱の第２条、申請書及

び添付書類の４項に、計画書の内容は次のとお

りとするとして、28項目が掲げられておりま

す。その中の（11）は、開発区域隣接所有者及

び周辺居住者の同意書、（24）開発行為の施行

工程を示す書類となっておりますけど、このこ

とに間違いありませんか。

要綱にはその○環境森林部長（河野譲二君）

ように規定しております。

この計画書は、隣接者の同意○来住一人議員

書や施行の工程表などから構成されているとい

うことになります。

現在、宮崎市高岡町内山の林地約17.4ヘク

タールに太陽光発電所の建設が進められており

ます。切土が106万7,000立方メートル、盛土が

約105万3,000立方メートル、この盛土は、例の

熱海の10倍になります。建設地に隣接する土地

を耕作している方から相談を受けたのでありま

すが、この方は同意をされておりません。県

は、同意されていないということを承知されて

いるでしょうか、答弁を求めます。

個別の案件に○環境森林部長（河野譲二君）

ついての具体的な内容は、お答えを差し控えさ

せていただきたいと思いますが、通常、隣接所

有者の同意の状況は、申請書において確認して

おります。

個別案件だから答弁できない○来住一人議員

ということでありますが、この事業の本質、そ

れから人権に関わることでありますので、答弁

されないことに対して、私は納得はいたしませ

ん。ただ、議会を止めることは本意ではありま

せんので、続けていきます。

それでは、開発許可申請が提出された際、同

意書がそろっているのか、これを確認しないの

でしょうか。

また、同意がないものについては、同意を得

る努力をするように、申請者に対して指示しな

いんでしょうか、確認します。

林地開発許可○環境森林部長（河野譲二君）

制度におきましては、開発区域内の森林の所有

権や地上権等、土地を使用する権利を有する者

からの同意は全て得る必要がありますので、申

請書において確認しております。

また、隣接所有者等の同意につきましては、

許可の要件にはなっておりませんが、林地開発

許可制度の円滑な実施を図るため、可能な限り

同意を求めているところであり、その旨、指導

しております。

可能な限りとはなっていない○来住一人議員

ですよ。あれは飾りものですか。隣接者の同意

書が必要だというのは、あなたたちが決めてい

るんですよ。あれは飾りものですか。飾りもの

じゃないと思いますよ。

同意を得ないまま工事を行うことは、地域住

民との共生に背を向けており、これに県が手を

貸していることになります。この隣接者の御老

人は、曽祖父をはじめ、祖先伝来の墓地が知ら

ない間に壊されて、墓石もどこかに持っていか

れた。抗議をすると、墓石だけは持ってきたと

いうのでありますが、私も現認をいたしまし

た。曽祖父からずっと、その奥さん、おじい

ちゃん、その奥さん、そのものが置かれてあり

ました。亡くなった方に対する冒瀆だと思いま

す。許せないと思います。

林地開発許可基準では、「開発行為に伴い相

当量の土砂が流出し下流地域に災害が発生する

おそれがある場合には、開発行為に先行して十
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分な容量及び構造を有するえん堤等の措置を適

切に講ずる」と、このようになっております。

切土、盛土合わせて200万立米を超える土砂を

動かすのでありますから、建設中も、さらには

建設が完了後も、土石流などの災害は絶対に発

生させてはなりません。そのために工程表の提

出を求め、これを含めて開発許可を出しており

ます。

しかし、最も重要な調整池２つは、昨年６月

に出来上がっていなければならないのに、第２

調整池はまだ手つかずの状況であります。許可

基準で規定しているように、開発行為に先行し

て設置しなければならないことは明白です。こ

のことを条件に許可したのでありますから、調

整池ができるまで工事を中止させるべきではあ

りませんか。答弁を求めたいと思います。

個別の案件に○環境森林部長（河野譲二君）

ついての具体的な内容は、お答えを差し控えさ

せていただきたいと思います。

なお、通常、県においては、林地開発許可に

当たり、調整池等の防災施設について、優先的

に工事を実施するよう指導しておりますが、例

えば、地域住民から当初計画の変更要望があ

り、事業者において工事工程の見直しが必要と

なるなど、やむを得ない理由がある場合は、災

害の危険性がないよう、別途、仮設の調整池な

どの防災措置を講じていることを確認の上、工

事の継続を認めております。

第２調整池については、住民○来住一人議員

の皆さんから場所がよくないというのがあっ

て、変更するという話があったと聞いておりま

す。しかし、第１調整池は、まだ事実上、手が

ついていない。出来上がっていないのが実際で

あります。

そうすると、許可を出すときに、工程表とい

うのは非常に重要だと思います。私は、素人で

すけど。とにかく、台風シーズンや、この夏の

集中豪雨があるときには、少なくとも調整池が

できておかないと、土木工事はできないと思い

ます。土木工事をするんだったら、冬場にする

というのが普通だと思います。

そういう意味で、工程表は非常に重要だとい

うふうに思います。その工程表どおりに物事を

進めていないんですから、これを許しているこ

とになります。

現に台風シーズンとなりました。今日、どこ

でも線状降水帯が発生いたします。この建設地

に時間当たり70ミリの雨が２時間降り続けます

と、雨水だけでも２万4,300トンになります。仮

の沈砂池を設けていると言われておりますけ

ど、土石までとなりますと、大変な量になりま

す。これを受け止めることができるのか、これ

も個別だから答弁できないんでしょうか。県民

の命に関わることです。教えてください。

個別の案件に○環境森林部長（河野譲二君）

ついての具体的な内容は、差し控えさせていた

だきたいと思いますが、なお、調整池が計画さ

れている開発許可の現場では、調整池が完成す

るまでの間、仮設の沈砂池や調整池等を設置す

る場合があります。

この仮設の調整池等について、例えば、宮崎

地域で工事に１～２年を要する場合は、１時間

当たり約113ミリの雨に対応した規模・構造等と

なるよう指導しておりますので、仮に１時間70

ミリの雨が２時間降り続いたとしても、耐え得

るものと考えております。

今、113ミリと言われまし○来住一人議員

た。70ミリだったら２時間降ったら140ミリで

す。３時間降ることだってあります。この土石

流を受け止められないということになります
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と、どういうことが起こるかといったら、土石

流となって一気に尾谷川を下り、大惨事になる

ことは容易に想像できます。工事完了後も、盛

土したところの地下水の水抜きがしっかりされ

ないと、これも重大なことになります。盛土工

事に合わせて、水抜きの立て坑や導水管を敷設

し、調整池につなぐことになっていると思いま

す。専門家の話によると、この工事は、盛土の

転圧工事がしっかりされていないのではないか

と、このように強調され、話されておりまし

た。私も前屋敷議員と、３回、４回現場を見に

行きました。

高岡町の中心地は、平成30年９月30日、床

上73戸、床下71戸の水害を受けました。建設地

の雨水は、尾谷川と内山川に流れ込むことに

なっておりますけど、尾谷川の下流の方に伺い

ますと、そこの屋敷は、川の土手の天井より

も50センチ高いところにありましたけど、その

家でも床上まで上がって、船で救助されたそう

であります。大淀川の水位が上がると水門を閉

じるために、あふれた尾谷川の水が高岡の町内

にも流れ込むということでありました。

林地開発においては、支流の区域だけでなく

関係する住民を広く捉えて説明会を開くなど、

納得と理解が必要です。

また、工事完了検査もなく工事中であるの

に、太陽光パネルの設置を始めているそうであ

りますけど、このようなことは他県では絶対認

められていないということであります。

このようなことが発生しないように、独自の

条例を制定する自治体が増えております。岡山

県をはじめ４県、市町村では153の自治体が条例

を決めてつくっております。県条例制定のお願

いをしたいと思いますけど、知事の所見を伺い

たいと思います。

再生可能エネルギーの○知事（河野俊嗣君）

取組が加速する中で、近年、全国的に、地域住

民が太陽光発電施設の設置に関して懸念を示す

事案が見受けられ、今、御指摘がありましたよ

うに、岡山県など４県において、地すべり防止

区域への設置などを規制する条例、確認的な内

容での条例が制定されております。

国においては、固定価格買取制度に関するガ

イドラインにより、関係法令の遵守のほか、地

域住民への説明会を開催することなどを推奨す

るとともに、現在、関係法令のチェック体制の

強化や改善措置等について、検討が行われてい

るところであります。

太陽光発電施設の設置に当たりましては、防

災や環境保全、景観等に配慮することが重要で

ありますことから、県におきましては、森林法

に基づく林地開発許可など様々な関係法令に基

づき、規制を行っているところであります。

今後とも、関係法令の適切な運用に努めます

とともに、こうした国等の動向を注視してまい

りたいと考えております。

終わりますが、私の感想です○来住一人議員

けど、とにかく今のような県の対応のやり方を

していたのでは、僕は必ず被害が起こるという

ふうに思います。ぜひ条例などについても研究

を進めていただきたいということをお願いし

て、私の質問を終わりたいと思います。ありが

とうございました。（拍手）

次は、日髙利夫議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○日髙利夫議員

んにちは。自由民主党の日髙利夫であります。

通告に従い、順次質問をさせていただきますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

初めに、新たな農業振興対策についてであり

ます。
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国の「食料・農業・農村基本計画」に基づ

き、食と農のつながりの深化に着目した官民共

同の新たな国民運動である「食から日本を考え

る。ニッポンフードシフト」がスタートするこ

ととなりました。コロナ禍の中、地球規模の気

候変動、世界的な人口爆発、国際情勢の不安定

化などにより、改めて明らかになった我が国の

食料輸入依存体制の脆弱性やアフターコロナに

向け、いま一度、国民が食と農の大切さを考え

直すための国を挙げての推進運動であります。

食の安全保障、フードロス問題など、自国で

の地産地消の再整備とも言える運動であり、大

いに歓迎すべきであると、私は期待しておりま

す。半世紀以上、遅々として進まぬ食料自給率

向上対策にもしっかりと取り組んでいただきた

いところでもあります。

一方、コロナ禍ではありますが、少しうれし

いニュースもありました。令和２年度の本県農

水産物の海外輸出額が72億円で、９年連続で過

去最高を記録したこと、令和元年度の全国市町

村別農業産出額において、都城市が877億円で初

の全国１位となったことなどなど、さらなる本

県農業振興に元気の出るニュースでした。

そこで、改めて知事にお伺いいたします。

アフターコロナを見据えた我が国における本

県農業の役割、食と農の今後の取組について、

知事の熱い思いをお伺いいたします。

壇上の質問は以上とし、以下の質問は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

本県は、宮崎牛や完熟マンゴーといった全国

に誇るトップブランドを有し、全国第５位の農

業産出額を誇る、また海外への輸出も伸びてい

る、そういう状況にあります。

コロナ禍において、食料の安定供給に係るリ

スクが顕在化する中で、国内における食料供給

産地としての果たすべき役割というものが非常

に高まっているものと認識しております。

こうした食料の安定供給機能に加えまして、

脱炭素社会の実現など、環境に対する意識の高

まりとともに、「いのちと暮らし」を支えるか

けがえのない価値を有する本県農業の重要性は

ますます高まっているものと考えておりまし

て、県民の皆様と共有しながら、次の世代につ

なげていく責務があるものと考えております。

一方で、農業は、担い手や労働力の減少、激

甚化する自然災害や家畜の伝染病などの様々な

課題やリスクにも直面しているところでありま

して、オール宮崎でこうした課題やリスクへの

対応をしっかりと進めるとともに、デジタル技

術の積極的な活用や、コロナ禍で芽生えた田園

回帰・国産回帰などの変化をチャンスと捉え、

新たな生活様式に対応した新ビジネスの創出を

図るなど、アフターコロナにおいても、日本の

食と農を支える産地としての役割をしっかりと

果たしてまいりたいと考えております。以上で

あります。〔降壇〕

ありがとうございました。○日髙利夫議員

ただ、少々気がかりなことがあります。本県

の令和元年度の農業産出額は3,396億円で、６年

連続の全国第５位でしたが、第６位の熊本県と

の産出額の差が、平成29年度には101億円あった

ものが、令和元年度には32億円と迫っておりま

す。その原因はどこにあるのか、今後しっかり

とした検証をお願いしておきます。

次に、「みどりの食料システム戦略」につい

て伺います。

我が国においては、本年、みどりの食料シス

テム戦略を策定し、先ほどのニッポンフードシ
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フトと並行して、中長期的な観点から、食料の

調達、生産、加工・流通、消費の各段階の取組

や、カーボンニュートラル等の環境負荷軽減の

イノベーションを推進することとしたもので

す。

本戦略では、2050年までに目指す姿としまし

て、農林水産業のＣＯ₂ゼロエミッション化の実

現、化学農薬使用量の50％低減などを示してお

り、まさに国は、日本の農林水産業の持続的発

展に向けて、大きくかじを切ろうとしていると

感じたところであります。

今後、県が長期計画を推進する上で、みどり

の食料システム戦略は大きな後ろ盾になるもの

と期待しております。

では、県は、みどりの食料システム戦略をど

のように評価し、今後、八次長期計画において

どのような取組を進めていくのか、農政水産部

長にお伺いいたします。

「みどりの食○農政水産部長（牛谷良夫君）

料システム戦略」は、食料・農林水産業の生産

力向上と持続性の両立を実現するための2050年

を目標とする国の長期戦略であり、今後の農業

政策の柱になる大変重要な戦略であると考えて

おります。

また、本年４月にスタートした本県の第八次

長期計画においても、「持続可能な魅力あるみ

やざき農業」の実現を目標として掲げており、

みどりの食料システム戦略の理念や取組の方向

性と一致しているものと考えております。

このため、第八次長期計画の目標の実現に向

け、環境負荷の低減に配慮した、ＩＣＴやロ

ボット技術等の活用によるスマート農業の推進

や、畜産バイオマスエネルギーヘの転換、有機

農業の拡大などに積極的に取り組んでまいりま

す。

この、みどりの戦略では、○日髙利夫議員

2050年までに耕地面積に占める有機農業を実践

する農地面積を25％（100万ヘクタール）に拡大

するとしております。

私の地元綾町においては、昭和63年から「自

然生態系農業の推進に関する条例」を制定し、

全国に先駆けて、有機農産物をランクづけする

独自の認証事業により、有機農業を推進してお

ります。

自然や農業を核に、さらに観光を組み合わせ

た町のイメージづくりを推進し、近年は県外か

らの移住者も増加傾向にあり、その中には有機

農業への就農を目的とする人も出てきておりま

す。

有機農業は、これからの農業の持続性を確保

するという観点はもとより、特産品づくりの観

点からも多くの可能性を秘めた農業であり、綾

町は、既にその先駆的な取組を実践してきてい

るところであります。

そこで、本県における有機農業の普及状況に

ついて、農政水産部長にお伺いします。

有機農業は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

生物多様性の保全や地球温暖化の防止につなが

る農業であり、乾燥冷涼なＥＵ諸国を中心に拡

大しておりますが、日本は高温多湿な気候で、

病害虫や雑草が発生しやすいことから、その面

積は、耕地面積の0.3％、約１万2,000ヘクター

ルと、普及が進んでいない状況にあります。

本県では、豊かな自然を守り、町民に良質な

農産物を提供するという観点から、全国の先駆

けとなる綾町の地域ぐるみでの取組をはじめ、

ニンジンやショウガなどの露地野菜を中心に取

り組まれております。

また、近年では、輸出に向けた茶の有機栽培

への転換が拡大傾向にあり、令和２年４月時点
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で、67の農林事業者が耕地面積の0.6％、全国５

位となる394ヘクタールで取り組んでおります。

この戦略は2050年を目標にし○日髙利夫議員

ておりますが、みどりの戦略におきましては、

次世代につながる有機農業の技術を確立し、

オーガニック市場を大幅に拡大することを目指

すこととしております。

オーガニック宮崎、食の旅とか、そういうイ

メージでしょうか。本県におきましても、積極

的に有機農業を推進すべきと考えております。

今後、有機農業の普及に向けてどのように取

り組んでいくのか、農政水産部長にお伺いいた

します。

有機農業は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

環境への負荷軽減とともに、多様化する消費

ニーズに応えることで、産地や地域の魅力向上

にもつながりますことから、本県においても推

進しているところであります。

このため、第八次長期計画において、有機農

業の取組面積を523ヘクタールに拡大する目標を

掲げ、推進の基本的な考え方や施策の展開方向

等を示した「宮崎県有機農業推進方針」を策定

したところです。

今後は、この方針に基づき、産地を支える人

づくりとして、科学的根拠に基づく実践者の育

成を図る技術研修会の実施や、売れる商品づく

りとして、有機農業者と実需者等をつなぐネッ

トワークの構築に取り組むこととしておりま

す。

さらに、国の技術開発の状況等も注視しなが

ら、本県の気候、土壌条件に適した技術の実証

を進め、持続可能で魅力ある有機農業の普及に

努めてまいります。

本県の有機農業は、既に歴史○日髙利夫議員

を積んでおります。本県農業と観光の振興、農

村回帰などの取組に、綾町の長年の有機農業の

営農技術を生かしていただくよう、本事業への

早期の取組をよろしくお願いしておきます。

次に、葉たばこ廃作農家の支援対策について

であります。

宮崎県葉たばこ耕作組合においては、ＪＴと

の協議の下、３回目となる県内葉たばこの廃作

募集を本年８月末に実施しました。健康志向の

高まり、加熱式たばこ市場の拡大などにより、

在庫増大に伴う需給バランスの確保のため、１

反当たり36万円の廃作協力金を措置するとのこ

とですが、今回の葉たばこ廃作申込みの結果

と、今後の本県の葉たばこ生産の見通しについ

て、農政水産部長にお伺いします。

今回実施され○農政水産部長（牛谷良夫君）

た廃作申込みの結果を取りまとめた宮崎県たば

こ耕作組合によりますと、現時点で、本年産の

栽培者数257戸の46％に当たる118戸から申込み

があり、廃作面積は、38％に当たる173ヘクター

ルと、大きなものとなっております。

廃作を申し込んだ農家に県が行ったアンケー

トでは、年齢別では、60代以上が63％、規模別

では、平均作付面積1.8ヘクタール未満が74％と

なっておりまして、高齢で作付面積の少ない農

家が多くなっております。また、廃作の主な理

由としましては、後継者がいないことや、廃作

協力金があることなどとなっております。

なお、申込みどおりの廃作が行われた場合、

令和４年産の葉たばこ栽培は、139戸、286ヘク

タールとなる見通しであります。

予想以上の申込みだったと思○日髙利夫議員

います。葉たばこ生産は、昭和の米の減反政策

時代に、水田の転作作物として定着したことな

どもあり、本県は平成９年から平成20年まで、

全国１位の栽培面積を誇った本県農業の基幹作
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物でもありました。時代の趨勢でありますが、

今後の廃作農家の経営転換が気になるところで

あります。

県としては、廃作申込みをした農家、葉たば

こを継続する農家をどのように支援していくの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

廃作を申し込○農政水産部長（牛谷良夫君）

んだほとんどの農家は、農業を継続され、複合

経営で取り組まれている露地野菜等の作付を拡

大する経営計画であると伺っております。

このため県としましては、営農を継続する農

家に対し、関係機関と連携して、経営相談や栽

培技術の支援など、個別の状況に応じたきめ細

かな対応を行いますとともに、国庫事業の活用

による品目転換に必要な機械導入などの支援に

努めてまいります。

また、葉たばこは、減少見込みではあります

が、第八次長期計画にも位置づけているとお

り、土地利用型作物の基幹品目の一つでありま

すことから、引き続き、ＪＴやたばこ耕作組合

と連携して、地域の中心的な担い手であります

葉たばこ生産者の支援に取り組んでまいりま

す。

申込者は60歳代が多いとはい○日髙利夫議員

え、まだまだ現役世代の高い営農技術を持った

皆さんです。今後の経営転換をしっかり後押し

していただき、農業の担い手を失うことのない

よう、また、本県たばこ生産のさらなる生産体

制の強化も併せてお願いし、次の質問に移りま

す。

次は、今回で３回目の質問となります綾北川

の問題です。

これまでは濁水対策としておりましたが、今

後は表題を「綾北川に清流を取り戻す対策」と

改め、１年でも早く清流を取り戻せるよう活動

を続けてまいります。

地域の皆さんに活動状況を報告するたびに、

多くの方々からお叱りの声、現状を憂える御意

見をたくさんいただくことがあります。「せっ

かくユネスコエコパークのまち綾の大自然に憧

れて、ついの住みかを築いたのに」と。治水・

利水・災害防止により、下流域の住民の安全安

心のために建設されたダム、それがなぜ清流を

濁すことになるのか、先祖代々、綾町に住んで

きた人はもちろん、移住者の皆さんにとっても

理解できないとの声もあります。

このような状況の下、県関係部署と綾町長、

町議会から９名、綾漁協から６名、総勢25名

で、熊本県境の多良木町までの現地調査を実施

いたしました。

そこでまず、７月に実施した綾北川の現地調

査の成果について、県土整備部長にお伺いいた

します。

綾北川の７月○県土整備部長（西田員敏君）

の現地調査につきましては、令和２年１月の調

査に引き続き２回目となりましたが、綾町長を

はじめ町議会議員、地元漁協の方々など、多く

の関係者に参加していただいたところでありま

す。

今回は、上流域における山林の状況を調査し

たところ、目視できる範囲には、濁水発生の要

因の一つである崩壊地等は確認できませんでし

たが、数日前の大雨の影響により、ダム上流の

本川及び支川において濁水の流入が確認できた

ところであります。このため、今後は、ダム上

流域に位置する熊本県の関係者とも連携し、調

査を行う必要があると考えております。

県としましては、今回のような現地調査は、

地元の意見を直接伺うことのできる有意義な機

会でもありますことから、今後も継続し、関係
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者の皆様と情報を共有してまいります。

今回の濁水対策には、大規模○日髙利夫議員

な出水直後に、熊本県を含むダム上流域の山腹

崩壊等による土砂が河川に流れ込んでくること

が考えられることから、濁水発生箇所を特定し

ていく必要があります。

一方、地元漁協からは、「以前は、綾北ダム

・古賀橋ダムの土砂を渇水時に撤去していた。

どうしてダムの底の土砂を撤去しないのか」と

の強い要望もありました。県としては、土砂の

しゅんせつは大きな効果は期待できないとの見

解のようですが、これは改めて、専門的知見を

確認する必要があると考えます。

また、「大雨時に行われるダム放流は、一度

の濁水放流により数か月という単位で影響が残

り、水質悪化を引き起こすだけではなく、河川

に生息する魚類の減少等を招き、遊漁券を販売

する漁協の収入にも影響を及ぼしている。稚魚

の放流も、濁り水のためにその生息を確認する

ことすらできていない。到底、このような現状

を受け入れることはできない」と、綾・国富両

漁協も我慢の限界といったところまできており

ます。

では、熊本県側との協議も含めた、綾北川に

清流を取り戻すための今後のスケジュールをど

のように考えておられるのか、県土整備部長に

お伺いします。

綾北川におけ○県土整備部長（西田員敏君）

る濁水に関しましては、上流域の山腹崩壊等が

要因の一つと考えられることから、現在、平常

時及び出水後に、ダム上流域の本川と濁水の流

入が想定される支川の合わせて７か所におい

て、濁水調査を実施しております。

また、崩壊等の発生状況を広域的に把握する

ため、昨年度の調査より範囲を広げ、熊本県側

を含む流域全体について、航空写真による調査

・解析業務を今月発注することとしておりま

す。

今後は、これら２つの調査結果を活用して濁

水発生箇所を把握した上で、熊本県を含む関係

機関との検討会を年内に開催し、植林や崩壊地

の緑化など、具体策について協議を進めてまい

ります。

県としましては、今後とも、関係者と連携し

ながら、綾北川の濁水軽減に向けて取り組んで

まいります。

ありがとうございます。濁水○日髙利夫議員

山腹崩壊の発生源を特定し、熊本県側を納得さ

せられる十分なデータの収集を、しっかりとお

願いしておきます。

綾北川にも一日も早く清流を取り戻すことが

できますよう、熊本県を含む関係機関との協議

に向けて、しっかりと準備を進めていただきま

すよう強く要望し、次の質問に移ります。

次は、ＳＤＧｓ、教育と健康、福祉の観点か

ら質問いたします。

まず、不登校問題児童生徒へのオンライン学

習支援についてであります。

ＧＩＧＡスクール構想が全国展開される中、

本県においても、小中学校・県立学校の情報端

末配備が既に完了したとのことですが、まず、

県内の公立小中学校等における１人１台端末を

活用したオンライン学習の現状と課題につい

て、教育長にお伺いいたします。

県内の公立小中学○教育長（黒木淳一郎君）

校等におきましては、全ての学校で、８月末ま

でに１人１台端末の導入が完了したところでご

ざいます。

端末の自宅への持ち帰りを可能としている市

町村では、子供たちが自宅で学習支援アプリを
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活用して問題を解いたり、休校になった場合に

もオンラインで授業を受けたりするなど、オン

ライン学習への取組が広がりつつあります。

一方、課題としましては、家庭に端末を持ち

帰った際の破損やトラブル等に対するルールづ

くり、通信環境が整備されていない家庭への支

援及び、一人で端末を操作することが難しい低

学年児童に対する対応などが挙げられます。

ありがとうございました。○日髙利夫議員

いただいた情報では、平成26年度から令和元

年度までの５年間の不登校者数は、高校で

は0.77倍と減少したものの、中学校では1.33倍

に、さらに小学校では123人から337人に、５年

間で何と2.74倍です。四捨五入すると３倍の増

加ということになります。現在のところ、コロ

ナ禍の影響はないとのことですが、今後さらに

増大するのではないかと、大変心配をしており

ます。

ＩＣＴ化は不登校児童生徒の学習支援に大き

なチャンスと考え、昨年度は、県内一円の不登

校のオンライン学習支援を質問いたしました。

その後、全国においても、コロナ禍の影響でオ

ンライン授業が加速しているようです。では、

本県のＩＣＴ活用による不登校児童生徒への学

習支援の取組はどのような状況か、教育長にお

伺いいたします。

ＩＣＴの活用によ○教育長（黒木淳一郎君）

る不登校児童生徒への学習支援につきまして

は、文部科学省でも、不登校児童生徒に対する

多様で適切な教育機会の確保のための取組とし

て推進しております。

本県におきましても、昨年度、２つの自治体

が国のモデル事業に参加し、議員御指摘の不登

校児童生徒への学習支援を行ったところであり

ます。

その中では、通信環境が整備されていない家

庭への支援の在り方や、子供だけで継続して自

宅でオンライン学習に取り組むことの難しさな

ど、課題も見られております。

今後は、各市町村教育委員会と連携し、ＩＣ

Ｔを活用した不登校児童生徒へのよりよい学習

支援について研究してまいります。

昨日の質問にもありました○日髙利夫議員

が、宮崎市内のフリースクールからも、「どう

してもっと行政は私たちの活動を支援してくれ

ないのか」との御意見もいただいております。

私からも、ぜひ民間支援の強化をお願いした

い。

しかし、市町村営の適応指導教室も、民間の

フリースクールも、まずその場所に通所できる

ことが前提です。不登校の多くは家から出るこ

とができない子供たちです。この子たちの学習

支援をどうするのか。そのために、県が主体と

なった、県内一円の不登校のオンライン学習支

援体制の整備を考えていただきたい。民間委託

も含め、改めて検討をよろしくお願いしておき

ます。

次は、ひきこもり対策です。

ひきこもりの状態にある方やその家族は、そ

れぞれ異なる経緯や事情を抱えています。生き

づらさと孤立の中で日々葛藤していることに思

いを寄せながら、しっかりと受け止める社会を

つくっていかなければなりません。

そこで、ひきこもりの現状を把握するため、

平成30年７月に初めて県が実施した「宮崎県の

ひきこもり等に関するアンケート調査」で

は、601人という具体的なひきこもり数が報告さ

れております。あれから３年がたちました。こ

の平成30年度に実施したひきこもりに関する調

査の結果を受け、県はどのような取組を進めて
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きたのか、福祉保健部長にお伺いします。

県の調査で○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、ひきこもりの期間は10年以上が最も多く、

また、年代別では40歳代、50歳代が多かったほ

か、その経緯は、離職や病気、不登校など様々

でありました。

このようなことから、ひきこもり地域支援セ

ンターでの取組に加えまして、ひきこもりの長

期化・高年齢化が社会的孤立などを引き起こ

す、いわゆる「8050問題」や支援の現状につい

て県民の理解促進を図るため、昨年度、インタ

ビュー形式の動画を作成いたしました。

動画では、ひきこもりを経験された方のほ

か、精神科医師や就職困難な若者を積極的に雇

用している企業の方などに出演していただいた

ところであります。

また、ひきこもりに関する様々な相談に対応

するため、ＬＩＮＥを活用したワンストップ相

談窓口を開設したところであります。

ありがとうございます。○日髙利夫議員

調査の概要を見ますと、601人のうち、ひきこ

もり年数では10年以上が172人で28.6％、約３分

の１を占めていますが、何年になるか分からな

いが27.1％もあります。さらに、ひきこもりの

理由が分からないも、33.4％です。

つまり、調査をした民生委員さん方にも、そ

の実態がよく分からないということです。した

がって、この601人という数字には大いに疑問が

残ると、私は感じております。ぜひ、３年から

５年ごとぐらいに調査を継続して実施していた

だきたいと思います。まずは現状の把握です。

このような実態も含め、ひきこもりは身近な

地域での支援が重要であると考えますが、県は

このような支援にどう取り組むのか伺います。

また、民生委員・児童委員と連携した支援に

ついてどう取り組むのか、併せて福祉保健部長

にお伺いいたします。

県では、ひ○福祉保健部長（重黒木 清君）

きこもり地域支援センターでの支援のほか、各

保健所においても、地域での相談対応や、市町

村、地域包括支援センターなどの関係機関との

ネットワークの構築に取り組んでおります。

さらに今年度は、ひきこもりへの幅広い理解

促進を図るため、県民や企業、団体などを対象

としたセミナーを開催し、身近な地域での支援

につなげることとしております。

また、民生委員・児童委員との連携は大変重

要であることから、新たに選任された方々へ、

県内のひきこもりの状況や支援策などの説明を

行っているところであります。

さらに、今年度から、民生委員・児童委員や

地域での見守り活動に関心のある方々を対象と

した研修を開催し、「ひきこもりサポーター」

を養成することによって、本人や御家族を孤立

させない地域社会づくりを進めてまいりたいと

考えております。

ありがとうございました。○日髙利夫議員

持続可能な平穏でぬくもりのある地域共生社

会の実現であります。民生委員・児童委員との

連携や、ひきこもりサポーターの養成などが大

変重要であると考えております。市町村ととも

に、しっかりと支援体制づくりをお願いしてお

きます。

次に、ストレスケアについて伺います。

近年、うつ病などで仕事を休む地方公務員が

増えていることから、総務省は、全国全ての自

治体を対象に、初めて実態調査を進めると公表

しました。

うつ病などの精神疾患で仕事を休んだ地方公

務員は、一部の自治体を抽出して総務省などが
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調べたところ、平成11年度は10万人当たり327人

でしたが、令和元年度は1,643人で、この20年で

５倍に増えているということです。

最近、子供の休職で悩んでいるという方の相

談を受けることもあります。コロナ禍の今後も

心配です。本県の全体の状況は調査できていな

いとのことですので、県職員のストレスケアの

現状について、これは、まとめて総務部長にお

伺いいたしますが、職員のうつ病などの精神疾

患による休職者数、特に知事部局の職員と公立

学校の教職員について、５年前との比較や年齢

別の状況を含め、お伺いいたします。

令和２年度の職員○

全体の休職者数は226名であり、このうち、うつ

病などの精神疾患による休職者数は152名で、５

年前の平成28年度の128名と比べ24名増えており

ます。

精神疾患による休職者につきまして、知事部

局の職員は、令和２年度が61名で、平成28年度

の33名と比べ28名増加しており、年齢別では、

平成28年度は40歳代が16名で最も多かったのに

対して、令和２年度は20歳代と50歳以上がほか

よりも多く、それぞれ19名となっております。

また、公立学校の教職員では、令和２年度

が63名で、平成28年度の70名と比べ７名減少し

ており、年齢別では50歳以上が最も多く、平

成28年度は36名、令和２年度は31名となってお

ります。

知事部局での精神疾患では、○日髙利夫議員

ほぼ倍増ですね。また、20代の若者が約３割も

いるということですが、続けて質問します。

知事部局におけるメンタルヘルス相談体制の

現状と実績について、総務部長に伺います。

知事部局のメンタ○

ルヘルス相談につきましては、職員健康プラザ

など県内３地区に、保健師等の資格を持つここ

ろの健康相談専門員５名を配置し、随時、相談

に対応しております。

また、精神科医１名及び公認心理師２名にお

願いし、専門的立場での定期的な相談窓口を設

けているところであります。

さらに、地方職員共済組合宮崎県支部におき

まして、県内各地の８医療機関等に相談業務を

委託しております。

これらの取組により、職員が利用しやすいメ

ンタルヘルス相談体制を整えているところであ

ります。

なお、これらの令和２年度の相談件数は、延

べ1,826件となっております。

相談件数の1,826件、これも結○日髙利夫議員

構な件数だと思います。

さらに伺います。

知事部局において、令和２年度に精神疾患に

よる休職から復帰した職員数と職場復帰までの

支援対策について、総務部長に伺います。

知事部局における○

令和２年度の精神疾患による休職61名のうち、

当該年度内の復帰者数は31名であり、復帰まで

の平均休職期間は148日となっております。

精神疾患で休職した職員の職場復帰に当たっ

ては、本人や所属長、精神科医、健康管理医等

によって行われる復職支援会議において、復職

に向けた試し出勤プログラムの実施と、その結

果を踏まえた復職の可否を判断します。

また、復職者を受け入れる所属の職員を対象

に、公認心理師等による復帰前職場研修を行

い、復帰しやすい職場環境の整備にも努めてい

るところであります。

さらに、復帰後は、こころの健康相談専門員

が１年間の経過観察を行うことにより、再発防
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止に取り組んでおります。

今後とも、このような取組を通じて、円滑な

職場復帰支援を図ってまいります。

約半分は復帰できているよう○日髙利夫議員

でありますが、復帰までの平均休職期間は148

日、約５か月もかかっているわけですね。結

構、長期に及ぶことが心配です。

全体としては、しっかりとした復帰プログラ

ムにより職場復帰が図られているようですが、

日頃からのコミュニケーションをはじめ、スト

レスチェックなどで、少しでも早めに予兆を察

しできるよう、特に管理職の方には気配りをお

願いしたいと思います。

難関をくぐり抜け、宮崎のためにやってやる

ぞと、そういう思いで入庁した方ばかりのはず

です。どうか長い目で、思いやりのある職場復

帰を支援してやっていただきますよう、そし

て、休職者の中から決してひきこもりを出さな

いよう、さらなる支援体制の充実をお願いして

おきます。

次は、介護予防事業についてであります。

県による介護サービス利用者の推計は、本年

度の利用者が5万3,111人に対して、団塊の世代

が90歳、団塊ジュニア世代が65歳を迎える令

和22年度には6万9,435人と1.3倍に、これに伴

い、介護保険給付費も約1,022億円から約1,349

億円に、こちらも1.3倍になるとの推計でありま

す。

また、現在の65歳以上の第１号被保険者の平

均の月額保険料基準額は、本県が5,955円、全国

平均は6,0 1 4円です。国は、令和22年度に

は9,200円に上昇すると推計していますので、年

額約４万円の増加、現状の1.5倍以上の保険料が

年金から天引きされることになります。今後、

制度そのものが維持できなくなるのではないか

と大変心配しております。

では、まず、県は３月に高齢者保健福祉計画

を策定しましたが、今後の介護事業についてど

のような課題があると認識しているのか、福祉

保健部長にお伺いいたします。

本県の高齢○福祉保健部長（重黒木 清君）

者人口は、2025年をピークに減少に転じます

が、後期高齢者はその後も増加を続けることか

ら、介護サービスを利用する高齢者は増加して

いくことが見込まれております。

一方で、生産年齢人口の減少が進む中、2025

年には介護職員が約2,600人不足すると推計して

おり、介護人材の確保が最重要課題であると認

識しております。

また、2025年には、要支援・要介護認定者

は2020年の約５万8,000人から約６万4,000人、

認知症高齢者は、同じく2020年の約６万人から

約７万人に増加することが見込まれることか

ら、高齢者を身近な地域で支えていくことも大

きな課題となっており、医療、介護、介護予

防、生活支援、住まいが一体的に提供される地

域包括ケアシステムをさらに推進していく必要

があると考えております。

介護人材の確保が最重要課題○日髙利夫議員

とのことですが、しかし、現実問題として、生

産年齢人口は減少の一途です。どの職種も人手

不足が問題となります。

一方、これらの人材不足を補うため、今、介

護業界においても、急速にＩＣＴ化などによる

働き方改革が進んでいます。そこで、要介護者

等の増加に伴い、介護人材の不足が課題となる

中、人材確保対策として行っている、介護ロ

ボットやＩＣＴ導入支援の取組について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

介護施設等○福祉保健部長（重黒木 清君）
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への介護ロボットやＩＣＴの導入は、職員の負

担軽減や業務の効率化といった労働環境改善の

ほか、若い世代への介護の魅力発信にもつなが

り、介護人材の確保に資するものと考えており

ます。

このようなことから、県では、利用者の状態

を常に把握することにより、効率的な部屋の巡

回を可能にする見守り機器や、高齢者を抱え上

げる際に腰への負担が軽減されるリフト、介護

記録を記入する時間が削減できるタブレット端

末等を導入する経費の補助を行っておりまし

て、令和２年度の補助実績は、介護ロボット

が94事業所、ＩＣＴ機器が43事業所であり、総

額約１億500万円となっております。

今後とも、介護施設等の労働環境改善や人材

確保のため、介護ロボット等の導入を支援して

まいります。

介護ロボットなどの導入に○日髙利夫議員

は、いろいろと課題も多いと思いますが、将来

的には、介護保険事業の課題解決に大きな力と

なると思いますので、さらなる取組をお願いし

ます。

次に、県計画では、認知症高齢者人口が令和

２年度には約６万人、令和７年度には約７万

人、５年で約1.2倍に増加すると予測しておりま

すが、令和元年度の厚生労働省の国民生活基礎

調査では、介護が必要となった原因のトップは

認知症で、全体の18％であったと報告していま

す。

認知症高齢者の介護については、通常の要介

護者に比べ、格段の労力が必要になると言わ

れ、介護事業に与える影響が心配されます。

では、今後、認知症高齢者の増加が見込ま

れ、その対策は重要課題でありますが、認知症

対策に関する県の基本的な考えを、福祉保健部

長にお伺いいたします。

認知症は、○福祉保健部長（重黒木 清君）

徘回や妄想など、様々な症状が現れるとされ、

ひいては、生活上の混乱や周囲とのトラブルな

どにつながり、家族の精神的・身体的負担も大

きく、社会全体で考えなければならない課題と

認識しております。

このため、本年３月に宮崎県認知症施策推進

計画を策定し、認知症に対する正しい理解の普

及や、予防・医療・介護等の連携による適時適

切なサービスが受けられる環境の整備等に取り

組むこととしております。

今後とも計画に基づき、医療・介護・地域の

各分野の連携の下、関連施策を総合的に推進

し、認知症があってもなくても、できる限り住

み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続け

ることができる社会づくりに取り組んでまいり

ます。

今後、認知症高齢者の増加な○日髙利夫議員

どにより、ますます事業運営は厳しくなってき

ます。そうならないために、まずは、介護を必

要とする高齢者を増やさないこと、介護状態の

悪化を防ぐことが重要です。

では、市町村が実施する介護予防のための運

動教室等の開催実績と、それに対する県の支援

について、福祉保健部長にお伺いいたします。

市町村で○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、介護予防を推進するために、高齢者が年

齢、性別、健康状態、関心などに応じて参加で

きるよう、運動、認知症予防、趣味活動などの

様々な教室等が、「通いの場」として開催され

ているところであります。

このうち、運動を主な活動内容として開催さ

れている教室等につきましては、令和２年３月

末現在、県内に1,295か所あり、実人数で、年間
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１万9,373人の方が参加されております。

効果的な介護予防を行うため、高齢者の状態

に応じ、適切な運動が行えるよう指導する専門

職が必要であることから、県では、運動教室等

に理学療法士や作業療法士を派遣し、市町村の

取組を支援しているところであります。

ここで、少々古い話ですが、○日髙利夫議員

私の地元の国富町の紹介をさせていただきま

す。

国富町は、平成24年から平成26年度の介護保

険料の基準月額が5,717円と県内最高額、ワース

トワンを記録したことを受け、平成24年度から

高齢者の健康づくりと介護給付費抑制のための

「シニア元気アップ運動教室」を開設し、地域

の公民館などで定期的に運動教室を開催してお

ります。

開始から８年後の令和元年には、年間994回、

延べ１万3,278人の参加があり、介護のお世話に

ならない体づくり、認知症予防、ひきこもり対

策などを目的に、健康寿命を延ばす介護予防の

取組を続けております。

しかし、残念ながら、これらの運動教室が、

どれだけ保険料や給付費の抑制につながるの

か、そのエビデンスがありません。しかし、私

は確実に効果は上がっていると思っておりま

す。

ぜひ県には、実績を数値化し、検証できるよ

うな、「宮崎モデル」とでも言えるようなソフ

ト開発にも目を向けていただきたい。数値化で

きれば、目標が設定でき、さらに予防対策は向

上するはずです。介護事業のお世話になる時期

を、１年でも先送りすること、そんな介護予防

の運動教室などは、もう既にほとんどの市町村

が実施しているわけであります。

そこで伺いますが、介護を必要とする人を減

らすには、介護予防が重要であり、いま一度、

原点に戻って、県民運動として積極的に介護予

防を進めるべきであると考えますが、県の考え

を福祉保健部長にお伺いいたします。

より多くの○福祉保健部長（重黒木 清君）

高齢者がいつまでも健康に暮らすためには、介

護予防活動への参加を促す取組が必要であると

考えております。

例えば、高齢者が自らの介護予防のために介

護施設等でボランティアを行うと、ポイントが

付与されるなどの取組事例もありますことか

ら、参加促進のための事例を収集し、市町村に

紹介することで、より一層の参加につなげてま

いりたいと考えております。

県では、「健康寿命男女ともに日本一」を目

標に掲げ、官民一体となって健康づくりの取組

を進めており、健康寿命の延伸に向けて、今後

とも、介護予防の重要性について、広く県民の

方々に周知を図るとともに、市町村と連携しな

がら、多くの方々が参加いただける介護予防の

取組を積極的に推進してまいります。

介護予防の重要性は、みんな○日髙利夫議員

分かっているんですね。ただ、運動教室などの

最大の課題は、やはり人材不足です。

国富町では、運動教室の手助けをする町民サ

ポーターを毎年養成してきました。免許も資格

もないけれども、我が町の高齢化社会を何とか

明るい未来にしたいと、協力を申し出た町民サ

ポーターは、令和２年度で51名に達しました。

県には、このような地域でのサポーターを育

てる地域づくりや、地域住民が自力で介護予防

の運動教室が運営できるよう、市町村をしっか

りと支援し、それを全県下に広げる音頭を取っ

ていただきたい。例えば、「宮崎県シニア元気

アップ運動教室」とか、筋力を蓄える「宮崎県
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シニア健康貯筋運動」とかですね。県民運動と

して、全県下で県と市町村と住民が一丸となっ

た介護予防、運動教室が展開できますよう、さ

らなる検討をお願いし、待ちわびている高齢者

の皆さんのためにも、一日も早く運動教室が再

開できるよう願いつつ、次の質問に移ります。

最後に、新型コロナウイルス感染症対策につ

いて伺います。

まず、本年６月補正で６億8,100万円の予算が

措置された飲食店ガイドライン認証事業、通称

「ひなた飲食店認証制度」について伺います。

この事業は、感染リスクが高い飲食を伴う場

面での感染を抑制するための感染防止対策資機

材の設置を支援する事業ですが、コロナ禍での

講習会の義務や、55のチェック項目の認証な

ど、事業の煩雑さにより、申請を見合わせる個

人事業主が少なくないと聞いておりますが、こ

のひなた飲食店認証制度について、事業の進捗

状況と、申請業務の簡素化や事業遅滞の懸念な

ど事業執行上の問題点はないか、福祉保健部長

にお伺いいたします。

「ひなた飲○福祉保健部長（重黒木 清君）

食店認証制度」につきましては、国の通知を基

に、県が定めた認証基準に沿って認証するもの

であります。

このため、飲食店事業者に、感染防止対策で

ある55項目の基準を理解していただくため、県

内各地で講習会を開催し、８月末までに1,837の

事業者が受講され、そのうち1,779の事業者が認

証の申請をされております。これらの事業者に

つきまして、現在、資機材の支給後、順次現地

確認を行っており、８月末現在、16施設を認証

したところであります。

今後、より多くの事業者が申請することがで

きるように、講習会に加えて、認証基準を丁寧

に説明した動画の配信や、ホームページでの申

請を可能にするなど、事業者が申請しやすい環

境を整備し、認証の取得促進を進めてまいりま

す。

この事業は、結構ボリューム○日髙利夫議員

のある事業だと思います。スピーディーな事業

の実施が課題ですが、人的問題で事業が遅滞す

ることのないよう、また、コロナ禍におけるア

クリル板などの設置事業は、飲食店にとっては

感染防止対策の基本中の基本であります。これ

は重要な事業であります。漏れなく制度が活用

されるよう、しっかりと啓発と事業の実施をお

願いしておきます。

次に、宮崎県重症化予防センターについてで

あります。

本県コロナ禍にあっては、本年８月30日の病

床使用率50.5％が、過去最も入院病床の逼迫し

た日であったと思っています。このときの入院

患者数は155人、重症者数は８人。９月13日時点

では、入院患者数は91人に、病床使用率も27.8

％まで減少したものの、重症者数は８人。昨

日、県内では、基礎疾患のある方でしたけれど

も、初めて50代の方がお亡くなりになりまし

た。依然、予断を許さぬ状況であります。決し

て気を緩めることなく、感染対策を徹底しなけ

ればなりません。

このような中、自宅や宿泊療養者の重症化を

防ぐための支援拠点施設として臨時に新設され

た「宮崎県重症化予防センター」については、

開設してから数日がたちましたが、現在の状況

について、福祉保健部長にお伺いします。

今月10日に○福祉保健部長（重黒木 清君）

運用を開始しました「宮崎県重症化予防セン

ター」は、陽性判明後、宿泊施設や自宅で療養

されている方を対象に、軽症から中等症Ⅰの患
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者の重症化リスクを低減させる「抗体カクテル

療法」や、療養者の体調悪化時の点滴処置など

の医療を提供しております。

当該センターで行う抗体カクテル療法につき

ましては、県央・県南地域の宿泊・自宅療養者

のうち、発症日から７日以内で、一定の重症化

リスクのある方を対象に、医師の判断により、

昨日までに６名に投与を行っております。ま

た、点滴処置につきましては、宿泊施設の療養

者の体調悪化時の対応が可能となるなど、宿泊

療養施設と連携させた医療機能の強化につな

がっております。

期待された抗体カクテル療法○日髙利夫議員

は、発症から７日以内までの投与が基本である

とのことですが、重症化リスクの約７割低減が

報告され、今後も重症化予防の効果が期待され

ております。あってはなりませんが、第６波に

も備えて、しっかりと薬の確保と体制の充実に

努めていただきますよう、お願いします。

最後の質問になります。

最近、結婚をバックアップするシステムの一

つとして、最新の人工知能（ＡＩ）を活用した

結婚マッチングシステムが、全国の自治体で導

入されております。現在、全国では19の県が、

九州では長崎、鹿児島が既に実施しています。

以前、テレビ放映された、埼玉県庁の少子政策

課に確認したところ、開設して３年、１万602組

でお見合いが成立、このうち4,114組が交際に発

展し、127組が成婚したとのことです。成婚率が

低いのが少々気になりますが、人気は上々との

ことでした。

みやざき結婚サポートセンターの成婚実績

は、６年間で106組です。現在、1,000名の会員

登録があるとのことです。では、本県が今年度

事業として実施を予定しています、ＡＩを活用

した新結婚マッチングシステムの概要とセキュ

リティー対策、啓発の取組について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

県では、Ａ○福祉保健部長（重黒木 清君）

Ｉが会員の好みやマッチングデータを基に、相

性のよい相手を選び紹介する機能や、自宅等で

会員の端末から相手の検索ができる機能を備え

た新しいシステムを導入し、マッチング率の向

上と会員の利便性の向上を図ることとしており

ます。

また、セキュリティー対策に関しては、サー

バーのセキュリティー管理の徹底に加え、新た

に２段階認証による不正ログインの防止や、写

真データの不正利用防止などを講じ、厳格な個

人情報の管理を行うこととしております。

この新システムは、来月に稼働する予定とし

ており、今後、ＳＮＳやデジタルサイネージな

ど様々な媒体を活用したＰＲを行いながら、

ターゲットとする若い世代の会員増加と、さら

なる出会いの創出につなげてまいりたいと考え

ております。

デジタル化時代にマッチした○日髙利夫議員

システム、そういう時代になったということで

しょうか。

コロナ禍の１年半以上、多くの出会いが失わ

れました。私は大いに期待したいと思っており

ます。たくさんの出会いをサポートしてやって

ください。

ただし、本県の結婚サポートセンターでは、

開設時の平成27年度に、会員名が漏れるという

事故がありましたので、万全のセキュリティー

対策をお願いしておきます。

終わりに、何としてでも県民一丸となって、

このコロナとの闘いに打ち勝ち、これまでダ

メージを受けた県民生活や経済の回復に向け、
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全力で取り組んでいただくことをお願い申し上

げまして、私の一般質問を終わります。ありが

とうございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時42分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、外山 衛議員。

〔登壇〕（拍手） では、早速○外山 衛議員

質問に入ります。

いまだに感染の収束が見通せないこのコロナ

禍におきまして、長引く外出や会食の自粛、地

域経済の落ち込みに伴う生活苦など、多くの県

民が疲弊しており、特に将来を担う若者にとり

ましては、希望が持てない状況にあると考えま

す。

国におきましては、今年６月に閣議決定され

ました、いわゆる「骨太の方針2021」におきま

して、2025年度のプライマリーバランスの黒字

化などの財政健全化目標を堅持するとしており

ますが、コロナ禍の中、経済も気持ちも落ち込

んでいる状況にあっては、まずは、積極的な財

政出動による消費喚起、経済の立て直しが必要

であると考えます。

報道によりますと、国の令和４年度概算要求

は総額111兆円を超えて過去最高となり、補正予

算による追加の経済対策が検討されているよう

であります。

そこで、本県におきましても、財政健全化は

重要でありますが、この第５波を受けて、感染

拡大への対策と将来を見据えた取組を進めるた

めには、積極的な財政出動が必要であると考え

ますが、知事の考えをお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わり、以下の質問

は質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

これまでの新型コロナ対応としましては、地

方創生臨時交付金などの国の財源を最大限活用

して機動的に予算措置をしてきているところで

ありまして、いまだ感染の収束が見通せない

中、引き続き、状況に応じた適時的確な感染症

対策を講じることとしております。

災害への備えや、将来にわたる安定的な財政

運営のためには、財政の健全性の維持というも

のも大変重要でありますが、議員御指摘のとお

り、大きな影響を受けている県民の暮らしを支

え、地域経済を再生するためには、機動的かつ

積極的な財政出動も必要であると考えておりま

す。

そのためにも、必要となる財源につきまし

て、全国知事会地方税財政常任委員会委員長と

しての立場からも、国へ強く要望していくとと

もに、国の令和４年度予算編成や経済対策の動

きを注視しつつ、県民の皆様、特に将来を担う

若い世代が安心と希望が持てるような宮崎県を

築いていくため、必要な取組について、しっか

りと検討してまいります。以上であります。

〔降壇〕

若者の間に、将来のことを考○外山 衛議員

えると不安で仕方がないとの思いが広がりつつ

あるようでありますので、様々な施策によっ

て、明るい展望がもっと開けるよう、よろしく

お願いいたします。

次に、生活困窮者への支援について伺いま

す。
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まず、生活保護について伺います。

新型コロナの影響により、経済の停滞が長引

く中、離職や失業等によって生活に困窮する

方々の増加が懸念されます。

先日、厚生労働省が発表した直近のデータに

よりますと、今年６月の全国の生活保護申請件

数は、昨年６月と比べて13.3％の増となってお

ります。申請件数が増加するのは２か月連続、

新型コロナ拡大以降では、１回目の緊急事態宣

言が出された昨年４月に次いで伸びが大きかっ

たとのことであります。

そこで、本県における生活保護の現状につい

て、福祉保健部長に伺います。

本県の今年○福祉保健部長（重黒木 清君）

６月の生活保護の申請件数を前年６月と比較し

ますと、17件、13.2％の増となっております

が、今年度４月から６月までの３か月間の累計

を前年度と比較しますと、同程度となっており

ます。

また、今年６月時点の被保護世帯数は、前年

６月と比較して126世帯、0.9％の減となってお

りまして、保護停止中を除いた世帯類型別の世

帯数では、高齢者世帯が136件、1.6％の増であ

り、失業者を含むその他の世帯は224件、11.0％

の減となっております。

現状では、被保護世帯数の増加傾向は見られ

ておりませんけれども、新型コロナの影響の長

期化を踏まえ、保護申請の動向を注視しなが

ら、保護を必要とする方への迅速な支援に取り

組んでまいりたいと考えております。

続きまして、生活福祉資金に○外山 衛議員

ついて伺います。

国は、休業等により一時的に収入が減収した

場合や、生活の立て直しが必要な場合に備え

て、緊急小口資金や総合支援資金などの生活福

祉資金特例貸付けを創設し、現在、多くの方が

利用しておるようであります。この特例貸付け

では、償還について原則１年以内の据置期間が

あり、最も早い場合でも来年４月からの償還開

始となるように、猶予期間が設けられておりま

す。

また、償還時におきまして、なお所得の減少

が続く住民税の非課税世帯につきましては、償

還を免除することができるなど、一定の配慮が

行われておりますが、コロナ禍において、収入

が元の水準まで戻らないまま償還が始まってし

まう方も多いと考えられます。

そこで、生活福祉資金の特例貸付けの償還に

つきましては、社会経済情勢に応じて、償還免

除の要件緩和など柔軟な対策を講じるべきでは

ないかと思いますが、県の考えを福祉保健部長

に伺います。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金の特例貸付けは、コロナ禍にあって困窮する

方々の生活の安定に大きな役割を果たしている

制度でありますが、今後の償還が、借受人の生

活の立て直しの妨げにならないことが重要であ

ると考えております。

そのため、県におきましては、全国知事会を

通じ、償還免除の要件について、住民税非課税

世帯に限定せず、借受人の収入実態等に基づい

て判断を行うなどの緩和策や、償還が困難と

なった方への償還猶予制度の弾力的な運用など

の対策を、国に要望しているところでありま

す。

今後、償還が始まることになりますが、県で

は、福祉事務所に設置しております生活困窮者

の相談窓口の体制を強化しており、借受人の

方々につきましても、一人一人に寄り添った支

援を行い、安心して暮らしていけるように取り
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組んでまいりたいと考えております。

もう１点伺います。○外山 衛議員

生活福祉資金の債権管理について伺います。

生活福祉資金の特例貸付けは、生活困窮者に

とりましては大変ありがたい制度ではあります

が、貸付けを実施する側にとりましては、償還

状況の管理や償還が滞った場合の督促業務など

の新たな業務が発生することになります。特例

貸付けにかかる債権管理につきましては、各市

町村の社会福祉協議会ではなく、県社会福祉協

議会が一括して行うとのことでありますけれど

も、金融機関ではない県社会福祉協議会にとり

まして、大変負担が大きい業務になるのではな

いかと考えております。

そこで、通常業務に加えて、生活福祉資金の

特例貸付けの債権管理業務を行うこととなる県

社会福祉協議会に対して、県として何らかの支

援を考えているのか、福祉保健部長に伺いま

す。

生活福祉資○福祉保健部長（重黒木 清君）

金の特例貸付けにつきましては、令和３年９月

３日時点で約１万7,000件、約77億円の貸付決定

が行われており、今後は、県社会福祉協議会に

とりまして、この債権管理が大変大きな業務と

なってまいります。

このため、県といたしましては、特例貸付け

の貸付原資と合わせまして、債権管理のために

必要な人員体制の強化などを図るための経費を

補助することにより、業務が円滑に行えるよ

う、支援を行っているところであります。

よろしくお願いいたします。○外山 衛議員

次に、中小企業の資金繰り支援について伺い

ます。

県内中小企業の多くが、新型コロナの影響を

受け、売上げが落ち込んだことから、事業を継

続するため、県中小企業融資制度の新型コロナ

関連融資を利用しております。企業の資金繰り

改善に一定の効果があったようでありますが、

コロナ禍の影響が長引く中、措置期間が終了

し、売上げの回復も見られなく、先行きも見通

せない中での借入金返済は、企業にとっても大

きな負担であり、早期の経営安定化を阻害し、

事業継続にも支障が生じる企業が増えるのでは

ないかと思います。

そこで、県中小企業融資制度の新型コロナウ

イルス感染症関連融資の返済状況について、商

工観光労働部長に伺います。

新型コロ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ナウイルス感染症関連融資の実績は、延べ１

万2,710件、約1,811億円で、元金返済を猶予す

る据置期間を１年以下としている事業者が約半

数となっております。融資のピークが昨年５

月、６月でありましたので、既に多くの事業者

は元金返済が始まっており、厳しい経営環境の

中ではありますが、返済が始まった事業者は、

おおむね計画どおりの返済を行っていただいて

おります。

一方で、業況が回復せず、元金返済が厳しい

事業者から、金融機関、信用保証協会に対し

て、据置期間を延長するなどの条件変更に関す

る相談もあり、令和３年４月から８月末までの

５か月間で、214件の条件変更に応じているとこ

ろでございます。

現時点におきましては、元金○外山 衛議員

返済の始まった企業の多くは順調であるように

思いますが、新型コロナの収束の見通しが立た

ず、コロナ禍前のような売上げや業況が回復し

ていない状況では、決して楽観はできません。

条件変更の相談にも対応しているとのことであ

りますが、過重債務と感じている企業も多く、
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資金繰りや借入金の返済が困難になる企業は、

さらに増加してくると思われます。

借入金の負担が大きくなっている企業に対し

ては、借入金の返済について、社会経済情勢に

応じて柔軟に対応する必要があると思います

が、県の考えを商工観光労働部長に伺います。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

今年５月に金融機関に対しまして、据置期間の

延長や既往債務の返済猶予など、事業者の実

情、要望に沿った最大限柔軟な対応を要請した

ところであり、これまで要請に沿った対応をし

ていただいております。

また、信用保証協会におきましては、今年７

月に、今年度末までに元金返済が始まる約6,800

の事業者に対しまして、条件変更の相談受付を

案内いたしますとともに、小規模事業者を中心

に、電話でのフォローアップや、必要に応じて

訪問も実施していくこととしております。

県といたしましては、今年２月に再構築しま

した中小企業支援ネットワークによりまして、

引き続き関係機関と連携・協力しながら、コロ

ナ禍を乗り越え、事業を継続していただけるよ

う、事業者に寄り添った支援を行ってまいりま

す。

本日、県内事業者支援に係る○外山 衛議員

予算の追加提案もありましたが、経済の再建、

そして中小企業等の存続のため、引き続き、国

・県・市町村等で十分に連携を図りながら、地

域や各業種の実情を踏まえた、きめ細やかで血

の通った対策、支援をよろしくお願いいたしま

す。

次に、最低賃金について伺います。

先般、宮崎労働局より、宮崎地方最低賃金審

議会の答申を受け、今年10月６日からの本県の

最低賃金を、過去最大となる28円引き上げ、821

円とするとの発表がありました。これは、国の

中央最低賃金審議会におきまして、全国で28円

引き上げるとされた目安額がそのまま反映され

たものでありますが、コロナ禍で全国的に景気

が低迷している上、都市部と地方では、それぞ

れの地域で置かれている状況も異なっているこ

とから、地域の実情を十分に踏まえて決定すべ

きものと考えております。

しかしながら、今回の引上げは、コロナ禍で

厳しい経営に苦しんでいる事業者には、あまり

にも厳しい内容であり、かえって労働者を休業

や解雇に追い込むことになる負の面が顕在化す

るのではと、大変危惧しております。

そこで、新型コロナウイルス感染症拡大によ

る厳しい状況の中、最低賃金が引き上げられる

ことについて、その影響を県としてどう認識し

ているのか、商工観光労働部長に伺います。

最低賃金○商工観光労働部長（横山浩文君）

の引上げは、労働者の生活の向上を図る上で重

要であると認識をしております。

一方で、長引くコロナ禍で先行きが不透明な

状況の中、今回の大幅な引上げは、特に経営基

盤の脆弱な中小企業・小規模事業者にとって、

事業の継続や雇用に深刻な影響を与えかねない

ものであると危惧しております。

今回の宮崎地方最低賃金審議会の答申では、

国に対し、中小企業・小規模事業者の支援を求

める内容の附帯決議も行われており、県といた

しましても、全国知事会などを通じ、国に対し

支援の強化を要請してまいります。

また、引き続き、市町村や商工団体などの関

係機関とも連携を図りながら、中小企業・小規

模事業者の経営基盤の強化をはじめ、生産性向

上に向けた支援や離職者防止対策等に取り組ん

でまいります。
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最低賃金の引上げに反対する○外山 衛議員

ものではございません。ただ、社員の生活向上

を望まない経営者はいないと考えます。何とか

してあげたいが、残念ながら厳しい経営を強い

られている中小企業においては、十分な手当て

ができないのも現実であります。

全国一律1,000円とか、1,500円という考え方

は、環境が整っていない中、理解に苦しむとこ

ろであります。

例えば、時給200円アップと言いますけれど

も、仮に100名の社員がいたとして、人件費、社

会保険の会社負担等、負担分などを加算します

と、単純に年間数千万円の経費増となり、かな

り経営を圧迫することにもなります。

最低賃金審議会には、現状に即した方針の決

定をお願いしておきたいと思います。

次に、ＰＣＲ検査の支援について伺います。

県では、国文祭・芸文祭の開催などにより、

人の流れが増加することを見据え、県外からの

ウイルスの流入を防止するため、７月から、帰

省やビジネスで県外から来県する人や、県外と

の間を往復する県民に対し、ＰＣＲ検査の支援

を実施しております。私の知り合いにも、この

支援を利用した人がおり、好評の声が聞かれる

など、県民の安心感を高める上では、一定の評

価ができるものと考えております。

しかしながら、夏休みやお盆のシーズンを前

に申込者が多くなり、検査キットの発送の遅れ

や、検査結果がすぐに来ないなどの問題があっ

たことが報道されたところであります。せっか

くの事業が、このような事態で信頼を損なうこ

とになるのは大変残念であり、早急に正常化さ

せることが重要であります。

そこで、県境往来者ＰＣＲ検査支援事業のこ

れまでの実績と現在の取組状況についてを、総

合政策部長に伺います。

県境往来者Ｐ○総合政策部長（松浦直康君）

ＣＲ検査支援事業につきましては、７月１日に

事業を開始し、９月12日までに２万2,105件の検

査について支援をしておりますが、夏休みシー

ズンにおきまして、御指摘のように、申込み件

数が急増したことにより、検査キットの発送に

大幅な遅延等が生じ、利用者の方々に大変御迷

惑をおかけいたしました。水際対策を強化し、

県民の皆様の安全・安心を確保するための取組

に混乱が生じましたことについて、深くおわび

を申し上げます。

その後は、電話回線の増設やスタッフの増員

等を実施いたしまして、現在は遅延等なく、正

常に運用されている状況にあります。

本事業につきましては、引き続き県民の皆様

に安心して御利用いただけるよう、改善を図っ

てまいります。

諸問題に関しましては、正常○外山 衛議員

化が図られたとのことでありますので、ひとま

ず安心をしております。

また、先日の山下寿議員への答弁にもありま

したように、県内向けの検査体制の強化も検討

されているとのことでありますので、より県民

の安心感を高め、事業効果がさらに高まること

を期待しております。

次に、まん延防止等重点措置について伺いま

す。

これまでも、県独自の緊急事態宣言等におい

て、幾度となく飲食店等への営業時間短縮を要

請し、事業者に大変苦しい対応をお願いしてき

たところでありますが、今回の国のまん延防止

等重点措置の適用に伴い、またしても、飲食店

等への営業時間短縮等を要請せざるを得ない状

況となりました。飲食店にとどまらず、本県の

- 255 -



令和３年９月15日(水)

あらゆる経済活動が立ち行かなくなる、まさに

瀬戸際まで来ているものと考えます。

今回の措置に伴う要請に従わない事業者に対

しましては、新型インフルエンザ等対策特別措

置法に基づき、命令や20万円以下の過料が科せ

られる場合があるとのことでありますが、要請

に応じない事業者をどのように把握するのか、

また、20万円以下の過料で要請の実効性を担保

できるのか、懸念をしているところでありま

す。

そこでまず、まん延防止等重点措置の適用に

伴う飲食店等に対する要請への協力状況をどの

ように把握し、要請に応じない事業者に対して

どういった対応を行っているのかを、福祉保健

部長に伺います。

国のまん延○福祉保健部長（重黒木 清君）

防止等重点措置が適用されますと、要請に応じ

ない事業者に対して、命令、過料を科すことが

できますが、国が一定の手順を定めておりまし

て、命令等を行う前に、その手順に従い様々な

手続を行う必要がございます。

具体的には、まず要請への協力状況を把握す

る必要がありまして、該当する飲食店等の特定

を行うため、複数回の調査を行うこととされて

おります。その上で、特定された飲食店等へ戸

別訪問や文書通知等を行い、それを繰り返しな

がら協力要請を行う必要があります。それでも

要請に応じていただけない場合には、命令等に

向けた手続を行うことになります。

本県ではこれまで、県及び市町の職員による

店舗見回り等により状況把握を行っており、現

在、繰り返しの要請に応じていただけない飲食

店等に対しまして、国が定めた手順に従って、

命令等の手続を進めているところでございま

す。

大多数の事業者は、一日も早○外山 衛議員

い鎮静化のために、苦渋の決断をして要請に応

じていただいているようでありますが、要請に

応じていない一部の事業者のために、県や市町

の職員が、夜遅くまで店舗の見回り等を行うな

ど、要請の徹底に向けて、日夜地道な活動をさ

れているようであります。

そこで、今回のまん延防止等重点措置の適用

に伴う飲食店等への要請の効果に対する県の評

価を、福祉保健部長に伺います。

まん延防止○福祉保健部長（重黒木 清君）

等重点措置の措置区域であります宮崎市内にお

いては、同措置の適用前には、要請に応じてい

ただけない飲食店等が約60店舗確認されており

ましたが、同措置が適用された８月27日には、

約20店舗に減少したところであります。その

後、戸別訪問等を実施し、協力要請を繰り返し

行ったところ、さらに数店舗が要請に応じてい

ただくなど、同措置に伴う要請は、一定程度の

効果があったものと認識しております。

しかしながら、現在も再三の要請に応じてい

ただけない店舗があることから、引き続き、新

型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく適

切な対応を行ってまいりたいと考えておりま

す。

最高でも20万円の過料であれ○外山 衛議員

ば、過料を支払ってでも営業を継続したほうが

ましだという考えの事業者が出てくるのも、不

思議ではありません。命令や罰則を適用するに

も、何度も店舗を訪問し、要請に応じないとい

う証拠を積み重ねなければならないことも、要

請の実効性を阻害しているように感じます。

また、通常業務に加えてのコロナ対応で忙殺

されている職員の方々に、さらに過度の業務負

担を強いることとなる命令等の手順も改善すべ
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きと考えます。

県におかれましては、手続の簡素化、迅速化

や、要請の実効性を高めるための制度の見直し

に向けた議論が進みますよう、今回浮き彫りに

なった課題等について、国や全国知事会等との

情報共有をよろしくお願いいたします。

次に、新型コロナ感染状況の公表の在り方に

ついて伺います。

県民に対して感染防止対策の徹底を呼びかけ

る上では、県内の感染状況を迅速に、分かりや

すく伝えることで、感染拡大の火種をより身近

に感じてもらい、危機感を共有することが必要

であります。また、県独自の緊急事態宣言など

において行動要請を行っておりますが、対策の

必要性についての理解と協力を得る上でも、感

染状況の的確な情報発信が重要と考えます。

そこで、新型コロナの感染状況について、ど

のような工夫をして情報提供しているのか、福

祉保健部長に伺います。

県民の皆様○福祉保健部長（重黒木 清君）

に対して、県内の感染状況を迅速に分かりやす

くお伝えすることは、感染拡大防止の観点か

ら、大変重要であります。

このため県では、感染者が確認された際に

は、原則毎日、感染症対策室による記者会見を

行い、年代や性別、居住地など新規感染者の状

況をお伝えするとともに、クラスターの発生状

況等について説明を行っております。

また、県独自の緊急事態宣言の発令時等にお

きましては、知事が直接会見を開いて、県民の

皆様に対して行動要請を行うとともに、県内に

おける感染実例について、イラストを用いて具

体的に説明を行うなど、マスコミを通じた効果

的な情報提供に努めております。

さらに、県のホームページでは、圏域ごとの

感染状況の推移や検査の実施状況などについ

て、グラフや表を用いて、視覚的に分かりやす

い形での情報発信を行っているところでありま

す。

例えば、「宮崎市内事業所で○外山 衛議員

クラスター発生」との発表がありますが、内容

が漠然としていてよく分かりません。発生場所

を特定するためではありませんが、せめて人数

と同時に、陽性者の症状の度合い、入院、医療

機関での加療なのか、自宅療養なのかといった

程度の情報の発信はお願いしたいと思います。

事業所名や詳細を公表できないのであれば、ク

ラスター発生との公表は必要なく、陽性者の発

生地域と人数のみの公表でよいのではとも思い

ます。

県におかれましては、引き続き、有効な情報

提供に向けた工夫の検討をよろしくお願いしま

す。

次に、自殺対策について伺います。

今月10日から明日16日までは、全国の自殺予

防週間であります。厚生労働省が６月に公表し

ました「人口動態統計」によりますと、近年、

減少傾向にあった日本の自殺者数が、令和２年

に11年ぶりに増加に転じております。本県で

は、官民一体となった取組の成果もあり、平

成19年の394人をピークに減少傾向が続いており

ましたが、昨年の自殺者数は217名と、前年よ

り27名増加しております。

自殺の背景には様々な原因があると思います

が、長期化しているコロナ禍で、さらなる増加

が懸念されるところであります。

そこで、本県における自殺の現状と取組につ

いてを、福祉保健部長に伺います。

昨年は全国○福祉保健部長（重黒木 清君）

的に自殺者が増加し、本県でも増加した結果、
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令和２年の自殺死亡率が全国ワースト２位と

なったところであります。今年につきまして

は、現時点では対前年比で本県ではやや減少し

ておりますが、全国では増加しております。

県としましては、長引くコロナ禍において深

刻な悩みを抱える方が増加していると考えてお

り、まずは県民一人一人が、身近な方のつらい

気持ちに気づき、声をかけることに取り組んで

いただくことが重要であると考えております。

このため、新たに「ひなたのキズナ“声かけ

”運動」を開始し、テレビＣＭやＳＮＳ広告に

加え、学校の校内放送の活用など、関係機関や

団体を通じた呼びかけを強化しているところで

あります。さらに、ワンストップ相談会の回数

の拡充など、相談体制の強化等にも取り組んで

おります。

引き続き、１人でも多くの命を自殺から救う

ため、関係部局や電話相談に取り組む団体など

と連携し、普及啓発や相談対応、自殺未遂者の

支援などの総合的な自殺対策に取り組んでまい

ります。

非常に大変なことと思います○外山 衛議員

けれども、１人でも多くの命を救うために、引

き続き地道な取組をお願いします。

次に、学校現場における感染防止対策等につ

いて伺います。

若年層での感染拡大が懸念される中、夏休み

も終わり、本格的に学校生活が再開となりまし

た。夏休み中も、部活動をはじめとして多くの

教育活動が制限されるなど、子供たちに大きな

影響を与えました。これからの時期は、学校行

事や部活動等の大会を計画されており、学校に

おける感染防止対策が、これまで以上に重要と

なってくると考えます。

そこで、本県の学校現場における感染防止対

策の現状について、教育長に伺います。

学校における感染○教育長（黒木淳一郎君）

防止対策としましては、夏休み明けに学校を再

開するに当たり、新型コロナウイルスを「持ち

込ませない」「広げない」ための取組を強化し

たところであります。

まず、学校にウイルスを「持ち込ませない」

ために、各家庭の協力が不可欠であることか

ら、学校と家庭が感染拡大の危機意識を共有し

ながら、検温、マスク、手洗いといった基本的

な感染対策を徹底することについて呼びかけて

おります。

また、「広げない」対策としまして、抗原簡

易キットを学校に配備するとともに、教職員に

対しましては、ワクチン接種の加速化に向け

て、県の大規模集団接種や、市町村ごとの個別

接種を勧奨しているところであります。

次に、各学校において新型コ○外山 衛議員

ロナの感染者が確認された場合、その対応に苦

慮しているのではないかと推察いたします。

実際に学校で感染者が確認されると、濃厚接

触者の範囲を特定したり、臨時休業したり、状

況に応じた様々な対応が求められると思われま

す。

そこで、せんだって、文部科学省からは、学

校で感染者が確認された際の対応に関するガイ

ドラインが示されたと聞いておりますが、この

国が示したガイドラインの概要と本県の対応に

ついて、教育長に伺います。

先般、国の示した○教育長（黒木淳一郎君）

ガイドラインでは、緊急事態宣言対象地域等の

学校において、感染者が確認された場合の初動

対応や、出席停止及び臨時休業の判断基準等が

参考として示されております。

県教育委員会では、これまで、感染者が確認
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された場合、保健所に相談した上で、自宅待機

や学級閉鎖等の対応を、感染状況に応じて決定

してまいりました。

現在は、デルタ株の感染力の強さ等を鑑み、

より迅速な対応が必要となることから、福祉保

健部と協議を行い、感染者が１人でも確認され

た場合は、保健所が濃厚接触者や検査対象者を

特定するまでの間、校長の判断により、全校の

児童生徒を自宅待機とするよう、各県立学校に

周知し、市町村教育委員会へも情報提供を行っ

たところであります。

次に、学びの機会の確保につ○外山 衛議員

いて伺います。

新型コロナの感染拡大を受け、先生方は

日々、感染対策に取り組まれているようであり

ます。しかしながら、現在は、子供たちの中に

も感染が見られる状況にあり、やむを得ず臨時

休業や出席停止等により、学校に行けない子供

たちが出てきているようであります。

そのような中にあっても、子供の学びの場

を、学びの機会を確保することが重要であり、

その手段として、これまで県議会でも取り上げ

られてきた、ＩＣＴの活用も有効であると考え

ます。

そこで、臨時休業や出席停止等により登校で

きない場合の学びの機会の確保に向け、本県で

はどのような対応がされているかを、教育長に

伺います。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、ＩＣＴの活用による学習指導を行うため

に、これまで準備を進めてきたところでありま

すが、このことは、やむを得ず登校できない子

供たちに対しても、学びの機会の確保につなが

ると考えているところであります。

現在、公立の小中学校におきましては、児童

生徒に１人１台端末が整備され、家庭と学校を

結んだオンラインでの学習に、各学校が工夫し

て取り組み始めております。また、県立学校に

おきましては、民間の学習支援ソフト等を活用

した、同時双方向型のオンライン学習や学習動

画の配信など、家庭での学習を支援する取組が

充実しつつあります。

県教育委員会といたしましては、今後、端末

を持ち帰る際のルールを紹介するなど、ＩＣＴ

を活用した取組をさらに広めることにより、子

供たちの学びの機会の確保に努めてまいりま

す。

もう１点伺います。最後に、○外山 衛議員

教育長の思いについて伺います。

新型コロナが拡大し、いわゆる第５波が続く

中で、子供たちにとりましても、本来は楽しい

はずの夏休みも、行動要請等もあり、十分な思

い出づくりもできなかったのではないかと、胸

を痛めております。子供たちにこうした我慢を

強いている中で、子供たちの健全育成は大変重

要な課題であり、教育委員会の果たす役割は大

きいと考えます。

そこで、このようなコロナ禍にある子供たち

に対して、どのような教育を行っていくのか、

教育長の思いを伺います。

新型コロナウイル○教育長（黒木淳一郎君）

ス感染症の拡大は長期に及んでおりまして、

様々な学習活動の制限など、子供たちの学校生

活にも大きな影響を与えていることが残念でな

りません。こうした状況におきましても、子供

たちが笑顔で登校する何げない日常の様子や、

部活動の大会等にひたむきに取り組む姿は、多

くの人々に元気や希望を与えてくれると、改め

て強く感じたところであります。

今後、子供たちには、コロナ禍で困難やつら
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さを経験したからこそ身につけた強さや優しさ

を生かしながら、これから進む未来に夢や希望

を抱き、たくましく道を切り開いていってほし

いと、強く願っております。

そして、子供たちに寄り添いながら、それら

の力を培うことこそが、私たち教育者の使命で

あると考えております。

教育活動の充実と感染拡大の○外山 衛議員

防止を両立させることは、大変難しいと思いま

す。しかしながら、子供たちにとって、学校は

学びの場であるとともに、友達と互いに理解し

合いながら人間形成を図る貴重な場でもありま

す。今後とも、教育行政と学校が一丸となっ

て、子供たちのために頑張ってほしいと思いま

す。

次に、カツオ一本釣り漁業について伺いま

す。

今年はカツオの漁獲量は多いものの、外食需

要の減退による価格の低迷や燃油価格の高止ま

り等により、厳しい経営状況にある上、特に操

業に欠かせない外国人材の人員確保が深刻な問

題になっているようであります。

今年の漁が終わりますと、地域全体の約３割

に及ぶ技能実習生の実習期間が満了し、母国イ

ンドネシアに帰国したい旨を申し出ているよう

であります。

一方で、コロナ禍で新規入国ができないた

め、交代人員が確保できず、来年の漁では人員

不足が生じることになります。この問題に、漁

業関係者は大変大きな不安を持っております。

カツオ一本釣り漁業の危機的な状況を痛感し、

早急に対策を講じる必要性を強く感じておりま

す。

そこで、コロナ禍におけるカツオ一本釣り漁

業の外国人材の確保に向けた県の取組につい

て、農政水産部長に伺います。

本県のカツオ○農政水産部長（牛谷良夫君）

一本釣り漁業では、船員の約半数が外国人材で

ありますが、現在、コロナ禍で新規外国人の入

国のめどが立たないことから、十分な船員が確

保できない状況となっております。

このため県では、関係漁協を通じて、インド

ネシアで技能実習生の支援を行う「送り出し機

関」の協力の下、今年で実習が終了する外国人

に対し、実習期間の延長や、令和元年に創設さ

れた特定技能制度の活用などを提案し、本県へ

の残留に努めているところであります。また、

漁協に対しましては、残留等に係る掛かり増し

経費を支援する国等の事業の紹介などを行って

おります。

今後とも、カツオ一本釣り漁業はもとより、

本県漁業において、外国人材を安定的に確保で

きるよう、関係団体と連携して取り組んでまい

ります。

かなり厳しい状況と感じま○外山 衛議員

す。

ちなみに、日南市のカツオ船には、５名から

８名のインドネシア実習生が乗船しておりま

す。ほぼ全船で帰国希望者がいて、一例を挙げ

ますと、日本人船員13名、実習生５名の構成の

ところ、４名が帰国を希望していて、実習生１

名を含む残った14名での操業は困難であろうと

考えます。

実習期間の延長や特定技能制度の活用など、

方策はあるものの、結局は実習生本人の意思に

よるところとなります。

コロナ禍の中、新規入国のめどが立たないと

なれば、船主が実習生に延長を説得するしかな

い、もう１年乗ってもらうように説得するしか

ないのが現状であります。
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日本人船員を確保した場合、国の助成制度が

あるとのことでありますけれども、日本人の若

者が就労することは期待できない、ほぼいない

というのが現状であることも認識いただいて、

何とかこの難局を打破できるように、尽力をお

願いいたします。

最後に、プロ野球キャンプについて伺いま

す。

今年の本県でのプロ野球春季キャンプは、２

軍を含め７球団全てが無観客での実施となり、

日南市での広島東洋カープの１軍キャンプも行

われませんでした。その理由としては、天福球

場とその周辺は、ファンと選手との距離が非常

に近く、また、県外からのファンも多いことか

ら、新型コロナの感染リスクを考慮したものと

伺っております。

球団と県、日南市、日南市民の間で長年培っ

た信頼関係によって、これまで続いてきた日南

キャンプでもありますし、知事もゆかりの深い

球団でありますので、広島東洋カープの１軍

キャンプの再開に向け、積極的な働きかけが必

要と思いますが、知事の考えを伺います。

長年にわたり行われて○知事（河野俊嗣君）

おります広島東洋カープの日南キャンプは、毎

年多くのファンが訪れておりまして、特に最近

では、カープ女子が注目されるような人気の高

まりの中で、本県や日南市の知名度アップ、誘

客を通じた地域の活性化に大きく貢献いただい

ております。

しかしながら、今年は、新型コロナ感染症予

防の観点から、本県での１軍キャンプの実施が

見送られ、２軍のみのキャンプとなったところ

であります。その影響があるのかどうか、今年

はどうも調子が出ずに、今、最下位に沈んでお

り、大変心配をしているところであります。

去る７月、髙橋日南市長などとともに広島の

球団事務所を訪問しまして、球団オーナーに対

して、直接、来年はぜひ１軍のキャンプも実施

してほしいという思いと、万全な感染症対策の

下、選手、関係者の皆様をお迎えしたいという

ことをお伝えしましたところ、球団オーナーは

高校の先輩でもありますが、「知事との約束

じゃけえ、やるよ」という前向きな言葉をいた

だいたところであります。

来年は、広島東洋カープのキャンプ60周年と

いう節目の年でもあります。１軍を含めたキャ

ンプが再び実施され、にぎわいが取り戻せるよ

う、また、来年以降も、日南キャンプの実施

と、シーズンの好成績という好循環ができるよ

うに、合宿地としての役割を果たすことができ

るよう、引き続き、日南市などと連携して働き

かけを行い、受入れ体制を整えてまいります。

知事も７月に球団を訪問さ○外山 衛議員

れ、オーナーから前向きな言葉をいただいたと

いうことでありますから、ただ、カープのみな

らず、全てのプロ野球、Ｊリーグキャンプが、

観客を入れて行われることを期待しておりま

す。そのための、各球団やチームへの積極的な

働きかけをお願いしたいと思います。

最後になりますが、知事に１点、もう今さら

言わなくとも十分御承知と思いますけれども、

今、宮崎も非常事態宣言下、まん延防止等重点

措置地域に指定されております。ただ、これを

このまま続けるのも非常に重要でありますけれ

ども、時に考えるのが、東京や大阪、福岡、大

都市と経済環境とか、いろんな脆弱さが全然違

う環境にあります、宮崎は。ですから、場合に

よっては、解除された後の復元力というのに大

きな違いがあると思うんです。

ですから、もう十分御承知と思いますが、一
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様に都市部と同じような対応ではなくて、どこ

かの時点で柔軟な対応を考慮されるように知恵

を絞ってもらいたいと思っております。

やっぱり懸念するのが、宮崎は、東京、大

阪、福岡と同じ環境下にないので、あまりにも

足並みをそろえて同じことをやっておると、

ちょっと大変なこともあるかもしれません。も

ちろん、こんなことを今さら私が言うまでもな

く、知事、また執行部の皆さんはお分かりだと

思いますけれども、十分にそういったことも配

慮いただいて、今後の県政の運営をお願いした

いと思います。

以上で全ての質問を終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

次は、太田清海議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） コロナは○太田清海議員

我々人間に何を問いかけているのだろう、コロ

ナが流行し始めた頃、そんな思いを持ちまし

た。

繰り返しになりますが、ちょうどその頃、コ

ロナ対策が本格化する昨年６月県議会冒頭の知

事提案理由説明の中で、知事は、「人々の意識

や価値観、生き方までもが大きく変容すること

も予想されます」、これは表現の一部でありま

すが、このように表現されました。私は思わず

膝を打つ思いでした。

私は気になって、県内９市のそれぞれの首長

が当時どのようなメッセージを発しているのだ

ろうかと、それぞれの首長の提案説明要旨を取

り寄せてみました。私の見落としがあるかもし

れませんが、このような表現は見られませんで

した。それだけに、知事の先を見据えたその

メッセージは心に残りました。

コロナは我々人間に何を問いかけているのだ

ろう。そんな思いで、議員の皆さんのこれまで

の質問や、それに係る答弁を聞いていますと、

心に残るものがたくさんありました。

名前を挙げさせていただきますが、本年の６

月議会で、坂口博美議員が以下のように表現さ

れました。

「事実、今回のような危機事象発生時は、巨

額の財政出動など大きな政府でなければ責任を

果たせようはずはありません。したがいまし

て、望むべくは、常に大きな政府の実力を温存

しつつ、通常時は小さな政府で事を進めていき

ながら、有事に際しては大きな政府となり危機

事象に対応できる政府、すなわち常に大きな政

府と小さな政府を併せ持つ行政府の在り方を検

討すべきだと思います」と、このように表現さ

れました。

私自身、新自由主義というものに完全に否定

的な考えを持っていただけに、このような柔軟

な考え方もあるのだと思い、国家の形というも

のを考える上で一考に値する、大きな心の揺ら

ぎを与えていただきました。

また、ＭＭＴの理論についてでありますが、

実は党派を超えて私を指導してくださる井本英

雄議員が、ある本を示し、「太田君、この本は

読んどったほうがいいぞ」と命令的に勧めら

れ、実際に読んでみて、私も目からうろこでし

た。財政規律というものを考える上で、ＭＭＴ

は眉唾物と思っていた私にとって、これもまた

大きな心の揺らぎを与えるものでした。

このＭＭＴの理論については、右松隆央議員

が本年の２月議会できっちり質問されましたの

で繰り返しませんが、知事の答弁では次のよう

に述べられています。

表現の一部でありますが、「ＭＭＴ理論につ

いては、経済政策の論議に幅を持たせる一石を

投じたものであると受け止めているところであ
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ります」。経済政策の論議に幅を持たせる一石

を投じたものであると受け止めているところで

ありますとは、うまい表現だなと思いました。

国がコロナ対策で大量の国債を発行する中

で、確かにＭＭＴが、今後、経済政策論議の幅

を持たせるものとなってほしいと思っています

し、あわせて、超過累進課税などの所得再配分

機能や格差を是正する機能をきっちりと導入し

ていただきたいと思っています。

また、歴史認識や人間の心の問題についてで

ありますが、令和元年９月議会で、来住一人議

員が次のように表現されています。

「韓国・朝鮮への本格的侵略に乗り出したの

が、1894年の日清戦争です。日清戦争に勝利し

た日本は、朝鮮への清国の影響力の排除を約束

させます。翌年10月、公使の三浦梧楼の指導の

もと、軍が王宮に押し入り、日本への抵抗の中

心であった明成皇后（閔妃）を殺害し、遺体を

井戸に投げ込んでおります」。

ああ、そうだったなと思い返し、私自身、身

の引き締まる思いでした。

人間というものはすばらしい生き物であり、

優しさや人の気持ちをおもんぱかる惻隠の情と

いうものを持っているが、片や、残虐性や狂気

も併せ持っている。人間は二面性を持った動物

である。だから政治というものは、その残虐性

や狂気に依拠して行われてはならない。だから

政治というものは、国民にその残虐性や狂気を

演じさせてはならない、そう思いました。

今日、ネット上での誹謗中傷、炎上をあおる

行為など、日本人の美しさがなくなってきてい

るようで、心悲しむものがあります。

前置きが長くなりましたが、質問しなければ

なりません。

過去の歴史を振り返り現代社会を見ると、政

治や経済の社会がまたしても、うそっぽくなっ

てきているような気がいたします。

うそというと、こんな話があります。

私が小学校６年生の頃だったと思います

が、60年前の話です。担任の先生が病気か何か

で欠席され、代わりに定年間近のおじいちゃん

先生が来られ、私たちの授業を見てくださいま

した。その先生が、こんな話をされました。

ある村で、うそつき大会が行われ、発表者の

みんながそれはそれは見事なうそをつくものだ

から、審査員の人たちは誰を優勝者にすべきか

迷っていたところ、最後に登場した90歳近くの

腰の曲がったおじいちゃんが、つえをついて壇

上に上がり、たった一言、「俺は生まれてこの

方、うそをついたことは一遍もねえ」と言った

そうです。この人が優勝したそうです。

この話をしてくれたその先生は、私たちに、

「面白いだろう。な、面白いだろう」と笑いを

強要しましたが、10年そこそこの人生経験しか

ない私たちは、きょとんとして、その笑いの本

当の意味が分かりませんでした。今、思い返す

と、そのことのほうがおかしくてなりません。

では、質問でありますが、経済用語に「合成

の誤謬」という言葉がありますが、この言葉の

意味は、「それぞれ個人の人間が正しいと思っ

て行動したことが、それを足し合わせた合成の

結果は、とんでもない結果を社会にもたらすこ

とがある」ということだと思います。

もっと具体的には、例えば、「それぞれの家

族が将来のためにと思い貯蓄に励み、お金をた

めておくと、それを合成した社会全体では消費

活動を停滞させ、結果として不況をもたらす」

と解釈されるかなと思います。

県も、みやざき行財政改革プランなどを作成

し、財政健全化のためのコスト縮減などに取り
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組まれるわけですが、県内26市町村も同じよう

に取り組んでおられます。このことがあらぬ結

果をもたらすことになるのではと思うわけで

す。

そこで、知事に質問いたします。

「合成の誤謬」という言葉があるが、政策決

定に当たっては、個別の課題への対応だけでな

く、全体への影響も考慮する必要があると思う

が、知事、どう思われますか。

次に、不可解で理不尽な事件として、本年８

月６日、小田急電鉄小田原線で乗客の10名が刺

傷されるという痛ましい事件が発生しました。

事件の全容は分かりませんが、報道による

と、犯人は、被害者の女性を見て「勝ち組の典

型に見えた。幸せそうな人が憎い」とも語って

いるそうです。

即断で論評することはできませんが、人間の

心の中に、勝ち組、負け組という区分、格差を

もたらすような何かが、この社会の中に存在し

ているのではないかと思えてなりません。

私は、派遣労働制なる働き方も、その大きな

一因ではないかと思います。

これまでにも私は常々言ってきましたが、派

遣労働制なるものは、1986年に導入された当時

は、ソフトウエア開発業務など13の業務に限ら

れていました。ところが、規制緩和の波に乗っ

て、2004年に製造業まで派遣できるようにな

り、今では派遣労働を含む非正規の割合が、働

く人の４割まで占めるようになったと言われて

います。

自然を相手とする開発事業などでは、環境ア

セスメントを行い、その影響を見ますが、同じ

ように、このような派遣労働制なるものを導入

する場合、人間の心や社会にどのような影響を

もたらすことになるのか、私の造語ではありま

すが、環境アセスメントならぬ「社会学的アセ

スメント」を、その導入に積極的だった国や経

団連は、行うべき責務があるのではないかと思

うほどです。

そこで、質問いたします。

派遣労働など非正規雇用で働く形態が人間の

心に影響を与えていることもあると思うが、知

事の所感を伺いたいと思います。

以下の質問は、質問者席で行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、「合成の誤謬」についてであります。

社会経済の変化や人々の価値観の多様化に伴

い、行政課題も複雑化、高度化しておりまし

て、御紹介いただきました合成の誤謬などのよ

うに、個別課題に向けた対策が、全体として予

期せぬ結果につながったり、別の分野で問題を

発生することのないよう、留意しなければなら

ないと考えております。

例えば、産業分野において、個々の企業が利

益を追求するあまり生産を拡大した結果、全体

の需給バランスが崩れて価格が下がったり、あ

るいは、ＩＴシステムについて、個別の分野ご

とに最適なものを導入した結果、全体で見ると

複雑になり、システム間の連携や統合が困難に

なるといったような事例が、国のレポート等で

も報告されているところであります。

人的資源や財源に限りがある中、緊急性や優

先順位を考慮しながら政策決定を行う必要があ

ります。その際には、合成の誤謬等を生じるこ

とのないよう、市町村や関係団体等の御意見も

伺いながら、常に全体を俯瞰しつつ取り組んで

いく必要があると考えております。

また、先ほど外山議員から御指摘をいただき
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ました、都市部における対策をそのまま地方部

に適用することの課題というところもございま

す。県民の暮らし、また、地域の実態にしっか

りと目配りを行い、総合的な判断を心がけてま

いります。

次に、派遣労働など働く形態についてであり

ます。

私は、県民が、多様で柔軟な働き方が選択で

き、心豊かに生活できる社会の実現が望ましい

と考えております。派遣労働などの非正規雇用

も、それぞれのライフスタイルに応じた雇用形

態の一つであると認識しております。

一方で、就労期間等が不安定で、賃金が低い

などの様々な課題も指摘されております。この

ような就労形態を不本意であると捉え、不安を

感じておられる方もおられると思います。

このため県では、非正規雇用を余儀なくされ

ている方々などに対し、正規雇用への転換や新

規就業を支援するため、キャリアカウンセラー

などによる個別相談の実施や企業とのマッチン

グなどにも取り組んでいるところであります。

今後とも、国や関係機関とも連携しながら、

県民が望むような働き方を選択でき、安心して

働き続けることができる社会づくりに取り組ん

でまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○太田清海議員

合成の誤謬については、知事から全体を俯瞰

してという言葉もありましたように、本当に上

に立つ人は、そういう視点を常に忘れないよう

にお願いしたいなと思います。

それから、非正規雇用の関係ですが、本当に

様々なライフスタイルがあるということは分か

ります。

ただ、例えば、自分の息子、娘が仕事に就い

たよというときに、非正規でねとかそんなこと

を言われたら、もちろん職業に貴賤の別はあり

ませんけど、親としては、正規雇用に就いてよ

と言いたくなるところもあります。ですから、

ライフスタイルの多様化というのもありますけ

ど、私は、将来の年金とか、いろんなことを考

えた場合には、しかるべき仕事に就くように頑

張っていただきたいかなとも思います。ありが

とうございました。

次に、法人税率を15％以上にしようではない

かという国際課税ルールが、今、合意されてい

くようであります。20か国・地域の財務相・中

央銀行総裁会議が、本年７月10日にあったよう

ですけど、そういう最低課税をして税逃れを防

ぐ、そんなことで合意がされようとしているの

だろうと思いますが、この動きについての知事

の所感をお伺いしたいと思います。

本年７月、ＯＥＣＤ○知事（河野俊嗣君）

（経済協力開発機構）が、多国籍企業に対する

法人税の最低税率を15％以上とすることと、支

店・工場等の物理的な拠点がない場合でも、事

業を行い利益を得た市場のある国に課税権を配

分すること、この２点を柱とする新たな国際課

税ルールにつきまして、130の国と地域が大筋合

意したことを発表しております。

これは、経済のグローバル化、デジタル化が

進展する中で、各国による法人税率の引下げ競

争や、多国籍企業による租税回避などの課題が

あることから、10年にわたり議論が積み重ねら

れてきた、その成果であります。

今回の合意は、国際協調の下で、こうした課

題の解決につながる具体的な対策について合意

が図られたということで、画期的な第一歩であ

ると考えております。

新型コロナの経済対策など財政需要が高まる

今日において、法人課税の適正化が図られ、課
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税ベースを確保する方向で議論が進むことを期

待しているところであります。

ありがとうございました。○太田清海議員

画期的な議論が始まっていると、私もそう思

います。タックスヘイブンということをずっと

私も せっかく稼いだものをみんなのために―

使うことはできないのかという思いがあった

中、国際的にこういった動きが出てきていると

いうことは、本当にいいと思います。

日本の場合ですけど、企業の内部留保という

のがありますが、これが９年連続ずっと伸びて

きているそうです。現在どのくらいあるかとい

うと475兆円。475兆円というと、111兆円になる

かという今の国家予算の４倍、５倍近いものが

企業の中に残されて、もったいないな、これを

もう少しみんなのために使ってあげるといいの

になという思いも含めて、こういう国際的な課

税ルールが新たな進歩をもたらしたことについ

てはよかったなと、ぜひいい形を取っていただ

きたいと思っております。

次に、同じく知事に質問しますが、Ｆ35Ｂの

問題。これは岩切議員、それから来住議員も質

問されました。考え方としては分かりました。

県も情報を取ろう、取ろうと努力されているこ

とについては、私も了解いたします。

いろいろな立場で一生懸命、早く県民に知ら

せないかんということだろうと思いますが。今

回の情報を見てみると、４月５日の段階で、ま

だ正式には決定していませんけどという防衛局

の発表がありましたけど、結果として、新田原

が正式に決定したということになりまして。何

か情報操作をされているんじゃないか、あの当

時、４月頃に情報をリークしながら県民の反応

を見て、結果的に新田原にということになった

のではないかと思うわけですが、知事の所感を

伺いたいと思います。

Ｆ35Ｂにつきまして○知事（河野俊嗣君）

は、今年４月の初め、国から何ら説明がない中

で、あたかも新田原基地に決定したかのような

報道がなされ、大変驚いたところであります。

この報道がどのような経緯で行われたかにつ

いては承知しておりませんが、県民に大きな不

安が広がったことから、直ちに国に対し強く抗

議したところであり、国からは、謝罪ととも

に、新田原基地が有力候補地の一つであるとの

説明を事後的に受けたところであります。

県といたしましては、今回のように、県民生

活にも影響のある情報について、安心・安全の

確保の観点から、県及び地元自治体に対し、迅

速かつ丁寧に説明を行うよう求めているところ

でもありますし、今後とも強く求めてまいりま

す。

防衛というのは、知事もよく○太田清海議員

答弁されますが、国の専管事項であるとか、法

律論争でいくと統治行為論ということで、国の

高度な政治判断については裁判になじまないの

で、裁判所自体がそういう論議から辞退してい

る。ということは、憲法の中で三権分立と言わ

れているけど、司法が判断をしなければ行政の

力が強くなると思うんです。

そういうことを考えると、この問題はいず

れ、宮崎県から見た場合、地方自治の問題と必

ずぶつかってくる。もちろん、これは憲法の精

神ともぶつかっておりますけど、地方自治から

見た場合どうなのだろうかということにもなろ

うかと思います。

このことについては、後で時間が余ったら、

もう少し説明したいと思うのですが。仲代達也

という俳優がいます。あの方は今、88歳です。

この方の手記を見ました。
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中学校１年生のとき、1945年、ちょうど終戦

の５月、焼夷弾が東京にどんどん落とされて、

山の手の友達の家にいたそうです。その焼夷弾

の中を逃げ惑っていたら、近所の知っていた女

の子が このくらいという手の仕草をしまし―

たから、中学生から見れば恐らく４歳か、その

くらいだろうと。その子の手を握って一生懸命

安全なところに逃げ込んでいった。ところが、

気がついてみたら、肘から先のない子の手を

握っていた。安全なところに行ったけれども、

まだ落ちてくるかもしれない、まだ逃げなきゃ

いかん。だから子供の腕をほたり投げた。それ

を思い出して、何であのときせめて腕だけでも

葬ってやらなかったのかな、私は何でほたり投

げたのかなという 放り投げたということで―

すけどね。

そういう体験を持った人たちがもう80歳以

上。その辺の思いもぜひ何かつないでいかない

と。日本という国は、名誉ある地位を占めたい

と思うと憲法前文に書いてある。名誉ある地位

というのは こんな経験をした日本は、国際―

社会の中で何か通常の国とは違った主張がある

のではないか、そうしなければならないんじゃ

ないかという名誉ある地位を、この日本という

のは求めていかないと。安全保障のジレンマの

中で、お互いが分離、拡張して、最終的にはど

うなるか分からないという、この社会の中での

別な任務があるのではないかなと思ったところ

であります。

次に質問を進めますが、総務部長に、会計年

度任用職員についてお伺いしたいと思います。

会計年度任用職員の任用期間や採用者の決定

方法など、その制度の実態についてお伺いした

いと思います。

会計年度任用の職○

は、地方公務員法により、一会計年度を越えな

い範囲内で、毎年度、その必要性を吟味し、新

たな職として設置することとなっております。

また、採用者の決定に際しましては、原則と

して、毎年度公募を行い、客観的な能力実証を

行うこととされております。

県におきましては、これらの考え方を踏まえ

つつ、現在任用されている職員が、翌年度も同

一の職務内容の職への任用を希望する場合に

は、人材の確保、雇用の安定等の観点から、公

募を経ずに当年度の能力実証により、連続２回

まで、再度の任用ができることとしておりま

す。

なお、公募を経て、客観的な能力実証が行わ

れる場合は、任用回数に制限はありません。

それでは、次の質問もしてお○太田清海議員

きたいと思います。

会計年度任用職員の制度運用についての県の

考え方を、総務部長にお願いいたします。

会計年度任用職員○

につきましては、制度導入２年目となり、運用

面において課題が見えたところであります。

特に、次年度の採用方針や報酬等の勤務条件

に関しましては、会計年度任用職員本人の生活

に直接影響を及ぼすことから、事前に十分な時

間を取り、本人に丁寧な説明がなされるよう、

改めて所属に周知するなど必要な対策を講じ、

しっかりと運用してまいりたいと考えておりま

す。

分かりました。１年たって、○太田清海議員

またいろいろ不備があれば対応していきたいと

いうふうな答弁でもありましたが。今聞いてい

ますと、公募せずに３年かな、そのぐらいは公

募せずにいきますということだから、その方は

大体３年間は保障されているというような捉え
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方もできるかなと思いますが、会計年度任用職

員というのは、１年１年が経過することが怖い

んですよ。次の年度、私は採用されるのだろう

か。だから２月、３月、その頃はもうたまらな

いんですね。

そのことは、10年ぐらい前でしたか、この議

会でも言いましたが。母子相談員、当時は嘱託

職員だったのでしょうか、その人たちから、

「私たちは２月頃が一番心がつらいんですよ。

採用されるか分からないから」という相談を受

けて、１回ここで言ったことがあります。

会計年度任用職員は大分改善はされてきてい

ると思いますけれども、１年というのが、やっ

ぱり物すごくつらいんですよね。その思い、１

年ごとに首を切られるのではないかというびく

びく感、これはできるだけ改善を。何かいい形

で、頑張ってねということで何かしていかれる

といいかなと思います。あと、教育委員会のほ

うでも、そういった話も今から出てくるかもし

れませんので伝えておきます。そういう会計年

度任用職員の気持ちを考えていただきながら、

対応していただきたいと思います。

次は、教員免許状更新制についてであります

が、右松議員も聞かれましたので、重複を避け

ながらいきます。教員免許状更新制廃止の理由

及び廃止前の更新対象者の取扱いや今後のスケ

ジュールについて、お伺いしたいと思います。

国が実施した更新○教育長（黒木淳一郎君）

講習についてのアンケートによりますと、最新

の知識・技能を習得できたという意見がある一

方で、対象教員にとって、講習の時間や費用等

が大きな負担となったことがうかがえ、これら

のことが廃止の方針につながったものと考えて

おります。

廃止前の更新対象者への取扱いにつきまして

は、現段階では廃止の時期等が未定であるた

め、これまでと同様の手続を進めることになる

と考えております。

教員の資質向上は重要な課題でありますの

で、県教育委員会といたしましては、今後、国

の動向を注視しながら、更新講習に代わる新た

な研修体制の構築に取り組んでまいります。

私は、この制度が導入された○太田清海議員

ときに、この制度はまずい制度じゃないかなと

思っていました。人間の心をある制度の中で押

し込むということは、大変難しいことだと思う

んです。恐らく教員の方は、この制度がなくな

るということを聞いたときに、心の中ではほっ

とされたんじゃないでしょうか。そんな思いが

私はあると思うんですよ。

―そして、こういう制度をつくる場合には

朝令暮改といいますか、つくっても10年したら

もうやめましたというような感じのものは、も

う少し制度設計するときに、いろいろなことを

考えてやらないかんことじゃなかったのかなと

思います。

正式には廃止までにはあと２年ぐらいかかる

ようで、あと２年、廃止が分かっていても受け

なければならない人がおるわけですよね。廃止

が分かっていても受けなきゃならない、そうい

う人の気持ちは、何かモチベーションが、

ちょっとこたえると思うんですよ。国も新たな

研修制度と言うならば、その辺も配慮してあげ

るようなものができないかなと思っておりま

す。

次に、教員というものは、教育技術に加えて

人間性というものが大切だと思いますけれど

も、管理職による教員の人材育成の在り方につ

いて、教育長のお考えを伺いたいと思います。

教員には、指導に○教育長（黒木淳一郎君）
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必要な知識や技能、高い専門性のほか、教員と

しての自覚や情熱、加えて、議員御指摘の豊か

な人間性を有することが大切でありまして、そ

のような人材の育成は、管理職の大きな職務で

あると認識しております。

私自身、校長時代には、先生方に対しまし

て、「子供たちに寄り添う指導を」「忙しいと

きこそ明るく心豊かに」、何より「子供たちの

目標、憧れの存在になりましょう」と、教員の

人間性の大切さを説いてまいりました。

今後とも、高い指導技術に加えて、豊かな人

間性を有する教員の育成こそ私たちの責務であ

ると、管理職に伝えてまいります。

分かりました。○太田清海議員

校長時代に、そういう対応をされたとのこと

ですが、私は、制度の中で人間の心を追い込む

ということじゃなくて、今ある校長、副校長、

教頭、指導主幹何とかというのがありましたけ

ど、そのような人たちが、新しい職員に対して

１対１で、何か問題があれば話し込んでみる。

そういう人格の陶冶といいますか、お互いの人

格を出し合いながら、こうしたほうがいいよ

と、そういう学校の人事制度の中でされること

が私は一番いいと思うんですよね。高度な技術

をつけるためには、全国の情報なんかも知らな

いかんから、そういう研修も必要かもしれませ

んけど。私は、今回のこの制度は、どうも政治

に翻弄されてしまったような制度ではなかった

のかなと思います。

教育長には最後の質問になりますけど、変化

の激しいこの社会を生き抜くたくましさを、本

県の子供たちにどのように身につけさせていく

か。私も20代の頃、この現実社会に入ることが

つらいときがありました。何で世の中こんなに

なっているんだろうと思って、心が崩れたりし

たこともありました。なかなかこの社会は難し

いという思いがあるものですから、教育長のお

考えをお伺いしたいと思います。

議員御指摘のよう○教育長（黒木淳一郎君）

に、変化の激しい社会、予測が困難な時代にお

きまして、たくましく生き抜く力を育むこと

は、極めて重要なことだと思っております。こ

のような時代にあって、今学校では、自ら問い

を立てたり、答えが１つではない問いを多面的

・多角的に考察したり、多様な他者と協働しな

がら課題を解決する学習に取り組んでおりま

す。加えて、コロナ禍という困難の中、準備の

進んだＩＣＴ環境の下、情報を正しく見極め、

適切に選択、活用していく力も不可欠なものと

なりました。今後とも、これらの力をしっかり

と培い、「未来を切り拓く 心豊かでたくまし

い 宮崎の人づくり」を推進してまいります。

これまで、例えば、私たちの○太田清海議員

会派の岩切議員が質問した義務教育修了後の児

童の支援の在り方、本当に悩ましい問題ですよ

ね。卒業されたらなかなか学校の手が及ばな

い。しかし気になる。ある先生がこんなことを

言っておられます。もう退職した先生なんです

けれども。「担任をしている１年間だけの責任

を負うというのではなく、その子供の一生にわ

たって責任があると考えてきました」という手

記を頂きました。子供を世の中に送り出そうと

するときに、この世の中が立派であってほしい

という思いも込めて言われている言葉なんで

す。教育者はみんなそういう思いだろうと思い

ます。卒業させたら終わりだというようなこと

ではないわけですよね。この子が幸せになるの

かなと。「家庭が複雑だったね、この子は幸せ

になるかな」という思いを持ちながら、先生は

頑張っているんだろうと思うんですよね。そう
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いうことで、ぜひたくましさを。私自身も中学

校３年のときに、ベトナム戦争が激しい頃でし

たので、作文に書いて出したことがあるんです

よ。「何で大人は戦争をするんですか。先生た

ちは私たちに友達と仲よくしなさいと言ってい

るじゃないですか。でも、大人は戦争している

じゃないですか」と、これが私の当時の最大の

疑問でした。今でもそうなんですけどね。そう

いう社会の在り方と教育というのは、非常に難

しい。しかし、何か変えていかないかんという

のがあるのではないかなと思います。

次に、福祉保健部長にお伺いいたします。コ

ロナ対応についてでありますが、新型コロナ患

者の保健所における移送の整備状況や、救急搬

送が必要な場合の保健所と消防機関との連携に

ついてお伺いしたいと思います。

保健所で○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、感染症法第21条に基づきまして感染症患者

の移送を行っており、移送のための車両や資機

材につきましては、国の補助事業を活用しまし

て、必要な整備を行っております。

移送車両につきましては、現在、各保健所の

公用車やレンタカーを活用しており、運転席と

乗車スペースをビニールで区分けして感染防止

の対応をしておりますが、さらに陰圧式のスト

レッチャー型や車椅子型の感染防止搬送用具を

整備しているところであります。

また、消防機関が行う救急搬送につきまして

は、保健所と消防機関との情報共有、連携が極

めて重要であると考えております。このため、

国の通知に基づきまして、双方で事前に協議を

行っておりまして、原則として、緊急時には、

各保健所が消防機関に搬送の依頼をする取扱い

としております。

加えて、症状の変化が見られる自宅療養者に

つきましては、救急搬送が迅速かつ円滑に行え

るよう、本人の同意を得て、あらかじめ消防機

関に情報を提供しているところであります。

私も事務折衝したときに、保○太田清海議員

健所と消防署とが、本当に水も漏らさぬような

対応をされているということは分かりました。

ただ、ちょっと不安に思ったのは、自宅療養し

ている人が、ちょっと気分が悪くなった、例え

ば心臓とかが悪くなったということで、思わず

救急隊に電話をして、救急隊はその人がコロナ

患者ということは知らずに行ってしまうとい

う。これも問い詰めてみましたが、保健所のほ

うもできるだけ本人の同意をとって知らせると

いう対応をしているということでありますが、

水も漏らさぬといった中に、少し、もしかし

て、そういうような対応 本人が言わないと―

かいうことで、完全防御で行かなきゃいかんの

が、普通の救急隊で行ったりしてしまうと大変

ですから、その辺は今後、十分話合いをしてい

ただきたいと思っております。

次に、選挙管理委員長にお尋ねします。期日

前投票についてでありますが、国政選挙におけ

る期日前投票者数の状況についてお伺いしたい

と思います。

期日前投票○選挙管理委員長（茂 雄二君）

につきましては、投票日当日の投票を原則とし

つつ、当日、投票が困難な選挙人の投票機会を

確保するため、平成15年に導入されました。

期日前投票者数の状況ですが、参議院選挙に

つきましては、平成16年に９万5,000人余であっ

たものが、令和元年には13万8,000人余に、また

衆議院選挙につきましては、平成17年に８

万3,000人余であったものが、平成29年には19

万3,000人余になるなど、近年は投票者数全体の

３割以上を占めておりまして、制度が定着して
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いる状況がうかがえるところであります。

近く行われる予定の衆議院選挙におきまして

は、新型コロナウイルスの感染防止対策が重要

となりますが、コロナ禍において投票所に選挙

人が集中することを避けるため、期日前投票の

積極的な利用呼びかけを検討するよう、総務省

からも助言があったところであり、投票日当日

の投票参加はもとより、期日前投票の利用につ

きましても周知してまいりたいと考えておりま

す。

本当にこれは、投票率を上げ○太田清海議員

るという意味では、民意を反映させるという意

味では必要な制度だろうと思います。原則とし

ては当日、決められた日に投票してもらうのが

いいと思うんですが。というのは、いろいろ不

祥事があった場合とか、投票したのにその候補

者が何かちょっと変説したとかいったときに、

入れて、しまったなということもあるかもしれ

ません。だから、投票日というのを基本原則に

していただきたいとは思うんですが。私たちも

候補者として、１週間とか10日間とか選挙運動

をして回りますけれども、会ったときに、「も

う俺、投票済んじゃった」とか言って、「あん

たには入れてないよ」とか言われたりすると、

本当にがっくりくるんですよ。だから、そうい

う意味で大事なことだとは思いますが。親子連

れ投票というのを前回聞きました。子供さん、

お孫さんとかがちょっと投票所に行くのが怖い

というのがあるなら、早く取り除いてやろうか

と思って、早く連れていこうかなと思っており

ます。ぜひ、投票率のアップのために頑張って

いきたいと思います。

あと、地元の問題で質問させていただきま

す。

総合政策部長にお尋ねします。延岡市に整備

中の県立体育館について、完成後の管理運営方

針はどうなっているのか、お伺いいたします。

延岡市に計画○総合政策部長（松浦直康君）

しております県立体育館は、県北地域における

スポーツランドみやざきの新たな拠点として、

大規模大会の開催や競技力向上など、本来の県

体育館の役割を十分に果たすとともに、地域で

のスポーツ活動や災害時における避難拠点とし

ての役割など、廃止となる延岡市民体育館の機

能を引き続き担えるよう整備してまいりたいと

考えております。

そのため、新体育館完成後の管理運営方針に

つきましては、現在、延岡市とも意見交換を行

いながら、検討を進めているところでありま

す。

新体育館が本県のスポーツ振興や地域活性化

に貢献するとともに、地元にも幅広く利用され

る施設となるよう努めてまいります。

この問題については、今後、○太田清海議員

地元の延岡市と管理運営方法等を議論していく

とのことでありますが、延岡市としては、使い

勝手のいい形になるということで、事務の委託

を望んでいるところもあるようです。権限移譲

という手法ではなくて、事務の委託という形が

地方自治法第252条に述べられていますが、そう

いう気持ちもあるようです。

それから、延岡花物語という、五ヶ瀬川に橋

を架けて、市民がいっぱい集まってにぎわうイ

ベントがあります。ここでも駐車場あたりが使

えるといいがねというのもあるんじゃないで

しょうか。あとは、手数料徴収条例等の件は決

めていかなきゃなりませんが、今後の議論の中

に、ひとつ延岡市の意向を酌んでいただきたい

なと思っております。

それから、次の五ヶ瀬川河口の導流堤、これ
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は方財にありますけれども、方財の海岸が浸食

されております。ここに袋詰め玉石の施工をし

ておりますけれども、袋詰め玉石をもう少し広

げることにはならんか、県土整備部長にお伺い

したいと思います。

五ヶ瀬川河口○県土整備部長（西田員敏君）

の導流堤におきましては、一部で沈下が見られ

たことから、今年１月に袋詰め玉石によるかさ

上げ工事を行った後、監視カメラを設置するな

ど、現在、砂の移動状況をモニタリングしてお

ります。

砂の移動メカニズムの解析には、季節的な変

化や台風の影響など、経年的なデータの積み重

ねが必要でありますが、現時点では、袋詰め玉

石周辺に砂が堆積している状況が確認できてお

ります。

議員御指摘の袋詰め玉石の施工を海側へ広げ

ることにつきましては、海中への投入により水

の流れが変わるなどの影響も考えられますの

で、関係者や専門家の意見を伺いながら、施工

範囲等について検討してまいります。

分かりました。私も３月頃に○太田清海議員

あの玉石が入ったのを写真に撮っております。

この前も行きました。砂がたまっているよね。

もう２メートルか３メートルかはたまっている

んじゃないかな。養浜をする上では、袋詰め玉

石のあの力は強いと、私は思いました。これは

本当に自然の形は 「一浜いじれば七浜たた―

る」という言葉がありますように、私がこう主

張したことによって、また別な影響も出るかも

しれない。そういう謙虚な考え方をもってして

も、あの玉石をテトラポットの隙間に入れただ

けで砂が移動しない、止まり込んでいくという

感じを受けましたので、部長が言われた方向で

いいですが、その辺を注視して、早めに結論を

出していただきたいなと思っております。

最後になりますけれども、同じく県土整備部

長に。北川家田地区の霞堤開口部付近において

ごみが流入するという問題があります。この防

止対策について、これまでの取組と今後の予定

を伺いたいと思います。

北川家田地区○県土整備部長（西田員敏君）

におきましては、洪水時に霞堤開口部からのご

みの流入を軽減するため、昨年度までに川の流

れを変える掘削工事などを実施したところであ

り、今年度は、霞堤開口部付近において、これ

までに行った竹の移植に加え、柳の植栽を実施

しております。

さらに、現在、掘削工事の効果を維持し、流

れを一定の方向に保つための水制工の設置につ

いて検討を進めているところであります。

今後、これまでに実施した対策の効果につい

て、出水時の状況を十分に検証しますととも

に、地域住民の方々や専門家の意見を伺いなが

ら引き続きごみ流入防止対策を講じてまいりま

す。

これについても、自然が相手○太田清海議員

ですから。私もこの前、ちょっと行ってみまし

た。水の流れが少し変わったり、土手が崩れて

県が予定していたような流れ、ちょっと難しい

ところが出てきているのかなと思いました。た

だ、今度台風が来ますので、大水が出たとき

に、またあれがどう変化するのかというのも

ちょっと注視しておかないかんなと思っていま

す。ごみの問題は、どうにか県のやり方でもう

まくいくかもしれんが、ぜひ実証していただき

たいなと思っております。

最後ですけれども、宮崎県においても安保法

制違憲訴訟が行われて、第一審の判決が出され

ました。その人たち279人の陳述書というのが出
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されておりまして、これを読ませていただきま

したが、笑われてもいいから戦争しないという

決意、それから勇気を持てというのが、80歳ぐ

らいの人たちの言葉でずっと語られていますの

で、勇気と決意をもって、戦争はせんというこ

とをぜひ決意していただきたいなという思いで

あります。

以上で終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

以上で一般質問は終わりまし○中野一則議長

た。

次に、今回提案されました議○中野一則議長

案第１号から第26号までの各号議案を一括議題

といたします。

質疑の通告はありません。

議案第15号から第25号まで採決◎

まず、公安委員会委員、人事○中野一則議長

委員会委員及び公害審査会委員の任命、または

選任の同意についての議案第15号から第25号ま

での各号議案について、お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、委員会の付託を省略して直ちに

審議することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第15号から第25号までの各号議案につい

て、一括してお諮りいたします。

各号議案については、同意することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は同意することに決定いたしまし

た。

議案第１号から第14号まで及び議案◎

第26号委員会付託

次に、議案第１号から第14号○中野一則議長

まで及び議案第26号の各号議案は、お手元に配

付の付託表のとおり、それぞれ関係の委員会に

付託いたします。

明日からの日程をお知らせいたします。

明日16日から26日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

次の本会議は、27日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決まで及び決算議案の

上程であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時39分散会

令和３年９月15日(水)
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令 和 ３ 年 ９ 月 2 7 日 （ 月 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 同

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同
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副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

公 安 委 員 長 島 津 久 友

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人 事 委 員 長 濵 砂 公 一

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

議事に先立ち、一言申し上げます。

先日の台風14号に伴う大雨では、宮崎市内海

において土砂災害が発生し、多くの方々が被害

に遭われました。

この災害により被災された皆様に対し、心か

らお見舞いを申し上げます。

議員の辞職許可◎

それでは議事に入ります。○中野一則議長

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決まで、及び決算議案の上程であります

が、ここで、脇谷のりこ議員から辞職願が提出

されておりますので、事務局長に朗読させま

す。

〔事務局長朗読〕

辞職願

私 儀

このたび、一身上の都合により、県議会議員を

辞職したいので、許可されるようお願いいたし

ます。

令和３年９月27日

宮崎県議会議員 脇谷 のりこ

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

ただいま朗読いたしました脇○中野一則議長

谷のりこ議員の辞職の件を日程に追加し、議題

とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、脇谷○中野一則議長

のりこ議員の辞職の件を議題といたします。

この場合、脇谷のりこ議員は、地方自治法

第117条の規定により除斥となりますので、退席

願います。

〔脇谷のりこ議員退席・退場〕

お諮りいたします。○中野一則議長

脇谷のりこ議員の辞職を許可することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、脇谷○中野一則議長

のりこ議員の辞職は許可されました。

暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時５分再開

議長の報告（環境農林水産常任委員会◎

副委員長互選結果）

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

ここで、御報告を申し上げます。

９月21日に開かれました環境農林水産常任委

員会で、内田理佐議員の副委員長の辞任が許可

され、武田浩一議員が副委員長に互選されまし

た。

以上、御報告申し上げます。

常任委員長審査結果報告◎

次に、議案第１号から第14号○中野一則議長

まで及び第26号の各号議案、並びに継続中の請

願第３号、第６号、第９号を一括議題といたし

ます。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、西村賢委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○西村 賢議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

令和３年９月27日(月)
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議案第１号外８件であります。慎重に審査をい

たしました結果、継続審査中の請願１件を含

め、お手元に配付の議案・請願委員会審査結果

表のとおり、議案については全会一致により、

請願第９号については賛成多数により決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、令和３年度宮崎県一般会計補正予算

についてであります。

まず、議案第１号に係る補正は、新型コロナ

ウイルス感染症対策に係るもの、国庫補助決定

に伴うもの及びその他必要とする経費について

措置するもので、115億2,200万円余の増額と

なっており、歳入財源の主なものは、繰入金103

億8,500万円余、諸収入６億1,000万円余、国庫

支出金２億7,200万円余であります。

次に、議案第26号に係る補正は、国のまん延

防止等重点措置及び県独自の緊急事態宣言の期

間延長等に伴い必要となる経費について措置す

るもので、50億1,800万円余の増額となってお

り、歳入財源の主なものは、国庫支出金49

億9,600万円余、繰入金2,200万円余でありま

す。

この結果、補正後の一般会計の予算規模

は6,792億5,300万円余となります。

このうち、総務部の補正予算は、一般会計

で75億5,000万円余の増額であり、特別会計と合

わせた補正後の予算額は2,421億3,300万円余と

なります。

この補正予算について委員より、「今回の補

正予算では、飲食店をはじめとする事業者への

支援が中心となっているが、コロナ禍での生活

困窮者への支援等について議論はされなかった

のか」との質疑があり、当局より、「所管部局

と議論しており、現状においては、これまでの

予算対応で充足しているとの報告を受けてい

る。しかし、コロナ禍において状況は刻々と変

化しているため、引き続き現状をよく分析し

て、必要に応じた支援策を検討してまいりた

い」との答弁がありました。

これに対して委員より、「引き続き、県民生

活の底上げにつながるような、寄り添った形で

の予算編成を心がけてもらいたい」との要望が

あり、当局より、「これからも本県の実情に応

じた予算を編成するとともに、それが最大限の

効果を発揮できるように取り組んでまいりた

い」との答弁がありました。

次に、ＰＣＲ検査体制の強化についてであり

ます。

これは、民間の検査機関と連携して街中検査

センターを県内に設置することで、県境往来者

に対する検査を補完するとともに、感染に不安

を抱える県民等が利用しやすい検査環境を整備

することで、感染拡大と県内経済への影響を最

小限に抑えつつ、県民の安全・安心を確保する

ものであります。

このことについて委員より、街中検査セン

ターの設置がこの時期になった理由についての

質疑があり、当局より、「ＰＣＲ検査について

は、昨年度より行政検査や保険診療以外の枠組

みでの設置を求める声が非常に大きかったが、

検査に係る費用が高額であり、県内で対応でき

る事業者もなく、事業化が困難であった。この

ような中、７月頃から町なかでのＰＣＲ検査を

受託できる事業者が全国展開されてきたため、

この時期に設置することになった」との答弁が

ありました。

また、委員より、「新型コロナの影響は今後

２～３年は続くとの見方も示されているが、県
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としてどのような対応を考えているのか」との

質疑があり、当局より、「個別のＰＣＲ検査の

需要が高まる中、今回の街中検査センターや郵

送による検査といった比較的安価に受診できる

体制が確立されてきたため、これらを県民に対

して広く周知してまいりたい」との答弁があり

ました。

次に、中山間地域振興計画についてでありま

す。

このことについて委員より、「地域を守り、

盛り上げていくためには、今そこに住んでいる

人たちが様々な地域の活動に参加するよう働き

かけることが重要ではないか」との意見があ

り、当局より、「地域に残っている方の高齢化

が進む中、地域の守り手をいかに確保するかが

課題となっている。そのような中で、若い世代

が地域に戻って様々な活動に取り組んだ結果、

地域が活性化した事例もあるので、移住施策の

一環として、若い世代のＵターンにつながる取

組を今後も続けてまいりたい」との答弁があり

ました。

これに対して委員より、「中山間地域の振興

を図る上で、若い世代に地域に戻ってきてもら

うためには、これまでよりも一歩踏み込んだ施

策を考える必要があるのではないか」との意見

があり、当局より、「公共交通の問題や空き家

の問題など、地域によって抱えている課題が異

なるため、今後も市町村に対して、しっかりと

地域の実情を確認するとともに、庁内において

も地域の課題解決のための連携を、これからも

図ってまいりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、地域振興を図る

ための施策の立案については、個々の地域の課

題を精査した上で、新たな視点から検討される

ことを要望いたします。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「総合政策及び行財政

対策に関する調査」については、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取扱いを

よろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、日髙○中野一則議長

利夫委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○日髙利夫議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、福祉保健部の補正予算についてであ

ります。

今回の補正は、新型コロナ対策のさらなる強

化に伴うもので、一般会計で80億1,800万円余の

増額であり、特別会計を合わせた補正後の予算

額は2,781億6,200万円余となります。

このうち、新規事業「医療関係等実習生ＰＣ

Ｒ検査支援事業」についてであります。

この事業は、県内の医療機関や介護・福祉施

設等での実習に参加する養成所等の学生等に対

して、実習先へのウイルスの持込みを防止する

ため、実習前のＰＣＲ検査を支援するものであ

ります。

このことについて委員より、「検査を民間検

査機関に委託することとなっているが、実習先

が医療機関等であるため、しっかりとした検査
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結果が求められる。検査の精度については問題

ないか」との質疑があり、当局より、「県が行

う行政検査を委託している検査機関を想定して

おり、検査の精度はかなり高いものとなると考

えている」との答弁がありました。

次に、新型コロナのワクチン接種についてで

あります。

このことについて委員より、「ワクチンを２

度接種したことを証明する、いわゆるワクチン

パスポートについて、国でも活用に向けての動

きがあるが、県では証明書の活用について検討

を行っているのか」との質疑があり、当局よ

り、「ワクチン接種証明書の活用については、

感染防止対策の推進と併せて、社会経済活動の

正常化に向けた取組ということで、国において

も議論が進められている。また、事業者では、

ワクチン接種済証があれば割引をするという活

動も出てきており、このような動きについて

は、必要に応じて周知を図ってまいりたい」と

の答弁がありました。

また、別の委員より、「ワクチン接種につい

ては、ＳＮＳなどで根拠のない誤った情報が出

回っている。委員会資料のデータからもワクチ

ン接種の有効性は明らかであると思うので、ま

だワクチンの接種について検討している県民に

対して、ワクチンの有効性を正しく知ってもら

うために啓発を工夫していただきたい」との要

望があり、当局より、「間違った情報によりワ

クチンを打たないという判断をされている方も

いらっしゃるとのことから、県では、そういっ

た情報は誤りで、ワクチンには効果があるとい

うことをお知らせするチラシを作成している。

各市町村でもこれを活用いただいて、引き続き

正しい情報を伝える取組を進めてまいりたい」

との答弁がありました。

次に、病院局の補正予算についてでありま

す。

これは、新県立宮崎病院の本体工事及び解体

工事等に伴うもので、資本的収入・支出それぞ

れについて、２億8,300万円余の増額補正となり

ます。

また、債務負担行為については、病院の解体

工事におけるアスベストの除去作業等により、

債務負担行為の期間を令和５年度まで延期し、

その限度額について13億5,000万円の増額を行っ

たことから、補正後の限度額を33億1,800万円余

とするものなどであります。

次に、新たな宮崎県病院事業経営計画の策定

についてであります。

これは、県立病院の医療機能の充実と経営の

健全性の確保を図るための新たな経営計画であ

り、このことについて複数の委員より、「県立

病院が本来担うべき救急医療や高度・急性期医

療と、いつ発生するか分からない今回の新型コ

ロナをはじめとする感染症や災害時の医療とを

両立することは、病院の収支を考えると非常に

困難であると思われるが、どのような対応を考

えているのか」との質疑がありました。

これに対して当局より、「県立病院として果

たすべき役割は果たしつつも、大規模な感染

症、あるいは災害については、県の医療全体で

備え対応していく必要があると考えている」と

の答弁がありました。

最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕
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次は、商工建設常任委員会、○中野一則議長

日髙陽一委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○日髙陽一議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外１件であります。慎重に審査をい

たしました結果、継続審査中の請願１件を含

め、お手元に配付の議案・請願委員会審査結果

表のとおり決定いたしました。

なお、議案第１号及び請願第３号については

賛成多数により、議案第26号は全会一致により

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、商工観光労働部の補正予算についてで

あります。

今回の補正は、まず議案第１号が、令和４年

度に宮崎市に整備を予定しております屋外型ト

レーニングセンターに関する経費について、18

億2,600万円の債務負担を設定するものでありま

す。

また議案第26号が、新型コロナウイルス感染

症対策に伴う追加補正で、一般会計で７億7,900

万円余を増額するものであり、この結果、一般

会計と特別会計を合わせた補正後の予算額は621

億1,800万円余となります。

このうち、屋外型トレーニングセンター整備

事業についてであります。

これは、「スポーツランドみやざき」のブラ

ンド力向上、スポーツキャンプ・合宿による観

光振興、県内アスリートの競技力向上のシンボ

ル的な施設として、ラグビー、サッカー等の

トップアスリートの合宿拠点を整備するもので

あります。

このことについて委員より、「整備地を無償

で借り受ける予定となっているが、今後、有償

になることはないのか」との質疑があり、当局

より、「永続的な施設として運営を行うため、

地上権の設定を行い、期間は決めずに無償で借

り受ける契約を締結したい」との答弁がありま

した。

また、別の委員より、「整備効果で想定して

いるＪリーグやラグビーチームの新規キャンプ

の誘致については、具体的な話があるのか」と

の質疑があり、当局より、「昨年、グラウンド

の空きがなく、キャンプを断念したチームがあ

るため、それらを新規誘致につなげたい」との

答弁がありました。

さらに、複数の委員より、「経済波及効果を

どのように周辺市町にもたらすのか」との質疑

があり、当局より、「日本代表チームやトップ

チームを誘致することで、スポーツランドみや

ざきの知名度が向上し、周辺市町への学生や社

会人等の新規合宿の増加につながり、宿泊施設

利用や観客動員による経済波及が見込まれる」

との答弁がありました。

当委員会といたしましては、屋外型トレーニ

ングセンターの永続的な運営ができるように、

敷地借受け条件等を精査した上で契約締結を行

うとともに、多くの新規キャンプ・合宿の誘致

につなげ、「スポーツランドみやざき」のブラ

ンド力向上や、県内全域へ経済効果をもたらす

ような施設となるよう強く要望いたします。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、７月豪雨により被災した松尾

ダムの放流操作装置の更新工事の期間が年度を

またぐことから、その経費として１億円の債務

負担を設定するものなどであります。

次に、県営住宅の管理上必要な訴えの提起、

- 282 -



令和３年９月27日(月)

和解及び調停についてであります。

このことについて委員より、「明渡し請求に

より、実際に明渡しを行った方はどのくらいい

るのか」との質疑があり、当局より、「令和元

年度は４件の明渡し請求を行っており、このう

ち３件は令和２年度に強制執行を行った」との

答弁があり、これに対して委員より、「強制執

行を行った方の滞納家賃はどうなっているの

か」との質疑があり、当局より、「引き続き請

求を行っているが、連絡が取れなくなり徴収が

困難な場合もある」との答弁がありました。

次に、７月に現地調査を行った、宮崎海岸の

浸食対策についてであります。

これは、海岸背後地の人々の安心・安全を確

保するとともに、国土を保全することを目的

に、国土交通省が養浜や突堤の配置等を行って

いるものであります。

このことについて委員より、「突堤の配置が

進んでいないようだが、事業完了年度はいつ

か」との質疑があり、当局より、「突堤配置は

関係者との調整が難航し滞っているが、事業完

了は令和９年度の予定である」との答弁があり

ました。これに対して委員より、「地元との協

議は、国に任せるのではなく、県も積極的に行

うべき」との意見がありました。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「商工観光振興対策及

び土木行政の推進に関する調査」については、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会中

の継続審査といたしたいので、議長においてそ

の取扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○中野一則議長

会、岩切達哉委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○岩切達哉議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、環境森林部が所管する出資法人等の

経営状況についてであります。

このうち、一般社団法人宮崎県林業公社につ

いて、当局より、「令和２年度の事業実績とし

て、間伐による分収林の適正管理や、作業路開

設による生産性の向上などに取り組んだ」との

報告がありました。

これに関連して委員より、「現在のように木

材価格が高いときに、伐採計画の変更や見直し

は行わないのか、また、利益が出れば再造林も

促進されると考えるが、その見通しを伺いた

い」との質疑があり、当局より、「平成30年度

に策定した第４期経営計画では、年間主伐面積

を180ヘクタールとしているが、令和３年度は木

材価格が上昇していることから、240ヘクタール

以上を目標としている。分収林契約解除後の再

造林につなげるためにも、時期を見極めながら

公売を行い、森林所有者への分収交付金が多く

なるよう努めてまいりたい」との答弁がありま

した。

次に、第七次森林・林業長期計画に基づく令

和２年度の取組についてであります。

このことについて当局より、循環型の力強い

林業・木材産業づくりの一環として、林道や作

業道の開設、高性能林業機械等の導入支援に取

り組んだことなどについて報告がありました。
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これに対して委員より、「林家、山元に利益

を還元するためには、流通面でのコスト削減に

つながる林内路網の整備が重要であるが、本県

の現状及び今後の方針はどのようになっている

のか」との質疑があり、当局より、「本県の林

内路網密度は全国第３位とトップクラスであ

り、林業生産及び山村地域の生活基盤の向上に

貢献しているところである。コスト削減のため

には路網が不可欠であるため、林地の地形に応

じた壊れにくい林道等を適切に整備するととも

に、トレーラーの走行が可能な林道の開設や、

既設林道の改良にも取り組んでまいりたい」と

の答弁がありました。

次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で１億9,100万円余の

増額であり、この結果、一般会計と特別会計を

合わせた補正後の予算額は441億3,400万円余と

なります。

次に、第七次農業・農村振興長期計画におけ

る主な取組等についてであります。

このことについて当局より、平成28年度から

の５年間、「新たな時代の変化に対応したみや

ざき農業の成長産業化」という基本目標を掲げ

て取り組んだ８つの重点プロジェクトの成果や

課題について報告がありました。

これに関連して委員より、「稲作をはじめと

した農家の経営安定、もうかる土地利用型農業

法人を育成していく必要があると思われるが、

現状を教えてほしい」との質疑があり、当局よ

り、「今年度より普及センターの支援体制を見

直したところであり、法人間のネットワークづ

くりや雇用環境の改善など、共通の課題解決に

向けた取組を支援している。特に、耕種部門の

産出額が落ちてきているので、部門別に振興計

画を作成し、経営の安定化に向けて取り組んで

まいりたい」との答弁がありました。

また、同じ委員より、「数年前に国富町に整

備された次世代施設園芸団地については、次世

代の担い手や経常利益の面で期待されていた効

果が出ていないと思われるが、現状を教えてほ

しい」との質疑があり、当局より、「本施設

は、技術実証の拠点としての機能に加え、今年

度から新規就農者が研修する場としても活用す

ることとしており、次世代の担い手を育成して

いく役割も担う重要な施設であると考えてい

る。また、利益を出すためには、収量性を改善

していく必要があると考えており、県として

も、引き続きＪＡ等と連携した支援を行ってま

いりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、これまで行って

きた事業の効果について、しっかりと分析と検

証を行い、第八次長期計画で取り組む事業の実

効性をより高いものとしていただくよう要望い

たします。

次に、野生鳥獣による農林作物等への被害に

ついてであります。

このことについて当局より、「令和２年度の

野生鳥獣による農作物の被害額は約３億4,500万

円であり、前年度と比較して約170万円減少し

た」との報告がありました。

これに関連して委員より、「鳥獣被害防止特

別措置法が改正され、捕獲した鳥獣の有効利用

策として、食肉以外への利用促進が盛り込まれ

たが、県内にもこれに対応する動きはあるの

か」との質疑があり、当局より、「鳥獣被害防

止総合対策交付金拡充の一環として、ペット

フードや革製品等に加工する取組が強化される

ことになり、県内でもこれに取り組む意向の処

理加工業者があると聞いている。今後は、捕獲
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した鳥獣の食肉以外の利活用にも力を入れて取

り組んでまいりたい」との答弁がありました。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取扱いを

よろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○中野一則議長

会、重松幸次郎委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告い○重松幸次郎議員

たします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第３号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、継続審査中の請願１件を含

め、お手元に配付の議案・請願委員会審査結果

表のとおり、議案についてはいずれも全会一致

により、請願第６号については賛成多数により

決定いたしました。

以下、審査の概要について申し上げます。

初めに、警察本部の所管する公益財団法人宮

崎県暴力追放センターの経営状況についてであ

ります。

このことについて委員より、「暴力追放セン

ターのホームページのアクセス件数が伸びてい

ないが、県民にとって分かりやすい情報発信を

行う努力が必要ではないか」との質疑があり、

当局より、「県民に対して、当センターの取組

や暴力団への対応について知っていただくた

め、分かりやすい情報発信の方法を今後工夫し

てまいりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、暴力団追放の意

識の醸成にもつながっていくと考えられるの

で、情報発信の取組を進めるとともに、県民の

不安を払拭するためにも、警察本部として暴力

団排除に強い姿勢で臨んでいただくよう要望し

ます。

次に、損害賠償額を定めたことについてであ

ります。

このことについて当局より、「警察職員によ

る交通事故等が５件発生したことから、職員の

交通事故防止対策を推進してまいりたい」との

説明がありました。

当委員会といたしましては、交通違反取締り

を行う警察職員の交通事故は、警察全体の信用

を失うことにつながることから、そのような事

故が発生しないよう、職員に対する教育の徹底

を要望します。

次に、教育委員会における財産の取得につい

てであります。

これは、県立高等学校及び中等教育学校の低

所得世帯の生徒に対して、効果的な教育活動の

実施に必要な環境を整備するために、タブレッ

ト端末3,400台を整備するものであります。

このことについて委員より、「導入したタブ

レット端末を各学校にどのような基準で割り当

てていく計画なのか」との質疑があり、当局か

ら、「各学校ごとの奨学給付金受給生徒の数を

把握しており、その人数を目安に各学校に割り

当てていく」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、タブレット端末

を全ての学校で有効に活用していただき、全て

の生徒に対してひとしく効果的な教育活動を実

施していただくよう要望します。

次に、家庭教育を支援するための施策の実績

等についてであります。

このことについて委員より、「議員発議で制

定された家庭教育支援条例では、全庁的な取組

の結果について、毎年報告を受けることになっ
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ているが、令和２年度から本格化した新型コロ

ナの影響で、地域と連携した支援が薄れつつあ

ることをどのように考えているのか」との質疑

がありました。

これに対して当局より、「今後、継続的に分

析を行い、他部局や市町村と連携し、家庭教育

に関して支援が必要な家庭が取り残されないよ

う取り組んでまいりたい」との答弁がありまし

た。

次に、教育に関する事務の管理及び執行の状

況の点検及び評価の報告書についてでありま

す。

このことについて委員より、「読書県づくり

の推進についての評価が、４段階評価で一番低

いＤ評価となっている理由はなぜか」との質疑

があり、当局より、「新型コロナの影響により

学校図書館が閉鎖されたことに伴い、読書冊数

が減少したことによるものであるが、今年度は

密にならないよう工夫をして学校図書館を運営

しており、今後、読書冊数は元の水準に戻る見

込みである」との答弁がありました。

また、別の委員より、「将来の夢や目標を

持って職業や生き方を考えている中学３年生の

割合がＤ評価となっていることについて、どの

ような分析をしているのか」という質疑があ

り、当局より、「本来であれば地域と連携し、

地域企業を訪問して職業について学ぶ予定で

あったが、新型コロナの影響により、学校外で

のキャリア教育活動が制限されてしまったこと

が主な原因だと考えられる」との答弁がありま

した。

当委員会といたしましては、新型コロナの影

響により様々な教育活動に制限が出ているが、

感染防止対策を充実させ、キャリア教育や読書

活動の推進といった児童生徒の本来の学びの機

会や場所が失われることがないよう要望しま

す。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「教育及び警察行政の

推進並びに公営企業の経営に関する調査」につ

きましては、地方自治法第109条第８項の規定に

より、閉会中の継続審査といたしたいので、議

長においてその取扱いをよろしくお願いいたし

ます。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査結○中野一則議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○中野一則議長

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

討論の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、来住一人議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○来住一人議員

はようございます。

私は、日本共産党を代表して、ただいま議題

となっております議案第１号「令和３年度宮崎

県一般会計補正予算」に反対する立場から討論

したいと思います。

本議案は、一般会計予算に115億2,205万8,000

円を追加し、予算の総額を6,742億3,573万4,000

円に補正するというものであります。

補正予算の内容は、新型コロナ対策として、

医療関係の学生などが実習を行う際、感染対策

としてのＰＣＲ検査や、介護施設等における感

染拡大を防止する環境整備、また感染された方
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を図るというものであります。このほか、鳥獣

による農林作物被害の減少を図るための事業な

どを進めるものであり、全体として、県民の命

と健康を守るなど、県民にとって欠くことので

きない補正となっているものであります。

我が党が同意できないものは、屋外型トレー

ニングセンター整備事業として18億2,600万円の

債務負担行為の追加をされていることでありま

す。屋外型トレーニングセンターは、フェニッ

クスリゾート株式会社のフェニックス・シーガ

イア・リゾート・オーシャンドームの跡地に、

県がラグビー・サッカー場、多目的グラウン

ド、室内練習場、クラブハウス、トレーニング

ジムを18億2,600万円をかけて、令和３年から令

和４年度までに整備するというものでありま

す。

本県は、2027年開催予定の国民体育大会に向

けて、陸上競技場を都城市に、競技用プールを

宮崎市に、体育館を延岡市に、計約370億円を投

入し、３施設を建設中であります。

また、各市町村は、陸上競技場や体育館、野

球場などを有しており、自治体においては、中

学校校区ごとに設置しているところもありま

す。さらに、サッカー場を有している自治体も

あり、現にＪリーグのチーム等がキャンプを

行っております。

県内におけるスポーツ施設の現状から、県民

のスポーツ競技力向上や施設不足から、問題と

なるラグビー・サッカー場、多目的グラウンド

等の建設を必要としないことは明白でありま

す。

事業の目的を、知事提案理由説明で、要旨で

はありますが、次のように述べていることから

も明らかです。

「本県におけるポストコロナを見据えたス

ポーツランドみやざきの新たな展開を図り、そ

のブランド力の向上、観光振興、競技力向上の

シンボル的な施設として、シーガイア・オー

シャンドーム跡地にラグビー、サッカー、陸上

等のトップアスリート等の合宿拠点を整備する

ものであります」としております。ただ、観光

振興のシンボル的施設であると述べているもの

の、フェニックスリゾート社との関係は一切触

れず欠落させております。

トップアスリート等の合宿拠点として整備さ

れるのでありますが、その関係者などの宿泊

は、フェニックスリゾート社のホテルになるこ

とは容易に予想できるものであります。だから

こそ、同社が土地を無償で貸与するというもの

であります。こうしたことから、整備される施

設は事実上、フェニックスリゾート社の宿泊施

設確保のための附帯施設の一つになるというも

のであります。

「スポーツランドみやざき」という大義名分

をもってしても、「フェニックスリゾート社の

附帯施設になぜ公金をつぎ込むのか」という県

民の声を抑え込むことは絶対にできません。県

民は、風水害などで家屋等に被害を受けても、

一定の条件をクリアしなければ助成を受けるこ

とはできません。基本的には、個人の財産構築

に公的支援を受けることはできないわけです。

コロナ危機の下、県民生活が深刻な事態の中

で、県民の理解が得られないのは当然のことで

あります。また、県民の理解が得られるか否か

にかかわらず、一企業の利益のために巨額の税

をつぎ込むことは、やってはならないことで

す。ましてや、県も出資した第三セクターで進

めた事業が失敗し、その跡地にまた税を投入す

るということは、考えられないことでありま
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す。フェニックスリゾート社からの要請や発案

だろうと思います。

第三セクターで進めた事業の失敗に反省もな

く、またこれを進める。こうした手法は、あま

りにも県民を愚弄するものであると、怒りさえ

覚えるものであります。

本事業は直ちに中止することを求めて、討論

を終わります。（拍手）〔降壇〕

次は、前屋敷恵美議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。

今議会に提案されております、議案第11号

「事業契約の締結について」に反対の立場から

討論を行います。

同議案は、宮崎市錦本町に新たな県のプール

建設を行うとするもので、この県プール建設整

備に「ＰＦＩ手法」を導入し、民間の資本を活

用して「県プール整備運営事業」として、設計

・建設・運営・維持・管理を民間事業者に委ね

るとするものです。

契約の相手方は、「ひなたメドレー株式会

社」、契約金額は155億9,440万8,800円とされて

いますが、この金額に、契約に基づき金利変

動、物価変動等を改定事由として算定した増減

額並びに当該増減額に係る消費税及び地方消費

税相当額を加算した額とされております。この

事業期間が、契約発効の日から令和22年３月31

日までと、今後、約18年余の長期スパンの中

で、契約金額は非常に流動的と言えます。

県立プールは、あくまで公営施設の公共事業

として、県民が低料金で利用でき、また、水泳

の公式試合等に活用したりと、福祉の増進のた

めに寄与するものです。

今回、県立プール建設・運営にＰＦＩ手法を

導入して、従来、県が行ってきた事業を民間事

業者が行うことで、民間事業者の経営上のノウ

ハウや専門性が生かされ、コスト削減や良質な

サービスが提供されるとしていますが、どうす

ることで、どれほどのコスト削減になるのか、

営利を目的とする民間企業が、利用料金の設定

を含め、果たして、県立プール運営において、

公共の福祉事業としての目的を満たすことがで

きるのか、甚だ疑問です。

そもそもＰＦＩは、イギリスが発祥の地です

が、今や新規のＰＦＩ事業は大きく減少してお

り、ＰＦＩ事業を手がけた大手企業の経営破綻

や、ＰＦＩのための特別目的会社（ＳＰＣ）の

株式が事業途中で売却され、莫大な値上がり益

をもたらし問題となるなど、ＰＦＩそのものへ

の批判が国内でも高まっていると報じられてい

ます。

日本では、 1 9 9 9年にＰＦＩ法が制定さ

れ、2018年に改定ＰＦＩ法も成立。従来、地方

公共団体が行ってきた学校給食や、ごみ焼却

場、水道事業、空港など多岐にわたる公共事業

にＰＦＩを導入し、民間に新たな事業と運営権

を委ねるやり方が位置づけられてきました。

我が党は、ＰＦＩ事業は公共事業の民間への

切り売りであり、とりわけ大企業や金融機関、

ゼネコンのための新事業づくりであると反対し

てきました。

これまで、国内のＰＦＩ事業は、様々な問題

とともに破綻も相次いでいます。大きな関心を

集めたのが、第１回日本ＰＦＩ大賞特別賞を受

賞した仙台市泉区の屋内プールの天井落下事故

です。市は、事故被害者へ「第一義的な責任は

事業者にある」として直接責任を取らず、市民

からは、「市の施設なのに市が責任を取らない

のはおかしい」と批判の声が出されました。

また、全国初の「医療ＰＦＩ」として注目さ
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れた高知医療センターが、僅か５年で破綻し、

公共が責任を持つべき医療に、なぜＰＦＩが相

入れないのかを雄弁に物語るものとなっていま

す。いずれにしても、本来の行政責任を曖昧に

する事例であると思います。

今回の「県プール建設整備事業」において、

この公共施設の建設を民間が請け負うことは

あっても、その運用、運営までも民間に委ね、

利益を得る対象として明け渡すなど、本来、あ

り得ないことと思います。そもそも、県民の福

祉の増進を図る行政と、利益を追求する民間企

業とでは、目的そのものが違います。

このプール事業に限らず、利用料金の徴収を

行う公共施設について、施設の所有権を発注者

である公的機関に残したまま、運営権を民間事

業者に委ねる「コンセッション方式」の導入

は、投資家へのビジネスチャンスを与え、投資

家への利益誘導のためのものと言えます。

先ほども述べましたが、問題が起きたときの

責任の所在が不明確になるケースも多く、県民

との関係において、信頼関係が損なわれかねま

せん。

公共施設は、本来の目的に沿って、県民の共

有財産として十分に利活用し、発展させること

が重要であり、ＰＦＩ事業の導入には反対する

ことを申し述べて討論といたします。以上で

す。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○中野一則議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第１号及び第11号採決◎

これより採決に入ります。○中野一則議長

まず、議案第１号及び第11号について、一括

お諮りいたします。

両案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両案は委○中野一則議長

員長の報告のとおり可決されました。

議案第２号から第10号まで、第12号から◎

第14号まで、及び第26号採決

次に、議案第２号から第10号○中野一則議長

まで、第12号から第14号まで、及び第26号の各

号議案について、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決され

ました。

閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から、閉

会中の継続審査及び調査の申出がありますの

で、これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第３号についてお諮りいたしま

す。

本請願を、委員長の申出のとおり閉会中の継

続審査とすることに賛成の議員の起立を求めま

す。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○中野一則議長

委員長の申出のとおり閉会中の継続審査とする

ことに決定いたしました。

次に、請願第６号についてお諮りいたしま
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す。

本請願を、委員長の申出のとおり閉会中の継

続審査とすることに賛成の議員の起立を求めま

す。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○中野一則議長

委員長の申出のとおり閉会中の継続審査とする

ことに決定いたしました。

次に、請願第９号についてお諮りいたしま

す。

本請願を、委員長の申出のとおり閉会中の継

続審査とすることに賛成の議員の起立を求めま

す。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○中野一則議長

委員長の申出のとおり閉会中の継続審査とする

ことに決定いたしました。

次に、ただいまお諮りいたしました請願を除

く閉会中の継続審査及び調査については、各委

員長の申出のとおり決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各委員長の申出のとおり、閉会中の継続審

査及び調査とすることに決定いたしました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、委員長から議案の送付を受けましたので、

事務局に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和３年９月27日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

提出者 議会運営委員長 右松 隆央

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

新型コロナウイルス感染症対策に係る財政

支援等の拡充を求める意見書

議員発議案第２号

「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置

法」の期限延長に関する意見書

議員発議案第３号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度

の拡充を求める意見書

議員発議案第４号

大雨等による災害対策充実強化についての

意見書

議員発議案第５号

気候変動、災害、新型コロナウイルス感染

症拡大下における持続可能な営農支援を求

める意見書

議員発議案第１号から第５号まで追加◎

上程、採決

ただいま朗読いたしました議○中野一則議長

員発議案第１号から第５号までの各号議案を日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

議員発議案第１号から第５号までの各号議案

を一括議題といたします。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、説明を省略して直ちに審議する
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ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号から第５号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案を原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

議案第27号から第31号まで上程◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、知事から、議案第27号から第31号までの各

号議案の送付を受けましたので、これらを一括

上程いたします。〔巻末参照〕

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○中野一則議長

明を求めます。

〔登壇〕 ただいま提案○知事（河野俊嗣君）

いたしました議案の御説明に先立ち、２点御報

告を申し上げます。

まず、宮崎市内海における土砂災害について

であります。

９月16日、台風第14号の影響による局地的豪

雨により、宮崎市内海において土砂災害が発生

し、現在、国道220号は内海から小内海間が全面

通行止め、ＪＲ日南線は青島から志布志間が運

転見合せとなっております。被害に遭われまし

た地域の皆様に、心よりお見舞いを申し上げま

す。

９月23日、中野議長とともに現場を視察した

ところ、水分を含んだ大量の土砂が山腹斜面か

ら崩落して海辺の家屋まで流入しており、不安

定な状態でとどまっております。復旧工事に当

たる国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事

務所では、二次災害を防ぐ観点から、慎重に作

業を進める必要があると判断しており、現時点

で復旧時期のめどが立っておりません。

国道220号とＪＲ日南線は、宮崎市と日南市、

串間市を結び、通勤や通学、通院等で利用され

るなど、地域住民の生活に必要不可欠な交通イ

ンフラであり、住民生活や地域経済に甚大な影

響が生じております。当面の対応として、本日

より、ＪＲ九州が代替交通手段としてバス輸送

を開始し、宮崎交通により臨時バスが運行され

ることとなっており、深く感謝申し上げます。

県としては、一日も早く利用者の不安や負担

が解消されるよう、地元自治体と連携しなが

ら、国道220号の早期復旧及びＪＲ日南線の全線

復旧について、国やＪＲ九州等に強く要望して

まいります。

次に、本県の新型コロナウイルス感染症対策

の状況についてであります。

本県の感染状況につきましては、直近の１日

当たりの新規感染者は減少傾向となっており、

また、病床使用率が低下するなど、医療提供体

制への負荷も軽減されつつあります。これも県

民の皆様や県内事業者の皆様の感染防止対策に

対する御理解と御協力のおかげであり、改めて

深く感謝を申し上げます。

９月末まで本県に適用されている「まん延防

止等重点措置」につきましては、期限をもって

解除すべき状況にあるものと判断し、その旨を

内々に国に伝えているところであり、明日にも

国の方針が正式決定される見通しとなっており
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ます。

また、県独自の「緊急事態宣言」（レベル

４）についても今月末までとし、警報レベルの

引下げを検討しております。

これらの取扱いを含めた今後の対応につきま

しては、国の示す方針を踏まえ、専門家や市町

村長との意見交換等を行った上で決定し、早急

に具体的な方針をお示ししてまいります。引き

続き、県議会をはじめ、県民の皆様の一層の御

理解と御協力を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。

それでは、提案しました議案の概要について

御説明いたします。

まず、議案第27号「令和２年度宮崎県歳入歳

出決算の認定について」であります。

これは、令和２年度の一般会計と15の特別会

計の決算について、地方自治法の規定に基づ

き、議会の認定に付するものであります。

このうち、一般会計歳入歳出決算の概要につ

いて御説明申し上げます。

決算の結果は、歳入7,038億9,964万9,000円、

歳出6,866億4,948万5,000円となっており、翌年

度への繰越事業に充当する財源を差し引いた実

質収支は103億8,547万円となっております。

令和２年度の財政運営につきましては、新型

コロナ対策として、医療提供体制の確保や県民

生活を維持するための対策など、国の交付金を

活用しながら機動的に対応したところでありま

すが、今後も新型コロナの影響が続くものと見

込まれます。

また、年々増加する社会保障関係費に加えま

して、防災・減災対策や公共施設等の老朽化対

策、国民スポーツ大会開催に係る経費等に多額

の財政負担が見込まれております。

このような財政状況におきましても、人口減

少問題や地域経済の活性化など、本県の抱える

課題に的確に対応しつつ、将来を見据えた施策

を積極的に推進していくためには、引き続き、

行財政改革の取組を進め、健全な財政運営を

行っていく必要があると考えております。

次に、議案第28号から第31号までは、令和２

年度の電気事業会計、工業用水道事業会計、地

域振興事業会計及び県立病院事業会計につきま

して、地方公営企業法の規定に基づき、決算に

ついて議会の認定に付するものなどでありま

す。

このほか、報告が２件ございますが、令和２

年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足

比率につきまして、地方公共団体の財政の健全

化に関する法律の規定に基づき、また、令和２

年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業）継

続費精算報告書につきまして、地方公営企業法

施行令の規定に基づき、それぞれ議会に御報告

するものであります。

以上、追加提案しました議案の概要について

御説明いたしました。よろしく御審議のほどお

願い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○中野一則議長

明日からの日程をお知らせいたします。

明日９月28日及び29日は、議案調査のため本

会議を休会いたします。

次の本会議は、９月30日午前10時から、決算

議案に対する質疑、決算特別委員会の設置及び

決算議案の委員会付託であります。

本日はこれで散会いたします。

午前11時６分散会

令和３年９月27日(月)
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令 和 ３ 年 ９ 月 3 0 日 （ 木 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（36名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 同

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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議員の辞職許可◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は、決算議案に対する質疑、決算

特別委員会の設置、及び決算議案の委員会付託

でありますが、ここで、内田理佐議員から辞職

願が提出されておりますので、事務局長に朗読

させます。

〔事務局長朗読〕

辞職願

私 儀

このたび、一身上の都合により、県議会議員を

辞職したいので、許可されるようお願いいたし

ます。

令和３年９月30日

宮崎県議会議員 内田 理佐

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

ただいま朗読いたしました内○中野一則議長

田理佐議員の辞職の件を日程に追加し、議題と

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、内田○中野一則議長

理佐議員の辞職の件を議題といたします。

この場合、内田理佐議員は、地方自治法第117

条の規定により除斥となりますので、退席願い

ます。

〔内田理佐議員退席・退場〕

お諮りいたします。○中野一則議長

内田理佐議員の辞職を許可することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、内田○中野一則議長

理佐議員の辞職は許可されました。

暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時５分再開

知事発言◎

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

ここで、知事から発言の申出がありますの

で、これを許します。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。発言をお認めいただき、ありがとうご

ざいます。

本県の新型コロナウイルス感染症対策の状況

について御報告申し上げます。

９月27日、政府対策本部において、本県に適

用されているまん延防止等重点措置について、

本日30日をもって解除することが正式決定され

ました。

これを受け、県感染症対策協議会において専

門家の御意見を伺うとともに、市町村長との意

見交換を行った上で、昨日、県対策本部会議に

おいて県独自の緊急事態宣言（レベル４）につ

いて、明日10月１日より10日までを目途とし

て、感染拡大緊急警報（レベル３）に移行する

旨を決定したところであります。

爆発的な感染拡大に見舞われた第５波におき

ましては、長期にわたり原則外出自粛や県外と

の往来自粛、飲食店等への営業時間短縮などを

要請し、県民や事業者の皆様に多大なる御負担

や御苦労をおかけすることとなりました。御理

解と御協力に対し、深く感謝を申し上げます。

全国的には、都市部を中心として、必ずしも

十分に感染が鎮静化されないまま、全ての緊急

事態宣言等が解除されることとなり、今後の感

令和３年９月30日(木)
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染再拡大、リバウンドに厳重な警戒が必要であ

ると考えております。

また、県内においても、いまだ宮崎市などで

散発的に感染が確認されており、人流の増加が

見られたシルバーウイークの影響も注視する必

要があります。

10月以降は、第５波までの検証を行いなが

ら、段階的に行動要請を緩和しつつ、社会経済

活動の回復に取り組むとともに、若年層を重点

にワクチン接種を促進し、引き続き医療提供体

制の強化を図るなど、第６波への備えを強化し

てまいります。

県議会をはじめとする県民の皆様の一層の御

理解と御協力を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。以上であります。〔降壇〕

決算議案に対する質疑◎

次に、議案第27号から第31号○中野一則議長

までの各号議案を一括議題といたします。

これより議案に対する質疑に入りますが、質

疑についての発言時間は１人10分以内といたし

ます。

質疑の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

（拍手） おはようございま○前屋敷恵美議員

す。日本共産党の前屋敷恵美でございます。

ただいま提案されております、議案第27号

「令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定につい

て」の質疑を行います。自席から行わせていた

だきます。よろしくお願いいたします。

まず、財政運営についてですが、歳出につい

て伺います。

翌年度への繰越額が総額921億1,368万円余

と、前年度を313億7,786万円余も上回っており

ます。農林水産業費、教育費の繰越額につい

て、その全体額及びその主なものと理由をお聞

かせいただきたいと思います。最初に農政水産

部長、そして教育長、お願いいたします。

農林水産業費○農政水産部長（牛谷良夫君）

の繰越額は、全体で216億3,732万円余となって

おります。

その主なものは、国の補正予算に伴い、令和

３年２月の補正予算で計上いたしました公共土

地改良事業や山地治山事業などであり、工期が

不足したことなどによるものであります。

教育費の翌年度繰○教育長（黒木淳一郎君）

越額は34億6,872万円余となっております。

その主なものは、産業教育の充実に向けた教

育装置整備事業であります。

繰越しとなった理由でありますが、国の補正

予算の関係により、工期が不足したことによる

ものであります。

では続けます。次に、不用○前屋敷恵美議員

額についてお伺いします。

今年度、各部署での不用額が総額262億6,968

万円余と、前年度を108億5,562万円余も上回っ

ております。農林水産業費について、その全体

額及びその主なものと理由をお聞かせくださ

い。農政水産部長、お願いします。

農林水産業費○農政水産部長（牛谷良夫君）

の不用額は、全体で25億1,592万円余となってお

ります。

その主なものは、家畜防疫体制整備事業にお

いて、昨年12月、高病原性鳥インフルエンザの

防疫措置に要する経費を増額補正し、最大限の

備えをしておりましたが、当初の想定よりも執

行額が少なかったことなどにより、不用となっ

たものであります。

では次に、特別会計につい○前屋敷恵美議員

て伺います。
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まず、宮崎県育英資金特別会計について伺い

ます。

令和２年度の貸付額は５億4,989万5,000円で

す。前年度より9,788万円余の減少です。貸与人

数は何人ですか。また、その内訳として、高校

生、大学生について、それぞれ伺いたいと思い

ます。教育長、お願いします。

令和２年度におけ○教育長（黒木淳一郎君）

る貸与人数は1,715人で、内訳は、高校生に相当

する年代が1,601人、大学生に相当する年代

が114人となっております。

前年度と比較しますと309人の減少で、内訳

は、高校生に相当する年代が274人減、大学生に

相当する年代が35人減となっております。

ありがとうございます。○前屋敷恵美議員

また、収入未済額が５億3,400万円余となって

おります。その主な要因について、どう把握さ

れ、分析しておられるのか伺いたいと思いま

す。教育長、お願いします。

収入未済の要因に○教育長（黒木淳一郎君）

つきましては、様々な事情があり、一概には申

し上げられませんが、まず、返還意識が低いと

思われるものが多いことが考えられます。

また、定職に就かない場合や、非正規等で給

与が安定しない場合なども見受けられます。

では続いて、沿岸漁業改善○前屋敷恵美議員

資金特別会計についてお伺いします。

予算現額が２億6,279万8,000円です。貸付額

が1,287万円ですが、令和２年度の貸付件数は何

件なのか伺います。農政水産部長、お願いしま

す。

沿岸漁業改善○農政水産部長（牛谷良夫君）

資金は、沿岸漁業者に対し、漁船購入等の資金

を無利子で貸し付けるものであり、新規就業者

などの資金力が弱い漁業者が経営基盤を整える

ために不可欠な常設資金であります。

令和２年度の貸付件数は１件であり、漁船の

エンジンの整備に充てられたものであります。

特別会計の予算現額と支出○前屋敷恵美議員

済額に乖離があるということが、ここ数年指摘

されておりますが、この乖離の要因を伺いたい

と思います。農政水産部長、お願いします。

当資金は、国○農政水産部長（牛谷良夫君）

と県が拠出して造成しており、長期間にわたっ

て資金を運用するため、現年度の貸付額の目安

を6,000万円程度とし、不用額は翌年度に繰り越

すことで、貸付け財源を確保しているところで

あります。

歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた主な

要因は、漁船の若返りを図るために国が創設し

た、「水産業競争力強化漁船導入緊急支援事

業」、いわゆる「漁船リース事業」の活用が増

えたことによるものであります。

次に、監査意見書の指摘事○前屋敷恵美議員

項について伺います。

限られた人数の中で、一人一人の事務負担の

増大などにより、財務会計事務の遅れや誤りが

依然として多発していることが指摘されており

ます。例年こうした指摘がなされております

が、この１年、どのような対策が講じられたの

か伺います。総務部長、お願いします。

知事部局におきま○

しては、業務の必要性、効率性等を総合的に判

断の上、必要な人員を配置し、適切な定員管理

に努めております。

また、事務の遅れや誤りの未然防止のため、

財務会計事務の研修や、所属に対する指導検査

を実施しているほか、令和２年度から内部統制

制度を導入し、リスクの洗い出しや自己点検等

を通じて、適正な事務執行の確保に取り組んで
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おります。

では続いて、各種施策事業○前屋敷恵美議員

について伺います。

まず、令和２年４月１日時点における知事部

局の職員数及び前年度比、増減数についても伺

いたいと思います。総務部長、お願いします。

知事部局等におけ○

る職員数は、令和２年４月１日現在で3,798人と

なっており、前年度同期比で15人の増加となっ

ております。

あわせて同日時点で、知事○前屋敷恵美議員

部局の会計年度任用職員の数を伺いたいと思い

ます。総務部長、お願いします。

知事部局における○

会計年度任用職員の数は、令和２年４月１日現

在で1,316人となっております。

では次に、農業関連で伺い○前屋敷恵美議員

ます。

本県の総農家戸数と農業法人数及び認定農家

数について伺いたいと思います。農政水産部

長、お願いします。

本県における○農政水産部長（牛谷良夫君）

総農家戸数は、令和２年２月１日時点で３万940

戸、農業法人数は、令和３年１月１日時点で874

法人、認定農業者数は、令和２年３月31日時点

で7,751経営体となっております。

また、農業担い手について○前屋敷恵美議員

ですが、直近の新規就農者数、それと親元就農

者数を伺いたいと思います。あわせて、新規就

農者に対しては一定の支援策がありますけれど

も、親元就農者に対してどのような支援が講じ

られたのか伺いたいと思います。農政水産部

長、お願いします。

令和２年の新○農政水産部長（牛谷良夫君）

規就農者数は408人であり、うち親元就農者数

は106人となっております。

令和２年度におきましては、国の事業では対

象とならない親元就農者を支援するため、早期

の経営安定に必要な資金の交付などに取り組ん

だところであります。

続いて、環境エネルギー関○前屋敷恵美議員

連で伺いたいと思います。

再生可能エネルギー等普及・維持管理促進事

業が進められてきました。

私は、県が独自の再生可能エネルギー普及の

具体策を持つことが必要だと思いますが、この

事業の内容と実績について伺いたいと思いま

す。環境森林部長、お願いします。

本事業は、公○環境森林部長（河野譲二君）

募により選定しましたＮＰＯ法人に委託して実

施しており、令和２年度は、小中学生や地域住

民向けに再生可能エネルギーと地球温暖化を

テーマとした研修会を６回開催し、延べ315名が

参加しております。

また、事業者向けに、太陽光発電施設につい

ての講習会と、現地見学会を１回予定しており

ましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、これらに替えて、参加を予定していた企

業など231社に資料配付を実施したところであり

ます。

続いて、再生可能エネル○前屋敷恵美議員

ギー総出力電力231万7,797キロワットという

データが示されておりますが、その内訳を伺い

たいと思います。環境森林部長、お願いしま

す。

再生可能エネ○環境森林部長（河野譲二君）

ルギーの総出力電力の内訳としましては、太陽

光発電が約120万キロワットと最も大きく、次い

で水力発電が約100万キロワット、次いでバイオ

マス発電が約９万キロワットなどとなっており

令和３年９月30日(木)
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ます。

ありがとうございます。次○前屋敷恵美議員

に、教育関連で伺います。

私立高等学校等就学支援金についてですが、

その支給対象者数と決算額について伺いたいと

思います。総合政策部長、お願いいたします。

私立高等学校○総合政策部長（松浦直康君）

等就学支援金につきましては、私立の高等学校

や専修学校の高等課程などに通う生徒の授業料

負担を軽減するものでありまして、令和２年度

における支給対象者数は7,793人、決算額は23

億5,370万8,000円となっております。

では、教育長にお願いした○前屋敷恵美議員

いと思いますが、特別支援学校におけるスクー

ルバス設置に関して、令和２年度の実績につい

てお伺いいたします。

令和２年度のス○教育長（黒木淳一郎君）

クールバスにつきましては、前年度同様、19台

を配置しております。

加えて、新型コロナウイルス感染症対策とし

まして、１学期は10台を、２学期と３学期は４

台を、それぞれ臨時的に増車したところでござ

います。

あわせて、教育長にお願い○前屋敷恵美議員

いたします。

スクール・サポート・スタッフの総数と配置

の状況、その効果等について伺いたいと思いま

す。

令和２年度のス○教育長（黒木淳一郎君）

クール・サポート・スタッフにつきましては、

当初、働き方改革の効果検証事業としまして、

小中学校64校に52人を配置しておりましたが、

加えて、補正予算により、新型コロナウイルス

感染症拡大への対応のため、要望のあった83校

に97人を増員し、計147校に149人を配置いたし

ました。

その内訳を申しますと、小学校92校、中学

校39校、高等学校９校、特別支援学校７校であ

ります。

配置の効果といたしましては、教員の時間外

業務の縮減が図られ、子供たちと向き合う時間

の確保につながったところでございます。

ありがとうございました。○前屋敷恵美議員

最後になりますが、交通行政関連で警察本部

長に伺いたいと思います。

交通安全施設整備事業で、信号機設置につい

てですけれども、いつも地域要求は多くござい

ます。信号機設置要望件数、そして設置の実

績、令和２年度について伺いたいと思います。

宮崎県警察で把○警察本部長（佐藤隆司君）

握しております信号機の設置要望件数は、累計

で約350件です。

また、信号機の設置実績としましては、令和

２年度に７基を設置しております。

質疑の中身は以上でござい○前屋敷恵美議員

ます。それぞれお答えいただきまして、ありが

とうございました。以上で終わります。

ほかに質疑の通告はありませ○中野一則議長

ん。

以上で質疑は終わりました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和３年９月30日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

提出者 議会運営委員長 右松 隆央

令和３年９月30日(木)
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議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第６号

決算特別委員会の設置について

議員発議案第６号上程、採決◎

ただいま朗読いたしました議○中野一則議長

員発議案第６号を議題といたします。

お諮りいたします。

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、説明及び質疑を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第６号についてお諮りいたしま

す。

本案を、原案のとおり可決することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、本案は原案のとおり可決されました。

議案第27号から第31号まで◎

決算特別委員会付託

次に、議案の委員会付託につ○中野一則議長

いてお諮りいたします。

議案第27号から第31号までの各号議案につい

ては、お手元に配付の付託表のとおり、ただい

ま設置が決定いたしました決算特別委員会に付

託することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

ここで、決算特別委員会の正副委員長互選等

のため、暫時休憩いたします。

なお、執行部はここで退席となります。

午前10時26分休憩

午前10時36分再開

議長の報告（決算特別委員会正副委員長◎

互選結果）

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

決算特別委員会の正副委員長互選の結果を報

告いたします。

その氏名を事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

決算特別委員会 委 員 長 濵砂 守

副 委 員 長 西村 賢

ただいまの朗読のとおりであ○中野一則議長

ります。

明日からの日程をお知らせいたします。

明日10月１日から10日までは、決算特別委員

会及び議事整理等のため、本会議を休会いたし

ます。

次の本会議は、10月11日午前10時から、決算

特別委員長の審査結果報告から採決までであり

ます。

本日はこれで散会いたします。

午前10時37分散会

令和３年９月30日(木)
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令 和 ３ 年 1 0 月 1 1 日 （ 月 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（34名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 同

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）33番 野 﨑 幸 士 宮崎県議会自由民主党

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

欠 席 議 員（１名）

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

公 安 委 員 長 島 津 久 友

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人 事 委 員 長 濵 砂 公 一

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡

- 305 -



議席の一部変更◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

ここで、議席の一部を変更いたします。

各議員の議席は、会議規則第５条第１項の規

定により、ただいま御着席のとおり指定いたし

ます。

議長の報告（地域振興対策特別委員会委◎

員長互選結果、都市計画審議会委員選任）

本日の日程は、決算特別委員○中野一則議長

長の審査結果報告から採決まででありますが、

ここで、御報告を申し上げます。

９月30日に開かれました地域振興対策特別委

員会において、安田厚生議員が委員長に互選さ

れました。

また、都市計画審議会委員の補充選任につい

て、あらかじめ御協議いただきました結果、安

田厚生議員が選任されました。

以上、御報告申し上げます。

議案第32号追加上程◎

次に、お手元に配付のとお○中野一則議長

り、知事から議案第32号の送付を受けましたの

で、本案を日程に追加し、議題とすることに御

異議ありませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○中野一則議長

ように決定いたしました。

議案第32号を上程いたします。

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○中野一則議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。

ただいま提案いたしました議案の御説明に先

立ち、本県の新型コロナウイルス感染症対策の

状況について御報告を申し上げます。

県内の１日当たりの新規感染者は５人以下の

日が続くとともに、入院患者が10人を下回り、

重症者もゼロとなるなど、医療提供体制への負

荷も解消されており、第５波は鎮静化しており

ます。

このような状況を踏まえ、本日より、県内の

警報レベルについて、感染拡大緊急警報（レベ

ル３）から特別警報（レベル２）に引き下げた

ところであります。

爆発的な感染拡大に見舞われた第５波も、一

つの区切りを迎えたものと考えており、県民の

皆様や事業者の皆様の感染防止対策に対する御

理解と御協力に深く感謝申し上げます。

今後は、引き続き若年層を重点にワクチン接

種の促進を図るとともに、今回の第５波の分析

・検証を踏まえ、第６波への備えを強化してま

いります。そして、再度の感染拡大を防ぎなが

ら、日常生活を取り戻し、機動的かつ積極的に

地域経済の回復に取り組んでまいります。

それでは、提案しました議案の概要について

御説明いたします。

追加提案いたしました補正予算案は、宮崎県

議会宮崎市選出議員補欠選挙の実施に伴い、必

要となる経費について措置するものでありま

す。

補正額は、一般会計１億1,443万4,000円であ

ります。この結果、一般会計の歳入歳出予算規

模は6,793億6,839万8,000円となります。今回の

補正予算による一般会計の歳入財源は、繰入金

１億1,443万4,000円であります。

令和３年10月11日(月)
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令和３年10月11日(月)

以上であります。よろしく御審議のほどお願

い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○中野一則議長

質疑の通告はありません。

議案第32号委員会付託◎

議案第32号は、お手元に配付○中野一則議長

の付託表のとおり、総務政策常任委員会に付託

いたします。

ここで、常任委員会開催のため、暫時休憩い

たします。

午前10時４分休憩

午前10時35分再開

決算特別委員長審査結果報告◎

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

まず、議案第27号から第31号までの各号議案

を一括議題といたします。

ここで、決算特別委員長の審査結果報告を求

めます。決算特別委員会、濵砂守委員長。

〔登壇〕（拍手） 当決算特別○濵砂 守議員

委員に付託されました、議案第27号から第31号

に係る「令和２年度決算の認定」等について、

各分科会を中心に審査を行ってきたところであ

りますが、その審査の経過及び結果について御

報告申し上げます。

まず、議案第27号「宮崎県歳入歳出決算」の

概要についてであります。

令和２年度の一般会計決算額は、歳入7,038

億9,964万9,000円、歳出6,866億4,948万5,000円

で、前年度決算額と比べ、歳入が21.2％、歳出

が20.8％の増となっております。

この結果、歳入から歳出を差し引いた形式収

支は172億5,016万4,000円であり、このうち翌年

度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は103

億8,547万円の黒字となっております。

また、小規模企業者等設備導入資金など15の

特別会計の決算状況は、総額で、歳入が2,340

億2,644万4,000円、歳出が2,222億4,941万1,000

円となっております。

次に、議案第28号「宮崎県電気事業会計決

算」の概要についてであります。

令和２年度の事業収益は45億4,950万9,000

円、事業費用は42億5,155万4,000円で、当年度

純利益は２億9,795万4,000円となっており、そ

の他未処分利益剰余金変動額と合わせた当年度

の未処分利益剰余金は６億6,597万7,000円と

なっております。

また、その処分については、一部を資本金へ

組み入れ、残余は地方振興積立金等に積み立て

ることとされております。

なお、供給電力量の目標達成率は、下半期の

降水量が平年に比べて少なかったことから、

91.0％となっております。

次に、議案第29号「宮崎県工業用水道事業会

計決算」の概要についてであります。

令和２年度の事業収益は３億6,880万4,000

円、事業費用は３億4,937万円で、当年度純利益

は1,943万4,000円となっており、その他未処分

利益剰余金変動額と合わせた当年度未処分利益

剰余金は8,380万4,000円となっております。

また、その処分については一部を資本金へ組

み入れ、残余は借入金償還積立金に積み立てる

こととされております。

なお、常時使用水量の目標達成率は、細島工

業団地の工場等のほか、臨時的な給水を行って

いる日向市への給水が目標を下回ったことか

ら、99.7％となっております。

次に、議案第30号「宮崎県地域振興事業会計
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決算」の概要についてであります。

令和２年度の事業収益は1,680万7,000円、事

業費用は2,175万3,000円で、当年度純損失は494

万5,000円となっており、前年度繰越欠損金と合

わせた当年度未処理欠損金は1,137万4,000円と

なっております。

なお、施設利用者数の目標達成率は、豪雨や

台風による冠水や、新型コロナによる臨時休業

等により、94.1％となっております。

最後に、議案第31号「宮崎県立病院事業会計

決算」の概要についてであります。

令和２年度の事業収益は358億2,500万5,000

円、事業費は344億8,071万1,000円で、当年度純

利益は13億4,429万4,000円となり、前年度と比

較すると19億9,740万円改善いたしております。

また、特別利益及び特別損失を除いた経常利

益についても、前年度から19億1,173万5,000円

増加し、10億2,782万7,000円の黒字となってお

ります。

これらの決算審査に当たっては、予算の執行

が議会の議決の趣旨及び目的に沿って適正かつ

効率的になされ、所期の事業目的が達成された

かどうかについて審査することを基本とした決

算審査方針に基づき、慎重な審査を行いまし

た。

その結果、一部に改善すべき点は見受けられ

るものの、全般的に適正に執行されており、議

案第27号については賛成多数、議案第28号か

ら31号については、全会一致で認定、または可

決及び認定すべきものと決定いたしました。

以下、当委員会における指摘要望事項につい

て申し上げます。

まず、総括的事項であります。

本県財政を取り巻く状況は、年々増加する社

会保障関係費に加え、防災・減災対策や公共施

設の老朽化対策、さらには国民スポーツ大会開

催に係る経費も必要となるなど、今後、多額の

財政負担が見込まれており、引き続き厳しい状

況が続くものと考えられます。

また、新型コロナ感染対策はもとより、県内

経済の浮揚のための景気対策に係る財政需要

や、新型コロナによる地方税収への影響も懸念

されます。

当局におかれては、今後の財政負担を見込ん

だ上で、さらなる財政健全化に向けた取組を進

め、予算の効率的・効果的な執行に努めるとと

もに、歳入確保にもしっかりと取り組み、引き

続き健全な財政運営を行うことを求めます。

次に、個別的事項として、次の諸点について

県当局の今後一層の取組や検討、改善を求める

ものであります。

１つ、消防団員の確保について、今後想定さ

れる大規模災害や高齢化の進行に備え、５年

先、10年先を見据えて市町村等との連携を図り

ながら対策を講じること。

１つ、ポストコロナ時代における本県の在り

方調査について、調査結果を今後の施策にしっ

かりと反映させるとともに、総合政策部が中心

となって関係部局と連携を図りながら、ポスト

コロナ時代を見据えた効果的な施策を展開して

いくこと。

１つ、フードビジネス産業の基盤強化につい

て、雇用の拡大により地域の活性化を図るた

め、今後も県内の食品加工事業者への継続した

支援を行うとともに、国に対しても必要な予算

措置を講じるよう働きかけること。

１つ、国民健康保険の特定健康診査につい

て、今後とも市町村と緊密に連携し、さらなる

広報活動を行うなど、実施率の向上に向けて取

組を継続すること。

- 308 -



令和３年10月11日(月)

１つ、自殺対策について、これまでの対策に

加え、関係団体が継続的に自殺対策に取り組む

ことができる環境を整備し、しっかりと支援を

行うこと。

１つ、不妊治療の助成について、非常に有意

義な取組であることから、今後も継続して助成

に取り組むこと。

１つ、県立病院については、新型コロナ対策

を継続しながら、全県レベルまたは地域の中核

病院として、県民に高度で良質な医療を提供す

るため、引き続き医療スタッフの確保・充実、

医療提供体制の強化等に努め、適時適切な経営

判断により、収支のバランスの取れた病院事業

を継続すること。

１つ、シルバー人材センターについて、継続

的な支援と積極的な広報などによる会員の確保

に努めること。

１つ、河川パートナーシップ制度について、

安全確保に十分努めながら、環境や景観の保全

に取り組むとともに、引き続き、県民の河川愛

護意識のさらなる醸成を図ること。

１つ、公共工事の発注について、地元企業や

県産品の活用がさらに図られるよう、これまで

の取組を踏まえ、今後の発注に生かしていくこ

と。

１つ、県産木材の利用拡大について、引き続

き、木造建築物の専門知識を有する人材の育成

に取り組むとともに、県際収支を意識した木材

の地産外消につながる積極的なＰＲを行うこ

と。

１つ、県産農畜水産物応援消費の推進につい

て、ふるさと納税制度を活用した県産品の消費

拡大を図るとともに、付加価値のある商品づく

りのための支援策を検討すること。

１つ、カンショ、里芋病害対策の強化につい

て、引き続き、サツマイモ基腐病の防除対策の

確立に努めるとともに、農家が経営を継続でき

るよう、ウイルスフリー苗の供給体制や安定し

た代替作物との輪作体系の検討など、総合的な

対策を構築すること。

１つ、ひなたセーフティプロモーションス

クール推進事業について、コロナ禍においても

オンラインによる研修を活用するなど、研修実

施に向けた対策を行い、命を守る実践力を身に

つける教育を推進すること。

１つ、教職員がストレスなくその能力を十分

発揮できる環境整備に取り組むとともに、休職

者の復職に向けた取組を推進すること。

１つ、高齢者のための交通安全対策につい

て、制限運転や免許返納などの死亡事故を減ら

すための取組をさらに進めること。

当委員会での指摘要望事項は以上であります

が、今後の予算編成及び事業執行に当たって

は、当委員会並びに監査委員の指摘要望事項に

ついて特段の改善と努力が図られるよう、重ね

て要望するものであります。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、決算特別委員長の審○中野一則議長

査結果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○中野一則議長

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○前屋敷恵美議員
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ございます。日本共産党の前屋敷恵美でござい

ます。日本共産党を代表して、議案第27号「令

和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定につい

て」、反対の立場から討論を行います。

令和２年度は、「新しい「ゆたかさ」前進プ

ログラム」が掲げられましたが、消費税10％増

税が県民の暮らしや地域経済に影を落とし、そ

こに新型コロナウイルスによる影響が追い打ち

をかけ、命や健康まで脅かされる事態となりま

した。

県財政では、コロナ感染症対策関連の補正予

算が15回にわたって編成され、一般会計の予算

現額は8,050億円余、前年度に比べ1,062億円余

の増額予算となりました。

この予算における一般会計の決算は、歳入決

算額7,038億円余で、対前年度比1,229億円

余、21.2％の増額。歳出決算額は6,866億円余、

対前年度比1,180億円余、20.8％の増額で、実質

収支、単年度収支はともに黒字とされるもの

の、歳入における県債の798億9,600万円余につ

いては、臨時財政対策債が、前年度より少なく

なったとはいえ２割を超し、ほかは主に土木

債、農林水産業債で502億円余です。

県債残高は２年連続で増加、減少傾向にあっ

た残高は増加傾向に転じています。依然として

厳しい財政状況に変わりはありません。

また、コロナ対策などによる国庫支出金は大

幅な増額となっていますが、地方消費税清算

金、地方譲与税、地方特例交付金は減額です。

これを見ても県民の暮らしの状況が分かりま

す。

一方、歳出における翌年度への繰越しは、総

額921億1,360万円余と前年度を313億7,780万円

余、51. 7％も上回っており、土木費は540

億1,200万円余、農林水産業費は216億3,700万円

余もの翌年度への繰越しです。国の予算執行の

在り方にも問題はありますが、予算がしっかり

生かされる運用が必要です。

また、各部局の不用額も、総額262億6,900万

円余と前年度を108億5,500万円余も上回ってい

ます。その内容は、いずれも見込みを下回った

ことなどが理由に挙げられますが、中でも福祉

保健部においては、総じてコロナ対策予算が実

績を下回ったとして、164億9,200万円余の不用

額です。もちろんコロナ対策ですから、先を見

据えて十分に余裕を持って予算化することは必

要ですし、しっかり手当てをしようと予算化し

た対策費です。

しかし、感染症対策従事者等慰労金、不用額

は15億3,700万円余です。また、休業要請協力

金、不用額は35億4,800万円余です。適切な時期

に対象枠を広げたり、支給金額の見直しを図る

など積極的な対応で、十分な予算活用を図るこ

とが必要ではなかったかと思います。こうした

点は、ほかの予算においても同様で、毎年の決

算で指摘しておりますが、その改善を強く求め

るものです。

次に、各種施策について、特に、暮らしに直

接関わる福祉・社会保障関連について述べま

す。

地域医療介護総合確保基金事業、12億3,300万

円余のうち、病床機能の転換を図る施設整備

に10億7,300万円余が、公的な中核的医療機関に

当てられましたが、この施設整備は、主に病床

を削減して医療費削減を図ろうとする政府の地

域医療構想に基づくものです。病床を減らすこ

とがどれほど危険なことか、深刻なコロナ危機

を経験して、改めて明らかになったのではない

でしょうか。

政府はさきの国会で、病床削減推進法を強行
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しましたが、地域医療構想をより強固に推し進

めようとするもので、これでは国民・県民の命

は守られません。国に対して、地域医療構想や

公的医療機関の再編統合計画などの撤回を求め

ることが必要と思います。

生活保護扶助費は、予算そのものが前年度よ

り減額されていますが、生活扶助費や医療扶助

費その他も見込みを下回ったとして、１億3,000

万円余の不用額を出しています。コロナ禍の下

で、生活困窮者などへの十分な対応がなされた

のでしょうか。

国保税については、依然として滞納者に対す

る短期被保険者証や資格証明書の交付数が増え

ています。正規の保険証でなければ病院にかか

りにくい、また、かかれない事態を招き、重症

化につながるおそれのあることを深刻に受け止

めて、市町村国保への手だてが必要と思いま

す。

また、子育て支援の充実は不可欠であり、県

民の要望の強い子ども医療費助成の拡充や、200

人を超す放課後児童クラブの待機児童の解消に

真剣に向き合うことが必要です。

次に、職員の働き方についてです。

地方公務員法と地方自治法の改正によって、

会計年度任用職員制度が創設され、本県で

も2020年４月から導入されました。

正規職員を原則とする地方公務員法に、１年

任用の会計年度任用職員として、新たな非正規

職員を制度化するもので、本県知事部局だけで

も会計年度任用職員数は1,316人、知事部局職員

数の約25％に当たります。

知事部局の正規職員数は、令和２年度3,798人

で、15人の増員ということですが、これまで行

政改革の名の下に、職員数は大きく減らされて

きました。

この会計年度任用職員制度が、臨時・非常勤

の職を人員の調整弁として利用することがあっ

てはならないことを強く指摘するものです。

とりわけコロナ禍の中、保健所体制の整備

や、職員など地方自治体の果たす役割の重要性

が改めて問われることとなりました。さらに、

気候危機が深刻な事態に及ぶ中、いつ起きても

おかしくない災害対策などに率先して従事する

ことになる自治体職員の果たす役割は極めて重

要であり、しっかり正規職員で対応することが

必要です。

以上、令和２年度決算について、問題点を

絞って述べさせていただきました。

県民の福祉の増進に寄与する地方自治体の本

旨を全うし、県民の期待に応えるべく、今後の

予算編成に生かしていただくよう申し述べて、

決算認定についての反対討論といたします。以

上です。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○中野一則議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第27号採決◎

これより採決に入ります。○中野一則議長

まず、議案第27号についてお諮りいたしま

す。

本案に対する委員長の審査結果報告は認定で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は委○中野一則議長

員長の報告のとおり認定されました。

議案第28号から第31号まで採決◎

次に、議案第28号から第31号○中野一則議長

令和３年10月11日(月)
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までの各号議案について、一括お諮りいたしま

す。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は、

可決及び認定、または認定であります。委員長

の報告のとおり決することに御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、各号議案は、委員長の報告のとおり可決及

び認定、または認定されました。

総務政策常任委員長審査結果報告◎

次に、議案第32号を議題とい○中野一則議長

たします。

ここで、総務政策常任委員長に審査結果報告

を求めます。総務政策常任委員会、西村賢委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○西村 賢議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第32号「令和３年度宮崎県一般会計補正予

算（第15号）」であります。

これは、宮崎県議会宮崎市選挙区におきまし

て、議員辞職により２人の欠員が生じたことに

伴い、補欠選挙を執行するための経費を措置す

るもので、１億1,400万円余の増額補正となって

おり、歳入財源は全額、繰入金であります。

その主な内訳は、宮崎市に交付する選挙経費

や、候補者のポスター作成費などの公営負担に

要する経費であります。

審査の結果、全会一致で原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

総務政策常任委員長の審査結○中野一則議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑及び討論

の通告はありません。

議案第32号採決◎

これより採決に入ります。○中野一則議長

議案第32号についてお諮りいたします。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○中野一則議長

て、本案は委員長の報告のとおり可決されまし

た。

閉 会◎

以上で、本定例会の議事は全○中野一則議長

て終了いたしました。

これをもちまして、令和３年９月定例会を閉

会いたします。

午前11時０分閉会

令和３年10月11日(月)
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令和３年９月定例会日程

３６日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告

９． ６ 月 本会議 会期決定
議員の辞職許可
議案上程
知事提案理由説明

代表質問通告締切 12:00７ 火
休 会 （ 議 案 調 査 ）

一般質問通告締切 12:00８ 水

９ 木
代 表 質 問本会議

１０ 金

１１ 土
休 会 （ 閉 庁 日 ）

１２ 日

請願締切 16:00１３ 月 一 般 質 問

議員発議案締切 17:00
１４ 火 一 般 質 問

（会派提出）
本会議

議会運営委員会 9:30一 般 質 問
議 案 に 対 す る 質 疑

１５ 水 討論、採決（人事案件）
議案・請願委員会付託

１６ 木
常 任 委 員 会

金１７

１８ 土
（ 閉 庁 日 ）

休 会１９ 日

２０ 月 （ 閉 庁 日 ） 敬老の日

議員発議案締切 17:00
２１ 火 常 任 委 員 会 （会派提出を除く）

２２ 水 議会運営委員会特 別 委 員 会
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月 日 曜 区 分 議 事 備 考

９．２３ 木 （ 閉 庁 日 ） 秋分の日

（ 議 事 整 理 ）２４ 金
休 会

２５ 土
（ 閉 庁 日 ）

２６ 日

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決

２７ 月 本会議
議案上程（決算議案）
知事提案理由説明

２８ 火
休 会 （ 議 案 調 査 ）

水２９

議会運営委員会 9:30議案に対する質疑（決算議案）
議員発議案上程、採決
（決算特別委員会設置）

３０ 木 本会議 議案委員会付託（決算議案）

決 算 特 別 委 員 会

１０． １ 金 決 算 特 別 委 員 会

２ 土
（ 閉 庁 日 ）

３ 日

決 算 特 別 委 員 会４ 月

５ 火
（ 議 事 整 理 ）休 会

６ 水

７ 木 決 算 特 別 委 員 会

８ 金 （ 議 事 整 理 ）

９ 土
（ 閉 庁 日 ）

１０ 日

議会運営委員会 9:30決算特別委員長審査結果報告
質疑、討論、採決１１ 月 本会議
閉会
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２１５－１１６９

令和３年９月６日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和３年９月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第 1号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第13号）

議案第 2号 令和３年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第 1号）

議案第 3号 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

議案第 4号 宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改

正する条例

議案第 5号 宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一

部を改正する条例

議案第 6号 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例

議案第 7号 宮崎県防災対策推進条例の一部を改正する条例

議案第 8号 みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例

議案第 9号 うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する条例

議案第10号 工事請負契約の締結について

議案第11号 事業契約の締結について

議案第12号 財産の取得について

議案第13号 財産の処分について

議案第14号 民事訴訟事件の和解及び損害賠償の額の決定について

議案第15号 公安委員会委員の任命の同意について

議案第16号 人事委員会委員の選任の同意について

議案第17号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第18号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第19号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第20号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第21号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第22号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第23号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第24号 公害審査会委員の任命の同意について

議案第25号 公害審査会委員の任命の同意について

（文書取扱 財政課）
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２１５－１１８７

令和３年９月１５日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和３年９月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第26号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第14号）

（文書取扱 財政課）
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２１５－１１９４

令和３年９月２７日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和３年９月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第27号 令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定について

議案第28号 令和２年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について

議案第29号 令和２年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定について

議案第30号 令和２年度宮崎県地域振興事業会計決算の認定について

議案第31号 令和２年度宮崎県立病院事業会計決算の認定について

（文書取扱 財政課）
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２ １５－１１９８

令和３年１０月１１日

宮崎県議会議長 中野 一則 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和３年９月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第32号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第15号）

（文書取扱 財政課）
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令和３年９月定例会

代 表 質 問 時 間 割

９月９日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 自 由 民 主 党 １０：００～１２：００ 休憩日高 博之

２ 自 由 民 主 党 １３：００～１５：００右松 隆央

９月１０日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

３ 県 民 連 合 宮 崎 １０：００～１１：２０ 休憩岩切 達哉

４ 公 明 党 １３：００～１４：１０河野 哲也
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令和３年９月定例会

一 般 質 問 時 間 割

９月１３日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 県 民 連 合 宮 崎 １０：００～１１：００田口 雄二

２ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩武田 浩一

３ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００山下 寿

４ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００脇谷のりこ

９月１４日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ １０：００～１１：００無所属の会 チームひむか 図師 博規

６ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩窪薗 辰也

７ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００二見 康之

８ 公 明 党 １４：００～１５：００重松幸次郎

９月１５日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 日 本 共 産 党 １０：００～１１：００来住 一人

１０ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩日髙 利夫

１１ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００外山 衛

１２ 県 民 連 合 宮 崎 １４：００～１５：００太田 清海
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令和３年９月定例会

［議 案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第13号） 可決 可決 可決 可決

第２号 令和３年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１号） 可決

第３号 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第４号 宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条
例の一部を改正する条例

可決

第５号
宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情
報の提供に関する条例の一部を改正する条例

可決

第６号 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例 可決

第７号 宮崎県防災対策推進条例の一部を改正する条例 可決

第８号 みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第９号 うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する条例 可決

第10号 工事請負契約の締結について 可決

第11号 事業契約の締結について 可決

第12号 財産の取得について 可決

第13号 財産の処分について 可決

第14号 民事訴訟事件の和解及び損害賠償の額の決定について 可決

第26号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第14号） 可決 可決 可決

［請 願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第３号 「労働者に対する支援の抜本的拡充を求める意見書」の採択
を求める請願

継続

第６号 新型コロナウイルス感染症から子どもを守り学ぶ権利を保障
するために少人数学級を求める請願

継続

第９号 夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の拡充を求める意
見書提出についての請願

継続

番 号 件 名

常 任 委 員 会

議案・請願 委員会審査結果表

番 号 件 名

常 任 委 員 会
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令和３年９月定例会

［議 案］

番 号 件 名

第２７号 令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定について

第２８号 令和２年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決
算の認定について

第２９号 令和２年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分
及び決算の認定について

第３０号 令和２年度宮崎県地域振興事業会計決算の認定に
ついて

第３１号 令和２年度宮崎県立病院事業会計決算の認定につ
いて

認 定

決算議案 委員会審査結果表

委員会審査結果

認 定

可決及び認定

- 324 -



令和３年９月定例会

［議 案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第32号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第15号） 可決

議案 委員会審査結果表

番 号 件 名

常 任 委 員 会
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

令和３年９月定例会

委 員 会 名 事 件 理 由

請願第９号 夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称 慎重な審査

使用の拡充を求める意見書提出につい ・調査を要

ての請願 するため
総務政策常任委員会

総合政策及び行財政対策に関する調査

調査を要す

るため
厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

請願第３号 「労働者に対する支援の抜本的拡充を 慎重な審査

求める意見書」の採択を求める請願 ・調査を要商工建設常任委員会

するため
商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

請願第６号 新型コロナウイルス感染症から子ども

を守り学ぶ権利を保障するために少人
慎重な審査

数学級を求める請願
・調査を要

文 教 警 察 企 業

するためす
常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に

関する調査

円滑な議会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運営に

運営を図る議 会 運 営 委 員 会
関する調査

ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第13号） ９月27日・ 可 決

〃 第２号 令和３年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１号） 〃

〃 第３号 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を 〃

改正する条例

〃 宮崎県行政手続等における情報通信の技術の利用に 〃第４号

関する条例の一部を改正する条例

〃 宮崎県行政手続における特定の個人を識別するため 〃第５号

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利

用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例

〃 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例 〃第６号

〃 宮崎県防災対策推進条例の一部を改正する条例 〃第７号

〃 みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例 〃第８号

の一部を改正する条例

〃 うなぎ稚魚の取扱いに関する条例の一部を改正する 〃第９号

条例

〃 工事請負契約の締結について 〃第10号

〃 第11号 事業契約の締結について 〃

〃 財産の取得について 〃第12号

〃 財産の処分について 〃第13号

〃 民事訴訟事件の和解及び損害賠償の額の決定について 〃第14号

〃 公安委員会委員の任命の同意について ９月15日・ 同 意第15号

〃 人事委員会委員の選任の同意について 〃第16号

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第17号

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第18号

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第19号

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第20号

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第21号

〃 第22号 公害審査会委員の任命の同意について 〃

〃 第23号 公害審査会委員の任命の同意について 〃

〃 第24号 公害審査会委員の任命の同意について 〃

〃 公害審査会委員の任命の同意について 〃第25号
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

第26号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第14号） ９月27日・ 可 決知事提出議案

〃 第27号 令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定について 10月11日・ 認 定

〃 第28号 令和２年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決算 10月11日・ 可決及び

の認定について 認定

〃 第29号 令和２年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分及 〃

び決算の認定について

〃 第30号 令和２年度宮崎県地域振興事業会計決算の認定につ 10月11日・ 認 定

いて

〃 第31号 令和２年度宮崎県立病院事業会計決算の認定について 〃

〃 第32号 令和３年度宮崎県一般会計補正予算（第15号） 10月11日・ 可 決

議員発議案 第１号 新型コロナウイルス感染症対策に係る財政支援等の ９月27日・ 可 決

拡充を求める意見書

〃 第２号 「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法」の期 〃

限延長に関する意見書

〃 第３号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を 〃

求める意見書

〃 第４号 大雨等による災害対策充実強化についての意見書 〃

〃 第５号 気候変動、災害、新型コロナウイルス感染症拡大下 〃

における持続可能な営農支援を求める意見書

〃 第６号 決算特別委員会の設置について ９月30日・ 可 決
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議員発議案第１号
新型コロナウイルス感染症対策に係る財政支援等の拡充を求める意見書

新型コロナウイルス感染症の爆発的感染拡大に伴い、現在27都道府県で緊急事態
宣言又はまん延防止等重点措置が適用されている。
本県においても８月11日に３回目となる県独自の緊急事態宣言の発令や同月27日

の国のまん延防止等重点措置の適用により、更なる感染拡大防止対策等に取り組ん
できたところである。この結果、新規感染者数は減少傾向にあるものの、第５波の
新規感染者の爆発的増加により入院患者数は過去最高の水準となり、医療提供体制
に対する負荷が非常に髙い状況が続いている。
また、長引く新型コロナウイルス感染症の感染拡大や度重なる緊急事態宣言は、

地域経済を更に疲弊させるとともに、子どもたちの学習機会の確保への影響などが
懸念される。
このような状況において国民の生命と生活を守るためには、今後も徹底した感染

拡大防止対策を継続しつつ、国と地方自治体がしっかりと連携し、地域の実情に応
じたきめ細かな対策等を講じていく必要がある。
よって、国においては、以下の措置を講ずるよう、強く要望する。

記

１ 医療提供体制が脆弱な地域にあっても新型コロナウイルス感染症に係る医療と
一般の医療とが両立できるよう医療提供体制を強化するとともに、感染した方が
安心して療養できる環境を速やかに整えられるよう、国において必要な方針等を
早急に示すとともに、各自治体が柔軟かつ機動的に取り組めるよう権限及び財源
について特段の配慮を行うこと。

２ 地域経済の回復・再生に各自治体が地域の実情に応じて積極的に取り組めるよ
う、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の積み増しなど、必要と
なる財源について積極的に措置するとともに、基金への積立てを認めるなど当該
交付金に係る運用の弾力化・柔軟化を図ること。

３ 疲弊している地域の産業及びそれに携わる人達が将来に希望を持てるよう、大
型補正予算の編成をはじめ、大胆かつ包括的な経済・雇用対策を早急に実施する
こと。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和３年９月２７日
宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿
内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
総 務 大 臣 武 田 良 太 殿
厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久 殿
経 済 産 業 大 臣 梶 山 弘 志 殿
内 閣 官 房 長 官 加 藤 勝 信 殿
経 済 再 生 担 当 大 臣 西 村 康 稔 殿

- 333 -



議員発議案第２号

「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法」の期限延長に関する意見書

特殊土壌地帯の災害防除と農業生産力の向上については、昭和27年に特殊土壌地

帯災害防除及び振興臨時措置法（以下「特土法」という。）が制定され、その対策

が講じられることとなった。

以来、13回にわたる期限延長が図られ、治山、砂防、農地改良など県土の保全や

農業生産力の向上に多大な成果を挙げてきているところであるが、特土法は令和３

年度末をもって失効することとなっている。

しかしながら、近年、台風や局地的な集中豪雨などによる甚大な災害が発生する

中、侵食を受けやすい特殊土壌地帯においては、治山、治水や急傾斜地崩壊対策、

道路・農地防災などの事業の必要性が高く、これらの対策を講じることで、住民の

安全・安心を確保していく必要がある。

また、特殊土壌の不利な点を補い、収益性の高い農業を効率的かつ安定的に展開

していくための農用地整備など農業生産力の向上に必要な事業も依然として残され

ている。

よって、国におかれては、災害の多発や農業の生産性に不利な面があるなど、特

殊土壌地帯の厳しい実情を理解の上、特土法の期限を延長されるよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和３年９月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 武 田 良 太 殿

農 林 水 産 大 臣 野 上 浩太郎 殿

国 土 交 通 大 臣 赤 羽 一 嘉 殿
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議員発議案第３号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を求める意見書

改正義務標準法が成立し、小学校の学級編制標準が学年進行により段階的に35人

に引き下げられるが、今後、小学校にとどまるのではなく、中学校での35人学級の

早期実施が求められる。

学校では、新型コロナウイルス感染症対策による教室の消毒作業や、障がいのあ

る子どもたちに対する合理的配慮への対応、いじめ・不登校の課題等、解決すべき

課題が山積しており、教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが困難な環

境となっている。

いくつかの自治体においては、厳しい財政状況の中、独自財源による定数措置が

行われているが、自治体間の教育格差が生じることは大きな問題であり、子どもた

ちが全国どこに住んでいても、一定水準の教育を受けられることが当然でなければ

ならない。

義務教育費国庫負担制度については、国庫負担率が引き下げられて久しく、自治

体が見通しをもって安定的に教職員を配置し、一人ひとりの子どもたちへのきめ細

かな対応や、学びの質を高める教育環境を実現するため、また、教育の機会均等と

水準の維持向上を図るため、国においては、次年度予算編成において下記事項のと

おり対応されるよう強く要望する。

記

１ 教職員の働き方改革、長時間労働の是正、加配の増員や少数職種の配置増等、

計画的な教職員定数改善ができるよう国全体として取り組むこと。

２ 義務教育費国庫負担制度は、教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義

務教育には必要不可欠なものであることから、この制度の堅持はもとより、義務

教育費国庫負担の拡充を実現すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和３年９月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

文 部 科 学 大 臣 萩生田 光 一 殿

内 閣 官 房 長 官 加 藤 勝 信 殿
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議員発議案第４号

大雨等による災害対策充実強化についての意見書

地球環境の変化の影響で、近年は、過去に経験していない現象が発生している。

本年も、特に７月以降、各地で記録的な豪雨が頻発し、静岡県熱海市伊豆山地区

では、大規模な土石流が引き起こされ、多くの住宅等がのみ込まれ、多数の死傷者

が出る等、甚大な被害が発生した。また、幅広い地域で、土砂崩れや河川の氾濫が

引き起こされ、人的被害とともに、住宅被害等が発生した。

発生した災害への復旧・復興に全力を傾注するとともに、今後も予測される大雨

や台風をはじめ、大規模な地震や津波、火山噴火等のあらゆる災害に対する万全の

備えも含め、災害から国民の生命と財産を守るべく、災害対策の充実強化を図る必

要がある。

よって、国においては、下記事項について特段の措置を講じられるよう強く要望

する。

記

１ 今後起こりうる災害に備え、高齢者等災害弱者も含めた避難等を確実にする個

別避難計画づくり等、地域の防災力を高めるため、国等による支援を強化するこ

と。

２ コロナ禍においても、様々な災害に襲われる可能性にさらされており、感染症

拡大阻止と両立する災害時の避難所の在り方等に関する政策の確立に努めること。

３ 強力な防災・災害・危機管理体制の創設を行い、災害に強い国土づくりに向け、

流域治水の推進、河川・海岸整備等の国の直轄事業を推進するとともに、再度の

災害発生を防ぐため、原形復旧だけでなく、改良復旧を積極的に実施すること。

また、地方自治体の行う防災・減災事業が着実に実施されるよう必要な財政措置

を講じること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和３年９月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

総 務 大 臣 武 田 良 太 殿

国 土 交 通 大 臣 赤 羽 一 嘉 殿

国 土 強 靱 化 担 当
棚 橋 泰 文 殿

内閣府特命担当大臣（防災）
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議員発議案第５号

気候変動、災害、新型コロナウイルス感染症拡大下における持続可能な営農支

援を求める意見書

農林水産業は自然の恵みを享受して営まれており、自然条件に大きく左右される

が、近年、気候変動・地球温暖化の影響を背景に、農作物の品質低下や豪雨による

農作物の被害がみられ、その被害はこれまで培われてきた農家の想定をはるかに超

えるものもあり、営農意欲に影響を与えるほか、農作物の価格高騰等により消費者

への食料供給にも影響を及ぼしている。

また、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響の中で、あらためて

食料安全保障の重要性が明確になった。さらに、さまざまな農林水産物が国内での

消費の機会を失い、価格低下や新たな生産を阻害する要因にもなった。

こうした現下の環境を真摯に受け止め、持続可能な農林水産業経営を目指すため、

国において、下記の点について十分に配慮し、施策を進めるよう強く要望する。

記

１ 収入保険・農業共済について、農業者への理解増進を丁寧に行い、加入促進を

図ること。

２ 農業者等が災害により直接受けた被害に対し、可能な限り早急に復旧すること

はもとより、災害の発生防止と営農継続に向けた防災・減災事業を積極的に進め

ること。また、機材の整備支援等、農業経営の再建に資する支援策を拡充するこ

と。

３ 気候変動に伴う営農環境の変化に対応するため、作物の生産適地の変化につい

て試験研究機関等と連携し、地域の特性に合った作物の研究や、その生産拡大と

加工・流通体制の見直しを検討する等、将来予見性を高めた営農の継続及び安定

に取り組むこと。

４ コロナ禍であっても安心して農林水産業経営が行われるよう、国内での消費拡

大の支援の推進等の施策を講ずること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和３年９月２７日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 菅 義 偉 殿

農 林 水 産 大 臣 野 上 浩太郎 殿
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議員発議案第６号

決算特別委員会の設置について

１ 名 称 決算特別委員会

２ 目 的 次の各号議案の審査

・議案第２７号「令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定に

ついて」

・議案第２８号「令和２年度宮崎県電気事業会計利益の処

分及び決算の認定について」

・議案第２９号「令和２年度宮崎県工業用水道事業会計利

益の処分及び決算の認定について」

・議案第３０号「令和２年度宮崎県地域振興事業会計決算

の認定について」

・議案第３１号「令和２年度宮崎県立病院事業会計決算の

認定について」

３ 権 限 地方自治法第９８条の議会の権限を委任する。

４ 定 数 議長及び監査委員の任にある３名を除く議員全員
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総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 － １ １

厚 生 － － －

商 工 建 設 － １ １

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 － １ １

計 － ３ ３
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継 続 請 願

商工建設常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ３ 号 受理年月日 令和２年９月１１日

「労働者に対する支援の抜本的拡充を求める意見書」の採択を求

める請願

（要旨）

青年労働者の雇用を維持し生活を支える対策をいっそう強める

よう求める意見書を国に提出することを求める請願

（理由）

「家にいる時間が増えたため、光熱費の請求額が増えた」(22

歳、都城市)「業績悪化による解雇の可能性が高く、就職もすぐ

に見つかる気がしなくて不安」(28歳、宮崎市)「２月から自営業

を始めたけれど、収入がなくて諦めた」(33歳、宮崎市)－コロナ

禍の下での青年労働者の深刻な実態です。

新型コロナウイルス感染症の拡大は、この宮崎県でも青年労働

者の雇用、生活に影響を及ぼしています。不当な派遣切りや雇止

請願の件名 め、就業時間が減り収入が減るなど少なくない青年労働者が厳し

い生活を余儀なくされています。日本の未来を担う全ての青年労

働者が仕事や生活そのものを諦めることがないように、政治の役

割が求められます。

宮崎県としても 「雇用維持・人材育成と事業継続のための支、

援」を行っています。また、新型コロナウイルス感染拡大により

職を失った労働者を雇用するなどの独自の対策を行っている市町

村も生まれており、コロナ禍の下、青年労働者への経済的支援の

必要性は明らかです。国が雇用調整助成金の上限を引き上げ、労

働者が申請することができる制度にし、その特例を延長したこと

は多くの青年労働者が求めていたことです。こうした努力をさら

に広げ、全ての青年労働者を支えるものにしていくためには国の

役割が決定的です。

「新型コロナウイルス感染拡大の影響で解雇・雇止めされた労

働者が見込みを含め５万人を超えた」という厚生労働省の調査結

果が示すように、今後さらに感染が広がれば、こうした青年の状

況は一層深刻なものになると考えられます。新型コロナウイルス
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感染症の拡大を理由に仕事を失ったり、生活できない青年労働者

を一人でも出してはなりません。

こうした理由から、貴議会におかれましては、国に対し「労働

者に対する支援の抜本的拡充を求める意見書」を提出するよう請

願いたします。

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 来住 一人
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継 続 請 願

文教警察企業常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ６ 号 受理年月日 令和２年１１月３０日

新型コロナウィルス感染症から子どもを守り学ぶ権利を保障する

ために少人数学級を求める請願

（要旨）

新型コロナウイルス感染症から子どもを守り、学ぶ権利を保障

するために少人数学級を求める請願

宮崎県の公立小中学校の学級編制基準等について、以下のこと

を請願します。

①小学３年生～６年生と中学２年生～３年生でも上限３５人学

級を実施すること。

①－２＞

小学１、２年生の上限３０人学級と、小学３年生以上での上

、 、 。限３５人学級を 正式な 宮崎県の学級編制基準とすること

②宮崎県の特別支援学級の学級編制基準を上限６人とするこ

請願の件名 と。

③宮崎県の複式学級の学級編制基準を上限１４人とすること。

（小学１年生を含む場合の規定は、現行の８人 ）。

④中学校の複式学級は、解消すること （事例がきわめて少な。

いため）

⑤オンライン授業に過度に頼ることなく、人間的なふれあいの

もとで子どもの成長発達の権利を保障する、教育環境の整備

を図ること。

⑥国に対して、次の２点について意見書を提出すること

・小学２年生以上中学３年生までの全学年で、上限３５人学

級を法律の改正によって行う。

・新型コロナウイルス感染防止のため、２０人以下学級を展

望した少人数学級をすすめる。

（理由）

はじめに、請願項目①～④について説明します。

宮崎県では現在、小学校１、２年生が上限30人、中学１年生が

上限35人ですが、それ以外の学年では上限40人です。小学２年生

から３年生に変わる時、１学級減や、場合によっては２学級減と

なるなどして、学級当たりの人数が急激に増えるということが多

。 「 」々見受けられます 従来から せめて35人学級を実現してほしい
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という保護者や教職員の願いがありました。

2020年に入り、新型コロナウイルス感染症が広がる中で、文部

科学省の提起した「学校の新しい生活様式」は、教室での子ども

同士の距離を２メートル確保するために、教室あたりの児童生徒

数は20人程度とする必要があるとされました。長期間の学校休校

「 」 、 。のあとに行われた 分散登校 は この指導の下に行われました

一つの学級を半分に分けて、時間をずらして授業が行われました

が、現在では、元通りの学級のまま授業が行われています。新型

コロナウィルス感染症から子どもと教職員の命と健康を守るため

には、宮崎県の学級編制基準を上限20人とする必要があります。

そうすれば、すべての学級が20人以下となるからです。

昨年2019年度の宮崎県の公立小中学校の状況は、小学校では35

％、中学校では29％がすでに20人以下となっています。一方、超

過密な36人以上の学級が小学校で９％、中学校では17％もありま

した。

「調べる会・宮崎 （ゆとりある教育を求め全国の教育条件を」

調べる会・宮崎）が行った2017年度の実態調査では、現状の教員

定数の使い方を変えれば、特段の増員を要さずとも、単式学級を

上限35人、複式学級を上限14人、特別支援学級を上限６人とする

ことは十分に可能だということが判明しました。

国の加配定数である「指導方法工夫改善定数」やそれが基礎化

された定数は、少人数学級に転用することができます。実際、宮

崎県の小１・小２の「30人学級」や中１の「35人学級」は、この

定数を転用して行われていますが、転用せずに「一部教科での少

人数授業」に使われている定数が、小中学校合わせると309人分

ありました また 国の基礎的定数と県の基礎的配置数との差 そ。 、 （

の分は使われていない）が139人分ありました。合計で448人分の

“使える定数”があるのです。

小学校の小学３年生以上の学年すべてで「35人学級」を実施す

るためには118学級を増やし、中学校では53学級増やす必要があ

ります。小学校で複式学級を14人以下とするには７学級、中学校

で複式をすべて解消するには５学級増やす必要があります。特別

支援学級を６人以下とするには小学校で45学級、中学校で７学級

増やす必要があります。それから、これらの学級数が増えること

に伴って増やされる教員の数が小学校では17人、中学校では33人

となります。ですから、増やさなければならない教員の数は合計

285人となります。すでに見た通り、現行の定数で少人数学級化

に使える定数が448人分あるのですから、定数の使い方を変える
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だけで、特段の定数を増やさなくても実現可能なのです。

以上のことから、請願項目の①では、来年度2021年度から、宮

崎県の学級編制基準を小学校３年生以上の全ての学年で一斉に上

限35人とすることを求めます。そして、請願項目の①－２では、

現行の小学１・２年生の30人も正式に県の学級編制基準とするこ

とを求めます。現状では、基準は変えずに運用で行われており、

そのために国の標準より１クラスの人数を少なくして増えた学級

数が、学級数に応じてプラスされる教員数の決定に、反映されて

いないからです。

また、複式学級の上限16人、特別支援学級の上限８人というの

は、子ども同士の距離の点から言えば問題がないのですが、これ

らの学級編制基準についても従来から、複式学級はせめて上限14

人に、特別支援学級はせめて上限６人に改善してほしいと要望が

ありました。

ですから、請願項目の②では、特別支援学級の編制基準を６人

とすること、請願項目の③では、小学校の複式学級の編制基準を

14人とすることを求めます。また、請願項目の④では、中学校の

複式学級については、事例が少ないので、解消することを求めま

す。

次に、請願項目⑤について説明します。

９月30日に公表された文部科学省の次年度予算概算要求書をみ

ると 「少人数学級」の実施へ振替可能な加配定数を、ごく一部、

の学校での小学校高学年の教科担任制へ2000人分転換（すでに今

年度、2000人分転換済み ）することが明示されているのに対し。

て、少人数学級の具体的な人数については曖昧で、必要な予算額

も明示されていません。また、少人数指導（一部の教科の授業時

間だけを少人数にすること ）とＩＣＴ（情報通信技術）を組み。

合わせる制度へ、教育予算の重点を移し変えようとしています。

宮崎県下の学校においても、すでに全校児童生徒にタブレット

が配布される学校があるなど、オンライン授業に対応した予算の

執行が進められています。しかし、オンライン教育が主となる学

校制度では、子どもの健全な成長発達は保障できません。仮想空

間での学習だけでは、体感を伴った現実の深い理解を得ることは

できません。発育途上の未成熟な子どもたちの心身への電磁波の

与える影響も心配です。オンライン授業に過度に頼ることなく、

人間的なふれあいのもとで子どもの成長発達の権利を保障する、

教育環境の整備を図ることを求めます。

請願項目⑥について、宮崎県議会として国に意見書を提出して
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ほしい理由は以下のとおりです。

全国の調査の結果でも、上限35人学級は来年2021年度から全学

年で一斉に実施可能であることが分かりました。まずは、国の制

度として法改正による35人学級の実現を求めます。

新型コロナウィルス感染症から子どもと教職員を守るために

は、上限20人学級が必要です。宮崎県で今すぐに20人学級を実施

するには、1,200程度の教室が必要ですが、現在の余裕学級は700

。 、 。ほどです また 教員を1,300人ほど増やさなければなりません

それらを宮崎県独自に増やすのは、財政的にかなり負担が大きく

なります。国庫負担制度を伴ったもので対応する必要があると考

えます。来年度、35人学級が全学年で一斉に実施された後、コロ

ナ禍の下でも安全・安心な教育環境を整えるには、国の制度とし

ての20人学級実施に向けて計画的に学級編制基準を縮小していく

必要があります。以上の２点について、宮崎県議会から国に対す

る意見書を提出することを求めます。

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 満行 潤一
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継 続 請 願

総務政策常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 ９ 号 受理年月日 令和３年６月２１日

夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の拡充を求める意見

書提出についての請願

１、 請願の趣旨

国の関係機関に夫婦・親子同氏を維持し、旧姓の通称使用の

拡充を求める意見書を貴議会として提出をお願いします。

２、 請願の理由

、 。最近 夫婦別姓制度を盛り込んだ民法改正の議論があります

しかし、夫婦別姓は子供が生まれれば、必然的に親子の間で姓

が異なる親子別姓や、兄弟の間でも姓が異なる兄弟別姓になっ

てしまいます。それでは社会の基盤である家族の在り方に大き

な影響を及ぼし、社会的にも混乱をもたらす心配があります。

平成２９年の内閣府の調査でも、別姓は子供にとって好ましく

ないとの声が６２．６％にも上っているように、子供のために

請願の件名 も良くないと思う人が半数以上います。

夫婦別姓については、昨年１２月の政府の「第５次男女共同

参画基本計画」の策定にあたっても議論となりました。政府の

「 、結論は 戸籍制度と一体となった夫婦同氏制度の歴史を踏まえ

また家族の一体感、子供への影響や最善の利益を考える視点も

十分に考慮」するとされ 「婚姻により改正した人が不便さや不、

利益を感じることがないよう……引き続き旧姓の通称使用拡大

やその周知に取り組む」と明記されました。

第５次男女共同参画基本計画に定められたように、家族の一

体感、子供への影響を考慮し、夫婦・親子同氏制度を維持する

ことが大切です。一方で婚姻により改姓した人の社会生活上の

不便を解消するための方策としては、旧姓の通称使用の更なる

拡充をはかり、それを進める環境の整備が必要です。

つきましては、国の関係機関に夫婦・親子同氏を維持し、旧

姓の通称使用の拡充を求める意見書を貴議会として提出をお願

いします。
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紹 介 議 員 窪薗 辰也 佐藤 雅洋 図師 博規 有岡 浩一
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議 事 経 過

- 351 -



- 352 -



月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（星原 透議員、太田清海議員）

議会運営委員長審査結果報告
９月６日 月 本 会 議

会期決定

議員の辞職許可（渡辺 創議員）

議案第１号～第25号上程

知事提案理由説明

休 会 （議案調査）
９月７日 火

９月８日 水

議席の一部変更

９月９日 木 代表質問（宮崎県議会自由民主党・日高博之議員、
本 会 議

宮崎県議会自由民主党・右松隆央議員）

代表質問（県民連合宮崎・岩切達哉議員、
９月10日 金

公明党宮崎県議団・河野哲也議員）

休 会 （閉庁日）
９月11日 土

９月12日 日

一般質問（田口雄二議員、武田浩一議員、山下 寿議員、
９月13日 月

脇谷のりこ議員）

一般質問（図師博規議員、窪薗辰也議員、二見康之議員、
９月14日 火

重松幸次郎議員）

議案第26号追加上程
本 会 議

知事提案理由説明

一般質問（来住一人議員、日髙利夫議員、外山 衛議員、
９月15日 水

太田清海議員）

採決（議案第15号～第25号）（同意）

議案委員会付託

常任委員会
９月16日 木

９月17日 金

（閉庁日）
９月18日 土

９月19日 日 休 会

９月20日 月 （閉庁日）敬老の日

９月21日 火 常任委員会

９月22日 水 特別委員会
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

９月23日 木 （閉庁日）秋分の日

９月24日 金 （議事整理）
休 会

（閉庁日）
９月25日 土

９月26日 日

議員の辞職許可（脇谷のりこ議員）

議長の報告（環境農林水産常任委員会副委員長互選結果）

常任委員長審査結果報告

討論（議案第１号に反対）（来住一人議員）

討論（議案第11号に反対）（前屋敷恵美議員）

採決（議案第１号、第11号）（可決）

９月27日 月 本 会 議 採決（議案第２号～第10号、第12号～第14号、第26号）（可

決または承認）

採決（継続審査・調査案件）（委員長の申し出のとおり）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第５号追加上程、採決（可決）

議案第27号～第31号上程

知事提案理由説明

休 会 （議案調査）
９月28日 火

９月29日 水

議員の辞職許可（内田理佐議員）

知事発言

決算議案に対する質疑（前屋敷恵美議員）
９月30日 木 本 会 議

議員発議案送付の通知

議員発議案第６号上程、採決（可決）

議案第27号～第31号決算特別委員会付託

議長の報告（決算特別委員会正副委員長互選結果）

決算特別委員会

10月１日 金 決算特別委員会

（閉庁日）
10月２日 土

休 会
10月３日 日

10月４日 月 決算特別委員会

（議事整理）
10月５日 火

10月６日 水
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

10月７日 木 決算特別委員会

10月８日 金 （議事整理）
休 会

（閉庁日）
10月９日 土

10月10日 日

議席の一部変更

議長の報告（地域振興対策特別委員会委員長互選結果、都市

計画審議会委員選任）
本 会 議

議案第32号追加上程

知事提案理由説明

議案第32号委員会付託

常任委員会
休 憩

10月11日 月 （議事整理）

決算特別委員長審査結果報告

討論（議案第27号に反対）（前屋敷恵美議員）

採決（議案第27号）（認定）

本 会 議 採決（議案第28号～第31号）（可決及び認定、または認定）

総務政策常任委員長審査結果報告

議案第32号採決（可決）

閉 会
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署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 中 野 一 則

宮 崎 県 議 会 副 議 長 濵 砂 守

星 原 透宮 崎 県 議 会 議 員

太 田 清 海宮 崎 県 議 会 議 員





署 名

宮 崎 県 議 会 議 長

宮 崎 県 議 会 副 議 長

宮 崎 県 議 会 議 員

宮 崎 県 議 会 議 員


